


　近年、人工知能（AI）への注目は一層の高まりを見せており、世界の各国の幅広い産業分野にお
いて積極的な取組みが進められております。中でも米国及び中国における進展は目覚ましく、官民
一体となった社会実装が図られています。AI技術を使いこなすことが国や産業の行く末を決める
鍵となっているといっても過言ではありません。
　我が国におきましても、国や先進的なAI企業においてAIの社会実装が進められているとは言
え、先導的な産業分野にとどまり、なかなか幅広い分野における実用化には至っていないのが実情
です。AIの実装を推進していくためには、AIを導入する側の企業の現場の方々のAIリテラシー
向上やその経営層の方々のAI導入の事業的決断を促進したり、社会のAIに対する受容性を引き上
げたりするなど、AIの理解をより深めることが必要と考えております。
　IPAは2017年7月、AIの先進技術や利用動向などを取りまとめた『AI白書2017』を刊行、1万
部近く部数を重ねてまいりました。このたび、ユーザー企業の経営層や現場の方々にもAIの必要
性や有効性、米国・中国に大きく後れを取っている現状をより深く理解いただくため、有識者の対
談、社会実装課題、中国動向などを特集とした『AI白書2019』を発行する運びとなりました。
　本書はまず、我が国の産業の問題やAIによる取組みの方向性について明快にお伝えするため、
編集委員とゲストによる対談を冒頭に設けています。技術動向は新しい内容に全面的に更新、利用
動向はAI導入の参考となる250件超の事例によるアップデートを行っています。また、現地調査
にもとづく中国のAI最新動向、2017年度にIPAが実施したAI社会実装推進調査やアンケート調
査の詳細報告など、AI導入に有効となる豊富なデータも提供しております。
　産業構造が大きく変化し始めている中、本書をユーザー企業の経営層や現場を含めた多くの方々
のより深いAI理解のために活用頂き、AIの実装を進めていただくことにより、産業高度化やイノベ
ーション、ひいては社会の活性化やよりよい生活の実現につながることを期待しています。

　最後に本書を取りまとめるにあたって、調査や執筆のご協力をいただいた皆様や、編集委員会に
おいて、ご尽力いただいた皆様方に対し、心から敬意を表するとともに、厚く御礼申し上げます。

発行にあたって

ＩＰＡ（独立行政法人情報処理推進機構）
理事長

富田　達夫
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第1章

 AIが壊すも の、
        創るもの

対談1　AI経営と日本の目指すべき道
  冨山和彦（株式会社経営共創基盤代表取締役CEO）
  中島秀之（本書編集委員長、札幌市立大学学長）
対談2　感情価値や欲望の部分をAIで勝ちに行け
  尾原和啓（Professional Connector、ITジャーナリスト）
  松尾豊（本書編集委員、東京大学大学院特任准教授）
AIは決してブームではない。産業構造の転換である



AIに莫大な投資を続け、その覇権を争っている
アメリカと中国。その両国に挟まれている日本
の企業は、どのようにAIを活用していくべき
か。『AI白書2017』に「AI経営で会社は甦る」
を寄稿した冨山和彦氏と、本書編集委員長の中
島秀之氏が、AIと経営をテーマに対談した。

このままでは米中の下請けになる？
中島　『AI白書2019』の編集委員会では、AI
について、技術、投資、人材といった面で、日
本は米中から周回遅れになっているという意見

が出ています。冨山さんはこの現状をどのよう
にとらえていらっしゃいますか。
冨山　周回遅れどころか、何周回も遅れていま
す。アメリカと中国は、政治体制は異なります
が、産業・社会構造は似ています。割と個人主
義で、お金が好き。起業志向で、ソフトウェア
に強い。こういった要素は、幸か不幸かAIと
相性が良い。どちらかと言うと、日本の産業・
社会構造は逆です。組織がガチっとしている集
団主義で、年功型の組織。ハードウェアを改善
していくのにフィットしているモデルです。
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AI経営と日本の目指すべき道

冨山和彦 中島秀之
本書編集委員長、札幌市立大学学長株式会社経営共創基盤代表取締役CEO

対
談
1



　さらに言うと、中国は国中がサンドボックス※1

で、何でもやり放題です。一方、日本は規制が
厳しい。中国からAIベースのサービスモデル
が先にたくさん出てきた時に、どのように対抗
すべきか。日本は会社の形を根本から覆さなけ
ればならないし、今までのような少しずつハー
ドウェアを改良していくモデルだけに集中して
いると、必ず米中の下請けになります。
中島　AIによる破壊的イノベーションで変わ
らなければいけない今現在、大きな問題が２つ
あります。１つは法規制の話で、もう１つは、
今おっしゃったような企業の話です。法規制に
関して言うと、新しい公共交通システムは技術
的には実現できているのですが、法的にはタク
シーの乗り合いもできないし、バスの路線もな
くすことができない。自動運転も日本では全然
実装できていないのに対して、米中ではどんど
ん実施しているような状態です。日本の法律は
「これとこれはしていいよ」と書いてあること
以外はできない。一方で、アメリカと中国は法
律で行ってはいけないことを書いている。技術
の進展が早くなっているにもかかわらず、日本
は業界保護になっていて、イノベーションに全
く向いていない。法律をホワイトリスト型から
ブラックリスト型※2に変えないといけません。
冨山　ブラックリスト型の法律を作ってはなら
ないとは、憲法には書かれていません。強い政
権が本気になれば基本的な法体系のあり方を変
えたり、「禁止されていないものは原則自由」
という方向に切り替えることはできるはずで
す。そもそも日本は自由主義国家ですから、本
来は原則すべて自由なのです。
　しかし、日本は「お上がやっていいよ、とい
うことを民がやる」というモデルを明治時代か

ら引きずっています。そろそろ本来の自由主義
国家になった方がいいと思います。
中島　私は制度に逆らうような研究をたくさん
やってきたのですが、制度が悪いと思っている
から、こちらに正義がある。企業もそれくらい
の気概が必要ですよ。
冨山　日本企業はいろいろなことを忖度する。
例えば規制改革要望を出すこともできますが、
日本の大手企業は出さない。そういう話はたく
さんあります。　
　結局、この国は他責文化なのです。誰かに寄
りかかっているのが前提なので、規制をしても
らったり、行っても良いことを明確にしてもら
うのが好きなんですよ。誰かに保証してほしい
と常に思っている。
中島　何か事故が起きると、自分の責任にしな
いで組織の責任になりますよね。また、なにか
と政府の責任にしたがります。　
冨山　企業の中で偉くなる人は、私の理解では
他責力が強い人です。上手に他人のせいにする
人が出世する。自責力が強い人は責任を取って
しまうから出世しない。「副業してはいけない」
などと、自分の人生を会社が決めてくれて、そ
の代わりに何かが起きたら会社のせいにでき
る。日本人はそういうもたれあいでやってきた
ので、AIやソフトウェアは不得手なんですよ。

企業経営にAIをどう活かすか
中島　昨年頃から、AIは具体的な利用事例や先
進事例が出始めています。日本企業はAIとどの
ように向き合っていくべきだとお考えですか。
冨山　2つのアプローチが考えられます。1つ
は誰かが作ったAIをタダまたは安く使い倒す
アプローチ。もう１つはAIを競争領域ととら

※1　サンドボックス　
　　　参加者や期間を限定すること等により、既存の規制にとらわれることなく新しい技術等の実証を行うことができる環境を整備すること
　　　で、迅速な実証及び規制改革につながるデータの収集を可能とする制度を「規制のサンドボックス」と呼んでいる（詳細は第4章参照）。
　　　日本を含め、各国で実施されているが、このような制度がなくても、新事業・新技術の実験・実証を進める国もある。
※2　ホワイトリスト型とブラックリスト型
　　　ホワイトリスト型（形式）は、サービスなどで警戒を必要としない、利用可能なものを示す方式。一方、ブラックリスト型（形式）は、　
　　　サービスなどで警戒を必要とする、利用してはいけないものを示す方式。
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えて差別化、付加価値を作っていくというアプ
ローチです。
　例えば、バス会社を経営していて、5,000
人のドライバーがいるとします。運転手が足り
なくて困っているときに、自動運転技術がたく
さん出てきたら、それをタダまたは安く使えば
いい。自分たちでAIを開発する必要は全くあ
りません。今のAIの開発トレンドからすると、
オープンソースになっていくし、安く使えるよ
うになる。これは誰でも手に入るので、競争領
域ではありません。それを使う能力があれば大
丈夫です。
　もう1つは、たまたま日本に、AIのある分
野のドリームチームが集まってベンチャーを作
ることができた場合、AIそのものが付加価値
や競争領域の中心となります。これはすごい例
外です。企業の90%は前者だと思います。
中島　松尾豊先生（本書編集委員、東京大学大
学院特任准教授）は研究でも勝てると言ってい
ます。分野によっては勝てるかもしれません
が、私も企業は使う側に回ったほうがいいと思
います。

冨山　AIを競争領域だと考えて、頑張って開
発しようとするのが一番危ないです。資源を投
入して、自動運転のモジュールを搭載してみた
ら、Mobileye（イスラエル）※3のほうがよっぽ
どよくできていて、値段は1/10なんてことが
起きてしまう。それなら最初からMobileye
を搭載したほうが賢い。日本企業は自前主義に
とらわれているところがあります。
　以前、ある自動車メーカーの研究開発者向け
の講演で、パワーウィンドウやワイパーが好き
で自動車を買った人はいますかと聞いたら、1
人も手を上げなかった。しかし、実際はパワー
ウィンドウやワイパーを自社で開発している。
競争領域でないものは自社で開発しないで、他
社に任せたらいいんですよ。でも、その割り切
りができない。
　自分たちが競争すべきところはどこか。それ
がデジタル革命とグローバル革命では鮮烈に問
われます。ですので、「AIの研究者を集めるん
だ」と言っている会社があれば、その会社は危
ないです。
　AIウォッチャーのような人材を雇って、世
界中の開発動向を見ながら、どれをパクるかを
考える。「すげーぞ」と思ったら買収しても良
い。それができているのが、コマツです。コマ
ツはロシアやアメリカの技術を買ったり、ライ
センスを受けたりしています。
中島　ディープラーニングは借りてきて、使え
ばいいだけですからね。
冨山　誰でもある程度練習すれば使えるように
なると思いますよ。それでいいんですよ。AI
の開発で正面から立ち向かおうと考えたら、ア
メリカに総力戦を挑むような75年前の繰り返
しです。
　AIの研究者を1万人作れと言っても無理で
す。才能がないといけないので、｠ロサンゼル
ス・エンゼルスの大谷翔平君を100人作れと

※3　Mobileye（モービルアイ）
　　　単眼カメラの画像認識技術による衝突防止補助システムで車載カメラの採用実績を伸ばしてきた、イスラエル（本社オランダ）のテクノ
　　　ロジー企業。自動運転など次世代自動車の研究開発を強化している。
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いうのと同じくらい難しい。日本の人口は約1
億人、中国は約14億人、アメリカは約3億人
です。中国は14億人の中から、アメリカは世
界中から人材が集まるので40億人くらいのプ
ールの中から、天才が出てくるわけです。仮に
天才の出現率が一緒だとしても、人口が格段に
違いますから、そこで戦うのはナンセンスです。
中島　AIの使い方で言うと、人事をAIに任せ
るのはありかなと思います。企業経営者からよ
く「AIでどういうサービスができますか」とい
う質問をもらいますが、現在は製品やサービス
に使うことばかり考えていて、自分たちの経営
にAIを使うという発想があまりありません。
まずそれをやらないとダメだろうと思うし、そ
れが１つの救いになると思います。大きな企業
でも人事の大部分をAIにやってもらえればク
ールになる。そういうことを考えてくれる企業
が出てほしい。採用をAIでマッチングしよう
という流れは出てきていますから、もう一歩だ
と思います。
冨山　AI人事にはヒューマニズムがないとい
う人もいますが、逆に叙情的人事は人間的かと
いうと、そんな単純な話ではありません。
　AIが定量的にある種のジャッジメントを下
すことは、多くの場合、より人間的な結果をも
たらします。人事で一番難しいのは、例えばA
さんのことを判断するときに、Aさんの情報を
頑張って10得たとしても、Aさんは自己意識
として20ぐらいの情報を持っています。これ
をAさんはアンフェアに感じることがある。人
事で揉めるのは大体そこなのです。また、経営
者が100人を評価する場合、1人に使う時間は
1/100です。しかし、本人にとっては1/1で
す。人間が評価すると、こういった差は埋まり
ません。ですから、AI化した方が見落としや
見逃しがなくなるので、非対称性が解消されま
す。それがAI人事の一番のメリットです。そ
の上でヒューマンタッチを入れることには反対
しません。
中島　ときどきは大岡裁きを残しておきたい。

例外は常にありますから、学習では追いつかな
い。やっぱりそこは人間の判断が効いてくると
ころはありますよね。
冨山　人間は人間が得意とする仕事だけをすれ
ばいい。そう考えると、AIは人間をより人間
らしくする道具なんです。私たちは日ごろの生
活で、脳が得意としない作業をたくさん行って
います。おそらく単純な作業を高速にこなすよ
うな、人間が不得意なところから、AIに置き
換わっていくでしょう。例えば、二足歩行は
全動物の中で、人間が持つスーパーな能力なの
で、二足歩行のヒューマノイドはビジネスにな
りにくい。これを置き換えるのは、AIにとっ
ても大変です。人間の得意なことを置き換えよ
うとすると、ビジネスになりません。

経営者は乱暴なことをやったほうがいい
中島　AIという第４の波の中で、日本企業が
生き残れるかどうかも本書のテーマですが、
1つは冨山さんのおっしゃるように速い技術変
化に追従できる組織が必要です。『Harvard 
Business Review』に「アジャイル人事」とい
う特集がありましたが、これはソフトウェア開
発で採り入れられている、実行と評価のループ
をこまめに回す手法を企業の人事にも応用しよ
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うというものです。柔軟な組織改編ができない
と時代から取り残されます。
冨山　デジタル革命になってから、産業では破
壊的なことが起きています。汎用コンピュータ
ーという概念がなくなったために、IBMは全
く異なる企業になった。Motorola、Lucent
など、伝統的な通信関連企業をFacebookや
Appleが追い落としたわけです。AIは汎用性
が高い技術なので、今までのデジタル技術以上
に、多くの産業で破壊的イノベーションが起こ
る確率が高い。自分のいる会社がどこまで破壊
されるか、自分がやっている事業がどれだけ破
壊されるかという読みが必要です。
中島　IBMはパソコンを捨てるのが早かった
ですよね。
冨山　そのIBMの姿を見ていたから、Microsoft
はコンシューマー市場が悪くなる前に、B to 
Bのソリューションカンパニーに変わった。
MicrosoftがWindows 95の時の事業構成
でいたら、今頃消えていますよ。
　では、どうするべきか。経営者は、自分の会
社の形を全否定するくらいの乱暴なことをやっ

たほうがいいです。そのくらいでちょうどいい
くらいに収まります。いきなり40歳の人を社
長にするとか、あるいは会社のお金で留学した
のに帰国後すぐに転職して偉くなった人がナン
バー２として戻って来るような、日本型サラリ
ーマン秩序からすると、許し難い人事をやる。
若い個人の才能をフェアに早くから活かすとい
うモードの経営に変えるべきです。日本で一番
効くのはお金より人事です。すると、必然的に
それに合わせて会社の形も変わっていきます。
　新卒採用も同じです。例えば、東大のトップ
ラボ、松尾研※4や坂田・森研※5などを出て、グ
ローバルなリクルーティングマーケットであれ
ば、年収2,000万円、3,000万円の初任給が
つくような学生も、「一応理系です」みたいな
学生も、多くの日本企業は同じ初任給で採用し
ています。そんなことは海外ではありえない。
そういう採用はやめたほうが良い。
　AIは古き良き日本型サラリーマン社会を破
壊しますから、問われているのは、日本の会社
の形を根本から破壊的に再生産することです。
これに取り組まないと本当に下請けになる。
中島　経団連の関係者らは、良いドクターを出
せと大学に言うんですよ。でも、「良いドクタ
ーを出したら、高く採用してくれるのですか」
と聞くと、「いえ、同じです」と答える。彼ら
からすれば、「能力があれば、あとで高くなり
ますから」という論理です。それだと最初から
行かないわけですよ。良い人材が海外企業など
に行ってしまう。機会損失しているのがわかっ
ていない。
冨山　みんなで安くていいものを作りますとい
うモデルで競争している時は、ボトムアップが
この国の生産性・競争力に直結したと思いま
す。しかし、明らかに平成になった頃から壁に
ぶつかっている。この戦い方では、国は豊かに

※4　松尾研
　　　本書編集委員を務める、松尾豊氏（東京大学大学院特任准教授）の研究室。
※5　坂田・森研　
　　　東京大学大学院工学系研究科教授（技術経営戦略学専攻）で、同総合研究機構イノベーション政策研究センター長の坂田一郎氏と、東京
　　　大学数理・情報教育センター准教授の森純一郎氏の研究室。自然言語処理などAIに関する研究を行っている。
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ならない。そのためにはトッププルを考えなく
てはなりません。それは企業も同じで、過去の
成功モデルは捨てざるを得ない。仮に能力のあ
る学生を年収1,000万円で雇ったときに、そ
うではない他の学生が不公平感を持って、モチ
ベーションが下がっても、それは飲み込まなけ
ればいけない。そして、私の経験からすると、
モチベーションの下がった人がいても、会社の
生産性はほとんど落ちない。これは保証します。
中島　実は文部科学省も一緒で、彼らは「教育
の質保証」と言っていて、一番下をどうやって
引き上げるかを考えています。そのために、文
科省はいろいろ規制するのですが、規制は同時
に上も抑えてしまっています。今より良い教育
もできないという面がある。そこに全然気がつ
いていません。
冨山　でも、経営トップは分かっていると思い
ます。銀行が潰れ、ITバブルの崩壊があり、
さらにリーマンショックや3.11が起きて、何
回もレッスンがあったわけですから。AIによ
ってどれだけインパクトがあるかがわからない
ようでは愚かですよ。
　経営トップはタイタニック号の上から、「こ
のままいけば氷山にぶつかるな、ぶつかった
ら、半分くらいは壊滅するかもしれないな」と
思っています。巨大な客船になればなるほど、

舵を切ってから動き出すまでに時間を要します
が、まだ氷山が遠いうちに舵を切ると組織にス
トレスがかかります。
　多くの経営者は、そのストレスが行動原理を
規定してしまいます。組織にストレスを無理や
りかけると、「社内が荒れるぞ」「荒れると短期
的に業績下がるぞ」「自分の立場があぶないぞ」
ということが気になります。現状は、古いモデ
ルで収益を上げていますから、多くの経営者は
むしろその誘惑に負けるわけです。
　けれども、構造改革や事業リストラは会社が
儲かっているうちに行わなければなりません。
中島　会社ではありませんが、私が住んでいた
函館は、かつてとても栄えていました。函館の
人はその記憶で生きている。函館は今、人口減
少率が中核市の中で1位か2位くらいです。で
も、まだもつと思っている。「今はいいから、大
丈夫だろう」というマインド。日本企業もそう
いうマインドが多いのではないかと思います。
冨山　結局はリーダーシップの問題なので、取
締役会でそれができるリーダーを選ぶしかない
ですね。できなければ、潰れても全然かまわない。
　ある大企業の祖業部門が売却される時の話で
すが、売却されたら飛び降りると言った人がい
ました。最終的にオーナーは別の会社に変わり
ましたが、工場は同じままで、社員は同じ仲間
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と仕事を続けています。その会社は法人として
はなくなりましたが、彼らの生活は変わってい
ません。むしろ新会社の経営者は能力が高いの
で、ボーナスもたくさん出て幸せになった。と
にかくこの国は会社のことを大げさに言い過ぎ
です。変に会社が実存的になってしまってい
ます。もともと会社というのは、リスクがあっ
て、大規模な資本集約が必要で、時間的に長期
的なレンジでやらなければならないビジネスを
営むための法的なフィクションです。産業は新
陳代謝していくものだから、会社は道具でしか
ありません。経営者から見ても道具だし、従業
員から見ても道具。株主から見ても道具なんで
すよ。その道具を過大に言ってしまうから、国
家主義と同じで、会社のために命をかけるみた
いな話が出てくるのです。

地政学的な利を活かす
中島　そういう意味では、今は大企業ではな
く、ベンチャーに期待しているところがありま
すね。やっと日本でもいろいろなベンチャーが
出てきました。
冨山　会社の形を変えるだけで、10年、20年か
かってしまいますからね。最近はすごくレベルの
高い若い人たちがベンチャーを起業しています。
　私はシーソーの例えをよく出すのですが、経
済重商主義でうまくいった時代は、“幕藩体制”
といいますか、終身年功型の雇用体系が多数派
で、シーソーもそっちに倒れている。しかし、
それが世の中と合わなくなってくると、少しず
つ反対側に行く人が抜け駆け、つまり“脱藩”
し始めるわけですよ。その流れが、この10年
くらい顕著です。日本は付和雷同の国なので、
シーソーが逆に倒れ始めたら、そこは早いと思
いますよ。
中島　考えてみればGAFA（「Google」「Apple」
「Facebook」「Amazon」）だって、みんな
ベンチャーですからね。日本も今回のAIショ
ックで変わってくれたらいいですよね。
冨山　1990年ごろの日本企業の時価総額トッ

プ10を見ると、東京電力や日本電信電話、あ
るいは銀行、証券会社が並んでいます。結局、
日本でかつて価値が高かった企業は、すべて規
制に守られていた産業です。
　今や日本のGDPは世界の中で6%しかありま
せん。つまり、グローバル企業にとって6％の
市場でしかないわけです。もし日本に本社があ
る会社で、いろいろな規制で行動の自由が奪わ
れ、世界で商売するときに不利な状況なら、世
界に出てチャレンジすればいいじゃないですか。
　日本は幸いこれから人口が減っていきます。
人口が減って中規模の国になっていく。だから、
これからは米中日の三極なんか考えないで、巨
大な覇権国の間でしたたかに豊かになる方法を
考えていくべきなのです。ヨーロッパで参考に
すべきは、ベネルクス三国や北欧、スイスです
よ。これらの国は、東側にドイツとロシアとい
うかなり乱暴な帝国があって、西側にイギリス
とフランスがあります。でも、気がついたら1
人あたりのGDPが高い。周りの国に対して、
したたかに振舞っている。国際機関もみんなあ
の辺にあります。そういうキラリと光るような
競争力のある国を目指せばいいと思います。
中島　そうですね。日本の強みには、おもてな
しや日本食などがあります。それをAI化すれ
ば良い。
冨山　それでいいんですよ。ある時期、日本の
経済が大きくなって、経済覇権国などと言って
いましたが、それはもう捨てた方がいい。
　企業も同じです。米中のITジャイアントと
ガチに戦うだけが戦法ではありません。日本
は、米中という巨大なお客さんがいる国の間に
あって、両方からアクセスがいい。日本はどち
らの国から見ても、気候はいいし、食い物もう
まい。風光明媚だし、安心安全。携帯も盗聴さ
れていない。自由空間ですよね。
　地政学的な利を活かせば、絶対にこの国は豊
かになる。平和と豊さを手に入れようと思った
ら、それが一番、賢いと思います。
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AI白書編集委員長
札幌市立大学学長　中島秀之

　冨山さんの本は拝読していたが、分野も違うのでお会いするのは今回が初。ど

んな対談になるのか不安だったが、予定時間を越えてまで話していただいて、活

発な対談となった。

　本文には出てこないが、最初にAI白書編集委員会の雰囲気をお伝えした。こ

の白書は企業の中堅からトップの人に読んでもらいたいと考えている。AIの進

出によって技術革新が進み、企業の急速な変化が求められている。旧体制ではも

たない。一番伝えたいメッセージは首脳陣が若手にその座を譲り、企業の脱皮を

促す必要があるということ。そうしないと日本はもたないという危機感だ。

　この危機感は冨山さんも持っておられて、対話ではかなり過激な発言をしてい

ただいた。記録からは企業の固有名詞などは消してあるが、結構具体的な話題が

展開された。特に印象に残ったのは人口減少をポジティブに捉える視点だ。

　北欧のフィンランドやスウェーデンは小さいながらもモビリティを含む様々な

先進的制度を実施して世界を先導している。日本がこのような、小さいながらも

世界の見本になれれば良いと考えている。現状を肯定し、それを維持しようとす

るのではなく、変化（たとえば人口減少や過疎化）を肯定し、武器とする発想が

必要だと思う。

　私はコンパクトシティという方向性が嫌いだ。コンパクトシティの効率が良い

というのは行政の発想だ。住居地域が広がるとインフラ維持のコストが高くな

り、自治体の負担が増える。行政としてコンパクトにしたいのは分かるが、それ

が住民の幸福に直結するのかということは考えなければならない。日本で幸福度

の高い地域は東京圏ではなく、日本海側だ。これからは過疎地が不便にならず、

行政負担も高くないようなインフラの仕組みをデザインし、実現しなければなら

ない。そのような変革を支えるのがITでありAI技術である。現在のITやAIの

利用は、既存システムの一部を置き換えるのに使われているにすぎない。どの職

種がAIで置換え可能かという議論がその典型で、新しい職業が生まれるという

発想がない。新しい社会や企業の仕組みの提案が待たれる。
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対談を終えて



Google、マッキンゼーなどで ITプラットフ
ォームビジネスに携わった尾原和啓氏と本書編
集委員の松尾豊氏が、AIビジネスの未来につ
いてディスカッション。AIを活用すべき分野
とは？　AIでどのような付加価値をつけるべ
きか？　日本が目指す方向性についても語って
いただきました。

リアル社会に浸出しはじめた
AIと関連技術
松尾　2018年現在、人工知能分野の技術は、

おおよそ予測通りに進展しています。ディー
プラーニングによる画像認識はかなり進み、
アプリケーションが多数出てきています。次
の段階としては機械・ロボット系への応用と
なりますが、なかなか実用に結びつきにくい
状況が続いていました。しかし、この半年～
1年くらいで「World Models」※１（世界モデ
ル）を構築する研究が出てきています。今年
6月にはDeepMind※２（英国）から「GQN」
（Generative Query Network）※３が発表
されました。

対
談
2
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感情価値や欲望の部分を
AIで勝ちに行け

尾原和啓 松尾 豊
おばら・かずひろ／京都大学大学院工学研究科応用人工知能論講座修了。マッ
キンゼー・アンド・カンパニーでキャリアをスタートさせ、リクルート、Google、
楽天（執行役員）などで事業企画、投資、新規事業を歴任。著書に『ザ・プラット
フォーム  IT企業はなぜ世界を変えるのか? 』（NHK出版新書）などがある。

まつお・ゆたか／東京大学工学部卒業後、東京大学大学院工学系研究科電子
情報工学博士課程修了。博士（工学）。スタンフォード大学 CSLI 客員研究員な
どを経て、2014年より東京大学大学院特任准教授。人工知能学会論文賞など
を受賞。著書に『人工知能は人間を超えるか』（角川EPUB選書）などがある。

本書編集委員
東京大学大学院特任准教授

Professional Connector
ITジャーナリスト



　世界モデルについて簡単に説明すると、これ
はAIのエージェントが部屋の周りを回ると、
机の形や誰がどんな配置で座っているかなど、
構造や状況の空間認識ができるものです。人間
にとって、視覚情報は単なる映像です。また、
人間は筋肉への時系列の信号で身体を動かし
ています。基本的にこの2つの情報しかないの
に、人間はこの世界が三次元であることがわか
っています。つまり、この2つの情報の時系列
から潜在的な構造を見つけ出しているのです。
従来のSLAM※４技術などでは、世界の構造が
三次元であると最初に仮定し、タスクをナビゲ
ーションに絞る必要がありました。
　例えば、ものをつかむ、投げる、たたく、ち
ぎる、打つ、それぞれに異なる潜在構造があり
ます。それが仮定なしに学習できる世界モデル
ができてきて、AIで機械・ロボット系をうま
く動かせる状況が整いつつあります。大規模な
シミュレーションと実ロボットによる試行を組
み合わせた、四角いキューブを自由にひっくり
返せるロボット（Dactyl※５）が出てくるなど、
機械・ロボット系でAIの技術活用が始まる段
階となっています。
尾原　これまでは「こんなケースではこうしよ
う」とケースを仮定して、個別に1対1対応を
作らなければいけなかったのですが、これから
は状況とゴールを与えれば自動的に最適化が行
われる、そういう世界が見えてきたことになり
ますね。シリコンバレーでは以前、「Software 
eats everything」（すべてのビジネスがソ

フトウェア化していく）と言われていました。
例えば、銀行がオンラインバンク化したり、
タクシーがUber（アメリカ）に代わっていく
といった事例がわかりやすいと思います。最
近は「AI eats software」という言い方をし
ていますが、これを両方重ねると「AI eats 
everything」（AIがすべてを飲み込む）とな
ります。これまで論理で言われてきたことが現
実味を帯びてきたと言えますね。
松尾　機械・ロボット系でのAIによるモデル
化が進んだ先の段階では、「言葉」や「意識」の
解明も進んでいくはずです。
　動物としての知能に関して言うと、実は犬も
猫も世界モデルを持っています。人間はその
上に言語という機能を載せていて、言語の一
番の特性は、任意の瞬間に情景を思い浮かべ
られる、すなわちイマジネーションがあること
なんですよね。前述のDeepMindのDemis 
Hassabisも、10年以上前からずっと「イマジ
ネーションが大事だ」と言っているのですが、
人間は言葉によって任意のタイミングで任意の
ことを思い浮かべられ、言葉を使う操作とそれ
によるシミュレーターが連動しています。
　人間がなぜ言語を持っているのか、それが数
理的にどういう意味を持つかについては、もし
かするとこの2～3年のうちに解明されるかも
しれません。そうなると、言葉の意味・理解を
伴うような自然言語処理ができるようになりま
す。これは人類史上にとって巨大なインパクト
になります。GoogleやFacebookがやりそ

※１ World Models（世界モデル）
 運動系の強化学習に利用されるモデルで、エージェントの環境世界を学習する大規模な内部モデルが世界モデル（World Model）。タ  
 スクを実行する小規模なモデル（Controller）と分けて学習され、運動や行動につなげる予測シミュレーションをする。
※2 DeepMind（ディープマインド）
 Demis Hassabis（デミス・ハサビス）率いる、ロンドンにある英国の人工知能企業。2014年にGoogleによって買収された。同社  
 のAI、AlphaGo（碁）が韓国の囲碁棋士イ・セドル九段に勝利したことでも有名。
※3 GQN（Generative Query Network）
 DeepMindが2018年6月に発表した、二次元画像から三次元画像を生成する新技術。これによりAIは平面的な写真を見て、見えて  
 いない部分を想像するかのように、三次元空間を作り出すことができる。
※４ SLAM（Simultaneously Localization and Mapping）
 カメラなどのセンサーから取得した情報により、位置の推定と地図の作成を同時に行う、空間・立体認識技術。
※5 Dactyl（ダクティル）
 AIを研究する非営利団体OpenAIが作ったロボットハンド。発表された映像では、器用に5本指を動かし、アルファベットが書かれ  
 た6面体を自在に操る。
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うですね。
　今、ディープラーニングは20年前のインタ
ーネットと同じような時期にあると思っていま
す。つまり、今が1998年にインターネットが
出てきた状況と同じであると。そう考えると、
これからはプラットフォームなんです。10年
後、20年後には、世界の時価総額10位以内に
入ってくる巨大企業が、新しく何社もできてく
るはずだと思います。
尾原　AIの世界において、次に何が起こるか、
ですね。これまではインターネットの中の、閉
じた空間でのビジネスの覇権争いが起きていま
した。インターネットの進展により、デジタル
がすべてをオーバーラップするようになり、ど
んな情報がネットのどこにあるかを探すことに
価値が生まれて、Googleの価値は高くなり
ました。人間関係もネット上でつながった方が
効率が良いということで、人間関係を凝縮した
Facebookの価値が高くなりました。今度は
「AIによってリアル社会の何を再構造化でき
ると一番価値が高くなるか？」という戦いが始
まろうとしているのです。
　一番わかりやすいのが「信用」情報ですよ
ね。中国では「アリペイ」（支付宝）、「WeChat
ペイ」など、いろいろな企業が決済システムの
市場を取りにいっています。一見するとみんな

決済を取りにいっているように見えるのです
が、実はそうではないんです。人間の信用を可
視化することが、おそらく次のGoogleなの
で、信用を取りにいっているのです。
　松尾先生がおっしゃる通り、AIがリアル空
間に染み出るようになったときには、現実の社
会をもっと多角的に見る視点が必要ですね。そ
こに大きな可能性があるはずです。

多様化、過剰化していく
付加価値にこそAIを
松尾　私は以前から、AI技術を応用していく
産業分野として有望な領域を、農業、建設業、
食関連と言ってきています。これらは、今まで
データの取得や自動化技術の導入が行いにくか
った分野で、その理由としては個々のアイテム
を「認識」できなかったためなのですが、ディー
プラーニングによって大きく変化するでしょう。
　例えば、食における個人の嗜好。このデータ
はどこにもありません。食に対する人々の情
熱は非常に旺盛で、特に日本では独特の“食文
化”があり、多大なエネルギーが費やされてい
ます。それなのに、個別データはほとんど存在
しない。産業規模からいっても、現在のように
データ化や自動化が遅れている状況がこの先も
続くことはあり得ないと思っています。これを
どうやってお金にするかは、実はオープンクエ
スチョンなのです。
尾原　これからはリアルが関わるのは間違いな
いですが、松尾先生がおっしゃっているのは、
AIプラットフォームビジネスの次の次くらい
の段階を想定している。つまり、AIプラット
フォームビジネスの第1段階は、AIとロボッ
トによる画期的な効率化、自動化です。それに
よりシステム構築や運営のコストが安くなり、
より多くの人が使うことで、よりデータが集ま
るようになります。するとさらに自動化が進
み、コストが下がる。その結果、他社が追いか
けても、先に進んだ企業に追いつけなくなる。
そして、コスト効率の先にあるのは、付加価値

18



を上げることです。Mobileye（イスラエル）※６が
Intelに153億ドル（約1.7兆円）で買収された
理由は、センサー技術ではありません。彼らは、
センサーデータに基づいて画像認識し、世界の
道路の地図を1cm単位でリアルタイムにバー
チャル空間へアップロードし続けています。そ
の技術と、データを収穫し続けて付加価値に変
えるネットワークが重要なのです。
　今はどこに行くにしても、多くの人が目の前
の道路よりもGoogle Mapsなどのバーチャ
ル空間の地図を見て移動しています。車ならカ
ーナビです。例えば、何時間か前に中央分離
帯の線が削れてしまった道路があるとしましょ
う。事故が発生する危険がありますが、アメリ
カではすでにMobileyeのカメラを積んだ車
が何万台と走っていますから、AIの画像認識
技術によってバーチャルマップ上に危険箇所を
マーキングしたり、近くに来たドライバーに警
告したりするような応用化が進んでいます。そ
ういうことが、共通の付加価値になります。　
　その先にあるのが、松尾先生のお話にあるよ
うな個人の趣味嗜好に合わせて多様化させた
データの応用になっていくと思います。本来、
AIは共通化するよりも多様化や過剰化に向い
ています。マネタイズについても、効率化や自
動化よりも多様化や過剰化の方により可能性が
あります。なぜなら、人は効率よく調理された
チェーン店の牛丼には300円しか払いません
が、1本ずつストーリーのあるワインには5万
円を払うわけですから。
松尾　王侯貴族の生活について調べたことがあ
るのですが、お金の遣い方にはだいたいパター
ンがあります。専属シェフを雇って美食を楽し
む、盛大にパーティを開く、服装にこだわる、
家畜（ペット）を飼う、といったところです。

豪邸に住む、高級車に乗るなどもありますが、
建物や車は外部から提供される製品から選択す
る傾向にあります。ただ食だけは、自分のシェ
フに自分好みの味で提供させます。
尾原　なるほど。そうした王侯貴族の生活も、
AIがあれば一般の人でも味わえますね。
松尾　人は何にお金を使うのか、尾原さんがお
っしゃったような「個別性」にフィットしたも
のを提供することに、より高い価値を創出でき
る産業分野は何かという話につながります。

多様化フェーズでは、
家計消費に着目
尾原　IT関連の白書やレポートで、今年最も
衝撃を受けたのは、ネットビジネスで多くの
人が参照しているMary Meeker※７の「インタ
ーネット・トレンド・レポート」（Internet 
Trends Report）です。今まではスマホのビ
ジネス、AIのカッティングビジネスなどを紹
介していたのですが、2018年版はフォーマッ
トががらりと変わり、ベースが家計調査になり

※6 Mobileye（モービルアイ）
 単眼カメラの画像認識技術による衝突防止補助システムで車載カメラの採用実績を伸ばしてきた、イスラエル（本社オランダ）のテクノ  
 ロジー企業。自動運転など次世代自動車の研究開発を強化している。 
※7 Mary Meeker（メアリー・ミーカー）
 米国の元証券アナリスト・投資家。テクノロジー分野の最新動向報告書「インターネット・トレンド・レポート」は、モルガン・スタン
 レー在籍時の1995年から手がけており、その幅広く収集される最新データと分析力には定評がある。
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ました。つまり、人々の家計の消費支出項目を
ベースに、モバイルからeコマース、投資まで
のITの各ジャンル、教育、労働、運輸交通など
の分析を行っているのですが、それぞれビフォ
ーインターネットとアフターインターネットの
人でコスト効率は変わっていると、そのレポー
トは語っています。また、家計の消費支出項目
で大きいのは食費、住居費、医療費、交通通信
費といったところで、これらはすべてネットに
よって上書きされていくとも言っています。ネ
ットによって上書きされるということは、AIに
よって上書きされることになります。それは個
人にとってそうだし、おそらく産業側から見た
ら農業、水産業、工業もAIによって上書きされ
ていくと思います。
　いずれにしても、人間は消費において、「機
能」価値より「感情」価値の方に重きを置くた
め、AIビジネスにおいても、消費者一人一人
を見ることが重要になってくるのは間違いない
ですね。少なくとも、先進国においてはそうだ
と思います。
松尾　そうすると私の中で結論が出た気がしま
す。欲望をベースに個人が何にお金を使いたい
のかという話が前提としてあります。その各々
の欲望についてデータを取ることによって、ど
れくらい付加価値が出るのか。そのデータを分
析し、独占したプレイヤーほど利益率を高めや
すい。では、その構造をどうやって作るのかを
考えたときに、おおざっぱに言うと、AIをど
のように活用すると今の状態から独占に至るか
を考えなければいけないということです。やは
りデータによる独占は変わらない。それ以外の
形はあまりないですよね。
尾原　今日議論したかったことでもあるのです
が、以前、「データは石油」という言い方があり
ましたよね。データは大変に有効な資源だと、
私も信じていました。しかし最近はGANs
（Generative Adversarial Networks）※８

といった学習モデルが登場しています。トレー
ニングデータは後追いで増やせるので、デー

タについては後発が勝てることもあるはずだ、
と。しかし、今日わかったのは、後発でも勝て
そうなのは、効率化や自動化、共通の付加価値
を作るタイプの勝負までです。おいしいものを
食べたいとか、人と違うことがしたいというよ
うな多様で、過剰なタイプの欲望に寄り添うサ
ービスは、多様にしたものがデータで、そのデ
ータがあるからより多様化を促進できて、その
ループが回りやすい。だから、後発は追いつけ
ない。やはりプラットフォームを取ったものが
勝つでしょうね。
松尾　だいたいの欲望が多様化しますよね。安
全の欲求とかは、安全であればいい。多様化し
たものはあまりない。けれども、健康になった
ら、自分なりに健康を追求したくなる。
尾原　ないと困るものは画一的なサービスで満
足できますが、あるとうれしい系のサービス
は、人間は飽きるということと他人と違うこと
をしたいという２つの欲望を有するために、永
遠に過剰な世界なんですよね。むしろこちらの
方がAIによる独占が進む事業だととらえるこ
とができますよね。ただ、これはもしかしたら
2025年とか2030年の話を言っているかもし
れない（笑）。　
松尾　ビジネスですから、最初の目的がコスト
削減であっても良いはずです。いろいろな参入
の仕方があるでしょう。ただ目指す先、ゴール
はそうした多様性のところだとわかっていれ
ば、それだけでも戦略はかなり違うと思います。
尾原　例えば、アメリカで今出てきている皮膚
病系のベンチャーは、自分の腕にできた吹き出
物を写真で送ると、リモートで医師が「これは
病院に行った方がいいよ」「行かなくていいよ」
と診断してくれます。一見するとクラウドソー
シングのサービスなのですが、実はAIを学習
させています。医師の代わりにAIが20%くら
い診断できるようになれば、2割コストを削減
できますよね。データが集まれば自動化できる
し、そうなるとサービスをもっと安く提供でき
る。このデータを基盤にして、今度は多様化フ
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ェーズに入っていけます。
　資生堂はスキンケアのパーソナライズを実
現する製品オプチューン（Optune）※９を発売
し、「パーソナライズド・ビューティー」とい
うサービスを始めています。基礎化粧品は、個
人の肌の質、紫外線量や湿度といった環境によ
って、どれをどのくらい塗るかを本来は判断し
たいものなのだそうです。それをAIが自動的
にアドバイスするサービスです。このサービス
により、資生堂には、個人の肌の質、何時から
何時まで外出するといったライフスタイルデー
タが貯まっていくことになります。
　最初は単純に「今日は紫外線が多いからこう
いうことをしなくちゃ」「肌が荒れているから、
化粧をどうしよう」と悩んでいる時間をゼロ
にするところからAIサービスが始まるのです
が、次はその人の個性やシチュエーションに合
わせた化粧を、AIが個別に勧めることができ
るようになるでしょう。これはわかりやすい事
例だと思います。
松尾　付加価値を上げるためには、パーソナラ
イズしてレコメンドするというサイクルがあり
ます。それが自動化されていなかった。
　消費行動に対するインテリジェンス、分析能
力を高めないと、ものは高く売れません。西山
圭太さん（経済産業省）は消費インテリジェン
ス※10という概念を10年以上前から提案してお
り、それがいまの私の研究室の活動の基盤にも
なっているのですが、ディープラーニングでそ
れがどう変わるのかはずっとわかりませんでし
た。結局、人は概念を消費するので、どうやっ
て概念を作り上げるのかの話になりますね。

AIビジネスのチャンスが
大いにある日本
松尾　ところで、先ほどの家計消費の話なの
ですが、私の考えで図にするとこうなります
（次ページの写真参照）。世帯収入が600万円
だとすると、食費に200万円、住居費に150
万円、医療費に100万円、車や移動の交通費
に数十万円……支出割合ごとにマッピングしま
す。タテ軸は「付加価値」です。表面上の支出
は、図のように見えますが、この食費の200
万円は、0円から付加価値を積み上げて最終的
に200万円になっているんですね。
尾原　面白い！　支出ごとに産業分解して、付
加価値がどのくらい積み上がっているかが見え
るわけですね。
松尾　ええ。各支出項目が下の方は素材になり
ますから、第1次産業の農業は下のあたりにな
ります。化学メーカーや自動車メーカーは大き
い範囲をがっちり取っています。
尾原　今まで消費者のパーソナライズを担当す
るのは第3次産業とそこに近い企業でした。と
ころが最近、例えばSoftBank Vision Fund
は腎性貧血のAI治療（金沢医科大学）に投資
しています。また、北京発のスタートアップ
Alesca Lifeは、レストランの横にコンテナ
式の植物工場を設置し、野菜を提供していま
す。実はパーソナライゼーションはこういった
分野で起こるのではないかと、この図を見て思
いました。第1次産業はAIによってパーソナ
ライズできるし、素材レベルからのパーソナラ
イズの方が今後自由度が高く、むしろ主導権を
持てるのかもしれない。この下部と上部のデー
タの両端を握り、サンドイッチで攻略していく

 ※8 GANs（Generative Adversarial Networks）
 イアン・グッドフェロー（Ian Goodfellow）が考案した深層学習の新モデルで、敵対的生成ネットワークと呼ばれる。膨大な量のデ  
 ータを読み込ませるような「教師あり学習」ではなく、「教師なし学習」の技術となっている。
 ※9 Optune（オプチューン）

 資生堂が2018年春からβ版のテスト販売を開始したスキンケアシステム。iPhoneの専用アプリによる肌測定データ、収集した環  
 境データをベースに独自のアルゴリズムで個人の肌環境に合わせたケア方法を専用マシンが提供する。
※10 消費インテリジェンス
 データ分析を通して消費者理解を促進する能力を示す概念。消費データの戦略的活用ができる人材を育成することで、内外の消費市  
 場の開拓を目指す。松尾氏は東大の寄附講座「グローバル消費インテリジェンス」を西山圭太氏らとともに運営している。

21

AIが壊すもの、創るもの 第1章



とすべての産業のガリバーになる可能性があり
ます。
　また独占といっても、垂直構造で全部取
るのではなくて、わかりやすい例で言うと、
AppleがApple Storeを作ってくれたおかげ
で小さなゲーム会社が世界で商売をできるよう
になりました。独占できなくても、APIエコ
ノミーの時代ですから、大きいプラットフォー

ムの上で、アプリケーションとして提供して商
売していく形はあると思います。　
松尾　AIによる変化が大きい産業分野を検討
するために、このような図を正確に作成したい
のですが、なかなか難しい。「産業連関表」※11

にコンセプトが近いのですが、総務省や経済産
業省にぜひ作ってくださいと言いたい（笑）。
尾原　移動の部分がAI化されているので、移
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動費ばかりに目がいきがちですが、コンパクト
シティになっていくことが予想されているの
で、“住”は日本企業の方がデータを持ってい
るかもしれないですね。
　また日本は食が豊かなので、松尾先生は
「食」と言っているのであって、消費割合から
すると住居費や医療費に着目しなければいけな
いことが、この図を見たら一目瞭然です。本当
はここを見なければいけない。
　AIによってこれまで画一的にしか作れなか
った素材も、個人の嗜好、体調、シチュエーシ
ョンに合わせて多様化していけます。住宅なら
ば、セル構造で子供の年齢に合わせてセルの大
きさが変わっていくとか、体調で壁の色が変わ
るとか。あと、学習は最も飽きないと言われて
いるので、学習こそが多様なエンターテインメ
ントになれると考えてもいいかもしれません。
 話をまとめると、今まで世界の時価総額ラ

ンキングは、ネットの世界をデータ的に独占す
る企業が勝っていましたが、これがリアル社会
に染み出してくると、リアルをAIやデータで
独占できる企業が勝つことが予想されます。現
時点では、地図データを握る企業や、横断的に
信用を握る企業が強いです。ですが、人間が何
にお金を払うかを考えた場合、食費、住宅費、
医療費です。企業側から見ると、それは工業、
農業、水産業分野です。その上で最低限のレベ
ルがほしいという機能価値の世界より、人から
認められたい、応援したい、何かを守りたいと
いう欲望の方に、人間はお金を払っています。
だとしたら、機能価値の部分をAIで勝ちにい
くよりも、感情価値や欲望の部分をAIで勝ち
に行った方が強いはずです。日本は多様で過剰
なものを提供することに関しては蓄積がありま
す。まだまだグローバルで見てもここを掘り下
げている会社は少ないので、そういうところが
チャンスではないでしょうか。

松尾　それこそ、日本が千年、二千年と取り組
んできていることですからね。ただし、データ
が鍵になります。データを積み重ねた企業が勝
てるようになっていくので、データをどうやっ
て集積していくか、そこがポイントです。公正
取引委員会などがありますが、むしろ独占をど
う作るべきかを議論してもよいくらいです。
尾原　中国なんて、2社が競争すればいいですよ
という考えでやっているようにしか見えません。
松尾　プラットフォーマーは、やはり利益率が
高いです。非常に高利益なわけですが、それが
ディープラーニングでどのように変わるのかが
今日わかった気がします。最後は感情なので、
感情は利益率を高めやすい。日本の企業にもチ
ャンスがすごくありますよね。
尾原　この図に名前を付けましょう！　「豊チ
ャート」はどうでしょう？　松尾 豊考案で、世
の中を豊かにするチャート（笑）。これをベー
スに、イノベーションがどこでどう起きている
か、そこに必要なアルゴリズムは何か、ボトル
ネックか何かのマップも作れそうですよ。AI
による日本の産業構造変革を見通すために、こ
の豊チャートを広く共有すべきだと思います。

※11 産業連関表
 国内経済における産業間での財やサービスの取引を平面のマトリックスで表した統計表。通常1年間の取引を5年ごとに作成する。  
 世界各国で作成されており、日本では総務省を中心に関係府省庁の共同事業として作成。 

Alesca Lifeのコンテナ式植物工場
植物をある程度の大きさまでは効率の良いセンター工場で育て、そこか
らはコンテナをレストランの横に置き、新鮮な野菜を提供する。尾原氏は
「これにより例えば大人は成熟したレタス、子供はシャキシャキしたレタ
ス、あるいは甘いレタスなど、ラストワンマイルの野菜の育成をパーソナ
ライズすることができます。AIは生産性を上げるため、温度管理、湿度管
理などの最適化に用いられており、まだ多様性のために使われていませ
んが、AIの可能性を感じることができる事例だと思います」と述べている。

提供：Alesca Life
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AIは決してブームではない。
産業構造の転換である
破壊的イノベーション前夜に、経営者は何をすべきか

　冨山氏と中島編集委員長の対談では、AIによる破壊的イノベーションが産業構造を根本から変え、
企業はダイナミックに変革しなければ生き残れないことが示唆された。尾原氏と松尾編集委員の対談
では、日本が活路を見出すべき産業分野について議論が交わされた。
　革新的なサービスの登場は、これまでも産業構造を変化させてきた。Amazonの登場は流通の仕
組みを変えた。個人が直接、世界中の商品を購入でき、小売業は苦境に立たされている。通信インフ
ラの変化、スマートフォンの普及は、コンテンツ産業の勢力図を変えた。
　今は第三次AIブームと言われている。しかし、AIは産業構造を変化させ、新しいサービスの創造
を加速させている。もはやこれはブームではない。では、今のAIはどこが過去と異なるのか。
　AIの研究は1960年ごろから始まっており、これまでのAIは推論や分析は得意であったが、認識
や直観が弱かった。AIの基盤技術の詳しい説明は第2章に譲るが、AIを劇的に飛躍させたのが、「デ
ィープラーニング」（深層学習）である。

「眼」と「耳」を手に入れた機械が産業・社会にもたらす影響
　ひと口にAIと言っても、その意味する範囲は広大である。AI研究の50年来のブレイクスルーと
言われるディープラーニングは、機械学習の一手法である「ニューラルネットワーク」のうち、さら
に階層が深い（ディープな）部分を指すが、ディープラーニング以前と以後では、質的な断絶がある。
　画像や音声など、生のデータに強いのがディープラーニングである。これまで、人間が自分で見た
り聞いたりして区別するしかなかった生のデータを、AI自身が見分けたり、聞き分けたりできるよ
うになった（図1）。
　わずか数年前まで、写真に何が映っているかを当てることは、コンピューターにとっては非常に困
難なタスクだった。しかし、ディープラーニングの登場によって状況は一変した。いまや画像認識の
精度では、AIは人間の能力をはるかに超えていて、数万枚の写真を見て何が写っているかを当てるテ
ストで、AIが間違える確率は2％を切る勢いである（同じテストを人間がやると5％程度間違える）。
　音声認識についても、iPhoneに搭載された「Siri」やAndroidに搭載された「Googleアシスタ
ント」に始まり、今ではAmazon EchoやGoogle Homeなど、AIスピーカーの開発も盛んだ。
2018年5月には、Googleが人間に代わってレストランや美容室に電話予約してくれる音声アシス
タント“Google Duplex”を発表して話題を集めた（「3.2.3 言語の意味理解と生成」参照）。相手に
要件を伝えるだけでなく、相手の返事に応じて、AIがあまりに自然な受け答えをするので、言われ
なければ人間がしゃべっていると勘違いしてしまうほどである。
　要するに、ディープラーニングによって、機械は「眼」や「耳」を手に入れつつあるのだ。カメラや
センサーは昔からあるが、それらは写すだけ、記録するだけで、そこに何が写っているかは人間が
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「眼」で見て確認するしかなかった。ところが、ディープラーニングによって、機械はそこに何が写
っているか、自ら認識できるようになってきた。それが、今までのAIとは決定的に違うところであ
る（図2）。
　この「眼」を持ったことで、機械は「手」と「足」を使えるようになった。汎用的な調理ロボットの実
用化にはまだ時間がかかりそうではあるが、Moley Roboticsなどはロボットシェフを開発してい
る（図3）。
　そして、この影響を大きく受ける産業分野の１つが、自動車産業である。自動車産業は裾野が広い
だけに、自動運転技術の開発は、自動車メーカーやデバイスメーカーにとどまらず、Google（傘下
に自動運転ベンチャーのWaymoを抱える）などのITメガプラットフォーマー、NVIDIA（p.241
のヒアリング記事参照）やIntel｠（イスラエルのMobileyeを買収）などの半導体メーカー、Uberや
中国の滴滴出行（ディーディー）などのライドシェア勢が入り乱れ、いまやAIの主戦場といった様相
を呈している（「3.4.2 自動車産業における利用動向（海外）」参照）。
　また、すでに工場では、食材の異物混入や不良品の判別、機器故障の事前検知など熟練工が行って
いた業務をAIが代替するようなスマート工場化が進んでいる（「3.3.1 製造業における利用動向（日
本）」「3.4.1 製造業における利用動向（海外）」参照）。コールセンター業務では、人手不足への対応
などを目的に、問い合わせにクラウドAIが利活用されている（「3.3.9 金融業における利用動向（日
本）」「3.4.8 金融業における利用動向（海外）」参照）。
　AIが実用化されつつある今、経営者はどこに投資すべきか。その判断を間違えないように注意す
べきである（表1）。

■図1　大量のデータを学習することで認識が可能に

人間の脳神経を
模倣した仕組み

イヌ ネコ
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■表1　AIの実用化が進んでいる代表的な産業分野と、なくなったり、劇的に変化すると予想される作業

■図3　イギリスのロボット企業Moley Roboticsなどが開発したAIロボットシェフ

提供：Moley Robotics

製造業 目視での検査、モニタリング、部品の選定など

自動車産業 運転代行、車中の過ごし方など

インフラ 地質調査、物流の最適化、異常検出など

農業 作物の生育管理、害獣監視、不良品の選別、農薬散布・施肥の最適化など

健康・医療・介護 画像診断、創薬、在宅医療者のケア、シフト管理など

防犯・防災 不審者・万引き監視、災害予測など

エネルギー分野 電力最適化、送電線の点検、油田の探索など

教育 採点作業、教育の最適化、シフト管理・リスト作成など

金融業 不正検出、書類の確認などの審査、窓口業務など

物流 宅配（→ドローン、車、ロボットを含めた無人宅配）、衝突回避、積荷の最適化など

流通業 来店者属性調査、陳列、レジ作業など

行政 文章作成、住民の振り分け、問い合わせ対応、書類の不備の確認など

出典：第3章をもとに作成

■図2　なぜディープラーニングは産業構造を変えうるのか

ＡＩでできることが飛躍的に拡大

＋
認識 習熟 理解

推論 意思
決定

認識 習熟 理解

推論 意思
決定

ディープラーニングはここが強い

既存のＡＩはここが強い
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AIのデータ収集・実用化で、米中が大きく先行する事実
　これらのAIのいくつかは、「教師あり学習」という方法で訓練されている。正解付きのデータ（教
師データという）を大量に与えることで、AIを賢く育てようという方法だ。一般に、学習用のデータ
が多いほどAIの性能は上がるので、「正解付きのデータをどれだけ集められるか」が勝負の分かれ目
になる。
　例えば、ネコやイヌが写っている画像や動画はインターネットを探せばいくらでも見つかる。こう
した一般的な画像は、YouTubeや画像検索を持つGoogle、Instagramを持つFacebookなら、
ただ同然で入手できるだろう。つまり、大量のデータを集めるときに、GAFA（Google、Apple、
Facebook、Amazon）のようなITメガプラットフォーマーが圧倒的に優位である。
　Amazonが2018年1月に一般公開したレジなしコンビニ「Amazon Go」の天井は、客がどの商
品をピックアップしたかをチェックするため、無数のカメラで覆い尽くされている（図4、図5）。店
内でピックアップした商品は、ゲートを通過して店外に出ると自動的にAmazonアカウントに請求
される。おそらく消費行動なども収集可能である。この蓄積されたデータによって、AmazonのAI
はさらに賢くなっていく。対談で尾原氏が語ったとおり、データ収集の結果から、さらに画期的な新
サービスが誕生するだろう。
　また、中国はAIの分野で莫大な投資と人材育成を行っている。中国政府は、2017年7月に「新世
代人工知能発展計画（次世代の人工知能開発プラン）」を発表（第3章「特集　データで見る中国のAI
動向」参照）。社会実装の面でも、国家主導で自動運転シティー計画を実施して、インフラ協調型の
自動運転の実装を進めている。また、2018年7月にはBaidu（百度）とアモイ金龍聯合汽車工業は、
共同開発したバス「Apolong（アポロン）」で「レベル4」の自動運転を実現したことを発表した（図
6）。「レベル4」とは限定領域内の高度運転自動化のことで、日本では2020年に限定地域で行うレベ
ルの自動運転である（「3.3.2 自動車産業における利用動向」参照）。
　その後、ソフトバンクグループのSBドライブはApolongの日本での展開を発表している。この
ように今後、中国国内で社会実装を済ませたサービスが続々と日本に押し寄せる可能性がある。
　中国は人件費の安い国というようなイメージはもはや過去のものである。経営者は中国を巨大な市
場と人材（知能）を有する国として、客観的な目で注視しておく必要があるだろう。

■図4　レジがないコンビニ「Amazon Go」

提供：アマゾンジャパン

AIが壊すもの、創るもの 第1章
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■図5　「Amazon Go」の天井にある無数のカメラ

提供：一般社団法人ジャパンフードクリエイティブ協会

■図6　自動運転バス「Apolong」

提供：Baidu Japan 

データ収集で日本が勝てる分野はあるのか？
　GAFAは今、日常のあらゆる場面で我々の生活に入り込んでいる。これはすなわち彼らが日夜を
問わず、世界中でデータを収集し続けていることを意味している。AIとそのデータの利活用につい
ては、オープンソースや倫理など様々なトピックスで議論が続けられている（「2.9 標準化・オープ
ンプラットフォーム」「4.3  AIに関する原則、ガイドライン等」参照）。
　しかし、前述したとおり、データの収集にはAIを正しい判断に導く正解データが必要になる。では、
日本はどこに特化すべきだろうか。
　例えば、収穫期を迎えたトマトやイチゴのうち、どれが収穫に適していて、どれがまだ収穫すべき
ではないのか。どれが出荷基準を満たしていて、どれを廃棄処分にすべきなのか。大きな実を育てる
ために、どの枝を残し、どの枝を落とすのか。どの花を残し、どの花を捨てるのか。人間が一つひと
つ目で見て選別していた作業を、AIに学習させるためには、「この状態なら収穫する」という正解が
付与された大量の画像データが必要になる。写真を撮るだけではダメで、写ったトマトやイチゴ一つ
ひとつに「これは収穫する」「これはまだ」とタグ付けしなければいけないので、農家の協力が欠かせ
ない（辻井潤一氏コラム「日本の人工知能」参照）。こうしたデータはまだどこにもない。それを集め
れば、収穫用のAIを鍛えることができるはずだ。

■図7　人工知能を活用し、不審者の動きを
感知・記録する「Nest Cam IQ indoor」

提供：Nest

ディープラーニングにより人の動きを把握している
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　あらゆるものがインターネットにつながるIoT（Internet of Things）時代には、収集できるデ
ータの種類も量もケタ違いに大きくなる。そこで、今まで取れていなかったデータを取る試みがあち
こちで起きるはずだ。　
　データ未収集のフロンティアは、家庭にもある。パソコンやスマホの普及で個人のデータはかなり
収集できるようになったものの、家庭内にはITメガプラットフォーマーがリーチできていない領域
がいくつも残っている。2014年にGoogleがサーモスタットメーカーのNestを32億ドルで買収
したときは世界中が驚いた（その後、家庭用の監視カメラDropcamも買収して、スマートホーム部
門を強化している）が、セントラルヒーティング方式が一般的な米国家庭内のデータ収集に足場を築
きたいGoogleの戦略の1つだと考えると、納得がいく（図7）。Amazonはボタン一発で注文が完
了するダッシュボタンで家庭内への浸透をはかり、現在は、先ほど紹介したAIスピーカーや、テレ
ビに接続して使うApple TVやGoogle Chromecast、Amazon Fire TVなどで各社がしのぎ
を削っている。いずれも、ITメガプラットフォーマーが家庭内に浸透するための手段というわけだ。
　しかし、考えてみれば、家庭内にはすでに多くの電化製品が入っている。白物家電やAV機器だ。
家電メーカーがもつ圧倒的な優位性を、もう一度確認しておきたい。例えば、冷蔵庫にセンサーをつ
ければ、どんな情報が取れるだろうか。いつも買っている食材が認識できれば、使い切る前にアラー
トを出したり、自動で注文できるかもしれない。さらに進んで、冷蔵庫に今入っている食材でできる
料理のレシピを教えてくれたり、家族の好みに応じて、毎日のメニューを提案して、足りない食材を
自動発注したりすることはできないだろうか。
　洗濯機や食器洗い乾燥機なら、消耗品である洗剤の買い忘れを防ぐことができるだろう。さらに進
んで、水の消費量の少ない洗剤や汚れにくい衣類（繊維）の開発のためのデータを集めることはでき
ないだろうか。
　1日の3分の1近くは寝ているということを考えると、睡眠も大きなテーマだ。枕やベッドにセン
サーを取り付ければ、どんなデータが取れるだろうか。快眠・安眠のための寝具の開発や、いびき防
止、睡眠時無呼吸症候群の治療などに役立てることも不可能ではない。
　各部屋に必ずあるという意味で、エアコン以上に有望なのは照明やコンセントの差込口かもしれな
い。すべての部屋に人感センサーをつけたら、どんな情報が得られるだろうか。
　もう1つ、アイボ（ソニー）を生んだ日本ならではという意味で、ペットロボットにも可能性がある。
無機質なAIスピーカーに話しかけるよりも、ソニーのアイボや、シャープのロボホンのような小型
のヒト型ロボットのほうが、密なコミュニケーションが発生しやすい。高齢者の見守り機能も含めて、
様々なチャンスが広がっていそうだ。
　またロボットに関して言えば、例えば、物流倉庫のピッキングや箱詰め作業に始まり、工場で人間
に残された工程を代行するロボット、業務用の食洗機に皿を出し入れするロボット、野菜や果物を収
穫するロボット、貝殻を剥くロボット、弁当の具を詰めるロボットなどがすぐに思いつく。身近なと
ころで言えば、ルンバのような掃除ロボットはあるが、片付けロボットはまだ普及していない（ただ
し展示会CEATEC JAPAN 2018で、Preferred Networksが「家庭用全自動お片付けロボット
システム」を発表した。図8、図9）。部屋の中のいろいろなものをピックアップできるようになれば、
いつしか家事全般を代行するロボットが出てくるかもしれない。
　このように考えると、家庭内には様々なビジネスのヒントが眠っている。家庭は未発掘のデータの
宝庫である。家電メーカーや寝具メーカー、住宅設備メーカーならではの工夫が望まれる。

AIが壊すもの、創るもの 第1章
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■図8　Preferred Networksの「全自動お片付けロボットシステム」

提供：Preferred Networks 

■図9　深層学習技術を応用して、数百種類の物体を識別・整理する

提供：Preferred Networks

組み合わせ次第で、イノベーションを起こせる　
　ディープラーニング以前は、膨大な組み合わせの中から最適な組み合わせを見つける技術が主流を
占めてきた。知りたい人と知りたい情報をつなげる検索エンジンはもとより、閲覧履歴などから一人
ひとりにマッチした広告を表示するターゲティング広告、購買履歴などからおすすめの商品を表示す
る推薦システム、自分の趣味や好みを入力することで最適な相手を紹介してくれる出会い系SNS、
中古品の売り手と買い手を結びつけるネットオークションやフリマアプリなど、組み合わせ技術の応
用は枚挙にいとまがない。
　組み合わせへのAIの応用は、組織のあり方にも一石を投じる可能性がある。すでに米国の大学で
は、過去の学習履歴などをもとに、自分に合ったカリキュラムや履修科目を提案してくれるAI進路
アドバイザーが導入されているが、こうした機能を推し進めていけば、就職先や転職先、希望職種の
選択など、AIが個人のキャリア支援アドバイザーとなるのは時間の問題である。
　会社側からすると、社内業務と人材の最適なマッチングがAIを通じて行われるようになるかもし
れない。すでに、個別面談の結果を通じて「もうすぐ辞めそうな社員」を特定、離職率を下げること
に成功したAIなども登場していて、人事系のAIがカバーする領域は広い。　　　
　また、こうした技術は、AIの活用がネット空間を飛び出して、リアルな世界へと浸透していくと

ロボットには、トヨタ自動車
のHSR（human support 
robot）を使用している。



31

オープン／クローズドの切り分けが極めて重要
　ディープラーニングの登場により、これまでAIにできなかったことができるようになった。
　松尾編集委員が対談で「言語を持つ意味が解明されるかもしれない」と述べているように、AIは自
然言語処理でも飛躍的な進歩を見せている（「2.3 自然言語処理」参照）。今後は、言語による壁はも
はやないと考え、ローカルな業種も世界で戦える時代になるだろう。
　一方、冨山氏によれば先進国においては産業のローカル化が進んでいるという［１］。生産も消費
もローカル型で行われ、国際競争という概念があまり意味を持たなくなる可能性も示唆されている。
その意味では、ローカル型産業を突き詰めることもさらに重要になるだろう。いずれにしても、これ
までの常識は今後、覆されていくと考えたほうが良い。
　まずはAIを活用することを始め、その上で、経営者が考えるべきポイントは次のようになる。
　
①　自社のビジネスでは、どんなデータなら取得できるか（今まで取れていなかったデータを　
　取るにはどうしたら良いかも考える）。
②　そのビジネス（あるいは自社がこれから取り組みたいビジネス）を強化するために、どんな
　　データが必要か。

きも相変わらず有効であり、様々な組み合わせ次第で、画期的な新商品、新サービスの誕生が予想さ
れる。
　例えば、医薬品開発や新素材開発においては、膨大な可能性の中から最適な組み合わせを見つける
必要がある。実際、DeNA、塩野義製薬、旭化成ファーマは化合物最適化段階の大幅なコスト及び
時間低減につながる技術の開発を始めている（「3.3.5 健康・医療・介護における利用動向」参照）。
　また、消費行動がますます多様化した結果、あらゆる商品やサービスが個別にカスタマイズされて
提供されるようになれば、組み合わせのビッグデータ分析が大活躍することは間違いない。
　イノベーションは組み合わせで起こるが、AIは人間が今まで見ることができなかったものが見え、
思いもよらない組み合わせや掘り起こしを行う。AIにより様々なデータ＋サービス、サービス＋サ
ービスを組み合わせれば、新しい産業を生み出すことも夢ではない。つまり、異次元イノベーション
がAIで可能となるのである（図10）。

■図10　ＡＩ技術の組み合わせで様々なサービスを実現（例）

＋
認識 習熟 理解

推論 意思
決定

ネット上の様々な攻撃を
学習して、セキュリティ対策

自動運転車で、認識した
障害物に対し、最適な
回避行動を推定

物流会社で、車両故障や運転手の病欠なども考慮して、
リアルタイムで配車計画を組み直し

ネット上の様々な情報や発言を分析、
ポートフォリオも考慮したうえで、
株式を売買

習熟したロボットを
外食産業や農業に活用
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③a　①と②がぴったり合致するときは、できるだけブラックボックス化して囲い込む。
③b　①と②に食い違いがあるときは、ある程度オープン化して外部の力を借りる。

　③aの場合は、自社独自のデータでAIを鍛え上げることが第一の戦略となる。そのビジネス領域
でナンバーワンのAIを作ることができれば、それが生き残りの強力な武器になる。さらに、そのAI
をプラットフォーム化して、他社のデータを取り込めば、市場を席巻する可能性もゼロではない。た
だ、気をつけたいのは、AIの開発をすべて外注してしまうと、自社にノウハウが残らず、おいしい
ところをすべて持って行かれる可能性があるということだ。そこで、M&Aやアライアンスによって、
AI系のベンチャーの技術を取り込むことも視野に入ってくるだろう。
　③bの場合は、どこまでをブラックボックス化して、どこからオープン化するかが経営判断の要と
なる。手元に他社でも取れるデータしかないなら、思い切ってオープン化して、他社が提供するプラ
ットフォームに乗ってしまうという手もある。メーカー向けのIoTプラットフォームとしては、ド
イツの「Industrie4.0」や米国の「Industrial Internet」の取組みが知られている（「4.6.4 ドイツ」
参照）。Boschの「IoTスイート」やGEの「プレディックス」などがその代表である。そのうえで、
自社にしかできない部分に特化して生き残るのだ。

人間がやるべき仕事は何か
　AIが産業構造を変えることは明らかである。前述のように、経営者が考えなければいけないポイ
ントの一つに、AIによってリソースの配分の変化が挙げられる。AIが目を持ち、手を使えるように
なれば、ルーティーンワークのような決まりきった作業はどんどん機械に置き換えられるのは間違い
ない。しかし、対談でも述べられていたとおり、AIにすべての作業が奪われるわけではない。
　例えば訴訟案件に対して過去の判例を調べるパラリーガルの仕事は、マッチング系の技術によって
失われる可能性が高いが、弁護士の仕事はなくならない。相手が人間だからだ。クライアントとも裁
判官とも検察官とも、言葉や文書のやり取りが必要だ。深いレベルの対人コミュニケーションは、技
術的にも受け取る側の感情的にも、人間にしかできない仕事であり続ける。
　教師の仕事も大きく様変わりするが、なくならない。AIによって、生徒の学習進度に応じたカリ
キュラムの提供が可能になり、例えば成績評価も定量的な部分はAIが担うようになるが、生徒のモ
チベーションを上げるのは教師の仕事だ。事務的な作業から解放される分、生徒一人ひとりに割け
る時間が増え、教師本来の仕事に集中できるようになるはずだ。
　ホワイトカラーの仕事でも、下調べや資料作成などの事務作業はどんどんなくなる一方、AIは何
かを決めてくれるわけではない。AIが提示した複数の選択肢から一つに決めるのは、やはり人間の
役目であり、営業や社内調整などの対人コミュニケーションは人間の仕事であり続ける。
　つまり、どの部分にAIやロボットを導入し、どの部分を社内外の人材にまかせるかを決めなけれ
ばならない。それは経営の意思そのものだ。
　ここで紹介した例の多くは想像も含まれていて、実現するかどうかは分からない。逆に言うと、
AIを使ってこれから何をするか、経営者の皆さん自身が思い浮かべれば、もっとたくさんのアイデ
アが出るはずだ。

◆参考文献
［ 1 ］ 冨山和彦『AI経営で会社は甦る』文藝春秋，2017．
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技術動向



　本章では、AI開発に必要とされる「基盤技術」及び「技術環境」の最新動向について説明する。図
2-1-1に第２章の概観を示す。各基盤技術や技術環境については、互いに関連しつつ、急速に進展
している。

　基盤技術に関しては、「2.2 ディープラーニング」において第三次AIブームを引き起こしたディー
プラーニングの最新の動向、「2.3 自然言語処理」において自然言語処理の基本及び技術動向、「2.4 
知識処理とデータ」において機械学習の学習に活用されるビッグデータやディープラーニングとの組
み合わせで発展する知識処理について説明する。また、「2.5 身体性とロボティクス」においてロボ
ットと環境とのインタラクションにより知識が創出される身体性について、「2.6 AIと社会」におい
てAI時代の社会の在り方などについて説明する。
　技術環境に関しては、「2.7 AI人材の育成」においてAI技術者やユーザー企業の人材の育成施策や
動向、「2.8 開発基盤」において学習環境やエッジにおける推論環境などの技術動向、「2.9 標準化・
オープンプラットフォーム」において国際標準化やオープンソース、データの共有などの動向、「2.10  
各国の研究開発」においてグランドチャレンジを含めた国内外のAI関連研究開発について説明する。
最後に「2.11 今後の展望」としてまとめる。
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■図2-1-1 第2章の全体構成



　本節では、ディープラーニングの定義と応用を説明し（2.2.1 ～ 2.2.4）、最新動向である、深層
生成モデル、深層強化学習を説明し（2.2.5）、計算原理と実装技術についてできるだけ平易な説明を
試みる（2.2.7）。

2.2.1 ディープラーニングの躍進
（1） 「眼の誕生」
　ディープラーニングは、2012年に「ILSVRC（ImageNet Large Scale Visual Recognition 
Challenge）」という画像認識のコンペティション※1で大躍進を果たした。トロント大学（University 
of Toront、米国）のGeoffrey Hintonらのチームがディープラーニングの技術を使って、ほかの
チームがエラー率（低いほうが良い）26％台の攻防を繰り広げる中、16％という脅威のエラー率を達
成して圧倒的な勝利を収めた。それまでは世界中の研究者が競っても、１年で1～2％しか改善しな
い領域であった。その中で、10％も記録を更新し、しかも職人技の特徴抽出ではなく、自動で特徴
を学習することで実現したことは驚きをもって迎えられた。
　画像認識でコンピューターが人間の精度を上回ったことの意義は、いくら強調してもしすぎること
はない。なぜなら、後述するように、人間の仕事の中で、「眼」を使って認識・判断している仕事は
たくさんあり、それがすべて自動化・機械化できる「可能性」が出てきたからである。

（2） 知能の全体像
　知能の全体像は、図2-2-1のようになる。まず、人間も動物も、生物はすべて環境中に生きてい
るので、環境からのセンシングとそれに応じた行動というループが基本である。それは特定の環境に
対してのみ動く、簡単な制御系でも実現できるし、より複雑な環境でロバスト※2に動くようにも設計
できる。これは、Rodney Allen Brooksが言っていた身体性※3であり、Rolf Pfeiferの言う環境
における身体性の重要性※4である。すべての生物は環境に条件づけられた自己保存装置、あるいは再
生産装置であるので、環境にその行動は埋め込まれている。

記号の世界

パターンの世界

記号処理系

記号処理系
ここに深い関数が必要

現実世界（環境）

想起

音韻

知覚 運動

思考

発話

身体性
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※1　ILSVRC2012 （ImageNet Large Scale Visual Recognition Challenge 2012）
※2　堅牢性、ここでは、外乱の影響によって変化しないという意味。
※3　「ブルックスの知能ロボット論」ロドニー・ブルックス、ISBN9784274500336
※4　「知の創成 身体性認知科学への招待」ロルフ・ファイファー、ISBN9784320120327

ディープラーニング2.2

■図2-2-1 知能の全体像：知覚運動系と記号系の２階建て



　ところが、こうした知能の全体像において、これまでの人工知能における数十年の研究では大きな
問題があった。環境中におけるパターンの処理が極めて弱かったことである。Brooksによって昆虫
型ロボットが作製されても、それよりも高度なパターン処理をするものは作れなかった。特に視覚的
な入力の処理の問題は顕著であった。
　ディープラーニングはこれらの問題の根っこにあった原因（特徴量を自ら発見できなかったこと）
を解消した。そして、そこを起点にして、様々なイノベーションが起きると予想される。順番として
は、認識の問題が解決されれば、次は身体性の研究が飛躍を遂げるはずである。しばらくはロボット
や産業機械の研究が最もホットな分野となる。その後、記号の研究が本格化する。今までと違って、
きちんと「グラウンドした※5」記号を使っての研究ができるからである。そして、言葉を使った意味処
理が可能になり、言語からの知識獲得もできるようになる。
　以降の節では、ディープラーニングの概要を説明し（2.2.2）、画像認識分野での躍進（2.2.3）や、
時系列データ処理への展開（2.2.4）を紹介する。深層生成モデルや深層強化学習などの最新の話題
に触れ（2.2.5）、さらに、ディープラーニングが知能の探求という意味での人工知能技術へ与えるイ
ンパクトについて述べ（2.2.6）、基本的な学習のメカニズム（2.2.7）を補足する。最後に今後の展
望を紹介する（2.2.8）。

2.2.2 ディープラーニングとは（特長、仕組みの概要など）
　ディープラーニングとは、簡単な関数を組み合わせて表現力の高い「深い関数」を作り、そのパラ
メーターをデータから推定する機械学習技術である。「ニューラルネットワーク」の一つと説明され
ることも多いが、人間の神経回路（ニューロン）を模しているかどうかはもはや重要ではない。ディ
ープラーニングの要点は、深い関数による表現力の高さと、連鎖律（チェインルール）による勾配降
下※6にある。
　本項では「ニューラルネットワーク」の構造を概観し、より広い機械学習の観点からディープラー
ニングの特徴を説明する。さらにディープラーニングが単に認識だけでなく、運動の習熟や、画像生
成に適用され、これらが未来の予測と、プランニングにつながってゆく様子を説明する。

（1） ニューラルネットワークの構造
　「ニューラルネットワーク」とは、人間の脳を参考にして神経細胞（ニューロン）を多層に重ね合わ
せた構造を計算機の上でネットワーク上に作成したもので、神経細胞間の伝達のしやすさを調整する
ことにより、学習を模擬する、神経細胞のような（ニューラル）ネットワークのことである。
　図2-2-2は、「ニューラルネットワーク」の構造を模式的に表した図である。４層のニューラルネ
ットワークであり、入力層x、２層の隠れ層、出力層yで構成され、これらの間のノード（図中の円）
の間に重み係数w1、w2、w3が与えられる。学習を繰り返し、入力に対し常に所望の出力を出す
ように、重み係数が調整されて、所望の機能、例えば「手書きの画像を入力して、書かれている数字
を判定する」、を学習する。
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※5　記号システム内のシンボル（記号）がどのように実世界の意味と結び付けられるかを「シンボルグラウンディング問題」と呼ぶ。「グラ
　　　ウンドした」記号とは、実世界の意味が結び付けられた記号を指す。
※6　深い関数の微分は、微分の「連鎖律」を用いて計算できる。この微分値（傾き＝勾配）に従って最適なパラメーター値を求めるアルゴ
　　  リズムを勾配降下と呼ぶ。



（2） 機械学習とは
　「機械が学習する」とは、例えば、回帰を例に取ると分かりやすい。賃貸住宅に対して広さや立地
条件に対して家賃のデータが大量にあるとする。広さや立地条件と家賃の間に関係性があるだろうか
ら、何らかの近似関数を導くことができる。この近似関数が計算できると、新しい物件が出たときに、
広さと立地を聞けば、だいたいの家賃を予測することができる。この予測ができる状態になることを、
「コンピューターが学習した」という。
　機械学習における代表的な3つの学習の枠組みは、「教師あり学習」、「教師なし学習」、そして「強
化学習」である。
　機械学習においては、与えられた教師データ（教師となるデータ）を、学習に用いる訓練データと、
テストに用いるテストデータの2つに分けることが多い。訓練データで学習をし、その結果をテスト
データで評価する。
　2つに分けることにより、訓練データに対しては正しい判断ができるが、テストデータに対しては
正しい判断ができないので、「過剰適合（あるいは過学習）」を避けることができる。未知のデータに
対して、当てはまりをよくする能力を「汎化性能」と呼び、過学習を防ぐために、行われる処理を「正
則化」と呼ぶ。
　このように、正解データにもとづいて学習することを「教師あり学習」という。
　一方「教師なし学習」は、正解データを用いずに、データの背後にある構造を見つけ出すものであ
る。代表的な手法にデータの近接性からグループ分けを行うクラスタリングがある。クラスタリング
以外にも、次元削減、素性学習、密度推定などが含まれる。入力そのままのものを出力するように（入
力を再構成するように）構成したニューラルネットワークの一種である「オートエンコーダー」も教師
なし学習の手法の一つである。
　「強化学習」は、次のように定式化される。環境とインタラクションを行うエージェント※8において、
ある「状態」にいるエージェントが、「行動」（環境への作用等）を選択すると、別の「状態」に移り、結
果としてそれが良かった悪かったという情報（「報酬」という）が得られるとする。このとき、報酬を
最大化するような行動の指針である「方策」を見つけたい。強化学習では、いろいろな行動をした後
に、その情報（報酬）をもとに、どういう行動をすればよいかの「方策」を自分で学習する。

入力層x

ニューラルネットワークの構造
つながりの係数。学習される。

重みw1
重みw2

重みw3

隠れ層 隠れ層 出力層y
入力

隠れ層

出力

リカレント層

セルの種類
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※7　表記は「The Neural Network Zoo<http://www.asimovinstitute.org/neural-network-zoo/>」を参考。
※8　「強化学習」の分野では、学習を行う主体のことを「エージェント」と呼ぶ。

■図2-2-2 ニューラルネットワークの構造の例※7



（3） 機械学習からディープラーニングへ
　ディープラーニングは、機械学習の一つの技術である。これまでの機械学習とディープラーニング
が最も異なる点は、「深い関数を使う」という点である。これまでの様々な機械学習の方法、あるい
はその応用（例えば自然言語処理など）では、様々な手法が構築されたが、基本的には「浅い」もので
あった（あるいはグラフィカルモデル※9などの何らかの変数間の依存関係を仮定したものであった）。
　ここでは、学習の仕組みからは、「ディープラーニング系」とそれ以外の機械学習（ここでは「マシ
ンラーニング系」と呼ぶ）に分類しよう。
　マシンラーニング系のプロジェクトでは、ドメイン（対象分野）の知識を持って取り組むことが大
変重要である。そして、いちばん簡単な線形モデル（重回帰）から始まって、ロジスティック回帰、
サポートベクター回帰、そして様々なアンサンブル学習の手法（学習器を組み合わせる手法）、例え
ばランダムフォレストやXGboostなどのマシンラーニング系の手法を使ってやってみる。手法の一
つとして、ディープラーニング系のアルゴリズムも適用するが、必ずしもマシンラーニングの手法よ
り優れているというわけではない。
　一方、「ディープラーニング系」は、表現力の高い深い関数を用いるため、データと計算量さえ多
ければ精度が上がるという特徴を持つ（もちろんドメインの知識も重要ではある）。ただし、ディー
プラーニングに適したデータは限定的で、すでにデータベース化されているものよりも、画像そのも
のや音声そのもの、（大量にある場合の）テキストなど、生データに近いデータの扱いに優れている。
ドメインの知識、一般的な背景知識等を必要とする問題に対しては、それらの知識をうまく組み込む
ことが難しい。
　ディープラーニング系のプロジェクトでは、どうやってデータを取得するか、そのデータにどうや
ってアノテーション（ラベルやメタデータを与えて正解データを作ること）をするかがボトルネック
になる。そして、最新の技術を使ってモデルを構築し、実際にやってみて、またデータの取り方から
改良をしていくという、試行錯誤のサイクルを続けることになる。
　また、ディープラーニング系と従来のマシンラーニング系との違いを最も際立たせる概念の一つと
して、「エンド・トゥ・エンド（end-to-end）学習」がある。端から端を一気通貫で学習するという
意味である。
　ディープラーニングでは、途中をすべてニューラルネットワークとし、入力画像と判定したクラス
をつなぐ。そして、正解データとの誤差から逆算して、ニューラルネットワークのパラメーターを学
習する（誤差逆伝播）。従来のマシンラーニングが、データの事前処理にドメイン知識を多く必要と
していたのに対し、ディープラーニングはそれほど必要としない。そういった意味で、従来の分野ご
とに整理されてきた知識体系をあまり意味のないものにし、新たなパラダイムを構築しつつあるとい
うことになる。

（4） 「ディープラーニング×強化学習」：認識から運動の習熟へ
　「2.2.1（1） 『眼の誕生』」で示した画像認識の次に注目すべき変化は、深層強化学習と言われる技
術である。運動の習熟すなわち、機械やロボットが練習して上達するということを可能にする。
　強化学習では、前述のように、学習により報酬を最大化するような行動の指針である「方策」を見
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※9　確率変数間の依存関係を矢印で表したグラフ構造として表現したモデル。対象とする現象の裏にある構造のモデル化と、それにもと
　　　づく推論（ベイズ推論等）を確率理論に沿って行うことができる。



つけるが、その実現手段の一つとして、「こういう状況ならこういう行動を取る」というふうに、「状
態」から「行動」を出力するような関数を見つける方法がある。これまでの強化学習では、関数近似と
呼ばれる方法もあったが、深い関数を学習させることができなかったため、単純な方法しか取れず、
状態の数が非常に多くなると、どうしようもなかった。さらに、人間が定義した「特徴量」を使うし
かなく、どうしてもあらかじめ想定した範囲内でしか「状態」を記述できなかった。
　ところが、ディープラーニングと強化学習を組み合わせる「深層強化学習」では、ディープラーニ
ングで得られた「特徴量」を使って「状態」を定義する。これまでのやり方とは、ほんのわずかな違い
だが、これだけで機械やロボットが、今までよりもずっとうまく環境の「状態」に対応できるように
なった。
　人間と同じように何度も試行錯誤を重ねながら、自分でゲームの攻略法を見つけていくことが模擬
できる。それが可能になったのは、「状態」を認識する「画像認識」の精度がディープラーニングによ
って劇的に向上したからである。さらに探索による先読みと組み合わせることで、「ゲームの勝利」
を「報酬」とした「方策」を学習できるようになったことがAlphaGo（碁）の躍進につながった。環境
に対するロボットの一連の操作と反応をゲームとみなせば、「ゲームの勝利」とはすなわち運動を習
熟することに相当する。
　一例として、ディープラーニングと強化学習を組み合わせたロボット「BRETT」※10がある。カリ
フォルニア大学バークレー（University of California,Berkeley）校は2015年5月に、「BRETT」
が試行錯誤を重ねながら様々な動作に習熟していく動画を公開した。
　この動画の衝撃を言葉に表すのは難しい。我々は、機械は「機械的な動き」しかできないし、ロボ
ットは「ロボットのような動き」しかできないと思い込んでいる。何より、「機械的」とか「ロボットの
ような」という形容詞自体が、決められたとおりの動作をカクカクとした動きで行うことの意味にな
ってしまっている。そして何回同じ動作を繰り返しても、機械やロボットは、人間や動物のように上
達することはないと思い込んでいるが、この動画を見ればそれが間違いだと分かる。
　もう一つ、大きな違いは、同じプログラムに別の動作を学ばせることができる点である。BRETT
は目的のタスクに応じて報酬の設定をすれば、様々な動作を学習することができる。動作の種類に応
じてプログラミングし直す必要はなく、同じ学習プログラムを使って、別々の動作ができるようにな
る。また、一旦学習した内容はコピーして、同じタイプのロボットであれば同じように動かすことが
できる。

（5） 「ディープラーニング×生成モデル」：画像の生成
　ディープラーニングを使うと、白黒写真に色をつけることもできる※11。Googleの「オートドロー
（AutoDraw）」は、簡単なイラストを描くと、プロが描いたようなイラストに変換してくれる※12。
これらの技術は、多くの人に衝撃を与えた。色がついた画像を白黒にすることや、イラストを簡略化
することはできても、逆はできないように思える。情報量が増えているからである。ところが「オー
トドロー」ではそれができている。「生成モデル」では、データの生成過程をモデル化する。あるクラ
スｙが与えられ、そしてｙからｘが生成される確率P（x｜y）P（y） を計算するので、ｘとｙの「同時
確率」を求めることでもある。ディープラーニングにより「生成モデル」を学習できるようになったの
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※10　BRETT the Robot learns to put things together on his own <https://youtu.be/JeVppkoloXs>
※11　「ディープネットワークを用いた大域特徴と局所特徴の学習による白黒写真の自動色付け」飯塚他、2016
※12　AutoDraw<https://www.autodraw.com/>



で、例えば、白黒写真（y）からカラー写真（x）を生成するモデルを構築できる。このような能力を見
ると人間特有だと思われていた「クリエイティビティ（創造性）」の一部が、人工知能でも実現されて
いるように見える。
　そもそも、人間の創造性とはいったい何であろうか？ コンピューターは本当に「創造している」と
言えるのだろうか？ こうした画像を「生成」する技術はある種のエンターテインメントの用途に用い
られるだけだろうか。いや、そうではない。画像生成は未来の予測につながり、次に示すように、知
能の技術の進展において重要な意義をもっている。

（6） 次のステップへ、未来の予測とプランニング
　たくさんの映像からディープラーニングで学習させると、波が次にどう変化するのかを予想できる
ようになる。そうして１枚の静止画から、その次に起こりそうな１秒間の動画を作れるようになる。
こうした予測は、動物が行動計画を立てるときの基盤となる。未来を予測して、未来が自分にとって
都合の良くなるように行動を選べばよいからである。
　その先には、数秒程度ではなく、数分、あるいは数時間といった単位での行動計画を立てるために、
記号を使ったプランニングという技術が出てくるのだが、この辺りはまだ研究者が競って研究をして
いるところである。

2.2.3 画像認識技術とその飛躍的進歩
　2012 年の「ILSVRC」にて、深い構造を持つニューラルネットワークが、従来手法の分類性能を
大幅に上回って以来、ディープラーニングが画像認識に盛んに利用されるようになった。画像のよう
な「空間的なデータ」に関しては、空間の隣接性を利用することができる。つまり、画像において、
ある画素に遠く離れた別の画素が影響を与えることは少ない。空間は近くのものほど影響を受けるの
で、画像でも近くの画素のほうが影響を与える可能性が高い。この性質を使えば、近傍の画素間の関
係を調べればよいので、パラメーターの数を減らすことができる。これがCNN（Convolutional 
Neural Network）である。本項ではディープラーニングがどのように画像を認識するのかを、Ｃ
ＮＮの具体的な例で説明する。

（1） CNN：画像を認識するネットワーク
　CNNでは、入力に近い側から順に簡単な特徴量が学習され、それが組み合わされてより複雑な特
徴量が学習される。あらかじめイメージネットで訓練されたAlexNetやVGG-16、VGG-19、
Inception、Resnetなどはよく使われるモデルである。
　CNNに特徴的な処理として「畳み込み（Convolution）」と、「プーリング（Pooling）」がある。
・「畳み込み（Convolution）」
 画像中の小さなパッチ（例、NxN画素の切出し）に、特定の関数を重ね合わせて素性※13マップを

生成することに相当する。
・「プーリング（Pooling）」
 素性マップの局所的なパッチに対して、そのパッチに含まれる素性の「プール」（かたまり）を作り、
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※13　対象物に対して、何を特徴とするかを「素性（feature）」と呼ぶ。画像の場合は素性（尖っている、滑らか等）が２次元上に配置され
　　　 るので、マップになる。



その中で最も値の大きいものだけを取り出す処理。
　CNNは、「畳み込み層」と「プーリング層」という2種類の層を交互に繰り返して構成される。非線
形な要素を入れるため、畳み込み層の後に活性化関数が挿入されるが、CNNの精度向上に寄与した
のは、ReLU（Rectified Linear Unit）と呼ばれる活性化関数の導入である。深層学習では層を深
く重ねることが特徴であるが、従来のシグモイド関数のような活性化関数では、層が深くなるにつれ
勾配が小さくなっていくのでうまく学習できない、という勾配消失問題をReLUは解決した。
　図2-2-3は、CNNを説明する簡単な例である。28×28画素の手書き数字の画像を入力と
して、そこから書かれている数字を判定する。3×3のフィルター 8個を利用して「畳み込み
（Convolution）計算」を行い、活性化関数を介してフィルターが切り出す特徴を反映した素性マ
ップがそれぞれ8枚生成される。さらに「プーリング層」にて2×2画素の最大値を取る計算を行い最
終的に13×13画素の結果が8枚得られる。最後に出力層で、8枚の画像を１次元の列データにフラ
ット化した13×13×8=1352のデータに対して、全結合のニューラルネットワークにより、0～
9の数値の確からしさに対応する10個のノードに集約する。最後にSoftMax関数により、それぞれ
のノードを確率に変換する（すべて足すと1になる）。
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■図2-2-3 CNNの例

　画像認識も細かくはいろいろなタスクがあり、クラス分類、物体検出、物体セグメンテーション、
画像キャプション生成などがある。さらに応用に近いものとして、顔認識、行動認識、人間のポーズ
同定などがある。いずれのタスクにおいても、CNNは中心的に用いられる。

フィルターサイズ3×3ピクセルの畳み込み層とプーリング層、及び全結合1層からなる
―畳み込みは、入力は白黒なので1チャネル、出力数は8
―プーリングは2×2ピクセルの最大値を取るmaxpooling

28×28

26×26×8
26

26

重みw

出力の例

全結合層＋SoftMax

So
ftM

a
x

1352
13×13×8

活性化関数

8個のフィルター
（学習の結果が得られる）

プーリング層

8
8

フラット化
畳み込み層

入力の例

"0"の画像である確率
"1"の画像である確率
"2"の画像である確率
"3"の画像である確率
"4"の画像である確率
"5"の画像である確率
"6"の画像である確率
"7"の画像である確率
"8"の画像である確率
"9"の画像である確率

3x3

3x3

3x3

w（1）

w（1）

w（1）

w（1）

3x3

F

F

F

F

・・ ・・・・



2.2.4 時系列データ処理への展開
　音声データやテキストデータのような「時系列のデータ」に関しては、時間的な隣接性を利用できる。
つまり、時系列データにおいて、ある時間的に近接した要素同士は影響を与え合う可能性が高いが、時
間的に遠く離れた要素が影響を与えることは少ない。この性質を使えば、パラメーターの数を減らすこ
とができる。これがRNN（Recurrent Neural Network）である。本項ではディープラーニングがど
のように時系列を処理するのかを、RNNの具体的な例で説明し、時系列の例として自然言語処理への
応用、翻訳への応用や、画像認識と組み合わせることにより、言語の意味の理解に近づくことを説明する。

（1） RNN：時系列データを扱うネットワーク
　RNNの構造は図2-2-4の左のように図示できる。右は、このRNNを時系列方向に展開される様子
を図示したものである。リカレント層は１つ前の時刻の状態も入力として利用していることが分かる。

■図2-2-4 RNNの構造※7参照

　文脈といっているものを、ニューラルネットワークの隠れ層だと考えよう。すると、出力は、この
隠れ層の情報から決められることになる。そして、隠れ層の値は、１時点前の隠れ層の値と、現在の
入力によって、更新されると考える。つまり、過去の文脈と新しい入力から新しい文脈が構成される。

（2） RNN/LSTMを用いた自然言語処理
　RNNの中身を分析すると、文がどのくらい長いかを学習しているユニットや、文の種類（例、疑
問文か、回答文か等）、そして話題展開の階層の深さなどを学習しているユニットなど、文章の「特徴」
に対応するユニットが確認できる。
　こういった「特徴」を、人間がわざわざ設定しなくとも、自動的に学習することができるのが、
RNNの大きな強みである。
　しかし、RNNは影響が長期に及ぶときと、短期にしか及ばないときを区別できないという課題が
ある。LSTM（Long Short Term Memory）は時間的に長期の依存関係をモデル化しようとした
ニューラルネットである。隠れ層のユニットに代えて、自分自身の状態を保存する「メモリセル」を
導入する。不必要になったときに困るので、「忘却ゲート」を導入している。忘却ゲートがオンにな
ると、状態を引き継がなくなる。そうでないときには、状態を引き継ぐ。これによって長期の依存関
係もうまく学習でき、また、話題が変わったときには、すぐに前の状態を忘れられるようになった。

入力層x 入力（t-1）

履歴

入力（t）

出力（t） 出力（t+1）

入力（t+1）リカレント層 出力層y

RNNの構造 RNNを時系列に展開した図

出力（t-1）
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（3） ニューラル機械翻訳（NMT）
　このようにRNNは時系列データの扱いに優れているだけでなく、柔軟に入力、出力の構造や組み
合わせを取ることができることも特徴である。
　例えば、時系列（sequence）データを入力・処理し、時系列データを出力するモデルは、seq2seq
と呼ばれる。代表的な応用として入力と出力を異なる言語列とすると翻訳が実現できる。これは「ニ
ューラル機械翻訳（NMT）」と呼ばれ、従来の統計的機械翻訳（SMT）よりも大幅に性能が向上して
いる。
　seq2seqのような変換は、画像や言語を特徴量に変換（エンコード）したうえで、画像や言語に戻
して（デコードして）いるともいえる。入出力に様々な組み合わせが可能である。例えば画像をＣＮ
Ｎで特徴量に変換しこれをRNNで文字として出力すれば、画像からその説明であるキャプションを
生成する仕組みができる。

（4） 言語の意味理解へ向けて
　言語の意味理解というのは、文から画像を生成し、また画像から文を生成することであるといえる。
ここで「画像」というのは、視覚的な情報を分かりやすく表現したもので、実際には、センサーとア
クチュエーターの複合的な時系列情報であり、「体験」と呼ぶほうが適切かもしれない。つまり、「意
味」を「理解」できるというのは、文から体験を生成し、あるいは体験から文を生成できる相互変換能
力に相当する。その意味で、上記の研究は、単純なレベルの意味理解、あるいは原始的なシンボルグ
ラウンディング※14ができていると考えられる。

2.2.5 最新の技術動向
　本項では、ディープラーニングの最新技術動向として、深層生成モデルと、深層強化学習を説明す
る。特に深層強化学習の一種であるＱ学習を用いたDQN（deep Q-Network）は、AlphaGo（碁）
に通じるディープラーニング応用の最前線につながる。

（1） 深層生成モデル
　ディープラーニングの発展形の一つの大きな流れが、深層生成モデルである。深層生成モデルとは、
生成モデルを深くしたもの、ということであるが、まず生成モデルとは何かを説明する。
　機械学習の手法の分類方法の一つとして識別モデルと生成モデルという分類がある。識別モデルと
は例えば猫の画像が与えられたときに、それを「ネコ」であると「識別する」モデルである。画像認識
で用いられるCNNは識別モデルである。ディープラーニングの手法ではないが、ロジスティック回
帰やSVM（Support Vector Machine）などもすべて識別モデルに当たる。生成モデルというの
は、「あるところにネコがいた。そのネコが画像に写り、結果として画像になった」という、データ
の生成過程そのものをモデル化する。生成モデルはデータ生成の過程をモデル化するので、本物に似
たデータを「生成」できる。あるクラスｙが与えられ（あるところにネコがいて）、そしてｙからｘが
生成される（そのネコが画像に写る）確率P（x｜y）P（y） を計算する。従来の手法では、ナイーブベイ
ズという手法が生成モデルである。
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※14　記号システム内のシンボルがどのように実世界の意味と結び付けられるが明らかになった状態。



　生成モデルはこれまで、グラフィカルモデルという確率変数間の依存関係を表したモデルによっ
て実現されることが多かった。これを、深い階層のニューラルネットワークによって実現しようと
いうのが深層生成モデルである。深層生成モデルは、創造的なデータを生成できる、複数クラスを
合成したデータを生成できる、通常は検知されない異常データを検知できる、欠損値を補うことが
できる、などの特徴をもち、着目されている。「深層生成モデル」の代表的な手法に「変分オートエ
ンコーダー（Variational Autoencoder ；VAE）」と「生成的敵対ネットワーク（Generative 
Adversarial Network；GAN）」がある。
　もともと「オートエンコーダー（Autoencoder）」は、入力そのままのものを出力するように（入力
を再構成するように）構成したものであり、隠れ層をもつニューラルネットワークで実現できる。「変
分オートエンコーダー（VAE）」は、隠れ層にある潜在変数との確率的な関係をはっきりさせたもの
であり、例えば潜在変数を操作することで、学習したデータと似た異なるデータを生成することがで
きる。例えばFrey Faceデータセット※15で学習した顔に対して、潜在変数を制御することにより、
怒った顔から笑った顔へ徐々に変化するデータを生成できる。
　「生成的敵対ネットワーク」は、本物と同じようなレプリカを作り出そうとするジェネレーターと、
生成されたレプリカが本物なのかを識別するディスクリミネーターの２つのネットワークを用意し、
互いに（敵対的に）競わせることで最終的には本物と区別がつかないレプリカを製造できるように学
習を進めるというものである。そのアイデアを例えてみる。お札の偽造をする犯罪者がいるとする。
そして、それを見破ろうとする銀行がいる。偽造犯は、できるだけ実際のお札に似ている偽札を作ろ
うとする。銀行は、どれだけ似ていても、見分けようとする。この両者がお互いに競っていくと、ど
んどんレベルが上がっていき、そしてついに、普通の人であれば誰も見分けられないような完璧な偽
札を作ることができるようになる。　

（2） 深層強化学習
　もう一つの大きな流れは、深層強化学習といわれる技術である。運動の習熟、機械やロボットが練
習して上達することに関連する。
　強化学習は、今まで説明した教師なし学習、教師あり学習とは異なり、「行動する主体」としての
学習を念頭に置いている。長らく研究されてきた技術だが、ディープラーニングによって大きく変わ
りつつある。強化学習が教師あり学習などに比べて特徴的なのは、試行錯誤的な探索を行うことと、
遅延報酬という２点である
　「2.2.2（2） 機械学習とは」で説明したように、強化学習では、報酬を最大化するような行動の指
針である「方策」を見つけることが重要であった。
　こうした方策を見つけるには、大きく分けて２つの方法がある。一つは、適当に作った方策に従っ
て行動してみて、報酬が得られるかどうかを試す。これを何度も繰り返して、試行錯誤しながら、徐々
に良い方策を見つけていく方法である。これを「方策にもとづく方法」と呼ぶ。
　もうーつのやり方は、状態の「価値」を計算していく方法だ。
　例として、３×４マスの盤上で、エージェントが、ゴールのマスG（右上）を目指して移動する例
で説明する。エージェントは上下左右しか移動できないものとする（図2-2-5）。この例では通過で
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※15　一人の顔の表情を連続的に変化させた2,000画像ファイルのデータセット<https://cs.nyu.edu/~roweis/data/frey_rawfa
　　　 ce.mat>



　マスを状態とし、マスの「価値」の値を計算する。価値反復法（Value Iteration）というアルゴリ
ズム※16に従えば、マスに対する「価値」を、周囲のマスの価値を使って状態の価値を再帰的に計算す
ることができる。図の左側は状態価値の初期値を表しており、G、P以外は0が与えられている。右
側は反復計算の結果を示している、右上（ゴール）の値が1なので、右上からひとつ左のところ（S3）
は、1に近いくらい良い値、0.85である。逆に右下（S9）は、ペナルティに近いので悪い値0.28で
ある。また状態価値が高くなる方向でのエージェントの動作が「方策」であり、三角にてこれを表し
ている。以上を「価値にもとづく方法」と呼ぶ。示した例は簡単で、状態の「価値」の計算及び方策の
決定はテーブル（状態×行動を軸とする）で記述できる。
　しかし、実際には膨大な変数とその組み合わせに対してテーブルを作ることは容易ではない。
　そこで、価値を算出するような「関数」を学習することを考える。この「関数近似」の方法も昔から
研究されてきたが、これまでは、深い関数を学習させることができなかったため、浅い関数を用いる
しかなかった。それが、ディープラーニングにより、深い関数で、状態から価値（あるいは行動）の
計算（すなわち方策）を学習できるようになった。

（3） 深層強化学習の例（Q学習、DQN）
　「価値にもとづく方法」の代表的な学習であるQ学習では、２つの「価値関数」を使う。ある状態の
価値を表す関数を状態価値関数Vという。ある状態から将来もらえる報酬の期待値を表す際、このV
を使って方策を決めるが、（将棋や囲碁などの場合を除いて）次にどの状態に遷移するか分からない
ことも多い。そこで、「ある状態sにおいてある行動aをすること」の報酬の期待値を表す行動価値関
数Ｑ（s,a）を用意する。
　つまり、各状態での行動価値を、実際の経験からの推測値と合わせていくような操作を行う。こ
れは、実際の経験からの推測値をY、 各状態を表す変数をXと考えると、XからYを推定するような
関数を求める問題に帰着する 。これを、深い構造をもったニューラルネットワークで代替するのが

■図2-2-5 「価値反復法」により方策を計算する例

初期値：ゴール（G）、ペナルティ（P）、
状態（S1～S9）、状態の値は0で初期化

繰り返し計算の後に得られた状態の「価値」、
三角は価値計算から得られた「方策」
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きないマスであることを表すペナルティを科すマスP（右中）もあるとする。
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※16　「価値反復法」では、状態sに対して、R(s)を即時報酬関数、P(s’|s,a)を状態sから行動aで次状態s’に遷移する確率、γを割引率
　　　 とすると、状態価値関数U(s)は、周りの状態の価値関数U(s’)から以下の式で計算することができる。

,



※17　「Human-level control through deep reinforcement learning」Nature、Feb.2015
※18　データに対して、これを特徴づける表現（特徴など）を学習すること。表現は人間に分かりやすいとは限らない。自明でない表現の
　　　 例として文章における単語の特徴をベクトルとして学習するなどがある。
※19　浅田稔「身体・脳・心の理解と設計を目指す認知発達ロボティクス」,2009,計測と制御vol.48,No.1
※20　Terry Winograd, "Procedures as a Representation for Data in a Computer Program for Understanding 
　　　　Natural Language", MIT AI Technical Report 235, February 1971

2.2.6 ディープラーニングを端緒とする人工知能の発展
　AIの分野で議論されてきた様々な難問において、結局のところは、データをもとにして特徴量を
抽出するところに最も大きな困難性があり、それが今、「現実的な方法で」「実際に」解けるようにな
っている。本項では、ディープラーニングのような「表現学習※18」の進展により、人工知能の本質的
な課題である「意味の理解」の実現が近づいていることを説明する。
　例えば、階層的に履歴を集積する巧妙なRNNの構造を導入することで、高い品質の音声合成を実
現できたり、教師ありのディープラーニング、強化学習、モンテカルロ木探索を巧みに組み合わせた
コンピューター囲碁ソフトウェアである「AlphaGo」などが、代表的な例である。
　得意なのは、画像や映像、音声などの「生に近いデータ」で、テキストの扱いも得意なものの一つ
に入る。しかし、これは大量にあるテキストをパターンとして学習させる統計的自然言語処理の延長
線上にあり、劇的な精度の向上というより、従来と同じかそれを上回る精度を、ほとんど人間の介入
なしにできるというところが優れている。逆に、「生」ではないかなり加工されて抽象度の高い、「高
次の特徴量」になっているデータでは、それほど既存技術に比べて効果が期待できない。

（1） 人工知能と「身体性」
　人工知能を実現するうえで、「身体性」が必要かどうかは、長らく論争の的であった。
　「身体性」とは、「行動体と環境との相互作用を身体が規定すること、及びその内容、環境相互作用
に構造を与え、認知や行動を形成する基盤となる」※19ことを意味する。もともと生物における知能は、
生物の生存確率を上げるためであり、最終的に生物の行動に紐づかないと意味がない。その意味で、
生物の知能は身体性と不可分である。
　「身体性」を持たない知能の限界の例として、Terry WinogradのSHRDLU※20を紹介する。
SHRDLUは、画面の中の「積み木の世界」にブロックや円錐、球などがあり、例えば「円錐は何に
支えられているか？」といったユーザーからの質問に、自然言語文で答えることができた。また「緑
色の円錐を赤いブロックの上に置け」といったユーザーからの命令を実行することもできた。この
ように、コンピューターが少し知的に見える振る舞いをできるようになる様子を示した。しかし、
SHRDLUの積み木の世界はすべて人間が設計した世界であり、ありとあらゆるお膳立てが必要であ

DQN（deep Q-Network）である。
　DeepMindの「DQN」は、Q学習の行動価値関数を、ニューラルネットワークで置き換えたもの
である。状態ｓにおけるアクションａの価値Q（s、a）を、画像を入力とするニューラルネットワー
クで計算する。アタリ社のゲームを学習させた例では、画像は、現在から４フレームまで遡り、84
×84の画像にクロッピングし、グレースケールにして入力する（ニューラルネットワークに必要な
パラメーターを減らすため）。その後、２層のコンボリューション層、１層の全結合層があり、最終
的に各アクションのＱ値を出力する。エミュレーション上の49のゲームのうち29のゲームで、人間
並みあるいはそれ以上のスコア（人間のエキスパートのスコアの75%以上）を出した※17。
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り、そこに限界があった。積み木の世界の研究が、知能の重要な側面をとらえる素晴らしい試みであ
ること自体は、何も間違っていない。そして、それが今、ディープラーニングを突破口に新たな展開
を見せつつある。
　鍵となるのが、ディープラーニングにおける「生成モデル」である。例えば、「GAN」は生成器と識
別器から構成され、互いに騙そう、騙されまいとすることによって、人間があらかじめお膳立てしな
くても、精度を上げることができる。
　「視覚的想像（visual imagination）」は、実際に行動しないにもかかわらず、未来の状態を予測
することである。Katerina Fragkiadaki※21は、ビリヤードの例で、「LSTM」を用いて、20フレ
ーム先の未来まで、ボールの速度（ベクトル）を予測することができることを示した。予測ができれ
ば、どのようなことが起こるかをシミュレーション、すなわち「想像」し、行動の計画を立てること
ができる。「DQN」も、アクションを挟み込んだオートエンコーダーでフレームを学習することによ
り、特定の行動を行うと次に何ができるかを予測する技術であるとみなせる。
　このように、SHRDLUのように明示的に積み木の世界を作らなくても、ディープラーニングの生
成モデルを使うことによって、その世界を描くことができるようになった。

（2） 環境とのインタラクションで得られる「身体性」から記号に迫るアプローチ
　（1）の考察から、認識能力を獲得したディープラーニングの研究が、身体性の研究に向かうのは、
必然であると言える。生物（我々人間も含む）は、認識能力を活かしながら、環境とインタラクショ
ンすることで、環境の中から重要な情報（あるいは特徴量）を見つけ出しているからである。
　とはいえ、現実世界は驚くほど複雑で非線形であり、現象をモデル化したシミュレーター上での「身
体性」では、結局はモデル化によって重要な要素が捨象されているかもしれない。
　シミュレーション上で完結する「身体性」は、どうしても「ちゃちな」ものになる。やはり、現実世
界とインタラクションできる何らかの「身体」が必要と思われる。
　人間も動物も、環境の中で生きているので、環境とのインタラクション、つまり、センサー（感覚
器官）からインプットした情報にもとづいてアクチュエーター（運動器官）で行動をアウトプットする
というループが基本である。それは特定の環境に対してのみ動くような簡単な制御系でも実現できる
し、より複雑な環境でロバストに動き、また学習していくようにも設計できる。これは、Rodney 
Brooksの「身体性」であり、Rolf Pfeiferの「環境における身体性」である。すべての生物は、環境
に条件づけられた自己保存装置、あるいは再生産装置なので、その行動は環境に埋め込まれている。
　人間の場合は、この「身体性のシステム」の上に「記号のシステム」を載せている。Rodney 
BrooksはMarvin Minskyを「ゾウはチェスをしない」※22と批判したが、まさにその裏返しで、人
間だけが「記号」を使ってチェスというゲームができる。

（3） 「身体性」抜きに、大量のデータから直接の概念獲得や意味理解を目指すアプローチ
　「身体性」の研究があってはじめて、その先の「シンボルグラウンディング（記号接地）」の研究に
進める。だから、ロボット研究における日本の優位性は大きなアドバンテージがある。しかし、

※21　Katerina Fragkiadaki, PulkitAgrawal, Sergey Levine, JitendraMalik, "Learning Visual Predictive Models of
　　　　 Physics for Playing Billiards"
※22　論理やアルゴリズムを突き詰めることで人工知能はチェスができるまで「知的」になったが、ゾウはチェスはしない。自然に囲まれ
　　　 た環境で生きる「知恵」を持っているとの趣旨。
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GoogleやFacebookの研究者たちの研究のスピードを見ていると、実世界における身体性の研究
を全部すっ飛ばして、大量のデータから直接、概念獲得や意味理解ができてしまう可能性もある。
　Google自動翻訳がディープラーニング方式になって相当精度が上がったが、まだまだ上がるはず
だ。Googleが「画像認識」や「身体性」をすっ飛ばしてこのレベルに達したということは、きちんと「身
体性」を経て、本当の意味での「意味理解」ができたとしたら、自動翻訳は真に実用的なレベルに達す
るだろう。

（4） 表現学習の手段としてのディープラーニング
　ここまでは、ディープラーニングに端を発する人工知能の発展の方向について述べてきたが、「デ
ィープな（深い）」ネットワークを使うことは、必ずしも必然ではない。ディープラーニングは、より
抽象化して「表現学習」ともいわれる。複雑な関数をデータから学習するために、今のところ「ディー
プな（深い）」ネットワークが有効である。深いことは、結局は、我々の世界を前提として学習を早く
するための一つの「ズルのしかた」であって、世界にはこうした「ズルのしかた」がたくさん存在する。 
このズルのしかたを「prior（一般事前知識）」という。

2.2.7 ディープラーニングの計算原理と実装技術
　本項では単純な画像認識の題材をもとに、ディープラーニングの原理と必要な実装技術について説
明する。

（1） ディープラーニングの原理
　ディープラーニングとは何かを、ひと言で説明すれば、「深い関数を使った最小二乗法」というこ
とができる。深い関数というのは、入力Xから出力Yまで、何段階か中間の関数を介する関数である。
深い関数のほうが浅い関数よりも圧倒的に表現力が高い。
　例えば、100×100の画素で構成される画像にネコが写っているかを判定する問題。すなわち
１万個の変数（画素）から、ネコが写っていれば1、写っていなければ0を返すような「ネコ関数」を求
める問題である。
　最も単純な判定式は、１万個の変数（x1、……、x10000）に対してパラメーター（k0、……、k10000）を
用意して、以下のようなネコ関数を定義して、　

　このデータに最も当てはまりがよくなるように、k0からk10000のパラメーターの値を求めればよい。
これは最小二乗法で求めることができる。
　ところが「ネコ関数」はこんな単純な構造をしていない。ディープラーニングの言葉の由来となった
ように、「ディープ」な階層構造を導入する。ここで階層構造とは、入力データが入ってくる変数から
直接ネコ関数を定義するのではなく、一旦別の関数を介して、ネコ関数を定義することである。
　最初にサブとなる関数f1、f2、f3……を定義する。そして、これらの関数を使ってネコ関数を定義
するわけである。これは２層（入出力も入れると４層）のニューラルネットワークに相当する。さら
に中間的な関数を増やして階層を増やせば、３層、４層とどんどん深くしていくことができる（図
2-2-6）。

fネコ(x)=k0+k1×x1+k2×x2+…+k10000×x10000 
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　ここで大切なのは、線形な関数（変数の一次式）をいくら重ねても線形にしかならないことであり、
より多様なネコの形に対応するには、「ネコ関数」へ非線形な要素を入れたい。シグモイド関数σは、
ニューロンの働きにヒントを得ており、これをサブとなる関数にそれぞれ入れていけば、非線形の強
い、様々なものを柔軟に学習できる、表現力の高い関数となる。そして、こうした関数のパラメータ
ーは最小二乗法で求めることになる。シグモイド関数に代表される非線形な要素を活性化関数とも呼
ぶ。

　以上をまとめると、ディープラーニングとは、「シグモイド関数等の活性化関数を使って非線形性
を入れ 、多層に構成した関数を使った最小二乗法」ということもできる。なお、歴史的にはシグモイ
ド関数が使われてきたが、最近ではよりシンプルなReLU（ランプ関数）等がよく使われる。

（2） ディープラーニングの実装技術
　ディープラーニングの実装に必要な基本実装技術は以下の3つである。行列演算という並列度の高
い積和演算が多用されるがゆえに、GPU（Graphics Processing Unit）との相性が良い。

①行列演算による実装
　多数のユニットを結ぶ重み付き有向辺（矢印の付いた辺）計算を効率的に行うために、行列演算と
非線形関数の組み合わせを効率的に行う実装が望ましい。ベクトルと行列だけでなく3つ以上の軸を
持つテンソルも扱えることが望ましい（例えば、センサーの信号を時間周波数解析する場合、時間t、
周波数f、センサー番号iの３つの軸を持つデータに対して、演算を行う）。本来3次元グラフィック
ス処理の高速化に活用されてきたGPUがディープラーニングの高速化に寄与したのは、3次元グラ
フィックスにおけるポリゴンを移動させたり回転させたりするときの行列演算が、ニューラルネット
ワークにおける、重みの行列に別の行列を掛けて足し合わせていく「行列の積和演算」という処理と
同じであったからである。

② 勾配の計算手法
　ニューラルネットワークを用いた学習では、誤差を最小とするように重みwを調整する。このと
き、重みｗの変化でどれぐらい予測値が変化するかを勾配と呼ぶ。勾配が分かれば、どれだけ重みw
を変化させればよいかのあたりがつく。数学的には関数の微分の計算を行う。ニューラルネットワー
クは数学的には重みの線形和関数や活性化関数を階層的に組み合わせた合成関数として与えられてい

■図2-2-6 階層構造に非線形性を入れた「ネコ関数」の例とニューラルネットの構造

fネコ(x)=σ(k0+k1 f1(x)+k2 f2(x)+…+k100 f100(x))
　f1(x)=σ(k1,0+k1,1x1+k1,2x2+…+k1,10000x10000)
　f2(x)=σ(k2,0+k2,1x1+k2,2x2+…+k2,10000x10000)

　f100(x)=σ(k100,0+k100,1x1+…+k100,10000x10000)
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るので、その微分は連鎖律（合成関数を微分するとき、その導関数がそれぞれの導関数の積で与えら
れるという関係式）を用いて各関数のヤコビ行列（行列版の微分に相当）の積として展開できる。
　最も一般的な勾配計算法は誤差逆伝播法で、合成関数の勾配計算には自動微分と呼ばれる機能が用
いられる。

③最適化ルーチンと効率化
　勾配計算では、一つの訓練データから計算した勾配で近似して勾配計算を行う確率的勾配法が有効
である。このとき、収束を早くするような様々な最適化アルゴリズムが存在することが知られている。
ディープラーニングの実装ではこの確率的勾配法にもとづく最適化ルーチン、最適化のための様々な
高速化技術が必要になる。

2.2.8 今後の展望
　本項では、今まで説明したディープラーニングの発展を踏まえ、今後人工知能がどのように発展し、
その中で日本が発展に寄与できる部分を明らかにするとともに、最終的に知能の原理の解明につなが
るであろう進展を展望する。
　ディープラーニングの進展に端を発する人工知能に関して、実現可能性の高い未来をフェーズ１か
らフェーズ5という形でまとめた。

フェーズ1：ディープラーニングによる画像認識
フェーズ2：眼をもつ機械の誕生
フェーズ3：翻訳が実用レベルに達する
フェーズ4：言葉の意味理解・知識処理
フェーズ5：物理現象や社会現象のモデル化

　フェーズ１の画像認識からフェーズ２のディープラーニングと強化学習を組み合わせた「眼をもつ
機械」という流れがあり、先には翻訳、言葉の意味理解の世界が広がっている。この中で、日本が市
場を取れるとしたら、ほぼフェーズ２の強化学習のところしかないということである。フェーズ３、
フェーズ４の辺りは完全にＧＡＦＡ（Google、Apple、Facebook、Amazon）の強い領域（つま
りハードウェアが関係ない、特定の産業集積が意味をもたない）世界だからである。だからこそ、1
から2のところで日本がきちんと市場を取れるかどうか、つまり、この10年くらいの大きな変化に
先導してついていけるかどうかが大変重要である。
　ディープラーニングの深層生成モデルを使えば、「意味」を「理解」することができる。例えば画像
キャプション生成や文からの画像生成は意味を理解しているといえる。日本語の文から体験を生成
し、それを英語の文に変換するということもできるはずである。それはすなわち、意味理解を伴う機
械翻訳そのものである。
　ディープラーニングが、それまでの機械学習がもつ様々な問題の根っこにあった原因（特徴量を自
ら発見できなかったこと）を解消し、そこを起点にして、様々なイノベーションが起きるだろうと述
べた。順番としては、認識の問題が解決されれば、次は身体性の研究が飛躍を遂げるはずだ 。しば
らくはロボットや産業機械の研究が最もホットな分野となる。その後、記号の研究が本格化する。今
までと違って、きちんと「グラウンドした」記号を使っての研究である。言葉を使った意味処理が可
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能になり、言語からの知識獲得もできるようになる。

（1） 「モデリング」の自動化
　自然言語処理の分野は、多くのデータを使う統計的自然言語処理にシフトし、またデータマイニ
ングなどの研究分野も立ち上がった。インターネット上のシステムには、こうしたアプローチが多
く使われ、GoogleやFacebookなどで真っ先に活用された。おすすめ商品を提示する推薦システ
ムも、Amazonで有名になった。こうした機械学習は極めて有用ではあったが、変数となる「素性
（feature）」をどう作るか（「素性エンジニアリング」と呼ばれる）も難しい問題の一つであった。
　人工知能の研究の中で難問とされるフレーム問題やシンボルグラウンディング問題、あるいは素性
エンジニアリングの問題に共通するのは、現実世界の現象から何が重要かを見抜いていかにモデルを
立てるかという部分である。そこが自動化できなかったために、重要な部分の作業はどうしても人間
がやらなければいけなかったのだ。その突破口を切り拓いたのが、ディープラーニングである。ディ
ープラーニングの研究が進めば、フェーズ1～フェーズ5それぞれで必要とされるモデル構築も加速
されるはずである。
　物理モデル構築の最新事例として、2018年6月にDeepMindが発表した「GQN」（Generative 
Query Network）がある、GQNは、2次元画像から3次元画像を生成する新技術であり、これに
より平面的な写真を見て、見えていない部分を想像するかのように、3次元空間（世界のモデル）を作
り出すことができる。

（2） 知能の原理の解明へ
　人間は生存のために知能という機能を発達させた。飛ぶことに単一の原理があったように、知能に
も原理があるはずである。しかも、その原理は、実は比較的単純なものに違いない 。すでにディー
プラーニングで一部が解明されつつあり、あとは身体性や言語の意義が分かれば、知能の原理の大方
は解明されるはずである。
　そして、知能の原理が分かれば、これを工学的に利用することが可能である。その結果、様々な製
品やサービスが生まれる。そのときに、必ずしも人間を擬す必要はない。トリと飛行機がまったく異
なる形をしているように、「知能」という機能を実装した機械がヒト型ロボットである必要はないの
だ。それこそが、本節で何度も強調してきた「眼をもつ機械」の実態であり、フェーズ１からフェー
ズ５へと続く、様々な人工知能技術の進展の姿である。
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※23　単語分割および基本形化にはMeCabやJumanなどの形態素解析器を用いる。単語分割方法自体が研究対象となる技術であり、　
　　　　その分割基準、分割精度、あるいは基本形化するかどうかなどが、後段の分類精度などに少なからず影響を与えるものである。
　　　 ここでは説明を割愛するが、詳細を知りたい場合は工藤の文献［3］を参照されたい。
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　ある企業のサービスや製品に興味を持ち、その会社のWebページを訪れたとしよう。そこにはそ
の企業の歴史や組織から、提供しているサービスや製品の情報まで、様々な情報が載っているだろう。
しかし、知りたいことがすべて載っているとは限らず、「開店時刻は何時ですか？」など詳細につい
て質問したくなることがある。最近では、Webページに質問を受け付ける機能が付いていることも
多く、もしリアルタイムで回答が返ってくる場合は、背後でオペレーターが何人も働いているか、そ
うでなければchatbotが動いている。すなわち、質問に対し自動的に答えを返すアプリケーション
である。このアプリケーションを支える技術が自然言語処理、すなわち人間の言語を処理する技術で
ある。自然言語処理には機械翻訳や仮名漢字変換など多くの応用がある。とはいえ、高度な自然言語
処理技術が常にchatbotに利用されているとは限らない。最も単純には、例えば「何時」という文字
列が質問に含まれていれば、「営業時間は10時から19時までです」という回答を返すといったルー
ルを用意しておくこともできる。しかし、このような単純な仕組みでは「何時頃が一番混んでいます
か？」や「何時まで入店できますか？」などの質問に対し、的外れな回答をしてしまうことになる。こ
う考えると、「何時」だけでなく「混む」や「入店」など他の多くの単語もうまく使って回答を選びたい、
質問の意味を理解させたい、事前に作成した回答リストにない回答もできるようにしたい、など様々
な形でchatbotを賢くしたくなるだろう。ここでは、chatbotを賢くするという目的を通して、そ
のために使える自然言語処理技術を概観することにする。

2.3.1 文書分類
　文書分類とは、与えられた文書を、あらかじめ定義された複数のカテゴリのいずれかに分類するタ
スクである。例えば、電子メールをスパムメールとそうでないものに分類するタスクや、ブログ記事
を政治、経済、スポーツ、生活などのトピックを表すカテゴリに分類するタスクなどが分かりやすい。
冒頭で述べたchatbotにおいても、例えば回答を100個用意し、それらを回答1、回答2、…、回答
100というカテゴリだとみなし、さらに「何時頃が一番混んでいますか」などの質問を文書だとみな
して、この文書を上記の100個のカテゴリのいずれかに分類するというアプローチが考えられる。
分類されたカテゴリの回答を返せばよい。
　さて、各文書は、「何時　頃　が　一番　混む　で　いる　ます　か」などのように単語分割、及
び基本形化されているものとする※23。文書分類の基本的な方法においては、まず各文書をベクトル
で表す。よく用いられるbag-of-words表現では、ベクトルの各要素に単語を対応させ、その単語
が文書中に出現していれば1、そうでなければ0を要素の値とする。1の代わりに、その単語のその
文書中での出現回数を使う場合もある。bag-of-words表現では、単語の種類数と同じ次元を持つ
ベクトルで各文書が表現されることになる。これらの文書ベクトルを事例とし、ベクトルを分類して
くれるような機械学習手法（例えばサポートベクトルマシン）を用いる。機械学習分類器は、通常教
師付き学習手法であり、すなわちラベル付き訓練データを必要とする。chatbotの例でいうと、各
質問について適切な回答ラベルが付いているデータ（通常、ラベル付けは人間が行う）が、ある程度
の量必要である。実際にどの程度必要なのかは、問題の難しさや分類器の複雑さによるので一概には

自然言語処理2.3



※24　中立的な意見も3つ目のカテゴリとして含める場合もある。

言えない。
　さて、このような単純な方法でも、難しい問題でなければかなり高精度で分類が可能である。しか
し、bag-of-words表現では、各文書に各単語が出現したかどうか（あるいは何回出現したか）の情
報だけが使われ、それらの単語がどういう順序で現れたかについては捨象されている。単純な方法で、
わずかながら語順を考慮するものとして、bag-of-n-grams表現がある。n-gramとはn個の単語
の並びで、n=2としたときは、 ある2単語の組が連続して出現したかどうか（あるいはその出現回数）
を考える。「何時頃が一番混んでいますか」であれば、これを「何時-頃　頃-が　が-一番　一番-混
む　混む-で　で-いる　いる-ます　ます-か」とみなすことになる。これにより、例えば、「何時頃」
という表現が出現しているという情報をベクトルに入れ込むことができる。さらにn=3として 「何
時-頃-が」などの3単語の組までいくなど、さらにnを増やしていくことも可能であるが、nが大き
ければいいというわけではなく、ちょうどよいnは実験的に決定することになる。
　上記のn-gramのように、文書などを表現するベクトルの構成要素を素性（feature）と呼ぶ。また、
機械学習手法には手をつけず、人間が知識を用いて素性を工夫して機械学習の性能を向上させること
を素性エンジニアリングと呼ぶ。単純であるが実用上は効果が大きい。
　文書分類の応用の一つとして、評価文書分類がある。これは、評判分析という分野におけるタスク
であり、口コミなど意見が記述された文書を、好意的な意見か、あるいは批判的な意見かに分類する
問題である※24。

2.3.2 言語の構造解析
　テキストデータから、そこで言及されている固有表現（人名、地名、組織名など）を取り出したい
という状況は多く存在する。例えば、「俳優のJohn DoeさんがCMしている機種を探しています」
という文には、“John Doe”という人名が含まれている。あるいは特定の機種名やメーカー名が含
まれていることもあるだろう。このような固有表現を抽出する方法を考える。固有表現は一つの単語
から成る場合もあるし、複数の単語から成る場合もある。上の例文が、
　「俳優　の　John　Doe　さん　が　CM　し　て　いる　機種　を　探し　て　い　ます」
と単語分割されているとしよう。通常、これらの各単語が、固有表現の一部であるか否かを分類する
ことで固有表現を抽出する。もう少し詳細には、人名の最初の単語、人名の2番目以降の単語、地名
の最初の単語、地名の2番目以降の単語、組織名の最初の単語、組織名の2番目以降の単語、それ以外、
を分類カテゴリとする多クラス分類問題を解く。扱う固有表現の種類が増えれば、分類カテゴリ数も
増える。前節の文書分類では、各文書をそれに含まれる単語で表現するなどしたが（bag-of-words
表現）、固有表現抽出の場合は周辺に出現している単語（上の例のJohnなら、‘俳優’、‘の’、‘Doe’、
‘さん’）などで各単語を表現する。固有表現抽出に限らず、文章の一部を抽出するタスクは、この
ように構成要素を分類することで実現できる。また、固有表現抽出のような抽出タスクは、言語構造
解析の一種とみなされる。
　もっと深い言語構造解析を紹介しよう。「アプリが、圏外だと、フリーズします」という質問を
chatbotで受けたとする（図2-3-1）。前節のようにbag-of-words表現で処理してもうまく分類
できるかもしれないが、質問の意味をより正確に捉えようとすると十分ではない。フリーズするのが
アプリであるという情報が消えてしまうからである。このようなときに利用できるのが、 構文解析で

53

技術動向 第2章



※25　CaboCha< http://taku910.github.io/cabocha/>
※26　KNP< http://nlp.ist.i.kyoto-u.ac.jp/?KNP>

ある。すなわち、次のような構文的な依存構造を見つけることである。

　ここから、例えば「アプリが→フリーズ」のような関係の有無を文書ベクトル表現の要素として使
えば、より細かい意味の把握が可能になる。このような日本語の構文的な依存構造は、係り受け構造
と呼ばれ、文節（「アプリが」などは文節である）間の依存関係として定義されることが多い。文章か
ら人々の意見、感情を分析する評判分析では、構文的な依存構造が重要になることが多い。例えば、
「このアプリは非常に便利だが、デザインが悪い」という意見は、利便性という側面では良いが、デ
ザイン性という側面では悪いという評価をしている。このように見る側面によって評価が変わること
があり、これを捉えるためには構文的依存関係を用いるのが一つの解決手段である。日本語の構文的
依存構造関係を出力してくれるツールとしては、CaboCha※25やKNP※26などがある。この2つのツ
ールにはそれぞれ特徴があるが、大きな違いとしては、速度面ではCaboChaに分があり、詳細な
情報を与えてくれるという点ではKNPが優れている。英語の構文的依存構造解析では、文節という
概念はなく、単語間の依存関係を見つける。英語の構文的依存構造解析器は多くあるが、Stanford 
parserなどが有名である。
　実は、構文解析とは、依存構造解析だけではない。句構造解析と呼ばれるより詳細な解析もあり、
英語ではこちらも発展している。句構造解析においては、“The man ordered a hot coffee”と
いう文において、“a hot coffee”が名詞句を成し、それが“ordered”と組み合わさって動詞句を成
し、その動詞句“ordered a hot coffee”が名詞句“The man”と組み合わさり文を成す、といっ
た構造を推定する。つまり、文のどこからどこまでが部分構造を成すのか、を推定する。また各部分
構造は他の部分構造と組み合わさって上位の部分構造を成すことになる。
　構文解析により、文の構造を考慮することで、文に含まれている情報をより厳密に扱うことができ
るようになった。この節では、もう一歩意味に近づくことにする。例えば、顧客からchatbotに「電
源アダプター売ってますか」という質問があったとする。この顧客は、（この店が）電源アダプターを
売っているかどうかを知りたいのであるが、助詞が省略されているため字面からは「電源アダプター
が」なのか「電源アダプターを」なのか「電源アダプターに」なのかが分からない。意味解析の一種であ
る述語項構造解析では、日本語においては、各述語とそのガ格、ヲ格、ニ格となる名詞句（格要素）
により内容が把握できると考え、各格の名詞句を同定することを目標とする。上記の例では助詞が省
略されているが、「私は先日お店に伺い、パソコンを購入したのですが」 における「購入する」のよう

■図2-3-1 構文的な依存構造の例

アプリ_が
圏外_だ_と

フリーズ_し_ます
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に、ガ格の格要素である「私」が離れて出現しており格も明示されていないようなケースも非常に多
い。そもそも同一の文に格要素が出現しない場合は、別の文に探しに行く必要がある。同一文書に格
要素が存在しない場合さえある。つまり、このような解析は文脈解析と密接な関係がある。
　ガ格、ヲ格、ニ格という表層的な格を扱うだけでなく、各要素の意味的な役割を推定する意味役割
付与というタスクもある。ここで意味役割とは、例えば、その述語の動作主、対象、経験者、場所、
時、目的などである。ガ格、ヲ格、ニ格という表層的な格を扱うタスクは日本語以外の言語には存在
しないが、意味役割付与というタスクは日本語以外にも存在する。
　表層格の述語項構造解析や意味役割付与は、述語を中心とした意味表現であるが、文全体の意味を
抽象的に表現することを目的としたものとして、abstract meaning representation （AMR）と
いう記述の枠組みも存在する。
　また、意味解析と関連する重要な概念としてグラウンディングというものがある。これは、言語表
現とそれが指す実体とを結び付けることである。特に、文章中に出現した固有名を、それが指す人物
や場所などに結び付けることを目指すことが多い。通常、人物リストや場所リストを事前に用意して
おき、文章中の各固有名がそれらのリスト中のどのエントリに対応するかを決定する、という形で問
題を解く。例えば、「渋谷でオバマさんを見ました」という文において、「渋谷」が東京都にある渋谷
であり、「オバマさん」が「バラク・オバマ元大統領」であることを認識する※27。

2.3.3 言語資源
　これまで、主に機械学習にもとづく手法などを紹介してきたが、シソーラス（類義語辞典）のように、
ある単語とある単語が意味的に類似していることを示す言語資源が存在する。英語の類義語情報を含
む言語資源としてはWordNet※28が圧倒的に有名である。WordNetは、類義語関係、上位語―下
位語関係、構成要素―被構成要素関係など、単語間の関係を提供している。互いに類義語関係にある
単語からなる集合をsynsetと呼ぶ。すなわち、同一のsynsetに属する単語はすべておおよそ同じ意
味を持つものとされている※29。これを用いることで、 文書表現としてbag-of-words表現の代わり
にbag-of-synsets表現（各synsetが文書内で出現したか否か）を使うことなども考えられる。
　日本語のシソーラスも紹介しよう。WordNetを日本語へ移植した日本語WordNetも存在する
が、もともと日本語に対して構築された分類語彙表※30、日本語語彙体系※31、EDR電子化辞書※32など
がよく知られている。
　その他、様々な言語資源やコーパスが、言語資源協会※33、ALAGIN※34、情報学研究データリポジ
トリ※35などで公開されている。
　近年目覚ましい発展を見せたのが、単語分散表現である。これは、コーパスから機械学習により得
られた単語のベクトル表現である。すなわち、各単語が、例えば100次元、500次元、1000次元
などの実数値ベクトルで表現される。コーパス内での振る舞いが似ている単語同士は互いに似たベク

※27　もちろん、この例文だけからは何が正解であるかは分からない。
※28　英語の概念辞書 < https://wordnet.princeton.edu/>　
※29　細かい意味の違いは存在する。
※30　国立国語研究所コーパス開発センター<http://pj.ninjal.ac.jp/corpus_center/goihyo.html>
※31　日本語語彙大系<http://www.kecl.ntt.co.jp/icl/lirg/resources/GoiTaikei/>
※32　EDR電子化辞書<http://www2.nict.go.jp/ipp/EDR/JPN/Intro.html>
※33　言語資源カタログ<http://www.gsk.or.jp/catalog/>
※34　ALAGIN<https://alaginrc.nict.go.jp/>
※35　NII情報学研究データリポジトリ<https://www.nii.ac.jp/dsc/idr/>
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トルで表現される。これにより、例えば「開店時刻」、「開店時間」、「営業時間」などについて、それ
ぞれの単語分散表現間の余弦値（コサイン）を計算し、その値が高ければ単語同士が類似していると
判断できることになる※36。こうすることで、「開店時刻」を問う質問に対して用意した回答を、「開店
時間」を問われたときにも利用することができる。単語をベクトルで表現すること自体は以前から行
われていたが、大量のデータを使って、表現そのものを最適化することにより、容易に高精度のベク
トル表現が得られるようになった。単語分散表現を獲得するためのツールとして最も知られているの
が、word2vec※37である。単語分散表現は、それ自体興味深い性質を持っているが、応用上に非常
に重要である。前述のように、単語分散表現を求める多くの手法は、コーパスさえあれば機能する。
つまり、例えばインターネット上の大量のテキストコーパスを用いて単語分散表現を求めると、非常
に多くの単語の分散表現が得られる。これを他のタスクにおいて単語を表現することに使うことがで
きる。例えば前節の固有表現抽出では、分類したい単語の周辺の単語を用いてベクトル表現を作る。
この際、周辺にある単語が出現したか否かでなく、その単語の分散表現を用いることができる。こう
することで、訓練データに出現しなかった単語でも、その分散表現さえあれば、手がかりとして利用
できることになる。
　コーパスから自然言語処理技術を用いて獲得された単語分散表現は、独立した言語資源として様々
な場面に利用されている。このように、単語分散表現に限らず、多くの言語資源が自然言語処理技術
を用いて構築され、再び自然言語処理に利用されている。

2.3.4 テキスト生成を伴う研究課題
　これまでは、chatbotに対して問われた質問に様々な言語解析を施すことで、あらかじめ用意し
た回答集合のいずれかから適切なものを選択する、という枠組みを念頭に置いていた。しかし、これ
では限られた種類の回答しか返せず、システムとしての柔軟性に欠ける。これに対して、古くからテ
キスト生成技術の開発がなされてきた。回答そのものでなく、回答のテンプレートを用意し、必要な
情報をテンプレートに埋め込んで回答を生成する方法も以前から存在する。例えば、曜日によって開
店時刻が異なる場合など、「本日の開店時刻は、□時□分です。ご来店をお待ちしております。」のよ
うなテンプレートを用意し、その日の開店時刻で□部分を埋めて回答とする。開店時刻が異なる多く
の営業店を持つ場合などは有効だろう。
　テキスト生成を伴うタスクは応答生成に限らない。機械翻訳、文書要約など、多くの応用タスクは
テキスト生成を伴う。機械翻訳は自然言語処理において、非常に重要な応用タスクであり、多くの研
究者がこれに関わっている。その機械翻訳で発展したモデルが、統計的機械翻訳モデルである。これ
は、統計を用いた機械翻訳モデルの総称のように聞こえるが、そうではなく、特定のモデルを指す名
称である。統計的機械翻訳モデルは、言語モデルと翻訳モデルから成る。言語モデルは出力文がその
言語の文として自然であるかを捉え、翻訳モデルは出力文が入力文の意味に対応しているかを捉え
る。直観的には、例えば日英翻訳の翻訳モデルでは、各日本語の単語が、ある英語の単語に翻訳され
る確率を学習データから計算しておき、これを用いて全体として出力の英語文が入力の日本語文に対
応しているかを捉える。その際に、単語の並べ替えなども考慮できるモデルになっている。詳細は文
献［4］［5］を参照していただきたい。

※36　そもそも、「開店時刻」、「開店時間」、「営業時間」が、単語分割においてそれぞれ１単語として認識される必要があるが、これは単語
　　　　分割の基準や精度に依存する問題である。
※37　word2vec<https://code.google.com/archive/p/word2vec>
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　近年のニューラルネットワーク（あるいはディープラーニング）の発展は、自然言語処理分野にも
大きな影響を与えている。前項で紹介した単語分散表現のような表現方法の発展がその一つであり、
また自然言語処理の各要素技術についても精度が向上したという報告が多くなされている。しかしそ
の中で特に大きな影響を受けているのがテキスト生成技術である。ニューラルネットワークにもとづ
く機械翻訳のモデルとしてsequence-to-sequenceモデルが提案され、またたく間に改良が施さ
れ、非常に高い精度が報告されるまでになっている。このモデルは、機械翻訳にとどまらず、文要約、
応答生成などにも適用されている。以下では、機械翻訳を念頭に置き、このモデルを説明する。

　図2-3-2に示すように、 「I’m hungry」を「私は空腹」に訳す場合を例にとって、sequence-to-
sequenceモデルを説明する。まず、入力の最初の単語である「I’m」がベクトル表現embI’mに変換
され、これがさらに行列により変換されたうえでtanhなどの非線形関数を経て、新たなベクトル表
現h1に変換される。このh1が隠れ層の最初の状態である。次に、同様に「hungry」がベクトル表現
embhungryに変換され、さらに行列により変換される。この変換結果は、隠れ層h1が行列により変換
された結果と足し合わされたうえで、非線形関数を経て、新たなベクトル表現h2に変換される。こ
れが入力文の文末まで繰り返され、得られた隠れ層の最終状態（この場合はh3）に、入力文の意味が
表現されていると考える。出力開始記号［開始］を入力し、先ほどと同様の計算を行う。ただし今度
は得られた隠れ層h4から単語の生成確率分布を計算する。確率最大の単語（この場合は「私」）を出力
し、この単語をさらに次の入力とする。このように単語を一つずつ生成していき、文末記号が生成さ
れるまで繰り返す。これが基本的なsequence-to-sequenceモデルの挙動である。
　学習の際は、各単語の分散表現や、変換のための行列などを求めることになる。word2vecなど
で別のコーパスから求めた分散表現を使うこともできる。sequence-to-sequenceモデルに対し
ては、注視機構を追加するなど、様々な精度向上の試みがなされている[6]。chatbotに利用可能な
質問に対する応答生成の場合は、入力が質問、出力がその応答となる。ただし、訓練用の質問応答対
データは異なる営業所や店舗のものである可能性もあり、その場合間違った情報を答えてしまう可能

■図2-3-2 sequence-to-sequenceモデル
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性がある。そのような場合は、営業時間、店舗の場所、商品の値段など、外部データを参照する機構
を組み込む必要があるだろう。
　機械翻訳、文要約、質問に対する応答生成などの場合は、出力だけでなく入力も文であった。しか
し、入力側に適切なニューラルネットワークを用いることで、画像を入力として文を生成する画像
キャプション生成や、数値データを入力として説明テキストを生成するdata-to-text生成などにも
同様のモデルが適用可能である。このようにsequence-to-sequenceモデルを一般化した場合、
encoder-decoderモデルと呼ばれる。
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　AIが有意な結果をもたらすには、背景となる大量のデータ、大量の知識が必要になる。データを
生データとすると、ここでの知識とは、データを整理、加工・抽象化して形式を整え体系化し、推論
により組み合わせて、有意な結果を導出する源になるものと捉えることができる。しかし、データと
知識の境界は必ずしも明確であるわけではなく、特に昨今のビッグデータ時代には、データと知識の
中間的なものも増大している（例えば自然言語テキストデータ）。
　本節ではAIの背景となるデータと知識に関して、以下について記す。
・AIとデータ及び知識の関わりの経時的俯瞰
・ビッグデータの状況と課題
・知識を巡る状況

2.4.1 AIとデータ及び知識の関わりの経時的俯瞰
　コンピューターによって人間の知的機能の実現を目指す人工知能（AI）の考えの起源をたどると、
万能計算機械としてのコンピューターの原理とほぼ同じ1930年代に芽生えたといえる。コンピュー
ターの基礎を構築した偉大な科学者（Aran Turing、John von Neumann） などが、AIという言
葉が生まれる前のコンピューターによる知能についても思考を巡らせている。
　AI（Artificial Intelligence）という名称が生まれ、AIという研究分野が陽に形成されたのは、
1956年のダートマス大学（Dartmouth College、米国ニューハンプシャー州）で開かれた研究集
会からである。
　その後、1950年代後半から1960年代にかけてのAI研究（第1次AIブーム期）は、主としてゲー
ムなど規定しやすく結果の評価も容易な、いわゆる閉じた世界の問題を対象にして、知能発現の源は
探索にあるとし、探索の効率化が中心課題とされてきた。探索の組み合わせ的爆発を防ぎ、効率化を
図るために、ヒューリスティックス（強いて日本語訳すると発見的知識）の利用が探求された。
　このヒューリスティックスは知識の一種であるが、2種の形態がある。AIの代表的な最適経路（最
小コスト経路）探索法であるA*（エースター）探索で用いられるヒューリスティック関数はゴールま
でのコストの（内輪の）推定値であり、系統的な知識と言える。一方、ある状態において探索で次に
進む筋道を直接的にガイドする知識（経験的知識とも称され、多くの場合ルール型）も重要な役割を
担い、知識重視の次のAIの第2期で中心的な役割を果たすことになる。
　1970年代後半に “Knowledge is power” といったように知識の重要性が唱えられ、実用的AI
指向の「知識工学」が提唱され、1980年代にかけて知識ベースにもとづく多くのエキスパートシス
テムが作成された（第2次AIブーム期）。この時の知識は対象とする問題解決に向けての推論に役立
つ（専門的あるいは経験的な）知識の集合体であり、形式としては大部分ルール型であった。一部に
階層構造を持つフレーム型や、論理型、制約型も用いられた。知識の形式はともかくとして、この
1980年代の知識の大半は（専門家へのインタビューや資料参照を介して）人が書き下したものであ
り、今日のビッグデータ時代に比べて小規模であり、スケールアップすることが難しいのが大きな問
題であった。
　人手による知識獲得の問題に対処すべく、1980年代後半から機械学習、データマイニングの研究
が活発になり、今日に至っている。データマイニングといってもWebが普及する以前は関係データ
ベースが主なソースで、そこからの規則性発見（知識発見）の研究が多く行われた。

知識処理とデータ2.4



　ところで、知能（Intelligence）には、①記号化された知識とその（推論／思考による）活用の側面
と②知覚系に相当するパターンの認知（あるいは認識／識別）による側面とがある（他にもいくつかの
側面があるが）。以上に述べたAIは主に①の（記号化された）知識の活用の側面であるのに対し、②
の知能の側面はAI分野とも言えるが、やや異なる面があるパターン認識の分野として研究、発展し
てきた経緯がある。今日の深層ニューラルネットワーク（Deep Neural Networks；DNN）の関
連で、その経緯を振り返っておく。
　人工ニューラルネットワーク（ANN: Artificial NN）のモデルは最初に1943年にWarren S. 
McCullochとWalter J. Pittsにより提案された。その後、1958年にFrank Rosenblattに
より3層（入力層、中間層、出力層）から成るパーセプトロン（Perceptron）が提案され、入力パ
ターン識別の学習ができることが示された。第2次AIブーム期の中の1986年に発刊されたJ. L. 
McClelland and D. E. Rumelhart（著） “Parallel Distributed Processing” （MIT Press; 
略してPDP本；邦訳「PDPモデル」<甘利俊一、他訳、産業図書、1988>）は、記号処理とは異な
るニューラルネットワーク（NN）による分散表現であるコネクショニズムを喚起し、小ブームになっ
た。バックプロパゲーション（誤差逆伝播法）は、それ以前から研究はあったが、この時以降にNN
の学習法として定着した（後のDNNにおいても変わらずに主要な学習法である）。この当時はDNN
の学習は可能になっておらず大ブームになることはなかったが、Geoffrey E. Hintonはこのころ
から活躍しており（上記PDP本にも共著論文あり）、後にDNNの学習を可能にする中心的役割を果
たすことにつながっている。
　訓練データにより学習されたDNNも（代表的にパターンを識別する）一種の知識と言えるが、上
記①の記号化された知識とは異なる形態となり、使われ方も異なる。記号化された知識は多くの場合、
要素的知識の集合体の形態（知識ベースに蓄えられる）となるが、学習済みDNNは不可分で一体化
された形態で、一体として代表的には入力パターンの識別／認識するのに使われる。人間の脳機能に
対応づけると、DNNは感覚器の部分で入力パターンを認知するのに用いられ、記号化あるいは言語
化された知識は概念レベルでの思考／推論に用いられると言えよう。
　データと知識のかかわりの歴史的俯瞰の話題に戻ると、情報化の進展につれて社会のデータ量は
増加の一途をたどっているが、1990年代中ごろからのWebの登場と拡大、2000年代にはIoTや
CPS （Cyber Physical System）などと呼ばれる物理空間とサイバー空間の情報を連携、融合さ
せる動きが顕著になってきた。これにより物理空間も含めて多種大量のデータがもたらされ、新サー
ビスに活用されるようになってきている。そして2000年代中ごろより、ビッグデータの時代と言わ
れるようになってきた。ビッグデータを分析し価値を見出す方法として、統計的手法を主とするデ
ータサイエンスによる活用が図られたが（担当者はデータサイエンティストと呼ばれる）、2012年の
DNNの興隆以後はDNNも主力のアプローチになった。DNNの学習には大量のデータを要するこ
とから、ビッグデータとAIの関りは深くなった。
　データサイエンスとAIは技術的に異なる領域と見なされるが、パターンの識別／認識の技術は両
者に共にかかわって扱われることが多い（ただし、DNNはデータサイエンスに含まれることは通常
なく、AIの範疇として扱われる）。
　DNNを中心として第3次AIブーム期となったのであるが、この第3期のAIではビッグデータの
利活用が大きな関心事になり、今日に至っている。今日、データの重要性は “Data is the fuel for 
AI” 、 “Data is the new oil” などとよく喧伝される。また、データ駆動型意思決定、データ駆動
型経営、データ駆動型社会といったように、データの役割は今後増大すると予想されている。
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　DNNの新技術と、ビッグデータによるDNN学習（前述のように知識の生成でもある）とその利活
用が注目されることが多い現在であり、記号的知識の面は相対的に注目度が下がっている感がしない
でもないが、知能の側面として必要であり、重要性は変わりない。身近な領域として、チャットボッ
トやスマートスピーカー（Amazon Echo、 Google Homeなど）の対話では、記号的知識の利用
は不可欠である。次の世代のAIは（人間の知能のように）、①記号化された知識と、②DNNを中心
とするパターン認知機能を合わせて利用する枠組みが一つの重要な方向となろう。
　図2-4-1は以上に記したAIをデータと知識の観点で経時的に俯瞰した概観を示している。以下に
はビッグデータと知識に分けて、それぞれの状況を記すことにする。

2.4.2 ビッグデータの状況と課題
　データ量は増加の一途をたどっており、IDCの調査によると全世界でデジタルデータの年間生成
量は、2016年には16ZB（ゼッタバイト）※38あったが、2025年には10倍の163ZBになると見積
もられている（監視カメラ・データのように、エッジで処理され圧縮された結果だけデータセンター
に送られる形態も増えることから、このようなデータも含めればさらに増えることになる）。

　2000年代中ごろからビッグデータ時代と称されるようになったが、このビッグデータは単に量が
大きいというだけでなく、次のような3つのVで表される特徴をもつ。

1） Volume （データ量）：量が大
2） Velocity （速度／更新頻度）：データの生成・収集・分析の速度、頻度が高い
3） Variety （多様性）：構造化データだけでなく、テキスト／画像・映像／音声／センサー情報等の
　 多様な非構造化データも含む

■図2-4-1 AIをデータと知識の観点で経時的に俯瞰し、各時期の中心的技術項目の概観

※38　1GB（ギガバイト）=109B, 1TB（テラバイト）=1012B, 1PB（ペタバイト）=1015B,
　　　 1EB（エクサバイト）=1018B, 1ZB（ゼッタバイト）=1021B, 1YB（ヨタバイト）=1024B.
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　社会、個人生活、産業のあらゆる活動からデータは生み出されるのであるが、現在、利活用が図ら
れているのは（必ずしも網羅しているわけではないが）以下のような領域である。

　これらの領域とはいくぶん趣を異にするが、データ中心科学で扱われるビッグデータ（気象や天
文、バイオなど）もある。
　Web情報、一部SNS、後述するオープンデータのように、オープンにアクセス可能なパブリック・
データも増大しているが、世界のデータ総量の70～ 80％は企業が保有するプライベート・データ
であるといわれている。

　企業の保有するデータは、
　a-1） インターナル・データ（社内のオペレーション・データ）
　a-2） エクスターナル・データ（社外の顧客データ）
　に大別できる。

　別の観点で、次のような分類の意識も必要である。
　b-1） エッセンシャル・データ（自社の競争力として外に出せないデータ）
　b-2） 業界シェア・データ（業界等でシェアすることにより価値を高められるデータ）
　b-3） パブリック・データ（公共の利益に役立てるべきデータ）

　また、Velocity（速度／更新頻度）の点から、次の分類もある。
　c-1） 変化のない／少ないデータ
　c-2） 更新頻度が高いデータ

 このようなデータからDNNをはじめとする機械学習によりパターンや状況の認知／判定を可
能にし、価値を生み出すことになる。それを可能にするためには、まずソースとなるデータが必要
である。好ましいのは日々のオペレーションから大量データを収集でき、利用できることである。
Google（Alphabet）、Facebook、Amazon（いわゆる国際的プラットフォーマー）はこのよう
にして大量のデータを収集し、ターゲット広告やリコメンデーションのようなビジネスに活用して
いる（最近ではEUを中心に「個人データは本人の同意の下で収集し、利用する」という意識が高まっ
てきており、このような動きは一定のブレーキがかかる動きも生まれている）。中国のAlibaba、
Tencent、Baiduも同様にして大量データを収集、活用している。このような米国、中国のプラッ
トフォーマーの規模と比べると、日本では匹敵する規模のインターネット／Webサービスの主体は
なく、残念ながら量的なデータ収集力で対抗できない状態である。
　一方、上に挙げたようないろいろな社会や産業活動において生まれたデータは記録されている（記
録はされていても必ずしも機械学習に適するような形式や内容でないことも多く、利活用には苦労す

健康・医療、移動・交通、金融・保険、小売、ターゲット広告、流通・運輸、サービス業、製造
業、一次産業、バイオ・製薬、化学・材料、旅行、教育サービス、エネルギー・インフラ、防災・
防犯、公共・行政
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　研究用途に企業等から提供されているデータセットがあり、例えば国立情報学研究所（NII）では以
下のようなデータセットを研究用に公開している※39。

る場合が多い）。今後は「データは価値を生む資産」との考えの下、収集と利活用を意識した蓄積を図
るようにする必要がある。
　自社あるいは自組織でのサービス／活動からデータ収集できない場合には、他所から収集する必要
があり、およそ次のような方法が取られる（表2-4-1）。

̶  Yahoo!データセット（yahoo!知恵袋データ）
̶  楽天データセット（楽天市場商品データとレビューデータ、楽天トラベルの施設データと
　　レビューデータなど）
̶  ニコニコデータセット（ニコニコ動画コメント等データ）
̶  リクルートデータセット（ホットペッパービューティーデータ）
̶  クックパッドデータセット（レシピ・データなど）
̶  LIFULL HOME'Sデータセット（賃貨物件データなど）
̶  不満調査データセット
̶  Sansanデータセット（サンプル名刺データ）
̶  インテージ・データセット（i-sspデータ；TV、 PC、 スマホでのメディア接触データなど）
̶  その他

　スタンフォード大学では、主に研究用にインターネット／Webのネットワークに関するデータを 
Stanford Large Network Dataset Collection※40で公開している。これらは研究目的用に供与
されているのであり、商用利用は制限されていることが多い（商用利用にはこれらだけでは独自性な
どの点で不十分なことが多い）。

　オープンデータについて触れておくと、官民データ活用推進基本法（2016年12月成立・施行）に
おいて、国及び地方公共団体はデータのオープン化への取組みが義務づけられた。これによりオープ
ンデータ化は進んできており、社会問題の解決、新サービスへの利用による経済活性化が期待されて
いる。オープンデータの重点8分野（電子行政、健康・医療・介護、観光、金融、農林水産、ものづくり、
インフラ・防災・減災、移動）が定められ、整備が進められている。

※39　NII提供中のデータセット<https://www.nii.ac.jp/dsc/idr/datalist.html>
※40　Stanford Large Network Dataset Collection<http://snap.stanford.edu/data/index.html>
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■表2-4-1 自組織以外からのデータ収集の方法

利用の分類 備考

オープンデータの利用 基礎的参照データとしては有用であっても、他と差別化した特徴を出すには、これだけでは不十分なことが多い

Web等から独自に収集 Webのクローリング、スクレイピング等による

SNSデータ等の購入 Twitterデータなど、有料のものが多い

他企業からの提供 双方あるいは複数社間での協業によるデータ・シェアの枠組みも追求されている



　必要なデータは利用すべきである（データカタログサイト※41によると2018年7月現在で21,647
データセットが公開されている）。情報処理推進機構（IPA）はオープンデータの利活用性の向上を目
指して、「共通語彙基盤」を整備している※42。
　以下ではビッグデータ利活用に関するいくつかの課題に関して記すことにする。

①プライバシー問題
　ビッグデータの何割かは個人情報であり、プライバシー上で特別の配慮を要する。日本では改正個
人情報保護法が2017年5月30日に施行され、これに従う必要がある※43。その要点を記すと次のよ
うになる。

◇個人情報の定義の明確化
　・「個人情報」とは氏名、生年月日、その他の記述等により個人が識別できるのに加え、　
　　以下の個人識別符号も含む。
　・「個人識別符号」とは、身体の一部の特徴を表す符号（DNA、顔、虹彩、声紋、指紋、手
　　指の静脈など）と、サービス利用や書類において対象毎に割り振られる符号（公的番号、　
　　旅券番号、マイナンバー、住民票コード、免許証番号、基礎年金番号、各種保険番号など）。
　・「要配慮個人情報」とは、人種、思想、信条、政治的見解、病歴など、社会的差別を受
　　ける恐れのある個人情報。本人の同意を得なければ取得できない。
　・「匿名加工情報」は、特定の個人を識別できないように個人情報を加工して得られる個
　　人に関する情報。本人同意やオプトアウト手続きなしに第三者に提供できる。受領の
　　第三者は、本人識別を目的として他の情報と照合してはならない。
◇個人情報の第三者提供
　①目的外利用や第三者提供には本人同意が原則
　②匿名加工情報にすれば本人同意なしで第三者提供可
　　［提供者の義務］ 
　　　・提供先に関する記録の作成と一定期間の保存
　　　・復元に繫がる情報の安全管理措置
　　　・匿名加工情報に含まれる情報項目の公開 
  ［受領者側］

　　　・提供の記録の作成と一定期間の保存
　　　・本人識別のために他の情報と照合することを禁止 
　　　 （業務の委託、事業の継承、共同利用は第三者利用に当たらない）
◇外国の第三者への提供制限
　外国の第三者が以下に該当する場合、本人同意を得て提供できる
　　　・日本と同等水準にあると認められる個人情報保護の制度を有している外国（個人情
　　　　報保護委員会で定める）
　　　・個人情報保護委員会規則で定める基準に適合する体制を整備している外国企業 

※41　データカタログサイト＜http://www.data.go.jp/＞
※42　IPA、共通語彙基盤<https://www.ipa.go.jp/osc/kyoutsu>
※43　個人情報保護委員会／法令ガイドライン等＜https://www.ppc.go.jp/personal/legal/＞
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　医療分野に関しては研究開発の促進に資するため、次世代医療基盤法（2017年4月成立、2018年
5月施行）が制定された。この法律では、改正個人情報保護法で要配慮情報に該当する医療情報も、
オプトアウト方式により第三者提供を可能としている。
　プライバシー、個人情報保護についての規制は各国で異なるが、EUは最も厳しい部類になる「一
般データ保護規則（GDPR）」を2018年5月に施行した。GDPRの主目的は、市民と居住者が自分
の個人データのコントロールの主権を取り戻すことであり、国際的ビジネスの規制を定めることであ
る。以下にいくつかの要点を抜粋して記す。
　・名前、識別番号、住所、メールアドレス、IPアドレス、クッキー、クレジットカードやパスポ
　　ート情報といった個人データの収集には個人の明確な同意が必要。
　・償いを済ませた後の犯罪歴といった過去のデータの消去を求める「忘れられる権利」を認める。
　・収集された個人行動や購買の履歴等の個人データを、個人が自分の意思で異なるサービス提供者
　　に移転できるデータ・ポータビリティの権利。
　・プロファイリングに服さない権利（GDPRにおけるプロファイリングとは、個人の側面<業務
　　実績、経済状態、健康、嗜好、興味、信頼、行動、所在または移動＞の分析や予測をするために
　　なされる個人データのあらゆる形態の自動的な処理）。
　・EU規則と同じレベルの規則を課しているという十分性が認定されない限りEU市民のデータを
　　EU域外に持ち出せない（日本政府はEUからこの十分性を認める合意を得ている）。
　・違反した場合には巨額の制裁金（全世界のグループ売上高の4%か2000万ユーロのいずれか高
　　い方）。
　背景として、EUはGAFA （Google、Apple、Facebook、 Amazon） 等の米国プラットフォ
ーマーに対する市場寡占に異を唱えていることも関係している。それに関連した制裁の動きもみられ
るようになってきており、プラットフォーマーの無制限に近かったデータ収集活動が今後変化する可
能性もある。
　個人データの扱いに関しては、以上のような法規や規則に十分配慮して対処することが不可欠で
ある。
　なお中国については、国民のプライバシー意識は西欧先進諸国と事情が異なっており、国家主導も
含めて国民の個人データ収集と利用が進んでいる状況である。

②データの共有・共用の課題と、情報銀行、MyDataの動き
　国際的プラットフォーマーGAFA （Google、 Apple、 Facebook、 Amazon） と比べると、日
本企業の1社で保有するデータ量はかなり低いレベルである。この課題を克服する一つの有効な方策
は、複数企業でデータの共有・共用を可能にすることである。
　この考えの下、経産省では2018年に「産業データ活用促進事業」を開始した。データ共有・共用
を可能にする基盤構築と実用的運用、データ標準化・互換性、API連携の実現を狙いとしている。
図2-4-2はこのような複数企業によるデータ共有・共用のいくつかの形態を示している。公募によ
り企業から提案を受け、事業が開始されている。
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※44　一般社団法人データ流通推進協議会<https://data-trading.org/>

■図2-4-2 複数企業によるデータ共有・共用のいくつかの形態

出典：経済産業省「産業データ活用促進事業」資料より

　民間では、一般社団法人データ流通推進協議会※44で取組みが行われている。
　上記は企業間のデータ共有・共用の枠組みであるが、個人から（同意を得て）個人データの預託を
受け、個人が許可したデータを必要とする企業に仲介、提供する「情報銀行」も課題の検討と並行し
て、具体的事業も始まっている。この場合の個人データは以下のようなものが対象になる。

購買データ、移動データ、健康データ（装着センサーデータ）、食事データ、WebやSNSアクセ
スデータ、金融データなど。

 データを提供した個人は対価（ポイントや特別なサービスのこともあり）を受けることができる。
政府もこの動きを推進しており、データ流通、利活用促進の枠組みとして期待される。
　情報銀行は「個人が自分の個人データのコントロール権をもつ」ことを前提とし、その実現が図ら
れたときにデータの範囲は大になる。この権利はEUのGDPRの中心理念であり、具体的にはデータ・
ポータビリティの権利と関わる。EUのGDPRをはじめとする「個人が自分の個人データのコントロ
ール権をもつ」との思想は最近ではMyDataとも称されている。MyDataと称するイベントは最初
2016年にヘルシンキで行われ、日本でも2017年、2018年に行われた。
　このMyDataの思想に深く関係するのが Personal Data Storage （PDS） であり、個人が自
分の個人データを自分で保持し管理するストレージである。情報銀行とも深く関係する個人データの
管理形態であり、情報銀行は個人から同意を得たPDSの個人データの預託を受けることになる。
　このように、ビッグデータの収集は各企業で進むのと並行して、企業間、個人―企業間のデータ流
通の枠組みも整備が進もうとしている。

③データバイアス問題
　人間に代わってデータから学習したデータ駆動型意思決定が行われるようになることで、収集した
データに内在する（不当な）偏りや偏見が判定に影響することが起こりうる。これは、データバイア
ス問題と呼ばれる。
　例えば、採用審査時に応募書類をAI が（予備）審査する、あるいはローンの与信審査でまだ返済履
歴がない人の場合などにAIが審査するようなことが始まっている。これらのAIはデータから機械学
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※45　 Harvard Business Review “The Hidden Bias in Big Data”<https://hbr.org/2013/04/the-hidden-biases-in-
　　　  big-data>
※46　 A GALLUP/KNIGHT FOUNDATION SURVEY “AMERICAN” VIEWS: TRUST, MEDIA AND DEMOCRACY
　　　  <https://knightfoundation.org/reports/american-views-trust-media-and-democracy>
※47　New York City Police Department “Crime and Enforcement Activity Reports”＜https://www1.nyc.gov/site/
　　　 nypd/stats/reports-analysis/crime-enf.page＞

　特にDNNの判断結果の根拠の説明を得ることが（現状では）難しいので、公平な判断結果か否か
を検証することが難しい。そもそも上表の2）の例では、回答者である個々の国民の思想にも偏りが
ありうるため、何が中立かの定義すら難しい。また、4）の犯罪レポートのように、正確な統計デー
タを学習させるとAIに偏見を持たせるように見え、学習させなければ分析に支障をきたしうるよう
なケースもある。
　このデータバイアス問題に対しては、できるだけ偏りや偏見のない学習データを用意すること、学
習内容をユーザーに開示すること、AIが明確な偏りを持っていないかをチェックする仕組みを設け
ることくらいしか、現状では良い解決策は見出されていない。

④ 学習に大量データを要する課題
　DNNの学習には大量の訓練データを要することが、実用上の課題になることが多い（教師付き学
習用には判定ラベル＜教師データ＞をもつ訓練データを必要とするが、ラベル付けを人手で行わなけ
ればならない場合は大変である）。このデータ量の課題への対処法を簡単に記す。

　データ拡張（Data Augmentation） は、存在するデータに変形、変換を加えて、データを水増
しする方法である。画像データの場合は、以下のような変形、変換した画像を生成して、訓練データ
に加える。

　左右・上下の反転、回転、移動、拡大・縮小、ノイズ付加、コントラスト調整、ガンマ変換、色変化

習（代表的にはDNNの学習）によって得られたものであるとき、元の学習データに偏りがあるとそ
れを反映した判断となり、公平な判断になるとは限らないことになる。
　難しいのは、偏りや偏見が社会に存在するとき、それらがデータにも含まれ、AIが学習してしま
うことである。表2-4-2にデータがもたらす偏りや偏見に関する例を示す。
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■表2-4-2 データがもたらす偏りや偏見の例

偏りの種類 概要 例

1）データサンプリ
ングの偏り

特定の地域や年齢層などのデータを偏っ
てサンプリングすると、事実との差異が生
じる。

台風の被害状況をTwitterの投稿をもとに把握しようとしたとこ
ろ、投稿が多かったのはスマートフォンの所有率やTwitter利用
率が多い地域であった。※45

2）データに含まれ
る偏り

ネット上のデータ自体に思想的な偏りが
含まれている可能性がある。

米国の調査では、45％の回答者がメディアに政治的バイアスがあ
ると回答（過去最高）※46

3）意図的な偏り
開発者や学習させる者が、意図的に偏見
をもたせる学習を行う可能性がある。

Microsoftが公開したユーザーとの会話で学習するAIが不適切
な発言を連発するようになり、公開停止に。

4）統計的データが
もたらす偏見

統計的データが受け取り手に偏見をもた
らす可能性がある。

ニューヨーク市警察が公表しているレポートでは殺人事件の被害
者も容疑者も黒人が50％を超えている。※47



 データ量が少ない場合には過学習が生じやすくなるが、データ拡張は過学習対策としても効果を
持つ。データ拡張は画像認識においては効果が確認されており、標準的な方法になりつつある。
　DNNの転移学習（Transfer Learning） は、大量訓練データで学習済みのDNNを利用し、類
似性はあるが別の新しい認識対象に対して学習済みのDNNの最終層近くの数層のニューラルネッ
トワーク部分のみを微調整（fine tuning）する学習を行う。この場合、微調整部分以外の部分（低レ
ベル、中レベルの特徴部分に相当）は学習済みDNNと同じパラメーターをそのまま使い、最終層近
くのニューラルネットワーク部分は比較的少量の新たな対象物データで微調整（学習）することによ
り、新たな対象の認識／識別を行うDNNを得ることができる。
　この転移学習も画像認識／識別ではよく利用されるようになっている。VGG16（オックスフォ
ード大で開発された16層から成る畳み込みDNNで、2014年のILSVRC＜ImageNet Large 
Scale Visual Recognition Challenge＞ 画像認識で2位であった）は、転移学習用の学習済み
DNNとしてよく利用されている。
　人間は過去に学んだ何らかの関連知識を利用している面はあるものの、画像認識／識別における対
象物の学習にDNNのような大量データはなしでも行っている。この点に着目し、少数データで可能
な機械学習法（DNNには限定せず）は、日本も含め世界で活発に探究されている。

2.4.3 知識を巡る状況
　ビッグデータ時代において、AIで価値を生み出すソースとしてデータの注目度は高まっているの
に対し、（記号的）知識への注目度は相対的に下がっている感もあるが、前述のように知能の思考／
推論の側面を支える知識は重要であり、着実な歩みを見せていると言える。WebやSNSではテキ
スト部分は非構造化データでもあるが、テキストマイニングにより知識を抽出して利活用が図られる
ので、データと知識の中間的な位置になると言えよう。ここではこのようなものも含めて、知識に関
する状況を記す。
　Webは情報共有、流通のプラットフォームとして登場し、1990年代半ばからのその普及と拡大
は検索エンジンを伴うことで、情報環境に革命的変化をもたらした。2000年代になると、Blogや
SNSも登場し、いわゆるCGM（Consumer Generated Media） によって、各個人のバラエティ
に富む情報発信も増大した。
　知識の点で注目すべきは2001年に始まった共同執筆のWebオンライン百科事典である
Wikipediaである。2018年7月時点で英語版は記事数で567万、日本語版で記事数111万となっ
ている。内容は中立的観点から記述すべきとの方針がとられており、情報の質も2005年の百科事典
エンサイクロペディア・ブリタニカとの比較で大差はなかったという調査結果も示された（その一方
で、査読制度がなく、問題ある記述はコミュニティでの管理に委ねられているので、信頼性の担保が
弱い部分もあるとの意見もある）。Wikipedia情報をコンピューターによる意味把握を容易にする
LOD （Linked Open Data） 形式にしたのがDBpedia※48である（LODについては後述する）。
　Webの発明者であるTim Berners-Lee は1999年にセマンティックWebを提唱した※49。通常
のWebは人が読む文書情報をHTML形式で表すのに対し、セマンティックWebはコンピュータ
ー（機械）が意味内容を判読できるようにすることを目標とする次世代Webの構想である。セマンテ

※48　＜https://wiki.dbpedia.org/＞
※49　Weaving the Web: The Original Design and Ultimate Destiny of the World Wide Web by Its Inventor.,
　　　　Tim Berners-Lee, with Mark Fischetti. Harper San Francisco, 1999.
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ィックWebの上位目標（Proof、Trustなどあり）は高く、研究開発や標準化は継続しているものの、
なかなか普及するまでに至っていない。
　セマンティックWebの基礎となるデータ記述形式はRDF （Resource Description 
Language） であり、これにもとづいてコンピューターに意味が判読でき、Webのようにオープン
にアクセスできるようにしたのが、2007年からLODと呼ばれるようになったデータのWebであ
る。データであるものの、概念や事物間を豊富な関係で結んでおり、知識化されているとも言える。
　記述形式のRDFは主語（subject）、述語（predicate）、目的語（object） の三つ組（triplet）でデ
ータ／知識を表す。図2-4-3にRDFの例を示すが、下がグラフ表示であり、上がNotation3 （N3） 
というXMLをベースとするRDFのシリアル化記述形である（他のシリアル化記述形も存在する）。

　図2-4-3下のグラフの楕円ノードはURI （Uniform Resource Identifier） であり、これはWeb
空間でユニークなIDとなる。上のNotation3記述の2行目、3行目はそれぞれrdf とdc （Dublin 
Coreという書誌情報メタデータ記述用の関係語彙セット） のXML名前空間（xmlns） が = の右側の
URIで定められることを記している。4行目の <rdf:Description rdf:about=＂……＂> はRDF
三つ組構造データの主語（subject）項目を記し、その下の2行で dc:title と dc:publisher （dc名前
空間のtitleとpublisher）の述語関係をもつ目的語に当たるリテラル（文字列か数値） Tony_Benn と 
Wikipedia に関係づけている（ここでの目的語の位置はリテラルでありURIではないが、URI を記
述することもできる。また同一性を示す owl:sameAs （owlはXML名前空間） の関係述語でリテラ
ルをURIに結び付けることができる）。このようにして概念や事物がWeb上でユニークなURIと結び
付けて表されることにより、多くのLODセットが関係づけられて連携し、大きなLOD空間を形成す
ることになる。なお、普通のWebのリンクは単に参照先のURIを示すだけであるが、RDF（あるいは
LOD）のリンク（述語）は意味をもつ関係を示すという違いがある。
　LODをはじめとして知識記述に必要なオントロジーにも触れておくと、オントロジーは哲学用語
としては「存在論」を意味するが、AI（あるいは情報科学）では対象世界の「概念体系」あるいは「基本
語彙体系」を表す※50。記述に用いる概念／語彙を定義し、それらの間の階層も含む必要な関係記述を

■図2-4-3 RDFの例―下がグラフ表示で上がNotation3 （N3）記述

<rdf:RDF
 xmlns:rdf="http://www.w3.org/1999/02/22-rdf-syntax-ns#"
 xmlns:dc="http://purl.org/dc/elements/l. l/">
  <rdf: Description rdf :about="http://en.wikipedia.org/wiki/Tony _Benn">
     <dc:title> Tony Benn</dc:title>
     <dc:publisher>Wikipedia</dc:publisher>
  </rdf :Description>
</rdf:RDF>

dc:title

dc:publisher

Wikipedia

Tony_Benn

http;//en.wikipedia.org/wiki/Tony_Benn

※50　Tom Gruber, “Ontology. Entry in the｠Encyclopedia of Database Systems”, Ling Liu and M. Tamer Özsu （Eds.）, 
　　　　Springer-Verlag, 2008.

出典：Wikipedia記事「ファイル：Rdf-graph-example-TonyBenn.png」より作成
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定める。ここでは深くは立ち入らないが、図2-4-3の例ではXML名前空間にはこのような体系化さ
れた基本語彙（オントロジー）が定められており、RDFの関係記述に使用されている。
　LODは2018年6月時点で1,205データセットが公開されており、総体としてLinked Open 
Data （LOD） Cloud と呼ばれる。どのような対象領域があるかと言うと、大別すると以下のよう
なサブドメインである。

Cross-Domain（領域間共通）、Geography（地理）、Government（政府）、Life Science
（生命科学）、Linguistics（言語学）、Media、Publication（出版）、Social Networking、
User-Generated（ユーザー生成コンテンツ）

　LOD全体では1,000データセット以上にもなり込み入ってしまうので、図2-4-4には
LinguisticsサブドメインのLODを例示する。各ノードがデータセットを表し、関係づけがあるノ
ード間にリンクが張られている。

■図2-4-4 Linguistics（言語学）サブドメインのLOD（コーパス、用語と辞書、専門用語・シソーラス・知識ベース、
　　　　　言語リソースメタデータ、言語データカテゴリ、印字学データベース、その他が含まれている）

出典：The Linked Open Data Cloud「LinguisticsサブドメインのLOD」のグラフ（クリエイティブコモンズライセンス：表示4.0国際）＜https://creativecommons.org/licenses/by/4.0/＞
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※51　DBpedia Japanese<http://ja.dbpedia.org >
※52　Wikidata<https://www.wikidata.org/wiki/Wikidata:Main_Page >
※53　Word Net<https://wordnet.princeton.edu/>
※54　日本語Word Net<http://compling.hss.ntu.edu.sg/wnja/>
※55　SPARQL<http://www.w3.org/TR/rdf-sparql-query/>
※56　Google knowledge Graph<https://developers.google.com/knowledge-graph>

　代表的で最も規模が大きいLODは DBpediaであり、2018年で英語版は458万項目を含ん
でいる。主にWikipediaのInfobox （右上のボックス部分） の情報がRDF形式で記されてい
る（DBpedia Japanese も存在しているが※51、規模は大きくはなく範囲も限定されている）。
　WikipediaをもとにしたLODにWikidata※52も存在する。DBpediaがWikipediaの主
にInfoboxから情報抽出しているのに対し、WikidataはWikipediaの内容に関して共同編
集されたRDFを集積している（DBpediaはBerlin自由大学とLoipzig大学で始められ2007
年に公開されたが、WikidataはWikimedia財団で2012年から開始された）。
　WordNet※53は（英語の）上位・下位語、同義語等を定義した語彙データセットだが、この
WordNetもLODとして公開されている（日本語WordNet※54も存在し、LOD化が図られて
いる）。
　RDFのクエリ言語として SPARQL※55があり、RDFにより記述されたLOD空間は、 
SPARQL Endpoint （LODの標準検索API） からSPARQL によって検索可能である。
　なおここではLODの記述形式としてRDFを記したが、RDFはオープンでないプライベート
な三つ組構造で関係付けられたデータ／知識の集合を表すのにも用いられる（その場合はLinked 
Data と呼ばれる）。RDFという規格化された表現形と、それに付随する各種ツールも利用でき
ることが利点となる。

　RDFではデータ／知識は三つ組（triplet）及びノードと関係リンクによるグラフで表現され
る。同じようにデータ／知識をグラフ表現したものであるが、RDF表記は用いない知識グラフ
（Knowledge Graph） がある。
　キーワード検索の検索エンジンはWeb情報空間利用に不可欠のツールであるが、雑多な情報
の選別など、アクセスには不十分な点も多い。GoogleのKnowledge Graphは、Web等か
ら抽出したオブジェクト（事物）間の関係を意味ネットワーク形（オブジェクトをノードとし、ノ
ード間を意味的関係を付したリンクで結んだグラフ）で知識化して表したものである。これによ
り単なるキーワードでなく、オブジェクト間の意味的関係も考慮した検索を可能にしている。こ
のGoogle Knowledge Graphは2012年の発表時点で5.7億件のオブジェクトと、それらオ
ブジェクト間の180億の意味的関係を有していた。2016年には700億件のファクト関係に拡大
しており、検索と共に機械翻訳の品質向上にも利用されている。これはGoogle Knowledge 
Graph Search API※56から検索で利用することができる。

　2016年に発表があった Microsoftの Concept Graphは、テキスト理解に必要な概念をや
はりノードとし、ノード間を確率を伴う関係で結ぶグラフとしている。この概念ノード数は540
万程であり、テキスト文の常識に照らした確率的解釈に役立つ。
　Microsoftはこの他にもGoogle Knowledge Graphのような知識グラフ Satoriも、検
索エンジンBing用や対話システム用に開発している。Satoriは2012年時点で3.5億項目、8億

出典：The Linked Open Data Cloud「LinguisticsサブドメインのLOD」のグラフ（クリエイティブコモンズライセンス：表示4.0国際）＜https://creativecommons.org/licenses/by/4.0/＞
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※57　Facebook Entitles Glaph<http://www.facebook.com/notes/facebook-engineering/under-the-hood-the-entities-
　　　　graph/10151490531588920>
※58　HIVE<https://www.darpa.mil/program/hierarchical-identify-verify-exploit>
※59　Cycorp/Cyc<http://www.cyc.com>
※60　Rete Algorithm<https://en.wikipedia.org/wiki/Rete_algorithm>

の関係記述をもつ。
　FacebookもEntities Graphという仮称で、膨大な利用者のプロファイル情報をノードとそ
れらを関係のリンクで結ぶグラフ形状のデータ／知識ベースで管理して活用している※57。
　データが膨大になることで、グラフ形状のデータ／知識ベースの処理の高速化も、解決すべき
課題になっており、米国防高等研究計画局（DARPA）は、「Hierarchical Identify Verify 
Exploit；HIVE」と呼ばれる高速化の研究に取り組んでいる※58。
　1980年代半ばから常識（common sense knowledge） の知識ベース化の先駆的活動であ
り、主として人手に頼って構築が進められた CYC※59は、上記のようなテキスト・ビッグデータ
からオブジェクトや概念を自動抽出している知識グラフに比べると、（質はともかくとして）量の
面では対抗できないようである。
　WebやSNSとは別の知識源として重要になってきているのが科学論文であり、テキストマイ
ニングにより知識を抽出し、活用が図られている。代表的な例としては医学／医療論文データベ
ース（代表としてMEDLINE―PubMedを介してアクセスされる）は、医療や創薬等でよく活用
されている。背景には多数公表される科学論文は専門家でもとてもフォローし読み取ることがで
きない量になってきている状況がある。
　類似な例としては特許文書などもある。企業での文書や資料もテキストマイニング等により加
工、整理され、知識化しての利用が進むことが期待されている。
　知識の使い方として近年目立ってきているのは質問―応答（Q&A）用の知識である。コールセ
ンターでの対話応答（オペレーターの応答支援と自動応答あり）、スマートスピーカーでの対話、
チャットボットでの対話などを、正しくかつ円滑に行うための知識の蓄積（知識ベース）である。
企業内での様々な知識（ファクト型知識とknow-how的あるいは手続き型知識あり）の共有と流
通（問合せに回答する等の形式）も近い形態といえる。

　第2次AIブーム期の知識ベースはルールを主体にして、一部は構造をもつフレーム、論理、制
約等の形態で知識が集積されたが、今日ではルールは用いられるものの（高速化のReteアルゴリ
ズム※60を有する）プロダクション・システムの使用などはあまり聞かなくなってきている。制約
は知識の基本的なものであり、随所に使われ、充足可能解あるいは最適解を導出するアルゴリズ
ム（一種の推論）が使われる。フレーム名のオブジェクトが関係をもつ要素をスロットして表すフ
レームの機能は、前述した三つ組（triplet）表現をとるRDFやその類似形で代替されてきている
感がある。
　データ利活用の観点からは、オープンデータは誰でも自由に活用できることがその骨子であり、
技術の民主化、すなわちLODとその活用技術の普及をボトムアップに応援する活動も多く存在
する。代表的なものはLODチャレンジJapan実行委員会が主催する、「LODチャレンジ」であ
り、コンテスト形式で評価し合うイベントを通じて、LODの技術情報を発信するとともに、デー
タやアイデアに関する情報交換や共有を行うコミュニティづくりが行われている※61。

72



※61　<http://2018.lodc.jp/><http://2017.lodc.jp/>等々

　一方、データの重要性が注目されている中でいわゆる知識ベースの形態や実体では、LODなど
標準化されオープン化されているものは把握できるが、企業内のもの等は様々な形態であり、全
体像を把握しにくくなってきている。
　先にも述べているように、深層学習（DL）等の機械学習によって得た、認識／識別の用途に代
表的に使われる学習済みDNN等は一種の知識であり、これらの獲得した知識の流通・共有の枠
組みは、データの流通・利用と並行して今後の課題である。学習済みDNNについては、訓練デ
ータとは違うが類似性のある新たな認識対象に対して、転移学習による利用が可能ではある。し
かし、実際に転移学習に利用されるのはImageNet で学習されたVGG16を代表とした限られ
た範囲である。学習済みDNNをはじめとするデータから学習によって得た知識の広範囲な利用
を可能にする枠組みは、適用範囲や品質の保証をどうするかなど、今後の課題である。
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※62　ロボティクス分野一般の在り方に関しては、やや古いが、別の成書[1] を参照していただきたい。

■図2-5-1 本節の全体像

（広義の）AI 深層学習の現状

「認知発達ロボティクス」
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2.5.1 深層学習の現状

2.5.3 認知発達ロボティクスの考え方

2.5.5 人工意識に
関する認知神経
科学的考察

2.5.4　認知発達ロボティクスにおける身体性と社会相互作用、自己概念の発達

2.5.2 深層学習によるロボットの運動生成
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意義と
役割

解決
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　本節では、近年、目覚ましい進展を遂げ、分野を拡張しつつある広い意味でAIの観点からロボテ
ィクスの役割と意義の説明を試みる※62（図2-5-1）。この観点から、最初に現状の深層学習の状況を
再認し（2.5.1）、認識系のデータ量、結果、応用範囲の豊富さに比して、運動系が量的にも質的にも
貧素であることを指摘する。そして、それを打破する可能性を示す例を紹介し、残された課題等を列
挙する（2.5.2）。
　これを解決する一つとして、認知発達ロボティクスの考え方を導入する（2.5.3）。次に認知発達ロ
ボティクスの思想的背景である人間の心と身体や事物との関係に関する歴史的流れを概説する。それ
は、ロボットの持つ身体性や社会的相互作用の能力が、AIの一つの究極的課題である人工意識に結
実されるのではないかという期待からである。それにより心の設計課題が浮き彫りになると予想され
る。
　そして、認知発達ロボティクスのゴールである人間の認知発達過程の理解の一つの側面として、ロ
ボットが自己という概念を持つ可能性を検討する。自己概念の発達的形態として、生態学的自己、 対
人的自己、社会的自己を形成する機構を検討する（2.5.4）。
　それぞれの段階での課題を列挙し、ロボットの身体性にもとづく、身体表象、自己感覚、共感など
の社会的相互作用に関連する認知発達ロボティクスのアプローチを紹介する。前半は計算神経科学的
側面が中心であり、後半は、認知発達過程の計算原理としての予測学習規範を紹介し、その可能性を
検討する。そして、最後に人工意識の在り方を議論する（2.5.5）。

身体性とロボティクス2.5



2.5.1 深層学習の現状
 深層学習の現状の適用範囲を図2-5-2に示す。随時、更新改良がなされているので、すぐに古く

なることを覚悟で示す。深層学習は、もともとヒトの視覚システムのモデル化から始まっているので、
音声も含めたマルチモーダルな感覚情報からの認識・判断が得意であり、言語データとも組み合わせ
た音声や画像の出力も可能である。片や運動出力に関しては、その厚みがない。理由は、画像の場合、
数千万枚のデータが利用可能であるが、ロボットの試行回数には限界があるからである。運動出力と
のパイプが太くなることで初めて、環境を含んだループが完成し、入力（感覚）から出力（運動）への
即応的な応答（自動的かつ無意識的な行動）が可能になる。最近、やっとロボットの行動生成への適
用が出始めている。これらに関しては、次項で触れる。

2.5.2 深層学習によるロボットの運動生成
　「2.2 ディープラーニング」で触れた深層学習では、主に多様な感覚情報からの認識・判断の学習
がメインであり、優れた成果が出ていることから、これをロボットの運動生成に応用する際に、以下
の2つの考え方がある。

　①これまで困難と想定されていた視覚情報処理の部分に適用し、正確な物体認識や分割領域情報を
　　用いて、従来のロボティクスの枠組みで解決する場合
　②図2-5-2に示したように、ロボット学習の枠組み、すなわち感覚・運動ループの中で深層学習
　　の手法を適用する場合

　前者の例としては、Lenzら [2]は、深層学習により対象物の距離画像から把持ベクトル（ロボ
ットハンドの位置と方向）を出力した。また、Redmon and Angelova[3]は、RGB-D画像
から、畳み込みニューラルネットワークを利用し把持ベクトルを予測した。さらに、Pinto and 
Gupta[4]は、700時間ロボットを駆使して5万回の試行データにもとづき把持の学習を行った。こ
れはロボットの把持を対象としてはいるものの、物体画像から把持ベクトル、把持領域などのマッピ
ングのみを問題としており、純粋なコンピュータービジョン研究で、実際の動作自体は、把持ベクト

■図2-5-2 深層学習の現状の適用範囲
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ルの情報を受けて逆運動学などの従来のロボット制御で実行されることを前提としていた。把持ベク
トルが画像から得られたとしても、実際にどのような動作をすることで把持可能なのかを学習対象に
するには、動作を生成する身体の構造も含まれる必要があるが、それらは対象となっていない。この
ように、単に視覚モジュールを取り替えたにすぎず、ロボットの行動制御は伝統的な手法に依存して
いる。これは、既存手法が、入力から出力まで概念的に複数の段階の処理が必要な場合には、個々の
処理をステップバイステップで学習した後にそれらを統合するという手順を踏襲しているからで、深
層学習を便利で有用な視覚モジュールとみなしている。
　これに対し、もともと深層学習は、入力から出力までを一つのネットワークとして表現し、全体を
“End to End Learning”する形態をとって、ロボットの動作を学習する機構で、入手可能な高次
の入力データ（画像や映像）から、必要な高次の出力（複数の関節時系列出力）を直接得るパラダイム
である。ただし、先にも述べたように、画像認識の場合、数千万枚の画像データが利用可能であるが、
実際のロボットには、そこまでの試行回数を求められない。なんらかの工夫やバイアスが必要である。

（1） 視覚運動方策のエンド・ツー・エンド学習
　Levineら[5]は、PR2と呼ばれる双腕ロボットプラットフォーム（図2-5-3（b）右下）に深層強化
学習による行動探索を行わせ、現時刻の1枚の視野画像入力から次時刻のロボットの複数関節出力（7
軸のトルク指令）を直接CNN（畳み込みニューラルネットワーク）で出力（図2-5-3（a））させ、一連
の動作を実現する手法を提案し、複数の動作について、物体位置変化などがあっても安定的に動作さ
せることに成功した（図2-5-3 （b））。ポイントは図2-5-3 （c）に示すアプローチで、画像から姿勢
を決めるCNNと局所コントローラーを事前にトレーニングし、それらを用いて、Guided Policy 
Searchと呼ばれる方法で、大局的な方策を求めることである。初期トレーニングによるバイアスと
探索手法に工夫がある。画像特徴は、単なる画像上の特徴点（エッジや孤立点など）ではなく、タス
クを遂行するうえで必要な特徴点を抽出可能であり、それはロボットの身体に拘束された注意点でも
ある。目標点は画像上の座標で指定され、視覚サーボによりロボットを制御するが、そのためのカメ
ラキャリブレーションは、CNNの学習に内包されている。ちょうど、構造やパラメーターに関する
事前知識を必要としない適応型ビジュアルサーボシステム[6]のように振る舞う。

■図2-5-3 深層学習による視覚運動方策のエンド・ツー・エンド学習：（a） 視覚運動方策アーキテクチャー、
　　　　　（b） 様々なタスクへの応用 （ハンガー掛け、ブロックの挿入、ハンマーによる釘抜き、
　　　　　キャップの締め） とロボットプラットフォーム PR2、（c） 探索アプローチ
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（2） 長短期記憶構造と報酬関数を組み込んだ深層学習による時系列画像の予測と行動生成
　（1）で紹介した視覚運動方策学習では、現在の画像から現在の状態を推定し、必要なモータコマン
ドを生成していたが、様々な応用や3次元空間での隠蔽などの状況に対応するために、同じ研究者グ
ループは、7自由度ロボットアーム10台による5万回のプッシングの試行のビデオデータをもとに、
時系列ビデオ画像の予測による行動生成（プッシングのみ）を実現した[7]。図2-5-4にそのアーキ
テクチャーを示す。

■図2-5-4 時系列ビデオ画像の予測による行動生成のアーキテクチャー

　時系列ビデオ画像の予測自体は、Taniらの研究（書籍[8]の8、 9章辺り）でも行われており、彼ら
の先行研究でも達成している［9］［10］。2.2節で示したように、RNN（リカレントニューラルネッ
トワーク）は時系列信号の記憶と予測に使われるが、その能力を高めたLSTMと呼ばれる長短期記憶
構造を有するニューラルネットワークを多層利用している。画素ごとの予測であり、物体の切り出し
などは一切ない。先行研究では、隠れが生じない場合は、ほぼ正しく予測できたが、ロボットアーム
による隠蔽が一旦生じると、隠蔽がなくなっても、それ以降の画素の予測が正しくできなかった（図
2-5-5（b））。それに対し、ロボットアームの動きによる画素の明度変化が予測される際に、時系列
予測の対象区間をスキップする構造を入れると、隠蔽がなくなり、隠された物体が現れたときに正し
く画素の明度を予測できた（図2-5-5（c））。ポイントは、マスキング画像（Mi）で画素ごとの出現確
率を保持し、隠蔽の現象の有無を判断し、最初の入力画像（I0）とマスク画像の積で次の時点の画像
（It+1）を予測している点である。当然のことながら、予測の時間窓の幅（τ）により判断の精度が異
なる。まさに「目に入らないものは、意識されない」Out of sight、 out of mindである。

出典：論文［7］より引用
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　発達的な視点で考えると、記憶幅の容量が少ない、すなわち、ワーキングメモリが働かないと、隠
蔽の判断ができず、見えないものは存在しない羽目になる。記憶幅の容量が増えると、隠蔽が正しく
判断でき、結果として、物体の永続性の概念が獲得されることになる。画素ごとの予測という徹底し
た画像のみによる処理で、通常の特徴抽出や物体の切り出しはないので、画像から画像の end-to-
endの学習法である。ロボットの状態は 3 次元の位置と姿勢で6次元であるが、ロール軸は固定さ
れているので、残りの5次元ベクトルで表現され、現在と目標の2つのベクトル（st,at）が画像系列と
一緒に入力されて、ロボットの状態と画像との関係が学習される（キャリブレーション過程とみなせ
る）。これにより、運動指令は画像内の座標として与えられ、視覚サーボにより目標に移動する。さ
らに、ゴール到達はゴール地点への画像上の移動のコスト関数で定義され、障害物回避は、障害物が
そこに留まる（プッシュされない）ことをゴールとする別のコスト関数を設定し、マルチタスクとす
ることで、結果として自動的に障害物回避の軌跡が生成された。今回はプッシングという単純な作業
で画像上での画素の単純な移動で表現できたが、今後、様々なタスクを想定した場合、タスクごとの
データセットによる学習に加え、それらを取りまとめるメタレベルの行動の構造化学習が必要である。

（3） 直接教示バイアスによる折り畳みタスクの深層学習
　乳幼児の発達の視点で考えると、先に示したワーキングメモリの容量という物理的な制約に加え、
社会的環境の中で養育者をはじめとする他者が明示的／非明示的に乳幼児に対して教示していると考
えられる。乳幼児からすれば、模倣学習である。なぜ模倣が可能かに関しては、以降の項でより詳細
に議論するので、これ以上、ここでは踏み込まないが、いずれにしろ、この種のバイアスが、無限の
試行を回避し、運動学習の効率を上げているのは確かであろう。

■図2-5-5 隠蔽の予測

（a） 対象画素 （青の点）、（b） 隠蔽後、画素値が正しくない、（c） 隠蔽後、ほぼ元の画素値に戻っている

（a） （b） （c）

出典：論文［7］より引用
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2.5.3 認知発達ロボティクスの考え方
　「2.5.1 深層学習の現状」で示したように、感覚運動ループによる学習は、環境内での行動学習の
基本であると同時に、知識・意図の拘束条件が加わることで、専門家のスキル（経験知による行動規
範）として獲得される。また、身体が環境にさらされることで、限られたリソースの下で、実時間の
応答の要求に応じるために、関連しないものを処理対象としない注意が必要になり、さらに、社会的
な環境の中での他者とのやり取りを通じ、情動、そして共感などのメンタルな機能が人工システムに
も芽生える可能性がある。この課題を追求してきたのが、認知発達ロボティクスである。その目的は、
ロボットや計算モデルによるシミュレーションを駆使して、人間の認知発達過程の構成的な理解と、
その理解にもとづき人間と共生するロボットの設計論を確立することである。その中核となるのは、
ロボットの身体性とそれにもとづく社会的相互作用である。その発展形が構成的発達科学であるが、
目指すところはほぼ同じである。基本的な神経構造から始まり、身体性や社会的相互作用にもとづき、
学習手法を介して、機能分化が段階的に生じる過程を描いている（詳細は、『AI白書2017』を参照）。
以下では、まず、その思想的背景から見ていこう。

（1） 人工物との共生社会への思想的背景
　ここでは、ものと人間の関係の哲学的視点から、もの（ロボット）自身が心のような機能が実現可
能かを論じ、その過程の中で身体性の意味を再考する。
　心の課題を考察にするに当たって、すべての思想的背景を網羅的に探ることは不可能に近く、以降
に紹介する事項に絞って、意識・人間や事物（技術）の課題の思想的背景の概略を示す。前半はTani
の書籍[8]で紹介されている流れを、後半は、稲谷の文献[11]にもとづきながら紹介していく。

■図2-5-6 意識・人間や事物（技術）の課題の思想的背景の概略
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　心と身体、もしくは事物の関係に関して、心身二元論※63を唱え、近代哲学の基礎を築いたのはデ
カルトであろう。その後、多くの批判にさらされ、いくつかのバリエーションも存在しているが、 後
に述べる法制度では、根強く生き残っているようである（図2-5-6）。
　デカルトを超えて超越論的現象学へと進む「新デカルト主義」を主張し、現象論的考察を与えたの
は、フッサールである（例えば、［12］など）。主観と客観の狭間の間主観性の考え方を展開し、後世
に多大な影響を与えた。自然界の解析は、個人の意識経験にもとづくと説く。フッサールの現象論を
拡張・進化させたのが、ハイデガー（『存在と時間』［13］［14］）やメルロ＝ポンティ（『知覚の現象学』
［15］［16］）である。
　ハイデガーは、主観と客観を分けずに実存を問い、「現存在」は、個々のエージェントの将来の可
能性とその過去の可能性との間の動的相互作用によって生まれていると主張する。また、それぞれの
個々が目的をもっていかに相互作用しているかという事前の理解のもとに個々が相互に存在しうると
いう、ある種の社会的相互作用の重要性を指摘している。
　メルロ＝ポンティは、主観と客観に加えて身体性という次元が創発し、そこでは、同じ肉厚の身体
が、触れたり見たりする主体と同時に触れられたり、見られたりする物体にも与えられうるとし、主
観と客観の２つの極の間の繰り返される交流の場を身体が与えると主張する。すなわち、客観的物理
世界と主観的経験を結ぶメディアとしての身体の重要性を指摘している。これは、後に紹介する認知
発達ロボティクスにおける「身体性」の基本概念の根幹である。
　ラトゥール［17］は、主体と客体とを厳格に区分する近代的な思考法 （人間存在の在り方を本質化
するヒューマニズム）のせいで、我々は、我々が現実に生活しているところの主客が入り混じったハ
イブリッドな世界を適切に取り扱うことができなくなっていると警告する。また、フェルベーク［18］
は、「技術は、我々の行為や世界経験を形成し、そうすることによって、我々の生活の仕方に能動的
に関わっている」と主張する。彼らの考え方は、高度に発展した人工システムとの関わりが、これま
でとは異なるステージに入っていることを指摘し、そのための規範づくりの重要性を指摘している。
AIやロボットはその急先鋒であり、研究者自身が技術的側面だけではなく、社会的な意味や価値を
考慮して設計しなければならないことと、受け入れる一般大衆もそれに対する準備が必要であると指
摘する。これについては、以降では触れない。解説［19］などを参照されたい。

2.5.4 認知発達ロボティクスにおける身体性と社会的相互作用、自己概念の発達
（1） 自己と他者の概念を確立する発達過程
　認知発達ロボティクスの基本構成概念である身体性や社会的相互作用に関しては、『AI白書
2017』を参照していただくとして、ここでは、メルロ＝ポンティの身体性概念［20］を発展させてい
くことで、各種身体表現や自己の概念などが獲得され、ミラーニューロンシステムを通じて、情動感
染から情動的共感、認知的共感に至る過程において、社会的相互作用が見出されることを示していく。
これと並行して、自他認知の発達もみられる。
　図2-5-7の上段は、Neisserの自己の定義［22］を部分的に利用した自己と他者の概念形成の発達
過程を表している。同調という用語は、他者を含む外界との相互作用を通じて、この概念がどのよう
に発達したかを説明するキーワードである。図2-5-7に示しているように、同調のターゲットは、

※63　実体二元論、物心二元論、霊肉二元論、古典的二元論などともいわれているようである。＜https://ja.wikipedia.org/wiki/実
　　　 体二元論＞
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■図2-5-7 自己と他者の概念を確立する発達過程 （上） とそこに期待される機構 （下）

物理的物体から始まり、他者の動き、そして最終的に他者の心的状態と変化する。従って、行動も初
期のリズミックな運動のプリミティブから、それらが構造化されたもの、さらには、心的状態によっ
て引き起こされる共感的／同情的な顔表情や利他的行動にまで至る。自己の発達の三段階は、実際は
シームレスにつながっていると想定される（詳細な議論は、文献［23］を参照）。
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　自他認知過程は、共感の発達（進化）とも強く関連する。共感の発達（進化）過程をまとめると図
2-5-8になる。左から右への流れは、自他認知と情動制御の発達と進化の方向を示している。小円
の中のカーブ矢印は、エージェントの内部状態を表し、自他を識別できない状態（1）から、完全に分
離し、異なる情動状態をもつケース（7）までに至る。カーブ矢印の向きは、情動状態の位相を示し、
情動的共感（EE）や認知的共感 （CE）（4）までは、同位相で同調している。EEとCEまでに必要な基
本となる構造は図2-5-8の左下に示すように調和すべき他者を含む環境との同調である。しかしな
がら、これ以降は、情動制御応力により、非同調（異なる情動）状態になりうる。
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　同情や哀れみは、このように自他で異なる情動状態を持つ（5）。直感的には、同情は、おもにEE
寄りで、哀れみは、主にCE寄りと考えられる。なぜなら、同情はより情動的であり、哀れみは、他
者の情動状態を論理的に理解したあとに実感されると考えられるからである。しかしながら、ともに
他者の情動状態を知覚し、その要因を理解する必要があり、実際にその差は少ないと察せられる。同
調の基本構造に加え、知覚された情動に対する同調への抑制が、エージェンシーの確立 （自他識別）
にもとづき、必要である（図2-5-8下段中央参照）。
　上記の自他における情動状態の不一致（非同調）は、内的と外的の２つの異なる方向に進展する。
内的進展は以下である。自己の情動空間が２つに分離し（6）、一つは主観的情動（上）であり、もう一
つは客観的情動（仮想化された自己の情動：下）であり、これは、一般的な他者の情動状態の投影と
考えられる。客観的自己の情動状態の知覚（知覚された情動）は、客観的な判断なのでCE主体に映る。
それに対し、それを感じる自己は、より主観的である（感じられた情動）。外的進展は、自他がそれ
ぞれ集団化することで、各集団内では、すべてのメンバーが同期するが、集団間では異なる。進化の
淘汰圧により、集団間が競争的になると、敵対心が生まれる。集団は拡張された自己（もしくは他）
である。両方のケースとも、仮想化された自己の創造能力（6）や、図2-5-8の下段右に示す機構に
もとづき、自己情動のより強力な調整（7）が、様々な情動を創発するために必要である。

（2） 身体表現の獲得
　自分の身体や運動をどのように表現したり、認識するのかといった身体表現の問題は、自己という
概念や自分の運動の所有感覚とも関連する重要な課題である。自分の身体の位置や姿勢などの感覚
は、内受容感覚や固有感覚とも呼ばれ、自らの手足や他の身体部分の位置を感知する能力として定義
されている。ボディスキーマと呼ばれる身体表現は、生物学的及び人工的なエージェントが固有感覚
にもとづいて行動を実行することを可能にする。ロボットなどの人工エージェントによって使用され
る固有感覚情報は、主に姿勢 （及びその変化）に関連し、従来のロボティクスでは、リンク構造の関

■図2-5-8 共感発達モデルとしての自他認知過程 
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出典：文献 ［21］ の Fig.6 を改変
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節角（及び関節角速度）からなる。これに生物学的に対応する表象は、ボディスキーマやボディイメ
ージと呼ばれ、その区別や定義は定かではなく、論争の的である。これらのシステムの基礎をなす神
経構造は、現在のイメージング技術の進展により、解明が進んでいるものの、完全ではない。そこで、
認知発達ロボティクスのアプローチにより、新たな洞察と理解を求める研究が進んでいる。それを紹
介しながら、ミラーニューロンシステムの話題へとつなげる。

① 身体表現の生物学的原理
　固有感覚の本来の意味は「自分自身」、または「個々の」という意味のラテン語 propius に由来し、
また、capoiは把握を意味する。したがって、神経科学のみでなく、心理学、また身体の無意識の
認識や意識の間の区別と関連して、時には哲学の課題にもなりうる。また、「固有受容」を明確に定
義することは困難であり、身体表現、特にボディスキーマやボディイメージの区別も同様である。
Head and Holmes［24］は、マルチモーダルな感覚データが統一されている無意識の神経マップ
としてボディスキーマを定義し、身体とその機能の明示的な精神的表現としてボディイメージを定義
している。前者はしばしば行動と見なされ、後者は知覚のためと見なされている。生物学的システム
における身体表現は柔軟であり、異なる感覚様式からの情報の時空間統合によって獲得されるという
一般的な合意があるが、その構造及び機構の詳細は明らかではない。
　可塑性は、身体表現の最も重要な特性の一つである。その起源は、自己身体に触れる反復運動が
しばしば観察される子宮内の胎児発達の時期から来る可能性があり、胎児はその運動と結果的感覚と
の間の関係を知ると考えられている［25］。この初期の表現は、身体の所有感覚や主体感覚（エージェ
ンシー）などの重要な概念とリンクしており、発達後期にボディスキーマやボディイメージに分かれ
る前の混合体と考えられる。
　身体表現における柔軟性及び適応性は、神経可塑性によって引き起こされる望ましい特徴であり、
道具使用の場合に観察することができる。Maravita and Iriki［26］は、熊手で食料を取っていたマ
カクザルによる道具の使用中にボディスキーマが拡張することを発見した。体性感覚刺激と視覚刺激
の両方に反応するバイモ－ダルニューロンと呼ばれるニューロンの活動を脳内皮質から記録した。彼
らは、手の体性感覚刺激と手の近くの視覚刺激に応答する「遠位型」と、視覚受容野が手を中心にして
いないが手の届く範囲全体に及ぶ「近位型」の2種類のニューロンを見いだした。両方のタイプのニュ
ーロンは、道具の使用の経験にも、ツールを使用するサル自身のモチベーションにも適応する。
　神経心理学的異常の研究は、ボディスキーマの構築の基礎となるメカニズムと、これらが損傷によ
ってどのように影響されるかを理解するのに役立つ。最も興味深い例の一つは、Ramachandran 
and Blakeslee［27］によって記述された、いわゆる「幻肢」現象である。四肢欠損のために幻肢の
痛みに苦しむ患者は、鏡の箱の無傷の反対側の肢の観察を通じた視覚フィードバックによって痛みを
和らげることができ、この経験を通して体の皮質的表現が再構成された可能性があることを示した。
ボディイメージとボディスキーマ、障害、及び身体所有とエージェンシー、フォワードモデルなど、
他の重要な概念の定義と役割に関するより多くの議論は文献［28］を参照されたい。

② 身体表現の認知発達ロボティクスアプローチ
　ロボットのような人工エージェントの場合、一連の動作を実行することによって所定のタスクを達
成するためには、身体表現が不可欠である。典型的な（そして伝統的な）状況は、テーブル上のいく
つかの物体に到達して把持するために必要とされる関節の数（典型的には3～6）に対応する多数の関
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節を電気モーターによって駆動するロボットアームである。対象物のピックアンドプレースの場所と
そのサイズ（重量）が固定されて与えられている場合、事前に計画された経路に従ってロボットの肩、
上腕、前腕、グリッパーを動かす作業が必要だった。ほとんどの場合、解析的解が与えられ、経路計
画は難しくない。ボディスキーマは、各リンクの長さ及び可動範囲情報を用いて、ロボットアームの
構成要素がどのように接続されているかを示すリンク構造に対応する。これらのパラメーターは事前
に与えられ、関節角が測定され（通常、エンコーダーが使用される）、固有感覚の関数として追従す
る経路をモニターする。このアプローチは明示的モデル型と呼ばれる。一方で、認知発達ロボティク
スアプローチでは、環境との相互作用を通じてこれらのパラメーターを非明示的に推定する。
　生物学的な規範は従来のロボティクスの事例とは、以下の点で異なる。

　認知発達ロボティクスでは、コンピューターシミュレーションや実際のロボット実験を用いて、神
経科学や発達心理学などの分野からの知見をモデル化し、それにもとづいて仮説を検証する。認知発
達ロボティクスのアプローチで研究されている身体表現に関連する神経科学的知見の例がある。それ
は、腹側頭頂間溝領野 （VIP、 LIP） などの脳領域と神経相関や多様な感覚の連関に関係する時空間
偶発性 （期待）、不変性、目／頭／頸部間の座標変換などのトピックである。

（a） 自己身体の発見
　身体表現の課題を扱う前提として、表現の対象となる物理的部位や部分を同定していることが前提
となるが、まずは、どのようにして、自己の身体を発見するのであろうか？　強化学習のマルチエー
ジェントへの拡張［29］では、局所予測モデルを用いて、自分の運動指令によるものも含めて環境の
変動を予測するモデルを構築し、状態空間を構成している。その際、センサー空間における自己身体
部分の発見アイデアは、「自身が生成した運動指令と相関を持つセンサーデータ部分は、 静止環境か
自身の身体部に対応する （例えば、手を動かしたときの手の視覚映像、頭を右に振れば、 画面全体が
左に流れるなど）」であった。静止環境との区別は、重力方向などの事前知識などにより可能とされ
ていた。 

（b） 道具使用による適応的身体表現
　Hikitaら［30］は、マカクザルの道具使用による適応的な身体表現の計算モデル化を試みた。視覚、
触覚、及び固有感覚からクロスモーダル身体表現を構成する方法により、適応的な身体表現を可能
にした。ロボットが何かに触れると、触覚の活性化は、顕著性マップにもとづいて視覚的に見いださ
れ、結果としてエンドエフェクターとみなされる身体部分の視覚受容野の構築過程を引き起こす。同
時に、固有感覚情報が、この視覚受容野に関連づけられて、クロスモーダルの身体表現を構成する。
コンピューターシミュレーションと実際のロボット実験の結果は、マカクザルに見られる頭頂のニュ
ーロンの活動［31］に対応する活動を示した。

　•ロボットのリンク構造は一般的に固定であるのに対し、生物学的なものは柔軟性があり、環境と
　　自己身体の両方の変化に適応する。
　•従来のロボティクスでは、パラメーターを推定するための知識が外部から与えられるのに対し、
　　認知発達ロボティクスアプローチでは、非明示的に推定する。
　•マルチモーダルな知覚情報の統合は、生物学的には当然だが、従来ロボティクスは一般的にクロ
　　スモーダルの関連づけが含まれていない。

84



（c） VIPニューロンの働き:頭部身体周辺空間の表現の獲得
　Maravita and Iriki［26］は、道具使用時に、頭頂葉の腹側頭頂間溝領野 （VIP、 LIP）に視覚と触
覚に反応するバイモーダルニューロンの活動の知見を紹介したが、これは、生物の身体表現が動的に構
成されている可能性を示している。よって、人間は、随時経験から視空間内に存在する物体の位置を表
現するための様々な参照枠 （身体中心参照枠、物体中心参照枠） の概念を獲得し、さらにはそれらにも
とづいて表現された位置と触覚や体性感覚などの異種感覚を柔軟に統合することで、身体表現を獲得し
ていると考えられる。Fukeら［31］は、エージェントが自身の視触覚経験を通して頭中心参照枠での視
空間表現だけでなく、自身では直接観測不可能な顔部位の視触覚表現を学習するモデルを提案している。

③ 身体表現の課題
　身体表現は、現実世界で働く自然システムと人工システムの最も基本的な問題の一つであるが、こ
れまで、それぞれ個別に考えられてきた。近年、義肢義足などのハイブリッドシステムとして動作す
ることもあり、今後、より親密に関連し合うだろう。本項では、生物学とロボット学の両方における
身体表現の研究を簡単に概説した。しかし、身体表現がどのようなメカニズムの下でどのように作用
するかは、完全には明らかではなく、さらなる研究推進が望まれる。
　生態学的自己の次は対人的自己の形成であるが、ここが社会的相互作用を通じた認知の発達過程で
ある。図2-5-9に示すように、対人的自己の形成には、ミラーニューロンシステム（以降、MNSと
略記）が重要な役割を果たす。このMNSの発達過程も含めて、社会的相互作用による認知発達のモ
デル化を試みる予測符号化によるアプローチを次節では紹介する。

■図2-5-9 予測学習にもとづくロボットの認知発達モデル

ミラーニューロンシステムの発達 利他的行動の創発

共同注意の発達

運動の予測

予測学習

共感の発達

他者の行動予測

（3） 予測誤差最小化原理による社会的相互作用創発
　社会的認知機能の発達を統一的に説明する理論として、感覚・運動信号の予測学習にもとづく計算モ
デルが導入されている［33］。認知発達の様々な側面を統一的に扱おうとする試みである（図2-5-10）。
　予測学習とは、身体や環境からのボトムアップな感覚信号と、脳が内部モデルをもとにトップダウ

出典：長井志江「認知発達の原理を探る：感覚・運動情報の予測学習に基づく計算論的モデル」［32］を改変
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ンに予測する感覚信号の誤差を最小化するように内部モデルを更新したり、環境に働きかけたりする
ことである。認知発達過程に適用する際、2つの過程が考えられる。一つは、自己の感覚・運動経験
を通した予測器の更新による予測誤差の最小化過程で、自他認知、目標指向動作などが含まれ、認知
発達初期過程に対応する（図2-5-10（a））。それに対し、社会的な環境では、予測した運動の実行に
よる他者運動起因の予測誤差の最小化が課題で、模倣や援助行動などが対象である（図2-5-10（b））。 
以下では、前者の例として、ミラーニューロンシステムの発達を、後者の例として、他者行動の予測
から利他的行動に至る過程を紹介する。

① MNSの発達
　MNSについては、『AI白書2017』の「1.3.3.2 ミラーニューロンシステムと社会性発達基盤」に
詳しい。簡単に言えば、自身の行為の実行と他者による同一行為の観測を同一のニューロンが符号化
しており、これがマカクザルのF5と呼ばれる運動前野で発見された［33］ことに由来する。人間も
同様のシステムを有しているのではないかということで、システムと称されている。
　MNSが生得的か生後の環境での学習・発達によって獲得されるかの議論は尽きない。認知発達ロ
ボティクスの立場としては可能な限り後者の立場をとり、説明可能なモデルを構築してきた。MNS
については、Kawaiら［34］が、発達モデルを提唱している。視覚発達を伴う感覚運動学習がMNS
発達を促進するという仮説の下に、未熟な感覚の時期には自他が混同されるが、発達に伴い自他分離
が起こり、これがMNSの基盤となっているという主張である。言語の習得をはじめとして、乳幼児
が未熟であるがゆえに、様々な認知機能の学習を促進していることが示唆されているが［35］、その
計算モデル化の一つと言えよう。もう一つ、養育者側がそれを明示的・非明示的にサポートしている
ことも忘れてはならない。MNS創発の場合、他者（養育者）が、赤ちゃん（ロボット）の真似をして
くれることが前提となっている。

■図2-5-10 予測誤差学習

ヒト乳幼児の
認知発達

自他認知

（a）自己の感覚・運動経験を通した
　  予測器の更新による予測誤差の最小化
　  →自他認知、目標指向動作など
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　図2-5-11に基本アイデアを示す。他者運動の観測で得られるオプティカルフローベクトル（両矢
印）は、ガウス関数を用いて空間的にフィルタリングされる。フィルターの幅は視空間Vにおける自
己組織化の進展によって決定され、徐々に狭まる。発達の初期段階（左）では、ロボットはモーショ
ンコマンドとオプティカルフローとを関連づけるが、画像が粗いため、自身のフローと他者のフロー
を区別できない。発達後期（右）では、狭いフィルターにより、自己と他者のフローの区別が可能に
なり、これがMNSの基盤をなす。

■図2-5-11 視覚発達による MNS 創発モデル：（左） 発達初期，（右） 発達後期

② 他者視点取得の困難さ
　MNSが発達したことで、相手の行動観察から、自己の運動が励起され、そのことにより相手の行
動の目的と意図が理解可能になると期待される。上記の例では、簡単な運動に限っていたので、識別
が容易であったが、複雑な動きに対しては、どのように考えられるだろうか。自他分離が可能になっ
たことで、図2-5-8にある「自己の気づき」の段階に入ってきた。そして次の段階として「他者視点
取得 （Perspective Taking）」の課題が上がってくる。すなわち他者の視点に立てるかという課題
である。同一行動の主体の差異（自己運動か他者運動）による観察の見かけの違いの吸収で、座標変
換の課題とも捉えられる。頭頂葉で自己座標系と他者座標系の変換が行われているようだ［36］が、
発達の観点から、生得的と考えるよりも生後の学習の結果として変換プログラムが構築されたと見な
したい。とすれば、いかにして可能か。サルの場合のゴール指向の他動詞的動作であれば、強化学習
のスキームで報酬獲得による価値の等価性［37］により、同一行動の異なる視点からの観察による見
かけの違いばかりでなく、実現方法が異なる行動でも等価とみなすことで、結果として、座標変換が
可能と考えられる。ただし、これはサルの場合に対応し、ヒトの場合は、より一般的なスキームが必
要かもしれない。例えば、物体操作など学習や発達を通じて、半ばゴール指向、半ば視触覚融合の連
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出典：Yukie Nagai「Emergence of Mirror System Immature vision leads to self-other correspondence」のFig.3を改変
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続的表象構築により、結果として座標変換が可能かもしれない。その際には、並行する他の認知機能
の発達との兼ね合い（独立か、相互促進か、干渉か）も、構成的手法の観点から興味深い課題である。

③ 他者運動に起因する予測誤差の最小化による援助行動やターンテイキングの創発
　まず、自己の運動生成経験にもとづく他者運動の予測課題では、最初に自己の運動生成経験を通し
た感覚・運動信号の予測学習を実施し、その後、自己の運動経験にもとづく他者運動の予測が可能に
なる。オートエンコーダーを用いた手法を図2-5-12に示す［38］。左が前者で右が後者である。後
者の過程では、先に示した他者視点取得を前提としており、今後、この課題をどのように解決するか
が課題である。
　次に、社会的行動の一種である利他的行動の創発について考えよう。発達心理学の分野では、14カ
月の乳幼児が利他的行動を示すといわれている［39］。そこでは、乳幼児は社会的信号（視線や発話） 
や、利他的行動に対しての報酬を受けずに、自発的に実験者を助けようとする。この過程が先に示し
た自己の予測器を利用した他者運動の予測と、他者起因の予測誤差を引き金とした運動の生成に対応
し、これが結果として利他的行動に映ると考えられ、その過程の計算モデル化が行われた［40］。

　図2-5-13（a）に実験の様子を、（b）に感覚・運動の確率遷移モデルで表現したロボット内部モデ
ルを示す。最初に青い車に対しては左側にプッシュ、赤い円盤に関しては、それを手で覆って隠す行
為をそれぞれの物体に対するアフォーダンスとして学習する。学習後に実験者が青い車を押そうとす
るが押せずにいると、アフォーダンスから生じる誤差が増大し（図2-5-13（a）の右下）、その誤差を
解消しようとして、青い車を押す行為が生じる。その結果、ロボット自身が意図せず（意図したもの
は誤差の解消のみ）、他者への利他的行動を創発したことになる。

■図2-5-12 深層型オートエンコーダーを用いた複数感覚・運動信号の予測学習
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　尾形らは、予測誤差最小化原理によるコミュニケーション創発実験を行っている［41］。運動学習
を終えた2体のヒューマノイド間でボールのやり取りを通じて、時系列を覚える再帰型NNによる予
測誤差最小化が、ターンテイキングなどの社会的相互作用を自律的に生じさせた（図2-5-14）。
　上記の例は、予測誤差最小化原理の一般性を強く示しており、構成的発達科学の学習規範として有
望であり、後者では二者間でのプロセス共有がコミュニケーションの大きな要素であるが、そのこと
や自己・他者などへの気付きが、今後課題となろう。図2-5-8に示したこれらの心的機能の総体が
意識として捉えられるのではないかと考えられる。次項では、本節の締めくくりとして、人工意識の
設計に関して神経科学的側面からの見方を紹介し、最後に今後の展望を述べる。

■図2-5-13 利他的行動の創発

■図2-5-14 実験構成：実線は体性感覚、破線は視覚
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2.5.5 人工意識に関する認知神経科学的考察
　具体的に人工意識を実現しようとするとき、まずは、人間の意識の機構的な構造の解明は設計指針
のみならず、検証の意味でも重要である。ここでは、認知神経科学者のDehaeneの著書［42］や彼
らの論文 ［43］ を交え、人工意識をどのように捉えるかを議論する。
　Dehaeneは、認知神経科学的に、意識と無意識を定義し、それらの関係から、主観的な現象を尊
重することで、意識的知覚を実験によって操作できるということを発見し、様々な実験を通じて意識
の解明を目指してきた。無意識を分類し、意識に最も近い前意識が数多く並列で作動しており、注意
のボトルネックを通じて、ポップアップされる機会（ベイズ推定）を窺っている。一旦ポップアップさ
れて意識レベルに昇ると、系列的処理の集中を受け、その他の無意識の知覚がマスクされる。この構
造はBaars ［44］ が提案した大局的作業空間理論（Global workspace theory、以降GW理論と
略記）と合致し、グローバル・ニューロナル・ネットワークとして提案されている。GW理論は、AI 
分野で著名なNewellらのブラックボードアーキテクチャーに基盤がある。分散した一連の知識ソー
スから構成され、単一の構成要素だけでは解決できない問題を共同で解決することを示した。GW理
論は、知覚、感情、動機づけ、学習、作業記憶、自発的制御、及び脳における自己システムの意識的
側面について明示的な予測を生成する。これは、神経ダーウィニズムや脳機能の力学理論などの生物
学的理論と類似している。図2-5-15にその概念図を示す。意識内容は、ワーキングメモリ上のスポ
ットライトに対応し、無意識の脳領域（意識経験を直接サポートしないと考えられる皮質領域、海馬、
及び基底核）と関連する。意識的認知そのものは、常に無意識の文脈によって形成され、エグゼクテ
ィブ・ファンクション（自己）は、そのようなコンテキストの一つのセットと考えられる。
　Dehaeneの定義に従えば、原理的には乳幼児や霊長類、さらには、他の哺乳類や動物にも意識は
生じる。ただし、ヒトの場合、言語がコミュニケーションシステムとしてよりも、表象装置として進
化し、考え出す能力を与えたとして、表象レベルが他の動物に比べ抜き出ているという。

■図2-5-15 GW 理論の概念図 

出典：文献 ［44］ の Fig. 1 を改変
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■図2-5-16 直交する二種の意識 （C1、2） と
　　　　　　無意識 （C0） の関係

　Dehaeneら［43］は、機械の意識を検討するうえで、明確に意識を所有していると思われるヒト
の脳について再考し、機械が創発する意識のありさまを議論している。脳の中には、2つの情報処理
計算が存在すると主張する。それらは、以下のとおりである（図2-5-16）。

　1. 大局的情報伝達のための情報選択 → それを計算と報告に柔軟に利用可能にすること（第一セン
　　スの意味でC1意識と呼ぶ）。
　2. 上記の計算の自己モニタリング → 確信かエラーかの主観的感覚への導入（第二センスの意味で
　　C2意識と呼ぶ）。

　現状の機械は、脳の中でいうところの無意識処理（C0意識と呼称）に対応しているとみなす。C0
は、心ない自動的な応答により、精錬された情報処理を行っている。顔や音声の認識、チェスのゲー
ム評価、構文解析などを無意識に、すなわち大域情報伝達や自己モニタリングなしに行っている。そ
れらは、独立したモジュールであり、個々の深層学習ネットワークに対応する。
　C1は大局的に情報収集し、単一モジュールでは解決できなかった課題に対して、柔軟に対応可能
であり、先に挙げたGW理論が対応する。C1が外界の情報収集に専念していたことに対し、C2で
は、自己の内部を反映する情報処理構造が特徴であり、それゆえ、彼らは、C1とC2が直交してい
ると考えている。当然、我々の日常生活では、C0、C1、C2すべてが混在するのであるが、C2を
伴わないC1やC1 を伴わないC2が存在することで、その直交性を担保している。
　現状の多くのシステムがC0状態であるとすると、機械の意識を実現するうえでは、C1やC2レ
ベルの実現を検討しなければならない。C1レベルはすでに紹介したGW理論に則ったものが構築中
であるが、C2レベルではどうであろうか。Dehaeneらは、一つの有力なメカニズムとして、敵対
的生成ネットワーク （Generative Adversarial Networks、略称: GANs）を挙げた。これは、
生成ネットワーク（generator）と識別ネットワーク（discriminator）の2つのネットワークから構
成され、前者の出力を後者がその正否を判定する。生成側は識別側を欺こうと学習し、識別側はより
正確に識別しようと学習する。これは、自己モニタリングの機能に相当すると考えられたからである。 
結論として、意識は情報計算の産物であり、C1とC2の能力を持つ機械であれば、何かを見、それ
に対する自信を表明し、他者に報告できることを知っている。そのため、モニタリング機構が故障す
ると幻覚状態に陥り、人間と同じような錯覚を経験するとしている。
　これまで見てきたように、認知神経科学の側面からの意識の脳内現象の構造的理解は進んできたと
思われるが、C2レベルのより深い構造、すなわち自己の内省のみならず、2.5.3（1）で示した主観
と客観が混在し、自他が混じり合った状況で垣間見られる心のダイナミクスの機構には触れられてい
ない。それに対し、2.5.4などで議論されている身体性やその身体に痛み回路が想定されることで、
共感や倫理観の創発の可能性も議論可能である［19］。

出典：文献 ［20］ の図3
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2.5.6 おわりに
　本節では、「身体性とロボティクス」と題し、ロボティクスの学術分野としての意味合いをAIのコ
ンテキストから論じた。深層学習を核とする現在の人工知能の分野の流れを考えると以下の2つが浮
き上がる。

　1.現在の深層学習を徹底的に突き詰め、ビッグデータをベースにend-to-endの学習機構により、
　　意味をグランドすることなく、使えるシステムをどんどん社会に出していき、有用なツールとし
　　て磨きをかける。
　2.本節で論じた身体性、最後に言及した痛みの神経回路をロボットに賦与することで、MNSを通
　　じた共感行動生成、さらには、倫理観の創出など、人間自身の認知発達過程のミステリーを構成
　　的に解きほぐすことで、よりグランドした人工システムの設計から実証実験を繰り返す。

　前者がやや工学的、後者がやや科学的アプローチと言えなくもないが、現実や将来は、互いに影響
を及ぼし合いながら、突き進んでいくものと察せられる。未来共生社会を描くとき、これらが新たな
社会創造の価値観につながると期待する。
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［ 44 ］ Bernard J. Baars. Global workspace theory of consciousness: toward a cognitive neuroscience of human experience. 
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2.6.1 社会システムデザインの必要性
　インターネットの誕生は社会の在り方を根本的に変えつつある。広範囲の情報を即座に入手できる
ということが利便性だけではなく、情報処理技術（IT）の適用範囲を飛躍的に増大させている。しか
しながら、ITの潜在能力はフルには発揮されていない。今後はこれにAI技術が加わり能力はさらに
向上することが期待されているが、使う側が全く追いついていないのが現状である。
　公的機関への申請手続きに関しては、オンライン化、マイナンバーによる添付書類の削減などが進
められているものの十分とはいえず、特に個人の負担は大きい。例えばマイナンバーカード。個人認
証はオンラインで可能なのに、講演料や謝金が発生した場合に、ほとんどの組織が郵送でマイナンバ
ーの提出を求めている。そして年度末には紙の源泉徴収票が送られてくる。こちらもオンラインで
処理ができるはずである。すべての収入にマイナンバーが紐づけられている職業（ホワイトカラー中
心）では確定申告も自動化できるはずである（現状では源泉徴収票を個人が書き写して申請するとい
う原始的なシステムが採用されたままである）。これは国全体としては膨大な資源と時間を無駄にし
ていることになる。年金についても制度や請求手続きは複雑極まりないし、指定難病患者への医療費
助成制度の申請はマイナンバーにより住民票や課税証明書の添付が省略されたものの難病を抱えた本
人が行うことは到底困難である。近年のAIによる音声認識や言語生成を活用することで、複雑な制
度や手続きや、高齢者や難病・障がいを抱えた個人の申請に対して会話方式で補助・支援することが
期待される。
　以下の節ではAI技術応用で変革できる様々な社会システムのデザインを例示したい。ただし、こ
れは可能性の列挙であって、実際にそうするのが良いかは専門家（社会学者等）の研究と判断を必要
とする。

2.6.2 社会的意思決定システム
　民主主義のための仕組み（投票システム、代議員制等）はインターネット以前の形態がそのまま使
われている。例えば現在の選挙システムは必ずしも民意を反映しないということは理論的には分かっ
ている[1]にもかかわらず改善されない。投票所に足を運び、投票用紙に記入させるから、投票用紙
に政治家が一人しか書けない、小選挙区でも政党一つしか書けない。この方式では、例えば票割れに
より民意を反映しない人や政党も選ばれうるため、様々なシステムが研究されている。ITを使えば
様々な工夫が可能である。
　ベストの投票方式というのは自明ではないが、これだけは避けたいということが自明な方式は分か
っている。例えばペア敗者という概念がある。候補者２人を比べ、どちらが良いかと比べた場合に他
のすべての候補に負ける候補のことであり、これを選ばないことが重要である。ところがこれが選ば
れる可能性のある投票方式がいくつかあって、現在行われている多数決はその一つである（図2-6-1）。

AIと社会2.6
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■図2-6-1 民意の反映という観点での現行システムの課題

　ボルダールールという方式はN人を選ぶ場合に、各投票者が1位にN点、2位にN－１点、N位に
１点というように点数をつけ、その合計点で争うものだが、この方式だと少なくともペア敗者が選ば
れることはない。逆にペア勝者がいるなら文句なく選びたいところであるが、ペア勝者がいない場合
（通常は明らかな勝者はいない）でも通用するような良い方式はなかなかないようである。
　政党を選ぶときにマニフェストを判断基準にする。しかし、これは様々な政策が抱き合わせで書い
てあるわけなので、個々の政策に対して個別に投票できるわけではない。これは商法で規制されてい
る抱き合わせ販売と何ら変わりがない。
　AIを使えばもっと良い方法が実現できるはずである。代議士に頼らない方法も考えられる。学問
的に新しい、ダイレクトに民意を反映できるようなシステムというのが考えられるべきである。可能
性の一つは直接民主制で、インターネットで全国民が議論するというものだ。（現状ではまだ無理で
あるが）議長はAIが行い、現状の意見や対立点、それぞれの長所と欠点などの明示も可能である。
　このように、技術は可能性を広げるが、それらの可能性の中から良いものを選ぶには技術以外の判
断基準が必要で、社会学あるいは社会の制度設計をしている人たちが社会デザインに参加すべきであ
る。

2.6.3 会社組織と働き方
　企業ではAIを新しいサービスや製品に取り込むことを検討しているが、企業の仕組みそのものに
適用しようとする例はまだ少ない。一部採用面接などにAIを使い始めた企業はあるが、人事全般（メ
ンタルケアなどの部分は除く）、経理、あるいは戦略策定の補助などに使い始めたという話は聞かれ
ない。
　組織のマネージメントはAI利用で大幅に変えられるし、変えねばならない。カーツワイルが言う
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ように技術の進歩は加速している。これからは破壊的イノベーションがいつ起こるか分からない時代
になる[2]。そのような大きな変化に対応するためには現在の、固定の社員が、部とか課という固定
の組織に属して仕事をしているような固定の組織では追いつかない。組織やメンバーを必要に応じて
組み替えることが必須となろう[3]。社員は自分の所属する部署で仕事をするというのが今の企業形
態であるが、AIを使えばその必要がなくなる。ミッション（仕事）ができたときに、それにかかわる
人材をその場で、インターネットで集めて管理するということが可能になる。報酬の体系、命令伝達
系統など様々な問題はコンピューター（AI）で管理したほうが良い。ある人の仕事やグループを変更
することによる影響は大局的なので人間が管理するには限界がある。AI/ITで管理することによっ
て柔軟なマネージメントができる。複雑なシステムの整合性を維持するというのはITの得意分野の
一つである（図2-6-2）。
　働く側から見た場合にも自由度が増える。会社組織に属することなく様々なプロジェクトに参加
し、自分の技能を活かすのだ[4]。現在働き方改革として、育児休暇とかワークシェアとかが議論さ
れている。柔軟な組織体制を導入することによって、フルに働いている状態と育児休暇の間の制度的
区別というのはなくなって、単に1日のうち、何時間どこで働くかという問題にすぎなくなる。

　いずれにしても今の形態の企業というのは、近いうちになくなるであろう。カリフォルニアではす
でに始まっているが、日本の大企業のほとんどは組織体制を変えようとしていない。時代の変化に追
従できない組織は数年で（早ければ2020年ごろ、遅くとも2030年ごろまでに）なくなるであろう。

2.6.4 経済システム
　資本主義は、歴史的に見ると富の集中を促しており、その傾向は近年ますます顕著になっていると
いう趣旨の本が世界中でベストセラーになった[5]。富の再配分をするシステムを作らなければなら
ない。
　最近、AIに仕事を奪われるという議論がある。しかし、仕事と収入が１対１に対応しているから
こういう議論になるのであって、奪われて困るのは収入のほうだ。仕事をしないで収入を得られるの

■図2-6-2 AI／ITによるマネージメントが変える働き方の変化
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なら、あるいは、仕事をしないで暮らせるなら、そのほうが良い人も少なくないであろう。AIを導
入すれば全体の生産効率は上がる。経営者は効率が上がる場合しか使わない。そうすれば基本的には
我々が働かなければならない総時間は減るはずである。一部の人が総取りをするという今の資本主義
のままだと、生活が立ち行かない人が多出して困る。再配分システムのデザインが必要で、ベーシッ
クインカムというのもそういう制度の一つである[6]。最低収入を保証されていると、様々なことに
チャレンジできる。起業して、それが失敗しても生活だけは保証されるので、リスクを冒すことがで
きる。
　インターネットの出現によって、サービスを提供するためのコストがどんどん安くなっている。フ
ィンテックもその一つである。IoTによるC2C基盤がUberやAirbnb等の「共有型経済」を実現し、
そこでは消費者の既存資産（家や車）やインターネットを活用しているためサービスコストが限界的
にはゼロに近づくような社会ができてくる。それによって今の資本主義から共有型の経済に変わるこ
とが必然になるという主張がある[7]。インターネットですべてのものを結び付ける（IoT）ことによ
って、シェアリングエコノミーが可能になる。経済の仕組みが根本的に変わるかもしれない。

2.6.5 モビリティ
　シェアリングの流れは交通の世界にも変化を与えている。新しい公共交通への取組みは北欧が先
進的である。ユーザーに移動というサービスを提供するMobility as a Service （MaaS） と呼ば
れる概念が提唱されている。コンピューターサービスのクラウド化と同様、MaaSとは、提供され
る移動サービスとそれを提供するハードウェアを独立にする仕組みのことと理解すれば良い。Uber
やDiDiの配車システムが有名であるが、これらは現在のタクシーシステムを前提とした仕組みであ
り、MaaSとは呼び難い。
　MaaS導入の先進事例として有名なヘルシンキ市では、タクシー、バス、鉄道、飛行機などの輸
送機関が互いに協力、情報交換するための情報システムと仕組み作りを行っている。その象徴的なア
プリとして、ベンチャー企業MaaS Global社がWhimと呼ばれるスマートフォン向けアプリを提
供している（図2-6-3）。

■図2-6-3 MaaS（Mobility as a Service）のイメージ
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　Whimにメンバー登録しておくと、利用者はタクシー、レンタカー、公共交通、シェア自転車な
どに自由にアクセスできるようになる。Whimは、利用者の利用傾向を学習し、予定表と連動して
その日の目的地への最も効率的な移動法を提案してくる。多様な移動サービスを単一のインターフェ
ースで効率よく利用可能としている。
　トヨタもe-Palette Conceptを提唱しているが、これはコマツのIoTモデル（全世界のコマツの
重機をインターネットで管理する）と似たもので自動車を売るのではなく、車同士を情報的につない
だ「コネクテッドカー」を使ったサービスモデルである。
　公立はこだて未来大学発ベンチャーの未来シェアはさらに別のMaaSを提唱している。個人にと
って移動は手段であって目的ではない。目的は医療であったり、飲食であったり、観光であったりす
る。インターネット上に様々なサービスが載っているがごとく、移動プラットフォーム上にこれらの
サービスを載せることを目指して、AIによる移動の最適化を行っている。

2.6.6 医療
　IBMのWatsonの医療応用が実用化されている。新薬、症例、治療法などの最新知識をアップデ
ートしておくのは人間よりAIのほうが得意である。Deep LearningによるX線画像の分析も人間
の診断医より高い精度で行える例も出てきた。
　da Vinciなど、手術用の遠隔操作ハンド（手術支援ロボット）も開発されているが、これらもどん
どん知的になっていくであろう。例えば操作する医師のミスにより対象外の血管を切るのを防ぐなど
の制御ができよう。自動手術も視野に入る。
　新薬開発において、標的となるタンパク質の同定や、新薬候補の化合物のスクリーニング及び臨床
試験などの分野にAIを使う企業も増えてきている。
　看護の世界でもAIやロボットが活躍するに違いない。精神面をケアするのは人間が主となろうが、
見守りにはAIが使える。また、意思表示の困難な患者とのコミュニケーション支援もAIでできる。
入浴介助や下の世話などはロボットの出番である。
　理化学研究所では健康脆弱化予知予防コンソーシアムを立ち上げ、ビッグデータからの健康脆弱化
予知（「未病」よりさらに前の段階で発見）することを試みているが、医療データの入手は個人情報保
護法などがあり、容易ではない。東北大学はビッグデータメディシンセンターを設立し、大量の医療
データの蓄積と利用による未来型医療を目指している。

2.6.7 教育
　今後はCBT（Computer-Based Test）が普及すると考えられる。問題の提示と採点をコンピュ
ーターが行うというだけでなく、受験者のレベルに合った問題を提示することにより、従来より正確
に受験者のレベルを判定できるようになる。IRT （Item Response Theory）を使い、解答を見な
がら受験者のレベルに近い問題に絞り込んでいく。
　現状では無理だが小論文の採点もできるようになるだろう。
　IRTは教育にも使える。知識の全体系をAIが把握していて、学習者に最適なレベルの知識を与え
ていくのだ。昔あった「プログラム学習」のAI版である。
　AIなどの技術発展が加速していくと専門知識もどんどん更新される。あるいは新しい専門分野が
できたり、逆に特定の専門分野がなくなってしまうということも起こるだろう。大学で身につけた専
門知識で一生仕事ができる時代はすでに過去のものである。
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　一方でAIが専門知識を学ぶことを考えると、人間が身につけなければならない知識とAIに頼れ
ば良い知識の区別が必要になる。基本的には専門知識は（適宜必要な知識を人間に教育することを含
め）AIに任せ、人間はリベラルアーツを身につけることになろう。リベラルアーツとはギリシャ・ロ
ーマ時代に端を発し、市民であるために必要な教養として教えられた文法、修辞学、論理学、算術、
幾何学、天文学、音楽の7科目のことである。参考文献［8］は現代の教養（リベラルアーツ）として7
科目（宗教、宇宙、人類の旅路、人間と病気、経済学、歴史、日本と日本人）を提案している。現在
はこれに「情報技術」を加えねばならない（7つに収めるなら、最後の「日本と日本人」を歴史に入れれ
ばいい）。このように必要なリベラルアーツは時代とともに変わるが、重要なのはこれらが考え方の
枠組みを作り上げるものであって、個別の専門知識ではないということである。従ってこれらの科目
は（AIではなく）人間が教えなければならない。
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2.7.1 AI人材育成の全体イメージ
　経済産業省の2016年度調査「IT人材の最新動向と将来推計に関する調査結果」では、今後特に大
幅な市場拡大が予想される「ビッグデータ」、「IoT」、「人工知能」を担う人材（先端IT人材）について
は2020年に約4.8万人不足するという予測が出されている。IPAが2017年度に実施したアンケー
トでも、AIベンダー側の「AIビジネス推進上の課題」として「自社にAIに関する人材が不足してい
る」がトップとなっている（第５章参照）。全般的に人手不足である状況に加え、新しい技術・知識を
要することから、AI開発現場におけるAI関連人材の獲得は急務と想定される。
　このような状況に対して2017年6月に閣議決定された「未来投資戦略2017」の中でも、Society 
5.0に向けた横割課題の一つとして「教育・人材力の抜本強化」が挙げられており、AIやデータ活用
を含む「IT力」により目指すべき社会像を実現するための項目が示されている。また、2018年6月
に閣議決定された「未来投資戦略2018」では「AI 時代に対応した人材育成と最適活用」として、学校
教育におけるAI・データ活用を含むIT人材の育成などの施策がさらに提言されている（表2-7-1）。

AI人材の育成2.7

　また、2018年6月に閣議決定された「統合イノベーション戦略」では、「AI技術」の目指すべき将
来として、
　・これからの「読み・書き・そろばん」であるAI技術を使いこなすITリテラシーを誰もが持ち、　
　　ヒューマンフレンドリーなAI技術を活用することで、ニーズに合った物・サービスの提供、病
　　気にならないヘルスケア、自由で安全な移動等を実現
　・サイバーセキュリティが確保され、AI技術の社会受容が進み、産業から生活まで様々な分野で
　　活用されることで、質の高い新たな雇用やサービスを創出
が挙げられており、そのための「人材基盤の確立」として、以下の目標が掲げられている。
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■表2-7-1 未来投資戦略2017／2018における人材関連項目

出典：未来投資戦略2017、2018より作成

戦略 項目 概要

未来投資戦略
2017

「何を学ぶべきか」の羅針盤の提示 IT人材需給を把握する仕組みの構築、ITスキル標準改訂等

産学官連携による実践的教育 大学協議体、専修学校等との産学連携の取組み、官民コンソー
シアムの設立等

大学の数理・データサイエンス教育の強化、
工学教育改革等

数理・データサイエンス教育センター整備、小学校でのプログ
ラミング教育等

誰もが学び直しできる社会 第四次産業革命スキル習得講座認定制度創設、学び直しの支援
策等

未来投資戦略
2018 AI 時代に対応した人材育成と最適活用

小学校でのプログラミング教育に向けた環境整備等

大学入学共通テストでの「情報」の必履修科目化、大学での数
理・データサイエンス一般教養化等

AI 人材の育成のための分野横断的で実践的な人材育成を行う
ための「学位プログラム」の実現等

デジタル・トランスフォーメーション、AI・データリカレント
教育、AI人材の高待遇化等

副業・兼業を通じたキャリア形成を促進するための実効性のあ
る労働時間管理等の在り方の検討等



■図2-7-1 AI・データ関連人材育成の全体イメージ

　本節では、2.7.2で「スキル標準／認定・検定制度」、2.7.3で「学校教育による人材育成」、2.7.4
で「産学官連携による人材育成」、2.7.5で「民間主導の人材確保・育成戦略」、2.7.6で「学び直し、
リカレント教育」、2.7.7で「ユーザー企業のリテラシー」について整理する。

2.7.2 スキル標準／認定・検定制度
（1） IPA 「ITSS+（プラス）」
　IPAでは、各種IT関連サービスの提供に必要とされる能力を明確化・体系化した指標であり、産
学におけるITサービス・プロフェッショナルの教育・訓練等に有用な「ものさし」（共通枠組み）を
提供しようとするものとして2002年に経済産業省が策定した「ITスキル標準（ITSS）」の普及・活
用促進を図っている。
　2017年4月には、第4次産業革命に向けて求められる新たな領域の“学び直し”の指針として「ITSS
＋（プラス）」を策定している。「ITSS＋」は「データサイエンス領域」及び「セキュリティ領域」を対象
とした形で2017年4月に公開、2018年4月には「IoTソリューション領域」及び「アジャイル領域」

　上記を整理すると、AI・データ関連人材の育成には、スキル標準の整備によりスキルセットやキ
ャリアパスを明確にしつつ、
 ・初等中等から大学までの課程における一般教養としての位置づけ
 ・産学官連携による産業ニーズを踏まえた学校教育
 ・高度な研究開発プロジェクトによる場の提供
 ・社会人のAI・データ人材への学び直しやリカレント教育

などの育成システムの充実を図る必要がある。また、産業へのAI導入を推進するためには、産業・
自社特有の課題を洗い出したり、データを収集・活用したりするためのユーザー企業担当者のAIリ
テラシーも重要と考えられる。図2-7-1に全体イメージを示す。

・2025 年までに先端IT人材を年数万人規模、IT人材を年数十万人規模で育成・採用できる
　体制を確立（関係府省庁の施策での育成規模を 2018 年度中に設定）
・2032 年までに初等中等教育を終えたすべての生徒がITリテラシーを獲得

●スキル標準／認定・検定制度（2.7.2）　●高度な研究開発プロジェクト（＝人材が育つ場）
●適切な報酬など環境

2.7.3
学校教育による

人材育成
教育

2.7.4
産学官連携による

人材育成

2.7.5
民間主導の人材
確保・育成戦略

2.7.6
学び直し、

リカレント教育

2.7.7
ユーザー企業の
リテラシー

人材

大学生小学生 AI企業技術者 IT企業技術者 ユーザー企業担当者
▶数理・データ
　サイエンス能力
▶産業界のニーズと
　マッチ

プログラミング
思考

▶世界トップレベル
　の能力
▶海外人材の確保

▶ソリューション
　へのAI活用
▶AI・技術者への
　転向

▶分野課題抽出
　能力
▶AI企業との協調
　能力
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を追加している。ITSS+のうち、AIに関連する「データサイエンス領域」は、企業等の業務におい
て大量データを分析し、その分析結果を活用するための一連のタスクとそのために習得しておくべき
スキルを取りまとめたものであり、タスクはIPAと「一般社団法人データサイエンティスト協会 ス
キル委員会（委員長：安宅和人 ヤフー株式会社 CSO）」の協業で策定している。

（2） 一般社団法人日本ディープラーニング協会「G検定／ E資格」
　日本ディープラーニング協会（2017年6月設立）は、「ディープラーニングの基礎知識を有し、適
切な活動方針を決定して事業応用する能力を持つ人材」すなわちディープラーニングを含むAIの知
識・リテラシーを持ったビジネスサイドの人材と、「ディープラーニングの理論を理解し、適切な手
法を選択して実装する能力を持つ人材」すなわちエンジニア人材の双方の育成が必要との考えから、
それぞれについて「G（ジェネラリスト）検定」「E（エンジニア）資格」なる試験を開催している。G検
定の第1回試験結果は2018年1月に発表され、1,448人の受験者のうち、823人が合格している（合
格率56.8％）。G検定とE資格にはそれぞれシラバスが定義されており、Web上で以下のとおり公
開されている（表2-7-2、表2-7-3）。

　E資格については、協会のシラバスに沿った講義とプログラミング演習を行う「JDLA認定プログ
ラム」の受講が受験申込条件となっている。この「JDLA認定プログラム」の枠組みは、プログラミン
グスキルやモデルチューニングのスキルなど短時間のペーパーテストだけでは測れないスキルの育成
と、ディープラーニングを学べる場を増やすことを目的としている。

項目 概要

人工知能（AI）とは 人工知能の定義

人工知能をめぐる動向 探索・推論、知識表現、機械学習、深層学習

人工知能分野の問題 トイプロブレム、フレーム問題、弱いAI、強いAI、身体性、シンボルグラウンディン
グ問題、特徴量設計、チューリングテスト、シンギュラリティ

機械学習の具体的手法 代表的な手法、データの扱い、応用

ディープラーニングの概要
・ニューラルネットワークとディープラーニング、既存のニューラルネットワークに
　おける問題、ディープラーニングのアプローチ、CPU と GPU
・ディープラーニングにおけるデータ量

ディープラーニングの手法 ・活性化関数、学習率の最適化、更なるテクニック、CNN、RNN
・深層強化学習、深層生成モデル

ディープラーニングの研究分野 画像認識、自然言語処理、音声処理、ロボティクス （強化学習）、マルチモーダル

ディープラーニングの応用に向けて 産業への応用、法律、倫理、現行の議論

項目 概要

応用数学 線形代数、確率・統計

機械学習 機械学習の基礎、実用的な方法論

深層学習
順伝播型ネットワーク、深層モデルのための正則化、深層モデルのための最適化、畳
み込みネットワーク、回帰結合型ニューラルネットワークと再帰的ネットワーク、自
己符号器、生成モデル、強化学習
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■表2-7-2 G検定のシラバス（2018）

■表2-7-3 E資格のシラバス（2018）

出典：一般社団法人日本ディープラーニング協会 Webページより



（1） 情報活用能力の育成
　小学校段階でのプログラミング教育必修化（2020年度～）に向け、学校現場での楽しみながら学べ
るデジタル教材の活用・評価とさらなる改善等の産業界と教育現場が連携した取組みを2018年度秋
から開始、2019年度から本格展開する。

（2） 大学の数理・データサイエンスに係る教育強化
 文部科学省では2016年12月、数理やデータサイエンス教育の強化に関する懇談会において大学

の数理・データサイエンス教育強化方策を公表している（図2-7-3）。

2.7.3 学校教育による人材育成
　文部科学省では小学校からプログラム教育や大学での数理及びデータサイエンスなど、学校教育に
おけるIT活用能力の育成に注力している（図2-7-2）。
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参考：必要とされるデータサイエンス人材数(※注)

※注　上記吹き出しの人数は、「ビッグデー
タの利活用のための専門人材育成について」
（大学共同利用機関法人情報・システム研究
機構・平成27年7月）から引用

・世界トップレベルの育成（5人/年）
・業界代表レベルの育成（50人/年）
・棟梁レベルの育成（500人/年）

・リテラシーの醸成（50万人/年）
　大学入学者/年：約60万人

・ 新学習指導要領における情報活用能力育成の充実
 ①情報活用能力を、学習の基盤となる資質・能力として位置づけ
 ②コンピューター等を活用した学習活動の充実
 ③プログラミング教育の必修化
 ・ 小学校における体験的にプログラミングを学習する機会の確保（算数、理科、総合等）【平成32年度～ 】
 ・ 中学校におけるプログラミング教育の拡充【平成33年度～ 】
 ・ 高校における情報科の共通必履修科目化（プログラミングの必修化）【平成34年度～ 】（予定）

・ 文部科学省、経済産業省、総務省の連携により、プログラミング教育推進のための優れた教育コン
　テンツの開発・共有等を行う官民コンソーシアムを設立（平成29年3月9日）

・独り立ちレベルの育成（5千人/年）
・見習いレベルの育成（5万人/年）
　現状（MGIレポート）
　日本：3.4千人
　US：25千人、中国：17千人

ビッグデータ

IoT

AI セキュリティ

トップレベル
人材の育成

数理、情報関係
学部・大学院の
強化

全学的な数理・情報教育の強化

AIPプロジェクト

Society5.0に
対応した高度技術
人材育成事業

・人工知能の革新的な基
 盤技術の研究開発と人
 材育成を一体的に実施

情報活用能力の育成
・次世代に求められるプログラミングなどの情報活用能力の育成
・学校関係者や関係企業等で構成する官民コンソーシアムにお
　ける取組み推進

・産学連携による実践的な教
 育ネットワークを形成し、サイ
 バーセキュリティ人材等の情
 報技術人材やデータサイエン
 ティストを育成（enPiT等）

産業界への
人材輩出

データ関連人材育成プログラム
・企業・大学等によるコンソーシアムによる研 
 修プログラムの提供、キャリア開発の支援
・ポスドク・博士課程学生等を対象

大学の数理及び
データサイエンスに係る教育強化
・文系理系を問わず、全学的な数理・デー
　タサイエンス教育を実施
・標準カリキュラム・教材の作成を実施
  し、全国の大学へ展開・普及

・社会実装の方向性
を共有
・実社会における情
報技術の活用手法
を学ぶ機会を確保

産業界

初等中等教育

高等教育（大学・大学院・高専教育・専修学校）
情報スキル

情報
リテラシー

■図2-7-2 Society 5.0の実現に向けた総合的な人材育成の概念図

出典：総合科学技術イノベーション総合会議「Society 5.0実現に向けた戦略的重要課題について」文部科学省資料



■図2-7-3 大学の数理・データサイエンスに係る教育強化（概要）

出典：文部科学省／数理及びデータサイエンス教育の強化に関する懇談会「大学の数理・データサイエンス教育強化方策について」（2016年12月）
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出典：「GEグローバル・イノベーション・バロメーター 2016」世界の経営層の意識調査
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○膨大なデータが溢れる時代において、諸外国と比較すると企業では意思決定におけるデータとアナリティクスの活用
　に遅れをとっている状況
○世界に先駆けた「超スマート社会」の実現（Society5.0）に向けて、我が国の産業活動を活性化させるために必要な
　数理・データサイエンスの基礎的素養を持ち、課題解決や価値創出につなげられる人材育成が必要不可欠

○我が国の企業幹部におけるデータの分析・活用の戦略的価値への認識は、世界の主要国に比べて非常に低い
●企業幹部におけるデータとアナリティクスを用いた意思決定割合

専門分野の枠を超えた全学的な数理・データサイエンス教育機能を有するセンターを整備し、
専門人材の専門性強化と他分野への応用展開の双方を実現し、相乗効果を創出

出典：総務省「情報流通・蓄積量の計測手法の検討に係る調査研究」（平成25年）

●データの流通・蓄積・活用による産業活動の活性化

ビッグデータ
複数のヒト・機器・情報
の連結によるインプッ
ト、アウトプットレベル
での相乗効果の創出
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経営全般 企画、開発、
マーケティング

生産、製造 物流、在庫管理 保守、メンテナンス

37.0%

27.8%

11.9%
15.6%

11.5%

61.8%

55.1%

28.6% 30.2%

20.7%

分析手法「Excel、Access等の基本ソフト」のみ、かつ、
分析人材「業務に応じた各担当者」のみ（n=1,284）
分析手法「データ分析ソフト、統計ソフト」以上、かつ、
分析人材「専門のデータ分析担当者」以上（n=560）

○数理的思考やデータ分析・活用能力を
　持つ人材が戦略的にデータを扱うことによる
　経営等への効果は大きい
●分析手法・分析人材の違いによる効果割合

出典：総務省「ビッグデータの流通量の推計及びビッグ
データの活用実態に関する調査研究」（平成27年）

実現に向けたシナリオ
●文系理系を問わず、全学的な数理・
　データサイエンス教育を実施
●医療、金融、法律等の様々な学問分野へ応用展開し、
　社会的課題解決や新たな価値創出を実現
●実践的な教育内容・方法の採用
　・企業から提供された実データ等のケース教材の活用
　・グループワークを取り入れたPBLや実務家による
　  講義等の実践的な教育方法の採用

●標準カリキュラム・教材の作成を実施し、
　全国の大学へ展開・普及



　これを受けて、2017年12月、北海道大学、東京大学、滋賀大学、京都大学、大阪大学、九州大
学の6校が拠点校として選定されている。また、当該6校により、数理・データサイエンス教育強化
拠点コンソーシアムが設立されており、国際的なモデルとなる標準カリキュラム・教材の作成、他大
学への普及方策などの検討が行われている※64。

2.7.4 産学官連携による人材育成
　ここでは、産業界のニーズに応じた人材を大学で育成したり、産業界の即戦力を大学の場を活用し
て育成したりする文部科学省の施策を示す。

（1） 大学協議体と産業界による意見交換
　大学協議体は、産業界のニーズを継続的に把握しつつ、産業界の代表との実務レベルでの情報共有
等を行うことを目的として、「未来投資会議2017」にもとづいて国公私立大学の学部長等により組織
された。具体的な取組み内容は以下のとおりである。
　・教育機関側と産業界側それぞれに対する要望について、大学協議体と産業界の実務レベルによる
　　意見交換
　・産学協働による教育プログラムの構築・実施や調査等にもとづく政策提言の取りまとめ
　2018年3月には、「産学連携による科学技術人材育成に関する大学協議体と産業界による意見交
換（第１回）」が開催され、「産業界のニーズと高等教育のマッチング方策」、「産学連携教育の推進」、「リ
カレント教育（技術者の継続教育）の推進」といった論点で議論が行われている。資料の中では、今後
不足が見込まれるIT分野としてデータ・AI人材が挙げられる部分もあるが、現段階では基本的には
枠組みの検討が中心である。この枠組みを通じて、AI・データ関連業界のニーズが大学側に伝われば、
リカレント教育を含めた人材育成の推進が期待される。

（2） 専修学校による地域産業中核的人材養成事業
　地域産業の発展を支える中核的な人材養成機関としての専修学校の役割の充実等を図るため、社会
人向けの教育プログラムや特色ある教育カリキュラムの開発、効果的な産学連携教育の実施のための
ガイドラインの作成、分野に応じた中長期的な人材育成に向けた協議体制の構築に係る事業の委託を
行う制度である。2017年度の採択テーマの中には、ビッグデータやAIも一部含まれている（2018
年度事業は公募中）。

（3） Society 5 .0に対応した高度技術人材育成事業
　産学連携による実践的な教育ネットワークを形成し、産業界のニーズに応じた人材を育成する取組
みを支援する事業であり、2018年度は以下の2事業を公募。
　（a）超スマート社会の実現に向けたデータサイエンティスト育成事業
　（b）科学技術の社会実装教育エコシステム拠点の形成事業
　前者では、産学官による実践的な教育ネットワークを構築し、文系理系を問わず様々な分野へデー
タサイエンスの応用展開を図り、それぞれの分野でデータから価値を創出し、ビジネス課題や社会課
題に答えを出す人材（データサイエンティスト）を育成する大学を支援する。

※64　数理・データサイエンス教育強化拠点コンソーシアム<http://www.mi.u-tokyo.ac.jp/consortium/index.html>
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（4） データ関連人材育成プログラム
　第4次産業革命を勝ち抜くうえで求められるAI、IoT、ビッグデータ、セキュリティ等を高度に
駆使する人材（高度データ関連人材）について、発掘・育成・活躍促進を一貫して行う企業や大学等
における取組みを支援することで、データ利活用社会のエコシステム構築への貢献を目指す。
　・研究活動を通じて高度なデータの扱いに親しんだ博士課程学生や博士号取得者等を対象
　・企業や大学等が人材の発掘・育成・活躍促進を目的としたコンソーシアムを形成
　・インターンシップやPBL（課題解決型学習）等の実践的な研修プログラムを開発・実施

2.7.5 民間主導の人材確保・育成戦略
（1） 人材確保戦略
　産業界におけるAI人材関連動向としては、社内にAI研究開発部門を設けて人材を集約したり、複
数企業の共同で人材を含めたリソースを連携させたり、AI研究開発拠点を海外に設置することで国
外のAI人材を活用したりする戦略が見られる。

○国内の動向
　『AI白書2017』では、大手企業におけるAI開発に関する人材確保や組織体制強化に関する動向を
紹介しているが、この流れは現在も継続している。以下に例を示す。
　・トヨタ自動車株式会社、アイシン精機株式会社、株式会社デンソーは2018年3月、知能化ソフ
　　トウェアの研究から開発を一気通貫で担う新会社「Toyota Research Institute Advanced 
　　Development」を東京に設立することを発表。1,000名規模の体制とすることを目標とし、　
　　アクセス面や採用面で魅力のある新たなロケーションを選定。「新会社の狙い」の一つに、「国内
　　外トップ人材採用により開発力を強化しつつ、トヨタグループ内の知能化人材を育成」が含まれ
　　ている※65。
　・日立製作所はデータサイエンティストをグローバルに育成・強化するため、スキル要件と育成プ
　　ログラムを整備するとともに、プロフェッショナル・コミュニティを立ち上げ、国内外のグルー
　　プ会社におけるデータサイエンティストを現在の700名から2021年度までに3,000名にする
　　ことを目標に増強すると発表※66。
　・NECは2018年4月26日、AIを活用した新たなデータ分析事業の展開として、データ分析ツ
　　ールの開発及び販売、コンサルティングを事業とする新会社を米国シリコンバレーに設立すると
　　発表。シリコンバレーの高度人材の雇用を狙うとのこと※67。
　・株式会社安川電機は2018年3月1日、AIソリューション開発の子会社を設立。同時にAIベン
　　チャー企業のクロスコンパス社と戦略的提携も公表しており、外部のAIリソースを活用※68。
　・伊藤忠テクノソリューションズ株式会社、株式会社グリッド、TIS株式会社、富士通株式会社な
　　ど11社は2017年12月13日、「AI ビジネス推進コンソーシアム」を設立。ノウハウを相互に共
　　有、連携を図り、ビジネス利用を促進することを目的としており、AIエンジニアの人材育成に
　　も力を入れる※69。

※65　トヨタ自動車ニュースリリース＜https://newsroom.toyota.co.jp/jp/corporate/21313423.html＞
※66　日立製作所ニュースリリース＜http://www.hitachi.co.jp/New/cnews/month/2018/06/0621.html＞
※67　NECプレスリリース＜https://jpn.nec.com/press/201804/20180426_01.html＞
※68　安川電機のお知らせ＜https://www.yaskawa.co.jp/newsrelease/news/45421＞
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○国外の動向
　AI開発に関する人材確保や組織体制強化については海外企業が先行している印象があるが、この
1年においても国内外に研究所を設置し、AI研究者を確保しようという動きがみられる。
　・米IBMとMITは2017年9月7日、「MIT-IBM Watson AIラボ」を共同で設立し、今後10
　　年間で2億4000万ドル（約272億円）を投資すると発表。およそ100人のAIを専門とする研究
　　者や学生、専門家が参加の見込み※70。
　・米Microsoftは2017年7月12日、AI専門研究ラボ「Microsoft Research AI」の設立を発表。
　　同社は前年9月にも5000人規模の「Microsoft AI and Research Group」を設立しており、
　　本ラボはより汎用的な学習システムの構築を目的とする。100人以上の研究者が取り組む見込み※71。
　・米Googleは2017年12月、北京にAIセンター「the Google AI China Center」を設立。
　　中国のトップエンジニアを雇用し、AI研究チームを構成する模様※72。
　・中国のアリババ・グループ・ホールディングは、AIやIoT、量子コンピューティング等の研究
　　のために、全世界に７カ所の研究所を設立し、研究員を100人採用すると電子メールを通じて
　　発表した。研究開発費を今後3年で150億ドル（約1兆6,900億円）とする※73。
　・韓国のサムスン電子が2017年の韓国ソウル、米シリコンバレーに続き、2018年5月に英ケン
　　ブリッジ、加トロント、露モスクワにAIセンターを設置、世界のAIの専門家を確保することに
　　よって、高度なAI研究者を2020年までに1,000人に拡大する計画※74。

（2） 人材育成戦略
　・先端人工知能学教育寄付講座
　　　ディープラーニングを含む先端AI技術と、その理論基盤に関する体系的教育プログラムの構築・
　　実施による人材育成を目的として、2016年6月、東京大学に開設された。2021年5月までの5
　　年間の活動を予定している。トヨタ自動車、ドワンゴ、オムロン、パナソニック、野村総合研究所、
　　DeNA、みずほフィナンシャルグループ、三菱重工業の計8社から合計9億円の寄付により実現
　　した。約50人の大学院生に対して先端AI技術に関する高度な教育を行っている。
　・AIを活用した素材開発
　　　東レ、昭和電工、積水化学、富士フイルム、三井化学など素材大手が、東京大学や一般社団法
　　人日本ディープラーニング協会と連携し、ビッグデータや機械学習を素材開発に活用できる人材
　　の育成事業を始める。5年間で1,500人の育成を計画している。

※69　AIビジネス推進コンソーシアム＜http://AIbpc.org/＞
※70　IBMニュースリリース＜https://www-03.ibm.com/press/jp/ja/pressrelease/53130.wss＞,IBM THINK 
　　　  Business＜https://www.ibm.com/think/jp-ja/watson/pressrelease/mit/＞
※71　アイティメディアリリース＜http://www.itmedia.co.jp/news/articles/1707/13/news061.html＞,Microsoft
　　　  Research AI＜https://www.microsoft.com/en-us/research/lab/microsoft-research-AI/＞
※72　Reuters Business News＜https://www.reuters.com/article/us-google-china/google-launching-artificial-
　　　 intelligence-research-center-in-china-idUSKBN1E70A3＞,Google Careers＜https://careers.google.com/
　　　 stories/opening-the-google-AI-center-in-china/＞
※73　Bloomberg News＜https://www.bloomberg.co.jp/news/articles/2017-10-11/OXN1C56S972901＞
※74　Samsung Newsroom＜https://news.samsung.com/global/samsung-opens-global-AI-centers-in-the-u-k-
　　　 canada-and-russia＞
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2.7.6 学び直し、リカレント教育
　AI人材の不足を補うためには、既存の社会人のスキルチェンジも重要である。

（1） リカレント教育
　経済産業省では、「人生100年時代の社会人基礎力」として、社会人が学び直しを通じたアップデ
ートや新たなスキルの獲得を継続することが必要不可欠として、基礎能力（OS）を身につけつつ業界
特性等に応じた能力（アプリ）を新規獲得及びアップデートしていく必要性を提言している（図2-7-4）。

（2） 第四次産業革命スキル習得講座認定制度
　経済産業省は2017年7月に「第四次産業革命スキル習得講座認定制度」を創設している。同制度
は、IT・データを中心とした将来の成長が強く見込まれ、雇用創出に貢献する分野において、社会
人が高度な専門性を身につけてキャリアアップを図る、専門的・実践的な教育訓練講座を経済産業大
臣が認定する制度である。厚生労働省が定める一定の要件を満たし、厚生労働大臣の指定を受けたも
のは、「専門実践教育訓練給付」の対象となる。本制度で対象となる分野は、AI、IoT、データサイ
エンス、クラウドの他、セキュリティなども含む。表2-7-4に、AI・データサイエンス関連の認定
講座を示す。

■図2-7-4 「人生100年時代の社会人基礎力」を伸ばすためのリカレント教育

出典：経済産業省 我が国産業における人材力強化に向けた研究会「人生100年時代の社会人基礎力」と「リカレント教育」について
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【コンテンツ（何を学ぶのか）】

OS
（能力）

1．キャリア・オーナーシップ
○スキルの棚卸し・キャリアプランの見直し等

2．社会人基礎力
○問題解決型思考の獲得
○リーダーシップの構築／自律性の獲得
　（主体的な意思決定・行動） 等

アプリ
（スキル）

3．専門スキル
○ IT活用（リテラシー）講座
○中小企業からのニーズの高い「営業・販売・サ
　ービス」や「生産現場」等に関するマネジメント
　講座等

【提供スタイル（どのように学ぶのか）】
1.双方向簡易型スタイル【ウェブ型】
※時間がない社会人でも「すきま時間」を活用した学びが可能
〇受講時間：いつでも
〇受講場所：どこでも
〇受講方法：PC・スマホ・タブレット

2.双方向ライブ配信スタイル【ライブ型】
※オンライン機能を活用し、双方向型の学びが場所を選ばず可能
〇受講時間：ライブ日時は固定・録画はいつでも・どこからでも
〇受講場所：どこでも
〇受講方法：PC・スマホ・タブレット

3.ワークショップスタイル【対面型】
※一度に集中して学ぶことが可能
〇受講時間：固定
〇受講場所：指定された教室等
〇受講方法：集合・座学

◎平成30年度に、中小企業が中核人材に①求める能力（キャリア・オーナーシップ、社会人基礎力）や②求めるスキル（専
　門スキル）に関する講座（コンテンツ）を、従業員の業務内容やステージ（役職）に応じて作成。
◎これまでの一方通行型の座学のみならず、Ed-Techを活用した多様な学びのスタイルで提供する。
◎加えて、受講前後のスキル診断と、受講後の反復学習を併せて行うことにより定着度を高めるとともに、各講座の受講
　履歴等を一元的に管理することで、理解度を可視化する。



（3） AI即戦力人材育成講座「AIデータフロンティアコース」（NEDO、東京大学／大阪大学）
　国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）は2017年下期にAI即戦力人
材の育成を目的に「AIデータフロンティアコース」を開講した。同コースは、社会人技術者及び研究
者を主な対象としており、2018年度から本格スタート、2019年度まで実施される。
　本コースでは、講義でAI知識を体系的に習得するとともに、製造現場や顧客行動等の実社会にお
ける様々なデータセットを用いた演習を通じてデータの構築方法や解析手法など、半年間でAI技術
を身につけることができる。

■表2-7-4 第四次産業革命スキル習得講座認定制度 認定講座一覧（AI・データサイエンス関連）

出典：経済産業省公表資料より

AI関連（講座名は仮称を含む）

第一回

株式会社チェンジ 「AI活用コンサルタント」育成トレーニング～AIer 育成プログラム～

株式会社ウチダ人材開発センタ AI活用講座

日本マイクロソフト株式会社 ディープラーニングハンズオンセミナー

株式会社富士通ラーニングメディア Fujitsu Digital Business College／AI・データ分析を活用するイノベーター

第二回

株式会社北海道ソフトウェア技術開発機構 AIエンジニア講座

AI TOKYO LAB株式会社 AIエンジニア講座

学校法人金沢工業大学 AIビジネスアドミニストレータ養成講座／AI技術アドミニストレータ養成
講座／AIジェネラリスト養成講座／AIエヴァンジェリスト養成講座

エッジコンサルティング株式会社 機械学習講座

株式会社エナジャイズ デザインシンキング講座／AIエンジニア講座

株式会社DIVE INTO CODE エキスパートAIコース

学校法人先端教育機構 AIエンジニア講座

トレノケート株式会社 ディープラーニング ハンズオンセミナー

データサイエンス関連（講座名は仮称を含む）

第一回

株式会社eftax データ分析教育講座白・茶・黒帯編

株式会社ブレインパッド データサイエンティスト入門研修

株式会社ブレインパッド データサイエンティスト入門研修（アドバンスド）

株式会社アイ・ラーニング データサイエンティスト育成講座

株式会社チェンジ データサイエンティスト養成コース

株式会社日立インフォメーションアカデミー データ利活用技術者育成講座

フューチャー株式会社 データサイエンティスト養成講座

第二回

一般財団法人リモート・センシング技術センター リモートセンシングデータ解析技術者養成講座

株式会社データミックス データサイエンティスト育成コース パートタイムプログラム

一般財団法人日本海事協会 海事データサイエンティスト育成講座【機器計測データの解析】

株式会社アルベルト データサイエンティスト養成講座（R言語 上級編）／
データサイエンティスト養成講座（Python 上級編）
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2.7.7 ユーザー企業のリテラシー
　IPAが2017年度に実施したAI社会実装推進事業におけるアンケート調査では、ユーザー企業側
の「AI導入検討上の課題」として「AIについての理解が不足している」が突出（図2-7-5）、AIベン
ダー側でも「ユーザー側のAIへの理解が不足している」が50%となっている。

■図2-7-5 ユーザー側におけるAI導入検討上の課題

　本コースの拠点は大阪大学と東京大学であるが、これらの拠点を中心に受講者参加型のシンポジウ
ムやワークショップを開催することで、多方面の人材の交流を図るとともに、関連技術を含めたAI
分野の新たな技術シーズの発掘や技術の応用・発展に資する取組みを行い、当該技術を担う人材が育
つという「好循環」を事業終了後も継続的に形成することを目指している（表2-7-5）。

■表2-7-5 NEDO／AIデータフロンティアコース事業内容

出典：新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）ニュースリリース「即戦力となるAI分野の人材を育成―NEDO特別講座を大阪大学と
　　 東京大学の2拠点で開講へ―」（2017年7月28日）に加筆
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項目 概要

人的交流等の展開 コンピューターサイエンスの基礎学力テストと補習、AIに関するトップレベル講義、リアルコモンデータを扱う演
習、演習終了時の能力評価を通じて、即戦力人材の育成を行う。

人材育成要請講座 人材育成拠点と受講者の所属企業、大学、関係機関等の人的交流を促進するため、受講者参加型のシンポジ
ウムやワークショップを実施する。

周辺研究
効果的かつ継続的なAI人材育成を実施するため、実社会・実環境で収集し、教育目的において汎用的に活用
できるデータセットの作成に取り組む。また、産業界のニーズを踏まえた最先端のAI知識と活用スキルを持つ人
材を短期間で育成するための人材育成カリキュラムの開発も進める。

AIについての理解が不足している

導入効果が得られるか不安である

手軽に導入できるAIのサービスや製品がない

導入費用が高い

AIのエンジニア人材が不足している

AIの導入事例が不足している

運用費用が高い

学習データの整備が困難である

経営企画・事業企画を行う人材が不足している

学習データを保有・蓄積していない

社内関係者の理解が得られない

経営者の理解が得られない

利用できそうな業務がない

AI技術を信頼できない

その他

0 20 40 60%

53.7%

41.1%
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　製造業やサービス業などの一般企業がAIを導入する場合、必要なAI開発については専門企業への
委託等で対応可能であるが、AIで解決可能な現場の課題を洗い出したり、データの有無の確認や収
集・蓄積を行ったりすることは、当該産業の特性や社内業務を熟知している企業内人材が行うほうが
効率的である。この企業内人材が、AI開発の委託・協業先の技術者とスムーズに取組みを進めるた
めには、AI専門用語やAI手法の概略などの「AIリテラシー」を身につける必要がある（図2-7-6）。

　しかしながら、社内業務を熟知している人材は企業内でも需要が高いため、AIリテラシーを身に
つけるための大学での学び直しやリカレント教育の時間確保は困難と想定される。大企業では社内に
講師を呼んで研修を行うケースも見られるが、中堅中小企業においては容易ではない。平成30年6
月に閣議決定された「統合イノベーション戦略」では、「AI技術」の目指すべき将来として「これから
の「読み・書き・そろばん」であるAI技術を使いこなすITリテラシーを誰もが持ち、……」とあり、
そのための初等中等教育でのITリテラシー教育が挙げられているが、現在のユーザー企業内人材の
AIリテラシー習得も課題と想定される。
　なお、一般社団法人日本ディープラーニング協会が実施するビジネスサイドのAI人材育成を目指
す「G検定」（2.7.2参照）の合格者アンケートでは、「人工知能関連の知識を体系的に整理できた」、「AI
ベンダーやエンジニアとの会話が成り立つようになった」、「AI関連の製品や展示会の内容がわかる
ようになった」などの意見があったとのことであり、ユーザー企業内人材のAIリテラシー向上がAI
導入推進につながることが期待される。2017年の合格者からは、実際に案件が立ち上げられた、ビ
ジネスにつながったという声もあったという。ただし、「合格しても周囲でG検定を知っている人が
いなかった」という意見も少なくないとのことであり、企業内人材の努力が適切に評価されるようAI
に関する認定・検定制度の周知を図ることも必要と考えられる。

■図2-7-6 ユーザー企業内人材のAIリテラシーの必要性

企業へのAI導入

企業内人材

スムーズな連携が
可能に！

AI企業

大学等

業務の知見

・業務課題
・データの所在
・その他

AIリテラシー
What's AI

#!/usr/local/
pythonprint("hello 
world")hello world
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　AI、特にディープラーニング（深層学習）に代表される機械学習の利用においては、①データから
学習によってモデルを作成するフェーズ、②学習後のモデルを用いて新たなデータに対し推論を行う
フェーズに分けられる。学習フェーズでは、大量のデータをメモリにロードし、反復しながら精度を
高めていく計算が必要であるため、膨大な計算能力が要求される※75。一方、推論フェーズでは、個々
の入力データに対し、比較的少数回の演算を行えば結果が得られることから、計算性能に対する要求
は学習時ほど高くはないが、データの入出力や格納、転送に関して高い能力が求められる。

　以下ディープラーニングに関わる開発環境を中心に、インフラやハードウェアの開発状況について
説明する。ディープラーニングの利用者は、上記①、②各々のフェーズに合わせて計算機資源や推論
環境を切り替えながら開発を行う。図2-8-1は典型的な開発・利用の例である。

　データ整備者は、センサーからのデータ、アクチュエーターのデータを集めて、整形やアノテーシ
ョン（正解ラベルの付与）を行い「学習用データ」を作成する。ディープラーニング技術者は、「学習用
データ」に対して、学習フレームワーク（SW）やクラウド計算基盤（SW）を利用して、分析しながら
学習用のプログラムを作成する。プログラムが完成したら、GPU等の学習に適切なハードウェア資

開発基盤2.8

※75　例えばAlphaGo（碁）においては、戦略決定用のCNNはパラメーター数は400万、畳み込みの足し算回数は14億回を要
　　　 する。3,000万局面の学習を行うのに50GPUで3週間かかるとすると、CPU単独ならば300週（6年弱）はかかる計算になる。

■図2-8-1 典型的なディープラーニングの開発・利用フロー
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源を潤沢に持ち並列計算に優れた高性能計算（High Performance Computing；HPC）マシンを
利用して学習モデルを作成する。この高性能計算機は、ローカルに整備してもよいし、クラウドサー
ビスを活用したり、外部のインフラサービスを活用するなど複数の選択肢がある。
　「学習モデル」ができると、ローカルの実行環境にモデルの適用（deploy）を行い、センサーデー
タを入力した推論を行って、結果を出力したり、アクチェーターを操作するなどのアクションを行
う。実行環境では、ローカルPCの利用、クラウド計算の活用などで推論を実行するが、組み込み機
器に直接モデルを転送して、FPGA（Field Programmable Gate Array）やGPU（Graphics 
Processing Unit）を使って推論計算なども行う。また近年ではローカルの計算機環境の性能向上
により、エッジ側で学習処理ができるようになる等の学習と実行を同一の環境で実行するような利用
例もある。

　学習フェーズにおいては高性能計算が必要であり、ディープラーニングと相性のよいGPUを用い
たいわゆる高速計算が簡単に利用できるようになったことが、近年のディープラーニングの発展につ
ながっている。一方、HPCにおいては我が国には長い研究開発の蓄積がある。AIの研究開発や実用
化に際して、HPC技術ベースのクラウド的な共有計算環境を整備していくことが、我が国における
新たなプレイヤーの参入ハードルを下げ、AIの今後の普及を支える基盤の一つとなる。

　一方、推論時には、計算性能への要求よりもむしろ性能や性能／電力比への要求が高まる。特に、
実用化の際には、推論の比重が高まる。そのため、クラウド・フォグ・エッジという階層構造の中で、
エッジ側に近づくほど、低消費電力、低メモリ、短レイテンシーに対する要求が高まり、機械学習に
特化したFPGAや専用チップの開発が有利になる可能性がある。

　本節では、ディープラーニングで要求される演算の基本と、HPCによる並列化とその課題につ
いて紹介し（2.8.1（1））、GPUに代表されるディープラーニング向けのプロセッサー技術の動向
（2.8.1（2））、学習時での高性能計算機インフラストラクチャーと、国レベルで本格的に実施する計
算のための大規模環境の整備の動向として、産業技術総合研究所（AIST） の 「AI Bridging Cloud 
Infrastructure （ABCI）」 を紹介する（2.8.2）。そして、推論用、特にエッジ向けのFPGA、シス
テムオンチップ（SoC）などの最新動向を紹介し（2.8.3）、最後に新世代のAIインフラストラクチャ
ーとして、従来のノイマン型コンピューターと異なる計算原理である非ノイマン型コンピューター
や、デジタル計算ではなくアナログ計算可能なデバイスを利用するニューロモーフィックコンピュー
ティング、量子計算等の発展について紹介する（2.8.4）。

2.8.1 基本原理
（1）ディープラーニングで要求される演算の基本
　ディープラーニングの学習・推論に使われる演算のうち代表的なものとして、フィードフォワード
（feed forward）計算（前向き計算）とバックプロパゲーション（back propagation）計算（後ろ
向き計算）のそれぞれについて示す。

①フィードフォワード計算（前向き計算）
1）全結合層
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　全結合層は各ニューロンが前のレイヤーのすべてのニューロンに独立したシナプスで接続されてい
るレイヤーである。全結合層のフィードフォワード計算は本質的に行列（パラメーター・重み）、ベ
クトル（活性）積である。この計算を効率的に行うためには、複数のサンプルに関する活性ベクトル
を行方向に連結して行列、行列積として計算する方法が広く用いられており、この計算は線形代数演
算のAPIであるBasic Linear Algebra Subprograms（BLAS）のGEneral Matrix Multiply
（GEMM）カーネルを用いて行われることが一般的である。

2）畳み込み層
　畳み込み層は各ニューロンが前のレイヤーの近傍とパラメーターを共通するシナプスで接続されて
いるレイヤーであり、主に画像処理（2次元）で用いられる。畳み込み層はレイヤーの境界の扱いやフ
ィルターのスライド幅（stride）に関して様々な変種が存在する。畳み込み層のフィードフォワード
計算に関しては計算内容を変えない範囲で様々な計算アルゴリズムが存在する。
　●GEMMを用いる手法：
　　パラメーターと前のレイヤーの活性の畳み込みをベクトル同士の内積と解釈することでGEMM
　　を用いて畳み込みを行うことができる。行列積計算を行うためには活性を行列の形状にコピーす
　　る必要があるが、十分に大きい行列サイズの場合はGEMMの実行時間が支配的となる。一方で
　　この行列は重複する値を多数含むため、メモリを圧迫する可能性がある。この手法ではよく最適
　　化されたBLAS実装を用いることで高効率な計算を行うことができる。
　●WinogradのMinimal filtering algorithm：
　　Minimal filtering algorithm[1][2]は、入力サイズ・畳み込みサイズによって定まる定数行
　　列を用いて適切に加減乗除を行うことにより乗算回数を入力サイズとフィルターサイズの和に比
　　例する計算量で1次元の畳み込みを行うアルゴリズムであり、これを2次元に拡張することでナ
　　イーブな実装と比較して少ない乗算回数で畳み込み層の計算を行うことができる。このアルゴリ
　　ズムは十分に大きいフィルターサイズが必要なFFT（Fast Fourier Transform）と比較して
　　フィルターサイズが小さい場合に特に有効である。
　●FFTを用いる方法：
　　2つの関数f、gについて、フーリエ変換をFとすればF（f*g）=F（f）F（g）が成り立つ（ただし
　　f*gは2関数の畳み込み）。よって畳み込みニューラルネットワーク（Convolutional Neural 
　　Network; CNN）の畳み込みについても入力とフィルタを離散フーリエ変換し、積を逆変換す
　　ることで畳み込みを行うことができる。
　● cuDNNのアルゴリズム：
　　米国NVIDIAが開発するディープラーニング向けライブラリであるcuDNN※76では前述の　
　　アルゴリズムを含めた複数の畳み込みアルゴリズムが実装されており、ユーザーが選択できるよ
　　うになっている。これにより、ユーザーが（多大なメモリを使用する）GEMMによるアルゴリズ
　　ムよりも高速かつ使用メモリ量が小さいアルゴリズムを使用できる余地があるとしている。

※76　GPUに特化したプログラミング言語であるCUDA（Compute Unified Device Architecture）を用いて書かれた深層ニューラ
　　　 ルネットワーク（Deep Neural Network; DNN）用のライブラリ。
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③並列化
1）大規模システムの背景と並列化
　ディープラーニング用の計算需要の増加は、3.5カ月ごとに倍増している（図2-8-3）ともいわれ
ている。また、ビッグデータ処理能力の大幅な増加も予想され、何ペタバイトにも上るデータを扱う
必要がある。

＊DNNのパラメーターϑを最適化する最適化問題

ただしD={(zi、ti)}はデータセット（データziとラベルtiの組の集合）、Eθはコスト関数であり、DNNの出力
DNNθ(zi)とラベルtiの何らかの距離として定義される。

ただしM(t)はtステップ目でデータセットからランダムに選択された部分集合（ミニバッチ）、η>0は学習係
数である。

＊パラメーターの最適化に用いられる確率的勾配降下法SGDの反復式

ϑ* = argmin ϑ            Eϑ（zi、ti）
i ∈D

ϑ（t+1） = ϑ（t）ーη ∂ϑ
∂Eϑ（zi、ti）

i ∈M（t）

■図2-8-2 DNNのパラメーターの最適化に用いられる確率的勾配降下法（SGD）

②バックプロパゲーション計算（後ろ向き計算）
　ディープラーニングは与えられたデータセットに対して深層ニューラルネットワーク（Deep 
Neural Network; DNN）のパラメーターを最適化する最適化問題に帰着される。パラメーターの
最適化には確率的勾配降下法（Stochastic Gradient Descent; SGD）が最も広く用いられる。（図
2-8-2参照）
　SGDではパラメーターの更新ごとにランダムに選択された少数個のデータを用いるため1回の更
新当たりの計算量を低く抑えることが可能である。大規模なデータを学習（特に教師あり学習）する
場合には、SGDの利用が標準的である。一方、バッチ（データセット全体）を使った最急降下法では
1回反復に必要な計算量が多大となり大規模データの学習には現実的ではない。よってSGDを用い
ることでほどよい反復当たりの計算量と収束性で学習を行うことができる。
　バックプロパゲーションとはDNNの出力に対する誤差を出力レイヤーから順にフィードフォワー
ドとは逆方向に伝播させることで各パラメーターに対するコスト関数の勾配を計算する手法である。
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　すでにGPUの採用が進んでいるが、総合的に鑑みればハードウェアアーキテクチャーとして最適
であるものは、現代の超並列アーキテクチャー型のスーパーコンピューターである。世界の上位ラン
クのトップスーパーコンピューターは、数千～数万個のマルチコアやメニーコア型のプロセッサーを
数十～数百ビット/秒の超高速ネットワークで密結合し、さらにテラバイト/秒の超高性能のI/Oを
備えており、このようなシステムを用いた計算はHPCと呼ばれる。
　HPCにおける速度向上のテクノロジーの最も基本となるのは処理の並列化にあるが、ディープラ
ーニングでは学習の大規模化に伴い、学習の演算自体ではなく、途中経過である学習パラメーターの
勾配情報等の通信処理が全体の実行時間の過半を占めるようになり、これらへの対策も検討されてい
る。例えば、SqueezeNet※77のようにネットワーク中のフィルターやそこに通すチャネル数（色数）
を削減することで演算数を削減する試みや、半精度浮動小数点数やブール値を含む低精度演算を用い
ることで、演算・メモリ使用量・通信量を大幅に削減する手法などである。

2）ディープラーニングの大規模並列化とその課題
　スーパーコンピューター技術を利用した様々な形態の並列化が試みられている。
　第一の並列化は、プロセッサー内部の並列化である。HPCの分野では並列化・高性能化の研究や
実装が長年行われてきた分野であるが、いくつか深層学習に特化するべき部分がある。例えばCNN
の行列演算では多くのHPCアプリケーションの場合と異なり、幅が狭く長さが長い密行列演算が畳
み込み演算時に頻出し、その効率の良い並列演算アルゴリズムが開発競争の最先端となっている。
　次に、プロセッサーあるいは計算ノードをまたぐディープラーニングの分散並列化手法は、主に
「データ並列」と「モデル並列」に分類される。ここでの「データ」とはデータセットに含まれるサン
プル（例：画像認識タスクにおける画像）やそれらを処理することによって得られるデータ（例: feed 
forward計算で生じる活性等）のことを表し、「モデル」とはDNNそのものを表す。

※77　“SqueezeNet: AlexNet-level accuracy with 50x fewer parameters and <0.5MB model size”,F.N.landora,
　　　　et.al< https://arxiv.org/abs/1602.07360>

■図2-8-3 急増するディープラーニングの計算需要

出典：“AI and Compute”OpenAI blog
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　●データ並列：
　　複数の計算機が同一のDNNのパラメーターを持ち、異なるデータについて並列に計算を行う手
　　法。DNNのパラメーターを同期するための通信が必要となる。
　●モデル並列：
　　複数の計算機が同一のデータを分割して持ち、異なるモデルの箇所について並列に計算を行う手
　　法。高頻度な通信が必要となるが、計算機同士でDNNのパラメーターを重複して持つ必要がな
　　いため、パラメーター数が大きく単一の計算機のメモリに入らない場合にも有効である。

　データ並列とモデル並列のどちらがより有効であるかどうかはDNNの構造により異なる。一般
に、畳み込みレイヤーはパラメーター数が小さいためデータ並列が適しているのに対し、全結合レイ
ヤーはパラメーター数が大きいためモデル並列が適しているといわれる。また、GPUクラスタ（ス
ーパーコンピューター）で学習を行う場合は、GPU内では多数の内蔵コアを用いてモデル並列を利
用し、GPU間では後述する集団通信等を用いたデータ並列を用いるなど、これら2つの手法を併用
することが一般的である。
　これらの並列化手法を応用した学習手法としては、GoogleのDist Belief、Microsoftの
Project Adamが採用した「パラメーターサーバー」や、BaiduのDeep ImageやDeep Speech、
MicrosoftのCNTKで採用された「集団通信による手法」などがある。

3）超並列化に向けた課題
　ディープラーニングにおいて超並列化を阻害する一番の原因は確率的勾配降下（SGD）が逐次的な
計算と更新を必要とする点である。これにより、同期学習での並列数は（ミニバッチサイズ）×（モデ
ルの分割数）以下に制限される。さらにデータ並列、モデル並列、非同期学習（パラメーターサーバ
ーを含む）のいずれの並列数を増加させる場合でも以下のような問題が発生する。
　●データ並列：
　　多大なミニバッチサイズを用いる場合、収束性及び収束後の推論性能が悪化する
　●モデル並列：
　　レイヤーごとに全対全通信が必要となるので、通信時間の増加が課題となる。
　●非同期学習：
　　非同期学習ではコスト関数の勾配の計算途中にパラメーターが更新されてしまい、勾配が古くな
　　るstalenessと呼ばれる現象が発生し、収束性能が悪化する。

　一方、ディープラーニングの高速化を考えるうえで重要なことは、ディープラーニングでは厳密・高精
度な計算は必ずしも必要とされないという点である。例として非同期学習は厳密には同期学習とは計算内
容が異なるものの、特定の条件では同期学習と遜色ない学習がより高速に行えることが報告されている。
また、計算精度を単精度よりも低い精度で行う試みも盛んに行われている。性能の指標としても、従来の
計算性能（1エポック※78の学習を行うために必要な計算時間; time-to-epoch）と同時に学習性能（満足な
条件に収束するために必要なエポック; epoch-to-convergence）の両者を同時に考慮する必要がある。

※78　データセット全体を使った1回分の学習のこと。
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（2）ディープラーニング向けプロセッサー技術の動向
　ディープラーニングの学習・推論に使われる計算のうち代表的なものとして、フィードフォワード
計算とバックプロパゲーション計算がある（2.8.1項参照）。これらの計算においては、大量のデー
タ列に対する積和演算などに要する計算量が支配的であり、ディープラーニング向けプロセッサーは
こうした計算を高速実行することを意図した設計がなされている。

①ディープラーニング向けGPU
　グラフィックス処理においては、ピクセル値などの大量のデータ列・パラメーターに対して同一の
計算を適用することが多く、グラフィックス処理用のプロセッサーとして開発されたGPU（Graphic 
Processing Unit）はこうした計算の実現に特化した設計となっている。画面中のたくさんの頂点
に対する座標変換や、ポリゴンへのテクスチャーマッピングを高速処理するためにSIMD（Single 
Instruction Multiple Data）並列計算する機能を備えている。General-Purpose computing 
on GPU（GPGPU）は、かつてのFPUと同様、こうしたGPUを汎用の拡張計算機能として利
用するためのプログラミング環境であり、NVIDIAのCUDA（Compute Unified Device 
Architecture）、AMD（米国）のAMD Stream、クロノス・グループによる標準規格OpenCL
（Open Computing Language）などが広く知られている。GPUは、頂点の座標変換のための
積和演算が得意な構造をしている。すなわち、条件分岐が混ざらない低精度の浮動小数点演算でよい
性能を上げる。前述のとおり、低精度の積和演算は、ニューラルネットワークの主要な演算であるた
め、ニューラルネットワークシミュレーションの高速化にも大きな効果を発揮する。
　具体的には、数千個の演算コア（CUDAコア、またはストリーミングプロセッサーなどとも呼ば
れる）と広帯域メモリをパッケージ化することで、SIMD的な処理の性能を追求する一方、仮想メモ
リの実現や複雑な分岐処理などの性能は犠牲にしている。これらの工夫により、大量のデータに対し
て同一の演算を行う並列性の高い処理については同時代のCPUの5～ 10倍の性能を示す。
　ディープラーニング向けのGPUとしては、すでにデファクトとしての地位を確立したNVIDIA
のTeslaのほか、AMDのRadeon Instinctがある（表2-8-1）。
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■表2-8-1 ディープラーニング向けGPUのスペック

メーカー NVIDIA AMD

製品名 Tesla P100 for NVLink Tesla V100 for NVLink Radeon Instinct MI25

FP16 / FP32混合 125 TFLOPS

FP16 21.2 TFLOPS 24.6 TFLOPS

FP32 10.6 TFLOPS 15.7 TFLOPS 12.3 TFLOPS

FP64 5.2 TFLOPS 7.8 TFLOPS 0.8 TFLOPS

HBM2容量 16 GB 16 GB / 32 GB 16 GB

HBM2帯域 732 GB/s 900 GB/s 484 GB/s

演算コア数 3,584 5,120 4,096

マイクロアーキテクチャー Pascal Volta VEGA

出典：各種公開資料より作成



　NVIDIAは、ディープラーニング向けの大型のGPUとして2016年４月にTesla P100、
2017年５月にTesla V100をそれぞれ発表した。Tesla P100（Pascalマイクロアーキテクチャ
ー採用）では、従来の演算ユニットであるCUDAコアをディープラーニング用途に利用する。つま
り、FP32（単精度、 32ビット）の積和演算を学習に、FP16（半精度、 16ビット）の積和演算を推論
に利用することを想定している。Tesla V100（Voltaマイクロアーキテクチャー採用）では、従来
のCUDAコアの他に、ディープラーニングの学習と推論の両方に対応したTensorコアと呼ばれ
る新しい積和演算ユニットを640基搭載する。Tensorコアは、4x4行列A、B、Cを入力としてA
×B＋Cのテンソル計算を1サイクルで行う（A、BはFP16、C及び計算結果はFP32となる混合精
度）。Tensorコアは、125 TFLOPSと従来のCUDAコアよりも一桁近く高いピーク性能を持ち、
このTensorコアを有効活用したアプリケーションの開発が今後の課題となる。
　NVIDIA Tesla P100/V100のもう一つの特徴は、GPU間の高速通信を実現するNVLink
と呼ばれる高速インターフェースを装備していることである。それまでのGPUでは、GPU間の
転送速度はPCIバスに律速され、32GB/secが上限であったのに対し、Tesla P100では双方向
160GB/sec、V100で双方向300GB/secの転送が行えるようになった。NVLinkは、ディープ
ラーニングの計算処理を、計算サーバーに搭載した複数のGPUで並列化して高速実行可能にした。
また、NVIDIAはNVLinkで結合されたTeslaP100/V100を8基搭載したディープラーニング
専用サーバーDGX-1、TeslaV100を16基搭載したDGX-2を開発し、多くの人工知能技術の研
究開発の現場で小中規模の学習プラットフォームとして用いられている。
　一方、NVIDIAは、リアルタイム推論用途に特化したGPUもシリーズ化している。2016年9月
にはPascalマイクロアーキテクチャーをベースとしたTesla P4、2018年10月にはVoltaマイ
クロアーキテクチャーの後継となるTuringマイクロアーキテクチャーをベースとしたTesla T4を
それぞれ発表している。Turingマイクロアーキテクチャーの特長の一つはTensorコアを拡張した
多精度Tensorコアの採用であり、INT4（整数、4ビット）、INT8（整数、8ビット）の積和演算の
高速化が図られている。これにより、INT8精度ではTelsa T4はP4の6倍近い性能を示す。これ
らの製品は、Tesla P100/V100の4分の1、75Wの低消費電力で駆動するため、データセンタ
ーにおけるスケールアウト構成にも適している。
　AMDは、ディープラーニング向けGPUとしては後発だが、2017年にRadeon Vegaシリー
ズのGPUとしてRadeon Instinct GPUシリーズを発表した。このうち、学習向けの製品である
MI25はFP32で12.3 TFLOPS、FP16で24.6 TFLOPSと、TeslaシリーズのCUDAコア性
能と同等の性能となっている。
　開発環境の点では、従来GPUで動作するプログラムを作成するには、CUDAやAMD 
Stream、OpenCLなどGPUに特化した開発環境を用いる必要があった。しかし、近年ではGPU
に最適化された各種ライブラリの充実や、既存プログラムに「ディレクティブ」と呼ばれる記述を付
加するだけでGPU用のコード生成を行うOpenACC（Open Accelerators）の導入により、習得
コストの低いプログラミング言語・方式で、GPUが実用可能となっている。

②その他ディープラーニング向けプロセッサー
　Intel（米国）は、HPC向けに高性能メニーコアプロセッサーであるXeon Phi Processorシリ
ーズを数年来開発している。2016年に発売された72X0（Knights Landing、KNL）プロセッ
サーは、米国エネルギー省Sandia国立研究所のTrinityや同Lawrence Berkeley国立研究所
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のCori、我が国では東京大学OakForest-PACSなどに採用されている。2017年に発売された
72X5（Knights Mill、KNM）プロセッサーは、KNLをベースに作られたディープラーニング向
け高性能メニーコアプロセッサーである。KNMは、KNLのFP64（倍精度、 64ビット）の演算パイ
プラインを半分の1本、FP32の演算パイプラインを2倍の4本、さらにVNNIパイプラインを4本
新設したものである。VNNIはINT16（16ビット整数）とINT32（32ビット整数）の混合精度の演
算を行うもので、Tensorコアなどがサポートする仮数部を表現するビット数に制限があるFP16/
FP32の混合精度演算に比べて、より高い学習性能が得られるとIntelは主張している。
　また、Intelは、2016年にNervana Systems（米国）を4億ドルで買収し、開発されていたディープラー
ニング専用チップを製品ラインアップに加えている。その第1弾であるLake Crestは2017年に特定顧客向
けにサンプル出荷され、ソフトウェアスタックを含めた評価が行われているという。2019年末までにはそ
の後継として開発しているSpring CrestをNervana NNP-L1000という製品名で製品化するとしている。
　日本では富士通が、ディープラーニング専用プロセッサーであるDeep Learning Unit（DLU）を
開発している。DLUは、ディープラーニングの計算に適した演算精度DL-INTを導入すること、デ
ィープラーニングに必要な機能に絞ってマイクロアーキテクチャーを簡素化すること、複数のDLUを
接続するためのインターコネクトとしてTofuを応用したネットワークを採用することなどが特徴であ
るとされる。第１世代のDLUについては、2019年3月までのリリースを目標としているとのこと。
　Googleは、自社サービスで利用することを目的として2015年にTensor Processing Unit（TPU） 
v1、2017年にTPU v2、2018年にTPU v3を開発し、導入を進めている。TPU v1はINT8（8ビット
整数）の積和演算器をシストリックアレイ状に256×256基搭載した推論専用のプロセッサーであり、検索
のランキング、音声認識、テキストやスピーチの翻訳、写真の検索などのWebサービスに利用されている。
　TPU v2は、v1で課題となっていた外部メモリからのデータ呼び出しのバンド幅を改善するため
16GBの広帯域メモリを搭載した。また、Google独自のBrain Floating Formatと呼ばれる16ビット
浮動小数点数形式（bfloat16）による128×128シストリックアレイを2基搭載しており、推論だけでな
く学習も実行できるプロセッサーとなっている。bfloat16は、同じ16ビットの浮動小数点数形式FP16
が指数部に5ビット、仮数部に10ビット割り当てているのに対し、指数部に8ビット、仮数部に7ビット
割り当てており、FP16に比べると数値の精度は低いが、数値の範囲は広いという設計となっている。
TPU v2の性能は単体で180 TFLOPS、TPU Podと呼ばれる4ラック構成、64基のTPU v2を搭載し
た機械学習向けスーパーコンピューターで11.5 PFLOPSに達する。2018年に発表されたTPU v3の詳
細は明らかになっていないが、液冷システムを導入することで実装密度を2倍とすることを可能にした結
果、8ラック構成、256基のTPU v3を搭載したTPU Podで100 PFLOPSの性能を実現するという。

2.8.2 クラウド側基盤 (ディープラーニング向け計算インフラストラクチャーの動向、ABCI)
（1） ディープラーニング向け計算インフラストラクチャーの動向
　ディープラーニング向け計算インフラストラクチャーの整備は、民間のメジャーなクラウドベンダ
ーが先行している。特に米国や中国において、GPUや高速ネットワークなどのスーパーコンピュー
ター由来の技術を取り入れたAI向けのクラウド型計算インフラストラクチャーを急速に拡充してい
る。一方、公的なスーパーコンピューター側も従来のシミュレーション利用一辺倒から、データ解析
やAIに少しずつ主軸を移し始めている。しかしながら、GPUや汎用のメニーコアで構成されたマシ
ンはデータ解析やAI利用への対応が進んでいるが、専用プロセッサーで構成されたマシンではハード
ルがまだまだ高い。これらが公的なディープラーニング中心のAI研究における阻害要因となっている。
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　HPCにおいては、1,000万プロセッサーコア数を超える世界のトップランクの公的なスーパーコ
ンピューターがシミュレーション研究等に供されているのに対して、AI向けにおいては、民間のイ
ンフラストラクチャーのほうが豊富であり、広範に利用されている。しかしながら、後者の利用コス
トは非常に高く、裾野の広い研究の阻害要因となっている。2017年3月現在、Google、Amazon
などのGPUの計算ノードのTFLOPS当たりの単価は月額2万円以上と高額であり、そのほかの付加
コストも相まって我が国の情報基盤センター等の同様の単価と比較すると数倍のコストがかかる。つ
まり、現在のAI研究においては、基礎研究の段階でさえ民間の計算インフラストラクチャーを使う
必要があり、競争力のある研究を行おうとすれば数千万円単位のコストがかかる状況にある。その一
方で、欧米の公的スーパーコンピューター全般の利用権や、日本でもHPCI（High Performance 
Computing Infrastructure）などの全国組織から割り当てられるスーパーコンピューターの利用
権は、審査ベースで割り当てられており、基本的には無料で利用できる状況にある海外と比較すると、
AI研究の置かれている研究環境は極めて貧弱と言うほかない。特に大規模な計算インフラストラクチ
ャーを自前で保有し、競争力のある研究が行えているGoogleやBaiduなどの付属研究所は、AIや
機械学習などの国際会議やジャーナルに多くの研究成果を発表している。計算インフラストラクチャ
ーのアベイラビリティが彼我の差を生んでいると言っても過言ではない。
　このような状況を打開するために、公的なインフラストラクチャーの整備も行われ始めている。特
に、我が国では、表2-8-2に示すとおり、国立のAIの3つのセンターやその協力機関などにおいて、
AI向けの公的な計算インフラストラクチャーの整備が急ピッチで進んでいる。

■表2-8-2 我が国のAI専用・AI向け公的インフラストラクチャー

導入年月 システム名 システム概要 理論性能値
（深層学習向け精度） 研究機関

2017年 4月 AAIC（AIST AI Cloud） NVIDIA Pascal P100
× 8 GPUサーバー × 50台 8.4 PFLOPS

産業技術総合研究所
AI研究センター 
（AIST-AIRC）

2017年 4月
ディープラーニング解析
システム

NVIDIA DGX-1 （Pascal
 P100 × 8 GPU サーバー） 
× 25台

4 PFLOPS以上
理化学研究所
革新知能統合研究センター
（Riken AIP）

2017年 8月 TSUBAME3.0+2.5+KFC
 (HPC共用)

NVIDIA Pascal P100 x
2160 + K20X × 4080 × K80
× 168

65.8 PFLOPS
東京工業大学
学術国際情報センター 
（Tokyo Tech. GSIC）

2018年 6月 ABCI（AI橋渡しクラウド） NVIDIA Tesla V100 × 4GPU
サーバー ×1088基 550 PFLOPS 産業技術総合研究所

参考 2017年 高火力コンピューティング NVIDIA TitanX +
Pascal P100

不明 さくらインターネット

　残念ながら、現状では表2-8-2に掲載した以外では、公的なスーパーコンピューターセンターに
おいては、新規の設計・調達に2カ年近い時間がかかり、かつ既存のユーザーベースをないがしろに
することも困難であるため、HPCとデータサイエンスが両立するようなストラテジーを長期にわた
って積み上げてきた東京工業大学学術国際情報センター（GSIC）を例外として、即時の対応は困難
である。また、民間のクラウドベンダーにおいても、機械学習に供する大規模な計算インフラストラ
クチャーを実現するには実質的にスーパーコンピューターをIDCに導入する必要があり、電源供給・
冷却・ネットワークの高密度実装、さらには運用面における対応が大変困難である。例えば、AI・
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ビッグデータ指向のスーパーコンピューターである東京工業大学TSUBAME3.0では、1ラック当
たりの熱密度が最大61kW、国立研究開発法人 産業技術総合研究所（以降、産総研という）のAI橋
渡しクラウドでは最大67.33kWであるが、これは一般IDCのラック当たりの熱密度3～6kWと比
較すると10～20倍にも相当し、このような計算インフラストラクチャーを通常のIDCに入れるのは困
難である。
　産総研のAI橋渡しクラウド（AI Bridging Cloud Infrastructure; ABCI）のミッションの一
つは、こうした事態を打開することにある。ABCIの目標としては、①我が国に米国の民間クラウド
ベンダーにも匹敵するような550PFLOPS以上の、ディープラーニングを中心とした人工知能処理
向けの大規模かつ超省電力な計算インフラストラクチャーを整備し、官民のAI研究者に提供するこ
と、②そのような計算インフラストラクチャーの構築・運用のシステム技術を研究開発すること、③
その計算インフラストラクチャー技術を迅速かつ継続的に民間移転し、我が国のAI技術の全般的な
研究開発のハブとして機能すること、などである。東京大学柏IIキャンパスに新たなAI向けのデー
タセンターを構築し、日本の民間IDCのAI施設導入の模範的なショールームとする取組みを進めて
いる。
　米国でも、各研究機関と民間クラウドベンダーとの協業も進む一方、国立科学財団（National 
Science Foundation; NSF）、エネルギー省（Department of Energy; DoE）などがAI・
ビッグデータ指向のインフラストラクチャーの整備を進めている。オークリッジ国立研究所（Oak 
Ridge National Laboratory; ORNL）のSummit、ローレンス・リバモア国立研究所（Lawrence 
Livermore National Laboratory; LLNL）のSierraはともにABCIとほぼ同時期、2018年に
運用を開始している。

（2） ABCI
　AI橋渡しクラウド（以降、ABCIという）は、人工知能に関する「グローバル研究拠点整備事業」の
一環として、東京大学柏IIキャンパス（千葉県柏市）の産総研柏サイトに新たに建設されたAIデータ
センター棟[3]に導入された、AI・ビッグデータ処理向けの大規模かつ省電力な計算インフラスト
ラクチャーである。ABCIの実効性能・省電力性能の高さは、HPLベンチマークの結果が示してい
る。2018年6月のTOP500 List[4]において19.9 PFLOPSを記録し、世界5位かつ国内最高性
能となった。また、電力最適化を行っていない段階ではあるものの12.054 GFLOPS/Wを記録し、
Green500 List[5]の世界8位となった。2018年8月より本格運用を開始している。
　ABCIは、我が国の人工知能技術開発のためのオープンなリーディングインフラストラクチャーと
して、人工知能分野の最重要課題への挑戦。特に画像認識、音声認識、自然言語処理、種々の機械学
習アルゴリズムやデータモデルの高度化、自動車／ロボットの自動運転／制御、創薬向け化合物推定、
音声対話、自動翻訳等、幅広い分野での新たなアプリケーションの創出や、これらを支えるクラウド
型計算システムの設計・運用ノウハウの民間への技術移転等、人工知能技術の社会実装の推進を目的
としている。

① ABCIシステム
　ABCIの外観を図2-8-4に示す。ABCIは、AIデータセンター棟が提供する電源、冷却システム、
48Uラックを用いて導入された。
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　ABCIシステムは、高性能計算システム、大容量ストレージシステム、計算ネットワーク、サービ
スネットワーク、管理ネットワーク、それらの補助的機器から構成されるハードウェアと、システム
を最大限活用するためのソフトウェア群からなる。ハードウェアの概要を図2-8-5に示す。
　計算ネットワークは、高性能計算システム及び大容量ストレージシステムを相互に接続する。サー
ビスネットワークは、高性能計算システム及び大容量ストレージシステムの外部アクセスを必要とす
る機器群を接続するとともに、 SINET5 100Gbpsに接続する。管理ネットワークは、各機器を管
理・運用の用途のため接続する。
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■図2-8-4 ABCIシステム外観

提供：産業技術総合研究所

■図2-8-5 ABCIハードウェア構成

計算ネットワーク（Infiniband EDR）
・Mellanox CS7500×2
・Mellanox SB7890×229

サービスネットワーク（10GbE）

・容量ストレージシステム
22 PB GPFS

DDN SFA14K（w/SS8462 Enclodure×10）×3
・12TB 7.2Krpm NL-SAS HDD×2400
・3.84TB SAS SSD×216
・NSD Server×12

Protocol Nodes ×6

Transparent Cloud Timing Node×2

ファイアウォール等
・Nexsus 3232C×2
・FortiGate 1500D×2
・FortiAnalyzer 400E×1

100Gbs

・性能計算システム
0.55 AI-EFLOPS 37.2 PFLOPS
476  TiBメモリ 1.74 PB NVMe SSD

計算ノード（GPU搭載）×1088台
GPU NVIDIA Tesla V100 SXM2×4
CPU Intel Xeon Gold6148×2
Memory 348GiB
Local Storage 1.6TB NVMe SSD×1
Interconnect InfiniBand EDR×2

マルチプラットフォームノード（GPU 搭載）×10台
・Intel Xeon Gold8132（2.6GHｚ/14cores）×2
・768GiB Memory、3.8TB NVMe SSD

インタラクティブノード×4　管理サーバー・ゲートウェイノード×15

SINET5

出典：産業技術総合研究所作成



　以下、主要な構成要素である高性能計算システムと大容量ストレージシステムについて述べる。
② 高性能計算システム
　高性能計算システムは、計算ノード1,088台、マルチプラットフォームノード10台、インタラク
ティブノード4台、管理サーバー・ゲートウェイノード15台等からなる。以下では、計算ノードと
そのインターコネクトを中心に説明する。
1） 計算ノード
　ABCIの計算ノードは1,088台あり、そのすべての構成が同一である。FUJITSU Server 
PRIMERGY CX400 M4をベースとした2Uシャーシに、PRIMERGY CX2570をベースとし
た計算ノードを2台ずつ搭載した構成を基本とし、17シャーシ34ノードを48Uラックに搭載し、
全体では32台のラックから構成される。
　計算ノードの主要な構成は以下のとおり。ブロック図は図2-8-6に示す。

■図2-8-6 ABCI計算ノード構成

CPU
Intel Xeon Gold 6148 Processor (Skylake-EP、 27.5MB Cache、 2.40GHz、 20 cores、 1.536TF@FP64) ×2
メインメモリ
DDR4 2666MHz RDIMM (ECC) 384GiB (32GiB ×12) メモリバンド幅: 128GB/s ×2
GPU
NVIDIA Tesla V100 SXM2 (5120 CUDA cores、 16GiB HBM2、 900GB/s、 7.8TF@FP64、 15.7TF@FP32、 
125TF@FP16) ×4
ローカルSSD
Intel SSD DC P4600 1.6TB u.2 ×1
インターコネクト
InfiniBand EDR (100Gbps) ×2

̶

̶

̶

̶

̶

DDR4-2666
32GBx6

IB HCA（100Gbps） IB HCA（100Gbps）

PCle gen3 x16 PCle gen3 ×16

x48 switch

NVLink2 x2
Tesla V100 SXM2 Tesla V100 SXM2

Tesla V100 SXM2 Tesla V100 SXM2

x64 switch

PCle gen3 x16PCle gen3 x16

DDR4-2666
32GBx6

NVMe

Xeon Gold
6148

Xeon Gold
6148

Skylake Skylake

128GB/s 128GB/s10.4GT/s x3

UPI x3

出典：産業技術総合研究所作成
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　計算ノード全体では、NVIDIA Tesla V100 SXMが4,352基、Intel Xeon Gold 6148 
Processorが2,176基、メモリ476TiB、メモリバンド幅4.19 PB/s、NVMe SSD 1.74PBと
なる。また、理論ピーク性能では37.2 PFLOPS（FP64）、75PFLOPS（FP32）、0.55EFLOPS
（HP）に相当する。
　この計算ノード構成は、2017年8月に運用開始したTSUBAME3.0[6]の計算ノードを、約1年
後の技術を用いて（すなわち、Skylake-EP、Voltaアーキテクチャーの恩恵を受けて）より安価で
汎用性の高いPCサーバーをベースとした高密度パッケージングで再構成したものとも言える。
2） 計算ノードの冷却
　参考文献[3]にあるようにAIデータセンター棟は、計算ラックまで32℃の冷却水を提供して
おり、CDUを介してラック内の計算ノードに分配される。計算ノードでは、高温になるCPU、
GPU、メモリ等の基幹部品に取り付けられたコールドプレートを介して冷却する。冷却しきれなか
った熱はホットアイルに排出され、ラック上部に設置された（上記と同じ冷却水を利用する）ファン
コイルユニットを用いて35℃程度まで冷却され、コールドアイルに排出される（図2-8-7）。

③ その他システム
　ディープラーニングを含む機械学習においては、大量のファイルI/Oが発生するため、しばしば
学習処理スループットのボトルネックとなる。大容量ストレージシステムでもSAS SSD領域の一部
を高速領域として利用しているが、容量とI/O性能の点で不十分である。このため、Burst Buffer
のようなシステムの導入によりI/O性能をエンハンスすることは極めて重要である。
　ABCIでは、BeeONDを用いて計算ノードのローカルSSDを用いたグローバルスクラッチ領域
を構築できるようにした。また、今年度後半にはI/O性能に特化して、SSDのみで構成された「高
性能キャンペーンストレージ」を導入し、現在の大容量ストレージシステムに代わるグローバルスク
ラッチ領域を構築する予定である。
　また、人工知能技術の開発や応用に用いられるデータはしばしば非公開であり、機微な情報を含む
場合が多い。2018年度後半をめどに、法令及び国際的なセキュリティ基準に沿ってデータを安全に
管理することで産総研のみならずユーザー企業を含む他機関の保有する非公開データ等の保管を可能
にする「セキュアオブジェクトストレージ」の導入も計画している。
④ ABCIのサービス設計・運用
　ABCIは我が国の人工知能技術開発のためのオープンなリーディングインフラストラクチャーとし
て、人工知能分野の最重要課題への挑戦から、種々のアルゴリズム・データモデル開発、アプリケー
ション開発、はてはディープラーニングの初学者にいたるまで、幅広いレンジのユーザーとユースケ
ースに対応し、人工知能技術の社会実装、実社会への橋渡しを推進する必要がある。

■図2-8-7 ABCI計算ノード

提供：産業技術総合研究所
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　図2-8-8は、ユーザーのスキルレベル・使い方とその割合を想定したイメージである。Expertに
は、ABCIの全系を用いてトップノッチ成果を産出していくトップグループが位置する。産総研は、
後述するABCIグランドチャレンジプログラムを主宰し、自らも国際的にも競争力の高い成果の蓄
積を目指していく。
　Advanced ＆ Intermediateは、512ノードまでの中程度の計算リソースを利用した、画像認
識、音声認識、自然言語処理、種々の機械学習アルゴリズムやデータモデルの高度化、自動車／ロボ
ットの自動運転／制御、創薬向け化合物推定、音声対話、自動翻訳等、幅広い分野での新たなアプリ
ケーションの創出に取り組むグループである。従来のHPCシステムのターゲットに近く、我々がサ
ービスのベースラインと考えるグループでもある。
　Beginnerは、NVIDIA DIGITSやSONY Neural Network Consoleなどoff-the-shelf
の統合開発環境やトレーニングプログラムを通じてこれからディープラーニングに習熟していくグル
ープで、ユーザー比率としては最大となる。また、ABCIを用いてエンドユーザー向けにB2Cサー
ビスの提供を行う事業者に対しては、サービス実証のためのプログラムを用意することで、より使い
やすい開発環境やアプリケーション実行環境の開発を促進することで、国内発のイノベーションの加
速を支援している。
　ABCIでは、先進的なシーズ開発や運用に向けた様々な取組みを進めている。以下では、推進中あ
るいは推進予定の運用に関わるプロジェクトについて述べる。

⑤ ABCIグランドチャレンジ
　産総研は、莫大な演算能力によりはじめて可能になる人工知能分野の最重要課題への挑戦を支援す
るため、グランドチャレンジプログラムを実施している。本プログラムは、ABCIの全1,088ノー
ド（4,352GPU）を最大24時間、1研究グループでの占有利用を可能にする公募型プログラムであ
る。今年度は3回の実施を予定しており、いずれの回も2課題程度（第1回は3課題を採択）を採択す
る予定としている。採択課題については、チャレンジ実施前に小規模実行によるリハーサルを行う機
会を提供する。また、利用料金はリハーサルを含めて無料としている。
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■図2-8-8 ABCIのユーザー・サービス階層

Expert
・ ABCIグランドチャレンジ：学術的・産業的に画期的な成果が見込まれる
  最重要課題への挑戦にABCIの全システムを最大24時間提供
・ ABCIデータチャレンジ：オープンデータを用いたオープンサイエンスを
  推進、コンテスト開催

リファレンスとして
事業展開

・ 最大512ノードまでの計算リソースを誰でも利用可、HPCI連携
・ すぐ使えるソフトウェア、データセット、学習済みモデル等を提供
・ 高い計算能力を活用したAI技術の研究開発・実証を加速、
  社会実装を推進

・ ディープラーニングの初学者にも使いやすい
   WebUIベースの開発環境を開発・提供
・ B2B2Cの実証プラットフォームとしても利用可

最先端のAI研究から
誰でも試して
使えるAIまで

AIエコシステムの形成

IDC

Advanced ＆ Intermediate

Beginner

出典：産業技術総合研究所作成



2.8.3 エッジ側基盤 (推論用のプロセッサー技術と計算デバイスの動向 )
　ディープラーニングでは、インフラストラクチャーや計算デバイスに求められる性能と性能／電力
比は、推論時と学習時で大きく異なる。特に、ネットワーク上のデータのトラフィックコストや、処
理の時間的遅れ（レイテンシ）、使用可能なメモリ量、消費電力に対する制約等が、学習時とは異な
る形で要請される。送付データ量が少なく、かつある程度の時間が許容できる場合、クラウド側の推
論環境を利用したセミリアルタイムのアプリケーションが成立する。例えば、GoogleやBaiduの
スマートフォンでの「リアルタイム」の音声認識・自動翻訳などが挙げられる。しかしながら、自動
運転やスマートシティ、ロボット制御などのリアルタイム系のIoT系アプリケーションでは、クラ
ウドにデータを送付することなく、学習済みのネットワークを用いた画像や音声の推論・認識をエッ
ジ側で行うことが求められる。エッジ側のプロセッサー・デバイスに対する要求として、電力制約
に関しては、数十mW～数Wのレンジが要求される。もう一点のリアルタイム性に関しては、数
msec～数十msecのレンジでレスポンスタイムが要求される。

（1） 各計算デバイスの特徴
　GPU、FPGA、専用チップ（ASIC）の違いを、性能対汎用性、性能対電力でそれぞれ可視化した
ものを図2-8-9に示す。互いの関係は、新技術の登場により容易に逆転する可能性がありうるので、
あくまで以下に述べる説明の目安として見てほしい。

■図2-8-9 GPU、FPGA、専用チップ（ASIC）の特徴

 エッジで利用される推論用の計算デバイスには、学習用の計算デバイスと比較して、低消費電力
であることが求められる場合が多い。従って、消費電力の大きいGPUではなく、搭載する計算ロジ
ックを書き換えることができるFPGAや専用チップ（ASIC）のニーズが高まると考えられる。Intel
は、FPGAを主力製品とするAlteraを買収し、CPUとFPGAを同一パッケージや同一ダイに統
合した製品の開発を行っており、Xilinxは画像処理に特化した開発環境reVisionを発表してい
る。これらはFPGAで推論に特化した回路を想定しており、学習までには対応していない。同様な
ツールはサードパーティからも発表・リリース予定があり、例えばTERADEEP（米国）、DeePhi 
Tech（中国）はすでにFPGA を採用した推論アクセラレーターをリリースしている。モデルを実装
までつなげる開発環境や、LeapMind（日本）のようにFPGA向けのソリューション提供も盛んに
行われている。

低

特化

汎用

汎用性

大性能／消費電力

ASIC

GPU

FPGA

GPU

ASIC

低 消費電力 大

高性能

FPGA
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■図2-8-12 
   TPUボード

 ディープラーニングの学習や推論において、必ずしも32ビットや64ビットの倍精度計算は必要
なく、8ビット、4ビット、さらには1ビット（2値化）／2ビット（3値化）での計算も可能との研究結
果が相次いでおり、消費電力や計算性能の観点からFPGAを用いたプロトタイプの研究開発が進ん
でいる。

 図2-8-10に2値化ニューラルネットワークの概要を示す。通常、GPUやCPUではニューラル
ネットワークの基本演算である積和演算を8ビットや16ビットの精度で行う。2値化、すなわち1ビ
ット精度でこれを行うと、最も電力・面積を必要とする乗算回路をXNORゲートで実現できる。従
って、大量の積和演算回路を1チップ上に集積することができる。もう一つの利点は、ニューラル
ネットワークの重みと計算結果を格納するバッファ（メモリ）のサイズを大幅に小さくできることで
ある。ニューラルネットワークの構成によってはすべてのバッファを1チップに格納できるので、
DRAM（Dynamic Random Access Memory）のような追加電力コストが生じる、オフチップ
は不要になる（図2-8-11）。

　低精度によるオンチップ化は今後ますます研究開発が進むとみられている。画像の物体認識を
行う際、GPU（NVIDIA Tesla K40）では235Wかかるところ、2値化を導入したFPGAでは 
4.7Wで可能になる。また、モバイルGPU（NVIDIA Jetson TK1）と比較して2値化を導入した
FPGA は15倍高速に処理できることが報告されている［8］。
　学習時と推論時で必ずしも同じデバイスを利用する必要はなく、むしろそれぞれの用途に特化した
デバイスとすることにより高い計算性能や低い消費電力を実現する試みもある。Googleのディープ
ラーニング用専用チップであるTPU（図2-8-12）では、「計算精度の最適化」と「行列演算に特化し
た設計」により、従来のデバイスに比べ電力性能が30～ 80倍（TPU v1）であるとしている。また、

■図2-8-10 2値化ニューラルネットワークの概要 ■図2-8-11 演算器と各種メモリの電力コスト
w0(Bias)
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出典：参考文献［7］より作成

出典：Google Cloud Platform Japan Blogより



Googleのディープラーニング向けオープンツールであるTensorFlowとの親和性を高め、開発者
はハードウェアの違いを意識せずに利用できるようになっているとしている。また異なる開発フレー
ムワーク間で、学習済みモデルを相互変換できるONNXのような標準化が進んだことにより、学習・
推論の用途に応じて適切な開発フレームワークとデバイスの組み合わせを選択するといった流れが加
速している。

　以上をまとめると、組込みシステム・IoT向けの推論が汎用性の高いGPU型（SoCを含む）にな
るのか、あるいはASICのように専用化するのか、あるいは中間的なものになるのかの決着はついて
いない。エッジデバイスは大量生産される可能性が高いため、通常では他のIT分野同様にASIC化
によるコストメリットや省電力化が非常に効果的なはずである。
　しかしながら、現状では、学習アルゴリズムの高度化・高速化の発展が非常に目覚しく、特定の
ASICを開発してもそれらの進化に追随できず早期に陳腐化してしまう可能性が高いため、FPGA
やGPUの出番が続くと予想される。これらを巧みに組み合わせたSoCという方向性もあり、特に
自動運転ではNVIDIA DRIVE Pegasusプラットフォームが注目されている。ここ数年は、主に
上記3つの組込み型プロセッサーが切磋琢磨する状況が続くと予想される。

（2） 組込み型プロセッサー：推論の高速化・省エネルギー化
 機械学習における推論に適したエッジ側の計算資源としては、5～15Wといった組込み系レベル

の低消費電力でフィードフォワード計算を行う用途に最適化された専用チップ（ASIC）、GPU等の機
械学習アクセラレーターを搭載したSoCや、DNNで必要とされる積和演算と相性のよいFPGAによ
る実装の研究開発が進められている。

●SoCによる実現
　DNN用のGPUとCPU及び周辺回路を１チップ化（SoC）することで低消費電力、高性
能な推論機能を実現する。本稿執筆時点でエッジ側でディープラーニングによる予測を行
おうと考えた場合に、有力な候補になるのは、NVIDIA社のシステムオンチップ（SoC）の
Tegraである。Tegraはモバイル／ IoT向けのプロセッサーシリーズであり、ARMアーキ
テクチャーのCPUにNVIDIAのGPGPUを統合したSoCである。Tegraの利点は、ディ
ープラーニングのデファクトスタンダードとなっているCUDAを用いたプログラムをその
まま実行できる点にある。最新のTegra X2（コード名Parker）は、半精度で1.5TFLOPS
程度である。TDPは15Wである。SoCの応用例としては、同社の自動運転用プラットフ
ォームである「NVIDIA DRIVE Pegasus」では、最新のVoltaコアを搭載したSoCであ
るTegra（Xavier）チップを２基組み込んで、複数のカメラやセンサーからの入力を、最大
320TOPSの性能で処理できるとしている。

●FPGAによる実現［9］
　FPGAは、プログラミング可能なハードウェアデバイスである。ディープラーニングは積
和演算が主である計算であるために、特に有効である。FPGAは後述するASICに比べると
配線資源に柔軟性を持たせているため本質的に低速かつ高消費電力であり、同じアルゴリズ
ムがASICで実現可能であれば利用する意味はない。しかし、現在のニューラルネットワー
クのように、アルゴリズムの研究が日進月歩で進展している場合、即座に実装して展開が可
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能なFPGA実装に一定の価値がある。また、アプリケーションに完全に特化した回路構成を
採用できるのもGPUに対するFPGAの利点であると考えられる。
　FPGAで特に注目すべき手法として、低ビット幅精度の演算が挙げられる。ディープラー
ニングにおいては、高ビット幅を用いた浮動小数点演算は不要であることは古くから知られ
ており、上述のArm MLのように離散化した整数値での演算が広く用いられつつあるが、一
般にASICとして実装されているのは4～8ビットが多い。これに対し、研究レベルでは1ビ
ットもしくは2ビット（2値化もしくは3値化）での学習・推論が可能なことが示されている。
しかし、これらの手法は、学習データセットやアプリケーションに対する汎用性が不明なた
め、現時点では、ASIC作成は陳腐化リスクが高い。これに対し、FPGAであれば有効であ
るアプリケーションに対してのみ利用することを前提に専用回路を設計できる。2値化や3値
化に丸めると、乗算を小規模な論理回路で実現でき、回路面積の大幅な圧縮が可能なだけで
なく、重み行列のデータ量が小さくなりオフチップメモリへのアクセスが不要になる。従っ
て、この技術はデータ依存性が強いディープラーニングでは、FPGAとの相性がよいと考え
られ、活発に研究開発が進められている。日本でも、FPGA向けの開発ツールやキット販売
を行っているLeapMindが米国調査サービスCB Insightsの「AI100」社に選出されるな
ど、活発な活動を行っている。

●専用チップ（ASIC）による実現
　GPUベースのSoCは汎用性が高く、様々なネットワークやアルゴリズムが容易に適用で
きるが、それらがある程度固定化した場合は、やはり専用のASICの電力効率はGPUを凌
駕する。多くの研究やスタートアップなどが早くから組込み専用のASICを提案している。
GoogleのTPUや、Intelが買収したMovidius（米国）の画像処理専用チップ等がある。

●機械学習用のプロセッサー IPによる実現
　組み込み用のプロセッサー IPに機械学習推論に適したDSP（Digital Signal 
Processor）を付与する動きは従前から各方面でなされているが、Arm（英国）のArm 
Machine Learning Processor（以下 Arm ML）もその一つである。Arm MLは、Arm
社が提供を予定している機械学習向けのプロセッサーで、メインとなるCPU、GPU、DSP
等に対するアクセラレーターとして機能する。内部にSRAMを持ち、計算の大半をアクセラ
レーター内部で行うことで、計算の効率化と消費電力の低減を図っている。
　Arm MLは、複数のCompute Engine（以下CE）と呼ばれるユニットで構成される。
CEは、内部のSRAMを共有するとともに専用の内部ネットワークで結合される。CEは、
MAC （Multiply-Accumulate）Engineと、PLE （Programmable Layer Engine）と
で構成される。
　MAC Engineは高速な積和演算を行い、PLEはアクティベーションの計算などのその他
の操作を行う。汎用性の高いPLEを搭載することで、単純なCNNだけでなく、今後開発さ
れるだろう新たなネットワークモデルへの対応を可能としている。
　Arm MLの性能は16CEで4.6TOPs、7nmプロセスで実装した場合の電力比性能は、
3TOPS/W以上とされている。上述のTegra X2は、単純に計算すると 0.1TFLOPS/W 
であり、これと比較すると非常に高いといえる（ただし上述のとおり、行う演算が異なる）。
現在公開されている製品は、比較的小規模な監視カメラやスマートフォンなどのデバイスを
ターゲットにしたものだが、より大規模な製品への展開を予定している。
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2.8.4 次世代AIインフラストラクチャー・ハードウェア
 ディープラーニングによるAIが大きな成功を収めつつあることを背景として､ ディープラーニング

に向いたアーキテクチャーを備えたプロセッサー､ あるいは脳型コンピューターと呼ばれるアーキテク
チャーを構想し､ 実装しようとする動きが各所で起こっている｡  この項では､ 主に､ 脳を参考にしたモ
デルにもとづいて構築されるディープラーニングのためのニューラルネット計算向きアーキテクチャ
ーや、量子コンピューターについて述べる。

（1） AIプロセッサーの分類
　従来型のコンピューターに対するAIコンピューター、脳型コンピューターの位置づけをノイマン
型、非ノイマン型コンピューターの区別とともに図2-8-13に示す。AIの情報処理に向いたコンピュ
ーターをAIコンピューターとして黒枠で示している。この中には、ニューラルネットワークだけでな
く、例えば論理計算に向いたコンピューターも含まれる。LispやPrologに代表される論理プログラ
ミング処理に特化した計算機もノイマン型のAIコンピューターと位置づけられる。
 現在注目を浴びているAIコンピューターは、ニューラルネットワーク型、あるいはニューロモー

フィック型である。現代のコンピューターは､ 計算論的に万能マシンであるので､ ディープラーニン
グ計算をPCやスーパーコンピューター、あるいはGPGPUで実行させることが可能である。特に
GPGPUは、数千を超えるコアを備えて高い並列性を発揮できるので、ノイマン型の中でも非ノイマ
ン型に近いアーキテクチャーを持つ。
 脳型プロセッサーでは、シナプス結合の強度が、記憶の役割を果たす。その記憶の実現方法には、

デジタルコンピューターと同様にDRAM等のメモリを用いるデジタル型と、メモリスタあるいは
ReRAM※79のような電気抵抗変化を記憶できるデバイスを用いるアナログ型がある。両者のシナプス
とニューロンの細胞体に対応するアナログとデジタルでの実現回路例を図2-8-14に示す。

※79　抵抗変化型メモリ（Resistive Random Access Memory）。電気抵抗の変化を利用したメモリ。
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■図2-8-14 シナプスとニューロン細胞体の実現回路例

■図2-8-13 AIコンピューター、脳型コンピューターの位置づけ

出典：NEDO技術戦略センター作成

出典：文献［7］より作成※80

※80　<http://www.riken.jp/pr/topics/2013/20130802_2/>
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（2） デジタル型のニューラルネットワークプロセッサー
　本項では、ニューラルネットワーク計算のために設計、試作されたプロセッサーチップについて述
べる（表2-8-3）。データフロー型のアーキテクチャーを採用するものが多い。

　表2-8-3の中では、IBMの「TrueNorth」が傑出している。4,096個のプロセシングエレメント
によって100万個のニューロン、2.56億個のシナプス結合の並列処理を実現し、28nmプロセスで
１チップに集積した。16個を組み合わせることが可能である。省電力性能も高く、400×240のビ
デオを30fpsで認識するのに要する電力は63mWにすぎない。

（3） アナログ型のニューラルネットワークプロセッサー
　デジタル型ニューラルネットワークでは、シナプスの結合強度の表現と記憶にDRAM等のデジタ
ルメモリを使用するが、アナログ型ではアナログメモリを使用する。2008年にHPが「メモリスタ
ー」（memoristor）を発見し、通過する電荷量に応じて変化する電気抵抗値をメモリに応用する研
究が行われた。

※81　「Aidevice」semiconportal Webサイト<http://www.semiconportal.com/aist_aidevice/>

■表2-8-3 ニューラルネットワーク計算のためのプロセッサーチップ（非ノイマン型）

■図2-8-15 電気抵抗メモリの変化

出典：各種公開資料より作成

出典：「Aidevice」semiconportal Webサイト※81より

開発者 国 名称 アーキテクチャ 特徴 出荷時期

IBM 米国 TrueNorth

データフロー型ニューロン
100 万個、シナプス結合
2.56億個、54億トランジス
タ、SRAM

順方向認識処理のみチップ
当たり 70ｍ W、16チップ
接続可能

2014年発表

Wave 
Computing

米国 DPU
独自のデータフロー型、
16nm FinFET、16,000 コ
ア、32GB、512GB DDR4

TensorFlow を初期状態でサ
ポート

2018年中 
出荷予定

Intel 米国 Loihi
データフロー型
ニューロン13万個
1.3億シナプス

・自己学習機能
・プロセスは 14nm FinFET

2017年
9月発表

トプス
システムズ 日本 SMYLEdeep

データフロー型　8コア 75
MHz

低い動作周波数で消費電力
を抑えつつ、最大 480fpsで
超高速画像認識処理が可能

2017年 2月
プレスリリース
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　この電気抵抗メモリは、特に不揮発性に注目されたが、ニューラルネットワークへの応用では、
電気抵抗値が連続に変化することに価値がある。産業技術総合研究所で研究が行われているRAND
（Resistive Analog Neuro Device）では、電荷が流れることで、物質内に図2-8-15に示すよ
うな物理的変化が引き起こされ、電気抵抗が変化するとされている。
　フラッシュメモリがマルチレベル化で集積度を上げたように、アナログ方式では、一つのメモリ素
子にデジタルでいう多ビットを重畳できるので、小型化に適していると考えられる。しかし、アナロ
グ回路は、デジタル回路のように極端な微細化に適していない。デジタル回路は、閾値に幅を持たせ
てノイズやばらつきを許容することができるが、アナログでは、広い動作範囲での応答の線形性やノ
イズ耐性を求められるからである。
　表2-8-4に掲げたアナログ型ニューラルネットワークプロセッサーは、シナプス結合強度の表現
に、次世代メモリとして研究されていた不揮発メモリ素子を活用している。これらのメモリは、長期
間研究が続けられているが、対抗する従来型のメモリであるDRAMとNANDフラッシュメモリも
高集積化が続いているので、世代交代を果たせていない。次世代メモリに関する企業や研究者が、ニ
ューラルネットワークプロセッサーという新たな可能性を見出して殺到していると解釈できる。
　この中で、東芝のTDNN（Time Domain Neural Network）は、シナプス結合強度をバイナ
リで表現するため、デジタルとアナログの違いよりも、係数を電圧ではなく時間遅れで表現する点に
特色がある。
　これによって従来の試作品の6分の1の消費電力を達成している。一般に、アナログは、デジタル
よりも大きな省電力効果が得られる可能性がある。

出典：各種公開資料より作成

■表2-8-4 アナログ型ニューラルネットワークプロセッサー

開発者 国 発表時期 可塑性 概要

IBM 米国 2016年 5月 PCM（GeSbTe）
シナプスを PCMで構成、integrate-and-fire型
ニューロンの挙動を再現し 1チップ上に 400万セ
ルを集積化

パナソニック 日本 2013年6月 FeMEM CMOS 型ニューロンの配線層にシナプス

Posteck SK Hynix 等 韓国 2015年12月
メモリスター
（TiN/PCMO）

ニューロンとシナプスを別々のチップに実装

デンソー、
University of 
California, 

Santa Barbara

米国／
日本 2015年12月

メモリスター
（AI203/Tio2）

CMOS ニューロンの上に 12×12 クロスバー構造
のシナプスを形成
2030年、車載用実用化目標

HP、
University of Utah、

University of 
Michigan

米国 2016年12月 メモリスター 32nm プロセスを用いた場合 チップ面積 85.4mm2 
メモリスターを用いた画像認識への取組み

東北大学 日本 2016年12月 スピントロ二クス素子 スピントロニクス素子 36個と FPGAとの組み合わせ

産業技術
総合研究所
他

日本 2016年6月
開発開始 アナログ型抵抗変化素子

対 TrueNorth 電力効率100倍、チップ面積1/20
28nmプロセス、100万個以上のシナプスを集積化
する技術を開発

NEC、
東京大学 日本 2016年9月

共同開発発表 未公表 ブレインモルフィック AI 技術
東京大学合原教授が中核

東芝 日本 2016年11月
に学会発表 SRAM/ReRAM

時間領域アナログ信号処理技術による小型／省電
力化、消費電力 1/6
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（4） 次世代ニューラルネットワークプロセッサーの方向性
　ニューラルネットワークより生物脳に忠実なニューロモーフィックコンピューティングは、専用マ
シンによらずとも、現代のコンピューターで実行することが可能である。これに対し、応用先を限っ
た専用機は、必ず苦戦することは先に記述した。それにもかかわらず、ニューラルネットワークプロ
セッサーを開発する価値は、ノイマン型アーキテクチャーからの脱却と、大規模なニューラルネット
ワークを構築することにある。半導体産業に陰りの見えた日本にとって、新たなチャンスとなるかも
しれない。
　ノイマン型アーキテクチャーとは、プログラムとデータを同じメモリに内蔵すること、メモリから
の命令に従って演算器を逐次的に動作させることでハードウェア量を減らすこと、プログラムをデー
タのように操作することができるコンピューターであり、現在主流となっている。このアーキテクチ
ャーでは、メモリからのプログラム（命令）の読み出しとデータの読み書きが輻輳し、フォン・ノイ
マン・ボトルネックと呼ばれる情報伝達の隘路が生じることが問題視されてきた。
　その解決は、多数の演算器を用意し、その近傍に専用のメモリを置く方法が考えられるが、ニュー
ラルネットワークアーキテクチャーは、まさにそのような構造になっている。
　大規模なニューラルネットワークを目指す動きは、人間の脳のニューロン数（大脳皮質で140億個
程度、小脳などすべての脳細胞を足すと1,000億個近いとされる）に大きな意味があるのだとする立
場から生じている。脳細胞数を増やす重要なアプローチは微細化であるが、前述したようにムーアの
法則には陰りが見えていると同時に、消費電力の増大が問題となる。例えば、人間の脳は、消費エネ
ルギー20Ｗであるが、AlphaGo（碁）の消費電力は25万kWであるという。
　すでに、バイナリ（2値）のニューラルネットワークであっても、ニューロン数をそれに応じて増や
せば、より高精度のニューラルネットワークと遜色ない性能を出せることが示されている。IBMの
「TrueNorth」は、演算精度と速度を落とすことで、100万ニューロンで70mＷという高い性能／
電力比を示している。すなわち、人間の脳に近いレベルのニューロン数をリーズナブルなエネルギー
性能で実現するには、現在のコンピューターハードウェアは不適当であり、より生物の脳に近い脳型
コンピューターに勝機があると推測できる。
　現在のニューラルネットワークプロセッサー、あるいはニューロモーフィックプロセッサーは、推
論時の計算の加速には大きな効果を発揮するが、学習能力は持っていない。誤差逆伝播学習は、計算
量としては、推論時計算の数倍程度であるが、最適なニューロンの結合係数を求めるための繰り返し
回数が多いため高速性が求められる。また、誤差逆伝播学習では、ニューロンの興奮度から結合係数
の変化量を決める際に係数の微分値が必要になり、微分値の計算にある程度の計算精度が必要となる。
順方向計算のように1～ 16ビットの係数精度では不足するので、現在は、GPU以上のプロセッサ
ーでないと実装が難しい。そのため、学習は、データセンターなどのサーバーに任せ、エッジ側のプ
ロセッサーでは順方向計算に割り切るという分担ができている。しかし、今後はAIも順方向計算と
逆伝播学習を同時に並行して進めたいという要求は出てくるであろう。学習機能をハードウェア化で
きれば、リアルタイム学習のような道も開けると思われる。
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（5） 脳に忠実なモデルと工学的に単純化したモデルとのバランス
　脳型コンピューターは、人を超える知的能力を目標に発達していくと想定されるが、現在行われて
いる単純なニューロンモデルでよいのかどうかは議論が分かれる。ディープラーニングは、特にパタ
ーン認識を中心に人間を超える計算能力を発揮しているが、ニューラルネットワークのさらなる多層
化や、ニューロン数を増やすだけで言語、計画、論理、創造など広範な人間的知能を獲得できるとは
思われない。
　このようなニューラルネットワークの限界を克服すべく、シナプス結合強度を単に積和で計算する
のではなく、脳の中の信号の同期性や揺らぎに注目するニューロモーフィックな考え方が注目されて
いる。
　また、ニューロンのグループがベイジアンネットワークを構成していることなどニューロンの大
局的構造に注目した研究や、リカレントニューラルネットワーク（RNN）、LSTM（Long Short-
Term Memory）、Reservoirコンピューティング※82、オートエンコーダーのような生物脳由来で
はない工学的な情報表現法、学習法の研究の成果が上がりつつある。

（6） AIコンピューターの今後の研究開発の方向性
　AIプロセッサーは、ニューラルネットワークの単純なアーキテクチャーを活かすことで、従来の
ロジックCPUに比べて集積度を上げやすいこと、ReRAMやメモリスターのようなアナログ素子
を使用することにより一つの素子が数ビットの情報量を蓄えることが可能となることから、従来の
CPUにおける微細化の壁に打ち勝つことができる可能性を持っている。さらに、ノイマン型アーキ
テクチャーから非ノイマン型への変更により、メモリとプロセッサーを小さく切り分けて近接した場
所に置き、極端な高並列型のアーキテクチャーとすることが可能である。これらの考えにもとづき、
大規模なニューラルネットワークを省電力で実装する試みが続けられている。
　ディープラーニングにおける今後の課題の一つであるパターン認識と記号的処理（論理、言語、記
号、計画、創造など）の解決に向けた研究開発においても、AIプロセッサーの発展が寄与する可能性
がある。例えば、米国防総省国防高等研究事業局DARPAは、「Hierarchical Identify Verify 
Exploit；HIVE」と呼ばれるグラフ形状のデータ／知識ベースの処理のHWによる高速化の研究に
取り組んでいる Webに代表される膨大な知識情報と連携した人工知能の実現には高速化は必須にな
るであろう。単純なニューロンモデルでなく、脳科学・神経科学の研究からもたらされる示唆を工学
的にモデル化した、脳とは異なる構造としての発展も考えられる。

※82　力学系的な定式化にもとづくニューラルネットワークの一種。EchoState NetworkやLiquid-state Machineなどの種類がある。
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（7） 量子計算機
　さらに長期的には、量子計算の動向にも注目しておく必要がある。量子計算とは、量子論的な物質
のふるまいを利用して高速な計算を実現しようとする試みである。深層学習の高速化に関連する。
　量子計算の方式には主に3つに分類できる（表2-8-5）。

　量子計算のハードウェア及び利用環境の開発も活発に行われ、実用化も始まっている。例えば量子
アニーリング方式の代表的な例として、2011年5月にD-Wave Systems（カナダ）が、世界初の
商用量子コンピューター「D-Wave One」（128量子ビット）を発表した、2017年には2,000量
子ビットまで性能向上を行った（「D-Wave 2000Q」）。NASAや国防総省でプロジェクトが開始
されており、民間での利用も始まっている※83。日本でも東北大学と東工大協同の研究拠点に2019年
秋に導入予定である。
　AIと量子計算の関係としては、教師なし学習において有名な一手法である「ボルツマンマシン」に、
量子コンピューターを利用するという提案（Quantum Deep Learning）がある。また、量子アニ
ーリングは、最適化問題を高速に解くことができ、この特徴を利用して、深層学習の確率勾配法の中
の最適化処理を量子計算で実現するなどが報告されている[10]。

■表2-8-5 代表的な量子計算方式

出典：各種資料より作成

◆参考文献

［ 1 ］ Fast Algorithms for Convolutional Neural Networks, < https://arxiv.org/abs/1509.09308 >

［ 2 ］ Shmuel Winograd. “Arithmetic complexity of computations,” volume 33. Siam, 1980.

［ 3 ］ 「AI橋渡しクラウド―AI Bridging Cloud Infrastructure (ABCI)―の構想」情報処理学会研究会, 2017-HPC-160

［ 4 ］ TOP-500 List < https://www.top500.org/lists/top500/>

［ 5  ］ Green500-List< https://www.top500.org/green500/>

［ 6 ］ <http://www.gsic.titech.ac.jp/tsubame3>

［ 7 ］ Massachusetts Institute of Technology, Energy-Efficient Multimedia Systems Group, The Eyeriss Project, “Tutorial on Hardware 
   Architectures for Deep Neural Networks”
［ 8 ］ R. Zhao et al., “Accelerating Binarized Convolutional Neural Networks with Software Programmable FPGAs,” ISFPGA2017.

［ 9 ］ 中原啓貴「FPGAを用いたエッジ向けディープラーニングの研究開発動向」人工知能学会誌 Vol. 33 No. 1, pp.31̶38, 2018.

［ 10 ］ Ben Varkey Benjamin et al., “Neurogrid: A Mixed-Analog-Digital Multichip System for Large-Scale Neural Simulations,”
   Proceedings of the IEEE, Vol.102, No.5, pp.699-716.

※83　「VW、量子コンピューターで大都市の交通量を最適化」日経新聞2017/3/16

量子ゲート方式 量子アニーリング方式 量子ニューラルネットワーク

計算原理
状態ベクトルの
ユニタリー回転
（閉鎖系）

ハミルトニアンの
断熱変化
（閉鎖系）

測定フィードバック系の量子相転移（開放系）

開発機関
量子ビット数
結線数

IBM ／ Google
50ビット／72ビット

―／―

D-WAVE
2,000ビット

3,300

NII-Stanford
100 ビット

1 万

NTT
2,048 ビット

400 万

動作温度物理系 極低温（10mK）
超伝導量子回路

極低温（10mK）
超伝導量子回路

室温（300K）
光パラメトリック発振器ネットワーク

応用範囲 因数分解（暗号解読）、量子
シミュレーション

組み合わせ最適化、
サンプリング（人工知能） 組み合わせ最適化、サンプリング（人工知能）
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2.9.1 標準化
　標準化とは、「もの」（製品）や「事柄」（サービス）に関して、社会生活上必要とされる「品質・性能
の確保」、「安全性の確保」、「互換性の確保」、「試験・評価方法の統一」等を目的に、一定の基準を定
める活動である。近年は、広大な市場を獲得するための企業そして国レベルの新たな戦略的ツールと
して国際標準化が積極的に活用されてきている。
　AIについても例外ではなく、AI自体に関わる標準化活動の他にも、社会や産業への影響度の大き
さから、様々な応用分野でのAIの活用としての標準化が並行して進んでいる状況である。本項では、
国際標準化機構 （ISO）、国際電気標準会議（IEC）及び米国電気電子技術者協会（IEEE）の標準化活
動を中心に紹介する。

標準化・オープンプラットフォーム2.9

（1）ISO/IEC JTC 1/SC 42 Ar t i ficial Intell igence
　ISOとIECは情報関連の技術委員会の範囲が重なるため、1987年、合同の技術委員会である
ISO/IEC JTC 1を発足し、それぞれの技術委員会を副委員会（SC）に移行した。欠番を含め、2018
年9月現在、SC 42まで設置されている※84。各SCはユーザーインターフェース、セキュリティ技術、
バイオメトリクスなど情報分野の要素技術を対象としており、重複を避けるために、あるSCでセキ
ュリティ技術の標準化が必要となった場合にはセキュリティ技術のSCで扱うといった調整も行われ
る。2017年10月にロシア連邦のウラジオストクで開かれたISO/IEC JTC 1総会において、SC 
42 Artificial Intelligenceの設置が決定された※85。2018年4月には北京において第一回総会が開
催され、以下のWG（Working Group）及びSG（Study Group）の設置が決定されている。

　また、SC 42の設置の際にJTC I総会ならびに上位の委員会において十分な賛成が得られなかっ
たJTC 1/WG 9 Big DataのSC 42への移行及び、“societal concerns”（アルゴリズムによる
バイアスなど）の取扱いについて再検討・再提案されており、両方とも上位の委員会において承認さ

※84  “ISO/IEC JTC 1 Information technology”<https://www.iso.org/committee/45020.html>
※85  人工知能に関わる国際標準化がスタート（一般社団法人 情報処理学会）<https://www.ipsj.or.jp/release/20180110_

itscjnews.html>

・WG 1 Foundational Standards：「AIのコンセプトと用語」及び「機械学習を用いたAIシステ
ムのフレームワーク」の規格開発を行う。
・SG 1 on Computational approaches and characteristics of artificial intelligence 
systems：異なる技術や既存の特殊なAIシステムなどを調べることによりAIシステムのアプロー
チや特徴を明らかにする。
・SG 2 on Trustworthiness：AIシステムの信頼性（透明性、検証性、説明性など）、工学的な問
題や脅威・リスクの評価、AIシステムの堅牢性、精度、安全性、セキュリティ、プライバシーなど
に向けたアプローチの調査などを行う。
・SG 3 on Use cases and applications：AI適用領域の同定や代表的なユースケースの収集な
どを行う。
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（2）IEEE Global Initiative on Ethics of Autonomous and Intelligent Systems
　IEEEは、AIや自律システムの倫理的配慮に関する国際イニシアティブ（IEEE Global Initiative 
on Ethics of Autonomous and Intelligent Systems）を設置し、すべての技術者がAIや自律
システムの設計や開発において倫理的配慮を行うことの優先度を高めるための活動を行っている。「倫
理的に調和した設計（Ethically Aligned Design）」として知的な機械システムに対する恐怖や過
度な期待を払拭すること、倫理的に調和や配慮された技術を作ることによって、イノベーションを促
進することを目的とした、指針を発表している※86。
　具体的な標準化活動としては、IEEE P7000（システム設計における倫理的懸念に対処するモデ
ルプロセス）からP7013 （自動顔分析技術の包括的ガイドライン）までの14のワーキンググループ
（2018年8月時点）を設立し、設計や開発の倫理的配慮に関わる標準化の議論を進めている※87。ま
たOpen Community for Ethics in Autonomous and Intelligent Systems （OCEANIS） 
というSDO（Standards Developing Organizations）間で作るフォーラムの設立を主導し、
AIや自律システムを始めとするイノベーションにおける標準化の役割や、技術、倫理や価値に関す
る問題についてSDO間での対話を開始した※88。

（3）その他の標準化活動
　以上のように、国際標準化団体では、AIの枠組みの標準化や応用領域の中での標準化が進んでき
ているが、昨今のディープラーニングの急速な発展に伴う、学習済みモデルの相互運用性などの技術
面からの標準化活動も別途進んでいる。
　ディープラーニングにおいては、GoogleのTensorflowやPreferred Networks（日本）の
Chainerに代表される主要ＩＴ企業が開発したオープンなフレームワークにもとづく開発が広く
行われており、これらのフレームワーク間での開発された学習モデルすなわちニューラルネットワ
ークのデータとしての相互運用性を確保する動きが広がっている。代表的な標準化活動としては、
並列計算、グラフィックス、メディア用API のオープンな標準規格を作成することを目的とする
技術コンソーシアムであるクロノスグループ（Kronous Group）により策定された交換フォーマ
ットNeural Network Exchange Format （NNEF）、Facebook などが中心となって開発し
オープンな仕様として公開されているネットワーク交換フォーマットOpen Neural Network 
Exchange Format（ONNX）がある。
　NNEFの目的は、ディープラーニングの開発用のフレームワークで開発したモデルを、推論用チッ
プ等のハードウェアベンダーのエンジンに橋渡しを作ることであるとされており、一方、ONNXは
もともとはPyTorchとCaffeの２つの研究コミュニティの間の学習モデルの相互運用性を確保する
活動からスタートしたものである。NNEFは2017年12月にversion1.0がリリースされ、規格と
同時に、CaffeやTensorflowで開発されたモデルからのコンバーターが公開された。一方ONNX

※86　Ethically Aligned Design <https://ethicsinaction.ieee.org/>
※87　「倫理的に調和した場の設計：責任ある研究・イノベーション実践例として」江間有紗、人工知能32巻5号（2017年9月）
※88　OCEANIS<https://ethicsstandards.org/about/>

れている。
　なお、2018年10月に米国で開催された第二回総会において、JIC 1/WG 9、SG 2、SG3は、
それぞれWG 2、WG 3、WG 4となること、及びSG 1が継続となることが決議された。
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2.9.2 オープンソース
　以上のように国際標準化を巡り様々な活動がなされる一方、機械学習やディープラーニングはアルゴ
リズム、学習済みモデル、学習用データ、ソフトウェアコードなど開発した技術やデータ等を公開・共
有することで、多様なプレイヤーを巻き込む連鎖的な技術開発が加速度的に進むとされている。それ
にもとづき、大手AI企業においては、機械学習やディープラーニングで用いられるフレームワークやラ
イブラリをオープンソースソフトウェア（OSS）として公開し、ユーザーの集合知を集めたり、データや
モデルやノウハウを参加者が自由に交換し互いに協力し合うエコシステムやプラットフォーム※90を構築す
る動きがある（表2-9-1）。
　プラットフォームを利用することで、AIの最新研究成果を誰でも簡単に利用できる環境が整備されつ
つあり、いわゆる「AIの民主化※91」の一翼を企業活動の一環として担っているともいえる。

　Caffeは、カリフォルニア大学バークレー校の研究センターであるBVLCが中心となって開発してい
るPython言語向けの代表的なディープラーニングライブラリである。C++で実装され、GPUに対
応しているため、高速な計算処理が可能である。“Caffe is a community”というキャッチコピー
もあるようにコミュニティにより活発に開発が行われている。
　GoogleのTensorFlowは同社の Machine Intelligence研究所が機械学習やディープラー
ニングの研究を行う目的で開発されたものであり、その成果がApache2 .0オープンソースライセンス
の下で、学生、研究者、エンジニア、開発者等に向けて広く公開されている。複数のGPUへの対応

もAmazonやMicrosoftの参加など広がりを見せている。
　今後、あらゆる分野でAIの実用化や普及が進むことが期待される中、AIを利用するために必要と
なる標準の策定の重要性が増す。学習のためのインターフェース、学習精度の評価・保証制度、デー
タ流通・利用のためのAPI、データ生成から利用における個人情報やセキュリティなどのそれぞれで
並行して標準化が進むと想定される。内閣府の「人工知能技術戦略会議」がとりまとめた「人工知能技
術戦略」※89でも示されているとおり、AIに関わる国際的な標準化の議論に我が国企業等も積極的に関
与し、競争優位な市場環境を形成・拡大することが重要である。

※89  「人工知能技術戦略（平成29年3月31日）」<http://www.nedo.go.jp/content/100862413.pdf>
※90  「個人や企業などのプレイヤーが参加することではじめて価値を持ち、また参加者が増えれば増えるほど価値が増幅する、主にIT企

業が展開するインターネットサービス」『ザ・プラットフォーム』尾原和啓、NHK出版、2015.
※91　専門家がいない企業でも、個人としてでも、「誰もがAI技術を使えるようになること」を「AIの民主化」と呼ぶ。GoogleのAI部門

の開発責任者であったFei-Fei Li氏の発言が源流とされている。

■表2-9-1 機械学習やディープラーニングに関わる主要なOSS

フレームワーク名 Caffe TensorFlow Chainer CNTK MXNet

言語 C++/Python/
Matlab

C++/Python Python C++ Python他

開発元 Berkeley Google PFN Microsoft Apatch財団

特徴

・画像認識向き、
高速 ・ユーザー数最多 ・使いやすい ・RNNに強い ・AWSと相性良い

・コーディングは
面倒

・ＤＮＮの構造が
分かっている人

向き

・動的
ネットワーク構築
（define by run）

・豊富なモデル
ライブラリ

・高速で柔軟性の
高いライブラリ

出典：各種公開資料より作成
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やPCやモバイル端末でも動作する点が特徴的であり、最も人気のあるフレームワークとなっている。
　日本では、Preferred Networksが中心となって開発しているChainerフレームワークがあり、
動的計算グラフの主要なニューラルネットワークフレームワークとして様々な長さの入力が可能なネットワ
ークという特徴を持つため、自然言語処理作業に人気が高い。
　MicrosoftのCNTK（Computational Network Toolkit）も社内用に開発されたライブラ
リを公開したもので、当初はＣ＋＋言語のインターフェースのみを提供していたが、version2 .0から
はAI分野でよく用いられるPython言語へのAPIを提供し、またモデルの相互運用性のための標準
であるONNXにもversion2 .5から正式に対応するなど、積極的にオープンソースコミュニティへの
参加をアピールしている。
　AmazonはもともとDSSTNEというライブラリを公開していたが、ワシントン大学とカーネギーメロ
ン大学で開発されたライブラリMXNetを自社クラウドの推奨フレームワークとして採用しオープンな開
発を進めている。MXNetがスケーラブルであることと、学習済みモデルが軽量で比較的処理能力の
低いデバイスでも利用できるという特徴を持っている。
　他にも、Intelによる「BigDL」と称する分散型ディープラーニングライブラリのOSS公開、中
国のBaiduが自社の検索ランキングやターゲット広告、画像検索、翻訳等に搭載されている分散
型ディープラーニングのためのフレームワークPaddlePaddle（PArallel Distributed Deep 
LEarning）を公開している。
　このように、大手IT企業、スタートアップ企業等が、自社で開発したフレームワークやライブラリを 
OSSとして外部に公開している。学習用データや学習済みモデルなども合わせて公開することで、外
部の企業や研究者を巻き込んだエコシステム、集合知のプラットフォームの形成を狙っている。

2.9.3 クラウドを利用したAIと開発環境
　ここでは、 Google、Azure、Amazonに代表されるクラウドサービスを活用した、クラウドベー
ス開発環境について紹介する。
　企業等が機械学習やディープラーニングを利用するためには、学習のための膨大なデータを管理す
るストレージ、その膨大なデータを計算処理するためのサーバー資源等を確保することが必要となる。
ディープラーニングでは膨大なデータを高速に処理するために、GPUを大量に搭載した計算機環境が
必須であるが、これを単独の企業でそろえることは難しい。またGPUや学習用のソフトウェア技術の
進展が速いので、企業の通常の設備導入サイクルに従っていると導入時にすでに旧式、最悪の場合
は最新のソフトウェアが動作しないという事態も生じかねない。そこでクラウドの利用機会が増える。ク
ラウドサービスを提供する各社も、ＡＩ開発向けのハードウェアや開発環境を整備してサービスを提供し
ている。サービスにはIaaS型、SaaS型の２種類がある。

（1）IaaS型クラウドによるAI開発
　IaaS型クラウドは仮想化したハードウェアそのものを提供する。クラウドをAI開発に活用する利
点は、最新のアクセラレーター（GPU）を時間単位の課金で利用できることにある。また、多くのク
ラウドベンダーは、AI開発環境に適したOSイメージのひな型を提供しているため、これらを利用
することで、ソフトウェアスタックのセットアップコストを低減することができる。
　一般に、クラウドの利用価格は、保有する場合と比較すると電気代を考慮に入れても高額だが、複
数台を同時に利用することでハイパーパラメーターチューニングのターンアラウンドタイムを短くす
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■表2-9-2 代表的なAIに適したIaaSサービス

サービス名 タイプ名 GPU機種 GPU数

Amazon Web Services
P2 Tesla K80 ½ -8

P3 Tesla V100 1 - 8

Google Cloud Platform
K80 Tesla K80 ½ - 4

P100 Tesla P100 1 -4

Microsoft Azure
NCv2 Tesla P100 1-4

NCv3 Tesla V100 1-4

さくらインターネット 高火力

Tesla P40 Tesla P40 １

Tesla P100 Tesla P100 １

Tesla V100 Tesla V100 １

ることができる、常に最新のアーキテクチャーを利用できる、初期投入コストが小さい、などのメリ
ットがある。
 表2-9-2に2018年7月現在利用可能な、AIに適したアクセラレーター（GPU）を持つIaaSサ

ービスの例を示す。主要なクラウドベンダーの多くがAIに適したCUDAやNVIDIA社製の最新
GPUを利用できるノードを提供している。事業者によっては高速なネットワークも併せて提供して
おり、効率的な並列機械学習が可能となっている。

（2）SaaS型クラウドによるAI開発
　さらに、計算資源のほかに、機械学習やディープラーニング等のミドルウェア（機能）を組み合わ
せて活用するスキルが求められ、これは企業ですでに使っている企業内開発環境の整備に必要なスキ
ルとは異なったものである。そこで、自前で計算機環境を整備して利用する形態から、機械学習等の
AI機能を搭載したクラウドサービス（ここではクラウドAIと呼ぶ）を利用する形態への乗り換えが広
まっている。
　クラウドAIには、音声認識や画像認識、言語翻訳等のディープラーニング等を用いた機能のAPI
（Application Program Interface）が搭載されており、利用企業は必要なAPIを通じて必要な
機能を扱うことができる。従量課金制度への支払いルールが社内的に整備できれば、従量課金の特性
を活かして、PoC（Proof of Concept）などスモールスタート用途にも適しているともいえる。
　さらにこれらのクラウドサービスでは、初学者がAIに関わるデータやPythonなどの基盤ソフト
ウェア・AIライブラリに簡単に触れられるように、限定された範囲（ディスク容量や利用時間で制限）
で利用できるインタラクティブなAI実行環境を無償で提供している。例えば、MicrosoftはAzure 
Notebooksとして、AI開発者に人気のあるPythonを手軽に利用できるJupyter Notebook環
境を提供している。Jupyter NotebookはWebブラウザーからページを編集するようにPython
をインタラクティブに入出力できる環境であり、計算過程および結果をWebページとして保存でき
るので好きなときに保存し好きなときに継続でき、できあがったWebページを技術ドキュメントと
して活用することもできる（図2-9-1）。
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■図2-9-1 notebookの例

　Azure NotebooksはこのWebページをMicrosoftアカウントを持つすべてのユーザーに開放
し、当該Webページにアクセスするとクラウド側でAIライブラリが整備された専用の仮想サーバ
ーが起動し、チュートリアルなどの例題をすぐに試すことができる。さらにオープンソースプロジェ
クトの最大の開発リポジトリであるGitHubとも連携し、相互利用が可能となっている。
　Webブラウザーとネットワーク接続さえあれば専用のPCを持たなくてもタブレットやスマート
フォンから利用できるので、誰でもAI技術を使えるようになるという意味で、「AIの民主化」に寄
与している。また、クラウドベンダーからすると開発者のすそ野を広げることによる、エコシステ
ムの拡大戦略でもあり、SaaS型クラウドの無料サービス提供を通じて自社APIへ誘導している。表
2-9-3に代表的なクラウドサービスとAPIを整理する。

出典：Microsoft Azure Notebooks
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■表2-9-3 主要なAIクラウドサービス

組織名 サービス名 概要

Google
Google Cloud 

Machine Learning

機械学習用途のクラウドサービス。事前学習済みモデルも提供。Speech API（音声認識）、
Vision API（ 画像分析）、Translate API（翻訳）、Natural Language（テキスト分析）、
Jobs API（仕事検索機能） 
・機械学習サービス：Machine Learning Engine 
・対話型ツール：Google Colaboratory

Amazon Amazon AI

AI利用のための以下の機能が提供されている。
・Amazon Rekognition（画像認識）、Amazon Polly（文章から音声への変換） 
・機械学習サービス：Amazon Machine Learning 
・対話型ツール：Amazon SageMaker

Microsoft
Azure Machine 

Learning

視覚や言語、音声、認知、検索などを扱うコグニティブ関連サービス「Microsoft Cogni-
tive Services」は29種類のサービスを用意。 視覚の分野では、画像分析（Computer 
Vision API）、顔認識（Face API）、感情認識（Emotion API）など8種を提供。言語・
音声の分野では、意図解釈（Language Understanding）、テキスト翻訳（Translator 
Text API）、リアルタイムの音声翻訳（Translator Speech API）などが日本語対応として
提供 
・機械学習サービス：Azure Machine Learning 
・対話型ツール：Azure Notebooks

IBM
Watson Data 

Platform

高速なデータ取り込みエンジン（100GB／秒）や機械学習機能を提供するIBM Cloudベ
ースのデータプラットフォーム。データ活用に関わる4つの専門職（データエンジニア、デー
タサイエンティスト、ビジネスアナリスト、アプリケーション開発者）のコラボレーションを可
能にするデータ分析基盤を提供 
・機械学習サービス：IBM Watson Data Platform 
・対話型ツール：Data Science Experience

2.9.4 共有データセット・共有モデル
　前項でも述べたように、機械学習やディープラーニングはアルゴリズム、学習済みモデル、学習用
データ、ソフトウェアコードなど開発した技術やデータ等を公開・共有することで、多様なプレイヤーを
巻き込む連鎖的な技術開発が加速度的に進むというエコシステム上の好循環が有効に働く。本項で
は、学習用データの公開・共有（共有データセット）や学習済みモデルの公開・共有（共有モデル）に
関わる動向等について述べる。
　共有データセット・共有モデルに関する公的なAI用クラウドに対する具体的な要件や機能について
は、『AI白書2017』（「2.3 .5 共有データセット・共有モデル」）を参照されたい。 

（1）共有データセット
①既存の共有データセット
　現在、使用可能な共有データセットとしては、画像認識用データセットの「ImageNet」、手書き
数字認識用の「MNIST」、画像をピクセル単位で意味づけし、領域を識別する画像セマンティックセ
グメンテーション用の「MS COCO」などがある。AIの性能を決定づけるのがデータセットであり、
そのため世界中の様々な研究機関がデータセットを公開している。表2-9-4に主要な共有データセ
ットを示す。

出典：各種公開情報より作成
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■表2-9-4 主要な共有データセット

データセット名 説明

ImageNet
スタンフォード大学がインターネット上から画像を集め分類したデータセット。一般画像認識用
に用いられる。ImageNetを利用して画像検出、識別精度を競うThe ImageNet Large 
Scale Visual Recognition Challeng（e ILSVRC）などコンテストも開かれる

MNIST
ニューヨーク大学のYann LeCunらがまとめた手書き数字を集めたデータセット。機械学習の入
門用データセットとしてよく用いられる

MS COCO Microsoftが作成した画像セマンティックセグメンテーション用データセット

Pascal VOC
欧 州 の A I 関 連 研 究 コ ミ ュ ニ テ ィ の Pattern Analysis Statistical Modeling and Com-
putational Learning（PASCAL）がまとめた画像セマンティックセグメンテーション用データセット

WMT15
機械翻訳に関する国際会議のWorkshop on Statistical Machine Translation（WMT）が
まとめた英語と仏語、独語、チェコ語、ロシア語、スペイン語、フィンランド語などの対訳集

Cornell Movie-Dialogs 
Corpus

コーネル大学（Cornell University、米国）が600以上の映画の字幕をまとめたデータセット

VGG Face Dataset オックスフォード大学Visual Geometry Groupがまとめた顔画像のデータセット

Human Pose Estimate 
Dataset

オックスフォード大学Visual Geometry Groupがまとめた人間のポーズ推定を学習するため
のデータセット

Oxford Buildings 
Dataset

オックスフォード大学Visual Geometry Groupがまとめた建物画像のデータセット

BBC-Oxford Lip 
Reading Dataset

British Broadcasting Corporation（BBC、英国）とオックスフォード大学がまとめた唇から
言葉を読み取るためのデータセット

Text Localisation 
Dataset

オックスフォード大学がまとめた 、写真の中にある文字の位置を学習させるためのデータセット

②既存の共有データセットの課題
　現在広く頒布されているデータセットには、課題が2つある。一つは著作権や肖像権の課題である。
現在はフェアユース（公正な利用）に近い形で運用されているが、これを企業が用いて学習させたも
のをデータセットとして、業務や製品に使って良いかという問題への指摘がある。
　GoogleやMicrosoft、Appleなどは、著作権などの知的財産権の処理をグレーゾーンとして捉
え、自社のサービス用AIに共有データセットを学習させたうえで、有料のディープラーニングサー
ビスの提供に踏み切っているが、コンプライアンス上問題があるという指摘がある。著作権などの知
的財産権に関わる課題については、「4.2 知的財産」で説明する。
　もう一つの課題は、データの地域依存性である。現在ある共有データセットはほとんど欧米で作ら
れており、例えば交通標識や郵便ポストの色形など、日本の特徴に合わせたデータではないので、そ
のままでは日本では使えない。

出典：各種公開資料より作成

145

技術動向 第2章



■表2-9-5 BVLCのModel Zooで公開されている学習済みモデルの例

モデル名 説明

AlexNet 最初期の画像認識用ニューラルネットワークモデル

GoogLeNet Googleが開発した画像認識用ニューラルネットワークをBVLCが独自に学習したもの

VGG-19
ILSVRC2012のデータにおいて7.5%のTop5エラー率を達成した画像認識用ニューラルネットワーク
モデル

Places CNN マサチューセッツ工科大学が開発、学習した写真から場所を推定するニューラルネットワークモデル

FCNs セマンティックセグメンテーションを行う完全畳み込みネットワーク

Age and Gender 年齢及び性別を認識するニューラルネットワークモデル

GoogleNet_cars GoogleNetを利用して自動車の種別を認識するニューラルネットワークモデル

SegNet セマンティックセグメンテーション用のニューラルネットワークモデル

Holistically-Nested 
Edge Detection

輪郭検出用のニューラルネットワークモデル

Video2Text_VGG 動画からテキストを自動生成するニューラルネットワークモデル

VGG Face VGGを使用した顔検出用のニューラルネットワークモデル

Emotion Recognition 顔画像から感情を認識するニューラルネットワークネットワークモデル

ResNets Microsoftが開発した152層に及ぶニューラルネットワークモデル

Deep Hand 手の形を認識するニューラルネットワークモデル

DeepYeast 顕微鏡写真から体内細胞を認識するニューラルネットワークモデル

（2）共有モデル
①既存の学習済みモデル（ニューラルネットワークモデル）
　エコシステム上の好循環を生み出すもう一つの方法は、共有の学習済みモデル（共有モデル）
を活用することである。学習済みモデルとは、すでに十分な時間、膨大な学習データセットを使用
して学習（訓練）させたもので、米国ではカリフォルニア大学バークレー校の画像及び学習センター
（Berkeley Vision and Learning Center；BVLC）によるModel Zooで、多数の学習済み
モデルが公開されている。Model Zooで公開されている主要な学習済みモデルを表2-9-5に示す。

出典：各種公開資料より作成
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　高性能なAIを作るためには、こうした公開されているモデルを元に、転移学習（ファインチュー
ニングと呼ばれる）を独自のデータセットに対して適用するのが実用上効率的であることが知られて
いる。
　BVLCのModel Zooでは、BVLC自身が学習した学習済みモデルに加え、MITやMicrosoft 
など、様々な研究機関が独自に学習させた学習済みモデルが多数公開されており、事実上のディープ
ラーニング研究者たちのハブとなる役割を果たしてきた。「2.9.2 オープンソース」で紹介したフレ
ームワークにおいても、各々の学習済みモデルが用意されている。

②学習済みモデル間の相互運用性の問題
　モデル再利用の観点からは、フレームワーク間で学習済みモデルの相互運用性がないことが、従来
から問題とされてきた。例えば、BVLC Model Zooで公開されている学習済みモデルは、BVLC
が開発したディープラーニングツールである「Caffe」用のモデルに限られており、他のフレームワー
クからは直接再利用が困難な状況である。しかし各種フレーワークでも開発元あるいはOSSらしく
ユーザー有志により、モデルの移植が行われており、逆にフレームワークの得意とする領域のモデル
の蓄積も個別に進んでいる。また前述のONNXやNNEFのようにモデル間の相互運用性を目指す
活動も盛んであり、モデルの共有財産としての断片化はいずれ解消されると思われる。

2.9.5 オープンプラットフォーム、エコシステム
　ここでは、クラウドファンディングのような環境でデータとモデルをコミュニティベースでそろえる、
Kaggleについて紹介する。
　Kaggleは2010年にアメリカで設立された、世界中の企業や研究者がデータやモデルを投稿する
プラットフォームである。世界中の機械学習・データサイエンスに携わっている約60万人が集まるコミ
ュニティであり、企業や政府などの組織とデータ分析のプロであるデータサイエンティスト／機械学習エ
ンジニアをつなげるプラットフォームとなっている。単純なマッチングではなく、「Competetion（コン
ペ）」と呼ばれる、企業や政府が課題を提示し、参加者がオープンな場で競争を行い、賞金と引き換
えに企業がもっともすぐれたモデルを買い取るという仕組みを提供しているのが、Kaggleの大きな特
徴となっている。
　初心者向けのチュートリアルや、掲示板なども整備され、またKernelと呼ばれる予測されたデータ
のファイルだけでなく、ファイルの事前処理を含むすべてのモデルのコードが説明付きで公開され、こ
れらを活用し、参加者間での切磋琢磨を支援することで、集合知のプラットフォームになっている。こ
れらの活動を通じ、実課題に即したデータセット、だれでもアクセスできるデータセットが整備されるこ
とになる※92（図2-9-2）。

※92　KaggleWebサイト<https://www.kaggle.com/datasets>
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■図2-9-2 Kaggleのデータセットの例

　Kaggleへの参加実績は、世界的な企業への就職時の能力評価基準となっている。また逆に自社の
能力の高さを宣伝するために、社員を就業時間中にKaggleに参加することを認めている会社もあ
り、Kaggleで腕を磨いた最先端のデータサイエンス人材は「Kaggler（カグラー）」と呼ばれて熱い
視線が注がれている。Kagglerは実績に応じてランクづけ※93されており、一部の先端的な企業では
Kaggleのランクに応じて、Kaggleの業務時間内利用許可比率を定めており、トップ入賞5回の最
高ランクではすべての業務時間をKaggleのコンペに使うことが認められる※94。

※93　コンペ上位入賞者にメダルが授与されたり、メダル数に応じて、称号Grandmaster、master、Expert、Contributor、
Novice等が与えられる。

※94　激化する｢Kaggle人材｣データサイエンティスト争奪戦<https://www.businessinsider.jp/post-164895>

出典：KaggleWebサイト
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2.10.1 各国の研究開発の現状
　我が国では、経済産業省、総務省、文部科学省にそれぞれ人工知能（Artificial Intelligence；
AI）研究のためのセンター（産業技術総合研究所、情報通信研究機構、理化学研究所）があり、それぞ
れAI研究を推進するとともに、連携して研究開発に当たることとなっている。民間企業でも、自動運
転や生産ロボットなど一部の業界において本格的な研究開発に取り組み始めている状況である。我が
国のAIに関わる研究開発の今後の発展に向けて、アルゴリズムの基礎研究、応用研究をさらに振興す
るとともに、ロボティクスや計算用のデバイスなどものづくりの強みを活かした研究開発が有効と考
えられる。
　海外については、主に米国の情報系企業の深層学習に関する取組みが早い段階から展開されてい
る。2006年に深層学習の研究の発端となった論文を執筆したGeoffrey Hintonは、University 
of Toronto（トロント大学、カナダ）の教授であるが、現在Google（米国）と兼任している。そのほか、
深層学習分野の著名な研究者の多くは、Microsoft Research（米国）や、Facebook AI Research（米
国）等のいち早く設立された民間情報系企業の研究所に移籍や兼任、アドバイザリー等の形で関わっ
ており、情報系企業のAIの研究開発戦略を担っている。また、中国はアカデミックの研究のほか、情
報系企業もAIに力を入れており、中国社会におけるAI社会実装が進んでいる。
　米国政府は、2015年にイノベーション戦略“A Strategy for American Innovation”を策定し、ニ
ューロサイエンス、コネクテッドカーや自動運転車、先進マニファクチャリング、スマートシティといっ
たAIに関連の深いテーマを重点分野として指定していた。2016年5月、米国政府は、“Preparing for 
the future of artificial intelligence”というレポートを発表し、AIの研究開発の方向性を示した。
2018年５月、米国政府は“White House Summit on Artificial Intelligence”を開催し、①AI
における米国のリーダーシップ維持、②米国労働者を支援、③公的研究開発の推進、④イノベーショ
ンへの障壁を取り除くこと、を目標とすることと、AI委員会を組織することを示した。そのほか、
BRAIN Initiative（National Institutes of Health；NIH）、Precision Medicine Initiative
（同）や国防高等研究計画局（Defense Advanced Research Projects Agency；DARPA）は、
SyNAPSEプログラム等AIと関連の深い分野の研究開発を推進しており、今後も様々な分野でAIへ
の投資を継続すると予想される。
　カナダは、2017年3月にいち早くAI戦略である“Pan-Canadian Artificial Intelligence 
Strategy”の中で、1億2,500万カナダドルを拠出することを公表した。同戦略では、優れた研究者
の増員や研究能力向上を含むカナダのAIエコシステム構築を行うとした。
　欧州委員会は、Framework Programme 7 （FP7）、その後のHorizon 2020の中で、AI技
術関連プロジェクトを推進してきた。2018年4月、同委員会は“Communication on Artificial 
Intelligence”を採択し、研究投資額の増額にコミットするとともに、①EUの技術及び産業におけ
るAIの能力向上及び経済成長、②AIによる社会変革への準備、③AIに関する倫理及び制度設計の保
証を目指す、との目標を示した。さらに、2018年末までに加盟国と調整して今後の計画を策定する
予定である。
　英国はケンブリッジ大学、オックスフォード大学において従来AI研究が盛んであるとともに、先
端的な深層学習の研究開発を行っているDeepMind※95の本拠地でもある。ドイツも、ドイツ人工
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知能研究センター（Deutsches Forschungszentrum für Künstliche Intelligenz GmbH；
DFKI）において民間企業との共同研究を多く実施しており、マックスプランク研究所（Max 
Planck Institutes）や大学等を含めて、AIや脳科学まで含めれば研究人材が一定数存在している。
深層学習への対応は米国に先を越されたと言わざるを得ないが、これまでHorizon2020※96におい
て、ヒューマン・ブレイン・プロジェクトを実施しており、脳のシミュレーションから応用まで幅広
い範囲で研究を推進してきている実績もある。今後のAI研究に脳科学の知見が取り込まれる過程で
重要な寄与をする可能性がある。
　中国では、人材の豊富さも手伝って、AIの研究開発が加速している。2017年7月には政府は「次
世代人工知能発展計画」を、2017年12月に「次世代人工知能産業の発展促進に関する三年行動計画
（2018～2020年）」を相次いで発表し、2020年までにAI重点製品の大量生産、重要な基礎能力の
全面的強化、スマート製造の発展深化、ＡＩ産業の支援体制の確立等を通じた重点分野の国際競争力
の強化、AIと実体経済の融合深化等を目指すとの目標を達成するための4タスクが示された。また、
Baidu、Alibaba、Tencent等の情報系企業はAIを活用したビジネスを積極的に進めている。
　米国・中国・欧州の政策及びプロジェクトについては第4章にて詳細に紹介されるので、本節では
特に我が国の政策・プロジェクトの現状、国防高等研究計画局（DARPA）の研究プロジェクトや第
３次AIブームの起爆剤でもある「ディープラーニング（深層学習）」の研究の起点である地の利を活か
すカナダの政策・プロジェクトの概要について紹介し、さらに、各国の民間企業及び研究機関を中心
としたAI技術の研究開発動向を紹介する。

※95　 2014年にGoogleに買収された。
※96　 2014年～2020年まで7年間にわたって、EUの研究開発を促進するためのプログラム。
※97　 内閣府Webサイト「科学技術基本計画」 <http://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/index5.html>
※98　 狩猟社会、農耕社会、工業社会、情報社会に続くような新たな社会を生み出す変革を科学技術イノベーションが先導していく、

という意味が込められている。

（1）各国の政策・プロジェクトの現状
①我が国のAI研究開発政策
　我が国では、「第5期科学技術基本計画」※97（平成28年1月閣議決定）において、AIを「超スマー
ト社会」を実現するための競争力向上のための基盤技術として位置づけ、その強化を推進すること
となった。超スマート社会とは、「必要なもの・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだ
け提供し、社会の様々なニーズにきめ細かに対応でき、あらゆる人が質の高いサービスを受けら
れ、年齢、性別、地域、言語といった様々な違いを乗り越え、活き活きと快適に暮らすことので
きる社会」である。ICTを最大限に活用し、サイバー空間とフィジカル空間（現実世界）とを融合
させた取組みにより、人々に豊かさをもたらす「超スマート社会」を未来社会の姿として共有し、
その実現に向けた一連の取組みをさらに深化させつつ「Society 5 .0」※98として強力に推進し、世
界に先駆けて超スマート社会を実現していくこととした。
　第5回「未来投資に向けた官民対話」（平成28年4月）において、安倍総理がAIの研究開発目標
と産業化のロードマップを平成28年度中に策定することを表明した。それを受けて、AIの研究
開発・イノベーション政策の司令塔となる「人工知能技術戦略会議」が平成28年4月に発足し、総
務省、文部科学省、経済産業省の3省が連携してAI技術の研究開発と成果の社会実装の加速に当
たることとなった。人工知能技術戦略会議の下に、上記3省のそれぞれが所管するAI研究のため
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■表2-10 -1 センターの連携による研究開発テーマ

重点分野 研究テーマ概要

生産性 ハイパーカスタマイゼーションの実現を目指し、消費者の需要を反映させた適時適量・多品種少
量生産を可能とする次世代生産技術の研究開発。

健康、医療・介護 予防医療の高度化による病気にならないヘルスケアの実現を目指し、認知症を含む疾患の早期発
見、最適な治療法選択、対処を可能とするシステムの研究開発。

空間の移動 SIPにおける自動走行システムと連携しながら、地図データの意味づけやユニバーサルコミュニケーシ
ョン技術による移動空間の高付加価値化を実現するスマートモビリティの研究開発。

のセンター（情報通信研究機構：NICT＜総務省＞、理化学研究所革新知能統合センター：API＜
文部科学省＞、産業技術総合研究所人工知能研究センター：AIRC＜経済産業省＞）の研究の総合
調整を行う場として研究連携会議を設置するとともに、人材育成、標準化・ロードマップ作成、
技術・知財動向分析、規制改革等のテーマについて研究開発と産業の連携総合調整を図る産業連
携会議を設置して議論を行っている※99。平成29年3月には「人工知能技術戦略」※100を公表すると
ともに、「人工知能の研究開発目標と産業化のロードマップ」※101を策定した。この中では、「生産
性」、「健康、医療・介護」、「空間の移動」の3分野及び横断的分野として「情報セキュリティ」が重
点分野とされ、3センターが連携して研究開発に取り組むとともに、産学官が有するデータ及びツ
ール群の環境整備を行い（表2-10-1）、さらに内閣府のSIP（戦略的イノベーションプログラム）
を含め、厚生労働省、国土交通省、農林水産省など出口産業を所管する関係府省のプロジェクト
と連携、人工知能技術の研究開発について民間投資を促進することとした。
　「未来投資戦略2018―『Society 5.0』『データ駆動型社会』への変革―」（平成30年6月15日）
において、第4次産業革命の新たな技術革新として、AI、ロボット、IoT及び豊富なリアルデータの
活用を挙げ、これらによる様々な社会課題の解決及び大きな付加価値の創造により「Soiety 5.0」を
実現するものとしている。

　経済産業省の産業構造審議会 産業技術環境分科会 研究開発・イノベーション小委員会ではイ
ノベーションを推進するための取組みについて議論が行われた。平成28年5月に公表した中間と
りまとめ※102では、AIを産業構造を一変させうる技術として位置づけ、国費による国家プロジェ
クトの研究成果の一部であるデータについて、オープンイノベーションによる利活用を促進する
ためのデータ戦略を検討することも重要とされた。
　新エネルギー・産業技術総合開発機構（New Energy and Industrial Technology 
Development Organization；NEDO）では、平成27年度から「次世代人工知能・ロボット
中核技術開発」をスタートし、次世代AI技術分野として①データ駆動型のAIと知識駆動型のAI

※99　 人工知能技術戦略会議「資料1 人工知能技術戦略会議について」新エネルギー・産業技術総合開発機構Webサイト <http://
www.nedo.go.jp/content/100790387.pdf>

※100 人工知能技術戦略会議「人工知能技術戦略（人工知能技術戦略会議 とりまとめ）」新エネルギー・産業技術総合開発機構Webサイ
ト <http://www.nedo.go.jp/content/100862413.pdf>

※101 人工知能技術戦略会議「人工知能の研究開発目標と産業化のロードマップ」新エネルギー・産業技術総合開発機構Webサイト
<http://www.nedo.go.jp/content/100862412.pdf>

※102 産業構造審議会 産業技術環境分科会 研究開発・イノベーション小委員会「イノベーションを推進するための取組について」 経済産
業省Webサイト <http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/sangyougijutsu/kenkyu_kaihatsu_innovation/
pdf/report01_01.pdf>

出典：人工知能技術戦略会議「人工知能の研究開発目標と産業化のロードマップ」より作成
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■表2-10-2 「次世代人工知能・ロボット中核技術開発」の次世代人工知能技術分野の研究開発項目

No. 研究開発項目 概要

① 大規模目的基礎研究・
先端技術研究開発

最新の計算論的神経科学の知見を取り入れた脳型AI及びデータ駆動型のAIと知識駆動型のAI
の融合を目指すデータ・知識融合型AIに関して、大規模なデータを用いた実世界の課題への適
用とその結果の評価を前提とした目的基礎研究（大規模目的基礎研究）と、世界トップレベルの性
能の達成を目指す先端技術の研究開発を実施する。

②
次世代人工知能フレーム
ワーク研究・先進中核
モジュール研究開発

広範なAI応用の研究開発や社会的実用化に資するため、研究開発項目①の成果である脳型AI
技術、データ・知識融合型AI技術、そのほか大学や企業が保有する様々なAI技術をモジュール
化し統合するための次世代AIフレームワークと、次世代AI技術を統合し、多様な応用に迅速に
つなげるための核となる先進中核モジュールの研究開発を実施する。

③ 次世代人工知能共通基盤
技術研究開発

次世代AIの共通基盤技術として、AI技術の有効性や信頼性を定量的に評価し、性能を保証するため
の方法、そのために必要となる標準的問題設定や標準的ベンチマークデータセット等が満たすべき性
質と構築の方法に関する研究開発を実施する。具体的には、生活現象モデリング、地理空間情報プ
ラットフォーム構築と空間移動のスマート化、AIを基盤としたロボット作業、科学技術研究加速のた
めのテキスト情報統合の4つの共有タスクを設定している。また、それらを用いて、研究開発項目①、
②の成果の評価を行う。

⑦
次世代人工知能技術の
社会実装に関する
グローバル研究開発

次世代AI技術の社会実装が求められる領域として、「人工知能の研究開発目標と産業化のロード
マップ」における当面の検討課題のうち、「生産性」、「健康、医療・介護」、「空間の移動」の 3 
領域において、関連する課題の解決に資するため、次世代AI技術の社会実装に関する研究開発
を先導研究から実施する。なお、AI技術とものづくり技術との融合等を国内外の叡智を結集して、
グローバルに行うことを考慮する。

⑧
次世代人工知能技術の
日米共同研究開発

（平成30年度より実施）

「人工知能の研究開発目標と産業化のロードマップ」として、取り上げるべき重点分野として特定さ
れた、「生産性」、「健康、医療・介護」、「空間の移動」の3領域および横断的な分野としての「情
報セキュリティ」の領域において、喫緊に解決すべき社会課題のうち、人工知能技術による貢献が
期待され、経済波及効果が見込まれる課題の解決に資する次世代人工知能技術の研究開発を人
工知能技術の先進国である米国から卓越した研究者を招へいすること等により実施する。研究開
発においては、産学官連携により、日本の産業競争力の強化につなげ、アウトカムの最大化を目指す。

の融合や計算論的神経科学の知見を取り入れた脳型AIを目指した研究開発、②様々な次世代AI
のモジュール化と、それを統合するためのフレームワークの研究開発、③注力するタスクを設定
し、研究成果の集約と連携のための標準的ベンチマークやデータセットの整備、⑦人工知能に関
するグローバル研究拠点を活用する等による次世代人工知能の社会実装、⑧米国の卓越した研究
者を招へいする等により人工知能技術開発を加速するための日米共同研究開発を実施している（表
2-10-2）。また、革新的ロボット要素技術分野として④革新的なセンシング技術、⑤革新的なア
クチュエーション技術、及び⑥革新的なロボットインテグレーション技術の研究開発を実施して
いる（表2-10-3）。また、「IoT推進のための横断技術開発プロジェクト」では、アナログ型抵抗
変化素子を用いた脳型推論集積システムの開発や、革新的アニーリングマシンの研究開発等を実
施している※103。さらにAI技術の社会実装促進を目的とした「次世代人工知能・ロボット技術の中
核となるインテグレート技術開発」及び「人工知能技術適用によるスマート社会の実現」を平成30
年度から開始している。

※103 新エネルギー・産業技術総合開発機構Webサイト「IoT推進のための横断技術開発プロジェクト」 <http://www.nedo.go.jp/
activities/ZZJP_100123.html>

出典：NEDO「IoT推進のための横断技術開発プロジェクト」より作成
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■表2-10-3 「次世代人工知能・ロボット中核技術開発」の革新的ロボット要素技術分野の研究開発項目

No. 研究開発項目 概要

④ 革新的なセンシング技術
（スーパーセンシング）

屋外等の外乱の多い空間でも、的確に信号抽出ができる画期的な視覚・聴覚・力触覚・嗅覚・
加速度センシングシステムやセンサーと行動を連携させて、検知能力を向上させる行動センシング
技術等の研究開発を実施する。

⑤

革新的な
アクチュエーション技術

（スマート
アクチュエーション）

人共存型ロボットに活用可能なソフトアクチュエーター（人工筋肉）、高度な位置制御やトルク制
御を組み合わせてソフトウェア的に関節の柔軟性を実現する新方式の制御技術や機構等の研究開
発を実施する。

⑥ 革新的なロボット
インテグレーション技術

実環境の変化を瞬時に認知判断し､ 即座に対応して適応的に行動する技術や個別に開発された要素
技術を効果的に連携させ統合動作させるシステム統合化技術等の研究開発を実施する。

　経済産業省が所管する産業技術総合研究所では、平成27年5月に人工知能研究センター
（Artificial Intelligence Research Center；AIRC）を設立した（表2-10-4）。主要な
目的基礎研究として、①人間の脳の情報処理原理に関する最新の神経科学の知見を包括的に取
り入れた人間の脳に近い脳型AIと、②実世界の大量のデータにもとづくデータ駆動型のAIと
Web上の大規模な知識グラフなどにもとづく論理的・形式的な知識駆動型のAIの2つを融合し
て、大量かつ多様な実世界のデータを深く理解し、人間の意思決定を支援するデータ・知識融合
型AIの研究を行うことを目標としている（図2-10-1）。

出典：NEDO「IoT推進のための横断技術開発プロジェクト」より作成

■表2-10-4 AIRCのチーム構成

研究チーム 研究の概要

知識情報研究チーム

データに内包される意味を理解し、知識を抽出する技術の研究を実施。文章形式のデータのみ
ならず様々な形式のデータを分析し、その中に記述されている出来事の因果関係や、登場する言
葉の概念構造、情報の鮮度と客観性、情報間の矛盾などを、AIが認識し、データベース化する
技術。

確率モデリング研究チーム 様々なデバイスから得られる実世界の大規模データ（ビッグデータ）と、人が持つ知識の両方を融
合し、高度なタスクを実行するAIを学習させる確率モデリング技術の開発。

機械学習研究チーム
ベイジアンモデリング、カーネル法、深層学習などの先端的な機械学習技術の理論基盤、アルゴリ
ズムの研究開発から、リモートセンシングデータ、医療データ、経済データ、ロボットの感覚・運動
データ等の実データへの応用まで幅広く研究を実施。

人工知能クラウド研究チーム
実世界から取得される多種多様大量のデータ（ビッグデータ）を対象とした高度かつ高性能なデ
ータ処理技術の確立と、これを基盤として、AI技術の容易かつ迅速な適用を可能にする次世代
AIフレームワークの実現を目指した研究。

人工知能応用研究チーム 機械学習にもとづく画像解析や音響データ解析による異常検知などをコア技術とし、社会インフラ診
断及び医療診断・ヘルスケア支援に資する技術の実用化に向けた研究。

サービスインテリジェンス
研究チーム

人の行動や身体動作の計測技術および情報共有技術により観察力を、知識構造化技術により判
断力を、生活現象モデリング技術および新サービス設計技術により協働力を、各々高める各AI
技術を開発し、コミュニティ内のインテリジェンス（観察、判断、行動力）を高めるための研究。

社会知能研究チーム
人と人、人とサービスの相互作用を取り入れたシステム設計を工学的に支援するため、人々の振る舞
いを継続的にセンシングする技術と、人を系に組み込んだシミュレーション手法を組み合わせ、サー
ビス導入、改変の影響を都市規模で予見することを目指した研究。

（続く）
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地理情報科学研究チーム 多種多様かつ膨大な地理空間情報を知的に処理できる基盤を開発し、環境管理、資源開発、防
災といった具体的な応用に結び付けた研究。

生活知能研究チーム

多様な生活機能変化者に適合した安全な生活、自立した生活、高度な社会参加のある生活の実現と
いった社会的インパクトのある具体的課題を設定し、IoT技術、画像処理技術、生活データベース技
術、ロボット技術などの研究を推進。また、大規模生活データからニューノーマル化した生活課題を
いち早く見つけ、そのソリューションを開発可能にする「生活知識循環エコシステム」の創造も長期的
な狙いとしている。

オーミクス情報研究チーム
すべての生物に共通するDNA、RNA、およびタンパク質を中心とした基盤技術、生物学におけ
る有意義な発見を目指す応用研究、バイオ実験自動化技術等に係る、バイオ産業分野に特化し
たAI技術を開発。

インテリジェントバイオ
インフォマティクスチーム

ゲノム情報を始めとする多様で膨大な生命情報に関するデータから生体分子に関する知識発見を行う
ためのバイオインフォマティクス技術の開発と、疾病因子の推定や生体分子の機能解析などを通じた
創薬などへの応用。

データプラットフォーム
研究チーム

実世界のモノ・ヒト・コトから多種多様なビッグデータの収集・蓄積・管理・利用を行うスケー
ブルなAIデータプラットフォームの実現を目指し、高精度かつ高頻度な IoT生成データを効率的
に収集・格納し、利活用促進を図るためのデータガバナンス基盤技術を開発。

　これらの目標のため、AIフレームワーク上で要素技術を統合した先進中核モジュールを実装して、
製造業やサービス産業などの幅広い分野での産学連携による実サービスから得られる大規模なデー
タを使った実証研究、研究用データセットなど、AI技術の研究の基盤となるリソースを整備する。
これを通じて、幅広い用途でのAI技術の有用性を提示し、産業競争力の強化と豊かな社会の実現に
貢献することを目指している。具体的には、「人工知能に関するグローバル研究拠点整備事業」※105で
は医療・介護現場、住環境、工場等の模擬環境の整備と個別分野のデータの収集・管理、解析、2次
提供を行うデータ基盤の構築等を実施するオープンイノベーション・ハブ拠点を構築、「人工知能・
IoTの研究開発加速のための環境整備事業」※106を実施した。また、深層学習の研究開発の基盤とし
て構築した「AI橋渡しクラウド」（AI Bridging Cloud Infrastructure；ABCI）は、2018年8
月より運用を開始した。世界のスパコン速度性能ランキングTOP500 Listの5位、世界のスパコン
の省エネ性能ランキングGreen 500 Listの8位を獲得している※107。
　さらに、2018年5月に、日本が取り組むべき今後のAI基盤技術の方向について、①人間と協調
できるAI、②実社会で信頼できるAI、③容易に構築できるAIを提案し、意見を募集した。

出典：AIST人工知能研究センターWebサイト※104

※104 産業技術総合研究所 人工知能研究センターWebサイト<https://www.airc.aist.go.jp/>
※105 「人工知能に関するグローバル研究拠点整備事業（平成28年度第2次補正予算額195億円）」 経済産業省Webサイト
 <http://www.meti.go.jp/information_2/publicoffer/282jihosei/282ji_PR_10.pdf>
※106  「人工知能・IoTの研究開発加速のための環境整備事業（平成27年度補正予算額9.0億円）」 経済産業省Webサイト 
 <http://www.meti.go.jp/information_2/publicoffer/27hosei/27hosei_PR_15.pdf>
※107  「大規模AIクラウド計算システム「ABCI」がスパコン性能ランキング世界5位」<https://www.aist.go.jp/aist_j/press_

release/pr2018/pr20180626/pr20180626.html>
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■表2-10-5 「次世代人工知能推進戦略」の研究開発テーマ

No. 概要

① 小規模データしか得られない場合に、強化学習やスパースモデリングと呼ばれる技法を用いて学習を実現するAI技術の開発。

② 深層学習の欠点（問題が複雑な場合に汎化能力が欠如するという本質的な課題や、入力と出力の関係がブラックボックスとな
ってしまい、システムに不具合が生じてもその原因の究明や品質保証が困難になる課題）を克服した機械学習法の研究開発。

③ 少量のデータしか得られない場合でも、多数の入力データを活用することによって汎化能力が高められる半教師あり学習など新た
な機械学習法の研究開発。

④ ロボット等の運動とAIの組み合わせにより、プランニングを行ったり、シンボルグラウンディングを行う問題に関する研究開発。

⑤
機械翻訳や音声翻訳などの自然言語処理技術と対訳コーパスの開発及び蓄積、並びにウェブやSNS、さらには学術論文や公
的文書等の多種多様な知識を利用する技術、こうした知識をより効率よく人間に伝え活用するための手段として対話ロボット
等の開発。

⑥

ネットワーク上のクラウド等と自律的に処理を分担するとともに、システム間での情報共有が可能となる等、相互に通信し連携
しながら自律的に判断、行動し、人の意思決定や行動を支援するための、IoT／ビッグデータ、AIを前提としたネットワーク
型AI社会基盤の実現（例えば、異なる機械学習アルゴリズムの融合に基づいた通信の効率化や、情報のスパース符号化によ
る通信量の削減、さらには脳の動的なネットワークの再構成を模倣した効率よいルーティングなど）。

⑦ 脳活動計測データ自体の解析へのAIの適用。

⑧ 人間の脳の情報処理メカニズムを参考にした深層学習の新たなパラダイムの創出など、脳科学の知見のAIへの適用。

■図2-10-1 AIRCにおける研究開発の取組み

※108  「人工知能研究センターを設立 -人工知能研究のプラットフォーム形成をめざして-」産業技術総合研究所Webサイト
 <http://www.aist.go.jp/aist_j/news/pr20150507.html >
※109  「次世代人工知能推進戦略」 総務省Webサイト <http://www.soumu.go.jp/main_content/000424360.pdf >

　総務省では、総務大臣の諮問機関である「情報通信審議会情報通信技術分科会技術戦略委員
会」において、平成28年7月に「次世代人工知能推進戦略※109」を取りまとめた。本戦略では、我
が国で注力していくべき研究開発分野として、8個のテーマが掲げられている（表2-10-5）。

社会・ビジネスへの適用
（企業・ベンチャー企業・公共部門）

国内外の大学・研究機関等からエース級人材を集約した研究チーム
（客員研究員・クロスアポイントメント制度・リサーチアシスタント制度）

ネットワーク
サービス

自動言語処理

海馬モデル 大脳皮質モデル
（Deep Leaning）

基底核
モデル 確率関係

モデル
… ベイジアン

ネット …

行動データ
マイニング

画像・動画
認識

音声・音響
認識

…予測・推薦 最適計画

カーブアウト
受託研究 等

起業
技術移転 等

応用領域の例
実用化・ベンチャー創出・コンサルテーション等

知識を自ら創り出す
脳型人工知能

膨大なデータから知識を抽出する
データ・知識融合型人工知能

適用先からのニーズ探索

企業
流通

サービス設計
産業用ロボット
自動車（自動運転）

医療
金融

セキュリティ

知識モデル

気象情報
技術文献分類
インフラ管理

ベンチャー企業

企画チーム

潜在的ニーズ探索と機動的な
研究開発課題の選択をする

出典：産業技術総合研究所Webサイト※108

出典：総務省「次世代人工知能推進戦略」より作成
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※110　「ALAGIN 言語資源・音声資源サイト」Webサイト<https://alaginrc.nict.go.jp/>
※111　先進的音声翻訳研究開発推進センターWebサイト<http://astrec.nict.go.jp/research/index.html>
※112　「『翻訳バンク』の運用開始」NICTWebサイト<https://www.nict.go.jp/press/2017/09/08-1.html>
※113　「「AIPプロジェクト（人工知能／ビッグデータ／ IoT／サイバーセキュリティ統合プロジェクト）」に係る平成28年度戦略目標の

決定について」 文部科学省Webサイト <http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/28/05/1371147.htm>

　総務省所管の情報通信研究機構（NICT）では、脳情報通信、音声認識、多言語音声翻訳、社会
知解析、革新的ネットワーク技術等の研究開発をかねてより進めている。例えば、高度言語情報
統合フォーラム（ALAGIN）※110では、自然言語処理の研究に資する言語資源・音声資源の整備を
実施している。また、脳情報通信融合研究センターでは、システム神経科学、情報通信技術、ブ
レインマシンインターフェース、ニューロイメージング技術やロボット工学の研究を実施してい
る。さらに、先進的音声翻訳研究開発推進センターでは、東京オリンピック・パラリンピック競
技大会が開催される2020年までに、国内の鉄道などの交通機関やショッピング施設、観光地、
医療の現場などで活用される実用性の高い多言語音声翻訳技術や、企業などにおいて他国の特許
を自動で翻訳できる多言語テキスト翻訳技術などを開発※111するとともに、自動翻訳システムの
様々な分野への対応や高精度化を進めるため、オールジャパン体制で翻訳データを集積する「翻訳
バンク」の運用を開始した※112。
　次世代人工知能推進戦略では、このようなNICTがこれまで整備を進めてきた言語情報データ
や脳情報モデルを基盤として、全国規模で利用可能とする「最先端AIデータテストベッド」の整
備、脳機能に学び知能を理解・創造する次世代AI技術の研究開発、IoT ／ビッグデータ／AI情
報通信プラットフォームの開発等を推進することとしている。

　文部科学省は「人工知能／ビッグデータ／ IoT ／サイバーセキュリティ統合プロジェクト」
（Advanced Integrated Intelligence Platform Project；AIPプロジェクト）※113 を推
進しており、その研究開発拠点として、理化学研究所に革新知能統合研究センター（AIP）を平成
28年4月に設置した。当センターでは、世界最先端の研究者を糾合し、革新的な基盤技術の研究
開発や我が国の強みであるビッグデータを活用した研究開発を推進することとし、具体的には表
2-10-6に掲げた３つの領域で研究開発を実施することとしている。

■表2-10-6 AIPプロジェクトにおける研究領域

カテゴリ 概要

汎用基盤 深層学習の原理の解明：現在のAI技術では対応できない高度に複雑・不完全なデータ等に適
用可能な基盤技術の実現。

目的指向 日本の強みを伸長：AI×再生医療・モノづくり等。
社会課題の解決：AI×高齢者ヘルスケア・防災・インフラ検査等。

倫理社会 AIと人間の関係としての倫理の明確化。
AIを活かす法制度の検討等。

出典：「人工知能／ビッグデータ／IoT／サイバーセキュリティ統合プロジェクト」より作成

　2017年4月、AIPは、研究開発成果の実用化加速のために官業界等との連携を強化するため、
東芝、NEC、富士通の3社各々との連携センターを開設し（設置期間は2022年3月31日まで）、
各社が携わるソリューションを対象に、次世代人工知能基盤技術の開発から社会実装までの一
貫した研究を担うこととした（表2-10-7）。
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■表2-10-7 理研AIP連携センターの研究課題

連携センター名 研究課題

理研AIP-東芝連携センター
✓ プラント生産性向上
✓ 知的生産性向上
✓ モビリティ自動化・ロボット化

理研AIP-NEC連携センター
✓ 少量の学習データで高精度を実現する学習技術の高度化
✓ 未知状況での意思決定を支援する学習／ AI技術の高度化
✓ 複数AI間の調整に関わる強化学習の理論的解析

理研AIP-富士通連携センター
✓ 「ロバストな機械学習」：いかなる環境でも的確に未来を予測
✓ 「シミュレーション・AI融合」：未知の環境の創出
✓ 「大規模知識構造化」：より良い施策の立案

　科学技術振興機構（Japan Science and Technology Agency；JST）では、戦略的創
造研究推進事業（新技術シーズ創出）において、AIPプロジェクトに関連する研究領域をネット
ワークラボとして束ね、これをAIPと一体的に運営している（表2-10-8）。

※114 「「理研AIP-東芝連携センター」、「理研AIP-NEC連携センター」、及び「理研AIP-富士通連携センター」を開設」理化学研究所 
Webサイト<http://www.riken.jp/pr/topics/2017/20170310_1/>

※115  AIPネットワークラボの構成領域<http://www.jst.go.jp/kisoken/aip/ryoiki/index.html>

出典：理化学研究所Webサイト※114より作成

■表2-10-8 ネットワークラボの構成領域

区分 研究領域 概要

CREST

共生インタラクション
人間・機械・情報環境からなる共生社会におけるインタラクションに関する理解を深め、
人間同士から環境全体まで多様な形態でのインタラクションを高度に支援する情報基盤
技術の創出と展開を目指す。

人工知能 実社会の膨大なデータを知的・統合的かつセキュアに収集・処理・学習・制御するため
のイノベーション創発に資する技術の確立を目指す。

知的情報処理 人間と機械の協働により新たな知を創出し、人・集団の知的活動の質向上を実現する知
的情報処理システムを目指した研究開発を推進する。

ビッグデータ応用
個々の研究者や組織のみでは集積することが困難な大規模かつ多様な関連データを相互
に関連づけて高度な統合的分析処理を行うことにより、これらのビッグデータに隠されて
いる革新的知見や価値を抽出し創成することを実証的に研究開発する。

さきがけ

人と
インタラクション

人間と人間、人間と機械、人間と情報環境、人間と実世界環境などの多様な状況でのイ
ンタラクションの進展に資する人間の能力を拡張するための新たな技術や人間と環境が
高度に調和する技術の創出、インタラクション理解のさらなる深化を目指す。

社会デザイン
モビリティなどを含めた社会基盤、介護を含むヘルスケア、防災・減災、ロボティクスな
ど、あらゆる分野において、情報を知的・統合的に解析・処理・制御し、新しいサービ
スや社会構造の構築に貢献する基盤技術を創出する。

社会情報基盤
より良い社会の実現を目的とする情報基盤の要素技術の研究と、それらの技術を対象と
する社会と調和させるために必要な制度や運用体制、ビジネスモデルまでも含めた総合
的な議論と実践を行う。

CREST、さきがけ
複合領域 ビッグデータ基盤 ビッグデータの複数ドメインに共通する本質的課題を解決し、様々な分野のビッグデータ

の統合解析を可能にする次世代基盤技術の創出・高度化・体系化を目指す。

ACT-i 情報と未来 情報学における研究開発によって未来を切り拓く気概を持つ若手研究者を支援するとと
もに、新しい価値の創造につながる研究開発を推進する。

出典：JST「AIPネットワークラボの構成領域※115」より作成
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　国立情報学研究所（NII）は、「AIが人間に取って代わる可能性がある分野は何か」といった問題
を考える際の指標になりうるAIの客観的なベンチマークを指し示すことを目的として、大学入試
問題をAIが解くことに挑戦した「ロボットは東大に入れるか」プロジェクトを、他機関のグループ
とともに2011年から推進した。2016年にはセンター試験模試で5教科8科目の合計で525点を
獲得、偏差値は57.1に達し、国公立23大学、私立512大学で合格可能性80％以上との判定を
得た※116。
　NIIは、2017年11月に、AIをはじめネットワーク、クラウド、セキュリティなどの最先端情報技
術の活用により医療分野の課題解決を推進するため「医療ビッグデータ研究センター」を設置した※117。
本センターを基盤として、NIIが構築・運用する学術情報ネットワーク「SINET5」※118を活用した
医療画像ビッグデータのクラウド基盤の構築、AIによる医療画像解析の研究開発、匿名化した医
療画像の収集に学会※119の協力を得つつ取り組むとしている（図2-10-2）。

※116 NIIニュースリリース<https://www.nii.ac.jp/userimg/press_20161114.pdf>
※117 2017年12月25日ニュースリリース<https://www.nii.ac.jp/news/release/2017/1225-2.html>
※118 NIIが構築・運用している学術情報ネットワーク（Science Information NETwork）。2017年度末現在で、国立大学86校す

べてを含む全国の大学や研究機関など889機関が加入しているのに加え、日米及び日欧も結ぶネットワークである。
※119 日本消化器内視鏡学会、日本病理学会、日本医学放射線学会と協力することとしている。
※120 NIIニュースリリース<https://www.nii.ac.jp/news/release/2017/1225-2.html>

②米国における国防高等研究計画局（DARPA）関連プロジェクト
　米国政府の政策については第４章にて紹介するが、ここでは主に国立機関プロジェクトとして、
DARPAのプログラムを以下に列記する（表2-10-9）。これらは、DARPAが将来必要となると
予想しているAI技術であると推測されることから、米国における今後のAI技術開発の方向性を
示唆するものであるといえる。特に、「説明できるAI」は政府民間を問わない共通の関心事であり、
MITやGoogleなどの民間分野でも、DARPAプロジェクトとは独立に、関連研究が行われて
いる。

■図2-10-2 医療画像ビッグデータクラウド基盤のイメージ

VPN VPN

医療画像ビッグデータ
クラウド基盤（NIIクラウド） 研究者

（医療）
学会等

学会
サーバー

大学・病院

研究者
（AI／情報）

クラウド基盤の機能
（1）学会サーバーからデータ（匿名化済）をアップロードして保存する。
（2）研究者がクラウド上でデータを解析する。

高性能
CPUサーバー

高性能
ストレージ

VPN
医療画像
データ

（匿名化）
（1） （2）

医療画像
データ

（匿名化）
医療画像
データ

（匿名化）

AI画像解析
deep learningAI画像解析

deep learning

出典：国立情報学研究所ニュースリリース※120
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■表2-10-9 DARPAのプログラム

発表 タイトル 概要

2017年夏 「説明できるAI 
（Explainable AI, XAI）」

✓ XAIは、医療・法律・金融・国防など、透明性及びユーザーから“信頼”が要
求される分野で活用できるよう、意思決定の理由を人に提示できる人工知能の
開発を目指す。

2018年5月 L2M

✓ 生物学システムからヒントを得て、新たな状況に継続的に対応する機械学習シ
ステムを開発する。

✓ 2017年に公募が開始されており、2分野に取り組むチームを選出した。一つは
システム及びコンポーネントの開発を行う。もう一つは、生物有機体の学習メ
カニズムを研究し、これらをコンピューティングシステムに適用する。

2018年7月 学習・訓練用のデータ削減

✓ 現在の主要な機械学習システムは、人間によって個々にラベル付けされた膨大
な教師データを必要とする。これが深層ニューラルネットワーク（DNN）の訓練
に多くの費用と時間を要する原因となっている。また、機械学習システムは度々
学習が不安定になる課題を抱えている。

✓ そこで、機械学習システムの訓練と適合に伴う初期費用と時間を削減するため、
「より少ないラベルで学習するプログラム」を開始する。

2018年7月 AIE「 第3の波（Contex-
tual Adaptation）」

✓ AI技術領域における米国の優位性維持を目的として「人工知能探査（Artificial 
Intelligence Exploration；AIE）」プログラムを発表。

✓ AI技術の進展を、「第1の波（ルールベース）」、「第2の波（統計的機械学習）」
と捉え、それらの限界を認識。「第３の波」として“Contextual Adapta-
tion”能力をもつAI、説明性やモデル（contextual model）を利用した適応
性のあるAIの理論構築とアプリ開発を目指す。

✓ 研究者は、助成受給から18カ月以内に新たなAIコンセプトの実施可能性を確
立するための取組みを行う。

2018年9月 常識を持つ機械

✓ AIアプリケーションが、人とより効果的なコミュニケーションをとるための常識
を有する研究開発プログラムを発表。2つのアプローチをとる。

　 1.子供のように経験から学ぶ基本的な認知の中核機能を模倣する計算モデル
　の開発

　 2.Webリポジトリなどのテキストデータから学び、常識を形作る知識リポジト
　リを構築し、質問応答を行う技術の開発

※121  国防高等研究計画局（DARPA）Webサイト<https://www.darpa.mil/>
※122  <https://www.cifar.ca/ai/pan-canadian-artificial-intelligence-strategy>

③カナダにおけるAI政策とAIエコシステム
　カナダは、第３次AIブームの火付け役となったAI研究者を次々と輩出し、「ディープラーニング
（深層学習）」をはじめとするAI研究・開発の中心である。「深層学習」の理論で有名な、Geoffrey 
Hinton、Yann LeCun、Yoshua Bengioの3人（「カナディアン・マフィア」とも称される）が、
トロント大学のカナダ先端研究機構「CIFAR」のニューラルコンピューテーションプログラムに所属
していたころに、「深層学習」理論を築き上げたことで知られている。この地の利を活かした戦略に
よりカナダはAI強国とされている。
　カナダは、2017年3月にいち早くAI戦略である“Pan-Canadian Artificial Intelligence 
Strategy”を公表し、カナダのAI戦略※122は、①優れたAI 研究者と技術力のある卒業生の数をカナ
ダに増やす、②エドモントン、モントリオール及びトロントにあるカナダの主要な３つのAI拠点の
間に科学的に卓越した連携関係を構築する、③AI促進に伴う、経済、倫理、政策及び法律について
の検討にリーダーシップを発揮する、④AIに関する国家的研究コミュニティを支援する、ことを目
標としている。

出典：DARPA Webサイト※121より作成
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　カナダでは、深層学習の著名研究者を中心に主要大学と民間企業を結び付けた地域クラスター
（センター）を中心にした発展が顕著であるとされている。まず、トロント及びオンタリオ州ウォー
タールー地区は最大のAIクラスターであり、「深層学習の創始者」として世界的に有名なGeoffrey 
Hintonトロント大学特別名誉教授が顧問を務めるMaRSディスカバリー・ディストリクト
（MaRS）というイノベーションハブを中心に、革新的技術の研究開発を支援している。MaRSには、
Facebook、Google、Paypalなどが入居している。
　モントリオールは２番目に大きなクラスターで、深層学習の先駆者の1人であるYoshua Bengio
モントリオール大学教授が所長を務めるモントリオール学習アルゴリズム研究所（MILA）が、学術
機関やインキュベーター、新興企業、既存企業などと共同で高度AI研究を進め、カナダ全域でAI技
術の導入と商業化推進を目指している。
　アルバータ州都のエドモントンも最近注目されているAIクラスターである。University of 
Alberta（アルバータ大学）はAIと機械学習の論文数で世界トップ3に入り、アルバータ・マシン・
インテリジェンス研究所（AMii）には、強化学習の父として知られるRichard S. Sutton教授が在
籍し、ディープラーニング（深層学習）と強化学習を組み合わせた深層強化学習の研究が進んでいる。
深層強化学習を用いたAlphaGo（碁）で有名なDeepMindもエドモントンに支社を設立しアルバー
タ大学と緊密に協力しながら、人間が介在せずに複雑な問題に対処できるAI研究に取り組んでいる。
　カナダ政府は民間のベンチャー支援の一環として、2013～ 2016年の4年間で4億カナダドル
を出資した。AIスタートアップ企業は120社以上ある。中でも最も注目されているのは、起業家
Jean-François Gagnéと共にYoshua Bengioが2016年10月に設立したAIソリューション
を提供するElement AIである。同社は、2018年1月にはロンドンに欧州本社を設立、5月末時
点で従業員数は270人に達し、そのうち博士号保持者は70人に達している。またGPUの次のＡ
Ｉ開発を加速する道具とされている、「量子コンピューティング」についてもカナダには、先行する 
D-Wave Systemsや1QBit社等のベンチャーの存在が注目される。
　このように、AI研究開発拠点を中心に、企業・人材が国内・国外から集まるとともに、ベンチャ
ーにとって起業しやすい環境を政府が整備し、新技術を開拓するベンチャーが次々と生まれるとい
う、エコシステムが確立しつつあるといえる。

（2）民間企業の研究開発の現状
　AI技術は、新規産業を生む一方、幅広い産業に適用可能なものであり、AI企業と一口に言って
もその業種や業態が多様であることが特徴である。また、既存企業が活発に研究開発を行ってい
る一方で、数多くのAIスタートアップ企業が生まれている。このプレイヤーの多様さと活発な投
資活動及び企業買収活動が、人工知能技術産業のダイナミズムを生んでいるといえるだろう。
　まず、AI研究開発を活発に行っている大企業についていえば、IBM Watsonを擁するIBM
（米）、そしてGoogle（米）、Amazon（米）、Facebook（米）、Microsoft（米）などの巨大IT
企業が挙げられる。そのほか、Samsung（韓）、NEC（日）、富士通（日）、東芝（日）、Siemens
（独）といった総合電機メーカーや、NTT（日）、Qualcomm（米）、韓国電子通信研究院（韓）と
いった情報通信企業または研究機関、電力企業の国家電網（中）、印刷機器メーカーのXerox（米）
等が挙げられる。このように、AI技術の研究開発が活発な企業の業種は多岐にわたっている。
　次にAIスタートアップ企業についてみると、AIスタートアップ企業は多様かつ数多く存在す
るが、CB Insightsが 2018 “A.I. 100”を発表している※123 ※124ので、このデータをもとに成
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※123 CB Insights ai. 100 2018<https://www.cbinsights.com/research-ai-100>
※124 These 100 Companies Are Leading the Way in A.I.<http://fortune.com/2018/01/08/artificial-intelligence-

ai-companies-invest-startups/>
※125 2,000以上のスタートアップ企業の中から、投資指数、技術革新、チーム力、特許活動、モザイクスコア（CB Insights独自の

指数）、資金調達歴、評価、ビジネスモデルを含む基準で選ばれている。

長力の高い地域と業種の傾向をみた※125。
　米国からは実に76の企業が選ばれておりAIスタートアップ企業の活動が活発であることがう
かがわれる（表2-10-10）。中国からは8つの企業が選ばれているが、総資金額が米国に匹敵する
ほど巨大で企業あたりの規模が大きい傾向にあり多額の投資がなされている。また、総資金額が
大きい業態は、ニュース及びメディア、横断的産業、フィンテック及び保険、ロボティクス、サ
ーバーセキュリティなどである（表2-10-11）。

■表2-10-10 A.I.100企業国籍

国／地域 企業数 総資金額
（百万米ドル）

米国 76 6363.9 

中国 8 5454.7

英国 5 446.7

イスラエル 4 113.6 

カナダ 2 109.2

日本 2 126.2

台湾 1 81.5 

フランス 1 39.7

スペイン 1 8.2 

合計 100 12743.7

■表2-10-11 A.I.100 業種カテゴリ

業種カテゴリ 企業数 総資金額（百万米ドル）
ニュース及びメディア 2 3214.1 

横断的産業 10 1688.7

フィンテック及び保険 5 1399.2

ロボティクス 7 1124.4

サイバーセキュリティ 11 1064.3

ヘルスケア 8 746.6

企業内AI 8 595.5

オートテック 5 593.1

マーケティング、セールス、CRM 6 512.8

IoT 5 378.4

AIハードウェア 4 315.8 

コマース 5 240.4

リスク及び規制コンプライアンス 5 175.0

生命科学 1 174.0

教育 2 138.5 

地理空間分析 2 117.2 

HRテック 3 68.5

農業 2 56.2 

IT及び通信 1 52.9 

リーガルテック 1 24.3

物理セキュリティ 2 20.9

旅行 1 14.3 

ソフトウェア開発及びデバッギング 1 10.5 

パーソナルアシスタンス 1 8.2

スポーツ 1 7.2

eスポーツ 1 2.7

合計 100 12743.7

出典：CB Insights ai. 100 2018より作成

出典：CB Insights ai. 100 2018より作成
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※126  <https://www.partnershiponai.org/>
※127  2018年7月20日現在。
※128  NTTグループのAI技術「corevoTM」を実装した共通基盤にてデバイス連携システムの合同実証実験を開始
  <http://www.ntt.co.jp/news2016/1607/160725a.html>
※129   研究Q&A <http://www.ntt.co.jp/svlab/activity/pickup/qa47.html>
※130   デジタルトランスフォーメーションを加速する最先端AI技術群「NEC the WISE」 <https://jpn.nec.com/ai/>
※131   Zinraiトップ <http://www.fujitsu.com/jp/solutions/business-technology/ai/ai-zinrai/>
※132   AIの推定理由や根拠を説明する技術を開発「Deep Tensor」とナレッジグラフを融合
   <http://pr.fujitsu.com/jp/news/2017/09/20-1.html>
※133   人とモノが共働する世界を実現する東芝の2つのAI技術 <https://www.toshiba.co.jp/iot/spinex/ai.htm>

　2016年9月にFacebook、Amazon、Alphabet （Google）、IBM、Microsoftの5社は、
共同でAIにおける新たな提携を行い、非営利団体“Partnership on AI”を設立した※126。AI技
術について、その研究開発に関するベストプラクティス構築について支援するとともに、普及活
動等を行うことを目的としている。そして、安全が求められる重要用途AIや公正で透過的で説明
可能なAIの実現、AIによる労働及び経済への効果、人と協調できるAIシステム、AIが社会に与
える影響、AIと社会的な善について検討を行っている。現在、9カ国50以上の企業及び団体が参
加している※127。

①我が国の民間企業における研究開発動向
　我が国の民間企業においては、特にディープラーニングに対する取組みについて現状では米国の
情報系企業を中心とする取組みに比べスタートが遅れたことは否めない。そもそも国内のAI関連
の人材は不足しており（「2.7.1 AI人材育成の全体イメージ」参照）、大手企業は米国への投資や直
接研究所を開設することで研究開発を進めている事例が見られる。例えば、Toyota Research 
Institute（米国）は、シリコンバレーに研究所を開設し、スタンフォード大学等との共同研究を
実施している。また、リクルートホールディングスは、データ分析の自動化技術を開発している
DataRobot（米国）に、トヨタ自動車及びファナックはPreferred Networksに、ソフトバンク
はFlipkart（印）、Fanatics（米）等に、NVIDIAはABEJA等に、各々出資している。
　NTTグループは、AI関連技術群の総称としてcorevoをブランド名としたサービスを展開して
いる。corevoを構成するAI技術は、人の発する情報を捉えて意図・感情を理解するAgent-AI
（コンタクトセンターや高齢者支援）、心身を読み書き深層心理・知性・本能を理解するHeart-
Touching-AI（スポーツ上達やメンタルウェルネス）、人・モノ・環境を読み書き、瞬時に予測・制
御するAmbient-AI（運転支援や災害予測・復旧）、複数のAIがつながり社会システム全体を最適
化するNetwork-AI（ネットワークの故障予知や社会最適化）の4種からなる※128  ※129。
　他の特許出願数上位企業としてNEC、富士通、東芝が挙げられ、既存サービスにAI技術を導入
した製品展開がなされている。NECは、デジタルトランスフォーメーションを加速する最先端AI技術
「NEC the WISE」を展開している※130。富士通は、AIを活用したサービスZinraiを展開しており※131、
また、物質の構造など実世界のデータの関係（グラフ構造）を直接学習する「Deep Tensor」と学術
論文など世界中に存在する膨大な知識を構造化したナレッジグラフを組み合わせてAIが行った判断
結果にいたる根拠を提示する技術を開発した※132。東芝は、製造現場等に適用するAI技術SATLYS
と人と人のコミュニケーションをサポートするAI技術RECAIUSを展開している※133。
　Preferred Networksは、Preferred Infrastructureからスピンアウトして設立されたスター
トアップ企業であり、リアルタイム機械学習技術をIoT領域に適用している。事例として、交通シス
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※134   一般社団法人日本ディープラーニング協会Webサイト<http://www.jdla.org/>
※135   2018年5月にGoogle Researchから改称されたことが発表された。
※136   Amazon spent nearly $23 billion on R&D last year ̶ more than any other U.S. company
  <https://www.recode.net/2018/4/9/17204004/amazon-research-development-rd>
※137  開発者カンファレンス「F8」2018：2日目発表内容まとめ
  <https://ja.newsroom.fb.com/news/2018/05/f8-2018-day2/>

テム（2014年10月からトヨタ自動車と共同研究）、製造業（2015年6月からファナックと、2017
年12月から日立製作所と共同研究）、バイオヘルスケア（2017年12月から国立がん研究センター棟
と共同研究）を重点事業領域としている。同社はニューラルネットワークのフレームワークChainer
を公開しているのに加え、海外学会においても積極的に発表を行っており、高く評価されている。
LeepMindは、企業向けにディープラーニングエッジソフトウェア開発を行い、また、深層学習を
実装したエッジデバイスの技術開発を行っている。
　2017年6月に日本ディープラーニング協会※134が設立され、ディープラーニングについて、①産
業活動の促進、②公的機関や産業界への提言活動、人材育成、国際連携活動、社会との対話、等の活
動を行っていくとしている。同協会は、ディープラーニングに関する知識普及と人材育成のため、ジ
ェネラリスト向けのG検定及びエンジニア向けのE検定の2種類の資格試験を実施している（「2.7.2 
スキル標準／認定・検定制度」参照）。
　我が国では、昨今のAIの興隆への対応は少し遅れたものの、今後に関しては、AI及び脳科学等関
連諸科学のアカデミックの研究者層の厚みを背景とした産官学連携の推進、リアル空間のデータを持
つ製造業の強みを利用したビジネス開発など、既存の強みを活かした戦略が期待される。

②米国の民間企業における研究開発動向
　2006年にディープラーニングの興隆の発端となった論文を執筆したGeoffrey Hintonは、トロ
ント大学の教授であるが、現在はAlphabet（Google）と兼任している。このように、米国の場合、
大学と民間企業の研究所の間の人材交流が大変活発であることが特徴である。Hintonのほかにも、
Facebook AI ResearchのYann LeCun等、AI分野の著名な研究者が多く民間情報系企業の研
究所に移籍や兼任、アドバイザリー等の形で関わっており、情報系企業のAIの研究開発戦略を担っ
ている。
　Jeffrey Deanが率いるGoogle AI※135は、1,700名弱（2018年7月現在）の研究者を擁する。特
にディープラーニングに特化したGoogle Brain Teamは、深層学習の理論的研究から自然言語処
理、機械翻訳等の研究を進めており、Neural Turing Machine等、パターンと記号処理の融合を
目指す分野で本質的な研究を多く行っている。また、ディープラーニングのフレームワークである
TensorFlowをオープンソースとして公開している。
　Amazonは、2017年中に米国企業中最大の230億ドル近い研究開発予算を投じ、これは2位の
Alphabet （Google）を大きく引き離していることで話題となった※136。同社は、AWS、Alexa、
キャッシュレスのコンビニエンスストアAmazon Goといった野心的な技術に投資を行っている。
なお、2017年の米国企業R&D投資額ランキング3位以降は、順にIntel、Microsoft、Appleで
あり、実に上位5位までをIT企業が占めている。
　Facebookも、AI技術に投資を行っており、35億件もの一般入手可能な写真のデータセットに
対し、ハッシュタグを付与する画像認識システムの訓練に成功したと発表した。また、オープンソー
スAIフレームワークPyTorchを公開している※137。
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※138 Apple、GoogleのAIトップを引き抜く<https://jp.techcrunch.com/2018/04/04/2018-04-03-apple-steals-
googles-ai-chief/>

※139 ニューヨークタイムズ紙、2018年4月3日 < https://www.nytimes.com/2018/04/03/business/apple-hires-
googles-ai-chief.html>

※140  IBMとMITがAI研究パートナーシップを締結、10年間で2億4000万円が提供される<https://jp.techcrunch.com/2017/
 09/07/20170906ibm-and-mit-pen-10-year-240m-ai-research-partnership/>
※141 アレン人工知能研究所< https://allenai.org/>

③欧州の民間企業における研究開発動向
　英国は、ケンブリッジ大学、オックスフォード大学において従来AI研究が盛んであるとともに、
DeepMindの本拠地でもある。深層学習と強化学習の組み合わせで囲碁においてトッププロ棋士に
勝利したAlphaGoを作ったDeepMindの研究開発動向は、仮想的な3次元の迷路を解くエージェ
ントの開発や、リカレントニューラルネットワーク（Recurrent Neural Network；RNN）、強
化学習の一種であるQ学習（Q-learning）を用いたシステムの開発など、今後のAI開発の方向性を

　GAFAの残る一角であるAppleは、これまで（Siriを提供していたものの）人工知能などの知的ソ
フトウェアの分野で立ち遅れていると目されていたが、Googleの人工知能及び検索の責任者であっ
たJohn Giannandreaを迎えたこと※138 ※139から分かるように、AI技術分野を強化しているところ
である。
　注目すべき点として、Amazon、Google、Microsoft、Appleは、スマートスピーカーを発売
しており、各々特徴は異なるものの、音声認識技術、会話技術、パーソナルアシスタンス技術、スマ
ートホーム技術を家庭に浸透させつつある。
　IBMは、「Watson」を含むクラウドサービスを提供する企業である。「Watson」はIBMが研究
開発する人間の認知に関わる情報処理（コグニティブ・コンピューティング）の総称であり、同社は
Watsonを開発するプロジェクトに2006年から取り組んでいる。そして、IBMとMITは、2017
年9月にMIT-IBM Watson AI labを設立するために10年間で2億4,000万米ドルに及ぶ契約に
合意したと発表した。この研究所では、まず第1に、ニューラルネットワークにもとづく深層学習を
用い、特定応用をさらに推し進めるAIアルゴリズムを開発、第2に機械学習と量子コンピューティ
ングを結び付ける研究を行うとしている※140。
　アレン人工知能研究所（Allen Institute for Artificial Intelligence；AI2）は、Microsoftの
共同創業者であるポール・アレンの出資を受け、人工知能に関する重大な問題を探求することを目的
として、2014年に設立された非営利の研究所である。同研究所が推進する“common sense AI”
プロジェクトは、ポール・アレンから新たに1億2,500万米ドルの出資を受けており、人工知能に
常識を持たせることで大きなブレークスルーをもたらすことを目指している※141 。DARPAの常識を
持つ機械を目指すプロジェクトに対して、ベンチマークテストを提供することになっている。
　Upstartは、貸付プロセスの自動化にAI技術を適用するスタートアップ企業であって、顧客の学
歴や就労情報から将来の収入を予想しリスクを算出して貸し付けを行う。同社は銀行やクレジット会
社等に当該サービスをSaaSとして提供している。
　Cybereasonは、イスラエル軍でサイバーセキュリティに携わった共同創立者により創業された
スタートアップ企業であり、エンドポイントのログを収集してリアルタイムで監視して解析を行い、
攻撃者の侵入を検知するプラットフォームを提供している。日本法人サイバーリーズン・ジャパン株
式会社は、ソフトバンクとCybereasonの合弁会社である。
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※142 シーメンス中国が国際自律ロボット開発を主導 < http://jp.xinhuanet.com/2017-09/15/c_136611930.htm>
※143 The Impact of Robots on Productivity、 Employment and Jobs <https://ifr.org/img/office/IFR_The_Impact_

of_Robots_on_Employment.pdf>
※144 2017年の特許取得件数において国家電網が首位に <http://www.spc.jst.go.jp/news/180105/topic_3_03.html>

（3）特許・論文の動向
①特許動向
　AIが様々な領域に影響を与え始めている変革期においては、広い範囲で特許権を取得できるケ
ースは少なくない。また、AIの進展は著しく、自社技術として秘匿しても、優位性を維持できる

見据えた取組みを多く実施している。
　ドイツも、DFKIにおいて、Volkswagen（ドイツ）など民間企業との共同研究を多く実施してお
り、自然言語処理、知識処理、仮想現実、データマイニング等の研究を実施している。
　ドイツのシーメンスは、2017年9月に中国の精華大学と協力して北京に自律ロボットの研究開発
センターを設立すると発表した※142。これは、国際ロボット連盟（IFR）のレポート※143に、2019年に
は中国が世界最大のロボット市場になると見込まれたことを受けたものと考えられる。
　Shift Technologyは、フランスのパリで設立されたスタートアップ企業であり、損害保険や生
命保険などの保険金詐欺検出にAIを利用したソリューションを提供している。
　Babylon Healthは、デジタルヘルスケアアプリケーションを提供する英国のスタートアップ企
業である。ユーザーはこのアプリケーションを通じて一般開業医とビデオ面談をすることができる。
後継バージョンでは、医師とのビデオ面談に先立ってAIによる医療アドバイスを受けることができ
る。このチャットボットを使うことで、不必要な通院を減らす効果がある。

④中国の民間企業における研究開発動向
　中国では、Baidu、Alibaba、Tencent（3社を合わせて“BAT”と呼ばれることがある）等の情
報系企業のAIへの取組みが先行している。
　Baidu（百度）は、2000年に創業された中国最大の検索エンジンを提供する企業であり、全世界
の検索エンジン市場においてGoogleに次いで第2位、中国国内では最大のシェアを占める。2013
年に北京に、2014年にはシリコンバレーに人工知能研究所を開設し、3億ドルを投じている。同社
は、検索サービスの向上につながる画像認識や音声認識、自然言語解析、機械翻訳などの研究に取り
組んでいる。
　Alibabaは、1999年の創業で、電子商取引サイトを運営している。ディープラーニングと推薦
システム、マルチメディアデータ分析等の研究を行っている。
　Tencentは、1998年に創業されたインターネット企業であり、ゲームの売上高では世界最大で
ある。同社は、機械学習、コンピュータービジョン、音声認識、自然言語処理の研究を行っている。
　国家電網は、世界最大の電力配送会社である。中国国内での特許取得件数で首位であり※144、人工
知能技術分野でも出願数で2位に大きく差をつけて首位になっている。
　Bytedanceは、ニュースアプリで成長したスタートアップ企業であり、総資産額は31億米ドル
を超えている。データマイニング技術とリコメンド技術をニュースアプリに応用している。
　Face++は、顔認識クラウドサービスプラットフォームを構築するスタートアップ企業であり、
顔認証サービスの提供に加えて顔決済サービスを実用化している。
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※145 パテントファミリが存在する場合、優先権主張年が最先の出願（ベーシック出願）をカウントした。パテントファミリが存在しな
い出願は出願年を用いてカウントした。また、出願日から公報発行まで期間が設けられているため（多くの場合18カ月）、検索日
との関係から2017年ないし2018年は暫定値であり、それ以前の値もデータベースの更新等により変動しうる。

※146 G06Nのほか、G06F15/18、 G06F17/28、 G06F19/24、 G06G7/60、 G06K9/66、 G10L15/06、 G10L15/065、 
G10L15/07、 G10L15/14、 G10L15/16、 G10L15/18、 G10L15/183、 G10L15/187、 G10L15/19、 
G10L15/193、 G10L15/197、 G10L17/04、 G10L17/18、 G10L25/30、 G10L25/33、 G10L25/36、 
G10L25/39を対象とした。

※147  検索日は2018年6月28日。
※148  表中の「国際」は世界知的所有権機関（World Intellectual Property Organization；WIPO）に、「欧州」は欧州特許庁

（European Patent Office；EPO）に出願され発行されたものである。
※149  出願から特許調査データベース更新までにタイムラグがあるため、2017～2018年は暫定値である。また、2016年以前であ

っても、特許調査データベースの更新により若干の変動がありうる。

期間は短い。そのため、国内外の主要企業等では、開発した技術に関わる特許出願を進めている
状況にある。
　以下に、AIに関わる特許の動向を示す。調査対象は、優先権主張年が2000年から2018年の
期間の特許・実用新案出願※145（以下、この項では「特許出願」という）とし、データベースにクラ
リベイト・アナリティクスのDerwent Innovationを使用し、国際特許分類（International 
Patent Classification；IPC）の分類コード（「G06N（特定の計算モデルにもとづくコンピュ
ーター・システム）」及びその他の人工知能技術関連分類※146）を用いて検索を行った※147。
　表2-10-12は、2000年から2018年の間の特許出願累計についての出願受理機関ごとのラン
キングである※148。図2-10-3は、特許出願総数の推移であり※149、2002年から2005年までは横
ばい、2006年から2009年までは増加傾向にあるものの2010年に一旦減少したあと、2011年
以降は急増している。そして、2002年ごろは日本と米国が大半を占めていたものの、次第に日
本の相対的割合が低下しつつあることがみてとれる。米国及び中国の特許出願数は大きく伸びて
おり、特に2016年以降は、他国出願の大半は公報発行前であることに留意は必要であるが、中
国出願数の著しい伸びが継続している点は注目すべきところである。

■表2-10-12 2000年～2018年の
　国／地域ごとのAI関連特許出願数

順位 国／地域 出願数 出願割合
1 米国 31,055 44.5%
2 中国 18,132 26.0%
3 日本 9,866 14.1%
4 韓国 3,059 4.4%
5 国際 1,358 1.9%
6 欧州 1,100 1.6%
7 台湾 973 1.4%
8 独国 815 1.2%
9 英国 663 0.9%

10 インド 562 0.8%
11 ロシア 532 0.8%
12 フランス 489 0.7%
13 その他 1,234 1.8%

合計 69,838 100.0%

■図2-10-3 世界のAI関連特許出願数推移
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NEDO技術戦略センターが作成（2018） 出典：Derwent Innovationでの検索結果をもとにNEDO技術戦略センターが作成（2018）
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※150  各国に対する特許出願をカウントした。ただし、ある国に同一の優先権主張を伴う出願が複数件ある場合は1件とカウントした。
※151  ファミリ中の最先の出願（ベーシック出願）の出願先の国を出願人の国籍とみなした。

　次に、国ごとの出願傾向を示す。対象出願は優先権主張年が2000年から2018年の各国に対
する特許出願※150である。図2-10-4の世界特許出願の出願人国籍※151をみると、米国が半数近く
を占めており、次いで中国、日本、韓国の順となっている。図2-10-5～図2-10-8は、各国に
おける出願人国籍である。一般に通常は当該国の出願人が多くの割合を占めるため、注目すべき
は2位以降の国であり、どの国の企業が当該国を、競争力を維持すべき市場として重視しているか
を反映していると考えられる。図2-10-5の米国への出願の場合、日本、韓国、欧州の順で出願
がなされている。図2-10-6の中国への出願の場合、米国、日本の順となっている。図2-10-7
の日本への出願の場合、米国、欧州の順となっている。図2-10-8の独国は少し状況が異なり、
同国の出願数が大きくないこともあって外国籍の比率が高く、米国と独国がほぼ同程度であり、
日本、欧州が続く。

■図2-10-4 世界におけるAI関連特許出願の
出願人国籍 （2000年～2018年累計）

■図2-10-5 米国出願（AI関連）の出願人国籍
（2000年～2018年累計）
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■図2-10-6 中国出願（AI関連）の出願人国籍
（2000年～2018年累計）

■図2-10-7 日本出願（AI関連）の出願人国籍
（2000年～2018年累計）
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■図2-10-8 独国出願（AI関連）の出願人国籍
（2000年～2018年累計）
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■表2-10-13 2012年～2016年AI関連特許出願の多い出願人ランキング

順位 2012～2016年特許出願数トップ15 出願数
1 IBM（米） 2396

2 Google（米） 816

3 Microsoft（米） 718

4 Samsung（韓） 432

5 NTT（日） 380

5 NEC（日） 380

7 国家電網（中） 353

8 富士通（日） 267

9 Facebook（米） 247

9 Qualcomm（米） 247

11 韓国電子通信研究院（韓） 240

12 東芝（日） 194

13 Amazon（米） 186

14 Siemens（独） 172

14 Xerox（米） 172

　次に、2016年における、世界全体と米国、中国、日本、独国における出願数が多い出願人を
示す（表2-10-14）。米国においては、世界全体の傾向がおおむね反映されている。IBMが首位
であり、Microsoftが追う状況にある。中国では、中国全土へ送電・変電・配電を行う国家電網
が一位、IT企業大手のAlibabaが２位、そのほか中国の企業及び大学が大半を占め、その中で
Google（米）やSamsung（韓）といった外国企業がランキングに入っているところから、中国国
内では大規模出願人により出願されているというよりは、多数の出願人によって全体として大量
の出願がなされているものと推測される。日本では、日本の大手総合電機メーカーなど日本の企

　次に、世界全体において2012年から2016年までの出願累計が多い出願人を示す（表2-10-
13）。IBMが首位であり、出願数が他に比べて多い。次いで、Google、Microsoftと米国企業
が続き、韓国企業のSamsung、日本企業のNTT、NECが続く。トップ15に入った出願人国籍は、
米国、日本、中国、韓国、独国となっている。

出典：Derwent Innovationでの検索結果をもとに
NEDO技術戦略センターが作成（2018）

出典：Derwent Innovationでの検索結果をもとにNEDO技術戦略センターが作成（2018）
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業及び研究機関が国内出願の上位を独占している状況にある。独国は米国企業、独国企業、日本
企業が含まれるが、独国の産業構造を反映して自動車業界の企業が比較的多いことが特徴である。
　表2-10-14を図2-10-5と併せてみると、米国市場に対して、米国企業のみならず日本、韓国、
独国の大手外国企業が出願している状況がみられ、グローバル企業の米国市場重視の傾向をみる
ことができる。また、図2-10-5～図2-10-8をみると、中国の企業及び大学の外国での特許出
願活動は今のところさほど活発化していないが、現状は中国国内の出願件数の伸びが著しい状況
にあることから、今後の動向には注視していく必要がある。

■表2-10-14 2016年における国ごとの上位出願人による特許出願数（AI関連）

順位
世界 米国 中国 日本 独国

出願人 出願数 出願人 出願数 出願人 出願数 出願人 出願数 出願人 出願数

1 IBM（米） 666 IBM（米） 666 国家電網（中） 121 NTT（日） 95 Google
（米） 56

2 Microsoft
（米） 192 Microsoft

（米） 188 Alibaba（中） 56
富士通
（日） 92

ファナック
（日） 33

3 Google
（米） 189 Google

（米） 183
西安電子科
技大（中） 51

パナソニ
ック（日） 49 フォード（米） 27

4 Samsung
（韓） 126 Samsung

（韓） 111 Huawei
（中） 48 東芝（日） 47 Bosch（独） 12

5 国家電網
（中） 121 Facebook

（米） 83 Google（米） 47
ファナッ
ク（日） 35

ゼネラルモー
タース（米） 12

6 富士通（日） 102 富士通（日） 81 Baidu（中） 46
日本電気
（日） 35

アドビシス
テムズ（米） 8

7 NEC（日） 102 NEC（日） 69 アモイ大（中） 42 日立（日） 33 Siemens
（独） 8

8 NTT（日） 95 Intel（米） 67 天津大（中） 41 SONY
（日） 30 Audi（独） 4

9
韓国電子
通信研究院
（韓）

85
アクセン
チュア（アイ
ルランド）

56
北京
工業大学（中） 41

三菱電機
（日） 27 BSH（独） 3

10 Facebook
（米） 83 LinkedIn

（米） 48
北京バイドゥ・
ネットコム
（中）

40
トヨタ
自動車
（日）

26 Lenovo（中） 3

11 Intel（米） 73 Siemens
（独） 48

華南理工大
（中） 40

ヤフー
（日） 25 NVIDIA（米） 3

12 Alibaba
（中） 60

アドビシス
テムズ（米） 44 浙江大（中） 38

キヤノン
（日） 21

トヨタ
自動車（日） 3

13
アクセン
チュア（アイ
ルランド）

58 東芝（日） 44 河海大（中） 37
富士ゼロ
ックス
（日）

19 Apple（米） 2

14 Siemens
（独） 57 Apple（米） 39 Samsung

（韓） 36
情報通信
研究機構
（日）

15
コグネックス
（米） 2

15 パナソニック
（日） 55 GE（米） 39

南京郵電大
（中） 33

デンソー
（日） 15 DeepMind

（英） 2

出典：Derwent Innovationでの検索結果をもとにNEDO技術戦略センターが作成（2018）
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※152 2012年から2016年の特許出願について、パテントファミリに付与された特許分類についてベーシック出願の出願先の国ごと
に整理し、技術グループ単位の付与数をカウントしたものをパテントファミリ数で除して割合とした。

　次に、特許出願数上位国の米国、中国、日本、韓国に独国を加えた5カ国について、特許出願
が属する技術分野※152を図2-10-9に示した。特定の国の特許出願において各々の技術分野の出願
が占める割合を示している。技術分野の内容は表2-10-15に記載した。
　中国特許出願は、ニューラルネットワーク関連の技術分野（画像、音声、自然言語処理等）の割
合が相対的に高く、中国では深層学習等のニューラルネットワークモデルに特化した技術開発が
なされている。一方、米国特許出願及び日本特許出願は、知識ベースモデル及びその他計算モデ
ルに関する特許出願の割合が相対的に高く、よりバラエティに富む研究開発がなされていると考
えられる。

出典：Derwent Innovationでの検索結果をもとにNEDO技術戦略センターが作成（2018）

■表2-10-15 技術分類

技術 技術の概要

生物モデル 生物モデルにもとづくコンピューターシステム
例：ニューラルネットワーク、深層学習、遺伝的モデル

知識ベースモデル 知識ベースモデルを利用したコンピューターシステム
例：知識の表現、推論

特定数学モデル 特定の数学的モデルにもとづいたコンピューターシステム
例：ファジー論理、カオスモデル、非線形モデル

その他の計算モデル 特定の計算モデルにもとづくコンピューターシステムであって、生物モデル、知識
ベースモデル、特定数学モデルのいずれにも分類されない主題事項に関するもの

画像処理 汎用イメージ処理
例：ニューラルネットワークを用いた画像認識

音声処理 汎用音声処理
例：ニューラルネットワークを用いた音声認識

機械学習、データマイニング 機械学習、データマイニング等を用いた特定用途コンピューター

学習機械 自身が得た経験に応じてプログラムが変化するコンピューター

自然言語処理、機械翻訳 自然言語の処理または翻訳を行うコンピューター

文字認識 手書き文字認識、指紋等のパターン認識

出典：IPC分類表（特許庁,2018）をもとにNEDO技術戦略センターが作成（2018）

■図2-10-9 国別特許出願の技術傾向
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※153 論文の検索にはクラリベイト・アナリティクスのWeb of ScienceのCore Collectionを使用した。検索キーワードはTS=
（“artificial intelligence”） OR TS=（“neural network*” AND computer*） OR TS=（“deep learning”） OR TS=
（“machine learning”） OR WC=（“artificial intelligence”）とした。対象国は特に限定していない。検索日は2018年8月
3日～8月16日。

②論文動向
　下図に、機械学習等の人工知能技術に関する論文について、2000年～2017年の論文発行数の推
移を示す※153。2006年まで増大した後に一旦減少に転じ、2013年以降は増加の一途をたどってい
ることが分かる（図2-10-10）。
　2013年以降について国別に見ると、主要国はいずれも論文発行数が増加しており、論文発行数の
順位は、中国、米国、インド、英国、独国と続き、日本は6位であった（図2-10-11）。

■図2-10-10 世界の人工知能技術論文等発行数（2000年～2017年）

20
00

20
08

20
04

20
12

20
16

20
02

20
10

20
06

20
14

20
01

20
09

20
05

20
13

20
17

20
03

20
11

20
07

20
15

0

2000

3000

1000

6000

7000

4000

5000

8000

■図2-10-11 著者所属機関の国／地域別人工知能技術論文等発行数
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出典：Web of Science Core Collectionでの検索結果をもとにNEDO技術戦略センターが作成（2018）

出典：Web of Science Core Collectionでの検索結果をもとにNEDO技術戦略センターが作成（2018）
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※154 「項目名（ヒット件数）：検索式」は次のとおりである。機械学習＋ニューラルネットワーク（95,457）：TS=（"NEURAL 
NETWORK*"） OR TS=（"DEEP LEARNING"） OR TS=（"LEARNING MACHINE*"） OR TS=（"MACHINE 
LEARNING"） OR TS=（SVM） OR TS=（SUPPORT VECTOR MACHINE*） OR TS=（"REGRESSION*"）、自然言語
処理（4,552）：TS=（“NATURAL LANGUAGE*”）、画像認識（8,908）：TS=（“IMAGE RECOGN*”） OR TS=（“VISION 
RECOGN*”） OR TS=（“COMPUTER VISION*”）、音声認識（2,756）：TS=（“SPEECH RECOGN*”）、ロボティクス
（38,580）：WC=（"ROBOT*"） OR TS=（"ROBOT*"）

　2013年から2018年に発行された人工知能技術に関する論文30万9,388件に対して、キーワー
ド検索※154を行ったときのヒット論文数のシェアを示す（表2-10-16）。機械学習及びニューラルネ
ットワークについては、中国、米国の順であるが、シェアは同程度である。また、自然言語処理及び
音声認識は米国が優勢である。日本は、音声認識及びロボティクスが比較的健闘している。

■表2-10-16 国／地域別キーワードヒット論文シェア（2013年～2018年）

順位 全体
機械学習
ニューラル
ネットワーク

自然言語処理 画像認識 音声認識 ロボティクス

1 中国 24.2% 中国 23.7% 米国 23.3% 中国 27.0% 米国 24.3% 中国 15.0%

2 米国 16.1% 米国 22.4% 中国 14.1% 米国 21.5% 中国 13.3% 米国 14.9%

3 インド 8.1% インド 7.7% インド 8.5% インド 5.9% インド 7.9% 独国 8.2%

4 英国 5.0% 英国 5.8% 英国 5.4% 英国 5.5% 日本 7.7% 日本 8.2%

5 独国 4.9% 独国 4.5% スペイン 5.2% 独国 4.6% 独国 6.6% 仏国 5.1%

6 日本 4.7% 日本 4.0% イタリア 4.5% スペイン 4.5% 英国 5.7% イタリア 5.0%

7 仏国 4.3% カナダ 3.7% 独国 4.4%
オースト
ラリア 4.4% 仏国 4.8% 英国 5.0%

8 スペイン 4.0% スペイン 3.7% 仏国 4.1% 仏国 4.1% スペイン 3.9% 韓国 4.6%

9 イタリア 3.5%
オースト
ラリア 3.6% 日本 3.7% イタリア 3.9% イタリア 3.4% スペイン 4.0%

10 カナダ 3.1% 仏国 3.2% カナダ 3.4% 日本 3.7%
シンガ
ポール 2.8% インド 3.8%

出典：Web of Science Core Collectionでの検索結果をもとにNEDO技術戦略センターが作成（2018）
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■表2-10-17 人工知能技術論文数が多い研究機関一覧（2013～2018年）

順位 機関 分類（国／地域） 論文数
1 CHINESE ACADEMY OF SCIENCES 大学（中国） 5999
2 CENTRE NATIONAL DE LA RECHERCHE SCIENTIFIQUE CNRS 国立研究機関（仏国） 4997
3 UNIVERSITY OF CALIFORNIA SYSTEM 大学（米国） 3935
4 INDIAN INSTITUTE OF TECHNOLOGY SYSTEM IIT SYSTEM 大学（インド） 2954
5 TSINGHUA UNIVERSITY 大学（中国） 2585
6 HARBIN INSTITUTE OF TECHNOLOGY 大学（中国） 2216
7 UNIVERSITY OF LONDON 大学（英国） 2211
8 NANYANG TECHNOLOGICAL UNIVERSITY 大学（中国） 2167

8 NANYANG TECHNOLOGICAL UNIVERSITY NATIONAL
INSTITUTE OF EDUCATION NIE SINGAPORE

大学（シンガポール） 2167

10 INRIA 国立研究機関（仏国） 2133
11 UNIVERSITY OF TEXAS SYSTEM 大学（米国） 2093
12 CARNEGIE MELLON UNIVERSITY 大学（米国） 2028
13 BEIHANG UNIVERSITY 大学（中国） 1907
14 UNIVERSITE PARIS SACLAY COMUE 大学（仏国） 1893
15 SHANGHAI JIAO TONG UNIVERSITY 大学（中国） 1733
16 STATE UNIVERSITY SYSTEM OF FLORIDA 大学（米国） 1732
17 ISLAMIC AZAD UNIVERSITY 大学（イラン） 1671
18 MASSACHUSETTS INSTITUTE OF TECHNOLOGY MIT 大学（米国） 1611
19 ZHEJIANG UNIVERSITY 大学（中国） 1552
20 UNIVERSITY OF CHINESE ACADEMY OF SCIENCES CAS 大学（中国） 1528
21 NATIONAL UNIVERSITY OF SINGAPORE 大学（シンガポール） 1526
22 HUAZHONG UNIVERSITY OF SCIENCE TECHNOLOGY 大学（中国） 1447
23 UNIVERSITY SYSTEM OF GEORGIA 大学（米国） 1447
24 MICROSOFT 民間企業（米国） 1443
25 BEIJING INSTITUTE OF TECHNOLOGY 大学（中国） 1419
26 XIDIAN UNIVERSITY 大学（中国） 1327
27 PEKING UNIVERSITY 大学（中国） 1310
28 SOUTHEAST UNIVERSITY CHINA 大学（中国） 1309
29 UNIVERSITY OF TECHNOLOGY SYDNEY 大学（オーストラリア） 1287

30
PENNSYLVANIA COMMONWEALTH SYSTEM OF
HIGHER EDUCATION PCSHE

大学（米国） 1285

31 UNIVERSITY OF NORTH CAROLINA 大学（米国） 1281
32 HELMHOLTZ ASSOCIATION 民間研究機関（独国） 1277
33 NATIONAL UNIVERSITY OF DEFENSE TECHNOLOGY CHINA 大学（中国） 1253
34 XI AN JIAOTONG UNIVERSITY 大学（中国） 1240
35 TECHNICAL UNIVERSITY OF MUNICH 大学（独国） 1237
36 STANFORD UNIVERSITY 大学（米国） 1220
37 NORTHEASTERN UNIVERSITY CHINA 大学（中国） 1208
38 BEIJING UNIVERSITY OF POSTS TELECOMMUNICATIONS 大学（中国） 1194
39 HARVARD UNIVERSITY 大学（米国） 1192
40 UNIVERSITY OF TOKYO 大学（日本） 1184
41 IMPERIAL COLLEGE LONDON 大学（英国） 1179
42 UNIVERSITY OF ILLINOIS SYSTEM 大学（米国） 1167
43 UNIVERSITY OF ELECTRONIC SCIENCE TECHNOLOGY OF CHINA 大学（中国） 1150
44 CONSIGLIO NAZIONALE DELLE RICERCHE CNR 国立研究機関（イタリア） 1149
45 ETH ZURICH 大学（スイス） 1144
46 NORTHWESTERN POLYTECHNICAL UNIVERSITY 大学（中国） 1135
47 SOUTH CHINA UNIVERSITY OF TECHNOLOGY 大学（中国） 1109
48 UNIVERSITY OF SCIENCE TECHNOLOGY OF CHINA 大学（中国） 1099
49 UNIVERSITY SYSTEM OF MARYLAND 大学（米国） 1065
50 CITY UNIVERSITY OF HONG KONG 大学（中国） 1064

③研究拠点
　人工知能技術分野において論文発表数の多い研究機関を表2-10-17にまとめた。

出典：Web of Science Core Collectionでの検索結果をもとにNEDO技術戦略センターが作成（2018）
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■表2-10-18 人工知能技術論文数が多い研究機関一覧（国内機関）（2013～2018年）

順位 機関 論文数
40 東京大学 1184

115 大阪大学 703
168 早稲田大学 553
228 京都大学 471
236 東京工業大学 464
241 名古屋大学 453
249 情報・システム研究機構 443
276 筑波大学 415
300 国立情報学研究所 387
309 九州大学 382
341 電気通信大学 352
348 産業技術総合研究所 347
351 東北大学 345
373 慶應義塾大学 328
387 奈良先端科学技術大学院大学 312
396 立命館大学 396
416 九州工業大学 297
443 北陸先端科学技術大学院大学 282
471 大阪府立大学 267
498 北海道大学 256
528 理化学研究所 245
608 神戸大学 216
655 広島大学 201
682 名古屋工業大学 193
712 首都大学東京 185
719 科学技術振興機構 183
745 東京理科大学 178
750 豊橋技術科学大学 177
770 日本電信電話（NTT） 173
779 本田技研工業 172
790 東京農工大学 169
823 日本電気（NEC） 162
826 情報通信研究機構 161
833 法政大学 159
838 会津大学 158
907 福岡工業大学 145
945 岩手県立大学 139
964 山口大学 135
964 富士通 135

　上位50機関中、論文数が多い機関の国籍順は、中国（22）、米国（13）、仏国（3）、英国（2）、独国（2）、
シンガポール（2）、日本（1）、インド（1）、オーストラリア（1）、イタリア（1）、スイス（1）、イラン（1）
であった。
　次に、日本機関の順位を示す（表2-10-18）。順位欄には、世界全体における順位を示した。

出典：Web of Science Core Collectionでの検索結果をもとにNEDO技術戦略センターが作成（2018）
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④国際会議からみた技術動向
　AI関連主要国際会議について、出席者の推移を図2-10-12に示す。AAAI、IJCAIは、記号推
論などの伝統的なテーマを含む人工知能技術全般、NIPSはニューラルネットワーク技術、CVPR
は画像認識、ICMLは機械学習を主要なテーマとして扱う学会である※155。これらの会議は機械学習
及び深層学習に関連した技術を主要なテーマとしている。国際会議ごとの出席者数の推移から、記号
論理から機械学習及び深層学習へのシフトが起きたことが推察される。

　主要な国際会議である、AAAI、IJCAI、NIPSの最近の状況を以下に紹介する。

・AAAI（Association for Advancement of Artificial Intelligence）
　米国の人工知能技術に関する学会であり、IJCAI、NIPSと並んで人工知能分野のトップカンファ
レンスの一つに位置づけられている。2018年大会（2018年2月2日～7日米国ニューオーリンズに
て開催）では、採択数は全体で938件であった（表2-10-19）。次に、国別投稿数及び採択数を示す（表
2-10-20）。1位は米国250件（投稿数934件）、2位は中国240件（投稿数1,248件でトップ）であ
り、米国・中国で半数近くを占める。日本は30件であった。

※155 AAAI: Association for the Advancement of Artificial Intelligence、IJCAI: Intenational Joint Conference 
on Artificial Intelligence、NIPS: Conference and Workshop on Neural Information Processing Systems、
CVPR: Conference on Computer Vision and Pattern Recognition、ICML: International Conference on 
Machine Learning、ICRA: IEEE International Conference on Robotics and Automation、ACL: Association 
for Computational Linguistics

■表2-10-19 投稿数及び採択率の推移

年 採択数 採択率（%） 採択数増加率
前年比（%）

2014 398 28.3 -

2015 539 27.0 41.6

2016 548 25.5 7.6

2017 539 24.8 19.9

2018 938 24.6 48.1

■図2-10-12 AI主要国際会議の参会人数の推移
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出典：AI Index2017 Annual Reports,Stanford Univ.（2017）

出典：公開情報をもとにNEDO技術戦略センターが作成（2018）
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■表2-10-21 分野別論文数

順位 分野 採択数 投稿数

1 機械学習 261 1,164

2 ビジョン 128 435

3 自然言語と機械学習 73 262

4 人工知能とWeb 57 236

5 機械学習の応用 46 227

6 ゲーム理論と経済パラダイム 45 138

7 自然言語とテキストマイニング 44 182

8 知識表現 41 163

9 アプリケーション 40 207

10 マルチエージェント 25 98

11 自然言語と知識表現 22 87

■表2-10-20 国別投稿数及び採択数

順位 国／地域 2018年採択数 2018年投稿数 2017年投稿数（参考）

1 米国 250 934 770

2 中国 240 1,248 785

3 シンガポール 40 109 94

4 香港 34 92 61

5 豪州 32 124 104

6 英国 32 128 101

7 日本 30 99 80

8 独国 （公表なし） 68 60

9 インド （公表なし） 76 58

10 カナダ （公表なし） 70 70

・IJCAI（International Joint Conference on Artificial Intelligence）
　人工知能分野でのトップの学術会議であり、AAAIと並び最難関とされている。2018年の開催地
はスウェーデンのストックホルムであった（2018年7月13日～19日）。採択数、分野別論文数を以
下に示す（表2-10-22、表2-10-23）。

　分野別には、機械学習が1/4を占め、最多数であるが、従来の人工知能分野も広く採択されてい
る（表2-10-21）。

出典：学会事務局による発表

出典：公開情報をもとにNEDO技術戦略センターが作成（2018）
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■表2-10-23 分野別論文数

分野 採択数 投稿数

機械学習 356 1,808

機械学習の応用 131 613

コンピュータービジョン 131 613

自然言語処理 102 480

マルチエージェントシステム 100 498

知識表現 81 412

計画とスケジューリング 44 235

探索とゲーム 42 190

制約と充足 41 162

人工知能の不確実性 41 188

人間と人工知能 38 260

ロボティクス 25 136

■表2-10-22 国別採択数

国／地域 採択数

中国 325

EU 129

米国 122

シンガポール 26

オーストラリア 23

日本 17

イスラエル 13

香港 12

インド 10

カナダ 10

■表2-10-24 国別採択数

国／地域 採択数

米国 406

中国 163

カナダ 22

日本 14

欧州 163

アジア（日本除く） 26

その他 23

・NIPS（Conference on Neural Information Processing System）
　当初は神経科学を計算科学の側面から研究するという方向性の発表もあったものの、現在はほとん
どが機械学習の発表に占められており、機械学習のトップレベル会議とされている。
　2017年大会（2017年12月4日～ 9日米国ロングビーチにて開催）の採択数を以下に示す（表
2-10-24）。

出典：学会事務局が発表した採択リストをもとにNEDOが作成

出典：学会事務局が発表した採択リストをもとにNEDOが作成

出典：学会事務局が発表した採択リストをもとにNEDOが作成

　当該大会では、全体的に以下の傾向が見られた。
• Generative Adversarial Net （GAN）に関する発表の増加
• ベイズ推論では、Variational Inference （VI、 変分ベイズ法）の発表が増加
• 「メタラーニング」がキーワードになりつつある（GAN、 深層強化学習もこれに含まれる）
• AIチップの開発が進展

177

技術動向 第2章



2.10.2 グランドチャレンジ
（1）総論
　現在までの人工知能（Artificial Intell igence；AI）の歴史の中で、チェス、将棋、囲碁など
のゲーム、チューリングテスト、ロボットや自動運転など、様々なテーマでグランドチャレンジが長期的な
目標として設定されることにより、研究開発を推進する力を生み出してきた。グランドチャレンジは、大
きな目標を掲げ、それを達成することで研究開発を加速するプロジェクト推進手法である。米国のアポ
ロ計画に見られるように、「人類を月面に送り込み、安全に帰還させる」という明確かつチャレンジング
な目標が設定される。同時に、その達成の過程で、社会的にも産業的にも重要な一連の技術が生み
出されることがグランドチャレンジの設定において非常に重要である。
　AIの分野では、人間に勝つことのできるチェスコンピューターの開発というチャレンジが、非常に早
い段階から掲げられた。このチャレンジは、1997年にIBM（米国）のDeep Blueが、当時の世界
チャンピンであるGarry Kasparovに勝利することで達成されたが、その過程において、多くの探
索アルゴリズムや並列計算技術など、広く普及している技術が生み出された。その後、ゲーム題材と
して、将棋、囲碁、クイズショー、ポーカーなどがチャレンジの課題として設定され、実際に達成され
てきた。
　これらのチャレンジが、ゲームの世界を対象にしていたのに対し、物理世界での課題をテーマとする
チャレンジも登場している。
　我が国の研究者が中心となり1990年代半ばに始まったRoboCupは、「2050年までに、完
全自律型のヒューマノイドロボットで、FIFA（Fédération Internationale de Football 
Association）ワールドカップの優勝チームとFIFAの公式ルールで試合を行い、勝利する」という
目標を掲げ、世界45カ国で数千人の研究者を巻き込む巨大プロジェクトとなっている。これは、サッカ
ーというテーマを設定しているがゆえに、複数の自律型ロボットの実時間での協調動作という新たな課
題を提示した。この問題設定は、人工知能とロボットの複合領域での研究と実用化を加速した。これ
は、RoboCupへの参加者がKIVA Systems（現在のAmazon Robotics）、Aldebaran 
Robotics（現在のSoftbank Robotics）等の名だたるロボット企業を創業していることでも見て取
れる[1]。また、米国国防高等研究局（DARPA）も自動走行車や災害救助ロボットの領域でグランド
チャレンジを設定して、数回の競技会を開催したことがある。
　グランドチャレンジは、目標の達成自体が大きな社会的・産業的意義を持っている場合と、目標自
体は、極めて難度が高く、インパクトがあるものの、それ自体には、直接的な社会的・産業的重要性
は、必ずしも大きくはない場合とがある。後者の場合は、「ランドマーク型グランドチャレンジ」である。
RoboCupを例に取ると、サッカーで世界チャンピオンになったとして、それ自体が、直接社会や産業
の役に立つわけではない。しかし、その過程で生み出される技術が世の中に大きなインパクトを与える
というものである。つまり、人類の歴史に残るような目標を掲げるが、それ自体は「記念碑（ランドマー
ク）」にすぎない。真の目標は、そこに到達する過程にあるということである。これは同時に、何をラン
ドマークとして設定するかが最も重要であることを意味する。成功するランドマークプロジェクトは、次

　国際トップカンファレンスにおいて、日本からの発表が数の上ではそれほど多くないが、
AAAI2018の採択率は決して低くない。研究者の層を厚くし、また外国研究グループのネットワー
ク形成などの取組みの充実が望まれる。
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　AIにおけるグランドチャレンジの多くは、ランドマーク型であり、そこからおびただしい技術が生み出
され、世の中に普及している。
　グランドチャレンジの成功と、最近のAIの発展を受けて、新たなグランドチャレンジを設定する動き
が出てきている。システムバイオロジー研究機構の北野宏明は、2050年までにノーベル賞級の科学
的発見を可能とするAIを生命科学分野等で開発するというグランドチャレンジを提唱している[2]。今
後、これらの新しいグランドチャレンジが充実していくことにより、AIが加速していくことが期待される。

（2）完全情報問題をテーマとしたグランドチャレンジ
　これまで、人工知能のグランドチャレンジは、チェス、将棋、囲碁など、ゲームを対象に設定されて
きたことが多い。ゲームは、すべての情報が眼前にあるという意味で、完全情報問題であり、さらに、
ルールが明確であり、勝ち負けによって手法の良し悪しが明確に評価できる、目標にできる強い人間が
存在する、などAIの研究の題材として優れている。それにより多くのゲームを対象としたグランドチャ
レンジが行われてきた。

①チェス
　チェスは西欧で知性のシンボルとされているので、AIの例題としてチェス（の世界チャンピオンに勝
つコンピューターを開発すること）はAIの研究が始まって約50年間ずっと中心的な例題となっていた。
AIの最初のグランドチャレンジである。John McCarthyはチェスのことをAIの「ハエ」と称した。
遺伝学が「ハエ」を題材として大きな進歩をしたように、AIはチェスを題材として大きな進歩をしたとい
う意味である。チェスの｢場合の数｣はほぼ10120である。ある局面でルール上指せる合法手の数を分
岐数というが、チェスの平均分岐数は約35である。チェスは平均80手で勝負がつくので、35の80
乗すなわち10120が場合の数となる。
　当初は、チェスの解空間は、あまりに膨大であり、力ずくの探索は現実的ではなく、人間の持つ知識
をヒューリスティックスとして組み込む必要があるとの議論がされていた。しかし、その後の展開は、こ
れとは全く逆であった。チェスは、探索アルゴリズムの高度化、大規模並列計算機による探索の地平の
拡大、過去の棋譜を用いた盤面評価の学習の3要因が組み合わさることで急速に強くなっていった。

　Claude ShannonとAlan Turingはチェスの探索にゲーム理論でJohn von Neumann
らが開発したミニマックス法※156を使うことを提案し、このミニマックス法がその後のゲームの探索の基
本となった。ゲームのプログラムを強くするには、

1） 社会・産業的に重要になりそうな一群の次世代技術の開発を要求する課題であること。
2） その成功や進歩が、一般の人々にも分かる明確な形で示されること。
3） 最終目標が、歴史的記念碑となることが明白で、だからこそ困難が予想されるが、
　  すぐに第一歩を踏み出すことは可能であること。

の3つの要件を満たすものである。

※156 何らかの評価関数にもとづき、最大の損失が最小になるように行動の意思決定を行う戦略。
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※157 キーと値をペアで管理するデータ構造。

　の2つが求められる。理論的には例外が存在するものの、経験的にほとんどの場合ゲームはより深く
先読みした方が強くなるので、同じ時間でできるだけ深く先読みできる探索手法が望ましいことになる。
　チェスのプログラムを強くすることを目指して様々な工夫が試みられた。ミニマックス法は探索の末端
の局面のすべての評価値をしらみつぶしで求めなくてはならないので、時間がかかってその分深く読め
ないという欠点がある。そこで、ミニマックス法と探索結果が同じで、それより効率がいい手法が経験
的に開発された。それがアルファベータ法である。チェスのプログラムで経験的に使われているものを
アルゴリズムとしてまとめたのがDonald Knuthである。Knuthは末端の局面の数がN個のとき、
アルファベータ法は最も効果が高い場合に√N個だけ評価値を求めればよいことを明らかにした。
　アルファベータ法の効果が高くなるのは展開した探索木が評価関数の値の大きい順番になってい
るときである。したがって1手先を読むたびに評価値を計算して大きい順に並べ替えておくのがよい
ことになる。チェスのプログラムで経験的にそのことが分かり、それが後に反復深化（iterative 
deepening）という探索手法として定式化された。新しい探索手法の多くはチェスを例題として開発
されたと言ってよい。例えば、ある指し手の評価値だけが他の評価値とかけ離れているときに、その指
し手に注目して、その指し手だけをより深く読むという選択的深化（selective deepening）、評価
値がどの程度信頼できるかを表す共謀数（conspiracy number）とそれを拡張した証明数（proof 
number）・反証数（disproof number）などが有名である。
　探索を効率的に行うためのハッシュ表※157、ビットマップなどデータ構造の工夫もチェスを通して確立
した。チェスは（アルファベータ法を使って）ルール上指せるすべての手を読むという全数探索が有効だ
ったので、スーパーコンピューターやチェス専用マシンを使うことによって探索の速度を上げようという
試みが盛んになされた。また並列に探索するアルゴリズムもチェスを例題にして盛んに研究された（アル
ファベータ法は探索全体をアルファ値、ベータ値によって制御するので並列に探索するには困難があっ
た）。またチェスは駒の再利用ルールがないのでゲームの進行に伴って駒の数が単調に減少していく。
駒が盤面に数個しか残っていない局面になると、コンピューターは（ほぼ）しらみつぶしの探索によって
その局面を解く（双方が最善手を続けたら先手が勝つのか、後手が勝つのか引き分けになるかを求め
る）ことができる。この探索をあらかじめ行ってデータベース化したものが終盤データベースである。
コンピューターはこれをもっていればこのデータベースに含まれる局面で最善手を指すことができる。
1980年代には盤面残り5駒のすべての局面の終盤データベースが作られた。1990年代から2000
年代にかけて盤面残り6駒のほとんどの局面の終盤データベースが作られた（その間にコンピューター
が世界チャンピオンに勝ってしまったので、終盤データベースを作る意味が薄くなったと言える）。その
後も7駒の終盤データベースが作られている。
　チェスは何度も人間との対戦を経たのちに1997年にDeep Blueが世界チャンピオンの
Kasparovに勝利した。6回戦勝負で、5回戦が終わった時点では1勝1敗3引き分けのイーブンで
あったが、最終戦でKasparovが緊張のあまり序盤で大悪手を指して負けてしまった。これはフロック
勝ちで、この時点ではまだKasparovの実力はDeep Blueに勝っていたと思われる。
　とは言うものの、これでグランドチャレンジは目標を達成したことになる。その後の進歩によりコンピュ

1） ミニマックス法を基本とした探索手法の改良
2） 局面を点数化する（静的）評価関数の精緻化
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※158 見込みのなさそうな手を試行しないことで、手を読む数を減らす方法。

　の2点である。この工夫をしたボナンザが圧倒的な強さでコンピューター将棋のトップに立ったので、
ほかの研究者・開発者もこぞってこれらの方法を取り入れた。特に上記の2）の方法は強豪のプログラ
ムすべてが取り入れており、「ボナンザメソッド」と呼ばれている。保木はボナンザのアルゴリズムをすぐ
に公開し、またプログラムのソースコードも無償で公開した。これはコンピューターチェスの文化を引き
継いだものであるが、研究成果を公開するという習慣がこの研究領域の発展を支えているものと思わ
れる。
　2010年代になってコンピューターとプロ棋士が対戦するようになった。2013年、2014年と電王

1） それまで将棋は前向き枝刈りの探索をしていたのをチェスのように全数探索にした。
2） それまで評価関数は手作業で作っていたのを棋譜からの機械学習で作るようにした。

②将棋
　チェスよりも場合の数が大きいゲームに中国将棋（10150）、将棋（10220）、囲碁（10360）が存在する。
中国将棋は探索問題として見るとチェスに近い（すでに人間よりもコンピューターのほうが強くなってい
る）が、将棋と囲碁はチェスよりはるかに場合の数が大きく、チェスとは異なる手法が必要なので、チェ
スに続く例題として適切である。将棋はチェスと同じ敵の重要な駒（キングあるいは玉）を捕まえるゲー
ムであるが、チェスは敵から取った駒が使えないのに対して、将棋では敵から取った駒が再利用できる
（「持ち駒」制度と呼ばれる）ため、終盤は序盤より分岐数が大きくなる。チェスは収束型ゲームであ
るが、将棋は発散型ゲームなのである。
　将棋はチェスよりも場合の数がはるかに大きく、チェスで有効であった探索手法がそのままでは使え
ないので、チェスの次の探索研究のよい対象になった。将棋は日本固有のゲームなので、将棋を対象
とした研究は当然のこととして日本が中心になった。このことが日本におけるゲーム情報学研究を活発
にして、世界の中でゲーム情報学において日本が主要な立場を占める原動力になったと思われる。
　将棋のプログラムの開発は1970年代に始まったが、当時のコンピューターの能力では将棋はチェス
のような全数探索は無理だったので、前向き枝刈り※158の探索手法が盛んに研究された。ミニマックス
法（アルファベータ法）、反復深化などチェスで有効だった手法で将棋でも使える手法はおよそすべて使
った。将棋は発散型ゲームなので、チェスで有効だった終盤データベースの手法は使えない。その代
わりに詰め将棋という将棋から派生したパズルを解くアルゴリズムの研究が盛んになされた。詰め将棋
の研究は1990年前後から本格的に進められ、その中で様々な探索の手法が試された。有効だったの
はチェスで提案された（そしてチェスではあまり有効でないとされた）証明数・反証数を用いた手法であ
る。詰め将棋のプログラムは2000年前後にはすでにプロ棋士を超える能力を示した。
　評価関数はチェス同様に手作業で作成と改良を行っていたが、チェスの評価関数は駒の損得という
明快な基準があったものの、将棋の評価関数は複雑でなかなか強くならなかった。2000年代の半ば
に登場した保木邦仁（現在、電気通信大学）のBONANZA（ボナンザ）によってコンピューター将棋
は革命的な進歩を果たした。保木の工夫は、

ーターは人間より明らかに強くなっている。Deep Blueはスーパーコンピューターにチェス専用マシン
を数百台並べた構成であったが、もはやパソコン１台でも人間が敵わないまでになっている。
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※159 美添一樹ほか『コンピューター囲碁-モンテカルロ法の理論と実践-』共立出版

戦と称してプロ棋士5人とプログラム5つが対戦したが、3勝1敗1分け、4勝1敗とともにコンピュータ
ーが圧勝した。この時点ですでにコンピューターはトップクラスのプロ棋士（竜王、名人）のレベルに達
した。現在のトップ棋士のシンボルである羽生善治氏との対戦はすぐに実現しないと思われるので、情
報処理学会は2015年10月に将棋で人間とコンピューターの強さを問うことは学問的には結論が出た
という終了宣言を行った。事実上グランドチャレンジは2015年をもって目標が達成されたことになる。
その後2017年に山本一成が開発したPONANZAが佐藤天彦名人に圧勝している。将棋において
も、チェスと同様に、高度な探索アルゴリズム、膨大な計算量、盤面評価の学習が重要な要因となっ
ている。
　チェスにおいても将棋においても、「確かに人間を凌駕するシステムは開発できたが、人間のように
考えているわけではない」という議論がなされた。しかし、これらのチャレンジは、チェスや将棋という
ゲームにおいて、人間を凌駕するシステムができるかというチャレンジであって、人間の思考過程を模
倣するチャレンジではないのである。また、人間のトッププロは、すべての過去の棋譜を覚えており、
圧倒的に先読みに優れ、盤面評価が正確である。これらは、人工知能システムと共通の要素である。
残る部分は、いわゆる「ひらめき」の部分であり、今後は、「ひらめき」と言われている部分が何かに
焦点が集まってくるであろう。しかし、すでに人工知能システムが、予想外の奇手を打ち、それが極め
て有効であるという事例も生まれている。そうなると、「ひらめき」は、想定外の解空間への探索によ
って実現されるという考え方も成り立つであろう。

③囲碁
　囲碁は中国発祥のゲームであるが、中国では廃れて日本で盛んになった（いま中国で盛んになったの
はいわば日本からの逆輸入である）。囲碁は、ほかに似たルールのゲームが存在しない、漢字を使って
いないので親しみやすい、などの理由で世界的に普及している。最初にコンピューター囲碁の研究が
なされたのは1960年代である（チェスよりは遅いが将棋より早い）。囲碁もチェスのように探索によっ
て次の手を決めようとしたが、囲碁の場合の数は10360とチェス（や将棋）よりはるかに大きく、普通の
探索によっていい手を見つけるには候補手が多すぎて強くならなかった。2000年代になっても、まだと
ても弱い状態であった（初心者レベルよりはましでもせいぜい初級者レベルであった）。
　囲碁も将棋のボナンザメソッドのような革命的な手法が現れた。それがモンテカルロ木探索である。
この元となったモンテカルロ法はvon Neumannの命名といわれるシミュレーションによって解を求め
る方法である。1990年代にこれを囲碁に適用するというアイデアが発表されたものの、そのときは成
功しなかった。2000年代になってRemi CoulomがCrazy Stoneという囲碁プログラムのなか
でモンテカルロ法を応用したモンテカルロ木探索を採用し、このCrazy Stoneが圧倒的な強さを示し
た。囲碁にモンテカルロ法を適用するということは、ある局面から白と黒が交互にランダムに終局まで
打ち進めるというシミュレーションを多数行って勝つ確率がいちばん高い手を選ぶということである。そ
こには囲碁の知識はほとんど何も入っていない。この一見単純な方法で強くなることに驚き、その後の
囲碁プログラムはみんなこの方法を取り入れている。それで囲碁プログラムは一気にアマチュアの６段
程度の実力に達した※159。
　最近までは日本のZEN（これもモンテカルロ木探索を用いている）がCrazy Stoneを抜いて最も
強い囲碁プログラムであった。これらのプログラムはまだ互先（ハンディなし）で戦うのは無理である
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が、トッププロ棋士と4子（初期局面に4個の石をあらかじめ置く）のハンディで勝つまでになっていた。
トッププロ棋士に勝つのはまだ10年はかかると思われた。そこに2016年1月にGoogle（米国）の
AlphaGo（碁）というプログラムが二段のプロ棋士に互先で5戦5勝の成績を挙げたと発表して大ニ
ュースになった。AlphaGoは、

　という3つの手法をうまく組み合わせている。大量のプロ棋士の棋譜をデータとして深層学習によっ
てある程度の強さのプログラムを作り、そのプログラム同士の強化学習によってさらに強くした。これま
でコンピューター囲碁で成功しなかった評価関数を実質的に作ったことがAlphaGoの大きな特徴であ
る。手を決める部分では従来手法であるモンテカルロ木探索を使っている。
　その後2016年3月にAlphaGoは韓国のトッププロ棋士のLee Sedolと対戦して4勝1敗で圧勝
した。AlphaGoの改良版であるMasterは2016年末から2017年初めにかけて（持ち時間が短
い早碁ではあるが）世界中のトッププロ棋士相手に60勝で負けなしという成績を収めた。中国のFine 
ArtやZENの改良版であるDeepZenGoも深層学習を取り入れてトッププロ棋士といい勝負をするま
でになった。囲碁も一気に2016年から2017年にグランドチャレンジの目標が達成されたことになる。
　AlphaGoで採用された技術的手法は、チェスや将棋のようにその場で、探索を行うものではなか
った。極めて多くの盤面に対して、ベストな打ち手を事前に学習している方式であった。
　AlphaGoの場合、AlphaGo対AlphaGoという対局を膨大な回数行い、今までの棋譜に現
れていない盤面からの展開とその評価を事前に学習している。実際の人間との対局の段階では、人間
のトッププロよりAlphaGoのほうが、はるかに多くの経験を積んでいるのである。
　その後開発された、AlphaGo Zeroは、棋譜を全く使わず、白紙の状態からランダムに手を打ち
ながら学習を進める方式をとり、数日で、AlphaGoを凌駕するまでに至った。その過程で、「劫」な
ど囲碁における基本規則を獲得している。AlphaGo Zeroの意味することは重要である。棋譜を使
わないで、棋譜を使ったシステムを凌駕したということは、いわゆるビッグデータの有効性の再検討が
必要となる。棋譜は、今まで人間が行ってきた囲碁の解法集ともいえる。しかし、囲碁というゲームを
考えたとき、その解法集が解空間の一部に偏っている可能性も否定できない。その場合、その解法集
を利用せずに、ランダムに解空間全体を探索したほうが、より良い解を発見する可能性があるというこ
とを意味する。実際に、AlphaGo Zeroが、AlphaGoを凌駕したということは、棋譜は、人間
の思考のパターンに沿った囲碁の解法集であり、囲碁というゲームの最も強力な解法集ではなかったと
も言える。これは、今後、我々は、学習データの収集と生成、システム全体の設計原理を考えるうえ
で極めて重要なことである。

1） 深層学習
2） モンテカルロ木探索
3） 強化学習

（3）RoboCup
　RoboCupは、「2050年までに、完全自律型のヒューマノイドロボットで、FIFAワールドカップの
優勝チームとFIFAの公式ルールで試合を行い、勝利する」という目標を掲げているロボットとAIのグ
ランドチャレンジの一つである。RoboCupは、浅田稔、野田五十樹、北野宏明、松原仁ら、日本
人研究者が中心となって1990年代初めに構想され、1997年に名古屋で第１回大会が開かれた。
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※160 「RoboCup 2018Webサイト <http://www.robocup2018.org/>
※161 意思決定時において、必要な情報が不完全であること。

■表2-10-25 RoboCupのリーグ構成（2018）※160

RoboCupのリーグ種別 概要

RoboCup Soccer サッカー

Humanoid League 人型ロボット

Middle Size League 車輪中型

Small Size League 車輪小型

Simulation League （2D／ 3D） シミュレーション

Standard Platform League 標準型ロボット

RoboCup Rescue 災害救助

Robot League 災害救助ロボット

Simulation League シミュレーション

RoboCup Junior 教育

Rescure League 災害救助

Soccer League サッカー

Onstage League ステージパフォーマンス

RoboCup@Home 家庭内向けロボット

RoboCup Industrial 産業用途ロボット

RoboCup Logistics 物流ロボット

RoboCup@Work オフィス環境向け

　また「リーグ」と呼ばれる各々のカテゴリは、毎年技術要件や競技規則が見直され、最終的にFIFA
の正式ルールと一致するようにマイルストーン管理がなされている。例えば、2014年には、フィール
ドの広さ、周囲の設定なども含め飛躍的に難易度が高い技術要件をクリアする必要がある競技規則と
なっている。

　RoboCupが、サッカーを題材とした理由は、ロボット工学とAIの分野で21世紀中ごろに、重要
な応用領域（自動走行、物流ロボットなど）を想定して、それらの応用領域の特徴（不完全情報※161など）
を抽出し、そのうえで、一連の基幹技術になりそうな項目を同定し（自律エージェント、分散協調シス
テム、実時間システム、不完全情報下での意思決定システムなど）、それらを包含し、誰にでもひと言

運営母体となるThe RoboCup Federationは、スイスに登録されている非営利組織である。
　最初は、サッカーに関するリーグから始まったが、すぐに災害救助（RoboCup Rescue）や教育
（RoboCup Junior）に関する活動が加えられた。では、家庭用ロボット（RoboCup@Home）
や物流など産業用途ロボット（RoboCup Industrial）をタスクとしたリーグが増えてきている（表
2-10-25）。これらのタスクは、理事会で承認され、技術的マイルストーンの検討、研究上と産業上
の有用性などから審査され、適切とみなされると追加される。45カ国から、数千人の研究者が参加
し、教育では数十万人の子供たちが参加する、ロボットとAI分野における世界最大のプロジェクトである
（RoboCup2018では35カ国、約4,000人が参加）。
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で理解してもらうことが可能で、さらに研究者自身が熱くなれるテーマとして選ばれた。

　これから必要となる技術は、チェスや将棋のように、すべての状況が理解でき、順番に駒を動かすよ
うな問題ではない。不確実な情報をもとに刻一刻と変化する状況下で、ベストではないかもしれないが
ベターな判断を下し、それを実行できる技術体系であろう、という分析であった。いろいろなテーマの
候補があったが、最終的に次世代技術の要素を最も含んでいて、世界中で受け入れられるテーマとし
て、サッカーが選ばれている。
　RoboCupを通じて開発された技術を基盤に、起業し、それが大きな成功を収める事例も出
てきている。RoboCupの小型リーグを通じて開発された技術を基礎に設立された会社（KIVA 
Systems、米国）が、2012年に、7億7,000万ドル（約800億円）という大きな評価額で
Amazon（米国）に買収され、さらにRoboCupの標準プラットフォームリーグにワンメイクのヒューマ
ノイドロボットを提供していたフランスのAldebaran Roboticsが、ソフトバンクから1億ドルの出資
を受けるということが起きたのである。
　KIVA Systemsは、コーネル大学（Cornell University、米国）のチームを率いたRaffaello 
D'Andrea（現在、チューリッヒ工科大学＜Eidgenössische Technische Hochschule、スイ
ス＞）らが、RoboCup向けに開発した技術をベースに、パッケージングから倉庫内の物品移動、発
送までも自動化するロボットシステムを開発して事業化した会社である。ちなみに、コーネル大学チーム
は、RoboCupの小型ロボットリーグに1999年から2003年まで参加し、４回の優勝を飾っている。
D'Andreaは、そのときのコーネル大学チーム（Cornell Big Reds）のリーダーである。サッカー
ロボットでは、複雑でしかも状況が変化する環境下で自律的に目的の場所に移動する、障害物との衝
突を回避する、味方のロボットと連携する、といった機能が必須である。これらの機能を大規模オンラ
インショップ向けに設計し、トータルソリューションを実現したのである。
　RoboCup Rescueは、RoboCupの目標がサッカーであり、しかもその達成時期を2050年と
かなり先に設定しているため、より早い段階で世の中に還元できる取組みも必要であるとの認識から始
まっている。
　災害救助という目的に最適化するため、サッカーロボットと違い、完全自律である必要はない。実際
には、操縦者が遠隔操作できるうえに、ある程度の自律制御で探索効率を上げる方式が実際的であ
る。ただし、直接ロボットの見えるところから操作することはできない。なぜなら、災害現場では、ロボ
ットからかなり離れた場所から操縦することが想定されるからである。
　この背景には、阪神・淡路大震災でロボット工学が無力だったという反省があり、日本のロボット関係
者の間の議論によって、計画は急速に動き出した。2001年8月にシアトルで第1回の大会が開催され
た。
　その1カ月後、9.11のテロが発生し、米国から参加していた南フロリダ大学（University of 
South Florida）のチームは、大会後、レスキューロボットを遠征用にパッキングしたまま休暇に入
り、新学期を迎えるところであったが、テロ発生の知らせに、このロボットを車に積んでニューヨークの
現場に入った。RoboCup Rescueは、その構想段階から米国の連邦緊急事態管理局（Federal 
Emergency Management Agency；FEMA）などとも交流を深めていたこともあり、即時に
現場の救助活動に統合され、2週間にわたり探索活動の一翼を担い、その有効性は高く評価された。
　このような実績が、1999年からRoboCupに関心を寄せていたアメリカ国防高等研究計画局
（DARPA）の強い興味を引きつけ、RoboCupのノウハウを利用しながらのDARPA Grand 
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Challenge設立へと結び付いている。
　この段階での研究は、阪神・淡路大震災、オクラホマの連邦ビル爆破、9.11同時多発テロ、トル
コでの一連の地震などによる被害での救援活動を想定していたため、ビルの倒壊現場などで、瓦礫の
間隙から中に入り、被災者を発見するシナリオで開発されている。同時に、新潟県中越地震などで問
題となった土砂崩れなどには、無力であることも認識されていた。東日本大震災においても、津波が
被害をもたらした大きな原因であり、レスキューロボットの有効性は限定的になった。また、福島第一
原発に投入されている国産ロボット（千葉工業大学未来ロボット技術研究センターが中心に開発）は、
RoboCup Rescueの2007年大会に運動性能の部で優勝したシステムをベースに開発されてい
る。RoboCup Rescueは、救助ロボット開発の手法としての有効性は確認されたが、広範かつ複
雑な災害現場へのレスキューロボットの有効的な投入には、さらに現実的な設定に近づけると同時に、
ロボットが最も有効な局面への集中的な課題設定も必要となる。
　RoboCupには、このほかにも、各々の目標を設定したリーグが存在し、本来のグランドチャレンジ
の手法をさらに広範に援用した、コンペティション駆動型研究開発のプラットフォームへと変貌を遂げて
進化している。

（4）DARPAにおけるグランドチャレンジ
　DARPAとは、米国防総省の研究開発機関であり、米国における人工知能研究を支えてきた存在
でもある。DARPAは、2000年ごろから、グランドチャレンジと呼ぶ競技会の実施を構想し始めた。
その後、2004年ごろから、DARPA Grand Challenge（2004年、2005年）、DARPA 
Urban Challenge（2007年）、DRC（DARPA Robotics Challenge）が実施された。
DARPA Grand Challenge、DARPA Urban Challengeはいずれも自動運転技術を競い
合う競技会で、DARPA Grand Challengeでは未舗装路を走破する技術、DARPA Urban 
Challengeでは市街地の交通ルールを守りながら走破する技術が競い合われた。
　その後、災害救助をタスクとした、DRCが開催された。本項では2012年から2015年にかけて
行われたDRCを紹介する。
　DRCは2011年に発生した東日本大震災をきっかけにして、プログラムマネージャーであるGill 
Prattが立案・実施した競技会形式の研究開発プログラムであり、その目的は災害発生時に人を支援
できるロボットシステムを開発することである。参加者は以下の4つのトラックを選択して参加すること
が可能であった。

トラックA：DARPAからの予算支援を受けて、ハードウェア及びソフトウェアのすべてを開発する
トラックB：DARPAから予算支援を受けてソフトウェアを開発し、
　　　　  後述のVRCで勝ち残ればハードウェアプラットフォームの提供を受けて開発を継続する
トラックC：DARPAから予算支援は受けずにソフトウェアを開発し、
　　　　  VRCで勝ち残ればハードウェアプラットフォームの提供を受けて開発を継続する
トラックD：DARPAからの支援は受けずにハードウェア及びソフトウェアのすべてを開発する

　トラックDのような参加形態が設定されたのは、DARPAが軍関連の組織であり、そこからの支援
を受けることに対して抵抗のある組織が多いことが要因であると考えられる。
　競技会は以下に示す3度にわたって行われ、ハードウェアプラットフォームとして米Boston 
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　DRC Trialsでは東京大学出身の若手研究者が立ち上げたベンチャー SCHAFTがトラックAで
参加し、優勝を収めた。同社はTrialsの直前に上記Boston Dynamics等とともにGoogleによ
って買収されていたことと併せて、関係者の間では非常に大きな話題となった。
　DRC Finalsの競技の概要は次のとおりであった。

　DRCではロボットの自律性を高める研究開発を促進するため、通信制限がルールに盛り込まれ
た。ロボットとオペレーターの間の通信路は2種類あり、一つは通信速度が9,600bpsと非常に遅
いが、常につながっており、双方向通信が可能な通信路、もう一つは通信速度が300Mbpsと速いが、
屋内エリアに入ると通信が途切れ途切れとなり、最大で30秒の通信遮断が発生し、さらに情報はロ
ボットからオペレーターへの一方向でしか送れない通信路である。オペレーターが画像を見ながらレ
スポンスのよい遠隔操作を行うためには、高いバンド幅の通信路が必要であり、これを制限すること
によってロボットの自律性を高める研究が行われるように誘導している。
　DRC Finalsには全世界から23チームが参加し、日本からは5チームがトラックDで参加した。
新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の支援を受けて参加したAIST-NEDO（産業技術
総合研究所）、NEDO-JSK（東京大学稲葉研究室）、NEDO-Hydra（東京大学中村研究室、千葉工
業大学、大阪大学、神戸大学）の3チームとHRP2-Tokyo（東京大学稲葉研究室）、Aeroである。
Finalsの結果は表2-10-26のとおりとなった。優勝したのは韓国のTeam KAISTであり、使用
機体であるDRC-Huboは人型でありながら膝と爪先部分に車輪を持ち、平坦なところでは正座の
ような姿勢で高速かつ安定に移動し、階段の移動や作業時に立ち上がって作業を行った。日本チーム
は10位のAIST-NEDOが最高位となった。

•8つのタスクを連続して実行し、完了できたタスクの数が多いもの、タスクの数が同じ場合はより
短い時間で完了できたものが高成績となる。8つの競技とは①車両を運転する、②車両から降りる、
③ドアを開けて室内に入る、④バルブを回す、⑤工具を持ち、壁に穴を開ける、⑥サプライズタスク、
⑦不整地を移動する、又は障害路を通過する、⑧階段を登る、である。
•競技時間は1時間
•ロボットは無線で動作しなければならない（外部電源なし、転倒防止策なし）

1） ハードウェアプラットフォームの提供を受ける参加者を決定するための、コンピューター
　 シミュレーションによる競技会Virtual Robotics Challenge（VRC、2013年6月）
2） 決勝戦へ進むチームを決定するためのDRC Trials（2013年12月）
3） 決勝戦であるDRC Finals（2015年6月）

Dynamicsが開発したヒューマノイドロボットであるAtlas、シミュレーションプラットフォームとして米
OSRF（Open Source Robotics Foundation）が開発したGazeboが提供された。
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　DRCは人型ロボットのみを対象とした競技会ではなかったが、Atlasが人型であったこと、階段
等脚でなければ移動が困難な環境が含まれていたことから、多くのチームが人型のロボットで競技に
臨んだ。しかし結果を見ると、2脚以外の移動機構を採用したチームが上位に集中している。2脚の
移動機構を持つロボットのほぼすべてが1度は競技中に転倒したことも合わせて考えると、二足歩行
はさらなる技術開発が必要である。
　DRCは災害時に人に代わって活躍できるロボットを開発することを目的として実施されたが、
優勝したTeam KAISTですら8つのタスクを実施するのに45分を要した。仮に同じタスクを人が
実施していれば5分程で完了するものと思われ、迅速な対応が求められる災害現場にロボットを投
入するには不十分である。自動運転の技術はDARPA Urban Challengeから10年を経て実用化
に漕ぎ着けており、災害対応ロボットに関しても実用化に向けて研究開発を継続していくことが重
要である。
　DARPA Grand Challengeは、自動走行や災害救助ロボットなどをテーマとして設定し、注目
を集めているが、グランドチャレンジと呼称するには、継続性に乏しいという問題がある。DRCも
現在は、開催されておらず、その目標へと到達するようなプログラムにはなっていない。グランドチ
ャレンジをテーマとした、ショーケース的競技会が行われる程度である。これは、DARPAが主催
するということや、プログラム・マネージャー制度のため、プログラム・マネージャーが変わると継
続される保証がないという現実がある。その点、RoboCupは、グランドチャレンジのための法人
が設立され、国際的な運営委員会が設置されるなど、継続の仕組みができあがっている。グランド・

■表2-10-26 DRC Finalsの競技結果

国 チーム ポイント 時間 移動機構 ロボットのタイプ
韓 TEAM KAIST 8 44:28:00 2脚／車輪 DRC-HUBO

米 TEAM IHMC ROBOTICS 8 50:26:00 2脚 ATLAS

米 TARTAN RESCUE 8 55:15:00 4脚／クローラ 独自

独 TEAM NIMBRO RESCUE 7 34:00:00 4脚／車輪 独自

米 TEAM ROBOSIMIAN 7 47:59:00 4脚／車輪 独自

米 TEAM MIT 7 50:25:00 2脚 ATLAS

米 TEAM WPI-CMU 7 56:06:00 2脚 ATLAS

米 TEAM DRC-HUBO AT UNLV 6 57:41:00 2脚／車輪 DRC-HUBO

米 TEAM TRAC LABS 5 49:00:00 2脚 ATLAS

日 TEAM AIST-NEDO 5 52:30:00 2脚 HRP-2

日 TEAM NEDO-JSK 4 58:39:00 2脚 独自

韓 TEAM SNU 4 59:33:00 2脚 ROBOTIS

米 TEAM THOR 3 27:47:00 2脚 ROBOTIS

日 TEAM HRP2-TOKYO 3 30:06:00 2脚 HRP-2

韓 TEAM ROBOTIS 3 30:23:00 2脚 ROBOTIS

米 TEAM VIGIR 3 48:49:00 2脚 ATLAS

伊 TEAM WALK-MAN 2 36:35:00 2脚 独自

米 TEAM TROOPER 2 42:32:00 2脚 ATLAS

独 TEAM HECTOR 1 2:44 2脚 ROBOTIS

米 TEAM VALOR 0 0:00 2脚 独自

日 TEAM AERO 0 0:00 4脚 独自

米 TEAM GRIT 0 0:00 4脚 独自

香港 TEAM HKU 0 0:00 2脚 ATLAS
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チャレンジでは、その継続の仕組みをしっかりと構想することも重要である。

（5）AIによる科学的発見に関するグランドチャレンジ
　AIによる科学的発見は、一つの大きな分野である。この分野でのグランドチャレンジとして、
RoboCupの提唱者の一人でもあるソニーコンピューターサイエンス研究所（Sony Computer 
Science Laboratories；Sony CSL、日本）の北野宏明は、「2050年までにノーベル賞級の科
学的発見を行うAIシステムを開発する」という目標を掲げたグランドチャレンジを提唱している［2］。特
に、医学生理学賞をターゲットとしている。
　さらに、ノーベル賞は人間に与えられる賞であることから、Nobel Turing Challengeとして、
ノーベル賞級の科学的発見をするAIシステムが、選考委員会から、AIであると見破られないで受賞
をするというチャレンジを課している。
　今までも、AIシステムによる科学法則の発見に関する研究は行われてきた。しかしながら、それら
の研究は、すでに発見されている法則を、計算機で再発見できるかという試みや、エキスパートシステ
ムの一種であるなど、本当の意味で大きな科学的発見に結び付く展開にはならなかった。
　しかし、現在多くの科学分野で大規模データを扱うことが一般化し、膨大な計算を可能とする各種
のインフラストラクチャーが実現している。同時に、1990年代中ごろから登場したシステムバイオロジ
ーの分野では、大規模網羅データを系統的に測定する技術を加速すると同時に、詳細な生命の設計
原理や分子機構への洞察を深めた。この状況の変化は、新たにAIによる科学的発見という分野に、
再度、グランドチャレンジを設定して、取り組むべき時期にきたと思われる。
　この一つの作業仮説は、「科学的発見は、大規模仮説空間の生成・探索と、それらの仮説の高速
検証にある」というものである。この作業仮説の背景には、今までのグランドチャレンジでは、大規模
データ、大規模計算、さらには、機械学習という3つの要因で成り立っていたという分析がある。であ
るならば、科学的発見も、大規模仮説空間の生成と探索で、可能であろうと思える。
　このチャレンジを実現するためには、一連のプラットフォームの構築が必要である。このため、まず、
各種のデータ並びにモデル表現などに関して標準化を行うコミュニティを成立させている。さらに、解
析ソフトウェアなどの相互運用性を実現する必要がある。そこで、Garuda Platform※162を構築し、
これらの問題を解決しようとしている。これらの基盤があって初めて、極めて大きな科学的発見を行う
AIシステムの開発が可能であると思われる。また、生物実験の精度を向上させ、効率を追求したロボ
ット実験システムの開発も行われている。これらの流れが連動し、このグランドチャレンジを成功に導く
であろうと思われる。
　このグランドチャレンジは、グローバルな分散協調プロジェクトとなると思われる。仮想的な大規模プ
ロジェクトをどう進行させるのかという新たなマネージメント上のチャレンジでもある。しかし、各々のチ
ャレンジは、極めて重要かつ新規性の大きなものであり、グランドチャレンジ達成への中間段階で、大
きな成果の展開も期待できる。

※162 北野宏明ら、システムバイオロジー研究機構の開発チームが開発したシステムバイオロジー研究のための統合型データ解析プラ
ットフォーム。
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［ 1 ］ 「ノーベル賞級の発見をするAI　人の限界を超えた科学研究へ」日経エレクトロニクス, 2016.7, pp.97-108.

［ 2 ］ Hiroaki Kitano, “Artificial Intelligence to Win the Nobel Prize and Beyond: Creating the Engine for Scientific Discovery,” 
   AI Magazine, vol.37 No.1, pp.39-49.

◆参考文献



　本章では、近年のAIの技術及び研究開発環境の動向を整理した。ABCIなどの開発基盤、人材育成、
国際標準化などの開発環境関連については、前回の『AI白書2017』発刊からの1年余りの間、速度
を緩めることなく進展していることが感じられる。AI技術に関しては、新しいAIのコンセプトや手
法の登場といった大きな変化は少ないものの、人間のように流ちょうに話す技術や判断の理由を人間
に説明する技術、身体性とAIの関係を軸としたロボティクス技術など、実利用に近い領域での技術
や手法については着実な進展が感じられる。
　このような現状を鑑みると、本白書の第5章でも取り上げているように、開発環境の充実が進展す
る下で、技術の社会実装をいかに進めるかが重要な課題と考えられる。今後のAI白書においても、
技術及び研究開発環境の動向を把握し、次章の利用動向と照らし合わせることによって、社会実装状
況の確認を行っていくことが必要と想定される。

今後の展望2.11
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　芸術のように人間が生み出す創作活動は、これまでコンピューターに置き換えることが最も難しい
ものの代表例とされてきた。
　そもそも人間がどのように創作活動を行っているか自体、断片的なノウハウとしてクリエイター
たちによって語り継がれているものはあっても、基本はそれぞれのクリエイターによって異なる“べ
き”ものとされていて、クリエイティブの統一基本法則のようなものは一般には共有されていない。
　音楽理論や脚本術など、比較的理論的に整理されているように見えるジャンルはあっても、それは
基礎的な技術を教えるだけであって、人間が人間を感動させるクリエイティブの最も貴ぶべき神髄
は、人間のもつ「ひらめき」や「直感」、何か神秘的な「才能」なるもので説明されることが多く、およそ、
科学的な説明を拒んでいるようにもみえる。
　しかし、その固定観念に疑問を投げかけるような結果が、近年のディープラーニングの研究により
もたらされている。人間のもつ「ひらめき」や「直感」なるものをコンピューターで再現することは、
想像以上に簡単なメカニズムである可能性がディープラーニングによって示されているといってもい
い。
　人間は頭の中から、現実にはない空想の世界を作り出すことができる。ある種のひらめきによって、
そういったことを行う方法論の一つとして、なにかから「連想」をするという手法がある。あるもの
の特徴から、別のものとの共通点を見つけ出して結び付けるというやり方だ。こういったことは人間
だけではなく、AIでもできることが分かった。
　Google（米国）が2015年に発表した「Deep Dream」［1］が最初の例になるだろう。AIは与え
られた画像の中からパターンを見つけ出し、そのパターンに似た特徴をもつ別の絵を描く。山や木か
ら不思議な塔が出現し、葉っぱからは鳥の姿が浮かび上がる（図１）。人間でいうと、天井板の木目
を見つめていると、人間の顔などが見えてくる、とかいうことがあるが、同じことがコンピューター
にも再現できたというわけだ。いわば機械による「連想」が実現した。さらに人間の一部は絵描きと
して、そういう連想を映像に落とし込む能力をもっているわけだが、それもAIができてしまった。
人間の全員ができるわけではない創作活動の一つがAIでもできるようになったのだ。
　「Deep Dream」を見ると、どこか非人間的な狂気を感じる。人間ではないものが作ったのだから、
当たり前だということもできるかもしれない。しかし、おそろしいのはそういった作品から狂気を感
じさせるという現象は、これまで人間の世界ではある種の超越した才能をもつ作家だけができる“天
才性”の証明であるとも考えられてきたことだ。
　クリエイターのもつ神秘性の核心の部分に、いきなり「Deep Dream」は切り込んできたといえる。

AIによるクリエイティブの可能性
株式会社ドワンゴ

川上量生
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　もう一つの人間の創作能力の例として「アレンジ」がある。音楽では、ある楽曲をテクノ調にした
り、ヒップホップ風にしたりといったことは、ディープラーニング以前にも、ある程度機械的に行う
手法が存在した。しかし、ある画家のタッチに似せて「○○風に描く」という行為は、訓練された人
間の画家には簡単にできても、コンピューターでどうやって実現すればいいのか、まったくめどがた
っていなかった。
　それがディープラーニングを用いて、簡単に実現した例が現れた（図２）。テュービンゲン大学（ド
イツ）の研究発表［2］をもとにした、Preferred Networks（日本）の事例［3］によると、猫の写真
と絵画の写真をAIに渡して、その絵画風に猫の絵を描く、ということが実現できた。ゴッホのよう
な人間の画家風に描いた猫の絵だけではなく、新聞記事を画風と見立てて、まるで新聞記事のように
見える猫の絵なども同時に公開された。こうなると、ちょっと「……風」に描くという技術は、人間
よりもすでにAIのほうが得意な分野に思える。

　もう一つNVIDIA（米国）の2017年末の研究発表を紹介する［4］。人間はレイアウトを指定する
と、それを埋めるように絵を描いて、現実にない映像を作り出すということができる。手描きアニメ
ーション制作の現場では日常的に行われている光景だ。
　こういったこともAIにやらせることができた。人間が領域を色分けして指定すると、あとはそれ
に従ってAIが自動的に絵を作成することもできるようになった（図３）。しかも、人間並みどころか、
写真と見分けがつかないレベルのものをAIが描くということが現実となった。

■図1 GoogleのDeep Dream

■図2 テュービンゲン大学の研究をもとにしたPreferred Networks による画風転写の事例

出典：Google AI Blog

「Inceptionism : Going 

Deeper into Neural 

Networks.」[1]（クリエイティブ
コモンズライセンス、表示4.0国際 

https://creativecommons.

org/licenses/by/4.0/）

出典：Perferred 

Networks Research

ブログ「画風を表現する
アルゴリズム」［3］
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　このような事例を見ると、クリエイターにできてコンピューターにできないことというのは、クリ
エイティブを成り立たせている構成要素としては、急速になくなりつつあるように見える。しかも、
一旦コンピューターができるようになったことだけで見ると、細部にわたる緻密な創作は、むしろ人
間よりも得意なのだ。
　こういった現実は、人間のクリエイティブの方向性そのものに影響を与える可能性がある。
　映像作家の庵野秀明監督に、こういったAIを使った映像技術について紹介したときに、興味深い
コメントをしてくれた。それはつまり「映像技術の進歩は、新たな演出方法の発明とは別に科学技術
の進歩の恩恵によるところが大きい。無声から音が付いたり、白黒から色が付いたり、平面から立体
的になったり、アナログからデジタルになったりと、常に最先端技術に合わせて映像表現も変化して
いる。その流れに沿うと、近々AIの技術を取り入れた映像が主体になっていくかもしれないですね。」
　さらに続けて「特にアニメーションは情報のコントロールが特徴なので、AIの恩恵を受けやすい気
がします。AIを利用した映像処理のコストダウン等もありますが、僕はAIを使ったプロットやシナ
リオ、果ては作品制作そのものも可能になるのでは、と感じています。個々の映像作家は元より、観
客自体も自身の嗜好性や好きな思考、快楽原則はほぼ決まっているので、その個人向けパラメーター
や大衆娯楽的なビッグデータを使った、個別対応なパーソナル映像作品がAIにより作られていくの
ではないのかなと。その人が観たい理想的な映像を常に学習して情報を更新しつつ作り上げていく、
SFの世界みたいなことが起こり得るのではないのかなと。そうなると人間はそのための素材作りか、
そのシステムに抗って今と同じシステムで作品を作ってるんじゃないですかね。」
　庵野監督のような時代を代表する一流クリエイターが、映像作家自身だけでなく観客自体について
も嗜好性や思考、快楽原則はほぼ決まっていると断じているのは、非常に興味深い。クリエイティブ
の重要な部分として、ある種のパラメーターの調整のようなものが存在していて、それはビックデー
タやパーソナライズを駆使できるAIに、将来は置き換わる可能性があるということだ。
　クリエイター自身を囲碁将棋AIのような学習機械であると仮定すると、なにかを極めている達人
ほど、長年の試行錯誤の結果、クリエイティブについてのシンプルで整理された評価関数を自分の中
で持っていると想像することはできないだろうか。
　将棋界では、大山康晴名人が「コンピューターに将棋を指させてはいけない」と言ったという話が
有名だ。人間がコンピューターに勝てるわけがないというのだ。おそらく大山名人のような達人は、
将棋の評価関数が自分の中で明確に定義できていたのではないだろうか。そして、そういった関数が
分かってしまえば、人間よりも高速かつ大量に計算できるコンピューターには、人間が負けると思っ

■図3 NVIDIAによる、領域指定画像（左）とそれにもとづく自動生成写真（右）

出典：NVIDIA "High-Resolution Image Synthesis and Semantic Manipulation with Conditional GANs" ［4］
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ていたのではないか。
　将棋や囲碁と似たような構造、あるいはその延長線上で、AIがコンテンツを作れる日が来るので
はないかと私は考えている。しかし、人間の心を感動させるコンテンツがAIなんかに本当に作れる
のだろうか。
　突然現れて大ヒット作品を作り出す若い天才作家につけられる形容詞として「時代を捉えた若い感
性」というようなものがある。また、そういった若い才能が、年を取るにしたがって、時代の変化に
ついていけずに色あせていくという現象もよくみられる。
　こういった現象は、たまたまその若い作家が、同時代の人々がどういう作品に反応するかについて
の最大公約数的な感性を、自分自身で持っていたというように解釈すべきだろう。ビッグデータがネ
ット経由で収集できる時代には、時代を読んだヒット作品を定量的に予測することも、AIのほうが
得意である可能性が高い。
　そう考えると、商業作品の創作活動においてAIの役割が相当に大きくなっていくだろうことは容
易に想像できる。
　また、完全にAIに創作活動を任せないのだとしても、AI、特にディープラーニングは、人間がど
のように発想すればいいのかのヒントを教えてくれるようになるだろう。また、ディープラーニング
で分かった成果をクリエイティブに活かすということも可能になるはずだ。
　DeepZenGoの開発で協力を頂いた囲碁棋士の藤澤一就八段は、コンピューター囲碁ソフトのや
り方を人間の棋士も学ぶべきだと私に語ってくれた。コンピューターは人間よりも遙かに多くの手筋
を読むので、新しい局面でどういう風に打てばいいのかという研究に使っている棋士は現在でも多い
のだそうだ。中国や韓国の棋士の強さはある意味、コンピューターのシミュレーション能力に似てい
て、後半の正確度が高く、現状、日本の棋士はなかなか勝てない。だが、読みの力は年齢とともに衰
えるので、30代以上で活躍するのは中国や韓国の棋士の場合は非常に難しく、シニア棋士だけで国
際棋戦をやれば、まだ、日本のほうが強いのではないか。年を取っても日本の棋士の強さが落ちにく
いのは、大局観に優れているからだ。囲碁ソフトは大局観をさらに鍛える道具として使えるはず、と
いうのが藤澤八段の主張だ。
　具体的には囲碁ソフトの評価関数の値が大局観を養うのに使える、という。ある局面が有利か不利
か、そういうことを直感的に判断できるような感覚は、評価関数の値を参考にすることで大局観を養
い、確認することができる。詰め碁のように読みの力を強める練習方法はたくさん存在しているが、
大局観を養う練習方法はそれほどない。それが囲碁ソフトを使って補強できるという。すでに弟子た
ちの練習に取り入れているそうだ。
　AIが人間をあらゆる意味で超える日が、いつか来るのだろう。しかし、人間がAIに学び、さらに
能力を向上させるという時代も、相当に長いのではないかと、私は思っている。

◆参考文献
［ 1 ］ “Inceptionism: Going Deeper into Neural Networks.“ Google AI Blog<https://research.googleblog.com/2015/06/
   inceptionism-going-deeper-into-neural.html>

［ 2 ］ “A Neural Algorithm of Artistic Style.” arXiv.org<https://arxiv.org/abs/1508.06576>

［ 3 ］ “画風を変換するアルゴリズム” Preferred Networks Researchブログ <https://research.preferred.jp/2015/09/chainer-gogh/>

［ 4 ］ “High-Resolution Image Synthesis and Semantic Manipulation with Conditional GANs.” arXiv.org <https://arxiv.org/
   abs/1711.11585>
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プログラミングパラダイムとしての統計的機械学習
　人工知能の研究開発で生まれた技術のうち、いくつかのものは日々の情報技術の中に取り込まれて
いる。例えば記号処理のために開発されたガーベージコレクションなど動的メモリ管理、自然言語処
理のために作られた構文解析アルゴリズム、ゲームなど解空間の中で解を求めるための探索アルゴリ
ズム、それに知識表現のために盛んに研究された概念階層などである。今では、これらの技術を「人
工知能」と呼ぶ人は少ないだろう。同様に、深層学習に代表される統計的機械学習も、今後の一般の
プログラミングに取り込まれていくものと予想される。
　ここでは統計的機械学習を、人工知能の文脈ではなく、新しいプログラミングパラダイムとして情
報技術の中に取り込まれていく技術として捉え、その技術を有効に使っていくための工学的知識体系
（本稿では機械学習工学［1］と呼ぶ）を構築する動きについて述べる。
　統計的機械学習をプログラミングパラダイムとして捉えるとは、関数y=f（x）をプログラミングす
る際に、fの計算手順を書き下すのではなく、fが行う計算の入出力の例示{<x1,y1>, <x2,y2>, 
...<xn,yn>}を与えることによって、fを帰納的に定義することを指す。この入出力の例示を「訓練
データセット」と呼ぶ。fの計算手順を書き下す伝統的プログラミングとは異なり、統計的機械学習
によるfの実装は、訓練データセットからほぼ自動的に作られる。
　統計的機械学習の一つである深層学習では、fの実装は入力の値が伝播していく深層ニューラルネ
ットの形で表現される。与えられた任意の関数、任意の精度に対して、十分な数の中間ノードを持つ
ニューラルネットが存在して、その関数をその精度で近似できる［2］。従って深層ニューラルネット
は計算モデルとして擬似的にチューリング完全（すべての計算可能関数を表現可能）と言える。「擬似
的」というのは、チューリングマシンと異なり、結果が近似でしか得られないからである。深層ニュ
ーラルネットは任意の関数を近似できるが、それが現実的な量の訓練データと計算時間で訓練できる
かどうかは別の問題である（普通のチューリングマシンにおいて、アルゴリズムは書けても現実的な
計算時間で終わらないものが存在することに似ている）。
　統計的機械学習による帰納的なプログラミングは、チューリングマシン抽象にもとづく従来のプロ
グラミングモデルとは根本的に異なる技術である。この新しいプログラミングモデルを効果的にかつ
安全に使いこなすにはどうしたらよいか、まだ試行錯誤している段階である。特に、深層学習による
画像認識技術が自動運転車などに使われ始め、深層学習システムの構築ができる人材の不足や、シス
テムの品質や安全性に対する懸念が議論されている。
　この状況は、デジタル計算機が普及し始めた1960年代の状況によく似ている。当時IBMが
System360という汎用機を商用化し、そのソフトウェアが大量に作られたが、プロジェクト予算

機械学習工学
株式会社Preferred Networks

丸山 宏
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や納期の超過、低い品質、保守の困難性など様々な問題が発生し「ソフトウェア危機」と呼ばれた。
　この「ソフトウェア危機」はソフトウェア工学の発展により、その後解消していった。同様に我々
は今、統計的機械学習を安全かつ効果的に使いこなすための知識体系すなわち機械学習工学を必要と
している。我が国においては、2018年4月に日本ソフトウェア科学会の研究会の一つとして「機械
学習工学研究会（主査、石川冬樹国立情報学研究所教授）」を設置し、活動を始めた。機械学習工学研
究会は、ソフトウェア工学と機械学習の研究者・実務家の意見交換の場を提供し、機械学習工学の様々
な経験・知見を知識として体系化する支援をしている。

機械学習工学の課題
　機械学習工学はまだ始まったばかりの議論なので十分に体系化はできていない。ただし、シンポジ
ウムやワークショップで繰り返し取り上げられるトピックがあるので、それらを3点紹介する。

（1）機械学習応用システムの開発・運用プロセス
　統計的機械学習を用いたシステム（機械学習応用システムと呼ぶ）の開発には、訓練データセット
からの訓練が必要だが、訓練後のモデルがどのような精度になるかは、やってみないと分からない。
精度は訓練データセットの量、質、データのばらつきなどに大きく影響されるからである（特に、訓
練データセットあるいはその一部として、すでに得られているデータを与えられる場合には、そのデ
ータに外れ値や欠測値がないか、バイアスがないかなどを十分に吟味する必要がある）。このため、
機械学習応用システムの開発は試行錯誤を含む探索的なプロセスとなる。
　このような探索的開発には、事前に要求定義を決めて開発を行うウォーターフォール型の開発プロ
セスはそぐわない。必然的に、短いサイクルで目標を見直すアジャイル型の開発プロセスを使うこと
になる。
　売上予測モデルのように、時とともに季節要因や人口動態によってモデルが前提としていた条件が
変わっていく場合も多い（これを「コンセプトドリフト」と呼ぶ）。コンセプトドリフトが考えらえる
応用では、開発が終わって運用に入った後も、訓練済みモデルは随時アップデートすることが求めら
れる。従って、開発と運用を一体と考えるDevOps※1の手法を取り入れることも必要である（MLOps
と呼ぶこともある）。
　このように、機械学習応用システムでは今までのIT開発のやり方と変わってくるので、特に開発
を外部に委託する場合には、現在の契約のプラクティスをそのまま利用するのには問題がある。この
ため、経済産業省では「AI・データ契約ガイドライン」［3］を作成し、機械学習応用システムの委託
契約において注意するべき点を明確にしている。この中で、特に、データ提供者の権利と義務、及び
訓練済みモデルの帰属についてはよく考える必要がある。
　現在の政府調達では、契約時に納入物の仕様についてコミットする請負契約が基本であるため、機
械学習応用システムを開発して政府に納入することは難しい。アジャイル型の準委任契約が広く認め
られるようになることを期待したい。

※1 　ソフトウェア開発において、開発（Development）と運用（Operations）が協力し、ビジネス要求に対して、より柔軟に、スピー
　　　ディに対応できるシステムを作り上げるためのプラクティスをDevOpsと呼んでいる。
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（2）品質保証
　一般に訓練データセットは可能な入力値の集合のごく一部をカバーしているのに過ぎない。訓練デ
ータセットに現れない入力点に対する出力については、機械学習の汎化性能に任されていて、どのよ
うな値であるべきかをコントロールすることはできない。
　このため、機械学習応用システムでは入出力の関係の厳密な仕様を書き下すことが不可能であり、
これが品質保証を難しくしている。
　入出力関係の厳密な仕様がないために、例えばテストケースを作ろうとすると、「仕様上正しい出
力」すなわちテストオラクルを与えることが困難となる。また、出力がある不変量を満たしているか
を保証することが難しい。さらに、出力が変わる境界のテストケース（いわゆるコーナーケース）を
どのように定義するかも課題である。
　一方で、機械学習モジュールは品質については、通常その精度で評価するために、定量的な評価を
行いやすい。訓練データセットを作る際に、データの一部を評価に使うために取り分けておいて（こ
れをホールドセットと呼ぶ）、これは訓練には使わない。
　このホールドセットを用いて訓練後の機械学習モジュールの精度を評価すれば、客観的な評価が得
られる。通常のプログラミングではできあがったモジュールの客観的な品質評価が難しく、多くはそ
の開発プロセスを間接的に評価することになる。この点では機械学習モジュールの評価はより客観的
であると言える。

（3）開発・運用環境
　機械学習応用システムの開発・運用環境はまだ整備が始まったばかりである。機械学習モジュール
の開発については、「深層学習フレームワーク」と呼ばれるライブラリが整備されつつある。代表的
なものはTensorFlow、Chainer、PyTorchなどであり、いずれもオープンソースで開発が進め
られている。
　機械学習モジュールは、コードと訓練済みモデルからなる。訓練済みモデルは、訓練コード、訓練
データセットと、訓練に使われたハイパーパラメーター、それに訓練の初期値・乱数初期値の組によ
って一義的に決定される。できあがった機械学習モジュールが期待する振る舞いをしない場合は、こ
れらのどれに問題があるか切り分けなければならない。そのためには訓練済みモデルがどのような訓
練コード、訓練データセット、ハイパーパラメーター、初期値によって作られたかを紐づける、追跡
システムが開発環境として欠かせない。また、機械学習の訓練には非常に大きな計算パワーが必要で
あり、現在ではその計算はGPUによって提供されている。従って、多くのGPUからなる計算リソ
ースをどのように効率的に使うか、計算資源の共有と管理も機械学習工学の大きなテーマとなる。
　開発が終わって運用フェーズに入ると、訓練済みモデルは、デプロイ環境に展開されることになる。
訓練に必要な高額なGPU環境に比べて、機械学習モジュールのデプロイ環境は、エッジデバイスで
あったり、クラウドでもGPUのない環境であったりする。このため、訓練済みモデルを多様な環境
にデプロイし、またそれらの精度を継続的にモニタリングする環境が必要となる。
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工学へ向けて
　プログラミングパラダイムとしての統計的機械学習は新しい技術であり、それを安全に効果的に利
用するための工学的知識体系がまだ整っていない。UC BerkleyのMichael Jordan教授は、この
状況を土木工学が確立されていないころのビルや橋の建築と同様ではないか、と指摘している［4］。
機械学習応用システムの開発・運用のベスト・プラクティスが工学として体系化されれば、この新し
い技術も社会に受容されていくに違いない。

◆参考文献
［ 1 ］ 丸山宏, 機械学習工学に向けて, 日本ソフトウェア科学会第34回大会予稿集, 2017.

［ 2 ］ Cybenko, G., “Approximations by superpositions of sigmoidal functions,” Mathematics of Control, Signals, and Systems, 
   Vol. 2, No. 4（1989）, pp. 303-314.

［ 3 ］ 経済産業省, AI・データの利用に関する契約ガイドライン, http://www.meti.go.jp/press/2018/06/20180615001/20180615001-1.pdf.

［ 4 ］ Michael Jordan, “Artificial Intelligence ̶  The Revolution Hasn’t Happened Yet”, Medium.com, Apr. 19, 2017.
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　今回のAIの第三次ブームが過去と異なる決定的なポイントは、深層学習に代表されるニューラル
ネットワークのアーキテクチャーが活用されている点である。これまでは、人工知能と自然知能の
乖離が問題であることを指摘していたが［1］、図らずも、深層学習が埋めるどころか、まさに現在の
AIをリードしていると言っても過言ではない。「2.5.4 認知発達ロボティクスにおける身体性と社
会的相互作用、自己概念の発達」で紹介した認知発達ロボティクスの例は、神経科学の知見を利用し
ているが、神経科学への貢献は少なく一方通行的に見える。本来は双方向であるべきである。そのつ
なぎの役割の一端を担うのが計算神経科学※1である。本コラムでは、幅広い神経科学の分野の中でも、
情報処理の観点から人間の知能に迫る計算神経科学のアプローチを簡潔に紹介し、そのうえで、「構
成的」と称する意味合いを説明し、構成的計算神経科学の例を通じて、人工知能、神経科学、ロボッ
トをつなぐ学際的アプローチとしての意味合いを探る。

1 計算神経科学とは？
　銅谷は、計算神経科学を以下のように説明している［2］。
　「計算神経科学は、脳が対処している感覚、運動、認知、情動などの課題に対して、どういう情報
処理機構が必要であり可能なのかを理論的、トップダウン的に推論し、それを実際の脳の構造、回路、
物質などの実験的、ボトムアップ的知見と対照することにより、脳のしくみを理解しようとする学問
分野である」
　そして、計算神経科学としての座標軸を３つ挙げている。

1. 空間スケール：「マクロからミクロへ」としているが、昨今の分子生物学的アプローチの興隆を
　 みると、ますますミクロに向かっている傾向がうかがえる。
2. 進化と発達の時系列：「原始的なものから高度なものへ」では、進化的流れを説明しているが、
　 「2.5.3 認知発達ロボティクスの考え方」や「2.5.4 認知発達ロボティクスにおける身体性と社 
　 会的相互作用、自己概念の発達」のような発達的側面の言及は少ない。
3. 計算の枠組み：学習のアルゴリズム：David Marr の Vision［3］で展開されている以下の3
　 つのレベル分けは、計算神経科学の大きな指針であった。
　 (a) 情報処理の問題設定と解決指針を与える計算理論
　 (b) そのために利用可能な表現とアルゴリズム
　 (c) 実際の脳神経系のハードウェアによる実現

構成的計算神経科学
国立大学法人大阪大学

浅田 稔
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※1　以前は、計算論的神経科学（Computational  Neuroscience）と呼ばれていたが、最近では、この言い方が定着しているようである。
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　現在の計算神経科学は、ビッグデータやGPGPUに代表されるリッチな計算機環境を背景に、大
きく2つの流れがあると考えられる。一つは、脳活動の大規模シミュレーションで、Izhikevich 
and Edelman ［4］ による哺乳類の視床皮質のコンピューターシミュレーションが典型例である。
ヒトの拡散テンソル画像（DTI）による大域的解剖学的構造、ネコの視覚皮質の単一ニューロンの in 
vitro のラベリングと三次元構造再現にもとづく、複数の視床核と皮質の6層構造、そして樹状突起
の多様な分岐構造を反映した22のニューロンタイプを用いて、100万ニューロン、およそ5億シナ
プス結合による脳神経系の動的な活動を再現し、脳波のような信号の創発を実現した。
　もう一つは、ビッグデータの潮流に倣い、脳の解剖学的構造や活動に依存した各種イメージングデ
ータをかき集め、脳の全結線構造を明らかにしようとする Connectome［5］のプロジェクトが始
まっている※2。そして、それらを対象として、脳のネットワーク構造と活動の関連を明らかにしよう
とする研究が計算神経科学の大きな流れの一つになっている［6］。脳に限らず、飛行機のフライトの
ネットワークや人間社会の構造などにも応用されているスモールワールド、リッチクラブ、スケール
フリーなどの複雑ネットワークによる近似や解析が注目を浴びている※3。このネットワーク解析に対
する最新のレビューを簡単に紹介する。

　Bassettら［7］は、“On the nature and use of models in network neuroscience” と題
するレビューで最近のネットワーク神経科学のモデルに関する議論を展開している。彼女らは、多様
な広がりを見せている脳のネットワーク理論は、その定義や応用範囲、そして評価などに対して若干
混乱気味であるので、組織化原理を用いてこれを整理することを試みている。特に、機能と構造、デ
ータと理論、そして要素と全体の3つの軸から考察している。これらのモデル検証には、生物学のみ
ならず哲学の分野も必要と主張している。図1にネットワークモデルルタイプの3つの軸を示す。

※2　Human Connectome Project＜http://www.humanconnectomeproject.org＞
※3　＜https://ja.wikipedia.org/wiki/複雑ネットワーク＞

■図1 ネットワークモデルタイプの3つの軸

出典：文献［7］のFig.2を改編
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2 構成的計算神経科学のアプローチ
　計算神経科学のベースとなるのは、fMRI、 PET、 MEG、 EEGなどの各種イメージングや計測
による豊富なデータと最新データ解析ツールによる脳の構造と機能（活動）に対する知見の集積であ
る。それらは、必ずしも統一的な見解ばかりでなく、相互に矛盾するものも多々見受けられ、完全と
いう状態から程遠い。
　この大きな課題に対して、JonasとKonrad ［8］ は、古典的なマイクロプロセッサーをモデル生
物として取り上げ、神経科学の一般的なデータ解析方法が情報を処理する方法を明らかにできるかど
うかを調べた。マイクロプロセッサーは、論理的な流れ全体から論理ゲートを経て、トランジスタの
ダイナミクスまで複雑だが、すべてのレベルで構造や動作が理解できる人工情報処理システムであ
る。すなわち真実が分かっている。そこで、マイクロプロセッサーに対する様々な解析手法を適用し
た。そして、データ内の興味深い構造が明らかになったが、マイクロプロセッサー内の情報処理の階
層を意味的に記述していなかった。これは、神経科学における現在の解析的アプローチがデータ量に
かかわらず、神経システムの意味のある理解を生み出すには不十分である可能性があることを示唆し
ている。より深い理解のために、時系列及び構造発見法の検証プラットフォームとしてマイクロプロ
セッサーのような、既知である複雑な非線形動的システムの使用が勧められている。
　結局、計算神経科学は、実はあまり頼りにならないデータや知見にもとづいている可能性があると
いうことである。この課題に対して、完璧な解を求めるのは、非常に困難であるが、一つのアンチテ
ーゼは、脳だけではなく脳への入出力、すなわち身体や環境の計測も必要という点である。多くの脳
活動シミュレーションは脳だけに固執しており、先に紹介した IzhikevichとEdelman ［4］ の実験
でも入力はサイン波であり、出力からのフィードバックも考慮されていない。あまりに不自然である。
そこで、身体からの入力や、身体への出力も考慮した計算神経科学が必要で、ここでは、これを構成
的神経科学と呼ぶ。感覚器官からの入力データのリアリティ、そして運動出力から身体行動表出に至
る過程の観察によるもう一つのリアリティが二重の意味で効いてくる。感覚入力器官、運動出力器官
のシミュレーションは単純ではないが、少なくとも、これらの身体拘束、 より正確には、「2.5 身体性
とロボティクス」で示した「身体性」が脳神経系のネットワークの構造と機能の意味づけを容易にし、
そのことが、認知発達ロボティクスで紹介したロボットたちの脳の設計理論につながると期待したい。
　以下では、構成的神経科学の例として、胎児を扱った先駆的な研究例と、身体は単純だが、脳神経
系と身体系の間の関係に対する考察を扱った例を紹介し、今後の構成的神経科学の動向に注目したい。

2.1 胎児の発達とそのシミュレーション
　近年、4 次元超音波撮像などの可視化技術の進展により、胎児の様々な行動及び能力が明らかになり
つつある （例えば、文献 ［9］ の第五章など）。ただし、この時期は、自己他者未分化状態と考えられ、
母胎内羊水環境で、母親の身体の内外からの刺激としての音や光などが非明示的な他者として作用する。
　胎児の感覚の始まりとして、先にも述べたように、触覚は受精後約10週から、また視覚は18から
22週の間くらいからといわれている（文献［10］のFig.1など参照［4］）。身体表象が身体のクロスモ
ダルな表現だとすると、 視覚によって他者の身体を知覚する前から、自身の身体表象が触覚などの体
性感覚と運動の学習からある程度獲得されると仮定しても不思議ではない。この時期は、視覚、聴覚
が作動しつつも、 発声や四肢の運動との明確な結び付きが薄く、それぞれが未分化、未発達な状態に
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あると仮定できる。ただし、口唇周辺や手の触覚分布の高密度である点や、体内での身体の姿勢の拘
束から、吸い付きなどの口唇と手の協調運動 （手を口唇に近づけると口が開くなど［11］） が学習さ
れているとみなせ、ミラーニューロンシステムの基盤として、個体の運動のライブラリが獲得され始
めているとみなせる。
　KuniyoshiとSangawa ［13］ の研究では、人の身体、神経系の生理学的知見にもとづく個々の
モデルを組み合わせ、一つの赤ちゃんモデルとした。そして、このモデルを用い、母胎中の胎児の発
達及び、誕生後の行動をシミュレーションし、人の運動発達の理解を目指した。学習の結果、皮質
上に、筋肉ユニット配置、より一般には、体性感覚・運動マップを獲得する。この学習により母胎
内では、当初ランダムであった運動が徐々に秩序化してくること、さらに誕生後、 母胎外の重力場で
の運動は、はいはいや寝返りに似た運動が創発されたと報告されており、まさに、“Body shapes 
brain” ［14］ の典型例といえる。彼らのアプローチは、個体発達の構成的手法の基本原理と考えら
れる。最近では、これを起点として、脳や身体、環境のシミュレーション精度を高め、社会的行動発
生原理をも含むことを狙っている［15］。そのためには、ミラーニューロンシステムのような構造が
創発することが期待されるが、埋め込みとしての内的構造の基盤に加え、環境の外的構造の要件が
明示されなければならない。國吉グループでの研究は、2006年の最初の論文発表［13］では、200
足らずの筋肉、すなわち、200個程度のニューロン数が、10年後の2016年に発表された論文［12］ 
では、260万個のニューロン、53億のシナプスコネクショを STDP（spike-timing-dependent 
plasticity: スパイクニューロンの活動電位タイミング依存性シナプス可塑性） 則で学習させた結果
が報告されている。図2 にそのシミュレーションのモデルを示す。大規模なシミュレーションとは
いえ、実際のニューロン数に比して、まだまだ少ないこと、また、子宮形状が柔らかい球状で近似さ
れているが実際は窮屈であり、かなり異なる環境であるものの、この規模で身体との結合がなされた
シミュレーションは特筆もので、今後の一つの方向性を示している。

■図2 ヒト胎児の筋骨格系と脳神経のモデル

（a）子宮内の胎児身体モデル、（b）胎児筋骨格系モデル、（c）関節位と向き、（d）触覚センサー配置、
（e）早産児 MRI スキャンにおける代表的な DFI と分割、（f）皮質モデルにおけるモデルニューロン、
（g）脊髄回路モデル

出典：文献［12］のFigure 1 より転載
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■図3 互いに遷移しあう
　　　2種類の因果ネットワーク

（b）

第
二
要
素

第一要素

サブネットワーク中の
ニューロン数

サブネットワーク番号

身体に結合したニューロン数 移動エントロピー［Nats］

サブネットワーク番号

サブネットワーク中の
ニューロン数

安定パターン（3つの角部分）

情報ネットワーク

継続時間：329.5s

情報ネットワーク

続時：32.5

物理ネットワーク

安定パターンを結ぶ帯状の部分

（c）（a）

2.2 身体と脳神経の結合ダイナミクス
　身体と環境の相互作用により、様々な行動が創発する際の感覚運動系と脳神経系がどのような関係
にあるかは、構成的発達科学においての基本課題である。前節の胎児シミュレーションは魅力的だが、
脳神経系と身体の関係を解析するうえでは、非常に複雑で困難である。そこで、単純な身体と脳神経
系を用いたシミュレーションとその解析が行われている。
　Parkら［16］は、非線形振動子のニューロンから構成される脳神経系がヘビのようなロボットの
筋骨格系を通じて、環境と相互作用した際に生じるネットワーク構造について、情報の移動エントロ
ピーをもとに解析した。初めに、各関節角の時間相関を特徴ベクトルとして、行動パターンを解析し、
大まかに2つの運動パターンを抽出した。それらは、安定な行動パターン （継続時間が長い） とそれ
らを行き交う不安定な行動パターン （継続時間が短い） である。図3（a）にその結果を示す。運動パ
ターンを非線形主成分解析した場合の第一、二成分を示している。安定な行動パターン （継続時間が
長い3つの角の塊） とそれらを行き交う不安定な行動パターン （安定パーンを結ぶ帯状の部分で継続
時間が短い） である。
　次に、それぞれの行動パターン時の神経ネットワークを調べた。最初与えられた物理的に結線さ
れたネットワーク （解剖学的ネットワーク） が固定であるのに対し、情報の移動エントロピーの計算
により、推定された運動時のネットワーク構造（以下では、機能ネットワークと呼ぶ）は、行動パタ
ーンの安定、不安定により異なるサブネットワーク構造が生じた。中央の解剖学的ネットワーク構造 
（図3（c） 中央） に対し、左右の因果ネットワークが生じた （図3（c） 左右）。左は、安定行動パター
ンで疎につながった （一見、密度が高そうだが移動エントロピーは低い） 多数のサブネットワーク構
造で、環境との結合も弱い （図3（b） 左）。片や、右は不安定鼓動パターンで一つの大きなサブネッ
トワークが環境と強く結びついている （図3（b） 右）。安定行動パターンは高次元状態空間でのアト
ラクターに、不安定行動は、安定行動パターン間の遷移を表し、全体としてカオス遍歴の様相を呈し、
環境との相互作用による神経ネットワークのダイナミクスを表している。

出典：PLOS「Chaotic itinerancy within the coupled dynamics between a physical body and neural oscillator networks」を改編
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　一つの憶測は、原初的な意識 （不安定状態：例えば崖っぷちの歩行）・無意識 （安定状態：例えば
通常の歩行） に対応していないかという期待である。情報統合理論 ［17］ による統合情報量の計算は
困難を極めるが、不安定状態のほうが安定状態よりも大きいと察せられる。
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利用動向



　本章では、AIの利用動向について紹介する。
　2016年は、ディープラーニングが「AI第三次ブーム」の大きな原動力となったが、2017～2018
年には、AIはブームに留まらず具体的利用事例、先進事例が出始めている。ディープラーニングに
ついては自動運転、医療、金融のファンド運用などの領域において研究開発が進んでいる。
　そこでまず、「3.2 技術分野別のディープラーニングの利用動向」において、ディープラーニング
の産業応用について、「認識」、「運動の習熟」、「言語の意味理解と生成」などの技術内容別に説明する。
　また、「3.3 国内における利用動向」及び「3.4 海外における利用動向」において国内外のAI技術の
産業への応用の具体的事例を説明する。分野としては、コネクテッドインダストリーズの対象ともな
っている製造業（コネクテッドインダストリーズの分類では「ものづくり・ロボティクス」）、自動車
産業や物流（同「自動走行・モビリティ」）、インフラ（同「プラント・インフラ保安」）の他、農業、健康・
医療・介護、エネルギー、教育、金融業、流通業など幅広い領域を対象とした。
　「3.5 AI導入予算・AI市場の規模」ではAIに関する予算や市場規模を軸に進展状況を説明する。
また、【特集】「データで見る中国のAI動向」では、特に近年の躍進が目覚ましい中国に関してデー
タを含めて詳細に説明する。
　なお、「資料」では、IPAが平成29年度に実施した「AI社会実装推進調査」におけるアンケート結
果を公開している。本調査では、AIの導入状況をより正確に把握するために、導入していない企業
に対する設問も厚くすることで未導入企業の回答を促している。また、ユーザー企業の集計からAI
ベンダー企業を除外することにより、AIベンダーが自社製品を社内で試用しているケースなどをユ
ーザー企業に含めないようにしている。
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　本節では、「認識」「運動の習熟」「言葉の意味理解」の３つの技術分野の枠組みで産業応用をとらえ、
それぞれの動向を紹介する。まず、「3.2.1 認識技術の利用動向」において画像認識及び音声・言語
認識へのディープラーニングの実用化動向を紹介する。次に「3.2.2 運動の習熟」において強化学習
と深層学習を組み合わせた深層強化学習と呼ばれる手法により、ロボットや機械の動作（運動）を習
熟させる研究開発の動向を紹介する。さらに、「3.2.3 言語の意味理解と生成」で、意味理解から自
然な会話の実現を目指す技術動向を紹介する。
　今後もディープラーニングの技術革新は一層進むことが期待され、産業側の適用領域も拡大すると
予見される。しかしながら、ディープラーニングが効果を発揮するためには、学習するためのデータ
の収集・整備に加え、フィードバックする側の機械等の整備や業務プロセスの改革等を行う必要があ
り、適用領域によっては多額の投資が必要となる。そのため、ディープラーニングに関わる技術革新
のスピードは著しい一方で、実用化の面では、導入効果と投資金額のバランスにより段階的に導入が
進んでいくことが予想される。

209

利用動向 第3章

※1　従来専門家が行ってきた特徴量の設計にもとづく認識など。
※2　東京大学松尾豊特任准教授作成（2018）

技術分野別のディープラーニングの利用動向3.2
　ディープラーニングの登場によるAIの高度化で、まず、画像認識や音声認識等の分野において、従
来の方法※1の精度を凌駕するなど様々な成果が得られ、その技術の産業での応用が進んでいる。「2.2 
ディープラーニング」で示したとおり、今後はディープラーニングと強化学習を組み合わせてロボッ
トなど機械の動作の学習（運動の習熟）やパターンの認識と記号的処理を融合することで言葉の意味
理解へと発展することが期待されており、その発展のペースも『AI白書2017』で掲載した予測より
も前倒しになっている（図3-2-1）。

■図3-2-1 ディープラーニングの登場によるAIの高度化とそれによる産業や社会への影響（2018年版）※2
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3.2.1 認識技術の利用動向
　本項では、ディープラーニングを用いた画像や音声・言語の認識に関わる動向を紹介する。

（1）画像認識技術の応用動向
　ディープラーニングが最も成果を挙げている取組みの一つが画像認識であり、その産業応用は、自
動車の走行環境の認識や医療分野における画像診断支援等の領域で先行している。以下では、これら
の領域を例にディープラーニングの利用動向を示す。

①走行環境の認識
　本書3.3.2及び3.4.2の「自動車産業における利用動向」で説明する自動運転に関しては、古くか
ら取組みが進められており、1996年には我が国でも、旧土木研究所（現国土技術政策総合研究所）
により高速道路における連結走行の実証実験が行われている。しかしながら、現在においても自動
運転が普及していない主要な原因の一つとして、多様な天候や交通状況などによる複雑な走行環境
を自動的に認識することが難しいことが挙げられる。
　自動車の走行環境、特に市街地における環境は非常に複雑であり、すべてのパターンやルールをあ
らかじめ設定し、それにもとづく制御を行うことは現実的ではない。そのため、現在の自動走行実現
へのアプローチの多くはディープラーニングを中心とした機械学習によるものが中心となっている。
　自動走行は、車両の周辺環境の情報を「①認識（走行環境理解）」し、今後の「②行動を決定（判断）」
した上で「③走行制御」を行うことで実現される。ディープラーニングは、主に車外環境の①認識に
利用される。この際、  全地球測位システム（Global Positioning System；GPS）や地理空間情報、
可視光カメラ、ミリ波レーダー、LiDAR（Light Detection and Ranging）など様々なセンサー
やデータを用いて車外の移動体や障害物等を検知する取組みが行われている（図3-2-2）。

　Mobileye（イスラエル）は、単眼カメラ等を用いて車外の物体を検知し、衝突検知や衝突防止・軽
減のための警告等を行う先進運転システム（Advanced Driver Assistance Systems；ADAS）
を開発している。安価な単眼カメラ単独で先行車との衝突防止、先行車追従、レーンキーピング等の
機能を実現できる車載半導体Eye Q（アイキュー）を設計・開発し、BMW（ドイツ）やGM（General 
Motors、米国）等が販売する自動車向けに累計1,500万台を出荷※3している。2017年1月時点の先進

※3　2017年までの累積出荷台数。“Customers,” Mobileye Website <http://www.mobileye.com/about/our-customers/>
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■図3-2-2 自動走行の仕組みの例
現在のディープラーニング応用可能領域
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画像データ

学習

ＡＩ

②行動を決定

予測、
シミュレーション

リスク回避行動の
候補の評価

リスク分析

③走行制御
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車線変更

車線逸脱防止



※4　システムオンチップ（System on a Chip）の略称。
※5　“End-to-End Deep Learning for Self-Driv ing Cars” NVIDIA Website <https://devblogs.nvidia.com/

parallelforall/deep-learning-self-driving-cars/>
※6　ニューラルネットワークモデルの情報を交換するフォーマット。詳細は2.9.1項（3）を参照。

運転システムに関わる同社の世界シェアは80%に達している。同社製品は2017年までに27のOEM
パートナーの313の車種に採用されたという。Mobileyeは、カメラやセンサーから得られたデータに
対してディープラーニング等を適用することで製品の付加価値を高めており、具体的には運転可能な領
域、運転可能エリア内のルート形状、道路の移動オブジェクト、シーンセマンティクス（信号及びその
色、交通標識、歩行者の視線方向、路上表示など）などを高精度に認識する機能の開発を進めている。
Mobileyeは2016年からIntelと提携していたが、2017年3月にIntelに153億ドルで買収された。
　NVIDIA（米国）は、GPU（Graphics Processing Unit）技術を活かした車載用コンピュータ
ーと自律走行のためのソフトウェアの開発を推進している。自動運転における画像認識技術について
は、早い時点で欧米先進自動車メーカーなどとGPUでAI画像認識ベンチマークを行った。これに
より「全交通標識の認識において、たった4時間のAI学習で96％の認識率を達成」、「濃霧など悪天
候下でも人間以上の精度で遠方の先行車両を認識」、「自動運転車が走行可能なフリースペースをリア
ルタイム認識（画素単位で車、人、交通標識等を識別するセグメンテーション）」などを確認すること
ができた。またKITTI等の運転支援用公開ベンチマークでも優れた認識精度を短期間で達成した。
これらにより各自動車メーカーはAI、特に「ディープラーニング」が自動運転に不可欠であるという
確証を得た。
　ディープラーニングによる画像認識も含めた自動走行機能を1チップで実現可能なSoC※4とし
てXavier（エグゼビア）を2017年第4四半期に出荷し、2018年度中には自動運転レベル5（SAE 
J3016）に対応するAIコンピューターである「Pegasus」を出荷する。また、ソフトウェアの開発で
は、最新の研究成果として、物体検出やマッピング、ルートプランニングといったプログラムを行わ
ず、ルートと周辺状況といった限られた情報しか持っていない状態から、ドライバーの反応や周辺の
観察により、運転に必要な判断を学習した結果を発表※5している。
　自動走行実現に向けた画像認識への取組みは、表3-2-1のように自動車部品サプライヤー、スター
トアップ企業等でも進んでいる。なお、自動車メーカー、政府等の自動走行実現に向けた取組みは「3.3.2 
自動車産業における利用動向」（国内）、「3.4.2 自動車産業における利用動向」（海外）にて紹介する。
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■表3-2-1 自動走行関連用途にディープラーニングを応用する取組み例
組織名 国 概要

AImotive ハンガリー

AImotiveはディープラーニングを活用した自動運転用ソフトウェアaiDrive、シミュレーションツール
のaiSim、ハードウェアアクセラレーターのaiWareを開発している。また、同社はKhronos Group
のメンバーとして学習済みモデルの相互交換用の標準であるNNEF（Neural Network Exchange 
Format）※6を積極的に推進し、自社製品への適用を進めている。

Comma.ai 米国

Comma.aiは画像認識等を応用した自動走行向けのソフトウェアプラットフォーム及び車両制御用のプ
ラットフォームを開発している。また、開発成果であるソフトウェアの機能と車両制御用のハードウェア設
計情報をそれぞれオープンソースとして公開している。前者はopenpilotと呼ばれ、車間距離を維持し
つつ一定速度で走行するアダプティブクルーズコントロール（Adaptive Cruise Control；ACC）や走
行中の車線逸脱を防止するレーンキーピングアシスタント（Lane Keeping Assist System；LKAS）の
機能が含まれる。後者はComma Neoと呼ばれ、コンピューター基盤の回路情報、必要な部品、設
計手順等の情報が含まれる。

DeepGlint 中国 DeepGlintは道路交通シーンなど複雑なシーンで複数のオブジェクトを同時に検出し、自動車、自転車、
歩行者などを識別することができる車両解析システムWeimu Vehicle Big Data Systemを提供している。



②医用画像の認識と診断への応用
　医療分野においては、患者の状態を客観的に判断するために、血液検査、心電図検査、画像
検査など種々の検査が行われている。その中でも画像検査については、Wilhelm Conrad 
Röntgenが1895年に発見したX線によるX線写真に始まり、1970年代のＸ線CT（Computed 
Tomography）装置、超音波診断装置、核医学装置、MRI（Magnetic Resonance Imaging）
装置などの多種多様なデジタル診断機器に続き、より高度な検査の手段として実施されてきた。
　それらの検査結果の画像を観察して病変の有無を判断するいわゆる読影・診断は、主に放射線科医
などの画像診断医により行われている。当初はアナログフィルムベースで行われていたが、機器のデ
ジタル化により、2次元のデジタル画像や3次元画像の取得・表示が可能となり、近年はそれによる
診断が主流になっている。
　最新の診断機器では、例えばマルチスライスのX線CT装置では、1回の検査で千枚を超える画像
が発生し、さらに検査スループットの向上により1日当たりの検査件数も増加している※7ことから、
読影・診断を行う画像診断医の負担が増加しており、関与できていない検査が増加することが懸念さ

※7　医用画像は医療に関わるデータの90%以上を占めるまでに増加しているといわれている。“IBM Unveils Watson-Powered 
Imaging Solutions for Healthcare Providers” IBM Website <https://www-03.ibm.com/press/us/en/
pressrelease/51146.wss>
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Drive.ai 米国

Drive.aiはスタンフォード大学人工知能研究所（Stanford Artificial Intelligence Laboratory；
SAIL）からスピンアウトして設立し、ディープラーニングを中核とした自動走行用途のソフトウェア開発を
進めている。同社はカメラ画像からの歩行者や物体の検知に加えて、交差点停車時の右左折など、運転
動作に関わるプランニングや意思決定にもディープラーニングを活用しようと試みている。2018年7月か
ら米国テキサス州フリスコで、現地交通当局の支援を受けて、自動運転車によるオンデマンド配車のテス
トサービスを開始している。

Mobileye イスラエル Mobileyeは単眼カメラから得られる画像にディープラーニングを適用して衝突の検知、防止・軽減の
ための警告等を行う先進運転システムを開発している。詳細は本文を参照されたい。

NVIDIA 米国
NVIDIAは、GPU技術を活かした車載用コンピューターとセンサー等から周囲の障害物を認識し、経路
プランニング等を行う自動走行向けのソフトウェア開発を推進している。詳細は本文や「3.3.2 自動車産
業における利用動向」を参照。

Sighthound 米国

Sighthoundはディープラーニングにより車両、人間、顔などを認識する技術を開発している。同社は
開発した技術を、ライブカメラから得られる映像に適用することで、車両の製造元、モデル、色、ナンバ
ープレート等を識別したり、走行・飛行する移動体が撮影した画像に適用することで、人や物体等を検
知したりするソリューションを提供している。

デンソー 日本

デンソーはAI R&Dプロジェクトを立ち上げ、走行環境の認識、走行シーンの理解、行動予測などを目
的としたディープラーニングアルゴリズムの開発、そのアルゴリズムの効果を最大限発揮するための半導
体など実装技術の開発、学習用データや学習済みモデルなどの品質を保証するための品質基盤の開発を
進めている。2018年5月、トラックやバスなどに後付け可能なドライバーステータスモニター「DN-DSM」
を発表。赤外線カメラで撮影したドライバーの顔を画像解析し、脇見・眠気・居眠り・不適切な運転姿
勢の状態を検知。ドライバーに注意を促し、安全運転をサポートする。

モルフォ 日本

モルフォは2015年12月にデンソーと資本業務提携に合意し、多様な障害物や標示・標識、車両が走行可
能な道路空間、危険が予想されるシーン等を認識するためにディープラーニングを用いた次世代画像認識技
術を開発している。画像認識をリアルタイムに行うための高速なディープラーニング推論エンジン「SoftNeu-
ro」を開発し2017年12月に製品化した。また、ディープラーニングを用いた人体や動物などの姿勢を推定す
る技術「Morpho Pose Estimator」をTop Data Science （本社ヘルシンキ）と共同で開発し、2018年5
月より、提供を開始した。

ZMP 日本

ZMPはディープラーニングによる画像認識技術、ライダー（Light Detection and Ranging；Li-
DAR）による自己位置推定等により周囲の環境を認識して自律的に走行する技術の開発を行っている。自
動車メーカーが進める自動運転の開発は、ドライバーの運転を支援する自動運転機能が中心であるが、
ZMPはサービスにフォーカスし、運転しない人が乗ることができる自動走行タクシーを開発している。実
証実験を積極的に行っており、2017年12月には東京都江東区で、日本で初めて公道での運転席に人が
いない状態で自動走行の実証実験を行った。詳細は、3.3.2項に記述する。

出典：各種公開情報より作成



れている。また、胃や大腸の消化器内視鏡検査においても、病変の早期発見のため検査数は増加する
と考えられるが、検査および読影・診断を行う内視鏡医の数には限界があり、その恩恵を受ける患者
数に限度がある。
　医用画像の診断支援へのコンピューターの活用は、こうした課題の解決や医師不足等の解決につな
がるといわれており、1980年代から研究・実用化されてきたが、近年のディープラーニングによる
画像認識精度の向上により、その実装が加速するものとみられている。
　また、医療分野では症例等に関する医用画像の整備が進められており、研究機関や企業等はこれら
の医用画像に対してディープラーニングを適用する取組みを進めている。例えば、米国では、肺画像
データベースコンソーシアム（Lung Image Database Consortium；LIDC）や画像データベー
ス資源イニシアティブ（Image Database Resource Initiative；IDRI）等が症例データベース
を構築・提供し、シリコンバレー等で活動しているスタートアップ企業がこれらを活用してディープ
ラーニングによる医用画像の認識に関わる研究開発を行っている。日本においても、内視鏡学会、医
学放射線学会、病理学会などにより研究用の画像のデータベースを構築する動きが始まっている。

　ディープラーニングによる医用画像の認識に関わる取組みは、表3-2-2のように多様な部位の画
像に適用され、がんや骨折などの診断に利用されている。また、超音波診断装置などの動画において、
対象部位が映し出されているビデオクリップの選択などにも使用されている。
　Enlitic（米国）は、畳み込みニューラルネットワーク（Convolutional Neural Network；
CNN）※8を拡張して、X線CT画像からがん画像を検出するシステムの開発を行っている。Enlitic
の開発したシステムでは、放射線科医よりも約50%高い精度で医用画像から肺の悪性腫瘍を分類で
きるという※9。　
　Viz.aiは2018年2月に、CT画像を解析し、患者の潜在的な脳卒中の可能性を医療機関に
通知する臨床意思決定支援ソフトウェアの販売の認可を米国食品医薬品局（Food and Drug 
Administration；FDA）より取得した※10。米国疾病管理センター（Centers for Disease 
Control and Prevention；CDC）によると、米国では約79万5,000人が毎年脳卒中を発症し、
米国第5位の死因、重度の後遺障害の主要原因となっている。このアプリケーションは、現場の病院
で撮られた脳のCT画像を解析し、疑わしい大血管閉塞が確認された場合にスマートフォンやタブレ
ットなどのモバイルデバイスを経由して神経血管専門医に通知する。通常は、放射線科医による読影
を経て神経血管専門医に知らせているため、それより早く治療を開始することができるという。同社
は、300件のCT画像について、2人の神経放射線科医による読影と本アプリケーションを比較し、
閉塞の疑いがある場合、アプリケーションのほうがより早期に神経血管専門医に通知できたという結
果を提出した。
　IDxは、2018年4月に糖尿病網膜症を検出するAIを活用した診断装置を販売するFDAの認可を
取得した※11。糖尿病網膜症は高血糖が網膜内の血管を傷つけることで発症、その結果視力喪失を引
き起こし、米国では3,000万人に影響があるという。このソフトウェアは、TOPCON製の特別な
網膜カメラで撮影した成人の眼の画像を、AIアルゴリズムを使用して分析する。 医師が画像をクラ

※8　CNNの詳細は2.2.3項を参照。
※9　“Enlitic,” “Enlitic Website <http://www.enlitic.com/index.html>
※10　<https://www.fda.gov/NewsEvents/Newsroom/PressAnnouncements/ucm596575.htm>
※11　<https://www.fda.gov/NewsEvents/Newsroom/PressAnnouncements/ucm604357.htm>
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ウド・サーバーにアップロードすると、ソフトウェアが陽性か陰性かの結果を出す。今回の装置は、
医者が画像や結果を解釈しなくても検査結果を出すことでFDAの認可を取得した初の製品である。
　OsteoDetectは、2018年5月に、AIを使って手首の骨折を検出するアルゴリズムを備えたソ
フトウェアの販売に関するFDAの認可を取得した※12。このソフトウェアは、成人手首のX線画像を
機械学習技術を用いて解析し、手首のX線画像の中の骨折している箇所に目印を付ける。開発した
Imagen Techが実施した2つの研究によると、同ソフトウェアを使ったときのほうが、手の診断・
治療を専門とする整形外科医よりも骨折部位をよりうまく特定できたという。
　なお、ディープラーニングによる診断支援に加え、医療・健康・介護分野でAIを活用する事例を
｢3.3.5 健康・医療・介護における利用動向｣（国内）、｢3.4.5 健康・医療・介護における利用動向｣（海
外）として、紹介している。

※12　<https://www.fda.gov/NewsEvents/Newsroom/PressAnnouncements/ucm608833.htm>
※13　<https://www.fda.gov/MedicalDevices/ProductsandMedicalProcedures/DeviceApprovalsandClearances/510k

Clearances/ucm613084.htm>
※14　 <https://www.fda.gov/MedicalDevices/ProductsandMedicalProcedures/DeviceApprovalsandClearances/
　　　　510Clearances/ucm613084.htm>
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■表3-2-2 医用画像認識関連用途にディープラーニングを応用する取組み例

組織名 国 概要

Bay Labs 米国

Bay Labsは超音波診断にディープラーニングを適用し、完全自動化されたビデオク
リップの選択と左心室駆出率の計算を行う同社ソフトウェア製品に対して、2018年
6月にFDAの認可を受けた※13。これにより、定量化のために手動でビューを選択し
最適なビデオクリップを選択操作する必要がなくなった。

Butterfly Network 米国

Butterfly Networkは低価格でインターネットと接続可能な携帯電話サイズの超音
波診断デバイス、ディープラーニングによる腫瘍の認識が可能な学習済みモデル、及
びそれをもとにクラウド上でリアルタイムに推論を行う超音波画像の診断機能を開発
している。

Enlitic 米国 EnliticはX線CT画像等にディープラーニングを適用し、がんなどの疾患の診断を支
援するシステムを開発している。詳細は本文参照。

IDx 米国 IDxは、2018年4月に糖尿病網膜症を検出するAI活用の診断装置を販売するFDA
の認可を受けた。詳細は本文参照。

Imagia カナダ Imagiaは、医療ソリューションベンチャーであるai4giと組んで、内視鏡による大
腸がん等のスクリーニングへの応用を進めている。

Lunit 韓国

Lunitはディープラーニングによる医用画像や医療データの分析、解釈を行うソフト
ウェアを開発している。具体的には、胸部X線医用画像から主に肺がんを、乳房X線
（マンモグラフィ）医用画像から乳がんを検出するシステムを開発している。同社は
病理画像の認識アルゴリズムの評価を行うCamelyon 2017などの国際大会にお
いて評価されている。

Mindshare　Medical 米国
Mindshare Medicalはディープラーニングにより医用画像から重度の疾患を検出
し、効果的な治療計画やフォローアップの手順を含むパーソナライズされた診断とガ
イダンスを行う臨床意思決定支援システムを開発している。

OsteoDetect 米国 OsteoDetectは、2018年5月に、AIを使って手首の骨折を検出するアルゴリズム
を備えたソフトウェアの販売に関するFDAの認可を受けた。詳細は本文参照。

Viz.ai 米国
Viz.aiは2018年2月に、CT画像を解析し、患者の潜在的な脳卒中の可能性を医
療機関に通知する臨床意思決定支援ソフトウェアの販売に関するFDAの認可を受け
た。詳細は本文参照。

Zebra Medical Vision イスラエル

Zebra Medical Visionは、X線CT画像等をもとにディープラーニングを適用して
骨（骨密度、骨折リスク、骨折箇所）、肝臓（脂肪肝）、肺（肺気腫の容積）、心臓血
管（冠動脈疾患、大動脈瘤）、脳（脳出血）の発症リスク等を解析している。
2018年7月に、ECGゲートCTスキャンから患者の冠動脈カルシウムスコアを自動
的に計算し、冠動脈疾患のリスクの評価に使用される冠動脈カルシウムスコアリング
アルゴリズムのＦＤＡ認可を受けたと発表した※14。



※15　発話を大規模に集めたデータベース（Switchboard Corpus）。

③その他
　これまでに紹介してきた自動走行と医療分野は、ディープラーニングの登場により飛躍的に進歩
し、実用化に大きく前進している領域である。ディープラーニングによる画像認識は、これら以外に
も幅広い産業用途に広がりを見せつつある。例えば、防犯カメラから取得した動画像に対してディー
プラーニングを適用することで、都市や施設の安全性を高める取組みや事故画像を解析することで損
害調査の効率化を高める取組みなどが進んでいる。これらの領域におけるディープラーニングを含め
たAIの活用については、「3.3 国内における利用動向」と「3.4 海外における利用動向」で紹介する。

（2）音声・言語認識
　スマートフォンに搭載された音声アシスタントシステムや自動で質問に対応するチャットボットシ
ステムなど、ディープラーニングの登場により音声認識や文章認識・生成等に関する技術の実用が一
層進み、市場での利用が始まっている。
　ここでは、ディープラーニングの適用が先行する音声認識・対話、機械翻訳、文章生成の領域にお
ける利用動向を紹介する。

①音声認識・対話
　音声認識は、1990年代後半から米国防高等研究計画局（Defense Advanced Research 
Projects Agency；DARPA）が進めた共通の大規模コーパス※15の整備及びそれらを用いて音声
認識の評価を行うプロジェクトによりその精度が大幅に向上した。音声認識精度の一般的な評価尺度
である単語誤り率（Word Error Rate；WER）を見るとIBMが1995年に43%のWERを達成
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エルピクセル 日本

エルピクセルはX線CTやMRI（Magnetic Resonance Imaging；磁気共鳴画
像診断）、内視鏡等で取得した医用画像に対してディープラーニングを適用し、がん
や脳の疾患等を発見する画像診断支援に関わる研究開発を進めている。具体的に
は、（1）医師のダブルチェック・トリプルチェックによって品質が担保された学習デー
タを使用（2）学習データが少なくても効率的・高精度に学習する独自技術を活用な
どの特徴を持ち、医師の診断を支援している。また、研究開発のための医療画像を
m3.com等を通じて医師・医療機関から安全に収集する支援も開始し、同支援を
活用した多数の放射線科医による試用や効用の研究を行い、エビデンスの構築を目
指している。

キヤノン 日本

キヤノンは大規模症例データベースを活用し、ディープラーニングや機械学習による
がんや神経性疾患の診断支援を行うソフトウェアの開発を進めている。また、キヤノ
ンメディカルシステムズは、ディープラーニングを用いてCT画像のノイズ成分とシグ
ナル成分を識別し、分解能を維持したままノイズを選択的に除去する再構成技術を
開発し、高品質な画像を、より線量を下げて、提供することができるようにしている。
また、MRI画像において、ディープラーニングを用いてノイズの多い画像からノイズ
を除去するノイズ除去再構成技術を開発し、従来検査では困難であった超高分解能
撮像を短時間で行うことを可能とした。

Preferred Networks 日本

Preferred Networksは、同社及び産業技術総合研究所が国立がん研究センター
の保有するがんに関する膨大な罹患者の臨床データや画像データ（X線CT画像、
MRI画像）、ゲノムデータ等に対してディープラーニングを中心とした先進的なAI技
術を適用することで、より正確ながんの診断や個々のがん患者に適した治療法の選
択等を行う技術の研究開発を進める。開発は科学技術振興機構の戦略的創造研究
推進事業（ＣＲＥＳＴ）「イノベーション創発に資する人工知能基盤技術の創出と統合
化」における「人工知能を用いた統合的ながん医療システムの開発」で行われ、最初
の２年４カ月でPoC（概念実証）を目指し、５年間で実用化を目指している。

出典：各種公開情報より作成



　ASRとNLUは、クラウドサービスAmazon Lexとしても提供され、企業等は容易に対話
型の機能を自社の製品やサービスに組み込むことができる。例えば、米航空宇宙局（National 
Aeronautics and Space Administration；NASA）は、火星探査用ロボットを模したミニロ
ーバーRov-Eを学校、地域団体、公共イベント用に開発している。Rov-EはAmazon Lexの機
能を用いて、学生や地域住民等との会話を可能とし、言葉で操作したり、火星探査の情報を引き出し

※16　“IBM Watson announces breakthrough in Conversational Speech Transcription,” IBM Website <https://
　　　 developer.ibm.com/watson/blog/2015/05/26/ibm-watson-announces-breakthrough-in-conversational-
　　　 speech-transcription/>
※17　“Microsoft researchers achieve speech recognition milestone” Microsoft Website <https://blogs.microsoft.
　　　  com/next/2016/09/13/microsoft-researchers-achieve-speech-recognition-milestone/
　　　 #sm.00001npc74lkeds4xz22819vdlhwj>
※18　“Historic Achievement: Microsoft researchers reach human parity in conversational speech recognition,” 
　　　 Microsoft Website <https://blogs.microsoft.com/next/2016/10/18/historic-achievement-microsoft-
　　　researchers-reach-human-parity-conversational-speech-recognition/#sm.00001npc74lkeds4xz22819
　　　vdlhwj>
※19　“Reaching new records in speech recognition,” IBM Website <https://www.ibm.com/blogs/watson/2017/03/
　　　 reaching-new-records-in-speech-recognition/>
※20　<https://thenewstack.io/speech-recognition-getting-smarterstate-art-speech-recognition/>

した後、DARPAのプロジェクトが推進剤となり、段階的に精度を高め、2005年にはIBM（米国）
が15 .2%のWERを達成した。その後、ディープラーニングの登場により音声認識の精度は飛躍的
に向上し、2015年にIBMが8%※16、2016年9月にMicrosoft（米国）が6.3%※17、同年10月
にMicrosoftがさらに精度を高め、プロの口述筆記者と同レベルの5.9%※18を達成するなど米国
の大手IT企業による競争が加速している。最新の成果では、IBMが2017年3月7日に5.5%※19、
Googleが同年4.9%※20のWERを達成している。
　音声認識を組み込んだ製品は、Apple（米国）の「Siri」、Google（米国）の「Google Assistant」、
NTTドコモの「しゃべってコンシェル」のように、音声でモバイル端末を操作する機能として生活の中
で利用されている。こうした機能は、ディープラーニングの登場に加え、複数のマイクを利用したビー
ムフォーミングや雑音抑制技術の向上等により、今まで以上に実用性の高い機能として様々な環境で実
用化が進みつつある（図3-2-3）。
　Amazon（米国）はディープラーニングを用いて音声をテキストに変換する自動音声認識機能
（Automatic Speech Recognition；ASR）とテキストを認識する自然言語理解機能（Natural 
Language Understanding；NLU）等を搭載したスピーカー型端末「Amazon Echo」を販
売している。Amazon Echoが搭載する音声認識機能は、ディープラーニングによりテレビの音声、
音楽、家族の会話等ノイズの多い家庭空間において高い精度を達成し、数メートル離れた距離からも
音声の認識を可能としている。

■図3-2-3 音声認識の応用イメージ
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※21　時系列データを扱えるモデルとして再起型ニューラルネットワーク（Recurrent Neural Network；RNN）を拡張した手法。
　　　 詳細は2.2.4項を参照。
※22　“Samsung goes after Google, Apple, Amazon and your home with new voice assistant Bixby,” CNBC Website
　　　 <http://www.cnbc.com/2017/03/29/samsung-galaxy-s8-bixby-voice-assistant-apple-siri-amazon-alexa.
　　　 html>

たりすることができるという。
　Microsoftは前述のようにディープラーニングにより高い精度の音声認識を実現している。CNN
とLSTM（Long short-term memory）※21を組み合わせ、音響のコンテキストを理解する学習モ
デルを構築して認識精度を高めている。開発した音声認識は、Windowsのパーソナルアシスタント
「Cortana」や同社のクラウドサービス「Microsoft Azure Cognitive Service」の音声認
識機能（Bing Speech API、Custom Speech Service）として組み込まれる予定である。
　この他にも表3-2 -3のようにクラウドサービスを提供する海外の大手IT企業等を中心に音声認識・
対話に関わるサービスの開発が進んでいる。

②機械翻訳
　ディープラーニングを用いた言語・音声への取組みとして機械翻訳が大きな成果を挙げている。

217

利用動向 第3章

■表3-2-3 音声認識・対話関連用途にディープラーニングを応用する取組み例

出典：各種公開情報より作成

組織名 国 概要

Amazon 米国
Amazonはディープラーニングによる音声認識機能と自然言語理解機能を搭載した家庭用アシスタント
端末Amazon Echoシリーズを販売するとともに、それに搭載されている音声認識機能等を利用可能な
Amazon AlexaやクラウドサービスAmazon Lexを提供している。詳細は本文参照。

Baidu 中国

Baiduはシリコンバレー AI研究所（Silicon Valley AI Lab；SVAIL）を設置して、ディープラーニング
による音声認識の研究開発を進めているほか、開発した音声認識機能を組み込んだ製品やサービスを提
供している。Baiduのスマートフォン向け検索アプリ（Mobile Baidu）に音声検索機能として組み込まれ
ているほか、音声認識機能をプラットフォーム（Baidu Voice）として開発者向けに公開している。このプ
ラットフォームを利用して、Haier（中国）が音声検索機能付きの家電製品を開発したり、Szime（中国）
が車載器を開発している。2017年に発表した音声合成フレームワークDeep Voice3では、30分ほど
のトレーニングでその話者の声を忠実に模倣できるという。

DeepGram 米国

DeepGramはディープラーニングによるオーディオデータの分析により、分類やキーワード抽出・発言
箇所の特定等を行う技術を開発している。同社の技術は電話、ビデオ映像、オンラインメディア等の多様
なオーディオデータを対象に分析が可能である。同社の自動書き起こしツール「Deepgram Brain」は、
報道機関、金融機関など、5,000 社以上で採用されている。

Google 米国

Googleはディープラーニングにより音声認識の精度を高め、スマートフォン向けのパーソナルアシスタ
ントGoogle Assistantや家庭向けのパーソナルアシスタントGoogle Homeを提供している。また、
AmazonやMicrosoftと同様に、クラウドサービスとして音声認識機能を提供している。具体的には、
Google Cloud Platformにおいてディープラーニングによる音声認識機能Cloud Speech APIBeta
を提供している。また、Google I/O 2018でデモを行った"Google Duplex"にて、ＡＩアシスタントが「自
然な」会話を通じて、レストランや散髪の予約を人間のオペレーターに対して行える可能性を示した。

Gridspace 米国
Gridspaceはディープラーニングにより複雑な会話を認識するソフトウェアGridspaceを開発してい
る。会話の重要箇所の識別や会話のカテゴライズが可能であり、会議録の作成支援等への応用が期待さ
れている。なお、同社はSiriを開発した研究者やスタンフォード大学のエンジニアが参加している。

Microsoft 米国 MicrosoftはCNNとLSTM等のディープラーニングにより音声認識の精度を飛躍的に高め、自社の製品
やサービスに組み込んでいる。詳細は本文参照。

Mobvoi 中国 Mobvoiはディープラーニング等による中国語の音声認識・検索技術の開発とその機能を組み込んだス
マートウォッチ、車載器、車載スマートフォンアプリの開発を行っている。

Viv フランス

Vivはディープラーニング等により音声を認識・理解し、実行するパーソナルアシスタントを開発してい
る。ほかの開発者が作成したアプリケーションや製品に組み込むことが可能な拡張性や複雑な問いかけ
を認識し、理解したうえで回答する等の実用性を有する機能の実現を目指して開発されている。同社は
Samsung（韓国）に2016年に買収され、2018年の新型スマートフォンに、Vivの技術を組み込んだ
Bixby2.0が搭載される予定である※22。



■表3-2-4 機械翻訳用途にディープラーニングを応用する取組み例

組織名 国 概要

Baidu 中国

Baiduは機械翻訳にディープラーニングを採用し、統計的な機械翻訳と組み合わせることでその精
度を高めている。20以上の言語間の翻訳を可能とするほか、伝統的な中国の詩や方言、広東語等
にも対応している。また、2017年9月には音声認識・合成技術と翻訳エンジンを組み合わせたポー
タブル翻訳機を発表した。

Facebook 米国 例文データを使わずに翻訳モデルを作成することでマイナーな言語の翻訳を行いやすくする技術を開
発している。

Google 米国
Googleは機械翻訳にディープラーニングのアプローチを採用することで、従前のフレーズ単位で翻
訳する統計的機械翻訳から大幅に翻訳精度を高めている。これらの翻訳機能をWebサービスやク
ラウドサービスに採用している。詳細は本文を参照。

Microsoft 米国 Microsoftは機械翻訳にLSTMを採用してその性能を飛躍的に向上させている。Googleと同様に
これらの翻訳機能をWebサービスやクラウドサービスに採用している。詳細は本文参照。

NTT
コミュニケーションズ 日本

NTTコミュニケーションズは、「ニューラル機械翻訳技術」を搭載し、ブラウザー上に翻訳したいプレ
ゼンテーション資料や財務諸表などのファイルをアップロードすると、そのレイアウトのままで英語
の翻訳版ができあがる新サービスを開始（2018年）。1億近い例文を覚え込ませ、英語能力テスト
「TOEIC」で900点レベルの精度を実現したとされる。

※23　BLEU（Bilingual Evaluation Understudy）は翻訳精度の評価尺度の一つ。１BLEUポイントが「めざましい成果」と評価される。

出典：各種公開情報より作成

その代表的な例は、2016年9月にGoogleが発表した翻訳システムGoogle Neural Machine 
Translation（GNMT）である。
　Googleは翻訳サービス開始当初からフレーズ単位で翻訳する統計的機械翻訳（Phrase Based 
Machine Translation；PBMT）を採用していたが、新たな翻訳システムGNMTにおいてディ
ープラーニングにより文章全体を翻訳単位としてとらえることで、従来のアプローチ（PBMT）から
翻訳の誤りを55～ 85%低減する等、性能を大幅に向上させている。Googleによると、GNMT
は英語→スペイン語、フランス→英語等の一部のケースにおいて人間が行う翻訳に近い精度に達して
いるという。Googleが開発したGNMTは同社の翻訳サービスGoogle Translationに採用され
ているほか、クラウドサービスGoogle Cloud Platformの機能の一部として提供されている。
　Microsoftは機械翻訳サービスMicrosoft Translatorにおいて、LSTMを導入して高品質か
つ人間に近い文章表現を実現したことで注目を集めている。Microsoftの機械翻訳は、ニューラル
ネットワークを導入して動詞や名詞等の品詞、性別、礼儀正しさ（スラング、カジュアル、書面、フ
ォーマルなど）といった概念を500次元の特徴ベクトルとして学習することで、単語ごとに特定の言
語対（例えば英語⇔中国語）内の固有の特性をモデル化し、翻訳精度を向上させている。Microsoft
も同様に、開発した技術を翻訳サービスMicrosoft Translationに採用したほか、クラウドサ
ービスMicrosoft Azureの機能の一部として提供している。また、インターネット通話サービス
Skypeにおける会話を翻訳するSkype 翻訳の高精度化等にも寄与している。
　機械翻訳では元言語とターゲット言語を対応づける例文データが大量に必要であったが、この課題
も解決されつつある。例えば、Facebookの教師データ不要の翻訳方式では、それぞれの言語で求
めた分散表現の構造的類似性から翻訳辞書を生成して単語単位の変換を行い、これを「言語モデル」
を用いて滑らかな文に加工、さらに、最新の半教師無し学習の研究成果である逆翻訳手法にのっとり、
生成された文から翻訳モデルを学習することで、10BLEU※23ポイント以上の精度の向上が得られた
という。
　表3-2-4に機械翻訳用途にディープラーニングを応用する取組み例を示す。
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■表3-2-5 文章生成関連用途にディープラーニングを応用する取組み例

出典：各種公開情報より作成

組織名 国 概要
Automated

Insights
米国 Automated Insightsはディープラーニングにより数値データ等から記事や文章を自動的に生成す

るシステムを開発している。詳細は本文参照。

Narrative
Science

米国
Narrative Scienceはディープラーニングにより生データを解釈し、理解しやすい自然な文章を生
成するプラットフォームQuillを提供している。また、既存のBIツールと組み合わせることで、表やグ
ラフの説明文を生成するDynamic Narrativesを提供している。

Persado 米国
Persadoはディープラーニングにより消費者に行動を促すための適切なコピーライティングやフレー
ズを自動で生成するプラットフォームを開発している。現在は消費者向けのマーケティング等が主要
領域であるが、今後は医療健康の促進等に広げる予定としている。

NTTデータ 日本 NTTデータはディープラーニングにより気象電文とアナウンサーが読み上げた原稿の内容から原稿作
成の規則性を学習し、新たに与えられたデータに対してニュース原稿を生成する技術を開発している。

日本経済新聞 日本
日本経済新聞社の『決算サマリー』は、上場企業が発表する決算データをもとにAIが文章を作成。適
時開示サイトでの公表後すぐに、売上や利益などの数字とその背景などの要点をまとめて配信する。
元データである企業の開示資料から文章を作成し、配信するまで完全に自動化している。

Books＆
Company

日本

カンボジアのキリロム工科大学と連携してAIによる小説執筆プロジェクトを開始。AIに教師データと
なる著名作家の作品や、Webサイト、辞書データから収集した知識などを学習させ、AIが文章の意
味や意図を理解するようになったら、小説を執筆するための構造化データを付与、AIが小説の構造
パターンを分析し、文章を生成する。

③文章生成
　画像、テキスト、数値から自然な文章やメッセージ性の高いキーワードを生成する等の技術開発も
進んでいる。こうした技術は、報道記事の生成やWebサービスのコンテンツ管理等に利用され始め
ている。
　Automated Insights（米国）は、数値データから自動的に記事や文章を生成するサービス
Wordsmithを提供している。このサービスを利用することで、データから報道記事を自動的に生
成したり、Eコマースサイトにおけるコンテンツ作成を自動化したりできる。例えば、Associated 
Press（米国）はWordsmithを利用して企業の四半期決算のレポート生成や米国メジャーリーグ
の下部組織であるマイナーリーグ※24の試合記事の配信を行っている。マイナーリーグの記事生成で
は、MLB Advanced Media（米国）のデータにもとづき主に試合経過の生成・配信を行っている。
Wordsmithの導入により、誤字・誤記などのヒューマンエラーがなくなることで記事品質が向上
しているほか、記事生成の高速化によるコンテンツのリアルタイム性の向上、人件費削減等の効果が
得られているという。
　NTTデータはディープラーニングを活用して気象ニュースの原稿を自動生成する実証実験を実施
し、人が読んでも違和感のないレベルのニュース原稿の生成に成功している。具体的には、気象庁が
過去に公開した気象電文とアナウンサーが読んだニュース原稿をそれぞれ4年分用意し、原稿作成の
規則性をディープラーニングで学習することで、新たに与えられたデータに対してニュース原稿を生
成する仕組みである。
　ほかにも画像や数値データ等から言語を生成する多様な取組みが行われている。表3-2-5にディ
ープラーニングによる文章生成の取組み例を示す。
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※24　3A、2A、1Aの13のリーグを対象とする。142の球団を対象とし、年間総試合数は1万近くに達するという。



3.2.2 運動の習熟
　強化学習とディープラーニングを組み合わせた深層強化学習と呼ばれる手法により、ロボットや
機械の動作（運動）を習熟させる研究開発が始まっている。深層強化学習はGoogle DeepMind
（英国）が開発したAlphaGoやゲームをプレイするAIなどに利用されている技術であり、現在の
状態から次の行動を決める方策（Policy）、状態や行動の価値を予測する価値関数（V-function、
Q-function）をニューラルネットで表現してパラメーターを学習する手法である。深層強化学習を
実空間で応用する試みも始まっているが、多くが実証実験や研究開発段階にとどまっている。特に先
進的な取組みを表3-2-6に紹介する。

出典：各種公開情報より作成

■表3-2-6 運動の習熟関連用途にディープラーニングを応用する取組み例

組織名 国 概要

Amazon 米国
Amazonは倉庫でのピッキングを完全自動化するために技術開発コンテストAmazon Robotics 
Challenge（2017年までは Picking Challenge）を開催している。同コンテストには深層強化学
習等の手法によりピッキングロボットの動作を習熟させる取組みが見られた。詳細は本文参照。

Google 米国 Googleはロボットがオフィスや医療機関等の複雑な現場業務を支援する機能を身につけるため
に、ロボットによる汎用的なスキル獲得に関する研究開発を進めている。詳細は本文参照。

トヨタ自動車 日本 トヨタ自動車、Preferred Networks、NTTは2016年1月に開催されたCES 2016において、深層
強化学習により自ら動作を学ぶロボットカーを展示した。詳細は本文を参照。

安川電機 日本 安川電機、クロスコンパスは、「2017 国際ロボット展（iREX2017）」において、開発中のAIピ
ッキング機能を展示した。詳細は本文参照。

　Googleはロボットがオフィスや医療機関等の複雑な現場業務を支援する機能を身につけるために
“経験から学ぶ”ことが重要であるとして、ロボットによる汎用的なスキル獲得を行うための研究開
発を進めている。2016年10月にGoogleが発表した研究成果※25では、産業用ロボット（ロボット
アーム）が、物体を押して移動させる方法とドアを開ける方法を学習するために、複数台のロボット
により同時に学習し、その結果を共有して精度を高めていく映像が公開されている。この研究には、
モデルのない実経験から試行錯誤を行い学習する深層強化学習とネットワークを介して他のロボット
に瞬時に経験を伝える分散学習が用いられている。
　Amazonは倉庫でのピッキングを完全自動化するために技術開発コンテストAmazon 
Robotics Challengeを開催している。同コンテストには深層強化学習によりピッキングロボット
を学習させる試みも見られ、優れた成績を得ているが実用化には課題が残っている。具体的には、対
象となる荷や稼働範囲などが限定され、機械に任せる作業自体が単純化されていたにもかかわらず、
最も優れたロボットであっても、1時間に30個（2015年）、100個（2016年）、120個（2017年）
程度と年を追うごとに性能が向上してはいるが、人間の能力（400個程度/1時間）には及ばない。
また、16%程度のミスが発生しているなど、人が容易に行っている作業の実現が難しいという課題
も示された。ディープラーニングにより認識精度が向上したものの、多様な物体を認識することは
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※25　“How Robots Can Acquire New Skills from Their Shared Experience,” Google Researh Blog <https://
　　　 research.googleblog.com/2016/10/how-robots-can-acquire-new-skills-from.html>



　本項で紹介したように、ディープラーニングにより機械やロボット等の動作を習熟させる取組みが
進んでいるが、多くは限定された空間やタスクでの検証段階である。無限の事象が存在する実空間の
課題に適応した高度な技術に至るには、さらなる研究開発が必要と考えられる。

■図3-2-4 2017 国際ロボット展におけるディープラーニングを利用したピッキングのデモ※27

生成された把持動作を
実行してピッキング

AI

対象物の認識
把持動作の生成
多様なつかみ方

出力入力2Dカメラ

現状困難なことが挙げられている。具体的には、隠れた物体の検出や状態推定、形状が可変や不定
な物体を検出することは実現できていないためであるが、2次元の画像から見えない部分を推定する
DeepMind（英国）のGQN※26のように、これらの課題を解決するディープラーニング応用技術が
次々と開発され、解決される日も近い。また、複数のアクチュエーター（例えばロボットハンド等）
の精緻な制御などのハードウェア側の制約も実現に向けた大きな課題とされている。
　トヨタ自動車、Preferred Networks、NTTは2016年1月に開催された国際的な家電見本市
CES 2016においてロボットカーの展示を行った。この展示は自動走行実現のための基礎研究の成
果として公開されたもので、32方向360度のLiDARから得られる障害物や他車両の情報をもとに
深層強化学習を利用して、「コースに沿ってなるべく速く移動する」、「ほかの車両や壁、障害物にぶ
つからない」ことを価値（報酬）として学習が行われている。展示ではロボットカー自らが徐々に運転
を習熟していき、最終的にはぶつからずにスムーズに自律的に移動する様子が見られた。シミュレー
タという実社会とは異なる条件下ではあるが、自動走行の学習に深層強化学習による運動の習熟が効
果的であることが示された。
　安川電機、クロスコンパスは、「2017 国際ロボット展（iREX2017）」において、開発中のAIピ
ッキング機能を展示した。ディープラーニングによる学習により、ロボット自らリアルタイムに動作
を学習・生成し、最適な把持位置・姿勢を解析しながらピッキングを実行するので、多様な対象物の
形状や把持位置・方向に対して単一のグリッパーにて対応できる（図3-2-4）。
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※26　“Neural scene representation and rendering” < http://science.sciencemag.org/content/360/6394/1204 >
※27　「ロボットによる対象物の多様なつかみ方を実現するAIピッキング機能を開発」安川電機プレスリリース <https://www.
　　　  yaskawa.co.jp/newsrelease/technology/35697 >



3.2.3 言語の意味理解と生成
（1）意味理解
　運動の習熟の次のステップとして言語の意味理解の実現が期待されている。「2.3 自然言語処理」
で示したとおり、ディープラーニングにより抽出した高次の特徴量を言語と紐づけることで、言語理
解や自動翻訳、さらには言語からの知識獲得までへと発展することが期待される。言語の意味理解の
実用化には至っていないが、意味理解につながる基礎的な研究開発が進められており、着実に成果を
あげている状況にある。今後、言語の意味理解の高度化やそれによる知識獲得への発展も期待されて
おり、産業応用が進むことが予想される。
　Googleの研究チーム（Google Brainチーム）はディープラーニングにより文意を理解して文章
を要約することを目的としたテキスト要約（Text summarization）の研究開発を進めている。こ
れは、言語の意味理解につながる基礎研究の一例である。Googleは文章要約の最新研究成果として、
2016年8月にジョンズ・ホプキンス大学（Johns Hopkins University、米国）で作成された英語
のニュース記事1万件からなるデータセットAnnotated English Gigawordにもとづく試行結果
を発表している※28。GoogleのText summarizationは本文から単語を抜粋して要約する「抜粋に
よる要約（extractive summarization）」ではなく、内容をある程度書き換えたうえで要約する「抽
象的な要約（abstractive summarization）」の手法を採用している。
　例えば、抜粋による要約では「アリスとボブは列車に乗って動物園を訪れました。彼らは、赤ん
坊のキリンとライオン、カラフルな熱帯鳥の群れを見ました。」という文章を「アリスとボブは動物
園を訪れました。彼らは鳥の群れを見ました。」といった形で元の文章から単語を抜粋・連結して要
約を生成する。一方、抽象的な要約では「アリスとボブは動物園を訪れ、動物や鳥を見ました。」と
いった形で文意を別の表現として変換したうえで要約する。この要約アルゴリズムはディープラー
ニング等の機械学習ライブラリTensorFlowに実装されている。また、これらの学習結果はText 
Summarization Modelとして、TensorFlow上に公開されており、開発者等は自由に学習済み
モデルを利用することができる。
　日本でも、実名型口コミのグルメ情報サービスRettyは、ユーザーによる飲食店ごとの口コミ投
稿文を基に、キャッチコピーを自動作成するAIを開発し、同社の５万店舗に適用している※29。また、
リクルートテクノロジーズは、同社グループ内で使われている内製AIのAPIの一つとして、「Text 
Summarization API」を一般公開、文章をディープラーニングによりベクトル化（数値ベクトル）
するDoc2Vec技術を利用している※30。
　文章の意味理解に関わる取組みは緒についたばかりであるが、昨今のディープラーニングの進化の
スピードに鑑みると、そう遠くない未来に産業等での応用が始まることが期待される。

（2）自然な会話の実現（Google Duplexの衝撃）
　言語の意味理解と生成に関して、難易度が高いとされているタスクの一つに、人間との自然な
対話を継続することが挙げられる。Googleは、開発者向けカンファレンスである「Google I/O 
2018」にて、“Google Duplex”を発表し、電話を通じて、散髪やレストランの予約を、まるで人
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※28　“Text summarization with TensorFlow,” Google Research Blog <https://research.googleblog.com/2016/
　　　  08/text-summarization-with-tensorflow.html>
※29　<https://tech.nikkeibp.co.jp/it/atclact/active/17/060100295/061100002/>
※30　<https://a3rt.recruit-tech.co.jp/product/TextSummarizationAPI/>



間がかけているかのような会話で行うAIサービスをデモした※31。限定されたドメインとはいえ、自
然言語処理とディープラーニング（特にRNNの活用）、音声読み上げを組み合わせたサービスで、こ
れまでにない「自然さ」を実現していることで参加者を驚かせた。システムは会話における反応のス
ピード（一呼吸置くなどの「間」まで測れる）や、文脈に合わせて、言い方やイントネーションを変化
させることができるという。
　このデモは、いつかは実現するかもしれないと思われていたAIと人間との「自然な会話」が、目
の前で実に「自然に」実現していることを世間に見せつけたことで大きな話題となった。“Google 
Duplex”を契機に、ビジネスでの応用の可能性の広がりの議論以外に、一種の怖さ（電話の相手が
本当に人間なのかAIなのか区別がつかない、詐欺に使われたらAIは賢いから敵わない等）に関する
懸念までが一気に話題に上がるようになり、このような懸念に対応するためには、「自分は人間では
なくAIアシスタントだ」と最初に名乗るべきだという議論まで行われた。
　“Google Duplex”や囲碁の“AlphaGo”のように、ディープラーニングに代表される機械学習
の進化と既存のサービスとがうまく連動すると、突然飛躍が起きたような気になるサービスが実現さ
れるというのが、ディープラーニングの可能性を示している。同時に“Google Duplex”の例は、
飛躍の裏返しとして「怖さ」の面を伴うが、「怖さ」はその場で体験しないと本当の意味で理解できな
い、という一例となっている。
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※31　<https://ai.googleblog.com/2018/05/duplex-ai-system-for-natural-conversation.html>
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3.3.1 製造業における利用動向
（1）分野動向
　製造業は、日本のGDPの2割弱を占める基幹産業であり、他産業への高い波及効果を持つ。米国
やドイツ等も次世代型製造業への転換政策を打ち出し、製造業の重要性を見直しつつある。具体的に
は、ドイツのIndustrie 4.0、米国のIndustrial Internet、中国の「中国製造2025」に代表され
るAI・IoTによる生産性向上、品質管理・向上、在庫削減、不良品の削減等を目的とした生産革新
が進められている。日本政府も、第4次産業革命の技術革新をあらゆる産業や社会生活に取り入れる
ことにより、様々な社会課題を解決するSociety 5.0の指針を掲げている。
　このような世界的な潮流の中で、日本の製造業においても新たな工場のスマート化への取り組み
が始まっている。工場のスマート化自体は古くから検討されていたテーマであり1980年代にはFA
（Factory Automation）が進展するといった進化を遂げてきた。現在はAIやIoTの活用が重要
なテーマとなっている。経済産業省が2017年5月に公表した「『Connected Industries』の具体
例（ものづくり／バイオ／AI）」によると、同省が提唱するConnected Industriesの「スマートも
のづくり」の領域においては、デジタル化・グローバル化の進展を背景に、リアルとバーチャルの融
合、水平分業・モジュール化の進展、スマイルカーブ現象の加速化という3つの事象が起こっている
という（図3-3-1）。スマート工場は、これらの方向性を受けて実現されていくものといえる。

　本節では、国内でのAI技術の産業への応用の具体的事例を説明する。対象としては、製造業、自
動車産業や物流、インフラのほか、農業、健康・医療・介護、エネルギー、教育、金融業、流通業な
ど幅広い領域を対象としている。

国内における利用動向3.3

出典：「「Connected Industries」の具体例（ものづくり／バイオ／AI）」大臣懇談会（第1回、資料1）」経済産業省（2017年5月）

■図3-3-1 デジタル技術によるものづくりの価値の源泉の変化
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■表3-3-1 製造業におけるAIの活用場面の例

利用分野 時期 企業名 概要
外観検査・検品

2017年4月
実証実験 キユーピー

原料検査に活用。画像認識技術を使い、ダイス型にカットしたジャガ
イモの異物混入や不良品の判別を行う。従来は目視による検査を行っ
ていたが、精度やコストなどの制限から他の自動検査システムが使え
なかったという。2018年6月時点で本格導入に向けた検証段階であ
る。Googleの「TensorFlow」を採用し、開発パートナーはブレイン
パッドである。

作業員のミス防止

2016年6月
導入 ダイセル

監視カメラの画像データをもとに、作業員の関節の位置からカメラが
作業の動きを読み取り、部品の選び間違いや組立順序のミスを検知
することで、不良品の発生を抑える。2016年に播磨工場に導入、
2017年10月から製造現場の指標を一元的に可視化する製造ダッシュ
ボードの運用を開始している。

異常検知

2016年9月
公表 三井化学

ガス製品製造過程において、原料や炉の状態などのデータとガス製品
の品質を示すデータを分析し、品質異常を20分前に自動的に把握で
きる仕組みを構築した。従来は、特定プロセスのデータに対する閾値
を用いた検知や、経験を積んだ従業員の目視による評価などにより品
質異常検知を行っていた。開発パートナーはNTTコミュニケーション
ズである。

2014年6月
導入 中国電力

島根原子力発電所2号機に大規模プラント向け故障予兆監視システムを
開発した。常時測定している温度、圧力、流量などパラメーターは約
2,500種類、3,500点に及ぶ。これらのデータをリアルタイムで自動的
に解析することで、予兆段階における異常検知を行う。開発パートナー
はNECである。

メンテナンス業務の
効率化 2016年

取組み開始 ダイキン工業

空調機器の故障修理において、多数の部品の中から必要なものをAI
が学習し、予測部品をサービス担当者に提示することで業務の効率化
を図る。開発パートナーはABEJAで、2016年に取組みをスタートし
た。同社の詳細は本文参照。
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※32　画像を認識し、計測や検査を行うシステムを指す。

（2）活用状況
　工場でのAI活用は、現状では従来型の工場での部分的な活用が中心となっている。中長期的には、
IoTデータの分析などの取組みが進展することにより、スマート工場の実現につながると期待される。
AI活用の具体的分野としては、画像解析による外観検査・検品、工場内の作業監視によるミスの防止、
製造設備のセンシングデータを分析した異常検知などが挙げられる。
　まず、外観検査については、ディープラーニング技術などによる高度な画像認識技術を駆使した、
活用事例が報告され始めている。一般に外観検査や検品は、マシンビジョン※32の設定や調整を行っ
たうえで自動化するが、多品種小ロット生産や不定形物の場合は、マシンビジョンでは対応しきれず、
人の目視で行っている。AIを活用することにより目視で行っている検査を自動化できる。また、高
額で大規模なマシンビジョンの設備ではコストに見合わない場合などでも、AIを活用することで検
査を自動化できる。
　作業員のミス防止のための動きの検知では、本来あるべき作業の動作から外れた動作を行った場合
にアラートをあげ、作業のミスを防ぐ。異常検知では、機械の稼働データから正常／異常を判別し、
異常が起きた場合はアラートをあげる。あらかじめ異常の閾値を設けなくても、稼働データを学習す
ることで自動的に正常である状態を把握し、そこから外れた状態になると異常と判断することができ
る。表3-3-1に具体的事例を示す。

(続く)



予兆保全、外観検査
2017年8月
公表 オムロン

2017年8月にIoTプラットフォームサービス基盤として「i-BELT」を発
表。ユーザー企業に対して、予兆保全や外観検査など、人が行ってい
る業務をAIによって代替する仕組みを構築し提供している。同社の詳
細は本文参照。　

故障予兆診断、
予防保全 2016年1月

公表 IHI

製品の稼働データを収集し分析するためのリモートモニタリングプラ
ットフォーム「ILIPS（IHI group Lifecycle Partner System）」で、
故障予兆診断や予防保全など新たな保守メニューをクライアントに提
供する。同社の詳細は本文参照。

スマート工場
2017年11月
公表

ルネサス
エレクトロニクス

生産設備や機械のインテリジェント化を実現するAIユニットソリューシ
ョンを提供している。センサーから取得したデータをAIで処理し、処
理結果をPLC等へ容易に出力することができる。同社の詳細は本文
参照。
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出典：各種公開情報より作成

　スマート工場を目指す工場でのデータ活用は、現状ではどのような状況にあるのだろうか。ここで
は、矢野経済研究所のマーケティングレポート「製造業のIoT活用の実態と展望 2017－保全・故障
予知の現状とAI（人工知能）の可能性－」（2017年7月）から、製造業のIT化やデータ活用に関する
意識と実態を紹介する。図3-3-2は、矢野経済研究所が行ったアンケート調査の結果である。まず、
工場現場のIT化については重要と回答していた企業が83.8％に達した。「重要と捉え、積極的に進め
ている」が34.3％、「重要と捉えているが、あまり進んでいない」が49.5％である。半数の工場では
IT化の意欲はあれども進んでいない、というのが実態といえよう。

製造業の I T化の意識とデータ収集方法の実態

■図3-3-2 工場現場のIT化の重要性

出典：「製造業のIoT活用の実態と展望 2017 －保全・故障予知の現状とAI（人工知能）の可能性－」矢野経済研究所（2017年7月）

全体（n＝216）

消費財メーカー（n=46）

化学メーカー（n=54）

金属加工メーカー（n=33）

機械メーカー（n=52）

電子機器メーカー（n=31）

0%

重要と捉え、積極的に進めている 重要と捉えているが、あまり進んでいない
さほど重要視していない 重要でない
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　AI活用の基本となる生産機器やユーティリティの稼働データの収集方法については、「点検日
誌などの文章情報」がどのメーカーでも最も多い結果となった（図3-3-3）。現状では、定量デー
タの獲得が遅れており、分析に利用できるデータは不足しているといえる。
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　以下に、IHI、オムロン、ダイキン工業、ルネサスエレクトロニクスのAI利活用の取組みを紹
介する。

■事業概要
　IHIは宇宙航空・エネルギー機器、建機などを製造する総合重機メーカーである。経営方
針として、ICT活用による「製品・サービスの高度化」に取り組んでいる。IoT技術により、
製品の稼働情報をはじめとしたライフサイクル全般にわたる各種情報をILIPS（IHI group 
Lifecycle Partner System、グループ共通で活用するプラットフォーム）に集約する。IHI
独自のデータ解析技術・AI／機械学習技術を適用することで、故障予兆診断や予防保全など
新たな保守メニューをクライアントに提供する取組みである。ILIPSは、製品の稼働データを
収集し分析するためのリモートモニタリングプラットフォームとしても機能している。具体的
には、航空エンジンや発電用ガスタービン、汎用ボイラー、自動倉庫、真空浸炭炉などの製品・
サービスや、プラント建設現場や自社工場などにおけるモニタリングに活用されている。
　同社では、ライフサイクルのすべてをサポートすることを事業目標としている。つまり、航

ICT活用による製品・サービスの高度化に取り組む
株式会社 IHI

■図3-3-3 データ収集方法

出典：「製造業のIoT活用の実態と展望 2017－保全・故障予知の現状とAI（人工知能）の可能性－」矢野経済研究所（2017年7月）
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常時オンラインシステムで
収集するシステム構築

機器に蓄積されたデータを
必要なときに読み込む

設計図面

機械のもつ自己診断機能

点検日誌などの文章情報

その他
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空機エンジン整備でいえば、単にエンジンを整備するのではなく、飛行機の運航オペレーショ
ンにも助言できるような取組みを視野に入れている。それを実現するために、これまで所有し
ていなかった航空機の運航データをICTやIoTを利用して収集している。近い将来には、設
計・開発・製造・運航・整備・売却までの全プロセス、ライフサイクルのすべてをカバーでき
るようにしたいと考えている。
■AI活用の事例
　加工機械では、AIを活用して異常をモニタリングする取組みを行っている。故障予知のよ
うな取り組みは、新たな売上や利益に直結するとは言い難いが、まずは重要な装置から取り組
みを始めている。生産機器については、どのパラメーターを観察すべきか決めることが重要だ
が、経験を積みながら模索していく以外に方法がないのが現状である。
　航空機のタービン出口温度予測は成果が出ている事例である。エンジンに汚れが付着すると
性能が落ちるが、飛行するために必要な出力を維持するために、燃料が追加投入されていく。
その結果、タービンの出口温度が上昇するが、規定温度を超えた場合は、安全維持のためにメ
ンテナンスをすることがルールとなっている。従来は出口温度の予測ができないことから、フ
ライト予定をキャンセルしてメンテナンスを行うこともあった。しかし、AIで出口温度を予
測することで、事前にメンテナンス計画を織り込めるようになり、スケジュールが立てやすく
なるという効果が出ている。
■AI活用の課題
　IHIは、ディープラーニングを用いたボルト・ナットの形状認識及びキズ等の自動認識を試
みたが、失敗したという。原因は、金属部品の場合、光の当て方で形状を誤認識してしまうこ
とや、畳み込みフィルター※33の大きさにより正解率が異なってしまうことがあるためであっ
た。１つの部品につき1万枚以上の写真を使用した学習が必要なこともハードルを高くしてい
るという。
　また、整備工場においては、その都度、整備対象となる機器の状況等が異なるため、対応が
まちまちになり、量産品の製造と比較してAIを適用しづらい。生産技術部門のエンジニアが、
ある事象に対し、どのように対応をすべきか対処方法を検討しながら進めており、可能なとこ
ろから自動化やAI活用を進めている。

228

※33　CNN（畳み込みニューラルネット）における、小さなピクセル枠で写真を走査して特徴を検出するフィルター層のこと。



■事業概要
　オムロンのビジネスドメインは、コントローラー、センサー、アクチュエーターなどの制御
機器の製造である。その中でロボット、AI（機械学習を使った制御）、IoTを活用したソリュ
ーション型のビジネスにおいて、スマート工場の実現を図っていく。また、2017年8月には
IoTサービス基盤として「i-BELT」を発表し、オムロンの顧客に対してスマート工場に向けた
取組みを支援する。
■AIの活用状況
　顧客側の状況を見ると、ニーズが多いのは海外工場での生産性向上である。日本の工場と同
じラインを敷いていても、現場の労働者にベテランがいないことから、稼働率が低く不良品率
が高い傾向がある。いわゆる「匠の技」というレベルではないが、生産機器の複雑なオペレー
ションや迅速なメンテナンスといった能力が課題になっている。機械が知能化し、故障の箇所
を教えてくれるようになれば生産性が上がる。
　海外のみならず、国内においても熟練技術者の高齢化と若手の人材不足が起きている。異常
音の聞き分け、良品と不良品の波形の微妙な違いの判別などの技術継承は課題になるだろう。
現在のAI技術によってこれらがすべて解決できるわけではないが、現場への貢献が期待される。
　オムロンは、AIに対する期待として「人では行えない高いレベルでの精度向上や高度化の
実現」や「異常音の点検や外観検査など人が行っている業務のAIによる代替」の2点を挙げて
いる。
■AI導入の課題
　オムロンではAI活用の課題も見えてきているとのことであり、以下の5点を指摘している。
・データの収集：何のためにどのデータをどう取ればよいか分からない、という企業がほと
んどである。i-BELT事業では、その段階から支援し、実際のエンジニアリングと一部デ
ータサイエンスを併せて提供する。

・データが集まらない：外観検査の例では、学習させるために、傷のある製品のNG画像を
多数用意する必要がある。しかし傷のある製品が出ることは滅多にないので、データが集
まらない。「技術的には実現可能だが経済的にできない」という状況にある。

・個別対応となる：ベテラン従業員が行う作業をAIで代替させるためには、機械ごとに動き
が違い、データの状況や学習のさせ方、最適な機械学習技術なども異なる状況に対応する
必要があるため、一つひとつ個別にアプリケーションを作らなくてはいけない。

・人材不足：製造現場に関するドメイン知識とAIの知見の両方を持っている人材がいない。
・AIの信頼性：精度（正答率）の信頼性と、暴走しないという信頼性の2つが求められる。
AIの検証方法については明確な答えがない状態であり、整備が期待される。

AIには「人にできないこと」、「人の代替」を期待する
オムロン株式会社
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■事業概要
　ダイキン工業は、空調機の製造において1978年より、PDS（Production of DAIKIN 
System）という取組みを行っている。トヨタ生産方式を参考に構築したものであり、いわゆ
る“ニンベンのついた自働化”を実現している。その後、FMS（Flexible Manufacturing 
Systems）といった概念が現れると、それにも取り組み、ハイサイクル生産方式を確立（1999
年）、生産計画の立案から製品出荷までの管理サイクルを素早く回し、在庫圧縮などの効果を
上げた。
　その後、バブル崩壊などの影響から、工場の海外移管が必要になってきた。当時のインフラ
や設備を活用すると、大型ロボットの活用など重厚長大にならざるを得ず、エアコンのように
移り変わりの早い製品に対しては設備更新等が追い付けないなど課題を抱えていた。
　そのような経緯を経て、2013年からスマート工場への取組みが始まっている。同社では、
スマート工場の進展について、現在も議論途上であるものの一旦下記のように設定し、取組み
を行っている。同社では、現在はレベル2の段階にあると認識している。また、レベル4にお
いては、工場のみがデジタル化されるわけではなく、サプライチェーン等も含めて連動するよ
うなイメージを抱いている。

■AIの活用状況
　ダイキンでは、計画と実際の生産に乖離のない状態を維持できることを安定操業と定義し、
それを実現できる工場を目指している。現在は、欠品や故障などの要因により、計画に対する
生産数の不足が避けられない。まずはこの状況を解消するためにAI活用を図る。アイデアと
しては、「何時にその機械は故障するので、いまのうちに作っておこう」というような判断に
役立つ“生産天気予報”のようなものを実現できればと考えている。また、計画側をフレキシ
ブルに変化させ、生産側もそれに対応できるような工場をゴールイメージとして描いている。
　AIが対象とすべきものは、①判断基準が明確な繰り返し作業（異常パターンの分類や異常の
早期検知など）、②OK／NG（成功／失敗・正解／不正解）を定義できる問題（設備の最適制
御や人手作業の自動化など）と考え、取り組んでいる。
　予期しない停止や欠品への対策として、IoTによる見える化を進めている。IoTを活用し、
物事を数字（データ）として捉え、ソフト化していく取組みである。これまでストップウォッ
チによる計測結果やVTRを見返して可視化していたが、それをセンサーなどで代替すること
で、改善のスピードを上げていく。現在は人の判断をアシストするための仕組み構築に取り組
んでおり、将来的に故障予知などにも展開する計画である。

安定操業を実現するためのスマート工場への取組み
ダイキン工業株式会社

レベル 内容

レベル1 モニタリング

レベル2 正常／異常の判断

レベル3 予測

レベル4 ビッグデータ等を活用した生産計画や連携等
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■事業概要
　ルネサスエレクトロニクスは半導体メーカーであり、最終的には、スマート工場用の専用チ
ップ（アクセラレーター）の開発を志向している。製造業は中小企業も多く、演算能力、消費
電力、価格をバランスさせながら、顧客ニーズに合ったものを開発すべく研究を進めている。
■AIの活用状況
　AIユニットソリューションを開発し、2017年11月より提供を開始した。AIユニットソリ
ューションとは、AIユニットを実現するためのリファレンスデザイン（ハードウェア）とAI処
理を実現するソフトウェアを提供することで、プログラミング不要で生産設備や機械のインテ
リジェント化を可能にするものである。開発の背景としては、製造機械の多くがネットワーク
につながっておらず、かつ古い機械がいまだ現役として活躍することが挙げられる。また、製
造現場ではリアルタイム性の要求から1ミリ秒以下の高速なデータのやり取りが求められる場
面も多い。こうした中、仮にネットワークにつないだとしても、クラウドへデータを伝送して
いては高速性が犠牲になり、また、取得するデータ量が多くなると帯域不足になる可能性も高
い。AIユニットソリューションは、古い機械類にも容易にアドオンでき、また、クラウドに
データを送るのではなく、機械に近いエンドポイントでAI処理ができる。
　AIユニットソリューションでは、ネットワークとのインターフェース、製造機械からデー
タを取得するためのセンサー用インターフェースが準備されているため、センサーから取得し
たデータをAIで処理し、処理結果をPLC等へ出力することが容易に可能となる。また、PC
等で生成した学習済みモデルをAIユニットに実装するツールも用意されている。
　開発に際し、2年にわたり那珂工場で実証実験を行った。実証実験では、AIユニットの試
作機をエンドポイントの半導体製造装置に取り付け、従来と比較して20倍の高速サンプリン
グ速度でデータを取得した。これをクラウド側でAI処理しようとすると、広帯域ネットワー
クを用意する必要があるが、AIユニットにて、例えば、時系列データを予測してセンサーデ
ータとの差分をモニターすることで異常を検知するようなAI処理により、そうした対応が不
要となった。通常では困難なほどの高精細データを取得・処理できたことで、異常検知の精度
を6倍以上に高めることができたとのことである。
　那珂工場での経験として、AIの導入は、現場においては懐疑的、消極的と捉えられがちだ
ったという。ところが、いざAIを用いて分析してみると、これまで自分たちの力だけでは発
見できなかったことが発見できるようになったため、総じて、AIを積極的に活用しようとい
う雰囲気になったとのことである。
■導入における課題
　現時点では、現場において最適な処理を実現するモデルを組み込むには、例えばどこのデータ
を取るべきか等のノウハウがあり、工場現場に詳しいSIerやコンサルタントの知見等に頼らざる
を得ない。こうした外部の人材をいかに協力者として巻き込んでいくかが課題であるという。

AIユニットソリューションの提供
ルネサスエレクトロニクス株式会社
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3.3.2 自動車産業における利用動向
（1）分野動向
　自動車産業では、自動運転システムの開発が今後の競争領域であり、自動車メーカー関係各社が自
動運転システムに関する研究開発投資を行っている。大手自動車メーカー、大手部品メーカーが市場
を牽引しているが、AI技術、自動運転技術をコアとするベンチャー企業も登場している。

①自動運転への社会的期待
　政府（内閣官房高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・官民データ活用推進戦略会議）が平
成30年6月に発表した「官民ITS構想・ロードマップ2018」では、自動運転による社会的期待とし
て、「交通事故の削減」「交通渋滞の緩和」「環境負荷の低減」「運転の快適性向上」「高齢者等の移動
支援」、さらに自動運転産業の発展による「産業競争力の向上」「関連産業の生産性向上」が挙げられ
ている（図3-3-4）。

②自動運転のレベル・取組み方針
　自動運転レベルの定義については、内閣府が2018年4月１日に公開した「戦略的イノベーション
創造プログラム（SIP）自動走行システム研究開発計画」で、「国際的な整合性を図るため、米SAE 
International が平成28年9月に定めたSAE  J3016の定義を採用する」としており、「自動走行
の実現に向けた取組方針 Version2.0」などでもこの定義が使用されている（表3-3-2）。本書でも
自動運転のレベルについては、この定義に従うものとする。

■図3-3-4 自動運転システムによる社会的期待の例

出典：政府「官民 ITS 構想・ロードマップ 2018」（2018年6月）

【自動運転システムの特徴】 ＜より安全かつ円滑な道路交通社会＞

人間よりも、
より安全かつ
円滑な運転

・安全性の向上による
 事故削減
・高齢者の移動支援による
 事故減少（間接効果） 等

交通事故の軽減
・円滑な運転等による
 渋滞緩和
・事故削減等による渋滞
 緩和（間接効果） 等

交通渋滞の緩和
・不要な加減速の低減等
 による燃費向上 等
・渋滞緩和等による効率性
 向上（間接効果） 等

環境負荷の低減

自動運転による
ドライバーの
負担軽減

産業規模・波及性が
高い

汎用的な技術

・運転者の負荷軽減、
 自由時間の確保
・ドライバー不足への
 対応 等

運転の快適性向上
・高齢者、子ども等の
 移動手段の確保
・過疎地域での
 移動手段の確保 等

高齢者等の移動支援

＜より多くの人が快適に移動できる社会＞

・自動車関連産業の
 国際競争力強化
・ベンチャー企業等の
 創出 等

産業競争力の向上
・運輸・物流産業の効率化
・農業、鉱業等の
 他分野への波及 等

関連産業の生産性向上

＜産業競争力の向上、関連産業の効率化＞

移動に係る
社会課題への
新手段提供

道路交通
社会の抱える
課題の解決
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　技術開発、市場化に関しては、政府各部門で整合をとって、実行計画を作成している。まず、SIP
の研究計画では、2020年までにハイエンドなシステム（SAE レベル2）を実現し、2020年をめど
にSAEレベル3、2025年をめどにSAEレベル4の市場化を行うという目標が掲げられている。ま
た、2020年東京オリンピック・パラリンピックが重要なマイルストーンとして位置づけられ、海外
への展開を見据え次世代都市交通システム（Advanced Rapid Transit；ART）等を実用化する計
画となっている。
　また、「官民ITS構想・ロードマップ2018」では、2020年までの実現目標として自家用車につい
ては高速道路での準自動パイロット（SAEレベル2に相当）の市場化、移動サービスについては、限
定地域での無人自動運転移動サービス（SAEレベル4に相当）という内容が含まれている。
　さらに、経済産業省が平成30年3月に公表した「自動走行の実現に向けた取組方針 Version2.0」
では、高速道路においては、2020年までに、運転者が安全運転に係る監視を行い、いつでも運転
操作が行えることを前提に、加減速や車線変更が可能なSAEレベル2を実現、2020年以降には、
SAEレベル3を含む高度な自動走行を実現する見込みとなっている（図3-3-5）。一般道路において
は、2020年ごろに国道・主な地方道において、直進運転のレベル2を実現し、2025年ごろには、
対象道路拡大や右左折を可能にするなど自動走行の対象環境を拡大する見込みとなっている。

■表3-3-2 SAEの自動運転レベルの定義概要

出典：自動走行ビジネス検討会「自動走行の実現に向けた取組方針 Version2.0」

※注　ここでの「領域」は、必ずしも地理的な領域に限らず、環境、交通状況、速度、時間的な条件などを含む

レベル 概要 安全運転に係る監視、対応主体
運転者が全てあるいは一部の運転タスクを実施

レベル0
自動運転化なし ● 運転者がすべての運転タスクを実施 運転者

レベル1
運転支援

● システムが前後・左右のいずれかの車両制御に係る
　 運転タスクのサブタスクを実施

運転者

レベル2
部分運転自動化

● システムが前後・左右の両方の車両制御に係る
　 運転タスクのサブタスクを実施

運転者

自動運転システムが全ての運転タスクを実施

レベル3
条件付運転自動化

● システムがすべての運転タスクを実施（限定領域内※注）
● 作業継続が困難な場合の運転者は、システムの介入要求に
　 対して、適切に応答することが期待される

システム
（作業継続が困難な場合は
運転者）

レベル4
高度運転自動化

● システムがすべての運転タスクを実施（限定領域内※注）
● 作業継続が困難な場合、利用者が応答することは
　 期待されない

システム

レベル5
完全自動運転

● システムがすべての運転タスクを実施（限定領域内※注ではない）
● 作業継続が困難な場合、利用者が応答することは
　 期待されない

システム
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■図3-3-5 一般車両における自動走行（レベル2，3，4）の将来像

出典：経済産業省「自動走行の実現に向けた取組方針 Version2.0」（平成30年3月）

5''レベル2（右左折不可）
・白線／標識のない道路を含め、すべ
ての道路での直進、交通信号のな
い交差点の直進が可（右左折不可）

走行時負担軽減

5'レベル3（右左折不可）
渋滞時負担軽減
一部セカンダリー
アクティビティ可

5レベル2
・交通信号を認識し交差点の
直進・右左折が可（交通信
号のない交差点走行不可）
走行時負担軽減

　また市場化を促進するために、「自動走行の実現に向けた取組方針 Version2 .0」では、今
後、我が国が競争力を獲得していくために必要な技術等のうち、企業が単独で開発・実施するに
はリソース的、技術的に厳しい分野として、重要10分野を協調領域として特定している（表3-3-
3）。この中には、セーフティ、サイバーセキュリティ、社会受容性、安全性評価など、社会実装上、
重要課題となるものも含まれている。

■表3-3-3 重要10分野
協調分野 実現したい姿・取組み方針

Ⅰ.地図
自車位置推定、認識性能を高めるため、高精度地図の市場化時期に即した迅速な整備を目指す。一般道路特定地域の
実証を通して方針を決定する方向性を2017年度に提示。2019年度中に特定地域での仕様検証・評価を終え、2021年
までに整備地域の拡大方針を決定。加えて、国際展開、自動図化等によるコスト低減を引き続き推進していく。

Ⅱ.通信インフラ
高度な自動走行を早期に実現するために、自律した車両の技術だけでなく、通信インフラ技術と連携して安全性向
上を目指す。2017年度にユースケースを設定し、適応インフラ、実証場所を決定。関連団体と連携し2018年度に仕
様・設計要件を設定し、遅くとも2019年中に特定地域において必要となるインフラ整備を行うことが必要。

Ⅲ.認識技術／
Ⅳ.判断技術

海外動向に鑑み、最低限満たすべき性能基準とその試験方法を順次確立する。また、開発効率を向上させるため、デ
ータベース整備、試験設備や評価環境の戦略的協調を目指す。センシング、ドライブレコーダー、運転行動や交通事
故データの活用を推進していく。

Ⅴ.人間工学
開発効率を向上させるため、開発・評価基盤の共通化を目指す。運転者の生理・行動指標、運転者モニタリングシス
テムの基本構想を2017年度に確立。 2017～2018年度の大規模実証実験の検証を踏まえて、グローバル展開を視野に
各種要件等の国際標準化を推進していく。

Ⅵ.セーフティ
安全確保のための開発効率を向上させるため、開発・評価方法の共通化を目指す。ユースケース・シナリオ策定を実
施しセンサー目標性能の導出、設計要件の抽出を完了し、2017年度に国際標準化提案。車両システムの故障時、性能
限界時、ミスユース時の評価方法を確立していく。

4レベル2（右左折不可）
・白線／標識を認識し車線を維持した走行、周辺車両を認識
し追従、車線変更が可（白線／標識要整備）
・交通信号を認識し交差点の直進が可（右左折、交通信号の
ない交差点走行不可）

渋滞時負担軽減

6'レベル3
・悪天候時要対応　　走行時負担軽減　一部セカンダリーアクティビティ可

主要幹線／幹線道路
（国道、主な地方道）

その他の道路高速道路

3レベル4
運転負荷なし

1

2レベル3
・白線／標識を認識し車線を維持した
走行、周辺車両を認識し追従、車線
変更が可
・分流・合流も可

走行時負担軽減
一部セカンダリーアクティビティ可

6レベル2
・悪天候時要対応　　走行時負担軽減

4＋右左折

2025

4＋自動走行 レベルアップ 4＋対象道路拡大

5'＋右左折、
対象道路拡大

5＋5''＋右左折

2020

レベル2
・白線／標識を認識し車線を維持した
走行、周辺車両を認識し追従、車線
変更が可

走行時負担軽減
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　上図で示すように、AIは、「外界認識」、「シーン理解＆予測」、「行動計画」を実行することが期
待されている。またその中でAIが活用するデータとしては、カメラ、レーダーなどの「センシン
グデータ」、自動運転システムが参照する「ダイナミックマップ」、自車位置情報など「プローブデ
ータ」などが挙げられる。
　「センシングデータ」に関しては、車両から見た「外界」を認識するためのカメラやミリ波レーダ
ー、LiDARなどが挙げられる。また、車両内環境を捉えるためにカメラやマイク、脈拍センサー

■図3-3-6 将来の自動運転システムにおけるAIの位置づけ

出典：政府　「官民 ITS 構想・ロードマップ 2018」（2018年6月）

出典：経済産業省「自動走行の実現に向けた取組方針 Version2.0」（平成30年3月）

③自動運転におけるAI・データの位置づけ
　「官民ITS構想・ロードマップ2018」では、将来の自動運転システムにおけるAIの位置づけに
ついて「現在、実証等に利用されている自動運転システムの多くは、外界認識における画像認識等
の一部を除き、多くは従来型のソフトウェアによる制御（ルールベース制御）が中心となっている
が、今後、市街地などを含め、より複雑な環境での走行を実現すべく、シーン理解・予測、行動
計画なども含めて、人工知能化が進んでいくものと考えられる」とされている（図3-3-6のAIの
枠内参照）。

車両内システム
認知 判断

車両外システム（データ、知識基盤等）※注

反映

※注　必ずしも、一事業社内のシステムを指すものではない。

操作

各
種
外
部
デ
ー
タ

車
両
経
路

遠
隔
制
御走行映像データ等

AI ダイナミック・マップ

AI ※ルールベース制御からの移行

外界認識
※歩行者、自動車、
車両等の認識
（画像認識等）

シーン理解＆予測
※歩行者、自動車、車両等が
今後どのように動くのかに
ついて、リスクを予測

行動計画
※リスクを予測や現在位置等の
各種情報を踏まえた上で、

最適経路を判断

自車位置認識 ※周辺詳細地図情報を含む プローブデータ等

カ
メ
ラ・レ
ー
ダ
ー
等

搭載／アップデート
（OTA）

学習結果の
反映

Ⅶ.サイバー 
　セキュリティ

安全確保のための開発効率を向上させるため、開発・評価方法の共通化を目指す。最低限満たすべき水準を設定し国
際標準提案、業界ガイドラインの策定を2017年度に実施。2019年度までに評価環境（テストベッド）を実用化する
とともに、今後、情報共有体制の強化やサイバーセキュリティフレームワークの検討を進める。

Ⅷ.ソフトウェア
　人材

開発の核となるサイバーセキュリティを含むソフトウェア人材の不足解消に向け、発掘・確保・育成の推進を目指
す。ソフトウェアのスキル分類・整理や発掘・確保・育成に係る調査を2017年度に実施。2018年度はスキル標準策
定等を進める。サイバーセキュリティについて2017年度に講座を実施。今後は人材の必要性や職の魅力を業界協調で
発信する取組みを検討する。

Ⅸ.社会受容性 自動走行の効用とリスクを示したうえで、国民のニーズに即したシステム開発を進め、社会実装に必要な環境の整備
を目指す。その実現に向け、自動走行の効用を提示、普及の前提となる責任論を整理し、状況を継続的に発信する。

Ⅹ.安全性評価
これまで自動走行ビジネス検討会等を通して開発した技術を活用した安全性評価技術の構築を目指す。我が国の交通
環境が分かるシナリオを協調して作成するとともに、国際的な議論に活用していく。また、今後発生する事故に関す
るデータについて、取扱いを検討し、安全性評価へ活用していく。
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などを置き、搭乗者の生体情報や行動、会話などを把握する研究開発も進んでいる。
　「ダイナミックマップ」は、車両周辺の歩行者や自転車、対向車などの動き、信号、道路の状況
など、刻々と変化する状況をリアルタイムで取得し、高精度な地図に反映させた高精度三次元地
図である。2016年6月に自動車メーカー、電機メーカー、地図・測量会社などが共同出資し、ダ
イナミックマップの整備や実証、運営に向けた検討を行う企画会社「ダイナミックマップ基盤企画
株式会社」を設立している。また、2018年1月からは、KDDI、ゼンリン、富士通の3社が、自
動運転向けダイナミックマップの生成・配信技術の実証実験を開始する（図3-3-7）。
　「プローブデータ」は、自動車が把握した自車位置、速度などの情報をアップロードすることに
より、渋滞情報などに活用するものであり、ダイナミックマップへの反映や車車間での活用も研
究されている。

　自動運転の進展に伴うデータ・アーキテクチャーの変化について、「官民ITS構想・ロードマッ
プ2018」では、以下のように説明している。また、その概念を図3-3-8に示す。
　自動車内の各種制御が、個別車両内のデータ・知識基盤にもとづく判断も含めて、さらに高度
化するだけではなく、
ⅰ）各車両において収集されたプローブデータ、映像データを含む走行知識データの一部が、ネッ
　トワークを通じて、外部のクラウド等のデータ・知識基盤に移転・蓄積され、それらのデータは、
　ダイナミックマップ 、人工知能の基盤データに加え、各種ビッグデータ解析等の様々な分野に
　活用される。
ⅱ）また、このような多数の各車両から得られたデータに加え、ダイナミックマップに係る高精度
　 3次元地図や走行映像データベース等も含めた外部からのデータ等によって生成される人工知
　能（AI）などのデータ・知識基盤等の一部が、再びネットワークを通じて各車両に提供され、

■図3-3-7 ダイナミックマップ基盤企画株式会社の事業領域について

出典：内閣府　宇宙開発戦略推進事務局　ニュースリリース「DMP、自動走行システムに向け高精度三次元地図の整備着手」（2017年6月23日）

技術支援
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実現
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自動走行分野への利用

多用途での利活用

いすゞ自動車株式会社
スズキ株式会社
株式会社SUBARU
ダイハツ工業株式会社
　※2017年6月より
トヨタ自動車株式会社
日産自動車株式会社
日野自動車株式会社
本田技研工業株式会社
マツダ株式会社
三菱自動車工業株式会社基盤構築

への支援

・十分な成長資金の提供
・中立的な利害調整
・オープンイノベーションの推進

株式会社
産業革新機構

「高度3次元地図」協調領域

衛星測位 計測 図化 統合 加工

競争領域

仕様策定への支援

位置補正

データ統合

点群生成

地物化
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データ統合

点群生成

地物化

位置補正
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地物化

追加

位置補正

点群生成
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　当該車両における自動運転の判断に必要なデータ・知識等として活用される。
ⅲ）その際、ネットワークの構造としては、「エッジ／フォグコンピューティングなどのアーキテ
　 クチャーが利用される」といった方向に進化していくこととなる。

（2）活用状況
① 実証実験の動向
　公道における自動運転の実証実験は、警察庁が2017年6月に策定・公表した「遠隔型自動運転
システムの公道実証実験に係る道路使用許可の申請に対する取扱いの基準」（以下「新ガイドライ
ン」）にもとづく。新ガイドラインでは、運転者が緊急時等に必要な操作を行うことができる自動
走行システムであること、周囲の道路交通状況や車両の状態を監視（モニター）することなどが要
件で、遠隔操作などの機能を備えた自動走行車両が用いられる。
　以下に、日本における自動運転の実証実験の例を挙げる（表3-3-4）。自動運転の実証実験は、
自治体・民間または大学が実施するもの、一般道でのSAEレベル2の市場化を図るラストマイル
自動運転（実施は経産省・国交省）、高速道路での物流トラックの隊列走行（経産省・国交省）、
SIP事業等（内閣府）※34、国家戦略特区事業（内閣府）、道の駅等を拠点とした自動運転サービス（国
交省・内閣府SIP）※35など様々な区分で多数実施されている※36。

※34　<http://www8.cao.go.jp/cstp/stmain/20171027siryo.pdf>
※35　<http://www.mlit.go.jp/road/ITS/j-html/automated-driving-FOT/pdf_180709/2.pdf>
※36　<http://www.sip-adus.go.jp/fot/>

■図3-3-8 自動運転システムを巡るデータ・アーキテクチャー（イメージ）

出典：政府「官民 ITS 構想・ロードマップ 2018」（2018年6月）

・車両センサー等による外部情報
（センサー、カメラ映像等）

・運転者に係る情報
（モニタリング情報）

・ダイナミックマップ情報
（静的情報～動的情報）
・AIのアップグレード
・その他

・車両内部状況に係る
情報（エンジンその他）

・運転者に対する
通知、警告等

・外部データの利用

・他分野での応用

交通関連データ等 【データ・知識基礎】

【運転者】

【システム】

AI・ダイナミックマップ

・GPS

【周辺環境】
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出典：各種公開資料より作成

■表3-3-4 最近の自動運転の実証実験の例

分類 実施開始時期 地域 実施企業、研究所
自治体、民間
または大学
（主な実証実験
を記載）

2017年10月 福井県永平寺町 福井県、永平寺町、パナソニック

2017年11月 神戸市北区 神戸市、みなと観光バス、群馬大学等

2017年12月 愛知県幸田町、春日井市、名古屋市 愛知県、アイサンテクノロジー、ティアフォー

2017年12月 東京都江東区（青海付近） ZMP（遠隔型自動運転システム）

2018年1月 東京都杉並区 杉並区、アイサンテクノロジー、東京大学等

2018年2月 羽田空港整備場地区 ANA、SBドライブ

2018年3月 神奈川県横浜市（みなとみらい地区） 日産自動車、DeNA

2018年3月 福岡県北九州市 九州工業大学、北九州市、
北九州産業学術推進機構

2018年3月
京都府、大阪府、奈良県
（けいはんな学園都市）

関西文化学術研究都市推進機構、
RDMM推進機構

2018年4月 岡山県赤磐市 SBドライブ、宇野自動車

2018年4月 神奈川県藤沢市 ヤマト運輸、DeNA

2018年5月 東京都千代田区、江東区 大和自動車交通

2018年5月 神奈川県藤沢市 小田急、神奈川中央交通、慶應義塾大学、SBド
ライブ

2018年8月 東京都千代田区、港区 日の丸交通、ZMP（初の公道における自動運転タ
クシー）

ラストマイル
自動運転
（経産省、国交省）

2018年度 茨城県日立市 日立市、SBドライブ等

2017年12月 石川県輪島市 輪島市、輪島商工会議所、ヤマハ発動機等

2018年4月 福井県永平寺町 永平寺町、福井県、ヤマハ発動機等

2017年6月、
2018年2月　

沖縄県北谷町 北谷町、ヤマハ発動機等（非公道における実験）

トラックの
隊列走行
（経産省、国交省）

2018年1月 新東名 豊田通商、国内トラックメーカー等（高速道路に
おける後続無人で3台以上の隊列走行）

SIP事業等
（内閣府）

2017年3月 沖縄県南城市 SBドライブ、先進モビリティ（バス自動運転）

2017年6月 沖縄県石垣市 SBドライブ、先進モビリティ（バス自動運転）

2017年10月
関東地方等の高速道路や
東京臨海地域周辺の一般道等

国内外の自動車メーカー、
自動車部品メーカー、大学等

2017年11月 沖縄県宜野湾市、北中城村 SBドライブ、
先進モビリティ（バス自動運転）

国家戦略特区
事業（内閣府）

2016年2月 神奈川県藤沢市 藤沢市、ロボットタクシー

2016年3月 宮城県仙台市 仙台市、東北大学、ロボットタクシー

2016年11月 秋田県仙北市 仙北市、DeNA

未定 羽田空港周辺 東京都

道の駅等を
拠点とした
自動運転サービス
（国交省/内閣府
SIP）

2017年12月 秋田県上小阿仁村 道の駅「かみこあに」

2017年9月 栃木県栃木市 道の駅「にしかた」

2017年11月 滋賀県東近江市 道の駅「奥永源寺・渓流の里」

2017年11月 島根県飯南町 道の駅「赤来高原」

その他9カ所
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　国内の自動運転の活用シーンの背景には、日本の社会的条件が関係する。公共交通機関が発達して
いる都市部と比較して、地方都市では自動車が重要な交通手段となっている。しかし、高齢化と過疎
化が深刻であり、自家用車の運転も公共交通の存続も難しいことから、自動運転に対する期待が高い。
第5章で説明するAI社会実装調査におけるヒアリング調査では有識者から、今後、アジアの国々で
も高齢化が進むため、日本の社会に合わせて開発したAIアプリケーションを輸出できるのではない
かという意見も出ており、産業競争力としても期待される。
　以下に、表3-3-4中の実証実験主体の一つであるZMPに対するヒアリング結果を示す。

■事業概要
　ZMPは、ロボットタクシー、物流支援ロボット、ドローン等のロボット技術を開発するベン
チャー企業である。
　タクシー事業者の日の丸交通株式会社と提携し、2020年にSAEレベル4の自動走行による
ロボットタクシーの実現を目指す。実証実験を積極的に行っており、2017年12月には東京都
江東区で、日本で初めて公道での運転席に人がいない状態で自動走行の実証実験を行った。ま
た、2018年8月には、東京都千代田区・港区で、自動運転タクシーの運行実験を行った。自動
車メーカーが進める自動運転の開発は、ドライバーの運転を支援する自動運転機能が中心だが、
ZMPはサービスにフォーカスし、運転しない人が乗ることができる自動走行タクシーを開発し
ている。この場合、事故のリスクがあるときには、運転手に引き継ぐのではなく機械が判断して
車を停める機能が必要となる。
　また、ターゲットとする地域については、グローバル市場が前提の自動車メーカーとは異なり、
日本国内での実用化を図る。まずは自動車の交通量や歩行者が多い都内の市街地で自動走行を実
現することで、車社会の米国とは異なる技術パッケージが独自性として強みとなり、日本と条件
が似たアジアで役立てられると考える。
　ZMPは物流事業にも取り組み、自動走行台車「CarriRo（キャリロ）」や配送ロボット「CarriRo 
Delivery」を手がける。2017年12月に日本郵政と南相馬市で宅配の実証実験を行ったほか、
2017年6月には宅配寿司「銀のさら」を展開する株式会社ライドオン・エクスプレスと資本提携
を行い、自動走行ロボットによる寿司の宅配の実現を目指している。
■自動運転の課題
　日本では、遠隔型自動運転システムの公道実証実験が行えるようになった※37。しかし、運転席
に免許を持った人が必要で事故が起きたら人の責任になるという発想の根底が変わらず、その前
提だけでは自動運転は広まらないとZMPは指摘する。ZMPは、自動運転タクシーを開発する
立場として、責任は人ではなくシステムが負う、という位置づけの自動運転車の認可を望む。た
だし、民間企業だけが責任を負うのでは産業が育たないため、社会のインフラとして国の関与に
も期待しているという。

自動走行タクシーの実現を目指す
株式会社ZMP

※37　「遠隔型自動運転システムの公道実証実験に係る道路使用許可の申請に対する取扱いの基準」警察庁（2017年6月1日）
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② 自動運転に関するAIチップの動向
　自動運転分野では、車載用半導体メーカーへの注目度も高い。AIを活用する高度な自動運転技術
の開発が進むにつれ、NVIDIA（米国）、Intel（米国）といったAIチップメーカーの存在感が急激に
高まっている。大手GPUベンダーのNVIDIAは、自動車分野の取り組みを加速させ、Tesla（米
国）、Volkswagen（ドイツ）、Daimler（ドイツ）、Volvo Cars（スウェーデン）に続き2017年5
月にはトヨタとの提携も発表した。Intelは、自動車メーカーではBMW（ドイツ）、Fiat Chrysler 
Automobiles（オランダ）、長安汽車（中国）と組むほか、2017年3月に画像処理・検知技術などの
自動運転技術を有するスタートアップ企業のMobileye（イスラエル）を買収した（図3-3-9）。

　以下に、AIチップの先進メーカーであるNVIDIAに対するヒアリング結果を示す。

　日本企業の競争力強化のためには、実証実験を行うだけでなく早期の実用化が必要である。世
界的な競争において後れを取ると、海外企業の日本市場参入によってコア部分の市場を専有され
るリスクも高まるだろう。社会実装のロードマップにおいては2020年が重要なポイントとなっ
ている。政府も東京オリンピック・パラリンピックに向けて実現を進めるという姿勢が強い。期
限を妥協せず、オリンピックの機運に乗り、スピード感を持って推進することが重要なテーマと
なると考えている。
　また、物流においては、ロボットが歩道を自動走行することを想定した法制度が存在しないこ
とが課題であるという。荷量の増加や労働環境の悪化、人手不足など深刻な問題を抱える物流業
において、ロボットを使った自動化による支援は社会的な意義もあると意気込む。

■図3-3-9 自動運転を巡る半導体業界の動き

出典：各種公開情報より作成

NVIDIA Bosch
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2017年5月
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自動車メーカー 自動車部品メーカー

Delphi

ContinentalFCA

長安汽車

BMWIntel

Mobileye

2017年3月に買収
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■事業概要
　NVIDIAは米国に本社を置く半導体メーカーである。AI、超並列コンピューティングに用い
る高性能GPU（Graphics Processing Unit）や自動運転プラットフォームの開発で世界をリ
ードする。
　自動運転における画像認識技術については、早い時点で欧米先進自動車メーカーなどとGPU
でAI画像認識ベンチマークを行った。これにより「全交通標識の認識において、たった4時間の
AI学習で96％の認識率を達成」、「濃霧など悪天候下でも人間以上の精度で遠方の先行車両を認
識」、「自動運転車が走行可能なフリースペースをリアルタイム認識（画素単位で車、人、交通標
識等を識別するセグメンテーション）」などを確認することができた。またKITTI等の運転支援
用公開ベンチマークでも優れた認識精度を短期間で達成した。これらにより各自動車メーカーは
AI、特に「ディープラーニング」が自動運転に不可欠であるという確証を得た。
　自動運転システムは「認知」、「判断」、「制御」の3要素で構成される。ここには先のベンチマー
クでも確認された画像認識など「認知」に不可欠な「ディープラーニング」、大量のデータをリアル
タイムに高速実行する「超並列コンピューティング」、また高位判断、制御、機能安全など自動運
転全体の処理を統括する「高性能CPU」の3つが必要になる。NVIDIAの自動運転用SoCはこ
の3つの必要要素を高いレベル（高性能、高機能、高信頼性）で実装している。「ディープラーニ
ング」はGPUもしくはより電力効率の高いDLA（Deep Learning Accelerator）で実行され
る。「超並列コンピューティング」はGPUで実行される。実際最新のスーパーコンピューターの
性能番付けTOP500（2018年6月）で1位、3位、5～7位はNVIDIA　GPUを採用しており、
そのアーキテクチャーはそのまま自動運転用SoCにも適用されている。いわば車載スーパーコ
ンピューターともいえる性能、機能を有している。
　NVIDIAはさらに自動運転開発の全工程（「データ収集」、「AI学習」、「検証」、「運用」）におい
て「End to End」のサポートを実現している。
　高精度AI画像認識のためには大量の学習データが必要である。「データ収集」工程では1台当た
り毎時1TBのデータを収集する車載プラットフォーム、収集したデータを選別、ラベル付け、
保存するサーバー環境等を構築している。
　「AI学習」はGPUプロセッサーの独壇場であり、GPUを8個内蔵したDGX-1コンピュータ
ーはCPUを140個使用したサーバーに相当する性能をもつ。学習環境をサポートするライブラ
リ群や、学習済のニューラルネットを最適化し最大効率の画像認識等を可能とするTensorRT
環境も提供する。
　「検証」はこれらの工程の中でも最も重要なものである。自動運転に要請されるISO26262機
能安全を満たすためには、設計時に想定されたあらゆるシナリオに対し「検証」を実施する必要が
あり、データ収集車から集めたリアル・データのみではあらゆるシナリオがカバーしきれない。
NVIDIAはGPUの３Dグラフィックス応用で培った技術を使用して精緻な仮想シーン画像を生
成するDRIVE SIM技術を開発した。これを実際の自動運転ECUを内蔵するConstellation
コンピューターに入力し、あらゆるシナリオを検証する環境を提供。Constellationを1万台使

自動運転の実現を支えるSoC （System on Chip）のサプライヤー
NVIDIA
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用すれば1年で実車30億マイルの走行に相当する検証を実現できる。これは一般的に行われてい
る年間数十台の試走車によるフィールドテストの約1,000倍の走行距離に当たる。
　「運用」では数百万台に及ぶ量産車の走行データを収集し、ダイナミックに変化する交通環境
や、未学習の環境をクラウドで追加学習する。学習済みの更新ニューラルネット・データは定期
的にOTA（Over The Air）により各量産車にダウンロードされる。

③その他の動向
　名古屋大学発ベンチャー企業のティアフォーは、オープンソースの自動運転ソフトウェア
「Autoware」を開発している。「Autoware」は、名古屋大学、長崎大学、産業技術総合研究所に
よる共同成果の一部として、自動運転の研究開発用途向けに無償で公開されている。また、ティアフ
ォーは、米国のNVIDIAとの協業で完全自動運転の小型電気自動車を開発し、2018年春以降に愛
知県内で実証実験を行う計画がある。この動きに対し、メーカー側がAIベンチャー企業との提携を
進める動きもみられる。
　トヨタ自動車とソフトバンクは2018年10月、新しいモビリティサービスの構築に向けて戦略的
提携に合意し、共同出資会社（MONET Technologies＜モネ テクノロジーズ＞株式会社）を設
立することを発表した（図3-3-10）。トヨタ自動車は、2016年より提唱しているモビリティサービ
スプラットフォーム（MSPF）の実現に向け、 2017年8月にAI企業であるPKSHA Technology
に対して10億円出資したほか、2015年に10億円を出資していたPreferred Networksに対して
105億円を追加出資している。ソフトバンクとの提携もMSPFの一環であり、スマートフォンやセ
ンサーデバイスなどからのデータを収集・分析して新しい価値を生み出すソフトバンクの「IoTプラ
ットフォーム」を連携させ、未来のMaaS（Mobility as a Service）事業を開始するとのことであ
る。併せて、2020年代半ばまでに同社のモビリティサービス専用次世代電気自動車（EV）「e-Palette
（イーパレット）」によるトヨタ独自のMaaS事業を展開するとのことである。

■図3-3-10 トヨタ自動車とソフトバンクの連携イメージ

出典：ソフトバンク プレスリリース※38

※38　<https://www.softbank.jp/corp/group/sbm/news/press/2018/20181004_01/>
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3.3.3 インフラにおける利用動向
（1）分野動向
　道路、鉄道、空港・港湾、治水、生活インフラなど社会基盤においては、その長寿命化や維持管理
の効率化を目的として、異常検知や設備保守運用の高度化などにAIを適用する取組みがみられる。

（2）活用状況
　インフラにおけるAIの活用には、設備の故障・異常検知、保守運用高度化などがあり、その事例
を表3-3 -5に示す。

※39　農林水産省 2017年8月発表
※40　2015年農林業センサス 農林水産省

3.3.4 農業における利用動向
（1）分野動向
　日本の食料自給率（カロリーベース）は38％（2016年度）※39であり、総農家数は1990年の482
万戸から2015年は216万戸に減少しており※40、高齢化が進展するなど、労働力不足も深刻さを増
している。こうした背景から、農業でのAI活用は、先端的技術の活用による省力化や高品質生産が
求められる。

■表3-3-5 インフラにおけるAI活用事例

出典：各種公開情報より作成

利用分野 時期 企業名 概要
異常検知

2017年6月
発表 産業技術総合研究所

産業技術総合研究所は、首都高技術、東日本高速道路、テクニーと共同で、
インフラ構造物の打音検査をAIでアシストし、異常度マップを自動生成する
「AI打検システム」を開発した。機械学習を用いて異音を解析し、トンネル
の壁面などを検査することが可能である。

2017年9月
サービス開始

富士通、
川崎地質

道路の下の陥没を調査する川崎地質は、探査で生成される膨大なレーダー画
像データの解析に富士通のAI技術「Zinraiディープラーニング」を活用。手作
業の10分の1の時間で、100％に近い精度を保って異常反応を抽出できた。

2018年2月に
実証実験開始

NTTドコモ
東武鉄道

携帯電話ネットワークを利用するドローンを活用して、鉄道インフラを予防点
検する実証実験を開始。ドローンに搭載したカメラを使い、目視による点検が
困難な橋梁上部や低水路内の橋脚を点検する。取得した点検画像の一部は、
NTTドコモの画像認識技術によって自動解析を行い、実用性を検証している。

2017年7月
提供開始

パナソニック、
パナソニック
システムソリュー
ションズ ジャパン

道路、橋梁、ダム、鉄道、エネルギーなどの各種インフラ設備に対して、ロ
ボティクスと画像処理技術を活用したインフラ点検サービス「Smart Image 
Sensing」を提供する。パナソニックグループの強みであるロボットや4K画像
など、撮像デバイスと最新の画像処理技術を活用する。今後、AIによる分析
を通じて、異常検知や予兆監視のサービスを提供する方針としている。

保守運用
高度化 2018年6月

発表
国交省および
地方港湾局

2018年度から、港湾物流の最適化に向け、ＡＩ（人工知能）を活用したコンテ
ナ蔵置計画の提案など、ＡＩによるビッグデータの分析手法を構築するための
実証を始める。最適な蔵置を行うことで、コンテナ船の大型化に伴って増えて
いる荷役時間の削減、ターミナル周辺での渋滞緩和につなげる。

2018年5月
発表 清水建設

名古屋工業大学と協同で、AIが試行錯誤しながら自己学習することで最適解
を導く強化学習手法により、トンネル線形に応じたシールド機操作の計画値、
セグメントの配置計画を導き出す、「シールド掘進計画支援システム」を開発。

2018年10月
提供開始 日立製作所

上下水道設備などの水インフラにＩｏＴ（モノのインターネット）を導入し、効
率化を促す技術の開発を行う。設備の状態や水質に関するビッグデータ（大
量データ）を解析し、自動で設備を管理運営するシステムを実現する。
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■図3-3-11 農業における人工知能やIoTの活用の可能性（イメージ）

ロボット化・自動化された超省力農業 データを駆使した戦略的な生産

農機の自動走行技術により
大幅な省力化と

安全な作業環境を実現 センサー等から得られたビッグデータを解析し、
ほ場ごとに最適な栽培管理方法を提示

気象データ等の様々なビッグデータからリスクを予測し、
事前の対策を実現

複雑な作業のロボット化や自動化が可能に ビッグデータが予測や生産性向上を可能に

出典：「人工知能やIoTによるスマート農業の加速化について（案）」農林水産省（2016年11月）

ほ場のリアルデータ

気象データ等のビッグデータ

AI

・ほ場Aは施肥量
3％増量

・ほ場Bは施肥の
必要なし 等

AI

・2週間後に○○病 
蔓延の可能性。

 △△剤の事前散
布を推奨

収穫作業など人手に
頼っていた作業の自動化、

夜間作業による
24時間化を実現

誰もが取り組みやすい農業に 生産・流通・販売の連携・効率化

画像解析を使って病害虫の病兆等を早期に発見し、
適切な対処方法を提示

篤農家の持つ様々な技術・判断を記録・データ化し、
そのノウハウを新規就農者等が利用できる仕組を実現

生産現場の暗黙知の見える化が可能に あらゆる情報がつながり新たな価値を生み出す

市場動向や実需者、消費者等のニーズをタイムリーに
把握し、ニーズに対応した農産物生産を実現

生産者

様々な
データを
取り扱う

食品製造業

小売店卸売業

外食産業 消費者

品目・産業を越えてトラックなどの運行状況をシェアして、
高騰する輸送コストを低減

運
行・積
載
状
況
の
共
有
化

第4次産業革命ロボット
人工知能

ビッグデータ
IoT

新規就農者

AIによる
形式知化

○○病です。
○○して
ください。

　農業の分野は、個人の零細事業者が多く高齢化が進んでいるなどの理由から、一部の農業法人を除
くと投資余力やIT活用意識が薄く、また利益面からも投資対効果が得にくい。そのため、政府の取
り組みや補助が期待される。農林水産省は、ロボット技術やICTを活用したスマート農業を実現す
るため、2013年11月に「スマート農業の実現に向けた研究会」を立ち上げた。この研究会では、第
4次産業革命における基盤技術であるAIやIoT、ビッグデータ、ロボットなどの技術を農業分野で
活用し、生産性の飛躍的な向上、サプライチェーン全体の最適化等を可能にすることで、スマート農
業を早期に実現し新たな価値を創出することが検討されている（図3-3-11）。
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　矢野経済研究所では、国内のスマート農業市場推移を予測している（図3-3-12）。スマート農業の
国内市場は、2017年度ごろまでは農業クラウド・複合環境制御装置・畜産向け生産支援ソリューシ
ョンなどの栽培支援ソリューションが牽引し、2018年度以降は、業務効率化を実現する販売支援ソ
リューションや経営支援ソリューション、農機の無人運転を実現するシステム（精密農業）などが成
長する見込みである。2023年度の同市場規模は 333億3,900万円まで拡大すると予測する。
　「栽培支援ソリューション」、「販売支援ソリューション」、「経営支援ソリューション」、「精密農業」、
「農業用ロボット」それぞれの区分においてIoTやAIといった先進技術の採用が見込まれ、スマー
ト農業の実現を加速させると見込まれる。具体的には、センシング技術により気象、土壌、生育等の
データを取得してAIで解析することによりこれまで認識できなかった複雑な因果関係を解明し、最
適な管理を行う精密農業や、画像認識により色づいた実など収穫すべきものを自動的に判別し収穫ま
で行う自律型農業ロボットなどが想定される。
　「未来投資戦略2018」においても、スマート農業に関する施策の中で、「熟練者の作業ノウハウの 
AI による形式知化」、「遠隔監視による農機の無人走行システム実現」、「ドローンとセンシング技術
やAI の組み合わせによる農薬散布、施肥等の最適化」、「自動走行農機等の導入・利用に対応した土
地改良事業の推進」、等がAIの応用として期待されている。
　このような取組みを進めるためには、AIベンダーやロボットメーカーがICT技術を提供し、農業
法人や団体がまとまった投資やデータの蓄積を行い、農業資材メーカーなどが協力し、政府や自治体
が補助金の付与や支援を行うなど、これまでの農業にはなかった異業種間の連携が必要となる。
　2017年8月には、農家が生産性の向上や経営の改善にデータを活用するためのプラットフォーム
の構築を行う「農業データ連携基盤協議会」が設立され、同年12月には農業データ連携基盤のプロト
タイプの運用が開始された。内閣府 SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）が推進し、NEC、
富士通、NTT、ソフトバンク・テクノロジー、日本マイクロソフト、クボタ、ヤンマー、全国農業
共同組合連合会、日本農業法人協会などが参画している。
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※41　事業者売上高ベースで、2017年度は見込値、2018 年度以降は予測値。市場規模には農業向け POS システム、農機等のハード
　　　 ウェア、農業用ドローン等は含まれていない。

■図3-3-12 スマート農業国内市場規模推移と予測

出典：「2017年版 スマート農業の現状と将来展望～省力化・高品質生産を実現する農業IoT・精密農業・農業ロボットの方向性～」矢野経済研究所（2017年9 月）※41

（百万円）
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（2）活用状況
　AI活用の方向性としては、温度、日照、降水などの各種センサーデータや作物の育成情報の画像
データ、及びドローンで撮影した画像を分析し、病害予測、生育状況管理、収穫時期の予測、最適収
量予測、計画営農などを実現するもの、また、ロボットを活用し、作物の自動選別、自動収穫を行う
ものなどがある。次表に示すように実証実験中や研究中のものが多い（表3-3-6）。
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出典：各種公開情報より作成

■表3-3-6 農業でのAI活用事例
利用分野 時期 企業名 概要

病害予測 2017年8月
販売開始 ボッシュ 農業支援システム「Plantect」で、温度湿度、CO2、日射の各センサー

からのデータからAIを用いてトマトの病害 予測分析を行う。

病害予測、
最適収量予測 2018年以降 オプティム

2017年10月から静岡県藤岡市で降水量、気温、日照などのセンサーデ
ータ管理により圃場管理の最適化に取り組む実証実験を行う。詳細は本
文を参照。

生育情報管理
2017年12月
設立

ソフトバンク
オプティム

帯広で、ドローンで空撮による地域全体の生育分析、センサーで得る外
気温や湿度、照度、土壌温度や土壌水分などの分析を行い、統合された
作物の生育管理を行う。

計画営農

2018年中を目途 クボタ
データ活用による営農計画を支援する「KSAS」を提供。今後、気象情報
とセンサーなどのデータから病害虫や水管理における問題予測、計画営
農へのAI活用を検討している。

自動選別 2018年中を
目途 竹内園芸 カメラを使い苗の選別を自動化する。従来は目視で行っていた成長具合

や奇形の有無の判断をAIで行う。

自動収穫
2019年度の
商品化を目指す パナソニック

トマトの収穫ロボット。AIにより茎の後ろの陰れた実も検出、画像認識
による赤みの判別を行い、適収穫度の実を選択して刈り取る。自律走行
などの機能を備える。

 表中のオプティムは、2017年12月に「スマート農業アライアンス」を設立した。農家に加え、企
業、金融機関、自治体、大学など、スマート農業に関わる企業や団体の参加を募る。この取組みには、
ドローンとAI活用による減農薬技術により育成した高付加価値作物のオプティムによる買取りを行
う「スマートアグリフードプロジェクト」、スマートフォン、タブレット、スマートグラス、ドローン、
フィールドセンサー、IoT農機具などを活用し、作業負担軽減や技術伝承の問題を解決する「スマー
トデバイスプロジェクト」がある。

3.3.5 健康・医療・介護における利用動向
（1）分野動向
　少子高齢化に伴い、各個々人が、最適な健康管理・診療・介護を持続的にかつ効率よく受けられる
環境の構築が求められており、その各段階において、AIの活用が期待されている。
　例えば、病気を予測し、病気になるのを未然に防ぐ予防医療、医師個人の判断に加え、データ解析
や蓄積された集合知にもとづく診断の実施、病気の細かいタイプや患者個人の体質などにより最適化
した医療を行う個別化医療、治療法研究の加速による治療困難とされた病気の治療法発見、及び、健
康寿命を延ばし、介護者の負担を軽減する介護サービス提供などである。
　平成29年6月に発表された厚生労働省の「保健医療分野におけるAI活用推進懇談会」の報告書で
は、「AI（人工知能）の実用化が比較的早いと考えられる領域」として、ゲノム医療、画像診断支援、
診断・治療支援、医薬品開発（創薬）、「AIの実用化に向けて段階的に取り組むべきと考えられる領域」
として、介護・認知症、手術支援を挙げ、合計6領域でAI開発を進めるべき重点領域と位置付けている。
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　一方、健康・医療・介護のデータは多種・多様※42であること、それらは、機微な個人情報である
ことから、その取扱いには十分な配慮を要する。そのため、データの利活用の基盤に関しては、国が
管理するデータの公開や、「4.4.2 データ流通に関する制度改革」に示すように、次世代医療基盤法
の施行など、個人情報の取り扱いに配慮しつつ、データの利活用を促進する仕組みが整備され始めた。
　また、AIを活用した医療機器の市販化については、企業及び審査側も慎重な姿勢であるが、海外
でAIを活用した医療機器の認可が始められている状況も鑑み、継続して検討が進められている。 平
成30年3月には、独立行政法人医薬品医療機器総合機構によって、AIを活用した医療機器の有効性
や安全性の評価指標、審査の科学的側面などが報告書にまとめられた※43。
　医療分野での研究事例としてはまず、画像認識技術による画像診断支援がある。例えばディープラ
ーニングを使った画像認識により、画像中に病変があるかないか、その病変（腫瘍）が悪性か良性か、
などを、高い精度で判別できる。これにより、医師の負担を軽減し、見落としや誤診を防止し、広く高
精度の診断・医療を提供できる効果が期待される。
　また診療の支援としては、医療データ、医療文献や研究論文などの大量のデータを解析することで、
病名の特定、最適な治療方法の提案に加え、予防医療などに役立てられるとして研究が進められている。
　さらに医薬品開発（創薬）については、ディープラーニングなどの技術を使って、創薬の基本となる
標的となるタンパク質の探索などのシミュレーションを行う手法が研究されており、研究期間の短縮や
成功率の向上が期待されている。2016年11月には、企業、大学・研究機関によって、ライフインテ
リジェンスコンソーシアム（Life Intell igence Consortium；LINC）が設立された。2018年
9月時点で、23大学･研究機関、86社･団体、3オブザーバー団体が参画している。ここでは、製
薬のみならず、化学、食品、医療、ヘルスケア関連のライフサイエンス分野を広く扱う。　
　加えて、医療機器の性能維持・向上のため、その使用状況をAIで分析し遠隔で故障を予知し、
医療現場での機器の稼働停止を未然に防ぐ遠隔機器監視、最適な画像を提供するための機器への条
件設定などにも応用され始めている。
　また、健康介護分野での事例としては、個人の行動様式や疾病パターンにもとづく将来の健康状態
の予測や個人の特性に合わせた介護（行動パターンの予測などによる転倒防止なども含む）などがあ
る。

（2）活用状況
　医療分野でAIを活用する事例として、「3.2.1.（1）②医用画像の認識と診断への応用」で紹介した
ディープラーニングによる診断支援に加え、表3-3-7を紹介する。また、健康・介護分野でAIを活
用する事例として、表3-3-8を紹介する。

※42　健康時の健診（検診）データ、個人の診療履歴（血液、Ⅹ線画像などの検査結果、処方箋を含む）、介護記録、調剤記録等が病院、
　　　 介護施設等に保存されている。また、研究機関には、薬の効用や副作用についての研究開発データ、論文や実験データ、遺伝子（ゲ
　　　 ノム）情報、国には、レセプトや特定健診及び介護のデータベース等がある。加えて、個人の体温・血圧などのバイタルデータや
　　　  過去の病歴などを蓄積し、個人の健康管理に使用するPHR（Personal health Record）等もある
※43　平成29年度次世代医療機器・再生医療等製品評価指標作成事業人工知能分野審査WG 報告書<http://dmd.nihs.go.jp/
　　　  jisedai/Imaging_AI_for_public/H29_AI_report_v2.pdf>
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利用分野 時期 企業名 概要
画像による
診断支援

2018年中に
薬事申請の予定 日立製作所 コンピューター断層撮影装置（CT）などの画像を集め、AIで脳や肺などの

診断を支援する。

2017年11月発表
（研究開発中） エルピクセル

医療画像診断支援技術「EIRL（エイル）」を発表。脳MRI、胸部X線、乳
腺MRI、大腸内視鏡、病理などの医療画像診断支援技術の研究開発を
進めている。

2017年9月設立 AIメディカル
サービス

内視鏡画像に特化し、消化器に対するがん関連病変の内視鏡検査におい
て、医師の診断を支援するシステムの実現を目指す。

2019年
完成の計画 エーザイ

東京大学、UEIとの共同研究による臨床検査システムを開発。がん組織を
透明にし、組織の構造が分かる3次元の画像を作りAIでがんの有無を見
分ける。医師の調べる手間を省き、医療現場の生産性向上を支援する。

画像による
診断支援
及び診療支援 2017年に

実証実験実施 エクスメディオ

患部画像を送付すると画像認識により臨床アドバイスを送る自動診断サー
ビスや、医師から提示された文章から適切な論文を推定する関連論文検
索AIなどの開発を行い、医療者向けサービス「ヒポクラ」の中で実用化。
2017年11月に、実証実験を行う梼原町と、プロジェクトを支援するみず
ほ銀行と協定を締結したことを発表した。

診療支援

2017年1月から
共同研究開始

FRONTEO
ヘルスケア

がん研究会、がん研究所と共同研究開始を発表。AIが患者の症状・特
性に合わせた治療法に関わる論文を探索し、医師の判断を支援するシ
ステムを目指す。2018年8月にAIのアプリケーション「Concept En-
coder Articles」の本格提供を開始した。

診療支援、
及び創薬など

2018年1月より
約2年間

富士通

医療分野でAIを活用するための共同研究講座「医療情報AIシステム学講
座」を京都大学に設置する。京都大学医学部附属病院の電子カルテに蓄
積された患者データなどの各種医療情報と、富士通の「Zinrai」を使い、
新たな診療支援や創薬の実現など、高度医療化に向けた研究開発を進め
る。

創薬

2018年1月から
開始

DeNA、
塩野義製薬、
旭化成ファーマ

3社の共同研究を実施。旭化成ファーマと塩野義製薬が所有する化合物
情報を用いて、AI創薬の実現可能性を技術的に検証する共同研究を開始
する。化合物最適化段階の大幅なコスト及び時間低減につながる技術を
開発し、検証することを目的とする。

在宅療養 2019年度までに
システム開発、
20年度以降の
導入を目指す

福井大学

AIで在宅療養患者への支援を効率化する。看護師や医師とのチャットの
分析から治療情報などの把握、センサーデータから患者の運動量や睡眠
量を把握し筋肉の量と質の低下具合などを推測する。さらに、これらの情
報を集積し、訪問看護師の質問にシステムが答える機能の構築を目指す。

生活習慣病
予防

2019年度中の
試作完成を
目指す

広島大学
診療報酬明細書（レセプト）や健康診断などのデータをAIで学習し、糖尿
病や心筋梗塞、脳卒中などの重症化リスクを個別に予測し、保健指導に
活かす。

画像解析による
医療研究支援 2017年9月

発売開始
シンフォニア
テクノロジー

2015年に近畿大学、三重大学との共同研究で、iPS細胞増殖時に発生
する不要細胞を画像解析により検出する技術を開発した。2017年に不要
細胞を自動でレーザーによって除去する装置を発売開始した。

医療機器の
遠隔監視

2019年中に
実用化の予定 富士フイルム 内視鏡や超音波診断装置などの使用状況をAIで分析し遠隔で故障を予

知する。医療現場での稼働停止を未然に防ぐ。

■表3-3-7 医療でのAI活用事例

出典：各種公開情報より作成
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3.3.6 防犯・防災における利用動向
（1）分野動向
　防犯分野におけるAIの活用は、監視カメラ等の映像をもとにしたリアルタイムでの不審者の特定・
追跡や防犯ロボット（ドローン）が中心であり、施設から街・都市全体への防犯へと広がることが期
待されている。2020年の東京オリンピック・パラリンピック開催に向けたセキュリティ対策の一環
としてAIの活用が検討されており、東京オリンピック・パラリンピックをモデルとして全国規模に
展開される可能性もある。
　防災という観点では、集中豪雨による河川の氾濫や都市の浸水、崖崩れ、大雪、台風などにより毎
年引き起こされている甚大な被害の予測と対策が期待されている。河川の水位の監視は従来、水位計
を使って行われており、重要な河川では画像監視も利用される。また、道路わきの法面の監視は、人
による見回りで行っているケースも多いが、最近は高速道路などでセンサーを使い、先行して斜面の
変動や移動を感知するIoTの仕組みも導入されている。今後はAIにより、より精度の高い予測や新
たな対策の開発が期待される。その中には、SNS等の情報を分析することによる災害予測、機械翻
訳を用いた外国人への災害情報提供なども含まれる。

■表3-3-8 健康、介護でのAI活用事例

出典：各種公開情報より作成

利用分野 時期 企業名 概要
健康

2018年1月発表 FiNC
ヘルスケア分野で、個人の生活習慣やライフスタイルの違いに合わせたパ
ーソナライズド健康アドバイスを提供するなどのAI技術で特許を取得。

2018年以降
フィリップス・
ジャパン

ソフトバンクとの協業によりヘルスケア分野でのAI活用の共同開発を行
う。フィリップスグループが運営するIoTプラットフォーム「HSDP（Health-
Suite Digital Platform）」向けのアプリケーション開発も視野に入れる。

介護

2017年11月発表
ニチイ学館、
NEC

AIによる個々の高齢者に合ったケアプランの提案を行う。ケアマネジャー
が人手で作成する負担を軽減するとともに、AIが効率的な運動機能改善
など、より効果の高いケアプランを抽出する効果が期待される。2社で技
術実証を進める。

2017年4月設立
エイ アイ
ビューライフ

看護・介護現場を見える化する介護ロボット「A. I. Viewlife」を提供。
広角赤外線センサーを搭載しており、居室の全エリアを対象に危険予兆
動作と危険動作を検知できる。さらに、一定期間の生活動作データを蓄
積し、学習検知型アルゴリズムを用いることで、徘徊・排泄などを予測し、
通知する。

2018年4月
発表 芙蓉開発

AI 介護ソフト「安診ネット カイゴ」を発売。高齢者の体温・脈拍・血圧
をはじめとするバイタルサインデータをAIが解析し、個人の特性を加味し
て異常値を検知するなどのサービスである。個人別の基準域から外れた
異常値を検知することで、疾病の早期発見に役立てる。

2017年11月
提供開始 ワイズマン

高齢者のおむつ利用を最適化するための「おむつ最適化支援AI」を提供。
利用者に合わせたおむつの組み合わせと交換回数についてAIがプランを
策定する。適切な吸収量・サイズのおむつを使用することで交換回数を
減らすことができる。
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（2）活用状況

　防犯・防災分野でAIを活用する事例には表3-3-9がある。

■表3-3-9 防犯・防災分野でのAI活用事例

利用分野 時期 団体・企業名 概要
防犯

2018年1月
報道 神奈川県警

AIを使った取締りのシステム導入を検討していると報道された。ディ
ープラーニングを使い、犯罪学や統計学の数式を学習したうえで、
過去の事件事故の発生場所や時間、気象条件、地形、SNSのデー
タなど、様々なデータを分析する。連続発生した事件の容疑者が同
一かどうかの分析、容疑者の次の行動の予測、事件事故が起きやす
い時間帯と場所を確率で示すなどの機能を持つシステムが想定され
ている。2020年の東京オリンピック・パラリンピックまでの試験運
用を目指す。

2017年12月から
有識者研究会を発足 警視庁 AIでの分析と予測による犯罪被害防止のためのシステム導入の検討

を進めている。

2016年10月
サービス開始 NEC

防犯カメラなどの映像から特定の時間・場所に出現する人物や、特定
の動作をしている人物を高速・高精度に検索するAIシステム「Neo-
Face Image data mining」を提供する。さらに、2018年
6月には大量の映像から人物の出現パターン（時間・場所など）を数
値化し、不審者を高精度で自動分類できる技術を開発した。

2016年10月
販売開始 富士通

AI技術「Zinrai」を活用した都市監視システム「Citywide Surveil-
lance」を提供する。監視カメラ映像から都市の全体的な車や人の
動きを把握し、防犯に役立てることができる。また、事前に登録さ
れた人物の顔の検知などにも対応する。2017年9月には、NTTド
コモや富士通研究所と、本ソリューションをMobile Edge Com-
putingシステムで使用する実証実験を行った。

防災

2018年2月に
会議を開催 気象庁

2030年を見据えた方向性について会議を開催。2030年の防災のイ
メージとして、台風や大雨、火山噴火の兆候といった予測データを
避難所や避難ルートといったビッグデータと組み合わせ避難活動に
活かす、AI翻訳を活用した外国人向けアプリの利用、地方自治体や
防災関係機関への早期の正確な情報提供による体制確保や避難指
示などを想定する。さらに、AIやIoTを活用した豪雨や火山噴火の
兆しなどの検出や速報技術の向上を目指す。

2017年12月に
実証実験 東京都港区

機械翻訳を利用した多言語による自動問合せシステムの実証実験を
行った。港区に勤務する、または居住する外国人に市民サービスの
問合せ対応を行うものだが、緊急・防災に際しての利用意向が高か
ったことが報告された。

2017年10月
設立

慶應義塾大学（山口
真吾研究室）、国立研
究開発法人情報通信
研究機構（NICT）、
防災科学技術研究所
（NIED）、ヤフー、
LINE

「電脳防災コンソーシアム」を設立。コンソーシアムが描くAIを使っ
た防災のイメージは、「AIを用いた災害時の被害状況の早期把握・
自動分析システム」、「AIを用いた被災者・避難所の困窮状況の情
報集約・分析システム」、「AIを用いた首都直下地震時の帰宅困難
者の自動把握・分析システム」、「AIを用いた現場報告やクロノロジ
ーの自動整理・分析システム」となっている。政府・地方自治体など
と連携することによって、防災力強化を実現する政策提言を目指す。

出典：各種公開情報より作成
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3.3.7 エネルギー分野における利用動向
（1）分野動向
　2016年の電力小売自由化によりエネルギー業への参入企業は増加し、太陽光発電など過去とは異
なる電力供給源の開発も進められている。需要量の高精度な予測にもとづく効率的な電力供給は、事
業者の利益獲得のポイントとなるため、AIやIoTの利用は拡大すると考えられる。計測機器や計測
システムの高機能化、スマートメーターの普及等により、電力の発電や送電、使用に関わる様々なデ
ータを取得・蓄積できるようになっていることはAIの利活用にとって追い風となる。また、発電所
などにおいて、収集したデータをAIに学習させることで、運転を最適化する取組みも行われている。
発電所・送電網などの電力インフラの健全性の維持のため、異常検知や点検作業をAIで効率化ある
いは代替する取組み等も行われている。

（2）活用状況
　エネルギー分野でAIを活用する事例には表3-3-10がある。

■表3-3-10 エネルギー分野でのAI活用事例

出典：各種公開情報より作成

利用分野 時期 企業名 概要
電力需要予測

2017年8月
提供開始 NEC

過去の電力消費量、天候、カレンダー情報などから先々の電力需要量を
30分単位で高精度に予測する。独自のAI技術「異種混合学習技術」を活
用する。2017年8月から電力事業者の運用の効率性を高める「設備管理
高度化ソリューション」の提供を開始している。

2017年11月に
発表 東芝

電力供給エリア内の多地点における気象予測値を作成し、気象情報と電
力需要実績値の関係を効率良く機械学習させるスパースモデリング技術を
開発した。さらに、ディープラーニングを用いた需要予測を実施し、これ
らの予測結果値を、AIを利用して最適に組み合わせることで、高精度な需
要予測を実現した。東芝は、東京電力ホールディングス主催の「第１回電
力需要予測コンテスト」において、2017年10月に最優秀賞を受賞している。

2018年5月に
発表

日立製作所
丸紅

丸紅は、日本国内で展開する電力小売事業においてAIを活用した高度な
市場分析モデルを導入している。日立製作所の IoTプラットフォーム「Lu-
mada」を活用し、国内電力小売事業の市場分析手法を高度化する独自
モデルを構築した。丸紅の実績・ノウハウにもとづくアルゴリズムを活用し
たデータ解析手法と、日立製作所が小売・流通分野などの需要予測向け
に開発した機械学習エンジンが用いられている。

運用効率化

2018年2月
サービス開始

東京電力フュエル
&パワー

東京電力ホールディングスと協力し、IoTを活用した火力発電所運用支援
サービスを提供。さらに、2018年5月には、日本タタ・コンサルタンシー・
サービシズと、AIによる火力発電所運営の最適化モデルの開発・導入に
向けた基本合意書を締結した。発電所運営の効率化・最適化によって、
環境負荷低減や化石燃料の使用量削減に取り組む。

設備保守運用
効率化 2017年11月

開発開始
東京電力
パワーグリッド

架空送電線の健全性確認にあたり、ヘリコプターで撮影したVTRによる点
検作業をAIが行うことで、異常検知の高度化と、点検作業時間の50%以
上の短縮を行う。AIを活用した設備保全効率化サービスの展開を目指す。

2018年3月
発表 関西電力

同社の発電所の運用・遠隔監視サービスにおいて、遠隔監視では不具合
対応が後手になるという課題に対して、機械学習・ディープラーニングな
どのＡＩを活用した「早期異常検知システム」を開発、不具合については後
手どころか先手を打てるようになった。
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3.3.8 教育における利用動向
（1）分野動向
　教育分野におけるIT活用が進む中、個人の学習傾向に合わせてプログラムを提供する適応学習（ア
ダプティブ・ラーニング）、解答の採点、学生からの質問の対応などに、AIを応用する取組みがみ
られる。
　政府は、「Society 5.0時代に向けて、AI、IoT等の革新的技術をはじめとするICT等も活用し
ながら、持続可能な社会の創り手を確実に育成していく」という方針を掲げている※44。文部科学省、
経済産業省、総務省の未来投資会議構造改革徹底推進会合「企業関連制度・産業構造改革・イノベー
ション」会合（雇用・人材）（2018年2月）で討議が行われた「学校教育におけるICT、データの活用」
では、「AI、IoT等の革新的技術を初めとするICTの学校現場での活用」というテーマのもと、「個
に応じた指導（アダプティブ・ラーニング）を徹底する」という施策を掲げている。また2020年に改
訂予定の「学習指導要綱」においても、「主体的・対話的で深い学び（アクティブ・ラーニングの視点
からの授業改善）」が基本方針になっており、新しい教育を実現する手段としてICT/ITやAIの活用
が、EdTech（Education×Technology）として着目されている※45。

（2）活用状況
　教育分野でAIを活用する事例には表3-3-11がある。

■表3-3-11 教育分野でのAI活用事例

出典：各種公開情報より作成

利用分野 時期 企業名 概要
適応学習

2016年3月
サービス開始 サイトビジット

司法試験や行政書士講座などの受講者を対象に、AIを活用して、受講者
に応じたオンライン学習サービスを提供する。オンライン上に蓄積されてい
る学習履歴を機械学習を使って分析することで、理解度などを把握したう
えで個人に合わせた問題を提示する。2017年4月にSACTと提携し、人
材事業を強化した。

採点
2018年1月
販売開始 EduLab

記述式解答の採点を効率化する試みとして、手書きの解答の文字を正しく
認識し、テキストデータ化する技術を開発している。手書き文字をディープ
ラーニングによって認識することで、認識率98.66%を実現し、その結果、
手入力した場合と比較して平均83%の作業時間を削減している。

2017年9月
リリース サインウェーブ

AIが自動で採点を行う「英語手書き認識採点システムSiF」を提供する。英
語の手書き答案をスマートフォンやタブレットで撮影またはプリンターなど
でスキャンして送付すると、画像認識技術を活用し単語や構文、表現方法
なども考慮して採点を行う。さらに、英会話の解答を採点するAIを搭載し
た学習システム「ELST（English Listening & Speaking Testing）」も提
供する。

対話型
トレーニング 2017年10月

提供開始 デジタル・ナレッジ

対話的なeラーニングで、英語4技能「読む・聞く・話す・書く」を強化。
音声合成機能で設問を読み上げて出題、生徒の回答（スピーキング・ライ
ティング）を「意味・文法」の2つの評価軸で採点し、AIが次のトレーニン
グを促す機能を提供する。

次世代型
個別学習塾
システム

2017年3月
発表 学研

先進の人工知能（AI）による理解度分析と、モチベーションを高める役割
を担う学習メンター、そして、勉強する楽しさに目覚める最適化教材の組
み合わせにより、子供が自分から学ぼうとする姿勢をひきだして『優れた学
習者』の育成を行うことができる、学習塾システムを開発。

※44　未来投資会議 構造改革徹底推進会合「企業関連制度・産業構造改革・イノベーション」会合（雇用・人材）「学校教育におけるICT、
　　　  データの活用」（2018年2月）文部科学省、経済産業省、総務省
※45　教育分野では”ディープラーニング”は「深い学び」を指す。「深層学習」ではないことに 注意。
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3.3.9 金融業における利用動向
（1）分野動向
　金融分野におけるAIの活用は、アルゴリズムによる株式取引から資産運用、個人向けの金融サー
ビス、保険サービスまで多岐にわたっている。
　金融業でのAI活用を概観するうえで欠かせないのが、Fintechの動向である。Fintechは、IT
技術を使った革新的な金融商品・サービス創出の潮流を意味し、AIはFintechの中核技術の一つと
なる。Fintechは、現在メガバンクが牽引役となっているが、2016年以降は地方創生の推進なども
要因として重なり、多くの地方銀行がFintechの取り組みを本格化している。

（2）活用状況
　金融業におけるAIの活用領域としては、不正検知、投資・運用、融資などの審査、接客やコール
センターなどの顧客サービスが挙げられる（図3-3-13、表3-3-12）。

■図3-3-13 金融業のAI活用場面

出典：各種公開情報より作成

不正検知 カードの不正利用、内部／外部の不正取引、不正請求、
振込詐欺などの異常や不正を自動的に検知

投資・運用 マーケット動向予測による自動トレーディングや、
投資・運用のアドバイスやサービス提供

審査 ローンの査定、企業への融資における与信モデル作成、
審査精度の向上

顧客サービス 店頭・コールセンター・チャットボットでの接客や接客支援、
問合せ対応など

（a） 不正検知
　膨大な取引データの中から、不正取引、不正送金、詐欺、保険金不正請求、クレジットカードの不
正利用など不正な金融取引を自動検知する技術である。AIによるカードの不正利用のリアルタイム
検知などの技術はすでに実用化されているが、従来は人が不正を判定するルールを設定していた。デ
ィープラーニングを活用することにより不正検知のアルゴリズムの精度がさらに高まったという実証
実験結果が報告されている。
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（b） 投資・運用
　すでに世界中の多くの金融機関が取引にAIを活用している。コンピューターが株式の売買を行う
アルゴリズム取引は、AIが投資手法を学習し精度の改善を行うなど技術的にも高度化している。米
国の投資銀行であるGoldman Sachsのニューヨーク本社では、取引のプログラム化を進め2000
年には600人いたトレーダーが2017年には2人になったと報道されている。日本の証券会社のトレ
ーディングシステムも自動化が行われている。
　個人向けの投資・運用サービスのロボアドバイザーについては、サービス提供企業が急増している。
現時点では簡単な質問から投資リスクに対するスタンスなどベーシックな情報を得て、金融商品の性
質にもとづいて答えを返すものが多く、複雑な技術は使っていないケースが多いとみられる。今後は
AI技術の活用による高度化が図られる可能性もある。

（c） 審査
　ローン審査、融資審査などは、企業の業績データや取引履歴、個人であれば資産や収入などの情報
から、過去の事例を参照してリスクが少なく最適な金額や条件を決めるもので、AIによる分析に適
した分野である。経済指標やGIS（地理情報システム）データといった外部ビッグデータを多角的に
活用することでより信頼性の高い審査を行う動きも起きている。ベテランの知見で行っていた業務の
支援と精度向上に加え、信用情報が乏しい若者や個人事業主向けの信用審査などのサービス拡大にも
つながる。
　AIによる新しい融資サービスの一つにはトランザクションレンディングがある。ネットショップ
の売上データ、決済データ等、ネット上のビッグデータをもとにAIがリスクを判定し、融資の審査
を行うサービスである。海外で実用化が進んでいるサービスであるが、日本でも2017年から実用化
が始まっている。

（d） 顧客サービス
　顧客サービスへのAI応用は、2014～2015年ごろに都銀など大手金融機関がコールセンター業務
支援のため、相次いでIBM Watsonを導入したことで注目された。昨今はコールセンターでの活
用以外にも、人手不足への対応として地方の店舗で人の代わりにAIが対応したり、問合せ対応に自
動応答のチャットボットを活用したりする事例がある。
　AI活用に関しては、課題も指摘されている。数分間のうちにダウ平均が1,000ドル近くも暴落す
る現象「フラッシュ・クラッシュ」は、コンピューターが相場の一定の局面で一斉反応する結果起き
ており、AIによるトレーディングによって金融ショックを増幅させるリスクが生じている。また、
近年大手金融機関の大規模な人員削減が進められている。これは、マイナス金利による収益低下、店
舗利用者や窓口利用者の減少、Fintechによる異業種参入などにより、コスト削減が大きなテーマ
となっているためである。業務の自動化、省力化を進めるうえでAIの活用は有効であるが、雇用の
縮小につながる影響は懸念されるところである。
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■表3-3-12 金融業におけるAIの活用事例

出典：各種公開情報より作成

利用分野 時期 企業名 概要
不正検知

2017年9月
三井住友
フィナンシャル
グループ

アンチマネーロンダリング業務において、疑わしい取引の中から当局へ
の報告対象となるものを選別する業務にAIを活用する取り組みに着手
すると発表。開発パートナーはSASジャパンである。

－ JCB

クレジットカードの不正検知にAIを活用。盗難やカード偽造のような犯
罪に対しては不正検知用のシステムを利用、加盟店による過剰支払いの
不正に関してはテンソル・コンサルティングのAIエンジンを使い、不良
加盟店を見つけるモデルを開発した。2017年12月からNTTデータと共
同してAIを活用した加盟店管理システムの構築に着手している。

投資・運用

2016年12月
導入

三菱UFJ
国際投信

機関投資家向けにAIによる銘柄選択や市場予測をもとに投資判断を行
う投資信託の運用を開始した。ディープラーニングを用いて株式市場の
値動きを予測する。2018年8月には、AIが選定した銘柄のみで構成さ
れる新しいインデックスファンド・シリーズ「eMAXIS　Neo（イーマク
シス・ネオ）」を設定した。

2017年9月
サービス開始 みずほ証券 日本を含むアジアの一部の機関投資家向けにAIによる個別企業の株価

予測システムを提供する。

審査 2018年1月
導入 リコーリース 少額のリース案件を、機械学習を使ったAI審査に切り替える。顧客の

支払履歴、取引情報などのデータからリスクを評価する。

2017年12月
導入開始検討

住信 SBI 
ネット銀行

住宅ローンなどの個人向けローンや中小企業向けローンを対象としたAI
審査サービス導入の検討を行うと発表した。2018年度中の実用化を目
指す。開発パートナーは日立製作所である。

2016年10月
サービス開始 ジャパンネット銀行

クラウド会計サービスのfreeeと提携し、会計データを活用して融資を
行うサービスを開始。審査にはAIが活用され、業績をリアルタイムで分
析し、無担保や無保証での即日融資が可能になる。2017年10月に、
freee上で振込依頼を行う機能の提供を始めた。

2017年9月
サービス開始

みずほ銀行
（Jスコア）

みずほ銀行とソフトバンクは2016年11月に個人向け融資サービスを行
う合弁会社Jスコアを設立した。Jスコアは、銀行口座の入出金情報や携
帯電話の支払い情報など、約150の質問項目を入力すると、AIが信用
力を点数化（スコアリング）し、融資の金利を設定するサービスを2017
年9月から提供している。2018年6月には、Jスコアはヤフーが運営する
「Yahoo!ショッピング」及び「ヤフオク!」との情報連携を開始した。

顧客
サービス

2017年2月
導入 三井住友銀行

IBM Watsonをコールセンター全席に導入したと発表。2014年に導
入に着手し、オペレーターの質問への回答業務をサポートする。また、
2018年5月に行内での照会応答業務の迅速化・効率化を目的に、日本
マイクロソフトと共同開発した対話型AI 自動応答システムの活用の加速
と、ITベンダーへの提供を発表している。

2017年6月
導入 大和ネクスト銀行

銀行代理店や社内からの商品・サービスに関する問合せにチャットボッ
トが答える仕組みを導入したと発表。開発パートナーは大和総研、ユー
ザーローカルである。

2017年8月
導入 楽天カード ホームページ上のFAQで一般ユーザー向けにチャットボットの活用を開

始。会話エンジンはアイフォーカス・ネットワークのシステムを採用した。

2018年11月
サービス開始 ジャパンネット銀行 LINEのカスタマーサポートサービス「LINE カスタマーコネクト」を用い、

AIを活用した対話型チャットボットによる問合せ対応を開始した。
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　なお、銀行や証券会社、生保・損保業界では、「InsurTech（Insurance×Tech）」という新た
な動きがある。大手各社が専門部署を設置、新商品の開発やハッカソンの開催など、Fintechが普
及し始めた時と類似した動きが起きている。InsurTechにおいてデータやAI活用の取組みが進ん
でいるのは損害保険である。保険商品の提案や損害や事故における保険金算出において、自動車の走
行データや調査情報など保険対象にまつわるデータの蓄積があるため、AIによる分析を適用しやす
い。他方、生命保険の場合は対象となるデータがバイタルデータ、検診結果などの健康状態、出産等
のイベントとなるが、これらのデータは蓄積が乏しく、データとしてまとまった形で生保会社が利用
できるようになっていないものが多い。
　損保業界でのAI活用の取組みの一つを挙げると、2017年11月よりあいおいニッセイ同和損害保
険は、大日本印刷、インテリジェント ウェイブとの協業により、損害保険の損害認定業務にAIを活
用する共同研究を開始している。契約情報、事故情報、調査情報など複合的なデータ、媒体も紙・イ
メージ・写真などを活用し、AI適用の有用性を検証する。
　生保業界のAI活用としては、富国生命保険がIBM Watsonを使って保険の給付金等の支払い業
務の査定を一部自動化した結果、査定に必要な人員を3割削減した事例がある。診断書などのテキス
トデータから、傷病名、手術名、入院退院日などのキーワードを抽出し、傷病名や手術名による分類
や記入漏れのチェックなどを自動化している。

3.3.10 物流における利用動向
（1）分野動向
　物流業では、EC（Electronic Commerce；電子商取引）の利用拡大などを背景に荷物量が増加
し※46、到着日時指定など荷主のニーズが多様化する一方で、労働人口の減少によりドライバーや倉
庫作業者は不足している。大手物流各社が宅配便の配送料引き上げを行うなど、業界の課題は顕在化
している。物流業の業務効率化や自動化を目的に、自動走行技術を用いた自動輸送・配送や、AIを
用いた倉庫作業の改善などが進められている。
　経済産業省は、政府における物流施策や物流行政の指針を示した「総合物流施策大綱（2017年度～
2020年度）」にもとづき、今後推進すべき具体的な物流施策をとりまとめた「総合物流施策推進プロ
グラム」を2018年1月に発表した。ここで示された推進すべき具体的な施策の一つに「新技術（IoT、
BD（ビッグデータ）、AI等）の活用による“物流革命”（＝革命的に変化する）」が挙げられている※47。「近
年の物流分野においては、積極的な設備投資により資本装備率※48が上昇傾向にあるが、IoT、BD、
AI 等の新技術の活用は、物流生産性の向上を図るうえで有効な手段であることから、これら新技術
の積極活用により“物流革命”を目指す必要がある。このため、RFID等の早期普及、隊列走行・自
動走行、ドローン、自動運航船等の物流分野における早期社会実装を目指す」と方針が示されている。

（2） 活用状況
① 調達物流
　調達物流の分野においては、長距離輸送における、ドライバー不足の解消、物流コストの上昇対策、
安全性向上、環境負荷低減などを目的として、2台目以降を無人化する隊列走行に期待が集まってい

※46　国土交通省「平成28年度 宅配便等取り扱い個数の調査」
※47　経済産業省「総合物流施策推進プログラム」（2018年1月）
※48　総資本（機械装置等）を労働力で除した指標
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る。また、海上を利用した輸送にAIを活用することで、航行を高度化・自動化する取組みも検討さ
れている。調達物流にAIを適用する事例には表3-3-13がある。

② 拠点内物流
　拠点内物流においては、AIやロボットを活用した物流業務の自動化が進みつつある。ピッキング
などの作業において、必要な部品や商品がある棚をロボットが作業者の前に運ぶことで作業者が移動
する手間を省く取組みや、作業者の動線を分析し棚の配置を最適化する取組みがみられる。拠点内物
流にAIを適用する取組みには表3-3-14がある。

■表3-3-13 調達物流でのAI活用事例

出典：各種公開情報より作成

■表3-3-14 拠点内物流でのAI活用事例

出典：各種公開情報より作成

利用分野 時期 企業名 概要
調達物流

2022年の
システム搭載が

目標
商船三井

2022年をめどに衝突を自動回避するシステムを船舶に搭載する目標を掲
げる。AIが衝突の危険性のある他船や障害物を画像で診断し、減速や方
向転換する技術を実用化する。さらに、RollsRoyce社と共同研究を行い、
RollsRoyceが提供するアドバイス型障害物認識システムを、瀬戸内海で
運航するフェリーに試験搭載し、様々な海域データを収集・分析する。

－ ヤマト運輸
ヤマト運輸は、高速道路においてトラックの2台目以降を無人化する隊列
走行の開発を進めている。また、国土交通省と経済産業省が2018年1月
に行った、後続車両有人によるトラック隊列走行の実証実験に参加した。

2022年の
商業走行開始が

目標
豊田通商

経済産業省から受託を受け、トラックの隊列走行に関する研究開発などに
取り組む。2018年6月にテストコースで後続車無人隊列システムによるト
ラック3台での実証実験を行った。2019年1月には公道での走行実験を行
う予定。

利用分野 時期 企業名 概要
拠点内物流

2018年5月に
発表 日立製作所

異なる機能を持つ複数の物流ロボットを効率的に動かす複数AI協調制御技術
を発表。品物を運ぶロボットと仕分けするロボットをAIで一体的に制御して作
業の最適化を図り、荷分け作業の時間を38％短縮することに成功した。グル
ープ会社の日立物流などで実証を進め、2～ 3年後の実用化を目指す。

2018年4月
発表 日立製作所

主に流通・物流などの倉庫業務における業務データや作業実績、サプライチ
ェーン全体の情報を分析・学習し、作業効率を継続的に改善する「Hitachi 
AI Technology／倉庫業務効率化サービス」を提供開始した。

2018年4月
導入

大和ハウス工業
ダイワロジテック

大和ハウスグループのダイワロジテックと共同で、AI・IoT・ロボットを活用し
た物流施設を複数の荷主企業がシェアする「Intelligent Logistics Center 
PROTO」を開設。GROUND社が提供する自動搬送ロボットButlerを活用
するほか、荷主企業の協力を得ながら、AI・IoT・ロボット等の先端テクノロ
ジーを取り入れ実証を行うR&D機能を担い、技術やサービスを他の物流施
設にも展開する。
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③ 販売物流
　販売物流では、配送効率の最大化や自律飛行ドローン、自動走行ロボットなど、様々な分野でAI
の活用が行われている。販売物流にAIを適用する取組みには表3-3-15がある。

3.3.11 流通業における利用動向
（1）分野動向
　流通業ではEC市場が拡大し続けている※49。ECでは、顧客データの入手や蓄積が容易であること
から、それらのデータを利用し、利益の増大を目的としたAI活用が進んでいる。実店舗においても、
店舗内に設置したカメラによる画像取得などデータ取得の方法が多様になってきており、AI活用に
利用されるようになってきている。
　流通業におけるAI利用の最大の目的の一つにはマーケティングや顧客の個別対応などによる売り
上げの増大がある。元々、データマイニングにより分析が行われている分野であり、より高い効果を
期待してディープラーニングによる分析に取り組む企業が多いとみられる。
　ただし、薄利多売の流通業においては、特に実店舗での導入において、「AIの利用によっていくら
売上が上がるのか」という費用対効果が問われる。技術的に、購買情報、位置情報、画像データなど
を駆使したレコメンデーションが行えるとしても、単価が安いものの購買促進目的では割に合わない
場合も少なくないと考えられる。
　他方では、店舗スタッフなど、深刻化する労働力不足を補うために、決済や顧客サービス等の分野
でAIを活用するという方向性も見られる。
　流通業では、具体的にどのような成果を得るためにAIを用いるのかというビジョンの設定が求め
られている段階といえる。

■表3-3-15 販売物流でのAI活用事例

出典：各種公開情報より作成

利用分野 時期 企業名 概要
実証実験
実施 2018年4月

実証実験開始 ヤマト運輸 ディー・エヌ・エーと共同で、自動運転車両を用いた物流サービス「ロボ
ネコヤマト」の実証実験を行った。

2018年7月～
2019年2月
実証実験

ZMP

宅配ロボット「CarriRo Delivery」を開発している。自律走行技術などを
利用し、半径1～ 2km程度を配送範囲と想定して、ラストワンマイルでの
配達を支援するソリューションの提供を目指している。ローソン、慶應義塾
大学の協力を得て実証実験を行っている。

2018年8月
検証実験地域を

決定
国土交通省

ドローンを使った過疎地での配送の実証実験を行う。少子高齢化や人口
減少に伴って地域内荷量が減少し、積載率の低いトラックによる非効率な
輸送が行われている等といった課題を抱える地域が対象となる。全国５カ
所程度で安全性や費用対効果などを検証する。
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※49　経済産業省Webサイト「電子商取引実態調査」<http://www.meti.go.jp/policy/it_policy/statistics/outlook/ie_outlook.html>



（2）活用状況
　ECにおけるAI活用分野には、購入促進、レコメンドエンジン、顧客分析、物流の効率化などが
あり、データと開発基盤を持っている大手のWeb企業で導入が進んでいる。また、それらの機能を
ツールとして販売している企業もある（表3-3-16）。

　実店舗でのAI活用分野は、店舗マーケティング利用や、顧客対応、棚割り業務支援など多岐にわ
たり、ベンダーから多数のソリューションが提供されている（表3-3-17）。

■表3-3-16 AIを活用したツールの提供事例

■表3-3-17 実店舗における流通業でのAI活用事例

出典：各種公開情報より作成

利用分野 企業名 概要
購入促進

Emotion Intelligence

購買行動解析・販促サービス「ZenClerk」を提供。感情を解析するAIが顧客の気持
ちに合わせ、最適なタイミングで販促を促す。2018年5月には、不動産業界向けの
リアル接客支援ツール「ZenClerk Lens」の開発・販売に向け、DGコミュニケーシ
ョンズとの業務提携を発表した。

WACUL
Google Analyticsのアクセス解析データを自動で分析し、具体的な改善方法を提
示する。2018年5月に、Webサイト上のCVと売上額などのビジネス指標を紐づけ、
CVの価値をより適切に評価できる機能を追加した。

利用分野 時期 企業名 概要
店舗マーケ
ティング

2017年11月
導入 パルコ

商業施設「PARCO_ya」で来店人数計測カメラと年齢・性別判定カメラを
設置し、取得、蓄積したデータをAIにより解析しマーケティングに活用す
る。開発パートナーはABEJAである。

2015年10月
提供開始 ABEJA

小売・流通向けのSaaS「ABEJA Insight for Retail」を提供している。
小売店に設置されたカメラの動画を分析し、マーケティング施策の立案な
どにつなげる。同社の詳細は本文を参照。

2015年11月
導入 ビジョンメガネ 顧客属性や顧客行動などの分析データをマーケティング施策の効果検証や

売り場づくりに活用する。開発パートナーはABEJAである。

個客対応

2017年9月
導入 はるやま商事

感性や好みを個別に解析するAI「SENSY」を使い洋服が似合うかどうかの
判定を行う。就活スーツが似合うかの判定をLINEで提供するサービスをリ
リースした。

社内の
問い合わせ
対応 2017年2月

発表 イオンリテール
店員向けの社内向けコールセンターで自動対応を導入。音声または文字で
入力する。2017年に従業員約2万人にスマートフォンを配備する。対話シ
ステムにはWatsonを採用した。
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　ECサイト、実店舗ともに利用が増えているのが、チャットボットによる対話システムである。社
外（顧客向け）社内（従業員向け）双方のFAQや問合せ対応を、対話システムにより自動化するもの
である（表3-3-18）。

出典：各種公開情報より作成

利用分野 時期 企業名 概要
店舗運営の
自動化

2017年6月に
発表、開発段階

ファミリーマート、
LINE

入店時にスマートフォンをかざして認証を行う。顧客属性に応じて店内ディ
スプレイにて商品をレコメンドする。会計は画像認証で、LINE Payでの決
済で買い物を完了する。消費者の購買行動を予測し、店員に行うべき業務
の提案を行う。

商品の詳細
情報提供 2016年11月～

2017年1月に
実証実験

セブン＆アイ・
ホールディングス

コンビニエンスストアの陳列棚の商品にスマートフォンをかざすと、商品情
報が表示される。外国語での情報提供、アレルギーの人向け詳細情報の提
供を目的とする。NTTの画像認識技術により3次元の物体を認識する。

棚割り業務
支援

2018年3月発表 NTTドコモ
スマートフォンなどで商品陳列棚を撮影すると、画像にどの製品が何個ある
かを検出する。在庫状況の把握、指示通りに陳列が行われているかの確認
などが行える。

2018年9月
販売開始 NEC

店頭棚割画像解析サービスを提供。スマートフォンで撮影した画像をクラウ
ドに送信することで画像認識により商品を自動で識別し、棚割のデータ化
を効率化する。

在庫最適化
2015年
導入 ローソン 過去の販売実績やその日の天候などを踏まえ、AIが最適な商品数を算出し

提案する発注システムを全店舗に導入した。

問い合わせ
対応 2017年11月

導入
セブン＆アイ・
ホールディングス

国内のショッピングセンターで初めて、人体型ロボット「アクトロイド」を案
内所に導入した。ロボットはAIと連携し、精度の高い会話ができる。

レジの
自動化 2013年

発売開始 ブレイン
画像認識により会計を行うレジシステム。セルフサービスタイプのパン屋
向けに、画像認識で商品の種類を判別し合計金額が算出される「Bak-
eryScan」を販売する。2017年中に100台以上を販売した。

2017年7月
実証実験 サインポスト 画像認識による自動レジ「ワンダーレジ」を開発。認識エリアに商品を置く

と、画像から自動的に商品名と金額を認識し、合計金額が計算される。

物流の
自動化

－ シーオス
物流トラックの配車システムにAIを活用。過去の配車データをビッグデータ
として解析し、配車の傾向を読み取り、計画もとに未配車データに対して
配車の指示をする。
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　以下に、小売・流通向けのプラットフォームを提供するABEJAに対するヒアリング結果を示す。

■事業概要
　ABEJAでは、AIプラットフォーム「ABEJA Platform」にて、AIの継続的なインテグレー
ションに必要なデータ取得、蓄積、学習、デプロイ、運用（推論・再学習）の実装が可能な包括
的なパイプラインを提供している。ダイキン工業、武蔵精密工業、コマツなどと協業し、100
社以上でAIの本番運用を実現した。また、同プラットフォームをコア技術として小売・流通向
け、製造業向け、インフラ業向けの業界特化型SaaS（Software as a Service）である「ABEJA 
Insight」を 提供し、パルコ、Francfranc、ICI石井スポーツなど国内大手小売・流通企業を中
心に、約100社520店舗以上（2018年8月末時点）の導入実績がある。2017年3月にはシンガ

AIプラットフォーム「ABEJA Plat form」を提供する
株式会社ABEJA

■表3-3-18 チャットボットの活用事例

出典：各種公開情報より作成

■表3-3-19 画像認識を活用したネット取引の事例

出典：各種公開情報より作成

　その他にも、画像認識を査定に活用する買取サービスが登場している。画像認識は、コンサートの
チケット転売を防ぐための来場者の顔認証にも利用されている例がある（表3-3-19）。

利用分野 時期 企業名 概要
問い合わせ
対応

2017年
導入 アスクル

ECサイト「LOHACO」のFAQにチャットボットを採用し、問合せ対応の
工数を削減。2017年4月に対話システムとしてWatsonを導入したと発表
した。

2018年7月
サービス開始

ファースト
リテイリング

商品の提案や店舗在庫の確認を自動で回答するチャットボット「UNIQLO 
IQ」を2017年9月に試験運用を開始し、2018年7月から本サービスを公
開している。

利用分野 時期 企業名 概要
ネット取引

2017年6月
サービス開始 バンク 画像認識を使い、スマートフォンで撮影した画像を送るだけで査定が行

われる個人の持ち物を買い取るサービス「CASH」を提供。

2017年11月開始
2018年8月終了

メルカリ フリマアプリの最大手メルカリが上記CASHと同様のサービス「メルカ
リNOW」を開始するが、約8カ月で終了。
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ポール共和国にも現地法人を設立し、ASEANを中心としたグローバル展開も進めている。
　「ABEJA Insight for Retail」の主眼は、「マーケティング」のために必要なデータをテクノロ
ジーの活用で可視化することであり、カメラ画像から取得した解析結果は「最も主とするインプ
ットデータの一つ」となる。その精度向上としてディープラーニングを活用する。各種カメラで
取得した画像をインプットし、「カウンティング（来店者人数自動計測）」、「棚前滞在率測定」、「デ
モグラフィック（来店者の年齢性別属性推定）」を解析する。アウトプットとしては、ダッシュボ
ード画面で、来客人数、購入人数、客単価、買上率などのデータを可視化することができるほか、
時間や客層別の傾向分析も行え、店舗の課題解決やマーケティング施策の計画につなげられる。
なお、2018年5月には、リピート客を推定する「リピート推定」機能の提供も開始した。
　今後、ABEJAはコア技術である「ABEJA Platform」のビジネスへの適用を促進するための
パートナープログラム「ABEJA Platform Partner Ecosystem」を展開し、国内外問わず多様
な業界に対してディープラーニングをはじめとするAIの社会実装を推進している。
■AI活用における課題
　ABEJAによれば、AI導入を「決められない」ユーザー企業が多いことが最大の課題であるとい
う。リスクやメリット、事業のコストなどを含めて判断できる人がいない。AIの精度についても、
95％で十分なのか99.99％が必要なのか、決められる人がいない。現場にいくほど完璧を目指
す傾向があり、社長が95％でよいといっても現場では100％でないと使えないという議論にな
ることもあるという。
　AIの活用のためには知見のある人材が必須だが、経営・ビジネスと技術の両方が分かる人材
が必要になる。経営者とのディスカッションを通じて、経営課題をユースケースに落としこめる、
経営コンサルのスキルがありAI技術も理解している人材となると、非常に不足しているという。
　データの利用に関しては、アノテーション※50の作業の負担は大きいため、ABEJAは2017年
12月からABEJA Platformの一つの機能として、「ABEJA Platform」のユーザーに対してアノ
テーションツールと人材委託サービスの提供を開始、2018年9月には、アノテーションツールの
機能を大幅に拡張し、人材委託サービスとともに、アノテーションサービス単体での提供も開始
した。アノテーションを行うリソースは、国内企業以外に、インド、ベトナム、タイなど海外パー
トナーを含め合計1万人規模の人材を確保しているが、リソースを割り当てると早々に空きはな
くなった。アノテーションは労働集約的な作業だが、それによって学習済みモデルの精度が変わ
る。まだ重要性が理解されていないことは課題であり、国などによる支援にも期待しているとい
う。

3.3.12 行政における利用動向
（1）分野動向
　政府や地方自治体では、行政サービスのスピードアップ、利便性向上、付加価値の高い業務への注
力などを目的としてAIを活用する動きが起きている。
 チャットボットや対話システムによる質問への回答システム、職員向けの内部業務用のシステム、

※50　アノテーションとは、AI、特にディープラーニングを活用するための運用工程の一つであり、大量のデータを識別及び分類し、
　　　 教師データ（正解データ）を作成する工程である。精度の高い学習済みモデルを生成するうえで重要な工程である一方で、自動化が
　　　 難しい領域であり、人手によるデータの識別及び分類が必要となる。
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市民に外部公開するシステムなどの実証実験の実施や導入検討が行われている。三菱総合研究所は、
個別のシステム開発だけではなく、自治体向けに標準的に利用できるシステムとして「AIによる住民
問合せサービス」を開発する。自治体からの要望を吸い上げソリューション開発に活かすことを目的
とし、2017年7月に、全国46の地方自治体と「行政情報標準化・AI活用研究会」という組織を立ち
上げた。

（2） 活用状況
　行政でAIを利用する事例には、表3-3-20がある。

※51　特許・実用新案： 特許は「物（プログラムを含む）・方法」を保護対象とし、実用新案は「物品の形状、構造又は組合せ」を
　　　 保護対象とする。
※52　方式審査：特許申請が手続的、形式的な要件を満たしているかどうかについての審査。
※53　分類付与：検索性の向上などのために、各特許文献に、技術情報に対応した分類を付与すること。
※54　実体審査：出願された技術などが、特許権の取得に該当するかどうかの判断をするための審査。

■表3-3-20 行政におけるAIの活用事例

出典：各種公開情報より作成

利用分野 時期 省庁・自治体名 概要

行政事務自動化
2018年度以降5年間で
試行導入から本格導入を
進める

特許庁

特許行政事務のうち、特許・実用新案※51・意匠・商標
それぞれについて、受付、方式審査※52、分類付与※53、
実体審査※54までを対象として、AIの適用可能性の検討
を行った。AI技術導入の可能性ありと判断されたのは、
質問応答、紙出願の電子（テキスト）化、出願書類の印影
確認、書類の誤記確認、先行図形商標の調査である。関
連技術が存在しないと判断されたのは、意味の理解、内
容を踏まえたうえでの高度な判断といった、機械的には
行えない業務である。

国会答弁の
下書き作成

2016年末～ 2017年3月
実証実験 経済産業省

国会答弁の下書きをAIによって作成する実証実験を行っ
た。AIに、過去5年間の国会の議事録を読み込ませて学
習させる。そのうえで、想定質問を入力すると、参考に
なる情報（過去の関連質疑や論拠など）をAIが提示でき
るかを実験した。2018年1月時点では、経済産業省は、
あいまいな発言の理解能力が不足していることをAIの課
題とみており、導入に向けた検討を進めている。

問合せ対応 2017年秋実証実験、
2018年3月実用化

大阪市

戸籍に関する窓口業務へのAI導入を進める。養子縁組
や国際結婚など戸籍に関する審査や判断を行う際に、職
員が端末にキーワードを入力すると、AIが民法や戸籍法
などの関連法規や過去の事例を用いて回答案を示す。ま
た、議事録作成の時間短縮のためにAIの活用を検討する
とも発表している。

保育所入所選考 2017年実証実験 さいたま市

保育所入所の割り振りを決める業務にAIを活用する実証
実験を行った。世帯年収、祖父母の同居、母親の勤務時
間などの条件による優先順位、きょうだいで同一施設に
入居したいか、など様々な条件から申請者と保育施設の
最適なマッチングを行う仕組みである。これまで20～
30人の職員が多くの日数をかけていた業務だが、2017
年8月には富士通研究所が開発したシステムは数秒で結
果を算出し、人の判断とほぼ変わらなかったという。

問合せ対応 2016年9月実証実験 川崎市、掛川市

三菱総合研究所の「AIによる住民問合せ対応サービス」の
実験として、子育てに関する行政サービスを対象とした
チャットボットの実証実験を川崎市と掛川市で同時に実
施した。川崎市の実施報告書によると、サービスに満足
したという回答は約半数、約9割の利用者が今後も継続
して利用したいと回答した。2018年2月と3月に三菱総
合研究所は、上記2カ所を含む30以上の自治体で実証実
験を行い、10月からの商用サービス化を目指している。
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3.3.13 その他の利用動向
（1）RPA（Robotic Process Automation）
　RPA（Robotic Process Automation）は、ホワイトカラー職種の業務オペレーションに対する、
ソフトウェアロボットによる業務自動化の取組みである。これは、操作画面上から処理手順を登録し
ておくだけで、通常必要となるプログラム開発をせずとも、多様なアプリケーション等を活用し、こ
れまで人が行っていた特定業務を人間同様に処理することができる。
　PRAがAIであるかどうか、については見方が分かれるところである。一般には、狭義のRPA※55と、
広義のRPA※56の2つが存在する。広義のRPA（RPAはAIを含むとする）には、3つの段階が存在す
るとされる（表3-3-21）。Class1では、ルール化が可能な定型業務の自動化を、Class 2では機械
学習やAIを含む一部非定型業務の自動化を、Class3では分析・判断・意思決定などの高度な自動
化を実現する。狭義のRPAとは、Class1部分のみを指す。現在、企業で採用され始めているのは、
ほぼすべてClass1のRPAである。これは、AIというよりExcelでユーザーが登録した作業を自動
で繰り返し処理するマクロファイルのようなものである、と表現するのが適当であろう。

　矢野経済研究所では、RPA市場規模を予測している。RPA市場規模は、2017年度に132億円で
あると推計しているが、高い伸び率で市場は成長し、2021年度には、621億3,000万円まで成長
すると推計する（図3-3-14）。
　市場の状況は、欧米での注目度の高まりや、国内の有力ベンダーの展開を受け、2016年前半に
は、国内でもコンサルティング企業を中心にサービス提供の取組みが進んだ。2016年7月には、日
本RPA協会の設立を受け、大きく注目が集まった。2017年には、金融・製造・小売業を中心にツ
ール導入が進んだとみられる。

※55　RPAはAIを含まないとする定義。
※56　RPAはAIを含むとする定義。

■表3-3-21 RPAの3つの段階

出典：「RPA（ロボティック・プロセス・オートメーション）市場の実態と展望2018」矢野経済研究所（2017年11月）

段階 概要 概要

Class1
定型業務の
自動化

・ルール化が可能な単純作業、大量集約的
 な業務の自動化

・データ入力や、複数アプリケーションの
 連携及び横断処理が可能

・人事・経理・総務・情報システムなどの間接部門（バ
 ックオフィス）の事務・管理業務

・販売管理や経費処理、アプリケーションを横断する
 入力処理など

Class2
一部非定型業務の
自動化

・構造化されていないデータの収集や分析
 が必要な業務の自動化

・機械学習やAIを用いたRPAによって、オ
 ートメーション化の範囲と質の向上が可能

・セキュリティログの分析、様々な要因を加味した売
 上予測、Web のレコメンド広告など、多種のデー
 タをもとに分析を自動化する処理

Class3
分析・判断・意思決定
などの高度な自動化

・自然言語処理、ビッグデータ分析、個別最
 適化処理の自動化

・機械学習やAIを用いたRPAによって、オ
 ートメーション化の範囲と質の向上が可能

・ヘルプデスクや、季節や天候に左右される仕入れ管
 理、経済情勢を加味した経営判断など、大量データ
 を学習して最適判断が必要な個別最適化された業務
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※57　RPA関連企業売上高ベース。

　RPAは、汎用性の高さから活用領域が多岐にわたる。全業界に共通する基幹業務におけるRPA活
用では、人事・財務経理・IT・サプライチェーンの業務領域で活用が進んでいる（表3-3-22）。

　これらに加え、各業界の特徴的な業務についてもRPAの活用が進む。現時点で特に積極的に採用
されている業界として、金融・保険・小売・通信・医療が挙げられる（表3-3-23）。

■表3-3-22 RPA適用領域例（業務領域別）

出典：「RPA（ロボティック・プロセス・オートメーション）市場の実態と展望2018」矢野経済研究所（2017年11月）

■図3-3-14 RPA市場規模の推移（2015～2021年度）※57

業務領域 RPA活用業務例

人事

・給与計算とチェック、福利厚生業務
・休暇申請の処理・管理
・複数のERPに対する従業員情報のメンテナンス
・人事考課結果の入力管理

財務経理

・請求書処理や売掛金・買掛金などの仕訳
・督促や回収業務
・財務マスターデータの作成
・固定費分析などの財務レポート作成

IT

・ソフトウェアのインストール及びメンテナンス
・ファイル管理やサーバー監視
・プリンターのセットアップ
・各アプリケーションに対する新規アカウント作成

サプライチェーン

・在庫管理や所在監視などに関わる業務
・作業依頼や指図管理の指示出し
・物流管理、返品処理業務
・契約管理業務

出典：「RPA（ロボティック・プロセス・オートメーション）市場の実態と展望2018」矢野経済研究所（2017年11月）
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企業名 スマートスピーカー製品名 音声認識エージェント

Amazon Amazon Echo Alexa

Google Google Home Googleアシスタント

LINE Clova WAVE Clova

Microsoft － Cortana

Apple HomePad Siri

■表3-3-23 RPA適用領域例（業界別）

■表3-3-24 代表的な音声認識エージェント

出典：各種公開情報より作成

（2）スマートスピーカー／音声認識
　2017年は、日本のスマートスピーカー元年となった（表3-3-24）。2017年10月にGoogleの
「Google Home」、LINEの「Clova WAVE」、11月にAmazonの「Amazon Echo」が相次い
で発売された。米国では、Amazon Echoが2014年、Google Homeが2016年に発売されてい
たが、2017年は日本市場での本格展開が開始されたことになる。それぞれ音声認識エージェントを
搭載しており、音声入力によって音楽を流したり、検索ができたり、対応するスマート家電のコント
ロールができたりする。ソニーやオンキヨーなどの国内メーカーもスマートスピーカーを発売した
が、それらはGoogleの音声認識エージェント「Googleアシスタント」を活用する。Microsoftは、
ハードウェアとしてスマートスピーカーは持たないが、音声認識エージェント「Cortana」を提供し
ている。Appleは「HomePod」を2018年2月に発売した（日本での発売時期は未定）。

業務 RPA活用業務例

金融
・ローン審査やクレームの照合処理
・新規口座開設の認証やデータ確認
・フォーム記入やレポート作成

保険
・新規契約事務手続き
・保険請求処理
・各種情報にもとづいた適正保険料の算定

小売
・在庫状況や商品情報管理
・Web注文情報の入力
・ERPへの顧客や受注情報の入力

通信
・顧客データの収集とアプリへの情報連携
・顧客システムからのバックアップ情報収集
・競合企業の価格情報抽出

医療
・患者データの連携や保管処理
・診察記録や看護記録の作成及び送信
・医療費の請求処理

政府
・各種申請手続きの照合処理
・下請け業者への業務割り振り
・システム移行に伴う情報連携と統合

出典：「RPA（ロボティック・プロセス・オートメーション）市場の実態と展望2018」矢野経済研究所（2017年11月）より作成
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　スマートスピーカー業界で最も強力なポジションを築くのは、Amazonである。特徴は、エコシ
ステムの構築のためSDKを公開し、サードパーティのハードウェアメーカーへサービスを開放して
いる点である。アプリに相当する「スキル」の数は、グローバルでは2017年11月末で約2万4,000
に達する。日本国内で、Amazon Echoが発売された時の国内のスキル数は265だったが、2018
年1月17日の時点では450を突破したと発表されている。スキルの種類や提供企業は多彩であり、
メディア、エンターテインメント、交通（航空、鉄道、バスなど）、旅行サービス、食品デリバリー、
銀行、保険会社などがある。2017年8月に、AlexaとMicrosoft Cortanaの連携が発表され、
2018年8月にプレビュー版が公開となり、オフィス分野との連携も進むと考えられる。
　音声認識は、自動車でも活用が進む。運転中に、モニターに視線をそらしたり手で入力を行うこと
なく、安全に情報を得たり音楽をかけたりできるため、音声との親和性が高い。自動車メーカーは、
ドライバーと車がコミュニケーションするスマートカーの開発を進めており、トヨタ自動車、日産自
動車らが相次いでAlexaの導入を進める。2018年2月現在、すでに日産のEVリーフの充電状況や
バッテリ状態、エアコン、充電の操作を行うスキルが提供されている。
　これらのスマートスピーカーの役割は、音声による「対話」より、音声を使った「操作」が主体とな
る。現時点では、人の会話を理解し、対話が行えるほどの自然言語処理能力はないが、アプリや家電
の操作、ニュースや天気の確認、銀行口座残高の確認など、エージェントへの指示を理解する能力は
一定のレベルに達している。
　スマートスピーカーの登場によって、機械とのインターフェースが「声」になる傾向は加速すると
予想され、これはAIの利用シーンを大きく拡大する可能性がある。コンシューマー向けのスマート
スピーカーからスタートしたが、将来的にはオフィス内や接客用途など商用での幅広い展開や、「操
作」だけではなく「会話」を行える技術の高度化が予想される。
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　本節では、AI技術の産業への応用の海外での具体的事例を紹介する。

3.4.1 製造業における利用動向
　海外でも同様に、AI活用分野としては、画像解析による外観検査・検品、工場内の作業監視によ
るミスの防止、製造設備のセンシングデータを分析した異常検知などが挙げられる（表3-4-1）。

　工場のスマート化における世界的な動向を見るうえでベンチマークとすべき重要な企業の一つとし
て、ドイツのSiemensが挙げられる。Siemensは、Industrie 4.0の主軸企業で、スマート工場
を推し進めている。同社に対するヒアリング結果を以下に示す。

海外における利用動向3.4

■事業概要
　Siemensは、物理的なバリューチェーンを全体にわたってデジタル化することが最終的な目
標であるとして、産業のデジタル化への取組み「デジタルエンタープライズ」を推進している。
PLM※58による製品の設計企画やシミュレーション、MES※59、MOM※60による生産計画、製造、
さらには工場で稼動しているシーケンス制御、インバーター、モーション制御、モーター制御

Indus t r ie 4.0をベースにスマート工場を推進する
Siemens

■表3-4-1 製造業でのAI活用事例（海外）

出典：各種公開情報より作成

企業名 時期 国名 概要

Rockwell　
Automation

2017年11月発表 米国

製造オペレーションのモデル化、監視、最適化を
行うAIモジュールを開発すると発表。例えば、
ボイラーの温度変化が上流工程での変更により
問題ないものであるか、修正が必要な異常なもの
であるかを自動的に判断する。

Siemens 2017年11月提供開始 ドイツ

世界でクラウドベースの産業用オープン IoTオペ
レーションシステム「MindSphere（マインドス
フィア）」の最新バージョン「MindSphere v3」
をリリース。同社の詳細は本文参照。

3D Signals Webページ公開 イスラエル

ディープラーニングを適用した超音波センサー
を使ったソリューションを用い、工場内の設備の
稼働音を判断し、機器故障の事前検知を行う。こ
れまで熟練工が行っていた業務をAIが代替する。

Citrine
Informatics

Webページ公開 米国
AIを活用した大規模な素材データベースを運営
する。素材の組合せによる特性などを予測できる
ため、製品開発などの期間を短縮できる。

※58　Product Lifecycle Management：製品ライフサイクル管理
※59　Manufacturing Execution System：製造実行システム
※60　Manufacturing Operations Management：製造オペレーション管理
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など、これらを一体で活用できるものが「デジタルエンタープライズ」である。同社の製品は、
PLMといったソフトウェアから、PLCなどのFA機器まで広範囲にカバーしており、設計から
製造、生産現場に至るまで、多くのノウハウ・ツールを持つ。設計を担うPLMから、製造実行
系のMES/MOM、製造現場の自動化等を支援するFAまで、ソフトからハードまでを一気通貫
で提供できるプロバイダーであるといえる。
■スマート工場プラットフォームの概要
　Siemensは、2017年11月に世界でクラウドベースの産業用オープンIoTオペレーション
システム「MindSphere（マインドスフィア）」の最新バージョン「MindSphere v3」をリリ
ースした。MindSphereは、工作機械などに設置したセンサーから振動や温度などのデータ
を収集し、工場の稼働状況をデジタル化して管理するためのIoTプラットフォームである。
データ分析によって予防保全、エネルギーデータ管理、リソースの最適化などにつなげること
ができる。
　Industrie 4.0を主導するシーメンスだが、その根本にモジュール化、標準化の思想がある
という。これまで、ネットワークプリンターなどのオフィス機器が、ネットワークを介して自
由に接続できるようになってきたが、それと同じように、工場においてもネットワークを介し
て自由にあらゆる機器等を接続できることが重要としている。そのためには、工場における各
種機能を定義し、モジュール化していく必要があり、同社においてもその取組みを進めている。
　MindSphereは、AWSやMicrosoft Azureなどといったオープンなクラウド上でも展
開でき、また、設計・製造等に係わる各種ソフトウェア群についてもモジュール化している。
ソリューションとしては垂直統合的に一気通貫で提供できるだけのポートフォリオを維持して
いるが、それは上流から下流までを独自のソフトウェアで賄おうとするものではなく、モジュ
ールとして必要に応じて提供できる構成となっている。
■その他の戦略
　2017年3月には、米国の電子系設計ソフトウェア開発企業Mentor Graphicsを45億ド
ルで買収した。「デジタルエンタープライズ」の取組みを加速させるため、従来のFA領域や機
械製造に留まらずMentor Graphicsの持つ半導体設計等電子設計自動化（EDA）にもポー
トフォリオを拡大するものであり、業界の注目を集めた。製造業におけるIoT化をさらに進
めていくSiemensの戦略といえる。

3.4.2 自動車産業における利用動向
　自動車産業における自動運転分野では、自動車メーカー及びGoogleなどのIT大手に加え、ベン
チャー企業が参入し、また、大手企業による買収も活発であり、自動運転の早期実現に向けた競争
が加速している。産官学共同の取組みもみられ、ドイツではドイツ経済エネルギー省（BMWi）が主
導し、自動走行システムにはどの程度の性能が期待されるのか、要求水準をどのように確認するのか
を明らかにするためのプロジェクト「Pegasus（ペガサス）」が進められている。OEMではBMW、
Volkswagen、Audiなど、サプライヤーではBosch、Continentalなど、研究機関ではFKA（ア
ーヘン工科大自動車技術研究所）などが参加している。
　欧州や米国での自動運転による宅配の事例には表3-4-2がある。
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　自動運転による公共交通サービスは、ドイツで開始されている。ドイツ鉄道は、2017年11月に、
バート・ビルンバッハ市でSAEレベル3の自動運転車を使った公道での運行を開始した。ドイツで
初めての自動運転バスで、小型の電気自動車を使い約700mの距離を時速約15kmで走行する。自
動運転バスには、緊急事態に備えて職員が搭乗する。ドイツ鉄道は、2018年に同様のバスをハンブ
ルグ市に導入する計画だ。
　世界の自動車メーカーは、ライドシェア、カーシェア企業に対して、提携、出資、買収するといっ
た動きを見せている。自動車は、個人が「保有」するものという考えから、ライドシェア、カーシェ
アで「利用」するもの、移動というメリットを享受するためのサービスを受けるものへと価値観が変
化している。自動車メーカーの取組みには表3-4-3、表3-4-4がある。

※61　米国のレストランの料理宅配サービス。
※62　米国の食料品デリバリー。

■表3-4-2 自動運転による宅配の事例

■表3-4-3 自動車メーカーのライドシェアへの取組み

企業名 時期 国名 概要

Starship
Technologies

2017年4月報道
（各種メディア） エストニア

Domino's Pizzaとの提携で小型の自走式ロボットを開発
し、ドイツなどでサービスを開始した。Domino's Pizza
の他にもDoorDash※61やPostmates※62などとも宅配
サービスの提携を結ぶ。同社の発表によると、2017年8
月には世界100都市でテストを行っているという。

Ford 2017年8月発表 米国 2017年8月にミシガン州アナーバーでDomino's Pizza
と共に自動運転車での宅配のサービスを行うと発表。

自動車メーカー ライドシェア企業 取組み

トヨタ自動車
米 Uber 2016年に出資を発表

中 滴滴出行 2016年11月に提携、滴滴出行は中国ライドシェアの最大手

ホンダ マレーシア Grab 2016年に出資

日産自動車 中 滴滴出行 2018年2月に提携

FCA
米 Waymo／ Google
（提携）

2018年1月に提携範囲を拡大すると発表、ドライバーレスの自動運転車によるラ
イドシェアサービスを行う方針

Daimler
独 Flinc（買収） 2017年9月に買収

米 Via（出資） 2017年9月に出資。合弁会社を設立し、欧州でサービス開始

Ford
独 Chariot（買収） 2016年9月に買収

米 Lyft（提携） 2017年9月に提携を発表。2021年までに自動運転車を使った事業に取り組む方針

GMW 米 Scoop 2016年6月に出資

VW イスラエル Gett（出資） 2016年5月に3億ドルを出資すると発表

GM 米 Lyft（出資）
2016年1月に5億ドル出資。自動走行車を使ったサービスを共同開発する。また、
「Express Drive」として、Lyftプラットフォームを使ったレンタカーサービスを
提供する

Baidu 米 Uber 2014年12月に出資

出典：各種公開情報より作成

出典：各種公開情報より作成
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　自動運転分野にはベンチャー企業が多い。Reutersによると2017年秋の時点で、シリコンバレ
ーだけで75社、世界全体で240社のスタートアップ企業がある。シリコンバレーにあるDrive.ai
は、企業や政府、ライドシェアサービス向けにディープラーニングを用いた自動運転ソフトを開発
している。ハンガリー発のAImotiveは、完全自律移動運転用のソフトウェアを開発し、2017年
12月には日本に進出した。英国では、2015年にFiveAIが誕生している。フランス発のNAVYA
は、自動運転シャトルバスを開発している。日本でも、ソフトバンクグループのSBドライブが、
NAVYAの自動運転シャトルバス「NAVYA ARMA」を導入し実証実験を行う。2013年設立の
nuTonomyは、米国とシンガポールに主要拠点を持ち、2017年8月に、世界初の自動運転タクシ
ーの公開試験をシンガポールで行った。同社は「自動運転サービスの需要先としてはカーシェアリン
グなどのサービス企業も重視している。シェアリングカーは今後爆発的に普及し、やがて公道のシェ
アカーでもレベル4、5自動運転が活用されるようになるだろう。2025年には世界の100都市にお
いてレベル4、5自動運転車が走っていると考える」とコメントしている。OEMメーカーや部品メー
カーがベンチャーに提携・出資したり買収したりする動きも進んでいる。表3-4-5に、自動運転ベ
ンチャーと大手企業の最近の動向を掲載する。

　完全自動運転（SAEレベル5）の実現に向けた各社の動きとして、Googleは自動運転車開発部
門Waymoにおいて、人が関与しない完全自動運転の自動運転車の開発を進める方針である。
Googleが自動運転の開発に着手したのは2009年である。2013年に社内で運転席に人が座ったス
タイルでの自動運転車の走行実験を行ったところ、スマートフォンの操作や居眠りなど、突然運転し
なくてはならなくなった場合に対応できない行動を取り、いざという時の状況認識ができない人が多
かったという。そのため、危険な状況で人間が操作を引き継ぐのは極めて困難だと考え、人が関与し

■表3-4-4 自動車メーカーのカーシェアへの取組み

■表3-4-5 自動運転ベンチャーと大手企業の動向

出典：各種公開情報より作成

出典：各種公開情報より作成

自動車メーカー カーシェア企業 取組み

トヨタ自動車 米 Getaround 2016年11月に出資

BMW 独 Sixt（提携） 合弁会社DriveNowでカーシェアサービスを提供

FCA 伊 ENI、 Trenitalia（提携） カーシェアサービス「ENJOY」をイタリアで提供

PSA 仏 Tr ipndrive（提携） 2016年3月に提携

Renault － カーシェアサービス「Renault  MOBILITY」を提供

ベンチャー企業 大手企業 時期

Cruise Automation （米） GM（米）により買収 2016年3月

TetraVue （米） Bosch（独）が出資 2017年2月

nuTonomy（米） Delphi Automotive（米）が買収 2017年10月

Aurora（米） 現代自動車（韓）、Volkswagen（独）と提携 2018年1月発表
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ないという開発方針を決定している。Waymoは、2017年11月にドライバーのいない無人の自動
運転車両の公道実験をアリゾナ州フェニックス近郊で開始したと発表した。これまでのテストは運転
席に人が乗った状態で行っていたが、いよいよ無人での走行実現に乗り出している。また、同時に自
動運転車を使ったライドシェアサービスを推進するため、公道実験を行う予定であると表明した。実
現イメージはUberを使うように自動運転車を呼び出し利用できるサービスになるだろうとの見方を
示している。
　米国のGeneral Motors（GM）は、2018年1月に完全自動運転の量産車を、2019年までに公
道で走行させる計画を発表した。完全自動運転の量産車は、ドライバーなしで運転する自動車として
設計されており、車内にはステアリングやアクセル・ブレーキはもとより、手動操作用のスイッチ類
も備えない。
　GMは、Google（Waymo）らのライバルに対抗して自動運転車の投入規模を拡大し、優位性を保
とうと動いている。2017年に自動運転のEV車300台をテスト用に走らせる計画をスタートしてお
り、この台数は世界最大規模である。カーシェアリングにおいては2016年にLyft社に5億ドルを投
資し提携を結んでいる。2018年中には、数千台の自動運転車を走らせる実験を行う計画である。
　Audiは、2017年7月にSAEレベル3の自動運転車を発表し、同年秋からドイツで販売を行って
いる。SAEレベル3以上の自動車を市販するのは同社が世界初となった。高速道路での走行で時速
60ｋｍ以下の場合に自動運転を実現する機能を備える。運転席に人は座るが、ステアリングから手
を離して運転操作を自動車に任せられる。ただし、今すぐその機能を利用できるわけではない。ドイ
ツは2017年6月に道路交通法の改正を行い、自動車に運転操作を任せるSAEレベル3の走行が認め
られたが、車両認証に関わる法律はまだ対応していない。そのため、SAEレベル3の自動運転機能
を搭載した状態で自動車は出荷されるが、実際に機能を利用できるのは法律が改正されてからになる。
　BaiduはIT企業であるが、2017年9月にはオープンソースによる自動運転車プラットフォーム
「Apollo（阿波羅）」を発表し、「自動運転のAndroid」ともいうべき地位獲得を図っている。このプ
ラットフォームを用いて、2018年7月には大手バス車体メーカー金龍客車との協力により生産され
た自動運転小型バスの大量生産と試験運用を実現する計画を発表した。また、北汽（BAIC）との提
携により、2021年までにSAEレベル4の高度自動運転車を量産する見通しである。

3.4.3 インフラにおける利用動向
　インフラの異常検知にAIを適用する取組みには、ノルウェーのeSmartSystems、設備運用に
AIを利用する事例にはドイツのKONUXがある（表3-4-6）。

■表3-4-6 インフラ分野でのAI活用事例（海外）

出典：各種公開情報より作成

利用分野 企業名 時期 国名 概要

異常検知 eSmartSystems
イベント等で
公表（2015
～ 2018年）

ノルウェー
ドローンの画像をAIで解析し、送電線設備の異常を検
出するシステムを利用している。MicrosoftのAI技術
を活用し、1時間以内に10万枚の画像を分析する。

設備運用 KONUX
Webページ
公開中 ドイツ

AIを利用して鉄道のネットワークを可視化し、メンテ
ナンスを効率よくできるサービスを提供している。具体
的には、分岐機にセンサーを搭載してリアルタイムで
モニタリングし、機械学習の予測アルゴリズムによっ
て、過去の振動や圧力などから潜在的な障害を検出す
ることができる。成果としては、検査及び保守コスト
を25%以上削減した例もみられる。KONUXは、鉄道
分野のみならず、産業用機械を利用する企業に対して、
AIやセンサーによって資産管理をデジタル化する試み
を行っている。
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3.4.5 健康・医療・介護における利用動向
　「3.2.1 認識技術の利用動向」で紹介したように、ディープラーニングによる診断支援システム・
機器の中には、研究レベルから実用レベルに移行が進むものも現われ、2018年になって、アメリカ
食品医薬品局（FDA）の市販の認可を受ける事例が出てきた。ここでは、それら以外の事例として、
IBM、AmazonやGoogleなど、IT及びAIの主要企業の事例を紹介する。
　IBMは、2015年に医療保健業界向け事業Watson Healthを立ち上げた。米国では6年ほど
前から、癌の治療や研究に携わる民間の研究機関Memorial Sloan Kittering Cancer Center
とIBMが共同でWatsonの特徴である自然言語技術を使ってガイドライン、医療文献、患者の症
例を学習させ、治療の選択肢を医師に提供する「Watson for Oncology」の開発を行っている。

3.4.4 農業における利用動向
　米国では、AI技術を使い農作業を行うロボットベンチャーが登場している。米国は農地が広大で
あり、ロボットを使った作物の管理による効率化の効果が大きいものとみられる。また、ドローンを
活用し、上空から得た画像認識によって作物や土壌の状況を分析するサービスも登場している。米国
以外では、ドイツやカナダの企業が農業分野におけるAI開発を行っている（表3-4-7）。

■表3-4-7 農業でのAI活用事例（海外）

出典：各種公開情報より作成

企業名 時期 国名 概要

Blue River 
Technology

Webページで
公開中 米国

スタンフォード大学（Stanford University、米国）出身の研究者によ
って2011年に創業されたベンチャー企業である。画像認識技術など
を活用し、雑草にピンポイントで農薬をスプレーしたり雑草の除去を
行ったりする農業用ロボットを提供する。2017年9月に大手農業機
械メーカー「Deere & Company（ディア・アンド・カンパニー）」
の傘下に入って以降、製品ジャンルのさらなる拡充を図っている。

Harvest
CROO
Robotics

2013年秋に
試作品を作成 米国 イチゴの収穫を行うロボットを提供する。同社によると、ロボットが

一日8エーカー（3万2,374㎡）を収穫し、30名分の労働を代替できる。

Trace
Genomics

Webページで
公開中 米国

農家を対象に土壌の健康度を測定するサービスを提供する。同社に土
壌のサンプルを送付すると、有害な病原体や有用な微生物などのレポ
ートを行い、機械学習によって土壌の強みと弱みの情報をクライアン
トに提供する。

FarmShots
Webページで
公開中 米国

衛星やドローン撮影した画像から、病気、害虫、植物の栄養不良を検
出するサービスを提供する。同社によると、肥料の使用量を最適化す
ることで使用量を40％削減できるという。

PEAT
Webページで
公開中 ドイツ

ディープラーニング技術を使い、画像認識により、植物の害虫や疫
病、養分欠乏などを診断するスマートフォンアプリ「Plantix」を開発
した。ユーザーから送られてくる画像をもとに、害虫や疫病などのパ
ターンを学習し、2017年12月時点で240種類の害虫や植物の病気を
自動で診断することができる。

SkySquirrel 
Technologies

Webページで
公開中 カナダ

ワイン農園向けに、ドローンによる作物の管理サービスを提供する。
ドローンで得た映像から、ブドウの葉にカビやバクテリアによる病
気が発生していないか、健康状況を分析する。同社によると、24分
で50エーカー（20万2,342㎡）をスキャンし、95％の精度で分析結
果を提供するという。2018年1月にVineView Scientific Aerial 
Imaging Inc.と合併して、VineViewが発足した。
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2017年6月にIBMが行ったWatson for Oncologyと治験マッチングシステム「Watson for 
Clinical Trial Matching」の臨床的有用性を実証するデータの発表によると、推奨治療法につい
てWatsonと腫瘍委員会による結果が最大96％の症例で一致したという。
　他方、2013年から進めていたテキサス大学（University of Texas、米国）のMDアンダーソン
癌センターとの協業は2016年末には中止されている。
　Watsonは、医療分野での経験が長いからこそ問題も明らかになっているともいえる。IBMは引
き続きWatson Health事業を強化する姿勢であり、医療データ獲得や技術強化を目的として企業
の買収を進めている。公衆衛生管理ソフトウェアのPhytel、医療クラウドサービスのExplorys、
医療画像処理のMerge Healthcare、ヘルスケアデータ分析のTruvenを相次いで買収している。
　Amazonは、2017年にシアトルで「1492」と称するヘルステックチームを立ち上げたと報道さ
れた。システムとハードウェアの両面からプロジェクトを進めているとされ、システム面には既存の
医療データシステムのデータを消費者や医師へ提供できる仕組みの構築や、遠隔医療の実現が含まれ
る。また、スマートスピーカーAmazon EchoやバーコードリーダーDash Wandなどのデバイ
スの医療分野での活用についても研究しているとみられる。2017年5月には医薬品の販売を専門に
扱う部署も新設した。
　Googleの医療研究子会社Verilyは2017年4月に大規模な医療研究プロジェクト Project 
Baselineの立ち上げを発表した。1万人の米国人モニターを募り、心臓モニタリング用ウェアラブ
ル端末によるリアルタイムデータ、レントゲン、ゲノム、血液、唾や涙など詳細なデータを収集・分
析する。心臓疾患や癌などの病気予防の手がかりを探るのが目的である。また、同社は2017年7月
に、血液検査により癌早期発見技術を開発するベンチャーFreenomeに投資し、ラボを設立してい
る。Freenomeの技術は、血液中のDNAの断片を機械学習によって分析し、癌の兆候を発見する
というものである。
　同じくGoogle傘下のDeepMindは、英国のMoorfields Eye Hospital NHS Foundation 
Trust、University College London Hospitals（UCLH）、NHS Foundation Trustといっ
た英国民保健サービス（NHS）と提携し、画像を中心とした医療データの提供を受け、AIを活用した
分析の研究を行っている。
　高齢者の介護は、世界一高齢化が進んでいる日本だけの課題ではない。一人っ子政策で子供の負担
が大きい中国や、将来的に社会の高齢化問題に直面する韓国やシンガポール、欧州などでも大きな問
題になると予測され、AIを使った介護の取組みが始まっている。表3-4-8に事例を示す。
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3.4.6 エネルギー分野における利用動向
　エネルギー事業者においてはAIを活用したエネルギー生産の効率化と安定供給、消費する企業に
おいてはAIを活用した省エネの取組みがみられる。前者の例としてはChevron、後者の例として
DeepMindが挙げられる（表3-4-9）。

■表3-4-8 健康・医療・介護分野でのAI活用事例（海外）

出典：各種公開情報より作成

利用分野 企業名 時期 国名 概要

医療

IBM Watson Health 2015年設立 米国

癌の治療や研究に携わる民間の研究機関Memorial Sloan 
Kittering Cancer Centerと IBMが共同で、Watsonの特徴
である自然言語技術を使ってガイドライン、医療文献、患者の
症例を学習させ、治療の選択肢を医師に提供する「Watson for 
Oncology」の開発を行っている。詳細は本文を参照。

Amazon 1492 2017年設立 米国

シアトルで「1492」と称するヘルステックチームを立ち上げた。
システムとハードウェアの両面からプロジェクトを進めている
とされ、システム面には既存の医療データシステムのデータを消
費者や医師へ提供できる仕組みの構築や、遠隔医療の実現が含ま
れる。また、スマートスピーカー Amazon Echoやバーコード
リーダー Dash Wandなどのデバイスの医療分野での活用につ
いても研究しているとみられる。2017年5月には医薬品の販売
を専門に扱う部署も新設した。

Verily
（Googleの
医療研究子会社）

2017年4月
設立 米国

大規模な医療研究プロジェクトProject Baselineの立ち上げを
発表した。1万人の米国人モニターを募り、心臓モニタリング用
ウェアラブル端末によるリアルタイムデータ、レントゲン、ゲノ
ム、血液、唾や涙など詳細なデータを収集・分析する。心臓疾患
や癌などの病気予防の手がかりを探るのが目的である。また、同
社は2017年7月にFreenomeに投資し、ラボを設立している。
Freenomeの技術は、血液中のDNAの断片を機械学習によっ
て分析し、癌の兆候を発見するというものである。

DeepMind 
（Google傘下） 2016年開始 英国

Moor f ie ld s Eye Hosp i ta l NHS Foundat ion Tru s t、
Univers i ty Col lege London Hospi ta l s（UCLH）、NHS 
Foundation Trustといった英国民保健サービス（NHS）と提携
し、画像を中心とした医療データの提供を受け、AIを活用した
分析の研究を行っている。

介護 上海新松機器人
自動化有限公司
（Siasun Robot
and Automation）

2017年10月
発表 中国

同社は大手ロボットメーカー。2017年10月に高齢者用の介護ロ
ボットを発表した。ロボットは家庭内の生活をサポートし、コミ
ュニケーションや健康診断を行う。

パナソニック、
チャンギ総合病院

2015年7月
公表

シンガ
ポール

ロボットの活用に乗り出しており、パナソニックの自律搬送ロボ
ット「HOSPI」、自律型車椅子などを導入している。なお、パナ
ソニックは、2018年1月に同ロボットにディスプレイを搭載し
た「Signage HOSPI」を用いた実証実験を成田国際空港で行っ
た。

Accenture
2017年8月
実証実験
開始

英国

2017年8月から3カ月の間、AIによって高齢者の介護と日常生
活の管理を支援するプロジェクトを実施した。Amazonのクラ
ウドサービス「AWS」をベースにしたAIプラットフォーム「アク
センチュア・プラットフォーム」を通じて、70歳以上の高齢者の
生活習慣や行動を学習し、身体的・精神的支援を行った。高齢者
の家族や介護士はプラットフォームから、薬の服用など日常的な
習慣を確認できるほか、異常な行動パターンが検知された場合、
通報を受けることができた。一方、高齢者はAmazon Echoを
通して、家族や介護士に要望を伝えたり、地元のイベントや仲間
作りに役立つ情報を得たりすることができた。
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3.4.7 教育における利用動向
　AIを用いた適応学習の活用は海外で先行している。代表的な取組みの一つとしてKnewtonの事
例を表3-4-10に示す。その他には、米国のSchoology、DreamBox、McGraw-Hill Education
傘下のALEKSなどが適応学習サービスを提供している。また、採点にAIを活用し、効率化を図る
取組みもみられる。

■表3-4-9 エネルギー分野でのAI活用事例（海外）※63

■表3-4-10 教育分野でのAI活用事例（海外）

出典：各種公開情報より作成

利用分野 企業名 時期 国名 概要

エネルギー生産

Chevron
投資家向け
レポートで
公表

米国

米国の大手石油開発企業である同社は、本社のあ
るカリフォルニアで、AIを用いた油田の監視によ
って、石油の収集効率を上げ、機器の故障を未然
に防いでいる。新規油田の探査においても、石油
貯留層を採掘すべきか否かの判断にディープラー
ニングを活用している。

省エネ

DeepMind
2016年7月
公表 米国

Googleの関連会社であるイギリスのDeepMind
は、すでに機械学習によってGoogleグループが
利用する電力を15%削減し、数億ドルのコスト
削減を見込んでいる。さらにAIを用いてイギリス
全体を最適化することでインフラ投資を必要とせ
ずに電力コストを10%カットする取組みを行っ
ている。それ以外にも、2017年5月にイギリスの
NationalGrid（送電網会社）と提携し、電力コス
トを削減する取組みも発表している。

利用分野 企業名 時期 国名 概要

適用学習

Knewton

2012年1月
Knewton Adaptive 
Learning Platform
関連製品を発表

米国

学習者の学習履歴、他の学習者の学習行動データ、
人間の学習の仕組みに関する数十年にわたる研究
をもとに、適応学習を提供している。2017年2
月時点で世界1,400万人以上の学習者を対象に、
理解度や進度、設定した学習目標に応じた、次の
学習ステップを提案しており、リコメンド実績
は280億回以上に及ぶ。また、Knewtonのサー
ビスを活用することで、指導者は、学習者の進捗
状況を分析することができ、学習者一人ひとりに
合わせた最適な学習環境を整えることができる。
Knewtonの理論は、心理統計学や項目応答理論、
認知学習論、インテリジェントチュータリングシ
ステムに関する研究成果にもとづくものとなって
いる。2018年1月には、高等教育を網羅した適応
学習コース「alta」を提供し始めた。

採点

中国政府など 2018年5月
報道 中国

2018年に、中国国内の6万校の教育機関にて、AI
による学生の論文の評価が採用され始めたと報道
されている。中国政府などが開発したAIは、作文
の全体的な論理や意味を分析し、スコアを付ける。
その後、作文のスタイル、構造、テーマなどに対
してAIが改善点を提案するという。

※63　<https://www.nextplatform.com/2017/01/24/refining-oil-gas-discovery-deep-learning/>
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3.4.8 金融業における利用動向
　FintechとAIの活用を推進する米国企業の例として、Capital One、Goldman Sachs、
JPMorgan Chaseにおける取組みを紹介する（表3-4-11）。

■表3-4-11 金融業でのAI活用事例（海外）

出典：各種公開情報より作成

企業名 時期 国名 概要

Capital One
2016年3月
提供開始 米国

同社は、世界に6,500万以上の口座を持つ大手金融企業である。
クレジットカード事業においては、ビッグデータを分析し、顧客ご
とに異なるリスク特性を特定し、リスクに合った金利及び使用限度
額を設定する。また、カード以外にも住宅ローンやコールセンター
への問合せなどあらゆるデータを収集・分析し、顧客の嗜好に沿っ
た店舗のクーポンの発行、ポイントプログラムの提供、コールセン
ターでの個別対応といったサービスを提供する。
最近の取組みでは、2016年3月にAmazonの音声アシスタント
Alexaを用いたオンラインバンキングサービスの提供も開始し
た。2017 年3月には、携帯電話のSMS（テキストメッセージ）を使
い、チャットボットで口座情報や最近の支払履歴、口座の銀行番
号、口座間の送金手続きなどを行えるアプリ「Eno」のパイロット
展開を開始した。

Goldman Sachs ― 米国

大手投資銀行のGoldman Sachsは、AIによる取引アルゴリズム
を活用した株取引の自動化を推進している。また、不正行為を監視・
防止するため、会話分析ソリューションを手がけるAI ベンチャー
DigitalReasoningのソリューションを用いている。これにより、
トレーダーのメールやドキュメントなどの内容の意味やニュアン
スを解析し、インサイダー取引などの不正行為を発見することがで
きる。不正行為の摘発だけでなく、こうした行為を防止する抑止力
になると期待される。

JPMorgan Chase ― 米国

米国銀行最大手のJPMorgan Chaseは、ビッグデータやロボッ
ト工学、クラウドインフラを専門とするチームを設置するなどし
て、事務業務の自動化に注力している。具体的には、機械学習とク
ラウド技術を活用した「Contract Intelligence（COIN）」と称す
るソフトウェアを用い、商業融資の契約内容を審査する作業を自動
化した。大幅な時間短縮と解釈ミスの削減が実現したという。
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■表3-4-12 物流分野でのAI活用事例（海外）

出典：各種公開情報より作成

利用分野 企業名 時期 国名 概要

調達物流

RollsRoyce ― 英国

AIによる自動航行と陸からの遠隔操作を組み合
わせたハイブリッド型の操船システムを開発して
いる。多数の船舶が存在する航路のない港湾内な
ど、自動航行による危険性が生じる場合は、オペ
レーターが陸から遠隔操作する。2016年8月ま
でEUが支援した研究開発プロジェクト「MUNIN
（Maritime Unmanned Navigation through 
Intelligence in Networks）」の取組みの一つと
して進められていた。2017年10月にRollsRoyce
はGoogleと契約を結んでおり、機械学習を用い
てAI技術を強化している。

Otto ― 米国

配車アプリを提供するUberの傘下にあるOtto
は、既存のトラックに搭載可能な自動運転システ
ムの開発に取り組んでいる。2016年10月には、
米国のコロラド州にて約200㎞の距離を、ドライ
バーがまったく操縦せずに5万本のバドワイザー
缶を運搬することに成功した。なお、2018年7月
にUberは自動運転トラック事業を終了することを
発表した。

拠点内物流

Geek+ ― 中国

AI搭載物流ロボット「EVE」をAlibabaをはじめ
とする企業に提供している。2017年時点で20以
上の顧客の物流倉庫などで約1,000台のロボット
が導入されている。また、2017年8月には日本法
人も設立している。

Fetch Robotics
2015年9月
日本販売開始 米国

倉庫内のピッキング業務を行うロボットを開発し
ている。棚に並んだ商品を掴むロボットアームを
備えたFetch、Fetchに併走してピックアップさ
れた商品を輸送する「Freight」、人間に併走して
人間がピックアップした商品を輸送する「Follow 
pick」といったロボットを提供する。画像認識を
活用しロボットアームで商品を掴み正確にピック
アップできるほか、自律移動型で進行方向上にあ
る障害物を避けつつ目的地まで到達できる。2015
年9月から日本市場でも販売している。

販売物流

SF Holdings
（順豐控股）

2018年3月
暫定免許交付 中国

中国はドローン配送の規制緩和が進められてお
り、2018年3月には中国民用航空局華東地区管理
局が宅配大手SF Express（順豐速運）を保有するSF 
Holdings（順豐控股）に、ドローンを使った商品
配達の暫定免許を交付した。これにより、合法的
に実際の配達を行うことができるようになった。

JD.com
（京東商城） 2017年実証実験 中国

インターネット通販大手のJD.com（京東商城）
は無人カートによる配送技術を開発し、2017年に
は中国の大学構内での自動配送の実験を行ってい
る。無人配送車で配送の「ラストワンマイル」をカ
バーする取組みである。

3.4.9 物流における利用動向
　物流分野では、調達物流、拠点内物流、販売物流それぞれの分野で、AIを活用する取組みがみら
れる（表3-4-12）。
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3.4.10 流通業における利用動向
　米国では、Amazonを筆頭に流通業でAIが活用されている。Amazonは、ECにおけるAI活
用に留まらず、無人店舗Amazon GoやスマートスピーカーAmazon Echo、音声対話エンジン
Alexaなど、ユーザーのデータ獲得と新たなソリューション開拓を進めている。中国では、スマー
トフォン決済が普及しキャッシュレス化が進んでいる。無人店舗やキャッシュレス決済に関しては中
国が先端的な取組みを行っており、電子決済アプリWeChat PayとAlipayが広く普及・浸透して
いる。また、無人店舗や無人レジも実用化が進んでおり、顔認証などのAI技術が使われている。
　Amazonは、2018年1月にシアトルで無人店舗Amazon Goの第1号店をオープンした。
2016年12月に計画を発表していたが、いよいよ本格的にスタートした。2018年中にさらに6店
舗の開設を予定している。Amazon Goは、スマートフォンを持っていれば、入店から支払いま
で店員と接することなく、レジを通る必要もない。AI技術としては、画像認識を全面的に採用し、
「商品のパッケージ」、「利用者の手」などを識別する。そのほか、マイクによる音声認識、赤外線、
圧力、重量センサーなどによる商品の数や移動のトラッキングなど、複数の技術を組み合わせる。
Amazonは、2017年8月には米国高級食料品スーパーのWhole Foods Marketを137億ドルで
買収し、注目を集めた。ネット通販の巨人であるAmazonは、実店舗との融合により、自社提供サ
ービスの拡大や相乗効果発揮を狙っているとみられる。
　デバイスの販売においても、Amazon Echoによってスマートスピーカー市場で強力なポジショ
ンを獲得し、音声認識の活用を個人レベルで身近にした。Amazonは音声対話エンジンのAlexaを
サードパーティが自社製品に組み込めるエコスシテムを構築しており、今後多様な場面で音声操作、
音声対応の活用が見込まれる。
　Amazonは、Webサイトでの購買履歴に始まり、Amazon Echoの利用データを含め様々な方
法でユーザーの行動履歴を日々収集し続けている。Amazon Goは、データ収集における実店舗で
の購買行動分析情報の入り口とみられ、単なる自動店舗の経営というだけではない意味を持っている
と考えられる。
　Walmartは、2017年7月に生体認証技術と表情認証技術を活用し、店舗の中で不満を持つ顧客
を検出する実証実験を開始した。店内のカメラやレジ待ちの行列のカメラで、消費者の表情や動作を
認識し、サービス向上へ役立てる。AIにより｢不満がある｣と認識された顧客がいた場合は、店員に
報告され、顧客の不満軽減による客離れ防止、SNSへの不満書込み防止、ECを上回る購買体験の向
上などを目指す。
　Macy’sは、IBMのWatsonを使い、米国10カ所の店舗でモバイルショッピングアシスタント
アプリ「Macy’s On Call」の実証実験を行っている。スマホのアプリ上で商品、在庫、店舗、サー
ビス、施設などに関する質問を自然言語で入力すると回答を得られる。
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3.5.1 AI導入予算の規模　
　本項では、各企業がAIの導入に関し、どの程度の予算をかけているかを、「平成29年度AI社会実
装推進調査（第5章参照）」の結果にもとづいて説明する。図3-5-1は、ユーザー企業のAI導入予算
に関するアンケート回答をAI導入段階別に分類したものである（「検討中／関心あり」の回答者に対
しては、導入する場合の想定予算を確認）。

AI導入予算・AI市場の規模3.5

　AIをすでに導入している企業では、「不明」を除くとAI導入予算が「1億円以上」の回答者が27.3
％と最も高い割合となっている。これはAIを導入している回答者のすべてが売上高300億円以上の
企業であり、そのうち売上高が1,000億円以上の企業が11社中8社を占めていることが影響してい
ると思われる。

※64　AI導入の予算にはコンサルティング、SI、HW等を含む。

■図3-5-1 AI導入予算（導入段階別）※64
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②日本のAI市場
　富士キメラ総研によると2016年度は、大手ITベンダーや専業ベンダーが、自社で培ったAI関連
技術をソリューションとして体系化し、それをもとに、多くの実証実験（PoC）が開始された年にな
った。続く2017年度はAIの本格運用に向けた導入期になったという。今後実証実験が進むにつれ
実稼働に移行する案件が増加すると見込まれ、2019年度から2021年度にかけて市場は成長期を迎
えると予測する。

■図3-5-2 AIソフトウェア世界市場

出典：Tractica“Artificial Intelligence Software Market to Reach $89.8 Billion in Annual Worldwide Revenue by 2025”

① AIソフトウェア製品・サービスの世界市場
　Tractica（米国）は、2016年から2025年までのAIソフトウェア製品・サービス世界市場を推計
している。図3-5-2のとおり2016年の32億ドルから2025年には898億ドルと約30倍に拡大す
る見込みである。2017年5月に同社が行った予測に比べ、関連するユースケースの拡大に起因して
上方修正されている（2017年5月の予測は、2016年は14億ドル、2025年は598億ドル）。

3.5.2 AI市場の規模　
　AIの技術進展を背景にAIの産業応用が広がりつつある。それに伴いAI市場に関する調査が実施
されており、本項ではAIに関わる製品・サービス市場、AI利用による経済効果としてまとめた。こ
れら調査結果からの共通するポイントとして、「AI市場の成長が著しく、様々な産業分野での応用が
期待される」、「AIに関わる製品・サービスの供給側の市場と比較して、導入側の経済効果は非常に
大きくなる」ことが挙げられる。

（1）AIに関わる製品・サービス市場
　AIに関わる製品やサービス市場推計は多数行われているが、対象とするAIの範囲が多様であるた
め、各調査間の市場規模には大きな差異が生じている。以下に各調査結果の概要をまとめる。
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　図3-5-3の右図は市場をサービス市場（SI；システムインテグレーション）、運用保守、上位サービ
スなど）、アプリケーション市場（アナリティクス関連製品やAI搭載製品など）、プラットフォーム
市場（AI基盤や共通インフラなど）に分け、その推移を推定したものである。
　まずサービス市場は、全体の6割程度を占めるSIがその中心であることは変わらず、そのまま市場
が拡大するとみており、AI実装に向けたコンサルティングや導入検証を経て、AI環境の本格的な構
築が進むと予想している。
　次にアプリケーション市場は、クラウド化が進むと予測している。2016年度はデータマイニング、
テキストマイニングなどアナリティクス関連製品が中心であったが、今後は営業支援システム、デジ
タルマーケティングなど、クラウド（SaaS）化が進んでいるAI搭載製品の伸長が進むとみている。
その結果、2016年度のクラウド利用の割合はアプリケーション市場全体の30％程度で、残りはソ
フト導入であったが、2030年度にはクラウド利用が約60％とソフトウェア導入の割合と逆転する
とみている。なお、2016年度には、全体の16%であったアプリケーション市場は、2021年度に
は21％まで増加すると予測している。
　またプラットフォーム市場も、クラウドやAPIで提供されるAI／コグニティブサービスに対する
需要が高まっている。2016年度は、クラウドでの利用がPoCなど小規模にとどまり、実稼働基盤
としてはハードウェア／ソフトウェアを自ら導入してオンプレミスで構築するケースが多くみられ
た。将来的には機械学習やディープラーニングなど高演算処理が可能なクラウド（PaaS）が普及し、
その利用が8割弱となるとみている。

■図3-5-3 AI市場とシステム別市場予測
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出典：富士キメラ総研「2018人工知能ビジネス総調査」

　図3-5-3の左図のとおり、2016～2030年度までのAIのシステムやサービスの売上市場規模は
2016年度の約2,700億円から2021年度の約1兆1,000億円に伸長すると見込まれており、2030
年度には2兆250億円規模に達する見込みである[1]。
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③ ロボティクス関連の世界市場
　IDC Japanは、世界のロボティクス関連市場の予測を行っている※65。これによると、2018年、
全世界のロボティクスソリューション及びドローンソリューションの総支出額は、2017年と比べ
て22.1％増加し、1,031億ドルになる見通しである。この支出額は2021年には2倍以上の2,184
億ドルに達し、2016年～ 2021年の年間平均成長率（CAGR：Compound Annual Growth 
Rate）は25.4％とIDCでは予測している。
　IDCは、2018年のロボティクスの支出額が940億ドルに達すると見ており、2017年～ 2021
年の予測期間を通じて、関連市場の総支出額の90％以上を占めると予測している。ロボティクスの
支出額の中で、最大のシェアが見込まれるのは産業用ロボットソリューション（70％以上）であり、
これに次いで、サービスロボット、コンシューマーロボットとしている。

④ 日本のRPA市場
　ロボットによる、主にホワイトカラーの従事してきた業務を効率化・自動化する取組みをRPA
（Robotic Process Automation）と呼び、矢野経済研究所では、その市場を予測している。従
来ホワイトカラーがPCのキーボードやマウスで行ってきた定型作業を、ソフトウェア型の仮想ロボ
ットに記憶・代行させることが可能になる。ここでは、RPAに関わるツールやコンサルティングサ
ービス、システム開発・保守・メンテナンスなどのシステム・サービス市場を対象とする。上記の産
業用ロボット、対話型ロボットなど、ハードウェア型のロボットは含めていない。図3-5-4のとお
り2017年には132億円の市場が、2021年に621.3億円へと成長する見込みとしている。

※65　世界ロボティクス関連市場予測を発表（IDC） <https://www.idcjapan.co.jp/Press/Current/20180213Apr.html>

■図3-5-4 RPA市場規模の推移（2015～2021年度）再掲

出典：図3-3-14と同じ
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（2）AI利用による経済効果
　ここではAI利用によって生じる経済効果についての3つの調査結果概要をまとめる。
　Accentureの調査によれば、企業がAIを最大限に活用することで2035年までに収益を平均で
38%向上できる可能性がある。企業のAI活用が進むことで、先進12カ国（日本、米国、フィンラン
ド、英国、スウェーデン、オランダ、ドイツ、オーストリア、フランス、ベルギー、スペイン、イタ
リア）における16の業界（情報通信、製造、金融サービス、卸売・小売、運輸・倉庫、専門サービス、
ヘルスケア、建設、農林水産、宿泊・飲食、水道・電気・ガス、アート・エンターテインメント、福
祉サービス、公共サービス、教育、その他サービス）で、新たに年間14兆ドルの粗付加価値（GVA：
GDP－税＋補助金）の創出が可能になると予想している。なお、2035年までの世界各国のGVA成
長率を倍増させるという予想も示されているが、その中でも日本は3倍以上の伸びとなっている（図
3-5-5）。

※66　PwC “Sizing the prize”（2017/6）
※67　McKinsey Global Institute “Notes from the AI frontier ‒ Insights from hundreds of use cases”（2018/4）

■図3-5-5 AIによる主要国のGVA成長率の増加

出典：Accenture ”How AI boosts industry profits and innovation”（2017/6）

　PricewaterhouseCoopers（英国、PwC）の調査※66によると、AIにより世界のGDPは2030
年には14％以上増加（15.7兆ドル増加）し、中国では26.1％（7兆米ドル相当）、北米では14.5％
（3.7兆米ドル相当）の増加になるという可能性が示されている。
　マッキンゼー・グローバル・インスティテュートは、AIがビジネスにどのような影響を及ぼすか
を航空会社、Eコマースなど19の産業分野の400事例を分析※67し、年平均3兆5,000億ドル～5兆
8,000億ドルの経済的価値を創出すると予測した。特にインパクトが大きい産業分野としては旅行
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■図3-5-6 AIが与える産業ごとのインパクト（年間）

◆参考文献
［ 1 ］ 富士キメラ総研『2018工知能ビジネス総調査』, 2018

出典：Exhibit from “NOTES FROM THE AI FRONTIER INSIGHTS FROM HUNDREDS OF USE CASES”,
April 2019,McKinsey Global Institute,www.mckinsey.com. Copyright ©2018 McKinsey & Company, All rights reserved. Reprinted by permission.

業や小売業が上がっている（図3-5-6）。また、調査事例の69%がディープニューラルネットワーク
の活用により成果を向上可能と述べている。
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　本章で示すように、各産業分野においてのAI利用は着実に進展しており、実証実験レベルのみな
らず、多くの実用化事例も見られる。注目分野である自動運転に関しては、国内外で積極的な取組み
が進んでおり、政府も支援している。今後、安全についての検証性や説明性、社会の受容性などの課
題解決を行い、実用化を進めていく必要がある。
　国別の状況を見ると、中国のAIへの取組み姿勢が顕著であり、AIベンチャーの勃興や中国政府の
AI産業に対する積極的な支援策などにより、米国を追い越す勢いである。対して日本はAI分野にお
いて米中に大きく水をあけられている状況といえる。国内外のAI市場に関しては、昨年に比べやや
緩やかではあるが、依然として高率の伸びを見せており、今後も有望な市場と考えられる。
　なお、IPAがユーザー企業に対して行ったアンケート（資料A 企業におけるAI利用動向アンケー
ト調査）では、AIの導入目的について効率化や生産性向上が上位となっており、収益向上への期待が
うかがえる一方、実際の導入状況は導入済みが3.1%、実証実験中が7.1％と低く、導入への慎重姿
勢も見受けられる。AIを適用する業務分野については、社内業務・一般業務から、コールセンター・
問合せ対応、データ分析の高度化、営業・マーケティングなど幅広いニーズが挙げられている。AI
導入の課題としては、「AIについての理解が不足している」が突出しており、ユーザー企業のAIリテ
ラシー向上の必要性が明らかになっている。
　今後もAIの国内外／産業別のAI利用状況を調査し、経年比較・分析を行うことにより、産業別・
応用領域別のAIの社会実装状況の把握、実装課題の抽出、世界における日本のAI産業の立ち位置の
明確化などを行っていくことが必要である。

今後の展望3.6
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　AIの研究開発及び利活用において、世界で最も先行するのは米国である。Google、
Facebook、Amazon、Microsoft、AppleなどWeb上にビッグデータを持つ大手企業が、
AI、特にディープラーニング技術の研究開発に必要となるビッグデータの収集とAIによる分析、
自社サービスへのフィードバックと一層の精度向上を繰り返している。米国には、大手企業だけで
はなくAIベンチャー企業も数多くあり、米国AIのイノベーションに寄与している。これらの企業
の取組みは、インターネットから始まったが、Googleがグループ傘下のWaymoで自動運転、
Sidewalk Labsでスマートシティに取り組むなど現実社会にも進出を図っている。Amazonは、
2018年1月にシアトルでAIやIoT技術によって無人化した店舗Amazon Goの第1号店をオープ
ンさせた。デバイスの販売でも、Amazon Echoの提供とそのエコシステムの拡大により、スマー
トスピーカー市場で強力なポジションを獲得している。
　これに対して、米国に迫る勢いで存在感を増しているのが中国である。中国では、米国とも日本と
も異なるAI産業の発展の状況がみられる。AI企業としては、「BAT」※1と呼ばれる3社がよく知られ
るが、ベンチャー企業も数多い。CB Insightsが2017年12月に発表したAI分野で活躍する全世
界のスタートアップ企業「THE AI 100 2018」の100社を国別に見ると、米国が76社で最も多く、
2位が中国の8社、日本から選出されているのはPreferred NetworksとLeapMindの2社である。
　中国の急成長の背景には、政府による積極的かつスピーディな政策の推進と支援の実施、膨大な人
口とインターネットやスマートフォンの利用者数、スマートフォンによる決済やネット通販、監視
カメラネットワーク、音声などビッグデータの活用、多くの若手AI技術者の育成などがある。中国
政府は、2017年7月に「新世代人工知能発展計画（次世代の人工知能開発プラン）」として方針を発表
し、「（中国は）2020年までに世界トップレベルのAI技術を持つ国になり、2030年までに世界のAI
イノベーションの中心地になる」としている。その後、2017年11月には4つのターゲット分野を定
め、各分野のAIリーディングカンパニーを選定し、開発を後押ししている。この4分野とそれに対
応する企業名は、医療分野がTencent、スマートシティがAlibaba、自動運転がBaidu、音声認
識はiFLYTEKとなる。
　一方で日本は、世界的な社会・経済の競争力強化を支えるAIにおいて後れを取っているといえる。
とはいえ、ビッグデータと強力なコンピューターパワー、豊富な資金力や人的資源を背景とした米国
や中国と同じ土俵で争うことは難しい。また、一般の企業においてはAIへの関心は高いものの、本
章「資料A」に示すIPAの調査によると利用率は3％（実証実験を行っている企業を含めても1割）に
すぎず、AIに対する理解不足も課題となっている。本節で紹介する先行する海外企業の技術やサー
ビスを積極的に利用しながら、日本の強みを発揮できる分野で社会実装を加速させることが不可欠で
あろう。世界一のスピードで少子高齢化が進む日本においては、AIは労働力不足への対応、労働生
産性の向上、高齢者のサポートなどの課題解決に向けた切り札となりうる。規制緩和、法制度の整備、

本書を作成するにあたって実施した利用動向や制度政策動向の調査においては、中国の政府
や企業がAIに注力する状況が顕著に現れていた。そこで本書では、その勢いや方向性を感じ
取れるよう、中国のAI動向を特集としてとりまとめることとした。

データで見る中国のAI動向

※1　Baidu：百度（バイドゥ）、Alibaba：阿里巴巴（アリババ）、Tencent：騰訊（テンセント）の3企業を指す。

特集
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ベンチャーのインキュベーション、人材育成など課題は多いが、海外の動向を参考に、官民をあげた
取組みとして積極的に推進していくことが肝要である。

　また、同レポートは、顔認証やAIチップの分野への投資が拡大していると指摘している。
　顔認証の分野の主要プレイヤーは、Megvii（Face++旷视科技）、SenseTime（商湯科技）、
CloudWalk（云从科技）である。最大の資金を得たのはMegviiで、2017年10月に4.6億ドルを
調達した。また、CloudWalkは広州地方政府から資金の支援を受けた。表3-F-1にそれらのスタ
ートアップの資金調達状況を示す。

1 世界におけるAIの動向と躍進する中国　
（1）AIスタートアップ企業の資金調達状況
　米国調査会社のCB Insightsが2018年2月に発刊したレポート「State of AI 2018」によると、
2017年のAI関連のスタートアップ企業の資金調達額合計152億ドルのうち、中国の占める比率が
48％となり、米国の38％を超えて世界一となった（図3-F-1）。同レポートによると、2016年の比
率では中国は11.3％であり、急速に拡大したことが分かる。

■図3-F-1 2017年AIスタートアップ資金調達額の国別割合

出典：「State of AI 2018」CB Insights（2018年2月）

US vs China total equity funding to startups in 2017

Other
13%

US equity funding share
38%China equity funding share

48%

■表3-F-1 中国顔認識技術スタートアップの資金調達状況

出典：各種公開資料より作成

企業名 本社所在地 設定 資金調達状況

Megvii 北京 2011年 2017年10月に4.6億ドルを調達

SenseTime 北京 2014年 2017年7月に4.11億ドルを調達

CloudWalk 広州 2015年 広州の地方政府から3.01億ドルを調達
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　中国が官民をあげて推進するのは、顔認証技術やAIチップに留まらず、AI技術全般である。中国
科学技術部は、2017年11月に「次世代AI発展計画推進弁公室」を設立し、第1期国家次世代AI開放・
革新プラットフォームとして医療、スマートシティ、自動運転、音声認識の4分野の発展を図る計画
を定めた。顔認証技術やAIチップは、要素技術として、公安・交通・金融・教育・軍事など、中国
政府が主導する分野でも応用されやすいため、早い時点で投資が進んでいると推測される。

（2）未公開企業の潜在力
　CB Insightsが2017年12月に公開したレポート「The AI 100 2018」では、世界の株式非公
開のAI関連企業の中から注目企業100社を選出している。同社によると、資金調達、投資元、採用、
ニュースやSNSでの露出、Webトラフィック、提携、関連マーケットなど各種データを活用する
アルゴリズムを使って選んでいるという。
　国別では、入選企業の多い順に表3-F-2のとおりとなった。米国が76社と他国に比べて圧倒的に
多く、2位は中国で8社選出されている。「The AI 100 2017」では1位米国78社、2位中国4社で
あり、中国が存在感を増していることがうかがえる。

　中国AI企業の実態を鑑みるにあたり、同じCB Insights社が日々更新しているユニコーン・カン
パニーに関する別の資料も参照する。ユニコーン・カンパニーとは、評価価値十億ドル以上の有望な
未公開企業を指すが、こちらの企業の多くがAI技術を駆使して事業展開しているため、中国AI市場
の実態を把握するのに一見に値すると思われる。2018年10月10日現在、このリストに278社収録
されており、国別で見るとトップ5は表3-F-3のとおりである。
　中国のユニコーン・カンパニーは79社（全企業数の28.4％）であり、評価価値合計は2,580.7億
ドル（入選企業価値合計の29.6％）に達し、他の国を遥かに凌いで米国を追う姿勢を示している。こ
のリストに入選された日本のユニコーン・カンパニーは1社（Preffered Networks）のみである。

■表3-F-2 「THE AI 100 2018」国・地域別企業数

出典：「THE AI 100 2018」CB Insights

国・地域 企業数

米国 76社

中国（香港を含む） 8社

イスラエル 4社

イギリス 5社

日本 2社

カナダ 2社

フランス 1社

スペイン 1社

台湾 1社
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　1991年からの新規設立社数推移（図3-F-3）で見ると、米国は2013年（148社）、中国は2015
年（166社）にピークを迎えた。2014年以降は、中国の新規設立社数が米国を上回る傾向にある。
中国で最も早く設立されたAI企業の設立年は1996年とされており、米国から5年間後れを取って
いるが、中国AI企業の勢いは強い。

■表3-F-3 ユニコーン・カンパニー（AI分野に限らない）の国・地域別企業数

出典：CB Insights社「THE Global Unicorn Club」（2018年10月10日参照）より作成

（3）米国と中国のAI関連企業数
　騰訊研究院（Tencentグループ）の調査によると、2017年6月末段階で、全世界でAI事業に携わ
る企業は約2,542社存在し、内訳としては米国1,078社（構成比約43％）、中国592社（同約23％）、
その他（スウェーデン、シンガポール、日本、イギリス、オーストラリア、イスラエル、インドなど
の国の合計）872社（同約34％）であった（図3-F-2）。

■図3-F-2 米国と中国のAI関連企業数

出典：騰訊研究院資料をもとに作成

No. 国・地域 企業数

1 アメリカ 132社

2 中国 79社

3 イギリス 14社

3 インド 14社

5 ドイツ 6社

その他（2社以下の国の合計） 33社

合計 278社

全世界合計
2,542社

（2017年6月末時点）

アメリカ

43%

23%
中国

34%
その他合計
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（4）AI分野の特許出願数
　AI分野の特許出願数は、米国が世界第1位、中国が世界第2位となっている。経済産業研究所「人
工知能等が経済に与える影響研究」プロジェクトの「人工知能技術の研究開発戦略：世界特許分析に
よる実証研究」によると、2015年～2016年の年平均AI関連特許出願数は、出願先国別に見ると、
米国（USPTO：米国特許商標庁）1,550件、中国（SIPO：中華人民共和国国家知識産権局）306件、

■図3-F-3 1991年以降の中国・米国AI関連企業新規設立社数の推移

出典：騰訊研究院資料に加筆
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　さらに、分野別の企業数を見ると、基本的には米国企業のほうが社数は多いが、図3-F-4のとおり、
知能ロボットと音声認識においては、中国企業のほうが多い。

■図3-F-4 2017年分野別の中国・米国AI関連企業数

出典：騰訊研究院資料をもとに作成

画像解析とコンピュータービジョン

252

146

61

92

35

51

125

31

14

36

241

190

144

91

91

41

33

24

マシンラーニング

自然言語処理

知能ロボット

インテリジェンスドローン

テクノロジープラットフォーム

音声認識

プロセッサー／チップ

自動運転／ADAS

米国中国

4
3

14
9

42

107

116

292



日本（JPO：経済産業省特許庁）96件、PTC（国際特許）234件、欧州（EPO：欧州特許庁）102件
である（表3-F-4）。

※2　独立行政法人経済産業研究所『人工知能技術の研究開発戦略：世界特許分析による実証研究 RIETIディスカッション・ペーパー：
17-E-066「Trends and Priority Shifts in Artificial Intelligence Technology Invention: A global patent analysis」』 
藤井秀道・馬奈木俊介（2017年5月）

■表3-F-4 出願先別AI関連特許取得数（2015～2016年の年平均）

出典：経済産業研究所「人工知能技術の研究開発戦略：世界特許分析による実証研究」※2をもとに作成

AI技術分野 米／USPTO 中／SIPO 日／JPO PTC 欧／EPO

生物学（ニューラルネット等） 259 232 40 104 42

知識 738 45 25 58 26

数学 194 14 5 16 12

その他（量子コンピューティング等） 359 15 26 56 22

合計 1,550 306 96 234 102

■図3-F-5 アメリカ人工知能学会での論文数の国別比較

出典：「第31回アメリカ人工知能学会報告」JST

（5）アメリカ人工知能学会の投稿状況
　JST（国立研究開発法人科学技術振興機構）のレポートによると、2017年2月に開催され
た、AIに関する米国で最大規模の会議「アメリカ人工知能学会AAAI（Association for the 
Advancement of Artificial Intelligentce）」において、中国からの投稿数が31％と米国の30
％を抜いた（図3-F-5）。日本は、投稿数で中国、米国、オーストラリア、シンガポールに次いで6位
である。参加者を国籍別にみても、1,833名中米国964名（2016年708名）、中国275名（同156
名）、日本92名（同48名）、韓国68名（同15名）、英国51名（同44名）である。参加者の5割以上が
米国であるが、中国は15％を占め、人数の伸びも大きい。JSTは「中国が質量共に存在感を高めてい
る」とコメントしている。
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2 中国人工知能市場規模　
（1）市場規模推移
　艾媒諮詢（iiMedia Research）の調査によると、2017年末時点で中国の人工知能市場の規模は
150億人民元を突破。かつ成長率も再び50％強を記録し、過去最高を更新した（図3-F-6）。米国に
比べて、中国の人工知能産業は発足が遅いものの、大手有力企業が牽引役を果たして注力した結果、
４～５年の間産業全体的に著しく成長した。また、今後の数年間にも高い伸びを示すと見られている。

　見た目の市場規模はそれほど大きくないともみえるが、多くのベンチャー企業は技術開発中で製品
実用化に至っていないことを考慮すると、実際はさらに大きい市場が潜んでいるという見方もでき
る。それを裏づける事実として、ここ数年AI市場へのファンド投資は既存市場規模を上回るほどの
規模で、米国・中国の2国中心に行われた経緯がある。

（2）ベンチャー投資額推移
　烏鎮智庫社の発表にもとづき、直近５年間の全世界と中国のベンチャー投資実績（投資額、投資件
数）を図3-F-7、図3-F-8に示す。2013年から、世界全体に占める中国のベンチャー投資額や投資
件数ともにその構成比が急増し、2016年Q2時点では17％前後を占めるようになったことが分かる。

■図3-F-6 2014～2019年中国人工知能市場規模推移

出典：艾媒諮詢（iiMedia Research）資料より作成

400

350

300

2014年
0

50

250

200

150

100

60%

0%

50%

30%

40%

20%

10%

2019年（予測）2018年（予測）2017年（見込み）2016年2015年

成長率

市場規模

（億元） （%）

51.7

35.78%

70.2
100.6

152.1

238.2

344.3

42.30%

51.19%

56.61%

44.54%

294



　また、1件当たりの投資額で見た場合、2013年以降中国ベンチャー企業の融資能力はますます世
界平均値に近づき、アメリカなど主要先進国と同期した形で推移しているといえる（図3-F-9）。

■図3-F-7 2012～2016年世界・中国人工知能関連ベンチャー投資額推移

出典：烏鎮智庫社の公開資料より作成　

■図3-F-8 2012～2016年世界・中国人工知能関連ベンチャー投資件数推移

出典：烏鎮智庫社の公開資料より作成
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■図3-F-9 2012～2016年世界・中国人工知能関連ベンチャー投資平均投資額推移

出典：烏鎮智庫社の公開資料をもとに作成

　一方、ITJUZI社の統計によると、2017年6月末で、中国AI市場へのファンド投資額は米国の
51.1％に次いで、世界全体の33.1％を占めるようになった。

3 中国のAIリーディングカンパニー　
　中国のAI企業は、今や全世界においても存在感を強めている。
　本特集の「1.（1） AIスタートアップ企業の資金調達状況」で紹介したように、中国政府は、2017
年11月に「次世代AI発展計画推進弁公室」を設立し、第1期国家次世代AI開放・革新プラットフォ
ームとして医療、スマートシティ、自動運転、音声認識の4つのターゲット分野を定めた。その際、
各分野のリーディングカンパニーを選定し発表した。それらは、医療分野がTencent、スマートシ
ティがAlibaba、自動運転がBaidu、音声認識はiFLYTEK（アイフライテック）  である。BAT以
外で選ばれたiFLYTEKは、1999年12月に安徽省合肥で設立されたAIベンチャーだが、中国語の
音声認識の分野では実績豊富で、高精度の技術を開発している。音声認識のみに留まらず、2017年
8月に精華大学とiFLYTEKが開発したロボットが中国の医師国家試験の筆記テストに合格したこと
が話題になったが、これは大量の医学知識を学習したうえで、テストの問題と選択肢について分析を
行い、回答を出す技術が発揮された結果である。
　BAT3社やiFLYTEKはいずれも株式を上場しており、その上場情報を表3-F-5に示す。各社は
自社の強みを発揮し、AI市場において先手を打った施策を進めている。
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　以下、その4社について、産業領域（インフラ、テクノロジー、アプリケーション）にまたがる産業
チェーン）の構築状況、AI研究所の設立状況、人材育成策、AI業界のM&Aの4項目について、取
組みを整理する。

（1）Baidu　
　2017年7月、Baiduは「百度AI開発者大会」で、「All in AI」戦略を打ち出した。数多くの第三
者AI技術開発者とともに、自社の未来をすべてAIにかけ、中国AI市場の未来を切り開いていくと
表明した。

●産業チェーン構築
　Baiduは、モバイルインターネット市場で取った後れをAIで取り戻そうという志向が強く、
BATの中で最もAIに注力しており、数多くの製品・プラットフォームを展開している。表3-F-6に、
Baiduの各製品をインフラ、テクノロジー、アプリケーション等の産業領域別に整理した。

■表3-F-5 リーディングカンパニー4社の上場情報

出典：各種公開資料より作成

会社名 上場時期 上場場所 銘柄コード

Baidu 2005年8月5日 米NASDQ BIDU

Alibaba 2014年9月19日 米NYSE BABA

Tencent 2004年6月16日 SEHK TCEHY

iFLYTEK 1999年12月30日 SZSE 科大訊飛

●AI研究所の設立
　2013年当時、Baiduの研究院長であった余凱氏は「All in AI」戦略を貫くよう提案し、表3-F-7
に示すように、同社はこれまで数多くのAI関連研究所を設立してきた。なお、表3-F-6に示した製
品の多くは、これらの研究所の成果物である。

■表3-F-6 BaiduのAI産業チェーン構築

出典：各種公開資料より作成

領域 主要製品

インフラ層 DuerOS用チップ

テクノロジー層 ①Paddle- Paddle（深層学習プラットフォーム）
②BML（機械学習プラットフォーム）

アプリケーション層

B2B

①Appolo計画（自動運転用ソフトウェア開発プラットフォーム）
②DuerOS（対話式AI型OS）
③BaiduBrain（総合的AI開発プラットフォーム）
④Deepspeech2（音声認識システム）

B2C

①百度識図（画像認識）
②百度自動運転車
③度秘（Duer）（パーソナルアシスタント）
④DuLight（視覚障害者専用パーソナルアシスタント）
⑤BaiduEye（ウェアラブルデバイス）
⑥Dubike（AI自転車）
⑦DuLife（ウェアラブルデバイス）　等
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（2）Tencent　
　Tencentは、BaiduほどAIに対して先駆的ではなかったが、2016年後半からついに本格的に
市場参入した。2017年11月の「テンセントグローバルパートナーズ」で初めてTencentのAI戦略
「Al in All」を公表し、AI技術を同社の強みであるアプリケーション（ゲーム、SNS等）に活用し、
マネタイズを重視した目標を強調した。
　Baiduと同様に、産業チェーン構築、AI研究所、人材育成、M&A活動を、それぞれ表3-F-9、
表3-F-10、表3-F-11、表3-F-12にまとめる。

■表3-F-7 BaiduのAI研究所

出典：各種公開情報より作成

■表3-F-8 AI業界におけるBaiduのM&A活動

出典：各種公開資料より作成

●人材育成
　Baiduでは、研究所設立とともに2014年から「少帥計画」を公表し、30歳以下の優秀技術系社員
向けに百万元以上の年収を約束した。そのため、短期間に数百人に及ぶAI人材がBaidu社に殺到す
るようになった。しかしその後、大きな人事異動など様々な要因からAI人材がBaiduを離れ、転職
または独立してベンチャーを立ち上げるケースが多くみられた。中国AI市場に数多くのベンチャー
企業を送り込んだという意味ではBaiduは大きく貢献したと言える。

●AI業界におけるM&A
　Baiduは、「All in AI」戦略の実行スピードを上げるため、対外的な投資・買収を数多く実施して
いる。表3-F-8にその活動を示す。

設立時期 場所 研究所名

2013年1月 北京 深層学習研究室

2014年3月 シリコンバレー AI研究室

2014年7月 北京 ビッグデータ研究室

2017年1月 北京 AR研究室

2017年6月 シリコンバレー 度秘事業部シリコンバレー研究開発チーム

時期 種類 研究所名

2016年12月

買収

マーケティングの北京受教信息科技有限公司を約1億元で買収

2017年2月 音声技術の涂鴉科技（TUYA SMART）を約1億ドルで買収

2017年4月 米コンピュータービジョンベンチャーのxPerceptionを買収

2017年7月 音声ベンチャーのKitt.AIを買収

2013年4月

投資

音声技術のsinovoiceに投資

2014年12月 イスラエルの映像キャプチャーのPixellotに300万ドルを投資

2016年9月 Baidu Ventureを設立し、AR・VRなど新技術のために2億ドルを用意

2017年2月 VR／AR／MR関連の3Dイメージングの8iに2,700万ドルを投資

2018年2月 CITICなどと共同でスマート家電のbroadlinkに総額3.43億人民元を投資
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■表3-F-9 TencentのAI産業チェーン構築

出典：各種公開資料より作成

領域 主要製品

インフラ層 無し

テクノロジー層
① Tencent cloud（AIクラウドサービス）
② Angel（高性能コンピューティングプラットフォーム）
③ NCNNＮ（深層学習プラットフォーム）

アプリケーション層

B2B
① 雲捜（検索技術プラットフォーム）
② 文智（中国語言語理解プラットフォーム）
③ 優図（画像認識型ディープラーニングプラットフォーム）

B2C

① Wechat AI（音声認識・自然言語処理・画像認識ツール）
② DREAMWRITER（ニュース編集機）
③ 絶芸（囲碁AI）
④ 天天P図（画像編集）
⑤ 叮当（パーソナルアシスタント）

■表3-F-10 TencentのAI研究所

出典：各種公開資料より作成

分類 上場時期 場所 研究所名

自社研究所

2012年12月 深セン 優図実験室

2015年7月 深セン 知能計算・検索実験室

2016年11月 深セン 人工智能実験室

2017年7月 シアトル シアトルAI実験室

共同研究所
2015年4月 哈爾賓 騰訊-哈爾賓工業大学共同実験室

2015年11月 香港 微信-香港科技大学共同実験室

出典：各種公開資料より作成

■表3-F-11 Tencentの人材育成策
時期 施策

2017年5月 香港中文大学Computer Science&Engineering学科の教授賈佳亜氏を特別採用

2016年11月～2017年3月
前後して、元百度研究院副院長 張潼氏を人工智能実験室主任に、元Microsoft Research Asia
研究員 兪棟氏を副主任に、元IBM技術者 劉威氏をコンピュータービジョンセンター総監にそれ
ぞれ登用

2016年11月～現在 博士共同育成プロジェクト、Rhinocerosエリート院生計画、AI lab学術フォーラムなどを実施
し、名門大学の優秀卒業生を募集

2012 年12月～現在 Tencent cloudと優図実験室が共同で「AIアクセラレーター」を設立し、AI関連ベンチャーにインキュ
ベーターサービスを提供

■表3-F-12 AI業界におけるTencentのM&A活動

出典：各種公開資料より作成

時期 種類 活動

2013年9月

投資

入力ソフトのSougouに投資

2014年7月 AIベンチャーのScaled Inferenceに投資

2015年4月 データ分析のSkymindに数百万ドルを投資

2015年5月 医療AIのCloudMedxに630万ドルを投資

2016年2月 画面認識のDiffbotに数百万ドルを投資

2016年4月 ヘルスケアのiCarbonXに投資

2017年7月 AR／VR技術のObenに500万ドルを投資
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（3）Alibaba
　EC事業で大成功を収めたAlibabaは、AIはあくまでも技術ツールの一つであるとの認識を表明
している。中国で拡大する無人店舗や、店舗内カメラの映像を活用した顧客分析や遠隔操作による在
庫管理などを行うスマートリテールショップなどは代表的な取組みである。2017年10月には、AI
などの先端技術開発に3年で150億ドルを投じると発表した。米国、ロシア、イスラエル、シンガポ
ールに研究所を設立し、研究員を100人採用する計画である。AI、IoT、量子コンピューティング
などの研究を強化するとしている。
　以下同様に、産業チェーン構築、AI研究所、人材育成、M&A活動をそれぞれ、表3-F-13、表
3-F-14、表3-F-15、表3-F-16にまとめる。

■表3-F-13 AlibabaのAI産業チェーン構築

出典：各種公開資料より作成

領域 主要製品

インフラ層 無し

テクノロジー層 ①PAI 2.0（機械学習プラットフォーム）
②DTPAI（データマイニングプラットフォーム）

アプリケーション層

B2B

①城市大脳（都市全体管理・最適化システム）
②AliGenie（音声技術開発プラットフォーム）
③小Ai（歌手試合優勝予測）
④阿里緑網（アダルト画像検出機能）
⑤阿里万象（顧客サービスアシスト）

B2C

①天猫精霊X1（インテリジェンスステレオ）
②阿里小蜜（パーソナルアシスタント）
③安娜、小俊、糖糖（Alipayの言語理解サービス機能）
④ET機器人（音声認識、映像認識、感情分析等）

出典：各種公開資料より作成

■表3-F-14 AlibabaのAI研究所
分類 上場時期 場所 研究所名

自社研究所

2007年4月 杭州 阿里研究院

2014年10月 杭州 iDST（データ科学・技術研究院）

2016年12月 杭州 人工智能実験室

2016年3月 杭州 VR実験室

2017年7月 杭州 螞蟻金服-人工知能実験室

共同研究所
2016年10月 北京 金融科技実験室

※清華大学と螞蟻金服の共同実験室

2017年1月 カリフォルニア RISE実験室
※螞蟻金服とUniversity of California Berkeleyの共同実験室
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■表3-F-15 Alibabaの人材育成策

出典：各種公開資料より作成

時期 施策

2012年3月 「阿里星計画」を打ち出し、全世界に対し優秀人材を募集

2013年8月 Purdue University教授の漆遠を採用し、iDSTの3大責任者の一人に登用

2013年4月 元Google研究員の閔万里氏を採用し、人工知能首席科学者に登用

2014年12月 著名作家の涂子沛氏を採用し、iDSTの3大責任者の一人に登用

2014年7月 Michigan State University教授の金榕氏を採用し、iDSTの3大責任者の一人に登用

2016年7月 Microsoftパートナーの周靖人氏を採用し、Alicloud首席科学者に登用

2016年7月 IEEE Fellow受賞者の華先勝氏を採用し、iDSTのコンピュータービジョン責任者に登用

2017年5月 AI業界識者のMichael I.Jordan氏を雇用し、螞蟻金服シンクタンク首席に登用

2017年6月 元Amazonシニア科学者の任小楓氏を採用し、iDST副院長に登用

2017年3月 「NASA計画」を発表し、機械学習、AIチップ、IoT、OS、バイオ認識の新しい開発チームを構築

■表3-F-16 AI業界におけるAlibabaのM&A活動

出典：各種公開資料より作成

時期 種類 活動

2014年7月

投資

元Alibaba M Studio責任者の祝銘明氏が創立した音声識別のRokidに投資

2014年11月 深層学習のFace++に投資

2015年6月 ソフトバンク傘下のロボットベンチャーSBRHに145億円を投資

2017年8月 AIチップのcambriconに投資

2017年8月 AIチップのDeephiに投資

2017年10月 達摩院を設立し、今後の3年間で1,000億人民元を投資し、世界各地で研究所を設立予定

2017年11月 AIチップのKneronに数千万ドルを投資

（4）iFLYTEK
　iFLYTEK社は、複数のAI領域で事業を展開するBAT3社と異なり、音声認識技術に特化した
企業であり、この分野で高い実績をあげている。設立が1999年と比較的早く、2000年代からAI
の開発に取り組んでいる。MIT Technology Reviewが選出した「50 Smartest Companies 
2017」では6位にランクインしており、海外においても知名度が高い。以下同様に、産業チェーン
構築、AI研究所、M&A活動をそれぞれ表3-F-17、表3-F-18、表3-F-19にまとめる（人材育成
はコメントのみ）。
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■表3-F-17 iFLYTEKのAI産業チェーン構築

出典：各種公開資料より作成

領域 主要製品

インフラ層 音声認識チップ

テクノロジー層

①訊飛開放平台（オープンプラットフォーム）
AIUI、身分認証、ロボット、ゲームなどの業界ソリューションを提供しながら、法人・個人
開発者に訊飛のノウハウを共有し、共同で技術開発を図る。

②AIUIマンマシンインターフェースモジュール
ハードウェア・ソフトウェアを一体化させた遠距離音声識別システム

アプリケーション層

2B

■教育ソフト
①暢言智慧校園（音声コントロール対応学校管理システム）
②暢言智慧課堂（教学用ソフト）
③暢言智能語音（二言語対応教学ソフト）
④訊飛啓明標準化考場解決方案（試験現場セキュリティ管理システム）
⑤訊飛啓明網上閲卷系統（オンライン試験審査システム）
⑥訊飛啓明招生考試管理平台（学生募集・試験管理システム）
⑦国家普通語智能測試系統（中国語能力評価システム）
⑧訊飛聴説智能測試系統（聴力試験管理システム）
⑨中国少数民族漢語水平等級考試系統（少数民族向け中国語能力評価システム）
⑩音楽等級考試智能模擬測試系統（音楽専門能力評価システム）
⑪大学英語筆記考試智能閲卷与分析系統（大学生向け英語筆記試験オンライン審査システム）
⑫英語聴説智能考試与教学系統（英語聴力能力教学・試験システム）
⑬大学英語四・六級口語考試系統（大学英語能力4級・6級口頭試験システム）
⑭普通話模擬測試与学習系統（中国語能力学習・模擬試験システム）
⑮智学網（教学補佐プラットフォーム）
⑯熊宝報聴写（教科書朗読補佐ソフト）
⑰熊宝背課文（教科書暗唱補佐ソフト）
■通信業向けソリューション
①音声合成エンジン
②音声識別エンジン
③声紋識別エンジン
■ハードウェア
①暁曼機器人（知能ロボット）

2C

■ツール（ソフトウェア）
①訊飛輸入法（入力ソフト）
②録音宝（音声⇒テキスト転換ソフト）
③開心熊宝（インタラクティブ児童教育ソフト）
④霊犀（知的アシスタント）
⑤聴説無憂（英語学習ソフト）
■音楽アプリ
①個性彩鈴（カスタマイズ可能な着メロアプリ）
②蝦咪音楽Bar（音声コントロール可能なカラオケアプリ）
③叮咚智能音箱（アシスタント機能付きスマートステレオ）
④音楽語音捜索（音楽検索エンジン）
■ハードウェア
①開心熊宝雲夥伴（アシスタント知能ロボット）
②開心熊宝雲電話手表（アシスタント型ウェアラブルデバイス）
③阿爾法小蛋、阿爾法機器人（アシスタント知能ロボット）
④訊飛智能護眼灯（音声喚起可能な護眼型デスクライト）
⑤小飛魚（運転用アシスタント）
⑥暁訳翻訳機（多言語知能翻訳マシン）
⑦音声⇒テキスト転換機
⑧iTV（音声制御機能付きリモコン）
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●人材育成
　同社では、中途採用を行うことが少なく、基本的に「721育成モデル」にもとづいて人材を社内で
育成している。また、中国科学技術大学、清華大学から毎年優秀な卒業生を優先採用している。

■表3-F-18 iFLYTEKのAI研究所

出典：各種公開資料より作成

分類 時期 場所 研究所名

自社研究所

2005年 合肥 科大訊飛研究院を設立

2008年 合肥 国家863計画成果産業化基地を設立
※国家プロジェクトの請負

2010年 合肥 国家知能語音高技術産業化基地を設立

2011年 合肥 語音及語言信息処理国家工程実験室を設立

共同研究所

1980年 合肥 人機語音通信実験室を設立
※国家智能計算機研究開発中心と共同設立

2000年 合肥 中国科学技術大学、中国社会科学院と共同実験室を設立

2002年 合肥
科大訊飛エンジニアリング修士クラス、科大訊飛科学研究ワークステーション、軟件学院
育成基地の3つを設立
※中国科学技術大学と共同設立

2005年4月 合肥 Nuanceと共同実験室を設立

2006年 北京 清華―訊飛音声技術共同実験室を設立

2014年 合肥 中国声谷を設立
国有企業である安徽省信息産業投資控股有限公司と共同設立

■表3-F-19 AI業界におけるiFLYTEKのM&A活動

出典：各種公開資料より作成

時期 種類 活動

2014年8月

投資

業務用ロボットの雲迹科技に投資

2016年4月 知的ロボットのRooboに投資

2016年8月 AIチップのcambriconに投資

2016年10月 教育用VRの訊飛幻境に投資

2016年11月 知能テレビゲームの小Y游戯に投資

2017年1月 英語作文分析ツールのRealSkillに投資

2017年5月 知能化ステレオの叮咚音響に投資

2017年6月 音声制御マウスの咪鼠科技に投資

2017年8月 自動運転の主線科技に投資

2018年1月 AI情報メディアの機器之心に投資
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■表3-F-20 CB InsightS「The AI 100 2018」に選ばれた中国AIベンチャー8社の概要

出典：各種公開情報より作成

　このほかにも、多くのAIベンチャー企業が活動している。表3-F-21は、①自然言語処理、②マ
シンラーニング、③画像解析とコンピュータービジョン、④音声認識、⑤プロセッサー・チップ・セ
ンサー、⑥知能ロボット、⑦テクノロジープラットフォーム、⑧インテリジェンスドローン、⑨自動
運転／ADAS、⑩知的インタラクティブシステム等10分野の有力ベンチャー企業をまとめたもので
ある。

社名 分野 概要

Beijing Byte Dance Telecommunica-
tions （北京字節跳動科技）

ニュース＆
メディア

SNSや閲覧傾向の分析などから個人の好みを把握し、独
自のデータマイニングやレコメンド技術を利用したニュ
ース情報アプリを提供。

Cambricon Technologies Corporation
（寒武紀科技） ハードウェア ディープラーニング用のチッププロセッサーである

Cambricon-1Aを提供。

CloudMinds Technology（達闥科技） ロボティクス
クラウドベースのスマートロボット、クラウドネットワ
ーク、大規模機械学習プラットフォーム、スマートター
ミナル及びロボットのコントロール技術を提供する

Megvii Technology（北京曠視科技） 業種共通 顔認識技術のプラットフォーム「Face++」の運営とモバイル
ゲームスタジオを運営する。

Shanghai Liulishuo Information Tech-
nology （流利説） 教育

世界有数のAIを活用した教育サービスのテクノロジーを持
つ。主力製品のLiulishuoは、ディープラーニングを用いて開
発されたAI英語教師アプリで、パーソナライズされた適応学
習機能を持つ。

Mobvoi（羽扇智） 業種共通

音声認識技術を有し、音声検索機能を持つスマートウオッ
チTicwatchや、飛行機・電車・レストラン・ホテル・旅行者
用のナビゲーションなどの情報を提供するツールChumen 
Wenwenを提供する。

SenseTime group（商湯科技） 業種共通
ディープラーニング技術をコンピュータービジョンに適用し、
顔認識技術を開発する。モバイル、金融サービス、セキュリテ
ィ、自動運転などの分野に画像認識技術を提供する。

UBTECH Robotics（優必選科技） ロボティクス 人型ロボットの開発における有力企業。

4 中国の有力AIベンチャー企業
　前項で説明したリーディングカンパニー4社に加え、中国のAIベンチャー企業も、各分野におい
て猛スピードで成長しており、そのうちの多くはグローバルにおいても高い競争力を持っている。特
に知能ロボット、音声認識の2分野においては、中国ベンチャー企業の数も多く、中国国内の膨大な
ユーザー数（例えば携帯電話経由のネットユーザー数は11億人）にもとづくデータ量やフィードバッ
クを武器に、ユーザー体験を常に改善し、素早く最新技術を導入して開発を行っている。
　まず、本特集の「1.（2） 未公開企業の潜在力」で示した「The AI 100 2018」に選ばれた8社のベ
ンチャー企業の概要を表3-F-20に示す。
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■表3-F-21 中国有力AIベンチャー企業リスト
No. ブランド名 企業名 事業分野 本部所在都市

1 trio.ai（三角獣） 三角獣（北京）科技有限公司

自然言語処理

北京
2 来也 北京来也網絡科技有限公司 北京
3 語義Cloud 聚熵信息技術（上海）有限公司 上海
4 半個医生 杭州蕙泉健康諮詢有限公司 杭州
5 BOSON 上海玻森数拠科技有限公司 上海
6 商鵲網 南京雲在商鵲信息科技有限公司 南京
7 小i機器人 上海智臻智能網絡科技股份有限公司 上海
8 風報 上海風報企業征信服務有限公司 上海
9 風語者機器人 北京中通網絡通信股フェン有限公司 北京

10 頭条 北京字節跳動科技有限公司 北京
11 GOWILD 深セン狗尾草智能科技有限公司 深セン
12 易手邦 北京中微通信息技術有限公司 北京
13 CLOUD CLONE 杭州云分身機器人科技有限公司 杭州
14 第四範式 第四範式（北京）技術有限公司

マシンラーニング

北京
15 BAIDU IDL 北京百度網訊科技有限公司 北京
16 ALI IDST 阿里巴巴（中国）網絡技術有限公司 杭州
17 華為雲 華為軟件技術有限公司 南京
18 滴滴出行 滴滴出行科技有限公司 天津
19 京東 北京京東参百陸拾度電子商務有限公司 北京
20 地平線 深セン地平線機器人科技有限公司 北京
21 DIX 深セン市騰訊計算機系統有限公司 深セン
22 TUPUTECH 広州図普網絡科技有限公司

画像解析と
コンピュータービジョン

広州
23 SENSETIME 北京市商湯科技開発有限公司 北京
24 YITU 上海依図網絡科技有限公司 上海
25 Yi+ 北京陌上花科技有限公司 北京
26 FACE++ 北京曠視科技有限公司 北京
27 DeepGlint 北京格霊深瞳信息技術有限公司 北京
28 ReadSense 上海閲面網絡科技有限公司 上海
29 雲从科技 広州雲从信息科技有限公司 広州
30 PERCIPIO.XYZ 上海図漾信息科技有限公司 上海
31 MALONG 深セン碼隆科技有限公司 深セン
32 DeepCare 北京羽医甘藍信息技術有限公司 北京
33 酒咔嚓 佛山市咔嚓購信息技術有限公司 佛山
34 intell ifusion 深セン雲天励飛技術有限公司 深セン
35 infer VISION 北京推想科技有限公司 北京
36 12siama 図瑪深維医療科技（北京）有限公司 北京
37 TURNICON 図麟信息科技（上海）有限公司 上海
38 UNISOUND 北京雲知声信息技術有限公司

音声認識

北京
39 YOUNGTONE 上海優同科技有限公司 上海
40 車蘿卜 北京楽駕科技有限公司 北京
41 思昂教育 北京凌声芯語音科技有限公司 北京
42 科大訊飛 科大訊飛股フェン有限公司 合肥
43 AISPEECH 蘇州思必馳信息科技有限公司 蘇州
44 捷通華声 北京捷通華声科技股フェン有限公司 北京
45 雲歌信息 杭州雲歌信息科技有限公司 杭州
46 馳声 蘇州馳声信息科技有限公司 蘇州
47 出門問問 北京羽扇智信息科技有限公司 北京
48 ThinkIT 北京中科信利技術有限公司 北京
49 OLAMI 威盛電子（上海）有限公司 上海
50 DEEPHi 北京深鑒科技有限公司

プロセッサー・
チップ・センサー

北京
51 VIMICRO 北京中星微電子有限公司 北京
52 Cambricon 北京中科寒武紀科技有限公司 北京
53 NVIDIA 商輝達半導体（上海）有限公司 上海
54 MEDIATEK 聯発博動科技（北京）有限公司 北京
55 地平線 深セン地平線機器人科技有限公司 北京
56 NOVUMIND 北京異構智能科技有限公司 北京
57 大立科技 浙江大立科技股フェン有限公司 杭州
58 CISTA 上海芯摂達科技有限公司 上海

（続く）
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出典：各種公開資料より作成

5 個別技術分野ごとの有力企業　
　中国の有力AIベンチャー企業の中から個別技術分野ごと（ロボット、ドローン、音声認識、自然言語処理
技術、自動運転、Deep Learning、CVIP（Computer Vision and Image Processing））に抽出し、
資本金設立時期などの企業主要諸元、主要製品・技術及びその会社の強みを説明する（表3-F-22～表
3-F-28）。

59 SAISUN 瀋陽新松機器人自動化股フェン有限公司

知能ロボット

瀋陽
60 DFROBOT 上海智位機器人股フェン有限公司 上海
61 EFORT 埃夫特智能装備股フェン有限公司 蕪湖
62 TAMI 塔米智能科技（北京）有限公司 北京
63 UBTECH 深セン市優必選科技有限公司 深セン
64 Merber Technology 北京曼宝科技発展有限公司 北京
65 ECOVACS 蘇州科沃斯機器人電子商務有限公司 蘇州
66 Xrobot 深セン市銀星智能科技股フェン有限公司 深セン
67 roobo 北京智能管家科技有限公司 北京
68 iRayrobot 阿亦睿機器人科技（上海）有限公司 上海
69 ESTUN 南京埃斯頓自動化股フェン有限公司 南京
70 CANBOT 深セン市紫光傑思谷科技有限公司 深セン
71 BeagleData 天雲融創数拠科技（北京）有限公司

テクノロジー
プラットフォーム

北京
72 elensdata 北京一覧群智数拠科技有限責任公司 北京
73 PerfxLab 澎峰（北京）科技有限公司 北京
74 henghao data 広州衡昊数拠科技有限公司 広州
75 ideepmind 深思考人工智能機器人科技（北京）有限公司 北京
76 第四範式 第四範式（北京）技術有限公司 北京
77 DJI 深セン市大疆創新科技有限公司

インテリジェンス
ドローン

深セン
78 FLYPRO 深セン飛豹航天航空科技有限公司 深セン
79 XAIRCRAFT 広州極飛科技有限公司 広州
80 KeyShare 湖南基石信息技術有限公司 長沙
81 ehang 広州億航智能技術有限公司 広州
82 ZEROTECH 零度智控（北京）智能科技有限公司 北京
83 GDU 普宙飛行器科技（深セン）有限公司 深セン
84 JIYIUAV 極翼機器人（上海）有限公司 上海
85 SKY Intelligence 西安斯凱智能科技有限公司 西安
86 AIBIRD 武漢智能鳥無人機有限公司 武漢
87 YUNEEC 昊翔電能運動科技（昆山）有限公司 蘇州
88 AEE 深セン一電科技有限公司 深セン
89 千牛無人機 湖南千牛無人機科技有限公司 岳陽
90 MOLA 上海九鷹電子科技有限公司 上海
91 百度自動運転 北京百度網訊科技有限公司

自動運転／ADAS

北京
92 地平線 深セン地平線機器人科技有限公司 北京
93 MOMENTA.AI 北京魔門塔科技有限公司 北京
94 UISEE 馭勢科技（北京）有限公司 北京
95 Smarter Eye 北京中科彗眼科技有限公司 北京
96 Holomatic 禾多科技（北京）有限公司 北京
97 tusimple 北京図森未来科技有限公司 北京
98 MINIEYE 深セン佑駕創新科技有限公司 深セン
99 ZongMu 縦目科技（上海）股フェン有限公司 上海

100 uinnova 北京優鍩科技有限公司

知的インタラクティブ
システム

北京
101 vidoo 天津鋒時互動科技有限公司 天津
102 HISCENE 亮風台（上海）信息科技有限公司 上海
103 seengene 北京悉見科技有限公司 北京
104 NOITOM 北京諾亦騰科技有限公司 北京
105 SENSCAPE 触景無限科技（北京）有限公司 北京
106 ORBBEC 深セン奥比中光科技有限公司 深セン
107 img 北京英梅吉科技有限公司 北京
108 USENS 杭州凌感科技有限公司 杭州
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（1）ロボット：瀋陽新松機器人自動化股フェン有限公司

（2）ドローン：深セン市大疆創新科技有限公司

■表3-F-22 瀋陽新松機器人自動化股フェン有限公司の会社概要

出典：各種公開資料より作成

項目 内容

企業名 瀋陽新松機器人自動化股フェン有限公司／SAISUN

登録地 遼寧省瀋陽市渾南新区

登録資本金 156,024万人民元

企業属性 その他股フェン有限公司（株式上場済）

設立時期 2000年4月30日

ＵＲＬ http://www.siasun.com

主要製品・技術
・各種ロボット（工業用、運搬用、アシスト、掃除、特殊用途＜トラスマニピュレーター等＞、医療用、
エネルギー分野向け等）

・物流用運搬装置、自動化製造ライン、３Ｄプリンター、知的交通用装置等

強み評価

・中国科学院傘下企業
・業界初の上場市場、年商約25億人民元
・中国ロボット協会会長企業、中国ロボット標準化全体企画リーダ企業
・「第一回革新的企業」入選企業
・自動車、家電、通信、金属加工、インテリア、太陽光発電、食品・医薬、エネルギー・石油化学、紡
績・印刷・物流、教育、半導体など多数の業界において導入実績を有する。

■表3-F-23 深セン市大疆創新科技有限公司の会社概要

出典：各種公開資料より作成

項目 内容

企業名 深セン市大疆創新科技有限公司／DJI

登録地 広東省深セン市南山区

登録資本金 3,000万人民元

企業属性 有限責任公司（台湾／香港／マカオ法人独資）

設立時期 2006年11月6日

ＵＲＬ http://www.dji.com/

主要製品・技術
・民生用ドローン／専門用ドローン
・ドローン用メガネ、撮影安定システム、ドローン用パワーシステム、ドローン用コントローラー
・その他ドローン用周辺装置

強み評価
・企業価値100億米ドル以上、年間売上約180億人民元
・海外市場の売上が高く、100以上の国へ輸出
・米国におけるシェアNo.1、全世界におけるシェア約70％
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（3）音声認識：北京雲知声信息技術有限公司

（4）自然言語処理技術：蘇州思必馳信息科技有限公司

■表3-F-24 北京雲知声信息技術有限公司の会社概要

出典：各種公開資料より作成

■表3-F-25 蘇州思必馳信息科技有限公司の会社概要

出典：各種公開資料より作成

項目 内容

企業名 北京雲知声信息技術有限公司／UNISOUND

登録地 北京市海淀区

登録資本金 1,846万人民元

企業属性 有限責任公司（中外合弁）

設立時期 2012年6月12日

ＵＲＬ http://www.unisound.com/

主要製品・技術
・ハードウェア（AIチップ、スマートロボット）
・応用ソリューション（スマート家電、スマート車載、スマート医薬、スマート教育）
・「モノのインターネット」に関する協力型開発オープンプラットフォーム

強み評価

・ファンドから計約6億人民元融資し、企業価値10億米ドル、年間売上約6,000万人民元
・音声技術の関連特許を約50件登録
・安静環境下中国語音声認識正確率：約９６％
・騒音環境下中国語音声認識正確率：約８０％
・対応言語：中国語、広東語、英語、ドイツ語、スペイン語等

項目 内容

企業名 蘇州思必馳信息科技有限公司／AISPEECH

登録地 江蘇省蘇州工業園区

登録資本金 2,000万人民元

企業属性 有限責任公司

設立時期 2007年10月26日

ＵＲＬ http://cn.aispeech.com/

主要製品・技術

・音声入力ソフト
・AIOS（各OSで作動し、音声技術をパッケージングしたmeta operating system）
・応用ソリューション（スマートカー、スマート家電、スマートロボット向け）
・ヒューマニゼーション型知能音声対話技術プラットフォーム

強み評価

・Alibabaを始め、複数のファンドが約4億人民元投資
・上海交通大学と智能語音技術実験室を共同設立
・Man-Machine Interaction関連技術の論文を80以上も国際主要メディアで発表し、ISCA等から優秀賞を受賞
・AIOS（Artificial Intelligence Speech Operating System）を提供して、Alibaba系列の高徳、阿里
汽車、蝦米音楽や喜馬拉雅などと協力し、智能車載デバイス専用OSの「YunOS Carware」を共同開発
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（5）自動運転・ADAS：馭勢科技（北京）有限公司

（6）Deep Learning：北京深鑑科技有限公司

■表3-F-26 馭勢科技（北京）有限公司の会社概要

出典：各種公開資料より作成

項目 内容

企業名 馭勢科技（北京）有限公司／UISEE

登録地 北京市房山区

登録資本金 1,034万人民元

企業属性 有限責任公司（中外合弁）

設立時期 2016年2月3日

ＵＲＬ https://www.uisee.com/

主要製品・技術

■製品
・L1～L3無人運転自動車、場所限定したL4無人運転自動車、物流用無人運転自動車、自動パーキングシステム
■技術
・自動運転車用深層学習アルゴリズム、マルチセンサーによる融合的アルゴリズム、意思決定・コントロ
ールアルゴリズム、位置推定アルゴリズム

■プラットフォーム
・遠隔モニタリング・コントロールシステム、Man-Machine Interactionシステム、自動運転車用運営
システム

強み評価

・シリーズＡまで約5,000万人民元融資、設立1年目で価値５億人民元突破
・ZHENFUND、Sinovation Ventures等有力ファンドが投資
・創業メンバーにはIntel、Google出身者が多い
・Reddot Award 2017入賞
・杭州来福士広場、広州空港で無人運転自動車を運営

■表3-F-27 北京深鑑科技有限公司の会社概要

出典：各種公開資料より作成

項目 内容

企業名 北京深鑑科技有限公司／DEEPHi

登録地 北京市海淀区

登録資本金 2,000万人民元

企業属性 有限責任公司

設立時期 2016年3月3日

ＵＲＬ http://www.deephi.com/

主要製品・技術
・スマートIPC（深層学習加速モジュール）、スマートNVR／DVRモジュール（深層学習加速モジュール）
・映像構造化サーバー（深層学習加速モジュール）、深層圧縮ツールDECENT、ニューラルネットワーク
コンパイラDNNC、FPGAプラットフォームにもとづくDPU、「雨燕」深層学習処理プラットフォーム

強み評価
・Alibaba、Samsung Venturesなど大手ファンドが投資、現在まで約5億人民元を融資
・企業価値10億人民元以上
・清華大学から技術サポートを受ける、主要創業メンバーは全員清華大学出身者
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（7）CVIP：広州図普網絡科技有限公司

（1）金融：深セン市前海第四範式数拠技術有限公司

6 産業応用分野ごとの有力企業　
 中国の有力AIベンチャー企業の中から産業応用分野ごと（金融、医療、セキュリティ、家電、交通、

無人コンビニ）に抽出し、資本金設立時期などの企業主要諸元、主要製品・技術及びその会社の強み
を説明する（表3-F-29～表3-F-34）。

■表3-F-28 広州図普網絡科技有限公司の会社概要

出典：各種公開資料より作成

項目 内容
企業名 広州図普網絡科技有限公司／TUPUTECH

登録地 広東省広州市天河区

登録資本金 100万人民元

企業属性 有限責任公司

設立時期 2014年4月1日

ＵＲＬ http://www.tuputech.com/

主要製品・技術

■製品
・「最美捜衣」（衣装検索エンジン）、商業施設における顧客認識、流動分析システム
■技術
・アダルトコンテンツ識別、暴力コンテンツ識別、政治人物識別、物体・場面識別
・生放送モニタリング、顔面認識、文字認識、画像の芸術的処理

強み評価

・現在まで2億人民元強を融資
・創立者は元TencentのQQメール責任者、Wechat開発参加者
・毎日10億枚以上の画像を処理できる
・浙江大学とAI Labを共同設立、多数の動画サイトや政府機関と業務提携

■表3-F-29 深セン市前海第四範式数拠技術有限公司の会社概要
項目 内容

企業名 深セン市前海第四範式数拠技術有限公司

登録地 深セン市前海深港合作区

登録資本金 1,516万人民元

企業属性 有限責任公司（中外合弁）

設立時期 2014年9月17日

ＵＲＬ https://www.4paradigm.com/

主要製品・技術

■技術
・「AI - Driven Enterprise Core System」（企業向けAIシステム構築ツール）
・「AI Prophet [ SaaS ]」（上記システムのSaaS版）
・「PROPHET」（AI開発のオープンプラットフォーム）
■製品
・金融業界ソリューション
・10億件単位の過去取引履歴データベースにもとづく不正取引の検知、破産予測、資産予測、リスク認識流失予
防等。ユーザ一人一人にリアルタイムにプレシジョンマーケティング、人工知能にもとづくカスタマサービス

■コンサルティング
・AI構築の事前調査、企画策定、実施をオンデマンドサポート

強み評価

・Sinovation Ventures、sequoia capなど大手ファンドが投資、企業価値約5億人民元
・創業者の一人はBaidu「鳳巣システム」の元責任者
・中国工商銀行、中国銀行、中国建設銀行から戦略的投資を受けた
・光大銀行クレジットカードセンターとAI実験室を共同設立

出典：各種公開資料より作成
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（2）医療：深セン碳雲智能科技有限公司

■表3-F-30 深セン碳雲智能科技有限公司の会社概要

出典：各種公開資料より作成

（3）セキュリティ：北京曠視科技有限公司

■表3-F-31 北京曠視科技有限公司の会社概要

出典：各種公開資料より作成

項目 内容

企業名 深セン碳雲智能科技有限公司

登録地 深セン市前海深港合作区

登録資本金 1,287万人民元

企業属性 有限責任公司（中外合弁）

設立時期 2015年10月20日

ＵＲＬ http://www.icarbonx.com/

主要製品・技術 ・Meum™（デジタルヘルスマネジメントプラットフォーム）
※スマートフォンAPPを通して栄養、スポーツ、美容の３つの健康指標を監視

強み評価

・「THE AI 100 2017」入賞
・Tencentなどから14億人民元を融資、企業価値10億米ドル
・病理診断業界でSomaLogic、HealthLoop等に投資
・創業メンバーに遺伝子技術BGI出身者が複数名いる
・イスラエルAI開発企業Imagu Vision Technologiesを買収
・南欧マルタで子会社設立
・SomaLogic、HealthTell、PatientsLikeMe、AOBiome、GALT、Imagu、天津強微特生物科技有限公
司の7社と「デジタルライフアライアンス」を設立し、この7社に4億米ドルを投資

・全世界でMeum™のユーザー数は100万人突破

項目 内容

企業名 北京曠視科技有限公司

登録地 北京市海淀区

登録資本金 3,000万人民元

企業属性 有限責任公司

設立時期 2011年10月8日

ＵＲＬ https://www.faceplusplus.com.cn/

主要製品・技術

■技術
・Brain++（深層学習アルゴリズムエンジン）
■製品
・Megvii C1（顔面撮影・追跡モニタリングカメラ）
・KoalaCam（顔面認識機能付き受付ロボット）
・Face++（顔面認識人工知能開発オープンプラットフォーム）
・FaceID（顔面認識とQCR身分検証にもとづくサービスプラットフォーム）
・Image++（深層学習にもとづく画像認識サービスプラットフォーム）
■ソリューション
・セキュリティ、金融、物件管理、商業施設などの分野向けに各種顔面認識、画像認識技術サービスを導
入したトータルソリューションを提供

強み評価

・ANT FINANCIALなど有力ファンドから総額33億人民元の投資を受けた、企業価値約15億米ドル
・同社のセキュリティソリューションは万科集団、Sinovation Ventures、ANT FINANCIAL、中国民生銀
行などで導入された

・「50 Smartest Companies 2017」入賞（第11位）
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（4）家電：杭州古北電子科技有限公司

■表3-F-32 杭州古北電子科技有限公司の会社概要

出典：各種公開資料より作成

項目 内容

企業名 杭州古北電子科技有限公司

登録地 杭州市濱江区

登録資本金 1,315万人民元

企業属性 有限責任公司

設立時期 2013年7月30日

ＵＲＬ http://www.broadlink.com.cn/

主要製品・技術

■ハードウェア
・スマートリモコン、スマートコンセント、スマートWi-Fi、PM2.5モニター、スマートセンサー、スマー
トカーテン、スマート空気浄化機

■ソフトウェア
・「智慧星」（スマート家電の音声制御ソフト）
・「易控」（既存家電をリモートコントロールさせるソフト）
■ソリューション
・CloudThink（インターネットゲートウェイ、空気浄化、音声制御、セキュリティ、照明の５つを統合し
たホームオートメーションシステム）

・BroadLink DNA（ブランドをまたいだコントロール・データ共有プラットフォーム）

強み評価

・企業価値10億人民元弱、ＥＣ大手の京東も株主、シリーズDまで4.8億人民元を融資
・創業メンバー2人はメルボルン大学で博士号取得
・多数の大手家電メーカーとBroadLink DNAを通して提携し、ブランドをまたいだコントロール・データ
共有を実現

（5）交通：滴滴出行科技有限公司

出典：各種公開資料より作成

■表3-F-33 滴滴出行科技有限公司の会社概要
項目 内容

企業名 滴滴出行科技有限公司

登録地 天津経済開発区

登録資本金 5,000万人民元

企業属性 有限責任公司

設立時期 2015年7月29日

ＵＲＬ http://www.didichuxing.com/

主要製品・技術

・「滴滴出行」（グローバル・ワンストップ総合交通プラットフォーム）
　タクシー、白タク、カーシェアリング、公共バス、ドライバー代行、カーレンタル、中古車取引、自動
車保険など自動車関連のほぼすべてのサービスを提供

・「滴滴出行SDK」
　第三者向け交通サービスSDKプラットフォーム

強み評価

・企業価値500億米ドル、シリーズＦまで41のファンドから1,560億人民元を融資
・テンセント系の滴滴打車、アリババ系の快的打車が合併した巨大企業
・創業メンバーには元Alipay責任者、レノボ会長の親族がいる。
・登録ユーザー数4.5億人、年間サービス提供回数約75億回
・新エネルギー自動車や自動運転技術の開発にも注力
・Wechatの常駐機能として10億人にサービス提供
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7 AIに関する中国政府の制度、政策　
（1）中国政府のAI産業に対する姿勢
　中国中央政府の産業促進政策は、社会主義国家としての特色もあり、マクロ的な中期計画や目的志
向的な指導意見が述べられているが、今後の中国の方向性を明確化するものでもある。政策の大枠が
示された後には、地方政府を含め、実施細則、重点プロジェクト支援、コア技術、推進プロセスまで
を細かくタイムリーに指導するため、企業支援に大きな役割を果たしている。
　政府の優遇施策には、地方政府による税免除・低減、補助金、融資サポート、法律・税務面の支援、
特定プロジェクトごとの支援、中央政府と地方政府の連携による産業センターなど研究開発のインフ
ラ整備、複数の政府機関（発展改革委員会、工業信息化部、科学技術部など）が共同出資で政府系フ
ァンドを作り投資を行うものなどがある。地方政府が具体的な優遇対象を決める立場にある。ベンチ
ャー企業に対しても、事務所の提供、法律・税務面のサポート、トレーニング、さらに技術、ビジネ
スチャンスのマッチングなどを行う。ただし、中国政府は優遇策によって効果の最大化を図る目的で、
有力な大企業に優遇策を集中する傾向も見られる。
　AIなどの先端分野の産業振興に関しては、中国政府は新技術に対してとてもオープンな姿勢であ
り、国家競争力向上につながるものであるなら国を挙げて政策の方向性を考案する。政策の立案や修
正においては、多くの企業の意見を幅広くヒアリングし、十分に取り入れながら実情にあった政策と
する。政策は政府と企業が共同で作成しているともいえる。
　地方政府は、中国国内の他の地域に対して機先を制して先進の産業を育成することを狙うため、中
央政府よりさらに急進的で、実施細則の考案も迅速である。自動運転のような先進分野において、成
功事例が出れば有力企業の工場や拠点の誘致のため、先を争って土地・税収・融資などの面で大きな

（6）無人コンビニ：深蘭科技（上海）有限公司

■表3-F-34 深蘭科技（上海）有限公司の会社概要

出典：各種公開資料より作成

項目 内容

企業名 深蘭科技（上海）有限公司

登録地 上海市長寧区

登録資本金 620万人民元

企業属性 有限責任公司

設立時期 2012年8月3日

ＵＲＬ https://www.deepblueai.com/

主要製品・技術

■製品
・「quiXmart」：スマート無人小売システム
・「TakeGo」：胡麻信用と事業提携したスマート事後決済システム
・「Metamind」：スマート顧客サービスシステム
■ソリューション
・小売向け、エンタテインメント向け、ロボット向け、スマートコミュニティ

強み評価

・シリーズＡまで3.4億人民元を融資
・同社はCEOが設立した3社目のベンチャー企業
・ANT FINANCIALと業務提携
・日本、オーストラリア、ニュージーランド、米国へ市場参入実施中
・Amazon Goよりも市場参入が早い
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優遇策を提供することもありえるとみられる。
　自動運転を例に取ると、2017年7月に、Baiduの自動運転車が無許可で公道の走行試験を行い、
公安局から処罰を受けた。わずか5カ月後に北京政府は「自動運転車両道路試験促進関連工作に対す
る北京市の指導意見」と「北京市自動運転道路試験管理実施細則（試行）」を執行した。迅速な規制緩和
により、自動運転の進展を支援する方針を示したものである。
　また、工業・信息化部と地方政府がタイアップし、自動運転専用試験基地の構築にも力を入れてい
る。SAEレベル4（高度自動運転）用の試験場を含め、大手企業と地方政府の提携により構築される
ものも多い。自動運転の大規模な実証実験など、一企業だけでは行えないものは地方政府が支援を行
い、その結果データの蓄積や技術の進展が進んでいる。

（2）AI促進政策一覧
　2015年4月から今まで、中国では特に製造業のレベルアップを図り、AIを含む先進的製造技術の
導入を目指して、「中国製造2025」を中心に一連の促進政策が発表された（表3-F-35）。

■表3-F-35 AI促進政策一覧※3

No. 公布時期等 公布政策名 公布機関 政策番号

1
2015年4月から
毎年 智能製造モデルプロジェクト 工業・信息化部

工信庁装函[2015]204号                         
工信部装函[2016]261号                                       
工信庁装函[2017]215号

2 2015年5月1日 中国製造2025 国務院 国発[2015]28号

3 2015年7月1日 インターネットプラス行動の積極的推進
に関する指導意見 国務院 国発[2015]40号

4 2016年3月17日 国民経済と社会発展第十三次五カ年計画
綱要 国務院 無

5 2016年4月12日 5つの重要課題の実施指南
工業・信息化部、発展改
革委員会、科学技術部、
財政部

無

6 2016年5月18日 インターネットプラス　AI三カ年行動実
施方案

発展改革委員会、科学技
術部、科学技術部、中共
中央網絡安全和信息化領
導小組弁公室

工信部科[2017]315号

7 2016年5月20日 製造業とインターネットの融合発展の深
化に関する指導意見 国務院 国発[2016]28号

8 2016年7月28日 第十三次五カ年　国家科技創新計画 国務院 国発[2016]43号

9 2016年8月1日 中国製造2025国家級モデル区 工業・信息化部 無

10 2016年8月1日 装備製造業標準化・品質向上計画
国家質量監督検験検疫総
局、国家標準化管理委員
会、工業・信息化部

国質検標聯[2016]396号

11 2016年11月29日 第十三次五カ年 国家戦略的新興産業発
展計画 国務院 国発[2016]67号

※3　No.6の「インターネットプラス AI三カ年行動実施法案」は、中国語で「““互联网+”人工智能三年行动实施方案」であり、「互聯網＋」
　　  人工知能三年行動実施方案とも訳される。No.22の「智能汽車双発発展戦略（意見募集版）」は中国語で「智能汽车创新发展战略」であ
　　  り、「知能自動車創新発展戦略（意見徴収稿）」とも訳される。
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（3）主要政策 - 1　新世代人工知能発展計画
　この計画は中国AI産業発展の指針であり、2020年～ 2030年までを3つのステップに分け、今
後の注目分野、実現目標、AI産業市場規模、関連産業市場規模まで細かく規定している。表3-F-
36にその概要を示すが、「（中国は）2020年までに世界トップレベルのAI技術を持つ国になり、
2030年までに世界のAIイノベーションの中心地になること」を目標としている。

12 2016年12月8日 智能製造発展計画（2016-2020年） 工業・信息化部、財政部 工信部聯規[2016]349号

13 2016年12月1日 中国智能網聯汽車技術発展路線図
中国智能網聯汽車産業創
新聯盟（業界組織であ
り、政府機関ではない）

無

14 2017年1月6日 智能製造綜合標準化・新モデル応用重点
プロジェクト 工業・信息化部 工信庁装函[2017]8号

15 2017年1月23日 第一回知的生産システムソリューション
プロバイダー推薦目録 工業・信息化部 工庁装[2017]946号

16 2017年4月1日 汽車産業中長期発展計画 工業・信息化部、発展改
革委員会、科学技術部 工信部聯装[2017]53号

17 2017年6月1日 国家車聯網産業標準体系建設指南 工業・信息化部、国家標
準化管理委員会 工信部聯科[2017]332号

18 2017年7月1日 新世代人工智能発展計画 国務院 国発[2017]35号

19 2017年10月11日

2018年「インターネットプラス」、人
工智能革新発展、デジタルエコノミー等
重要モデルプロジェクトの実施に関する
通知

発展改革員会 発改弁高技[2017]1668号

20 2017年10月31日 ハイエンド智能再製造行動計画（2018
－2020年） 工業・信息化部 工信部節[2017]265号

21 2017年12月14日 新世代智能産業の発展促進に関する三カ
年計画 工業・信息化部 工信部科[2017]315号

22 2018年1月1日 智能汽車創新発展戦略（意見募集版） 発展改革委員会 意見募集中のため無し

23 2018年1月16日 智能製造標準体系建設指南（2018年
版）（意見募集版）

工業・信息化部、国家標
準化管理委員会 意見募集中のため無し

24 2018年4月10日 大学におけるAI革新行動計画 教育部 ―

25 2018年4月21日 河北雄安新区規画綱要 中国共産党中央委員会と
国務院 ―

出典：各種公開資料より作成
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※4　中国語で「新一代人工智能发展规划」という。日本では「新一代人工知能発展計画」とも訳される。

■表3-F-36 新世代人工知能発展計画の概要※4

出典：新世代人工知能発展計画より作成

時期 注目分野 目標 AI産業市場規模の目安 関連産業市場規模の目安

2020年

・ビッグデータ
・自律知能システム
・クロスミディアム知能
・群知能
・ハイブリッドエンハンス
ド知能

・AI基礎理論　等

A Iの技術・応用レベル
は世界先進レベルと同期
し、経済発展の大きな牽
引役とする。

1,500億人民元 1兆人民元

2025年

・知的生産
・インテリジェント・メデ
ィシン（医薬）

・インテリジェントシティ
（都市）
・インテリジェントアグリ
カルチャー（農業）

・国防建設
・AI関連法規制
・AI安全評価・管理監督体
系　等

A Iの基礎理論研究を飛
躍的に発展し、一部の技
術・応用レベルは世界一
流を誇り、中国産業グレ
ードアップ・発展モデル
転換の原動力とする。

4,000億人民元 5兆人民元

2030年

・脳型知能
・自律知能
・ハイブリッド知能
・群知能
・社会統治
・国防建設
・インダストリアルバリュ
ーチェーン　等

AIの理論研究、技術、応
用レベルが全体的に世界
一流を誇り、世界主要AI
革新大国を実現する。

1兆人民元 10兆人民元

（4）主要政策 - 2　「インターネットプラス」、人工知能革新発展、デジタルエコノミー等重要
モデルプロジェクトの実施に関する通知
　2017年に通知されたこの政策では、インターネットプラス、人工知能革新発展、デジタルエコノ
ミーの3分野において、優秀な大手企業がさらにスピーディに発展を遂げられるよう、補助金を付与
することを目的としている。詳細金額は未公表だが、1社当たり数百万人民元～数千万人民元、合計
数十億人民元～数百億人民元と想定される。うち、表3-F-37は人工知能革新発展関連の状況である。
このように、中国政府はAI産業にファンドよりも率先して巨額投資をする姿勢を表明している。
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（1）新世代人工知能発展計画
　まず「新世代人工知能発展計画」では人材育成に関して、表3-F-38のように規定している。

8 人材育成政策　
 中国政府はAIの国際市場における主導権を奪取するべく、リーディング人材の育成、海外からの

呼び寄せ、大学でのAI学科の開設などを通して、高度なAI人材の争奪戦に本腰を入れている。

出典：各種公開資料より作成

■表3-F-37 インターネットプラス、人工知能革新発展、デジタルエコノミー等重要モデルプロジェクトの実施に
関する通知 補助金付与対象の条件

分類 補助金付与対象分野 統括政府機関

インター
ネットプラス

①クラウドコンピューティング
・新世代クラウドコンピューティングOS産業化
・エッジコンピューティングに向けたクラウドサービスサポートプラットフォームの建設・応用
・ヘテロジニアス・コンピューティングに向けたクラウドサービスサポートプラットフォームの
建設・応用

②モノのインターネット
・位置情報にもとづいたIoT超低電力消耗チップ（モジュール）産業化・大規模応用
・自動運転、工業分野に向けたハイエンドセンサーの産業化
③「インターネットプラス」協同製造サービスプラットフォーム 各地方の

発展改革委員会、
中央管理企業

人工知能
革新発展

①コア技術の研究開発・産業化
・深層学習知的チップの産業化
・深層学習応用に向けたオープンソースプラットフォームの建設・応用
②基礎資源公共サービスプラットフォーム
・高正確性顔面認識システムの産業化及び応用
・高感度性音声認識システムの産業化及び応用
③インテリジェント無人システム応用プロジェクト
・高信頼性無人航空機製品の産業化
④知的ロボット研究開発・応用プロジェクト

デジタル
エコノミー

①行政事務情報システム統合共有応用モデルプロジェクト
②ビッグデータを採用した革新応用プロジェクト
③デジタルエコノミー公共インフラ
④中国－アセアン情報港プロジェクト
⑤「一帯一路」デジタルシルクロード建設合作プロジェクト

関連中央政府
機関、各地方の
発展改革委員会

■表3-F-38 新世代人工知能発展計画の人材育成施策

出典：新世代人工知能発展計画より作成

項目 内容

リーディング
人材の育成

・可能性のあるリーディング人材を支援・育成し、AI基礎研究、応用研究、運営保守等細分分野の専門技術
人材の育成を強化する。

・AI理論、方法、技術、製品、応用など複数分野を貫通した複合型人材、「AI＋経済、社会、管理、標準、
法律等」複数分野横断的な複合型人材育成を重視する。

・重要研究開発プロジェクト・基地・プラットフォームの建設を通して、AIのハイエンド人材を集中させ、
一部の領域においてハイレベルの研究開発チームを形成する。

・国内の革新的人材、チームに対して世界一流のAI研究開発機構との業務連携を奨励・引導する。

海外からの
呼び寄せ

・特別な採用ルートや特殊な採用優遇を執行し、AIのハイエンド人材の的確な導入を実現する。特に、神経
認知、機械学習、自動運転、スマートロボットなど国際的なトップレベルの科学者とハイレベルの開発チ
ームの導入に重点を置く。

・プロジェクト単体提携、技術コンサルティングなど柔軟的な人材導入手法を取る。
・「千人人材計画」等既存の人材導入計画を活用して、AI分野の優秀人材導入を強化する。
・ヒューマンリソース原価計算の関連政策を充実し、企業、科学研究機構の海外人材導入活動を奨励する。

大学における
AI学科の開設

・ AI分野の合理的な学科構築を充実し、国内大学でAI学院の建設を加速させ、AI専攻の博士・修士課程の募
集人数を増やす。

・国内大学には、既存の学科（特に数学、コンピューティング、物理学、生物学、心理学、社会学、法学
等）と融合して「AI＋α」式の複合型の人材育成方式を模索する。

・AI分野において産学研連携を強化し、大学、科学研究機構と企業とのAI学科の協力を奨励する。
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（2）策定中の「AI版千人人材計画」
　千人人材計画とは2008年に中国政府が決定した人材導入政策であり、国家発展と関連する戦略的
目標を巡り5～10年間をかけて、重点プロジェクト、重点学科、重点研究所、中央企業（国有企業）、
金融機構、ハイテク産業園区等を受け、さらに海外ハイエンド人材の採用（もしくは交流）を重点的
に実施することを目的とする。
　この計画は「海外高層次人材引進工作小組」という組織が統括しており、そのメンバーは中央組織
部、人力資源・社会保障部が教育部、科学技術部、中国人民銀行、国有資産監督管理員会、中国科学
院、中央統戦部、外交部、発展・改革委員会、工業・信息化部、公安部、財政部、僑務弁公室、中国
工程院、自然科学院基金委員会、国家外国専門家局、共産主義青年団、科学技術協会など多数の中央
政府機関と合同して構成されていた。さらに、「中央組織部人材工作局」で「海外高層次人材引進工作
専項弁公室」を設立し、千人人材計画の具体的実施を担当する。現在まで、12回にわたり、各分野の
優秀人材を合計6,000人採用することができた。
　AI分野の多くの専門家から、AI分野においても、「AI版千人人材計画」の実施が提唱されており、
すでに中国政府は具体的に検討し始め、近い将来に発表するという説もある。
　LinkedIn中国の公開レポートによると、中国のAI技術者のうち9％は留学・海外勤務の経験が
ある。海外から中国に採用されたAI人材の構成は表3-F-39のとおりである。

（3）中国AI人材主要育成大学TOP20
　LinkedIn中国の2017年7月の公開レポートをもとに、AI産業で働く中国人技術者の出身校をま
とめ、同じ出身校の技術者の人数順でトップ20のランキングを作成した。表3-F-40のとおり、北京（6
校）と上海（5校）の2都市に集中している。

■表3-F-39 中国における海外からのAI人材の採用実態

出典：LinkedIn中国2017年7月公開レポートより作成

国名 構成率

アメリカ 43.9％

イギリス 15.3％

フランス 10.4％

オーストラリア 7.7％

カナダ 7.1％

ドイツ 6.5％

日本 5.3％

インド 3.8％
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　中国では2017年時点で約5万人以上のAI人材を有しており、上記大学や研究開発機構（例えば中
国科学院等）からも毎年数千人のAI関連人材を輩出し、さらにアメリカをはじめとする先進国から
もAI人材の交流・採用が大規模に行われている。そのため、アメリカとの人材数の格差は縮小傾向
にあると考える。

9 倫理的問題及び安全性への対応
　中国において、AIの倫理的問題や安全性に関する理論研究は、スタートしたばかりであり、実際
の活動はまだまだこれからであると言わざるを得ない。

（1）倫理的問題
　現状では、倫理・安全性に関する理論の構築に向けて、新世代人工知能発展計画では表3-F-41の
とおり将来計画を述べている。この目標を達成するのは、早くとも2030年となる見通しである。

■表3-F-41 倫理的問題の解決目標

出典：新世代人工知能発展計画より作成

■表3-F-40 中国AI人材主要育成大学トップ20

出典：LinkedIn中国2017年7月公開レポートより作成
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ランキング 大学名 所在都市
1 上海交通大学 上海市

2 清華大学 北京市

3 北京大学 北京市

4 浙江大学 浙江省杭州市

5 復旦大学 上海市

6 北京郵電大学 北京市

7 北京航空航天大学 北京市

8 華中科技大学 湖北省武漢市

9 哈爾賓工業大学 黒竜江省哈爾賓市

10 同済大学 上海市

11 中国科学技術大学 安徽省合肥市

12 北京理工大学 北京市

13 中山大学 広東省広州市

14 武漢大学 湖北省武漢市

15 南京大学 江蘇省南京市

16 中国人民大学 北京市

17 西安交通大学 陝西省西安市

18 上海財経大学 上海市

19 上海大学 上海市

20 華南理工大学 広東省広州市

時期 倫理的問題解決目標

2020年 一部領域において、AIの倫理規範及び法規制を基礎的に確立させる。

2025年 AI関連法規制、倫理規範、政策体系を基礎的に設立し、AI安全評価・管理モニタリング能力を形成させる。

2030年 より成熟したAI関連法規制、倫理規範、政策体系を整備させる。



出典：新世代人工知能発展計画より作成

（2）安全性
　倫理的問題とも関連しているが、新世代人工知能発展計画では、具体的には以下の施策が考案され
ている。
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AI関連法律、倫理的問題、社会的問題の研究を強化し、AI産業の健康的発展に寄与できる法規制、倫理・道徳的枠組みを確立する。

AI産業と関係する民事・刑事責任特定、ブライベート・知的財産権保護、情報の安全的利用などの法律問題について研究を行い、追跡・
責任追及制度を樹立し、AIの法的組織体及びその権利、義務、責任を明確化する。

自動運転、サービス型ロボット等重点分野において、安全管理法規の研究を加速させ、新技術の高速な応用に資する法律的基礎を固
める。

AIの倫理的問題を研究し、倫理・道徳の多角視点判断構造及びMAN-MACHINE協同実施の倫理的枠組みを構築する。

AI製品の研究開発者に関する道徳規範・行為規則を制定し、AIの潜在的被害と収益の評価体制を強化し、複雑な環境における突発事
件の解決対策を考案する。

AIのグローバルガバナンスに積極的に参与し、国際的な共同課題の研究を強化することで、AI関連法規制、国際的規則に関する国際
協業を深める。

国家安全や秘密保持分野に対するAIの影響を研究・評価し、人員・技術・もの・管理を貫通した安全保護体系を整備し、AIの安全モ
ニタリング・早期警報システムを構築する。

AIの技術発展に対する予測、研究判断、追跡研究を強化し、問題意識志向で技術と産業のトレンドを的確に把握する。

リスク意識を深め、リスク評価・リスクヘッジを重視し、先手を打った予防策・引導策を強化する。短期的には就職への影響、長期
的には社会倫理への影響に注目し、AIの発展を制御可能な範囲内に抑える。

健全・公開・明朗なAIモニタリング体系を構築し、設計者責任と応用者監督を両立させた二層管理監督体系を施行し、AIのアルゴリ
ズム、製品開発、成果応用に対する全局的なモニタリングを実現する。

AI産業・企業の自粛を促すなどして管理を強化し、データの乱用、個人情報の侵害、倫理道徳に反した行為への刑罰を重くする。

AIのネットワークセキュリティ技術の研究開発、AI製品とそのネットワークの安全保護を強化する。

動態的なAI研究開発応用評価体制を構築し、AIの設計、製品とシステムの複雑性、リスク性、不確定性、説明可能性、潜在的経済影
響などの問題を巡り、体系的なテスト方法・指標体系を開発し、分野横断型なAIテストプラットフォームを構築し、AI安全認証を推
進し、AI製品・システムのコア機能の性能を評価する。



　本アンケート調査は、第5章で解説している「平成29年度AI社会実装推進調査」において実施した
ものである。本調査では、AIの導入状況をより正確に把握するために、導入していない企業に対す
る設問も厚くすることで未導入企業の回答を促している。また、ユーザー企業（AIの利用対象となる
企業）の集計からAIベンダー企業を除外することにより、AIベンダーが自社製品を社内で試用して
いるケースなどをユーザー企業に含めないようにしている。

資料A　企業におけるAI利用動向アンケート調査

A.1 調査目的及び調査概要
　企業を対象にAIの利活用についてアンケート調査を行った。調査目的と調査概要を表A-1に示す。

※1　RPA：Robotic Process Automation。ホワイトカラー職種（バックオフィス・間接部門）の業務オペレーションに対する、ソフ
　　  トウェアロボットによる業務自動化の取組み。

■表A-1 調査目的及び調査概要
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No. 項目 概要

① 調査目的 この調査は、民間企業等（事業者団体等を含む。以下「企業」という）のAIの活用実態と課題を把握
することを目的としている。

② 調査対象

・ 経済産業省の情報処理実態調査で調査対象となっている26業種（製造業、非製造業）の中から
　5,000事業者を調査対象として、質問票を郵送にて送付した。回答は郵送及びWeb受付を併用
　した（回収率7.3％）。

・  回答者の部門及び役職は経営層又は ICT関連事業部門の責任者もしくは担当者となっている。

③ 調査対象期間 2018年1月25日～ 2018年2月9日

④ 調査件数 364件（信頼水準95％としたときの標本誤差は±5.14％）

⑤ 留意点

・ 調査対象企業に小規模企業は含まれていない。また、日本の産業統計と比較すると回答企業には
　大企業が多い。

・ 本調査でいうAIにはRPA※1など、高度なAI技術でないものを含む。

・ 四捨五入の関係により、数値の合計値が一致しない場合がある。

・ 回答企業の属性について、ベンダー企業は3.8％、ユーザー企業は96.2％となっており、ベンダ
　ー企業の結果については補足的内容として記載する。

・ 複数回答と記していないものは単数回答となっている。



※2　製造業は次の業種を含む。食料品、飲料・たばこ・飼料製造業、繊維工業、パルプ・紙・紙加工製造業、化学工業、石油・石炭・プ
　　  ラスチック製造業、窯業・土石製品製造業、鉄鋼業、非鉄金属製品・金属製品製造業、電気機械器具製造業、情報通信機械器具製造業、
　　  輸送用機械器具製造業、その他の機械器具製造業、その他の製造業。非製造業は次の業種を含む。農林漁業・同協同組合、鉱業、建
　　  設業、電気・ガス・熱供給・水道業、映像・音声情報制作・放送・通信業、新聞・出版業、情報サービス業、運輸業・郵便業、卸売業、
　　  小売業、金融・保険業、医療業（国・公立を除く）、教育（国・公立を除く）、学習支援業、その他の非製造業。

A.2 回答企業の属性
　アンケートに回答した企業の属性を「図A-1業種」、「図A-2 売上高規模」、「図A-3 従業員規模」、
「図A-4 AIに対する立場」に示す。

■図A-1 業種※2

■図A-3 従業員規模 ■図A-4 AIに対する立場
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非製造業
58.5%

製造業
41.5%

n=364

n=364 n=364

■図A-2 売上高規模

n=364
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3,000人以上
12.1％

ユーザー企業
96.2％

ベンダー企業
3.8％



A.3 AIの利活用状況
　ユーザー企業にAIの利活用状況を尋ねたところ、すでに導入している企業の比率は3.1％となっ
た。「実証実験（PoC）を行っている」（7.1％）を合計しても10.2％に留まる（図A-5）。
　ただし、「利用に向けて検討を進めている」（10.0％）、「これから検討をする予定である」（16.0％）、
「関心はあるがまだ特に予定はない」（52.6％）を合計すると78.6％となり、AIに対する関心は非
常に高いといえる。
　『AI白書2017』のアンケート調査ではAIに「取り組んでいる」と回答した企業の割合は23.0％で
あり、今回の調査の「すでに導入している」と「実証実験（PoC）を行っている」を合計した10.2%よ
り倍以上高い割合となっていた。この理由としては、以下の3点が推定される。

・『AI白書2017』の調査対象が上場企業3,787社である一方、今回の調査対象は非上場企業を
含めた。売上高規模が大きい企業のほうが利用率が高い傾向にあるため、非上場企業の分、利
用率が低下した。
・本調査では、AIの導入状況をより正確に把握するため、導入していない企業に対する質問も
厚くすることで未導入企業にも回答してもらえるように工夫した。
・ユーザー企業の集計からAIベンダー企業を除外することにより、AIベンダーが自社製品を社
内で試用しているケースなどをユーザー企業に含めないこととした。

※『AI白書2017』のアンケート回答企業（国内）298社のうち「情報サービス業」が51社（17.1％）であったことに対し、本調査のユーザー企業の回
答企業350社のうち「情報サービス業」は8社（2.3％）。

※3　回答企業のうち、AIを用いたビジネスを行う企業を除いた、ユーザー企業350件が集計対象。（350件は信頼水準95％としたとき
　　  の標本誤差±5.24％）
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■図A-5 企業におけるAIの利用率※3

　「検討を進めている」、「検討予定」、「関心はある」と回答した企業において、実際にAIを導入する
場合の課題について尋ねたところ、「AIについての理解が不足している」が最多で68.4%に達した
（図A-6）。次いで「導入効果が得られるか不安である」が52.4％である。多くの企業が、AIに関心
はあっても理解できていない、また導入効果に対しても不安を持っているという状況である。

不明
0.6％

すでに導入している
3.1％ 実証実験（PoC）を行っている

7.1％
過去に検討・導入したが現在は取り組んでいない

0.3％

利用に向けて検討を進めている
10.0％

これから検討をする
予定である

16.0％関心はあるが
まだ特に予定はない

52.6％

今後も取り組む
予定はない

10.3％

n=350



■図A-7 AI導入の効果

 また、「すでに導入している」企業に、AI導入の効果を評価してもらうと、54.5％が「期待通りの
効果が出た」と回答している（図A-7）。

　売上高規模別にAIの利活用状況をみると、売上高規模の大きな企業ほど「すでに導入している」と「実
証実験（PoC）を行っている」を合計した割合が高く、売上高1,000億円以上の企業では42.9％に達し
ている。現段階ではAIの導入、実証実験の中心は大企業といえる（図A-8）。AIを利用しているのは
一部の先進的な大手企業が中心であり、中堅中小企業への利用層の裾野の拡大はまだみられない。
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■図A-6 AIを利用する際の課題（複数回答）
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※4　全体には売上高不明の2社を含む。

A.4 導入目的
　AIの導入目的を尋ねたところ、「すでに導入している」、「実証実験（PoC）を行っている」、「検討
中／関心あり」のいずれの段階においても「業務効率化による業務負担の軽減」（すでに導入している：
81.8％、実証実験（PoC）を行っている：72.0％、検討中／関心あり：82.9％）がトップになって
おり、「生産性向上（自動化、機械化の促進）」（すでに導入している：63.6％、実証実験（PoC）を行
っている：52.0％、検討中／関心あり：58.5％）が続いている（図A-9）。
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■図A-8 AIの利活用状況（売上高規模別）※4
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　検討中／関心ありの企業における業種別AIの導入目的をみると、製造業と非製造業でポイント差
が大きくなったのは「品質向上（不良品低減、品質安定化）」（製造業：58.7％、非製造業：25.3％
で製造業プラス33.4ポイント）、「生産性向上（自動化、機械化の促進）」（製造業：75.2％、非製造業：
45.5％で製造業プラス29.7ポイント）、「新サービスの創出」（製造業：8.3％、非製造業：21.4％
で非製造業プラス13.1ポイント）である（図A-10）。
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■図A-9 AIの導入目的（導入段階別）
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（%）



A.5 AIを適用する業務分野
　導入段階別にAIを適用する業務分野を尋ねたところ、「社内業務・一般事務」（すでに導入してい
る：54.5％、実証実験（PoC）を行っている：28.0％、検討中／関心あり：62.9％）、「営業・マー
ケティング」（すでに導入している：27.3％、実証実験（PoC）を行っている：28.0％、検討中／関
心あり：27.6％）、「製造工程・製造設備でのAI活用」（すでに導入している：27.3％、実証実験（PoC）
を行っている：20.0％、検討中／関心あり：34.9％）、「データ分析の高度化」（すでに導入している：
27.3％、実証実験（PoC）を行っている：36.0％、検討中／関心あり：35.6％）の4つはいずれの
段階でも割合が高い。「コールセンター・問合せ対応」は、他の分野と比べると「すでに導入している」
企業（54.5％）と「実証実験（PoC）を行っている」企業（28.0％）では割合は高いが、「検討中／関心
あり」の企業（25.1％）では割合は低くなっている（図A-11）。

■図A-10 検討中／関心ありの企業におけるAIの導入目的（業種別）（複数回答）
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82.9
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48.7
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40.0
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24.7
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15.6
8.3
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5.0

17.5

5.5
8.3
3.2

58.5
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45.5

43.3
47.1

40.3

39.6
40.5

39.0

19.3
14.0

23.4

12.0
19.0

6.5

8.7
14.0

4.5

0.7
0.8
0.6

0.7

1.3
不明

業務効率化による業務負担の軽減

生産性向上（自動化・機械化の推進）

品質向上（不良品低減、品質安定化）

ヒューマンエラーの低減、撲滅

人件費の削減

労働力不足、高齢化への対策

セキュリティの強化

既存サービスの高度化、付加価値向上

新サービスの創出

既存製品の高度化、付加価値向上

廃棄ロス等の無駄の削減

新製品の創出

集客効果の向上

その他

20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体（n=275） 製造業（n=121） 非製造業（n=154）
（%）



■図A-11 AIを適用する業務分野（導入段階別）

【AI技術やAIを使ったソリューション、製品の提供について】
　ベンダー企業は、標本の大きさが14と小さいため、参考として調査結果を掲載する。
　ベンダー企業に、提供するAI技術やソリューション・製品の活用分野を尋ねた。その結果、「営業・
マーケティング」、「コールセンター・問合せ対応」、「データ分析の高度化」が50.0％と最も高い割
合になった（図A-12）。

■図A-12 ベンダーが提供する技術やソリューション・製品の活用分野（複数回答）
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すでに導入している（n=11） 実証実験（PoC）を行っている（n=25） 検討中／関心あり（n=275）
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62.9
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3.3
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9.1

22.9
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9.1
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人事・採用
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営業・マーケティング

9.1
12.0
12.7

接客サービス

18.2
8.0

1.8
その他

27.3
20.0

34.9
製造工程、製造設備でのAI活用

9.1
8.0

19.3
保全・メンテナンス

4.0
1.1

不明

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0
（%）

営業・マーケティング
コールセンター・問合せ対応

データ分析の高度化
社内業務・一般事務
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製造工程、製造設備でのAI活用
接客サービス

ロジスティクス・調達・物流
検査・検品

AIを搭載した製品の開発
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人事・採用
その他

0.0

50.0
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42.9
35.7
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21.4
21.4

14.3
14.3

7.1
0.0

7.1

10.0 20.0 30.0 40.0 50.0
（%）

n=14



A.6 活用中／検討中のAI技術
　導入段階別に活用中／検討中のAI技術を尋ねたところ、「ディープラーニング（深層学習）」（すで
に導入している：54.5％、実証実験（PoC）を行っている：56.0％、検討中／関心あり：32.0％）
と「RPA」（すでに導入している：54.5％、実証実験（PoC）を行っている：28.0％、検討中／関
心あり：33.5％）は、いずれの段階の企業でも割合が高くなっている（図A-13）。

■図A-13 活用中／検討中のAI技術（導入段階別）（複数回答）
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0.0

63.6
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27.3

54.5
28.0

33.5

44.5
4.0

25.8

36.4
20.0

17.5

27.3
8.0
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18.2
12.0

23.3

44.5
20.0

13.5

36.4
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32.0

27.3
44.0

42.9
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12.0

29.5

18.2
4.0
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機械学習（ディープラーニングではないもの）
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ディープラーニング（深層学習）

9.1
16.0

22.9
情報フィルタリング

9.1
16.0

25.1
情報検索（検索エンジン）

9.1

6.5
機械翻訳

9.1

1.0
その他

9.1

20.4
機械の自動制御（ロボットを除く）

14.2
工業ロボット

9.1

0.7
自動取引（株、資産運用など）

4.0
1.5

不明

予測技術（需要、売上など）

RPA

画像認識（静止画処理）

自然言語処理（テキストマイニング）

チャットボット・AI対話・アバター

データ分析（機械学習・ディープラーニング以外、または詳細不明）

画像認識（動画処理）

サービスロボット（接客、会話、介護、ペット、見守りなど）

診断技術（異常、故障検知など）

音声認識

20.0 40.0 60.0 80.0

すでに導入している（n=11） 実証実験（PoC）を行っている（n=25） 検討中／関心あり（n=275）
（%）



　AIについて検討中／関心ありの企業に、検討したい／関心があるAI技術を尋ねた。業種別にみた
上位3項目は図A-14のとおりである。製造業では、「データ分析（機械学習・ディープラーニング以
外、または詳細不明）」（47.9％）が最も高い割合となり、「診断技術（異常、故障予知など）」（43.8％）、
「画像認識（静止画処理）」（37.2％）が続く。非製造業では、製造業同様、「データ分析（機械学習・
ディープラーニング以外、または詳細不明）」（39.0％）がトップであるが、「ディープラーニング（深
層学習）」と「RPA」が33.8％で続いている。
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■図A-14 検討中／関心ありのAI技術（業種別）（複数回答）

25.1
24.0

26.0
情報検索（検索エンジン）

23.3
20.7
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工業ロボット

13.5
13.2

13.6
自然言語処理（テキストマイニング）

6.5
7.4

5.8
機械翻訳

1.1
0.8
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1.5
0.8

1.9
不明

17.5
13.2

20.8
チャットボット・AI対話・アバター

29.5
43.8

18.2
診断技術（異常、故障検知など）

32.0
37.2

27.9
画像認識（静止画処理）

27.3
27.3
27.3

機械学習（ディープラーニングではないもの）

32.0
29.8

33.8
ディープラーニング（深層学習）

25.8
26.4

25.3
予測技術（需要、売上など）

20.4
33.9

9.7
機械の自動制御（ロボットを除く）

21.8
24.8

19.5
画像認識（動画処理）

25.0 50.0

全体（n=275） 製造業（n=121） 非製造業（n=154）
（%）



【提供する技術やソリューションで活用しているAI技術】
　ベンダー企業は、標本の大きさが14と小さいため、参考として調査結果を掲載する。
　ベンダー企業に、提供するAI技術やソリューションにおいて、活用しているAI技術を尋ねた。そ
の結果、トップは「機械学習（ディープラーニングではないもの）」（57.1％）であった（図A-15）。
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■図A-15 活用しているAI技術（複数回答）
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7.1
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A.7 AIを導入／検討する上での課題　
　AIについて「利用に向けて検討を進めている」、「これから検討をする予定である」、「関心はある
がまだ特に予定はない」という企業に対し、AIを導入するにあたっての課題を尋ねたところ、「AI
についての理解が不足している」が68.4％で最も高い割合になった。「導入効果が得られるか不安
である」（52.4％）、「手軽に導入できるAIのサービスや製品がない」（43.6％）が続いている。AI
の利活用を進めていくためには、まずAIに対する知識・理解を深めていく取組みが必要である（図
A-16）。

■図A-16 AIを導入するにあたっての課題（複数回答）

　「すでに導入している」、「実証実験（PoC）を行っている」企業について、AIを導入するにあたって
の課題を尋ねたところ、ともに「AIのエンジニア人材が不足している」（すでに導入している：45.5
％、実証実験（PoC）を行っている：60.0％）の割合が高かった。また、「AIの精度が低い、学習し
てみないと精度がわからない」（すでに導入している：36.4％、実証実験（PoC）を行っている：
48.0％）も両段階で挙げられている（図A-17）。
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AIについての理解が不足している
導入効果が得られるか不安である

手軽に導入できるAIのサービスや製品がない
導入費用が高い

AIのエンジニア人材が不足している

AIの導入事例が不足している
運用費用が高い

学習データの整備が困難である
経営企画・事業企画を行う人材が不足している

学習データを保有・蓄積していない
社内関係者の理解が得られない

経営者の理解が得られない
利用できそうな業務がない

AI技術を信頼できない
その他
不明

0.0

68.4

52.4

43.6

38.5

36.7

34.2

29.1

19.3

18.9

18.5

8.0

6.9

6.5

5.5

1.5

1.1

20.0 40.0 60.0 80.0
（%）

n=275



　実証実験（PoC）を行っている企業がPoC実施後に実導入するかを決定する際に重視するポイント
を尋ねたところ、最も高い割合になったのは「AIの精度、性能」（60.0％）であった。「コスト削減へ
の貢献」（48.0％）、「導入費用」（40.0％）が続いている（図A-18）。

■図A-17 AIを導入／検討する上での課題（導入段階別）（複数回答）
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20.0 40.0

■図A-18 PoC実施後に重視するポイント（3つまで）

20.0 40.0
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導入費用
システム維持運用の容易さ
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45.5
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18.2
40.0利用者が使いこなせない

27.3
40.0導入後の学習、精度向上が困難である、そのためのコストがかかる

9.1
24.0経営企画・事業企画を行う人材が不足している

27.3
28.0データの整備（アノテーション等）が困難である

8.0その他

36.4
48.0AIの精度が低い、学習してみないと精度がわからない

18.2
8.0システム運用担当者が使いこなせない

27.3
28.0データの蓄積や外部からの入手が困難である

16.0法制度や規制が整備されていない

27.3
16.0維持コストが高い、維持に手間がかかる

9.1不明

60.0

すでに導入している（n=11） 実証実験（PoC）を行っている（n=25）
（%）



　AIについて「今後も取り組む予定がない」と回答した企業に検討しない理由を尋ねたところ、トッ
プは「利用できそうな業務がない」（55.6％）であった。「AIについての理解が不足している」と「時
期尚早である」が27.8％で続いている（図A-19）。

【AIベンダーがビジネスを推進する上での課題】
　ベンダー企業は、標本の大きさが14と小さいため、参考として調査結果を掲載する。
　ベンダー企業にAIビジネスを推進するうえでの課題を尋ねた。その結果、「自社にAI人材が不足
している」が64.3％と最も高い割合になった。「ユーザー側のAIへの理解が不足している」が50.0
％、「ユーザー側にAIに関する人材が不足している」と「学習モデルを他の顧客に流用することが許
容されにくい」が35.7％で続いている（図A-20）。AIビジネスを推進するうえでは、ベンダー企業
側、ユーザー企業側ともにAIに関する人材が不足していることが課題になっている。
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■図A-19 AIの利用を検討しない理由（複数回答）

20.0 40.0

利用できそうな業務がない

AIについての理解が不足している
時期尚早である

導入効果が得られるか不安である
手軽に導入できるAIのサービスや製品がない

AIのエンジニア人材が不足している

AIの導入事例が不足している
既存のシステムや仕組みを変える必要がない

導入費用が高い
運用費用が高い

学習データを保有・蓄積していない
経営者の理解が得られない

AI技術を信頼できない
社内関係者の理解が得られない

経営企画・事業企画を行う人材が不足している
その他
不明

0.0

27.8

27.8

16.7

13.9

11.1

11.1

11.1

8.3

5.6

5.6

2.8

2.8

0.0

0.0

0.0

5.6

60.0
（%）
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55.6



【AIベンダーのビジネスの状況】
　ベンダー企業は、標本の大きさが14と小さいため、参考として調査結果を掲載する。
　ベンダー企業にAIビジネスの状況について尋ねたところ、「好調である」と「やや好調である」の合
計が50.0％であった（図A-21）。

335

利用動向 第3章

■図A-20 AIベンダーがビジネスを推進する上での課題（複数回答）

20.0 40.0 60.0

自社にAIに関する人材が不足している
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データが入手しづらい

開発環境の構築にコストが掛かる
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ユーザーから低価格化を要求されている

法制度や規制が整備されていない

その他
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0.0
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■図A-21 AIベンダーのビジネス状況

n=14

好調である
35.7％

やや好調である
14.3％

あまり好調ではない
7.1％

どちらでもない
42.9％



A.8 AIが解決すると期待する社会的課題　
　AIが今後解決すると期待する社会的課題を尋ねたところ、最も高い割合になったのは、「人手不足
の解消」（70.1％）であった（図A-22）。「ホワイトカラーの労働生産性向上」（55.2％）、「単純作業
から高付加価値業務へのシフト」（50.0％）が続いている。AIの導入目的について図A-9で示した
が、上位は効率化や生産性向上であった。AIへの期待が導入目的につながっているといえる。

■図A-22 AIが解決すると期待する社会的課題（複数回答）※5

　AIが解決すると期待する社会的課題を、業種別にみる。「人手不足の解消」（製造業：72.8％、非
製造業：68.1％）、「ホワイトカラーの労働生産性向上」（製造業：55.0％、非製造業：55.4％）、「単
純作業から高付加価値業務へのシフト」（製造業：50.3％、非製造業：49.8％）は、業種を問わず高
い割合を占めている（図A-23）。一方、製造業と非製造業を比較した際にポイント差が大きな項目は、
「ものづくりのオートメーション化」（製造業：48.3％、非製造業：19.2％で製造業プラス29.1ポ
イント）、「ベテラン技術の継承」（製造業：40.4％、非製造業：26.8％で製造業プラス13.6ポイン
ト）、「資源の有効活用」（製造業：19.9％、非製造業：7.5％で製造業プラス12.4ポイント）である。

※5　本アンケートは法人としての回答をお願いしたが、回答者の意見として、AI全般の現状認識を尋ねている。

336

20.0 40.0 60.0

人手不足の解消
ホワイトカラーの労働生産性向上 
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■図A-23 AIが解決すると期待する社会的課題（業種別）
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A.9 AIに対する懸念点　
　AIに対しては、安全性や信頼性、事故発生時の責任、雇用などの問題が議論されている。これら
の点も含め、AI導入において懸念があるか質問したところ、「ある」と回答した企業は53.0％と過半
数を超えた（図A-24）。

■図A-24 AIに対する懸念点※6

■図A-25 AIに対する懸念がAIの利用を妨げるか※7

　「ある」と回答した企業に対し、さらにその懸念点がAI利用を妨げる要因となるかについて尋ねた
ところ、懸念点がAIの利用を妨げる要因になると回答した企業は35.8％であった（図A-25）。

　ただし、懸念点がAI利用を妨げる要因となるかについて売上高規模別にみると、売上高1,000億
円以上の企業では、懸念点がAIの利用を妨げる要因とは「ならない」が42.4％と「なる」の21.2％を
大きく上回る（図A-26）。

※6※7　本アンケートは法人としての回答をお願いしたものであるが、回答者の意見として、AI全般の現状認識を尋ねている。
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　以下では、AIに対する懸念点として挙がった自由回答をまとめた（n=184）。
　「責任の所在が不明瞭である」、「信頼性･安全性に不安がある」といった内容を含む回答の割合が高
く、約3割ずつを占めた。次いで、「AIが下す判断の精度に不安がある」、「処理プロセスがブラック
ボックス化している」という回答が続き、それぞれ約1割となっていた。
　以下、具体的な回答内容について例示する。

◆責任の所在が不明瞭である。
・AIが下した判断をもとに業務を行った結果、事故や損害が発生した場合に責任の所在が不明瞭である。
・責任について、AIを利用する企業または開発企業が負うかを法整備等で定める必要がある。
・AIが決定した判断や行為を監視する役割が必要と考える。
◆信頼性･安全性に不安がある。
・特に人命に関わる医療分野や、高度な内容の業務を行う場合に、AIの信頼性・安全性について不安
がある。

・悪意のある第三者がデータを改ざんしたり、AIが作成したモデルを意図的に崩すケースなど、AIの
悪用を不安視している。

・信頼性・安全性に関する不安から、AIが行う業務の範囲を定めるべきである。
・AIが十分な信頼性・安全性を確保するには時間や労力が必要と考える。
◆AIが下す判断の精度に不安がある。
・データが不足した場合や誤ったデータを学習した場合に、AIが下す判断の精度の低下を危惧する。
・完全に新しい領域にAIを導入するケースでは、データが存在しない、あるいは不足していることが
多いため、AIの判断の精度が低くなると考える。

◆処理プロセスがブラックボックス化していてAIの出力結果を検証できない。
・誤作動時などに、AIが下した誤った判断を検出する方法の模索が課題と考える。
◆AIに依存し、人間のノウハウや判断力が低下する。
◆高付加価値業務にシフトすることができない人材の雇用創出が問題となる。
◆自社のデータが外部に流出するなど、セキュリティに不安がある。
◆AI技術開発に強みをもつ海外ベンダーに競争力が一極集中する。
◆AIを管理する難易度が高い。
◆AIを保守・メンテナンスする人材が不足している。
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■図A-26 AIに対する懸念がAIの利用を妨げるか（売上高規模別）
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◆費用が高い。
◆災害など緊急時の対応に不安がある。
◆AIは臨機応変な対応が可能かを疑問視している。
◆AIは社会的モラルを学習することが可能かについて、不安がある。

A.11 AIへの関心、活用に関する意見
　AIへの関心、活用に関する考えや意見などについて尋ね、以下に自由回答をまとめた※9（n=71）。

※8※9　本アンケートは法人としての回答をお願いしたものであるが、回答者の意見として、AI全般の現状認識を尋ねている。

◆中小企業でも導入可能となる、低価格なAIを希望する。
◆AIを完全には理解しきれていない。そのため、AIの長所・短所についての説明や、導入事例や具体
的なソリューションを知りたい。

◆直感的に理解可能で、AIを解説した分かりやすい資料が欲しい。
◆どんなデータを集積すべきか決めるなど、AI活用に向けたデータ環境の整備が必要である。
◆学習用データは個人情報保護などとの関係で法整備が必要と考える。
◆AIを信頼することに不安がある。
◆昨今AIブームが高まっているが、マスコミはAIについて正確性よりも話題性重視で報道しており、
AIへの正しい理解が必要である。
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A.10 公的機関への要望　
　AIの利活用について国やIPAに対する要望を尋ねたところ、最も高い割合になったのは「ユーザー
企業が必要なAI知識・スキルのガイド、セミナーの実施」（54.7％）であった。「AIの導入事例とそ
の効果紹介」が52.7％、「AI導入に向けた法制度の整備、改正」が37.6％で続いている（図A-27）。

■図A-27 国やIPAへの要望（複数回答）※8
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　科学においても、科学者の生まれ育った文化的な土壌が彼らの発想や研究内容に影響を及ぼす。真
理探究を目指す科学に比べると、社会課題の解決や新たなビジネスの創出を目指す技術の研究開発で
は、それが行われる地域、社会の状況、産業構造がより直接的な影響をもつ。
　AIには、知的能力の計算論的な解明という科学の側面と、社会課題の解決やビジネス創出を目指
す技術を作り出す工学の側面とがある。AI研究の醍醐味は、この科学と工学との相互連環にあるが、
本稿では、AIの技術的・工学的な側面に焦点を当て、現代日本という社会を前提に、そこでの技術
戦略を考える。巨大IT企業が主導してきた米国のAI、膨大な人口とマーケットを持つ中国のAIと、
日本が目指すAIとはおのずと重点の置き方に違いがある。

1 実世界AI、協調型AI
　国立研究開発法人・産業技術総合研究所の人工知能研究センター（AIRC）では、その設立（2015
年）にあたり、実世界に埋め込まれるAI（実世界AI）、人間と協調するAI（協調型AI）を目標に掲げ
た。実世界AIには、２つの側面があった。一つは、知能の研究というより、実世界の課題を解決す
るAI技術に重点を置くということ。もう一つは、サイバー空間のAIから、（1）実世界からデータを
取り込むセンサー技術、（2）実世界に働きかけるロボット技術という、日本が強い隣接分野とAI技
術とを統合していくことで、物理空間にかかわりをもつAI技術を目指すこと、サイバーフィジカル・
システム（CPS）という文脈でのAI技術を目指すということ、であった。
　自律性は、AIを特徴づける最大のものであるが、逆にAIの有効性を限定するものでもある。実世
界AIがより広い分野で活用されるためには、閉じた自律性ではなく、もう一つの自律系である人間
と協調できる開いた自律系であるべきというのが、2つ目の協調型AIである。
　画像、音声、センサーからのデータなどを解釈し、意味を与える認識系の技術は、深層学習の出現
で急速な発展を遂げている。また、試行錯誤から望ましい動作を学習していく強化学習、あるいは、
与えられた手本から動作を学習する逆強化学習の進展は、行動系の技術を進展させた。この2つの技
術の進展により、AI技術は、サイバー空間に閉じたAIから、IoT×AI、Robot×AIという実世界
AIへと進化している。また、サイバー空間から飛び出した実世界AIは、サイバー空間に閉じたAIに
比べると、人間社会に直接的でより大きな影響を及ぼすことから、人間とAIとの関係の根本的な見直
しが必要となる。この見直しは、社会制度の変革、AI時代の責任と倫理など、幅の広い分野で同時並
行的に行われているが、技術的な観点からは、人間と共存する協調型AIの技術に収斂していく。
　このように、現在のAI研究は、国際的にも、我々の当初目標であった実世界AIと協調型AIという2つの
軸を中心に発展してきている。この国際的な流れの中で、日本はどのような戦略で次のAI技術の研究開発
に取り組んでいくのがよいか？　以下では、我々の研究センターで行ってきた議論をもとに、私見を述べる。

2 日本の強み
　日本が、AIで中国の後塵を拝しているという危惧をよく耳にする。

日本の人工知能
国立研究開発法人 産業技術総合研究所

辻井潤一

Column
04

342



　中国には、Alibaba、Baidu、Tencentなどの企業のほか、Toutiaなど急成長を遂げている企
業がある。これらの企業は、世界各地に研究所を設立するなど、国際的にAI人材を集めつつある。た
だ、彼らの成功を支える技術をみると、いわゆるAI技術の割合はさほど大きくはない。また、使われ
るAI技術にも飛びぬけて独創的なものがあるわけでもない。これらの企業の成功は、技術をビジネス
に展開する力、巨大な国内マーケットと収集できるデータ量の大きさ、新ビジネスを作り出す起業家
精神、AIビジネスの社会展開を容易にする緩い規制など、技術以外の社会的、文化的な要因が大きい。
また、中国の大学、公的研究機関には、2025年に向けての国家的戦略で、AI・ロボットに膨大な公
的資金が流れ込んでいる。このようなAI産業が育つための社会的な変革をどのように引き起こすかが
重要となるが、本稿の範囲を超える。以下では、技術の方向づけに関する議論を中心とする。
　日本には、中国が持つ巨大なマーケットとそれに伴うデータの収集力はない。しかしながら、成熟した
社会である日本には、医療・介護・交通などのすぐれた社会システムや、きめ細かなサービスを提供する
観光産業、先進的な技術を持った製造業など、国際的に強い競争力をもつ業界がある。また、物性科学、
生命科学、物理学など、多くの分野で、世界最高水準の研究者の集団がいる。このような日本社会がもつ
強みを活かすことで特徴のあるAI技術を作り出していくことが、日本のAI戦略では重要であろう。
　碁のAIが、プロ棋士同士の棋譜データベースを必要としたように、データにもとづく現在のAIは
お手本となるデータ（訓練データ）を必要とする。古典的なAI技術であるWebサーチの推薦システ
ムでは、ユーザーからのクエリやクリック履歴を大量に収集することで、お手本データを作り、個々
のクエリに対して優先度付きの推薦リストを返す。このようなサイバー空間でのマス・マーケットを
ターゲットとしたAIでは、膨大なユーザー集団を抱えることで、ユーザーのプロファイルや行動履
歴のデータを収集することが成功の鍵となった。
　しかしながら、膨大なユーザー集団からのデータ収集というアプローチは、製造業、医療、科学技
術研究の加速のためのAI技術には、通用しない。このような多様な分野に適用される実世界AIでは、
個々の生産現場や個々の病疾患、個々の科学技術分野ごとに質の良いデータを収集する必要がある。
日本は、このための良質なデータを収集できる現場と分野専門家という人材を多く持っており、マス・
マーケット型のサイバー空間AIとは違った技術を発展させるポテンシャルを持っている（図１）。
　同様の議論は、介護のAI技術にも当てはまる。ほかの社会に先行して老齢化が進む日本は、介護
AI技術を発展させるための多くの現場を持っている。経済成長期に集中的に建設されたインフラの
劣化も日本の社会課題であるが、これを解決するインフラ維持のAI技術も同様である。日本は、こ
れらの分野でのAI技術をほかの社会に先行して開発し分野をリードするポテンシャルを持っている。

出典：「日本が取り組むべき今後のAI基盤技術の方向」（平成30年5月23日　産業技術総合研究所人工知能研究戦略本部）
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■図1 「日本型AI」に向けた取組みの必要性
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ターネット上のサービスでビッ
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業がけん引。
・今後、AIの利活用分野が、IoT
やロボット等を用いた実世界の
サービスへと拡がる中、現場の
データ・知識に関して日本が強
い分野（生産性、健康・医療／
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・現場にある良質なデータを
活用。
・現場の熟練者等の専門的知
識を活用。

信頼性 ・ネットサービスとして、β版で
発表、徐々に精度アップ

・実世界適用にあたり、事前
に信頼性の評価・確認

開発
工程

・大量のAI人材活用による自
社大規模ビジネス

・ユーザーベースによる個別
開発、改善

AI 4.0の必要性
・人間と協調できるAI
（データ・知識融合等）
・実世界で信頼できるAI
（説明できるAI等）
・容易に構築できるAI
（AI工学の確立等）



3 日本の人材、分野の専門家
　「AI技術を使いたいが、データがない」とか、「米国や中国の巨大IT企業とは、収集できるデータ
量で負ける」とか、AI技術とデータに関する議論が盛んである。
　実世界AIでの「使えるデータがない」には、２つの側面がある。一つは、お手本データ（訓練データ）が
ないこと、すなわち、「人間の解釈がついた訓練データがない」ということ。もう一つは、データの文脈依
存性、すなわち、実世界AIのためのデータが個別環境に強く依存することである。ある環境のデータで訓
練されたAI技術は、別の環境では使えず、新たな環境でのデータを集めなければならない。このデータの
文脈依存性は、対局の環境とは全く関係なく、盤面にすべての情報がある碁には見られなかった性質である。
　訓練データの不足は、データを解釈し意味に結び付ける知識の問題と密接に絡み合っている。
ImageNetを使った画像認識技術が急速に進展した背景には、WordNetというオントロジーが存
在し、そのオントロジーのクラス（人間、車、猫、など）を膨大な画像にアノテーションすることで
大量の訓練データを用意できたことがある。WordNetのクラスは、一般人が容易に判断できたか
ら、クラウドソーシングで比較的安価に大量の訓練データが作れた。実世界AIでは、このような訓
練データを作成すること自体が課題となる。
　製造業、介護の現場にセンサーを持ち込めば、大量の生データを取得できる。しかし、これらの生
データを解釈し意味を与えたデータは少なく、多くの場合、人手で意味付与（アノテーション）を行
わなければならない。このアノテーションは、ImageNetの場合とは違って、当該分野の熟練した
技術者や介護者など、その分野の専門家が必要であり、大きなコストがかかる。また、熟練した技術
者や介護者を集めるだけで、良い訓練データが作成できるわけでもない。多くの場合、専門家による
意味づけも個々の専門家によって変動する。この変動を極小化するために、専門家が暗黙裡に持って
いる知見を明示的に取り出し、共通化していく必要がある。
　また、個々の製造業や介護現場には、大きな多様性がある。専門家が同じ意味、解釈を与える「も
の」や「こと」も、個々の現場環境や観察手段によって表面上は違ったデータとなる。このデータの文
脈依存性を克服し、データの転用可能性を担保していくには、専門家の解釈を支えている知識、すな
わち個々の観察データよりも高い抽象レベルの知識、を扱う必要がある。

4 2つのボトルネック
　実世界AIの開発に、実世界の課題に取り組む分野の専門家の関与が必要なことは、ある意味、自
明である。ただ、AI研究者は分野に依存しないAI技術の開発に注力し、分野専門家をループに入れ
る技術は置き去りにされてきた。
　「知識は力なり」を標榜した第２期のAIブームでも、知識の形式的な記述系と推論アルゴリズムに
研究の重点が置かれ、記述される知識そのものは、当該分野の専門家のインタビューや専門家の内省
により獲得できる、とされていた。
　このアプローチは、（1）専門家の関与に必要な時間とコストが大きいこと、（2）形式性の高い規則
で明示的に記述できないノウハウ的な知識が膨大にあること、（3）ノウハウ的な知識は専門家による
差が大きいこと、などが原因となり失敗に終わる。いわゆる知識獲得のボトルネック（Knowledge 
Acquisition Bottleneck）である。
　「データは力なり」とする現在のブームは、専門家のノウハウ的知識をデータから自動的に学習す
ることで、一見、これらの困難を回避しているかに見える。ただ、（1）のインタビューや内省のコス
トは、訓練データを作成するアノテーション・コストという形で残っている。（3）の専門家ごとの
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差異は、アノテーションの揺れとして残り、良質の訓練データ作成の難しさとなっている。また、
（2）の暗黙的なノウハウ獲得は学習で解消されつつあるが、獲得結果がブラックボックス化し、信
頼性や操作性の欠如という別の課題として残されている。（1）（3）は、データ獲得のボトルネック
（Data Acquisition Bottleneck）あるいは、データ・アノテーションのボトルネック（Data 
Annotation Bottleneck)と呼ぶべきものであろう。
　この知識とデータ獲得のボトルネックは、いずれも、分野の専門家が持つ知見をAIシステムに移
行する段階の困難である。そもそも、優れた分野専門家の層が薄い社会では、実世界AIの研究開発
はできない。データ取得の環境と優れた専門家集団をもつ日本は、これらを積極的に活用するための
技術、２つのボトルネックを解消するAI技術の開発に力を注ぐべきであろう。

5 人を活かすAI
　実世界AIでは、実世界での課題解決に従事する専門家の知見をAIシステムに流し込むことが必要
である。現在のAI技術は、専門家の知見をデータへのアノテーションという、極めて狭いチャネル
で行っている。日本がもつ優れた専門家集団を活かすためには、このチャネルを多様化する技術、例
えば、次のような技術の研究開発が必要となろう。

1．シミュレーション技術とデータ中心のAI技術の融合：シミュレーションは、専門家の知見にもと
づいて対象をモデル化し、対象を計算機内で再現する手法である。いわば専門家の理解にもとづく
トップダウン的な対象のモデル化手法であり、データ中心の機械学習・深層学習と相補的なもので
ある。日本には、生命科学、物理・化学分野の専門家が開発してきたスーパーコンピューター上の
シミュレーター・プログラムから、化学プラントや電力網シミュレーター、エンジンのシミュレー
ターまで、様々な分野に大きな貯えがある。シミュレーターが生成するデータは、専門家による
意味づけが明確なデータでもある。専門家集団の知の集積であるシミュレーターとデータからの
学習技術によるモデルとを組み合わせる技術の開発は、今後のAI技術にとって重要となろう。

2．暗黙知の顕在化、オントロジー構築：データへのアノテーション付与は、専門家の暗黙裡の知見
を取り出す手段である。ただ、単純にアノテーションを専門家に依頼するだけでは、専門家ごと
の揺れがない良質な訓練データは作成できない。深層学習、（逆）強化学習が得意とする認識系・
行動系の問題では、専門家自身もうまく説明できない統合的で直観的な判断がある。専門家ごと
の揺れの解消には、この暗黙知をデータ分析により顕在化し、それを専門家集団として共有して
いく必要がある。共通オントロジーの構築という、第２期のAIがトップダウン的に取り組んだ課
題をボトムアップなデータ分析と融合する手法を確立する必要があろう。データ分析を抽象度の

1.コトオントロジー システム・現場横断的な知の共有
例：現場ごとに異なる用語の統一

フィードバック
右麻痺のAさんの歩行介助の際
には、介護機器αが利用できる
利用事例は○○

2．適応型マニュアル

介護
現場A

介護
現場B

コト・データベース
（コトDB）

業務記録DB 行動ログDB センサー情報DB

目的指向
ルールベース

出典：産業技術総合研究所より提供
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■図2 暗黙知の顕在知化
　　　（介護の例）



高いオントロジーと結び付けることは、データの文脈依存性を克服し、異なる環境で収集された
データの相互流用性を高めることにつながる（図2）。

3．学習結果の透明化手法：深層学習や入力と出力を直接結び付けるEnd-to-Endシステムは、デ
ータからの学習結果がブラックボックス化する。これを透明なものにしていくことは、前項のデ
ータ分析をトップダウン的な知識の整理と結び付けるうえでも重要となる。データ分析としての
透明度が高い機械学習手法（例えば、ベイジアン・モデル、決定木、ランダムフォレストなど）と
深層学習を融合する技術、あるいは、深層学習の結果を説明するための技術など、米国DARPA
の説明できるAIのプロジェクト（XAI）で研究開発が進められている技術は、専門家の知見をよ
り積極的に活用していくためにも重要であろう。専門家が持つ暗黙知は、本来、統合的で直観的
な、明示的な説明が困難なものである。これを体現する学習結果がブラックボックス化するのは
自然なことであるが、これをできる限り透明化することで、共有できる顕在知化する技術が必要
となろう（図3）。

■図3 XAI（AIの説明性向上）

出典：DARPA「Explainable Artificial Intelligence」※1より産業技術総合研究所作成

※1　＜https://www.darpa.mil/attachments/XAIProgramUpdate.pdf＞
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・機械学習によりAIの性能が向上しているが、AIの判断の理由・根拠などが説明できないことが実用化の
ボトルネックとなっている。そのため、AIの説明性の向上が社会的に要請されている。
・特に、医療やリアルタイム制御（例：自動運転）などのリスクが大きい現場においては、医師などのユー
ザーがAIの判断を理解し納得して利用できることが重要。
・説明のやり取りを通じたAIの性能の改善や新たな知識の発見にもつながる。

学習した内容や推論結果、判断根拠などを、
人に理解しやすい形で可視化したり、

言葉で説明したりできるAI（説明できるAI）へ

説明する仕組みAI
1.深層学習の学習結果や推論結
果を説明する機能を提供する技
術の開発等

2.決定木、ベイジアンネット、ス
パース線形モデルなどの解釈し
やすいモデルにおいて、モデル
の構造や変数の因果関係を分
析することで説明する機能を提
供する技術の開発等

3.機械学習モデルの外で説明する
機能を提供する技術の開発等

4.説明のやり取りを通じて、AIの
性能の改善や、新たな知識の発
見を促進する技術の開発等

①AIの判断根拠を分かりやすく提示することで、ユーザーが納得しながら協調作
業ができる。特に、医療やリアルタイム制御などリスクが大きい現場で重要。

②AIが誤った判断をした場合に、判断根拠が分かることにより、AIのメンテナンス
（アルゴリズムの改善、修正）が行いやすくなる。

③説明によって専門家の気づきを促し、新たな知識の発見につながる。

入力データ

認識・推論結果
＋判断根拠

質問など

イメージ 開発内容（例）

学習済み
モデル

インター
フェース



4．逆強化学習、模倣学習などの発展形、規則の直接教示：試行錯誤によって最適な行動を学習する
ボトムアップ的な強化学習は、単純な動作の学習には有効であるが、複合的な動作系列の学習に
は多くの課題を残している。専門家という手本をうまく活用することで膨大な試行錯誤を避ける
逆強化学習や模倣学習をさらに発展させることが必要であろう。また、人間の学習が、習熟度の
高い専門家からの言語的な教示で無駄な試行錯誤なく素早く行われるように、規則の直接な教示
で学習を加速させる技術の開発が必要となろう。

5．専門家の知見を反映したモデル構築：物質の特性を推測したり、蛋白質と化合物の相互作用を
予測したりするタスクでは、その分野の専門家が持つ知見を深層学習のモデル構築に反映させる
ことで、性能が向上する。また、言語処理においても、深層学習以前の系列学習の手法（CRF: 
Conditional Random Field）をLSTMに組み込んだり、文法構造が持つ階層構造をニューラ
ルネットの構造に反映させたりすることで、精度が向上する。専門家が自らの知見をモデル構築
に反映させること、深層学習のモデル記述言語を一種のプログラム言語として当該分野の専門家
が自らの知見を反映したモデルを開発していくことが今後必要となる。このためには、専門家が
深層学習などの技術を道具として直接自らの知見をモデル化できる必要がある。現在の技術をさ
らに工学として体系化し、ツールとしてユーザービリティを向上する必要があろう。

6．第２期と第３期AIの融合：専門家の知見を反映した規則集合による推論系と第３期のデータから
の推論系の融合は、次世代AIの課題を集約するものであろう。論理推論や知識グラフ（オントロ
ジー）による推論をニューラルネットに組み込む手法などに、新たな展開がみられるが、医療診
断など、より専門性が高く、複雑度の高い知識系でも有効に機能する技術の開発が必要になろう。
人間の思考には、D.KahnemanのいうSlowな思考（熟考型の思考）とFastな思考（直観的な反
射型の思考）が混在している。前者は第２期AIブーム、後者は現在のデータにもとづくAIが取り
扱う思考、推論形式である。医療診断などでは、この両者を自然に融合していく技術が必要とな
ろう。

7．専門家との対話システム：アノテーションの付与が、有効なデータをシステム側が人間に提示し
ていく能動学習（Active Learning）は、訓練データ作成のコストを下げる手法として有効であ
る。訓練データの作成だけでなく、判断や行動の過程においても、人間と対話できるAIシステム
は、協調型AIの究極の形であろう。このためには、透明度が高いシステムの発展形として、自ら
の学習結果や判断結果を専門家が理解できる説明として生成する能力、あるいは、人間が持つ意
図や人間からの新たな情報を加味することで、判断・行動を結果させる能力など、人間による制
御可能性を向上させる技術を開発する必要があろう。
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6 AIの信頼性、AI工学
　日本が優位性をもつ製造業や医療、介護などへのAI適用では、マス・マーケットを対象とした推
薦型AIシステムに比べて、はるかに高い信頼性が要求される。また、現在、AIシステムの構築には、
構築に従事する技術者の経験と勘や、開発過程での試行錯誤に依存する部分が大きい。AIシステム
開発のための系統的な方法論の確立も大きな課題となる（図４）。

　AIシステムの信頼性にはいくつかの軸がある。前節の透明度が高く、動作機構が分野専門家にと
って理解可能なシステム、あるいは、判断が説明できるシステムは、システムに対する人間の信頼度
を向上させるうえで、重要な軸となる。
　もう一つの大きな軸は、訓練データにかかわる軸である。この軸はさらに複数の軸に細分して考え
ることができる。訓練データは、入力と出力の具体的例を大量に与えることで、構築されるAIシス
テムの仕様を与えている。一つの軸は、この訓練データが、システムが動作する可能な環境を十分に
とらえているか、という軸である。AIシステムは、動作する環境の変化に応じて適切な行動・判断
をする自律性を持つが、変化する環境の範囲があらかじめ限定できない場合には、訓練データと実際
の動作環境との差が深刻な誤動作の原因となる。
 自動運転車やドローンなどの場合、AIシステムが実世界で遭遇する場面があらかじめ限定しがた

いため、訓練データでは尽くされていない、予期せぬ場面での誤動作が生じうる。シミュレーション
技術の活用により、起こりうる可能な場面でのデータを生成しそれを訓練データとして学習するな
ど、専門家がもつ対象の合理的な理解とデータからの学習機能とを組み合わせる技術が必要となる。

■図4 AI技術の進展と課題

・機械学習（深層学習を含む）は、人がプログラミングするのではなく、人がデータを提供することにより生成され
る、データの統計処理を行うソフトウェアであり、第三次人工知能ブームを引き起こすブレークスルーとなった。
・しかしながら、これらの技術は、実世界に応用していくためには、技術上の限界があり、今後、さらに一段と超えた
高度な人工知能技術が必要。

出典：産業技術総合研究所より提供
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機械学習・DLのブレークスルー 機械学習・DLの実世界への応用での課題

［従来のソフトウェア技術］

人間が必要な機能をプログラミング

人間がプログラミング

ソフトウェアinput output

ブレークスルー＝
コンピューターに目、耳、直観
（学習データの統計による判断）

実世界の人工知能適用には、さらなるジャンプが必要

［機械学習・DL］

システムが必要な機能をデータから学習

人間が学習用データを付与

ソフトウェアinput output

・学習データが得られにくいレアなケースなどに対応できない。
・人類が蓄積した知識の体系を利用できない。

［データのみから学習］

・学習データの統計処理であり、学習したデータの内容に依存。
・どのデータが結果に影響しているのか、なぜそのようなアウトプット
が出たのか判断困難。

［ブラックボックス（信頼性の欠如）］

・性能の高いソフトウェアを構築するためには、学習の試行錯誤が必要。
［開発に試行錯誤が必要］



　もう一つは、訓練データという外延的な仕様記述がもつ弱点に関係している。内包的な仕様記述の
理想形として、論理式での仕様がある。これとプログラムの論理表現との関係でプログラムの正当性
が証明（Verification）できる。このような論理による正当性が証明できない場合でも、内包的な定
義がある場合には、その定義にあったテスト・データを網羅的に生成し、動作の正しさを確認するこ
とができる。
　これに対して、訓練データという外延的な仕様記述では、正解のついたテスト・データを別に用意
し、それに対する動作を確認する検証（Validation）を積み重ねるしか今のところ方策がない。これ
には、アノテーションのついたテスト・データを大量に用意するというコストの問題が生じる。深層
学習での識別器性能を向上させるGAN（Generative Adversarial Network）の手法を信頼性向
上のためのデータ生成に使うなど、今後の研究に待つところが多い。
　信頼性に関する問題には、AIシステムの自律的な判断と行動が、人間社会が持つ倫理、道徳、法
律などと整合性が取れるかという、技術と社会との接点にかかわるものもある。また、実世界AIでは、
AI技術と制御技術、AI技術とセンサー技術などを組み合わせた総合システムとしての信頼性を議論
する必要がある。これらは、この論考の範囲を超えるが、これらはAI技術が社会全般に浸透してい
く過程で避けられない課題となろう。
　データからの学習を基盤としたAI技術は、これまでのトップダウン的なソフトウェア開発とは全
く逆の、ボトムアップ的なシステム構築方法論になっている。近年喧伝されてきたプロトタイピン
グ、アジャイルなシステム構築という、トップダウン的なシステム構築法に対するアンチテーゼ的な
方法論の典型といってもよいであろう。しかしながら、現在のAIシステム開発は、開発者の経験と
試行錯誤に依拠する部分が大きく、システム構築のための方法論やそのためのツールなどは未成熟で
ある。このことが、実世界AIで必要な分野専門家が関与する際の障害となっている。これを解決し
て系統的なシステム構築の工学体系にしていくことは、日本のAI戦略にとっても重要であろう。

7 おわりに―人材育成、社会変革
　AIによる社会変革は急速に進みつつあるが、これまでの変革は大きな変革の序章であろう。この
変革がIT企業が中核となって進んでいくのか、AI技術を使う側の組織が中心となっていくのかは、
AI技術をとりまく社会や産業構造に依存する。日本やヨーロッパ諸国の多くは後者のモデルを採ろ
うとしているように見える。米国や中国では、IT企業が中心に社会変革を主導しているように見え
る。ただ、この場合も、巨大化したIT企業がその資金力を使って投資やM&Aを繰り返し、他業種
へと進出しており、技術的にはAI技術と他産業のもつ技術との融合が進展している。
　日本が強い製造業へのAI技術の適用は、製造業がもつ技術とAI技術との融合を進めることで、日
本が特徴あるAI技術を生み出すポテンシャルを持った分野である。また、医療や介護の分野では、
国の関与が大きい福祉国家である北欧で、国家主導でデータ収集とその活用が進み、これらの分野で
のAI技術が発展している。日本でも、国の方向づけと資金の投入によって、これらの分野でのAI技
術が発展する可能性を持っている。医療や介護は、巨大IT企業による民間主導だけではできない社
会変革を伴う。同様に、農業のように国ごとにその在り方が変わる分野でも、日本が特徴のある技術
を生み出す可能を持つ。
　明らかに不足しているAI人材の育成は急務の課題であるが、それにとどまらず、AI以外の分野の専門
家の活用、他分野の技術とAI技術の融合的な技術を開発できる人材の育成など、多様な分野での変革を
視野に入れた人材育成を行っていく必要があろう。AIによる社会変革は、いま始まったばかりである。
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　本章では、AIに関係する制度政策動向として、知的財産権、開発基準、制度改革及び政策動向に
ついて説明する。
 「4.2 知的財産」に関しては、国内では内閣の知的財産戦略本部において議論が行われており、平

成30年6月には「知的財産推進計画2018」及び「知的財産戦略ビジョン」が公表されている。平成29
年3月に公表された「新たな情報財検討委員会報告書」では、「AIの作成・利活用推進のための知的財
産権の在り方」として「AI学習用データ」、「AIのプログラム」、「学習済みモデル」及び「AI生成物」
が論点となっているが、「知的財産戦略ビジョン」ではその検討成果を一歩進め、将来における「価値」
とそれを生む仕組みの想定や検討課題について提言している。AIに関連する法制度上のトピックと
しては、著作権法及び不正競争防止法の改正が挙げられる。
 「4.3 AIに関する原則、ガイドライン等」では、AI自身のリスク、人間がAIを利用して引き起こ

すリスク、既存の社会秩序への負の影響、法律・社会の在り方のリスクなどについての国内外の議論
を紹介する。まず、海外においては、2018年2月の欧州連合（EU）のガイドライン「自動処理による
個人に関する意思決定（decision）及びプロファイリングに関する規定」や、2018年6月にカナダ・
シャルルボワで開催されたG7首脳会合（サミット）における「人工知能の未来のためのシャルルボワ
共通ビジョン」などを説明する。次に国内での議論として、海外における開発基準に関する検討の活
発化を踏まえ、平成30年5月より、人工知能技術戦略会議の下に設置された「人間中心のAI社会原
則検討会議」について説明する。
 「4.4 制度改革」では、AIの社会実装に係る制度改革として注目すべきものとして、「自動運転」と

「ドローン」などのモビリティに係る制度改革と「パーソナルデータ」、「匿名加工されたデータ」、及
び「個人に関わらないデータ」などのデータ流通に係る制度改革について説明する。
 「4.5 国内の政策動向」では、内閣府が示した未来社会のビジョンSociety 5.0において主要な基

盤技術の一つとして位置づけられているAI技術の推進について※1、AIの研究開発から社会実装まで
の政府の横断的かつ主要省庁における取組みを紹介する。
 「4.6 海外の政策動向」では、AI分野で先行する米国と中国、AIに関する積極的な取組みが注目

されるEU、英国、ドイツ、フランス、インドの動向を説明する。
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※1 Society 5.0のビジョンを示した第5期科学技術基本計画では、AI技術は「超スマート社会サービスプラットフォームの構築に必要と
　　なる基盤技術」に位置づけられている。同基盤技術には他に、サイバーセキュリティ、IoTシステム構築、ビッグデータ解析、デバイス、
　　などが含まれている。
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4.2.1 国内のAI知的財産関連施策の動向
　内閣知的財産戦略本部の「知的財産推進計画2018」では、重点事項を「（1）これからの時代に対応
した人材・ビジネスを育てる」、「（2）挑戦・創造活動を促す」、「（3）新たな分野の仕組みをデザイン
する」の3つに整理しており、（3）の中で「データ・AI等新たな情報財の知財戦略強化」を挙げている。
表4-2-1に施策の方向性を整理する。

　前年度に公開された「知的財産推進計画2017」では、データ・AIの利活用促進に向けて不正競争
防止法及び著作権法の改正やデータ契約ガイドラインの整備等が挙げられていたが、これらが計画ど
おり実施されたことから「知的財産推進計画2018」では、そのフォローアップ、データ・コンテンツ
利活用の一層の推進などに視点が向けられたものと考えられる。
　また、同本部が平成30年6月に公表した「知的財産戦略ビジョン」では、新しい価値を次々に構想
し、世界に発信していく「価値デザイン社会」のコンセプトとその実現の鍵となる知的財産に関連す
る仕組みを提案している。本ビジョンを実現する活動の支えとなる具体的なシステムの例の中でAI
に関連するものとしては「次世代のコンテンツ創造・活用システムの構築」がある（図4-2-1）。
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出典：知的財産戦略本部「知的財産推進計画2018」をもとに作成

■表4-2-1 「データ・AI等新たな情報財の知財戦略強化」の施策の方向性

期間 主体 「知的財産推進計画2018」施策の方向性

短期・中期

経済産業省

「データの利用権限に関する契約ガイドラインver1.0」を全面改訂し、データに関
する契約の深掘りのほか、新たにAIの開発・利用を巡る契約の考え方について整理
を行う。また、改訂されたガイドラインについて、契約当事者間での活用ひいては
データ・AIの利活用を促進するため、その周知を行い普及を加速するとともに、利
用上の課題の継続的把握や国際展開に向けた検討も行う。

内閣官房
総務省
経済産業省

情報信託機能の認定スキームに関する指針の運用の推進や官民が連携した実証実験
の実施等による情報銀行の実装の検討、我が国におけるデータポータビリティの在
り方等に関する検討を継続する。

内閣官房
厚生労働省

保健医療データを連結し、迅速・円滑に利用可能な仕組みの構築に向け、データ利
活用推進のための必要な措置を講ずる。

内閣府
関係府省

オープンサイエンス推進のため、国際的な議論の動向や事例を注視するとともに、
国益や研究分野の特性等を意識したオープン・アンド・クローズ戦略に留意し、デ
ータポリシーやデータマネジメントプランの策定について検討を行う。

農林水産省

ICT等を活用して、幅広くデータの取得・共有・活用ができる農業データ連携基盤を
整備すること等によって、「スマート農業」、「スマート林業」及び「スマート水
産業」の実現に向けて取り組む。特に農業分野においては、取得したデータを他者
に提供・使用許諾する際の具体的な契約条項のひな型等の検討を行い、農業データ
連携基盤等に活用できるデータ利活用・契約に関するガイドラインを作成する。

関係府省

技術やサービスの動向、海外の知財制度の動向の定点観測の実施と、それを踏まえ
たさらなる法整備等の必要性の検討。特に、学習用データ、AIプログラム、学習済
みモデル、AI生成物について、技術やサービス等の変化に伴う知財制度の在り方を
継続的に検討する。

経済産業省
文部科学省

コンテンツの利活用を促進するため、ブロックチェーン等技術を活用した著作物の
管理・利益配分の仕組みの構築のための検討を行う。

短期 文部科学省
著作権法における柔軟性のある権利制限規定の整備を踏まえ、法の適切な運用環境
を整備するために、ガイドラインの策定、著作権に関する普及・啓発、及びライセ
ンシング環境の整備促進などの必要な措置を講ずる。

知的財産4.2



　本システムにおいてAIは、生産性の向上、新たな創作表現の実現、マーケティングや翻訳等ロー
カライズの円滑化などに利用するイメージとなっている。具体的には、コンテンツ制作現場へのAI
等新技術導入を支援するとともに、先進的なコンテンツ制作・表現技術の普及を図ったり、マーケテ
ィング（AIによるリコメンド等）やローカライズ（自動翻訳等）によるコンテンツの世界同時展開を支
援することが挙げられている。なお、構築されたコンテンツが素早く、幅広く配信されつつ、適正な
対価を関係者に還元するためにブロックチェーン技術の活用もイメージされている。

4.2.2 国内のAI知的財産関連課題の検討
　知的財産戦略本部が平成29年3月に公表した「新たな情報財検討委員会 報告書」は、「データ・人
工知能（AI）の利活用促進による産業競争力強化の基盤となる知財システムの構築に向けて」という
副題のとおり、前年度の同本部次世代知財システム検討委員会が公表した報告書でも検討されていた
データとAIに特化した内容となっている。対象となっている課題は表4-2-2のとおりである。
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出典：知的財産戦略本部 「知的財産戦略ビジョン」（2018年6月）

■図4-2-1 検討課題「次世代のコンテンツ創造・活用システムの構築」
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 以下では、「第２．AIの作成・利活用促進のための知財制度の在り方」の論点について整理する。

（1）AI学習用データに関する論点
 学習に使用するデータの知的知財制度については「第１．データ利活用促進のための知財制度の在

り方」の論点に包括されており、ここでは著作権法第47条の7（平成30年の改正により平成31年1
月1日以降は著作権法30条の4第2号）に関する論点が検討されている。
 我が国の著作権法は、同条により、コンピューター等を用いた情報解析のために行われる複製等

を許容する権利制限規定を有している。具体的には、コンピューターによる情報解析を目的とする場
合に限り、元となるデータに第三者の著作物が含まれている場合であっても、必要と認められる限度
において著作物を記録または翻案し、学習用データを作成することができる（情報解析を行う者の用
に供するために作成されたデータベースの著作物を除く）。情報解析が営利目的であっても適用され
る点で、諸外国の規定よりも適用範囲が広いといえる。
 ただし同条では、譲渡や公衆送信が規定されていないため、学習用データを作成する主体（データ

作成者）と、実際にAI学習を行う主体（AI学習を行う者）が異なるとき、データ作成者からAI学習
を行う者へ学習用データを提供または提示する行為が著作権法上違法と解されるおそれがある。本論
点では、この課題にもとづいて検討が行われた。

上記の議論を踏まえ、平成30年の著作権法改正により、同法47条の7（2019年1月1日以降、
同法30条の4第2号）は、様々な機械学習に対応できるように、その適用範囲が拡大された。具
体的には、コンピューターを用いない情報解析も含まれることになるとともに、自ら解析を行う
場合のみならず、情報解析を行う他人のためにAI開発用データセットを作成することや、解析
終了後のデータセットを情報解析する他人に送信することも可能になる。同条は、現状でもすで
にAI開発や機械学習の発展にとって極めて有用なものであったが、今回の改正によって、さら
なる拡充が図られたため、将来的にますますイノベーションの促進が期待されるところである。

著作権法の改正
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■表4-2-2 「新たな情報財検討委員会 報告書」の論点

大項目 論点

第１．データ利活用促
進のための知財制度
の在り方

（１）契約（民法）に関する論点

（２）不法行為（民法）に関する論点

（３）営業秘密・不正競争防止法に関する論点

（４）データ利活用促進に向けた論点

第２．AIの作成・
利活用促進のための
知財制度の在り方

（１）AI学習用データに関する論点
　　 （「データ作成者」と「AI学習を行う者」が異なる場合の著作権法上の課題等） 

（２）AIのプログラムに関する論点 

（３）学習済みモデルに関する論点

（４）AI生成物に関する論点

出典：知的財産戦略本部「新たな情報財検討委員会報告書」（2017年3月）



（2）AIのプログラムに関する論点
　深層学習に利用されるGoogleのTensorflow、Preferred NetworksのChainerなど、学習
データから学習済みモデルを生成したり、現実のデータをもとに推論するためのプログラム（AIのプ
ログラム）が検討対象となっている。AIのプログラムの多くは無償で使用できるオープン・ソース・
ソフトウェア（OSS）として公開されており、作成のインセンティブ付与のために、現状の特許法、
著作権法以外の追加措置が必要かどうか検討されている。これに対しては、現行知財制度で対応可能
であることなどから、特に追加的措置は行わず、状況を注視していくことが適当としている。

（3）学習済みモデルに関する論点
　学習済みモデルは、「AIのプログラムとパラメーターの組み合わせ」であることから、現行知財制
度上、著作権法の要件を満たせば「プログラムの著作物」として保護される可能性がある（パラメータ
ーがAIプログラムと別に保持されている場合は必ずしも明確ではないと考えられる）。また、要件を
満たせば特許法または不正競争防止法で保護される。
　しかしながら、学習済みモデルから生成される「派生モデル」及び「蒸留モデル」（図4-2-2）につ
いては、学習済みモデルと比較して容易に作成できるうえ、元のモデルとの関連性を立証することが
困難であることから、学習済みモデルの知的財産保護上の課題となりうると指摘されている。

　そこで「派生モデル」及び「蒸留モデル」を考慮した学習済みモデルの保護の在り方について「契
約」、「特許権」、「著作権」及び「新しい権利」の観点で検討が行われている（表4-2-3）。
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出典：知的財産戦略本部「新たな情報財検討委員会報告書」（2017年3月）

■図4-2-2 学習済みモデルに関わる課題の状況
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　また、現状のビジネスにおいては、学習済みモデルを営業秘密として管理しつつ、出力等の結果
を使ってサービスを提供するビジネス形態がある（学習済みモデルは不正競争防止法により保護され
る）。しかし、学習済みモデルを研究・開発の観点から再利用するなどのためにインターネット上な
どで公開する場合には、秘密管理性及び非公知性の要件を満たさなくなり、不正競争防止法による保
護はなくなる。
　そこで、秘密として管理せずに利活用を広く進めることを支援するような法的な枠組みがビジネス
上の選択肢として必要かどうかという問題を、データ利活用促進に向けた公正な競争秩序の確保の検
討の中で併せて検討することが適当、としている。

（4）AI生成物に関する論点
　AIの生成物に関して、「AIを用いたサービスに関する保護の可能性」、「AIを活用した創作（著作
物）に関する保護の可能性」及び「AI生成物が問題となる（悪用される等）可能性」の3つの課題につい
て検討が行われている（表4-2-4）。

■表4-2-3 「派生モデル」及び「蒸留モデル」を考慮した学習済みモデルの保護の在り方の検討

以上のような議論の結果、平成30年の不正競争防止法の改正により、たとえ秘密管理性や非公
知性の要件を満たさないとしても、「業として特定の者に提供する情報として電磁的方法…（中
略）…により相当量蓄積され、及び管理されている技術上又は営業上の情報」を「限定提供デー
タ」として、一定の不正行為から保護されることになった（改正後不正競争防止法2条7項）。こ
れによって、例えば、あるコンソーシアム内で共有されているビッグデータがIDとパスワード
で管理されているような場合、これを不正の手段によって取得・使用・開示する行為等に対して
差止等を請求できることになる。なお、この改正法は平成31年7月1日に施行される。

不正競争防止法の改正
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保護手段 「新たな情報財検討委員会報告書」における検討結果

契約 ・契約当事者以外に効力が及ばないという限界はあるものの、技術変化などに対する柔軟な対応が可
　能で、国内外でも活用できることから、具体的な検討を進めることが適当。

特許権

・学習済みモデルが特許権で保護された場合には、元の学習済みモデルと「蒸留モデル」及び「派生
　モデル」との関連性が立証できるか否かにかかわらず、これらのモデルが特許発明の技術的範囲に
　属することを立証できれば、これらへの権利行使が可能。
・学習済みモデルの発明該当性については、産業構造審議会知的財産分科会特許制度小委員会審査基
　準専門委員会ワーキンググループで議論中。
※同ワーキンググループ第11回会合（平成29年2月開催）ではAIの学習済みモデル発明該当性につい
　て検討、第12回会合（平成30年1月開催）ではソフトウェア関連発明に係る審査基準等の基本的な
　考え方を変更せずに、ソフトウェア関連発明に係る審査基準等を発明該当性や進歩性を中心に明確
　化するための点検・改訂を行うことを承認。

著作権

・学習済みモデルが著作権で保護されたとしても、その「派生モデル」については、元のモデルに依
　拠しかつ類似性があることの立証が難しい。「蒸留モデル」についても元のモデルへのデータ入出
　力の繰り返しだけで作成されるため、元のモデルに依拠しているとは認められないという指摘もあ
　り、権利行使が困難。

新しい権利による
保護

・AIの技術の変化は非常に激しいことに加え、蒸留モデルのようにデータが違っていてもほとんど同
　じ性能のAIを作ることができることや、新しい権利が国内だけで通用する制度になる可能性がある
　ことから、拙速に導入すべきではないとの指摘あり。

出典：知的財産戦略本部「新たな情報財検討委員会報告書」（2017年3月）をもとに作成



a）AIを活用した創作（著作物）に関する保護の可能性
　「AIを活用した創作（著作物）に関する保護の可能性」については、深層学習を利用したAI生成物
の著作物性及び著作者に関する検討が行われている。具体的には、学習済みモデルの利用者に創作意
図がありかつ創作的寄与があれば、生み出されたAI生成物には著作物性が認められ利用者が著作者
になる（図4-2-3上図）一方で、創作的寄与が認められないような簡単な指示に留まる場合はAI創作
物として、現行の著作権法上は著作物と認められない（図4-2-3下図）と整理している。

■表4-2-4 AI生成物に関する課題の検討
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出典：知的財産戦略本部「新たな情報財検討委員会報告書」（2017年3月）をもとに作成

課題 「新たな情報財検討委員会報告書」における検討結果

AIを用いたサービスに
関する保護の可能性

AI生成物を用いたサービスの提供方法についてはビジネス関連発明として特許の可能性があるこ
と、一方でビジネス関連発明は日本国外においては認められないおそれがあるため各国の特許庁と
引き続き国際的な調和の取組みを行うことが必要。

AIを活用した創作
（著作物）に関する
保護の可能性

（下記a）参照

AI生成物が問題となる
（悪用される等）可能性

第三者の著作物であるデータ（音楽データ等）で機械学習した学習済みモデルが元のデータと類似
するデータを出力する場合の問題、AI創作物を人間の創作であるとして市場に供給する問題が挙げ
られており、いずれも現状では明確な判断が難しく、事例や利活用状況を注視し、引き続き検討す
ることが適当。

出典：知的財産戦略本部「新たな情報財検討委員会報告書」（2017年3月）をもとに作成

■図4-2-3 「AI生成物」のイメージ
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　ただし、具体的にどのような創作的寄与があれば著作物性が肯定されるかについては、利用者が学
習済みモデルに画像を選択して入力するなど何らかの関与があればよいという指摘や、単にパラメー
ターの設定を行うだけであれば創作的寄与とはいえないのではないかとの指摘があり、現時点で、具
体的な方向性を決めることは難しく、AＩ技術の進展に注視しながら、具体的な事例に即して引き続
き検討することが適当、としている。

4.2.3 海外のAI知的財産関連動向
　AIと知的財産法制度を巡っては、昨今、日本国内で盛んな議論が展開されているが、諸外国にお
いては、我が国のように大きな政策課題として論じられている国は見当たらない※2※3。ただ、諸外国
においても、AIと知的財産法について以下のような状況がある。 

（1）AI生成物の著作権保護 
　第一に、AI生成物と著作権法に関しては、AI生成物が著作権保護を受ける著作物といえるかが問
題となるが、諸外国においても、著作権保護を受ける著作物とは、あくまで人間によって創作された
ものであることが前提とされている。AIによって自動的に生成された作品は、たとえ客観的な価値
が高いとしても、人間によって創作されたといえない以上、著作物として著作権保護を受けることは
ないとの考えが一般的である。
　ただし、英国著作権法（Copyright, Designs and Patents Act；CDPA）は、同法制定時（1988
年）から、人間が関与しない「コンピューター創作物」（computer-generated work）について「著
作権」（copyright）による保護を認めている※4※5。ここにいう「コンピューター生成」（computer-
generated）とは、「著作物の人間の著作者が存在しない状況において著作物がコンピューターに
より生成されることをいう」と定義され（178条）、「コンピューターにより生成される（computer-
generated）文芸、演劇、音楽又は美術の著作物の場合には、著作者は、著作物の創作に必要な手筈（the 
arrangements necessary）を引き受ける者であるとみなされる」と規定されている（9条3項）※6。
そして、「コンピューターにより生成される著作物の場合には…（中略）…、著作権は、著作物が生
成された暦年の終わりから50年の期間の終わりに消滅する」と規定されている（12条7項）。なお、
コンピューター生成物に著作者人格権は適用されない（79 条2項c号、81条2項）。
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※２　知的財産戦略本部・新たな情報財検討委員会においても、2017年 1月30日 ～ 2月3日にかけて、欧州委員会、マックスプランク
　　　研究所及びミュンヘン大学の有識者に対する欧州調査が行われたが、「AI の行った行為の責任に関する議論はされているが、知財に
　　　関する議論はほとんど行われていない」とされている（知的財産戦略本部 検証・評価・企画委員会 新たな情報財検討委員会「新たな
　　　情報財検討委員会報告書」別添参考資料集p.10「（参考7）欧州におけるデータ・AIを巡る議論の状況」参照）。 
※３　なお、欧州議会の法務委員会における問題提起として、Draft Report with recommendations to the Commission on
     Civil Law Rules on Robotics （2015/2103（INL））,European Parliament Website <http://www.europarl.

　　　europa.eu/sides/getDoc.do?pubRef=-//EP//NONSGML%2BCOMPARL%2BPE582.443%2B01%2BDOC%
　　　2BPDF%2BV0//EN>参照。また、ごく最近の議論として文献[1]等も参照。 
※４　なお、同様の立法例は、アイルランド著作権法（21条ｆ号、30条等）、ニュージーランド著作権法（5条2項ａ号、22条2項等）、
　　　インド著作権法（2条ｄ項6号）、南アフリカ著作権法（1条1項5号）、バルバドス著作権法（10条4項等）、香港著作権条例（11条3項、
　　　17条6項、 91条2項c号、93条2項、198条）にも見られる。これらは英国法の影響を受けたものであるが、規定の内容はそれぞ
　　　れ微妙に異なるものがある。 
※５　裁判例として、Nova Productions Ltd v Mazooma Games Ltd,[2006] EWHC 24 （Ch）.参照。また、文献[2]も参照。 
※６　英国著作権法の和訳については、「外国著作権法 イギリス編」著作権情報センターウェブサイト<http://www.cric.or.jp/db/
　　　world/ england.html>参照。 



（2）AI生成物の特許保護 
　第二に、AIと特許法に関しては、AIを用いて生成された新しい技術が特許法上の「発明」として特
許を取得できるかという点が問題である。だが、最近の調査研究によれば、諸外国（米国、欧州、英国、
ドイツ、フランス、中国、韓国）においても、AIによる自律的な創作は、AIが自然人でないために「発
明者」の要件を満たさず、また権利主体を特定できないことから、権利の客体になりえないと考えら
れている。ただし、AIを道具として人が創作を行ったと評価できる場合は、発明として特許法の保
護対象となりうるとされ、この場合は、創作への貢献を個別具体的に評価することによって、自然人
である発明者が認定されるとのことである※7。

（3）学習済みモデルの保護 
　第三に、学習済みモデル自体が、著作権法上の著作物や特許法上の発明として法的保護を受けるか
どうかが問題になる。最近の調査研究によれば、諸外国においても、学習済みモデルが少なくともプ
ログラム及びパラメーターと評価できる場合には、一般のプログラムと同様に特許法上の保護を受け
得るとされるとのことである※8。しかしながら、様々なタイプの学習済みモデルが考えられ、また将
来も発生する中で、それらの法的な位置づけに関して理解や問題意識が共有されているかどうかにつ
いては、今後も注視する必要があると考えられる。

（4）情報解析の確保 
　第四に、機械学習のために他人の著作物等を大量に解析することが著作権侵害に当たらないかどう
かが問題となるが、諸外国においても、テキスト及びデータ解析（text and data mining）に関す
る著作権の制限規定を巡って議論が行われている。 
　すでに、英国著作権法には、2014年改正によって、テキスト及びデータ解析（text and data 
analysis）に関する権利制限規定（29A条）が設けられている。同条によれば、非商業的な目的に
よる調査を唯一の目的として（for the sole purpose of research for a non-commercial 
purpose）行うコンピューターによる解析（computational analysis）に伴う複製は、十分な出所
明示を行うことを条件として、著作権侵害に当たらないとされる※9。このように、同条の規定は、解
析が非商業的目的（non-commercial purpose）で行われることを要件としているが、解析自体が
非営利の目的で行われていれば、その成果を営利目的で公開したり、商業利用したりすることは妨げ
られないと解釈されている※10。 
　また、ドイツにおいても、2017年7月17日に改正された著作権法に、60d条［Text und Data 
Mining］の規定が見られる。同条によれば、学術的な研究のために多数の著作物を自動的に解析す
る場合であれば、著作物を複製及び一定の公衆提供することが許容される。ただ、非商業的な目的
（nicht-kommerzielle Zwecke）で行うことが条件とされる。
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※7　一般社団法人知的財産研究教育財団知的財産研究所「AIを活用した創作や3Dプリンティング用データの産業財産権法上の保護の在
　　  り方に関する調査研究報告書」
※8　前掲注（※7）p.40以下参照。
※9　和訳については、前掲注（※6）も参照。
※10　“ Exceptions to copyright: Research” GOV.UK. Website <https://www.gov.uk/government/uploads/system/
　　　　uploads/ attachment_data/file/375954/Research.pdf>



　さらに、2016年9月14日に公表された欧州指令案※11においても、テキスト及びデータ解析に関
する権利制限規定が見られる（3条）。同条によれば、適法にアクセスできる著作物等を、科学的調査
のためにテキスト及びデータ解析を行う目的で、研究機関（research organisations）によって行
われる複製及び抽出に関する権利制限規定を定めることが、加盟国の義務とされる。これに反する契
約も無効とされる（同条2項）。
　ただ、権利者は、著作物等が蔵置されるネットワークやデータベースの、セキュリティが確保され
るための措置を請求できる（同条3項）などともされている。 

◆参考文献
［ 1 ］ Andres Guadamuz, “Do androids dream of electric copyright? Comparative analysis of originality in artificial intelligence 
　　　generated works” Intellectual Property Quarterly, 2017（2）. 
［ 2 ］ Mark Perry and Thomas Margoni, “ From Music Tracks to Google Maps: Who Owns Computer Generated Works” Computer 
          Law and Security Review, 2010,vol.26,pp621-629.

［ 3 ］ 奥邨弘司「人工知能が生み出したコンテンツと著作権.著作物性を中心に」『パテント』vol.70 No.2.
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※11　“Proposal for a Directive of the European Parliament and of the Council on Copyright in the Digital Single 
　　　  Market ” European Commission Website <https://ec.europa.eu/digitalsingle-market/en/news/proposal-
　　　  directive-europeanparliament-and-council-copyright-digital-single-market>
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　人工知能（AI）は、従来の技術に比べて、「知性」という人間の本質に近いところについて「人間の
代替」になる可能性があるという、従来の技術にはない側面を持っている。そのため、その開発方法
や利用に関する種々の不安や社会における位置づけの難しさへの様々な懸念などが想定されている。
このような不安や懸念を想起させるAIを社会実装する際のリスクについては、AI自身のリスク、人
間がAIを利用して引き起こすリスク、既存の社会秩序への負の影響、及び法律・社会の在り方のリ
スクが議論されている。特に近年では、AIの開発者が担うべき（または免れるべき）責任や、具体的
な規律や執行の形態・内容をはじめとしたそれらの社会的位置づけについて、国内外で検討が進めら
れている。
　本節ではまず、AIの研究開発や利活用等にあたって考慮すべき倫理等に関する基本原則の海外に
おける取組みを紹介し、それを受けた形で進んでいる国内の「AI社会原則」に関する議論を紹介する。

4.3.1 海外における取組み
（1）政府における議論
　欧州連合（EU）、英国、米国における開発基準に係る検討経過を表4-3-1にまとめる。
　欧州連合（EU）第29条データ保護作業部会（注：当時、現在は欧州データ保護会議（EDPS）に改組）
は、EU一般データ保護規則（General Data Protection Regulation；GDPR）に係る解釈の一
環として、ガイドライン「自動処理による個人に関する意思決定（decision）及びプロファイリングに
関する規定」※12を、2018年2月に採択した。同ガイドラインでは、機械による自動処理を含めたプロ
ファイリング行為及びそれによる意思決定が容易に実現・提供されていること、またこうした意思決
定が、便益だけでなく個人の権利及び自由に重大なリスクとなりうるとしたうえで、①プロファイリ
ングや自動処理による意思決定に関する一般指針（透明性、公正性、目的の限定、データミニマイゼ
ーション、正確性の担保等）、②（法執行の影響を含む）個人に重大な影響を及ぼしうる自動処理のみ
による意思決定に関する指針としての「決定に服さない権利」の確立や、例外規定の設置等を示してい
る。また、データ主体の権利として、「情報を与えられる権利」、「アクセス権」、「情報を修正する権利」、
「異議申立権」等が具体化された。その他、（行動ターゲティング広告を含む）子供を対象とした行為
への適切な保護措置の必要性や、データプライバシー影響評価の必要性等が示されている。

AIに関する原則、ガイドライン等4.3

※12　Article 29 Data Protection Working Party “Guidelines on Automated individual decision-making and
　　　 Profiling for the purposes of Regulation 2016/679, wp251rev.01” <http://ec.europa.eu/newsroom/
       article29/document.cfm?doc_id=49826>



　欧州委員会の独立諮問機関である欧州科学・新技術倫理グループ（EGE）は、「AI・ロボティクス・
自律システムに関する声明（ステートメント）」※13を2018年3月に公表した。同声明では、AIやロボ
ット等を含む自律システムの設計、利用、ガバナンスに関して、「EU条約・基本権憲章に含まれる
価値に基づく倫理原則」として、以下を提示した。

　これに関連して欧州委員会は、産官学に加え、消費者団体、労働組合、市民団体等のEU内外の複
数のステークホルダーを含めた「欧州AIアライアンス」、及び上記の倫理原則にもとづくガイドライ
ン案の策定を目指した「AIに関するハイレベル専門家グループ」を2018年6月に組成した。さらに
欧州委員会は、2030年代に欧州で完全自動運転社会を実現する工程の一環として、AI倫理ガイド
ラインを策定する旨を2018年4月に発表し、欠陥製品に対する法的な明確さの確保に向け、AIに関
連する製造物責任指令の解釈に関する技術開発のガイダンスを2019年中に発表することを、それぞ
れ明らかにしている。
　英国は、2017年11月に「データ倫理イノベーションセンター（Centre for Data Ethics and 
Innovation）」の新設を予定していることを明らかにした。同センターは、AIの安全かつ倫理的な
イノベーションを目指したものである。これに関連して、同国貴族院（上院）のAI特別委員会は、

①人間の尊厳
②自律性
③責任

④正義・公平・連帯
⑤民主主義
⑥法の支配と説明責任

⑦セキュリティ・安全性・心身の整合性
⑧データ保護とプライバシー
⑨持続可能性

■表4-3-1 各国の政府における主要な取組み

出典：各種公開情報をもとに作成

年月 取組みの主体 取組みの内容
EU

2018年2月
欧州委員会　第29条データ保護作業部会
（現：欧州データ保護会議）

「自動処理による個人に関する意思決定（decision）及びプロフ
ァイリングに関する規定」を採択

2018年3月 欧州科学・新技術倫理グループ 「AI・ロボティクス・自律システムに関する声明（ステートメン
ト）」を公表

2018年4月 欧州委員会 「AI倫理ガイドライン」を策定することを発表

2018年6月 欧州委員会 「欧州AIアライアンス」を設立
「AIに関するハイレベル専門家グループ」を設立

英国
2017年11月 大蔵省　財務大臣 「データ倫理イノベーションセンター」を設立することを発表

2018年4月 貴族院（上院）　AI特別委員会 「英国におけるAI：英国はAIを活用できる準備ができている
か？」を公表

2018年5月 庶民院（下院）　科学技術委員会 「アルゴリズムにおける意思決定」に関する報告書を公表

2018年6月 デジタル・文化・メディア・スポーツ省 「データ倫理イノベーションセンター」に関する素案を公表し、
公開諮問を開始（2018年9月まで）

米国

2016年10月 大統領府（ホワイトハウス） AIの社会実装に向けた課題を網羅的に整理した報告書「人工知能
の未来に備えて」を公表

2018年5月 大統領府（ホワイトハウス） 「AIサミット」を開催

2018年6月 人工知能選抜委員会 初会合が開催
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※13　European Group on Ethics in Science and New Technologies “Artificial Intelligence, Robotics and
　　　 'Autonomous' Systems” <http://ec.europa.eu/research/ege/pdf/ege_ai_statement_2018.pdf>
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2018年4月に報告書「英国におけるAI：英国はAIを活用できる準備ができているか？」※14を、また
庶民院（下院）の科学技術委員会は、2018年5月に「アルゴリズムにおける意思決定」※15に関する報
告書をそれぞれ公表した。これらの報告書では、英国経済成長の中核としてのAI推進において、倫
理的アプローチの必要性を提唱しているほか、国内外で採用されることが期待されるAIに関する倫
理行動規範（Code of Practice）の策定や、AIによってもたらされる脅威やリスクと対峙するため
に必要と考えられる事項にもとづく勧告が示されている。さらにこれらの提言を受けて、英国デジタ
ル・文化・メディア・スポーツ省（DCMS）は2018年6月に、同センターの役割・活動内容・運営
方法に関する素案を示したうえで、公開諮問を開始した。素案では、同センターに対して長期的な運
営能力・独立性・法的権限を与えること等が言及されている。
　一方、米国大統領府（ホワイトハウス）は、2016年10月、政府機関におけるAIの利活用など公益
に資するAIの利活用の在り方について提言を行うとともに、自動走行車など個別分野ごとにAIの規
制の在り方に関する論点を整理した報告書「人工知能の未来に備えて（Preparing for the Future 
of Artificial Intelligence）」※16を発表した。AI対応システム（AI-enabled systems）について、
①統御可能であること　②オープンで、透明で、理解可能であること　③人々と効果的に機能しう
ること　④その操作は人間の価値や願望と一致し続けるであろうことを求める内容となっている。
報告書に併せて「米国人工知能研究開発戦略（National Artificial Intelligence Research and 
Development Strategic Plan）」※17も公表、連邦政府の予算によるAI研究の方針を策定している。
　また、米国大統領府（ホワイトハウス）は2018年5月、政府機関、産業界、学術界の代表を集めた
AIサミットを開催した※18（「4.6.1 米国」参照）。同会議は、米国がAIについて主導的立場をとるた
めの必要な政策を検討することを目的に設置され、AI研究開発に関するエコシステムの構築・支援、
関連する人材の育成、イノベーションを阻害する要因の撤廃、効果が期待される応用の可能性、等の
議題が設定された。また、研究開発に関しては、連邦政府のAI投資計画を推進する人工知能選抜委
員会を設立し、省庁間調整を円滑に進めることが公表された。またこれに続いて、2018年6月にも
非公開の検討会合が行われた。しかしながら、これらの会議においては、応用開発や産業振興等を中
心に据えており、倫理面での議論は具体的には行われていない模様である。このように米国では、デ
ータプライバシーを基本的人権の一部と位置づけることで市民の利益を当初から優先する欧州とは異
なり、倫理に関する検討よりも技術や産業としての発達を先行させるというアプローチが進んでいる
ことがうかがえる※19。

（2）国際的な枠組みにおける議論
　国際的な枠組みにおける主要な会議を表4-3-2に示す。

※14　UK House of Lords, Select Committee on Artificial Intelligence Committee “AI in the UK: ready, willing and 
　　　  able?” <https://publications.parliament.uk/pa/ld201719/ldselect/ldai/100/100.pdf> 
※15　UK House of Commons, Science and Technology Committee, “Algorithms in decision-making” <https://
　　　  publications.parliament.uk/pa/cm201719/cmselect/cmsctech/351/351.pdf> 
※16　<https://obamawhitehouse.archives.gov/sites/default/files/whitehouse_files/microsites/ostp/NSTC/
　　　 preparing_for_the_future_of_ai.pdf>
※17　NEDO「米国人工知能研究開発戦略計画」について<https://nedodcweb.org/reports/report2016/2016-10-25/>
※18　White House Office of Science and Technology Policy “SUMMARY OF THE 2018 WHITE HOUSE SUMMIT
　　　  ON AI FOR AMERICAN INDUSTRY” <https://www.whitehouse.gov/wp-content/uploads/2018/05/
　　　  Summary-Report-of-White-House-AI-Summit.pdf>  
※19　ただし、カリフォルニア州議会は2018年6月にGDPRを踏まえた消費者プライバシー法を成立させており、州レベルの個人の権
　　　 利保護に向けた動きが見られる（California Consumer Privacy Act 2018,Ab375）



　経済協力開発機構（OECD）は、2017年10月に、AIに関する政策をテーマとする国際会議「AI： 
Intelligent Machines, Smart Policies」※20を開催した。同会議では、OECD加盟国を中心と
した産学民官の有識者による検討が進められ、日本からは総務省情報通信政策研究所が発表した
「AI開発ガイドライン（仮称）」が紹介された。また、2017年11月にはデジタル経済政策委員会 
（Committee on Digital Economy Policy：CDEP）が開催され、OECDにおけるAI検討の
今後の取組みについて検討が行われた結果、①事務局による分析レポートの作成（注：2018年5月
のCDEPにおいて「社会におけるAI」と題するレポートが発表）、②2019年以後に理事会勧告作成
に向けた作業に（加盟国の意向を踏まえたうえで）着手すること、等について同意が得られた。
　G7では、2016年4月に香川県高松市で開催された情報通信大臣会合において、高市総務大臣（当
時）から人間がAIを安全・安心に使いこなすことができるよう、AIの研究開発にあたり留意するこ
とが期待される事項を整理した「AI開発原則」を紹介するとともに、AI開発原則の策定を含め、AI
に関する国際的な議論及び検討を進めることを提案、各国からの賛同が得られた。
　2017年9月にイタリア・トリノで開催された、情報通信・産業大臣会合の閣僚宣言において、AI
の急速な進歩が経済及び社会に膨大な便益をもたらすこと、また効率性の向上やコスト削減、さらに
複雑な環境におけるより良い意思決定の実現に資することを踏まえ、デジタル経済におけるイノベ
ーション及び成長を主導する人間中心のアプローチによるAI技術の発展を、法律や政治、また価値
観と協調しながら推進するという認識の共有が合意※21された。また2018年3月にG7イノベーショ
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年月 会議名 AIに関する主な議題・決定事項
OECD：経済協力開発機構

2017年10月 AI：Intelligent Machines,
Smart Policies

OECDと総務省の共催。AIの普及が社会にもたらす機会と課題、政策の役割と
国際協調について議論。

2017年11月
デジタル経済政策委員会
（CDEP）

OECDのAIに関する今後の取組みについて議論。事務局が分析レポートを作成
し、理事会勧告作成に向けた作業に着手することに合意。

G7：先進国首脳会議

2016年4月
情報通信大臣会合
（香川・高松）

高市総務大臣（当時）から、「AI開発原則」を紹介。併せて、AI開発原則の策
定を含め、AIに関する国際的な議論及び検討を進めることを提案。

2017年9月
情報通信・産業大臣会合
（イタリア）

デジタル経済におけるイノベーション及び成長を主導する人間中心のアプロー
チによるAI技術の発展を、法律や政治、また価値観と協調しながら推進すると
いう認識の共有に合意。

2018年3月
イノベーション大臣会合
（カナダ）

「未来の仕事に備える」をテーマに、IoT、ビッグデータ、AI等の新たなイノ
ベーションが社会・経済や労働市場に及ぼす影響について議論。

2018年6月 G7サミット（カナダ）
「人工知能の未来のためのシャルルボワ共通ビジョン」を首脳合意文書として
支持。

G20：主要20か国・地域

2017年5月
ビジネスサミット
（ドイツ）

「貿易・投資」「エネルギー・気候・資源の効率的利用」「金融・インフラ」
「デジタル化」「雇用・教育」「責任ある企業行動・反汚職」「中小企業」の
7つのタスクフォースを開催、AIについても議論がなされた。

2018年8月
デジタル経済大臣会合
（アルゼンチン）

デジタル化を社会経済のさらなる発展につなげていくためにG20各国が協力し
て取り組むべき事項について、大臣宣言及び付属文書が採択された。

■表4-3-2 国際的な枠組みにおける主要な会議

出典：各種公開情報をもとに作成

※20　Conference on AI: Intelligent machines, smart policies - Organisation for Economic Co-operation and
　　　 Development<http://www.oecd.org/going-digital/ai-intelligent-machines-smart-policies/>（閲覧日2018/07/23）
※21　G7 “Multistakeholder Exchange On Human Centric AI For Our Societies”<http://www.g8.utoronto.ca/
　　　 ict/2017-G7-ICT-Annex2-AI.pdf>



ン大臣会合がカナダ・モントリオールで開催された際には、「未来の仕事に備える」をテーマに、AI
やIoT等によってもたらされる技術革新が経済社会や労働市場に及ぼす影響について検討が行われ
た。さらに、2018年6月カナダ・シャルルボワで開催されたG7首脳会合（サミット）において、「人
工知能の未来のためのシャルルボワ共通ビジョン」※22が首脳合意文書として示された。同ビジョンで
は、「人間中心のAIとその商業的普及を促進し、引き続き適切な技術的、倫理的かつ中立的なアプロ
ーチを前進させる」、「投資促進と共に産業界が説明責任、保証、責任、セキュリティ、安全、ジェン
ダー及び他の偏見並びに潜在的な不正利用に関連する全ての問題に対処する」、等のコミットメント
が記載されている。
　G20では、2017年5月にドイツ・ハンブルグで開催されたビジネスサミットにおいて、「貿易・
投資」「エネルギー・気候・資源の効率的利用」「金融・インフラ」「デジタル化」「雇用・教育」「責
任ある企業行動・反汚職」「中小企業」の7つのタスクフォースにおける議論が行われた。AIに関し
ては、下記の議論が行われた。
・人工知能（AI）の変革の可能性を受け入れるべきである。
・AI展開の初期段階にあることを踏まえ、先制的な規制によって潜在力とイノベーションを抑制し
ないことが重要。
・G20諸国政府は、潜在的な社会経済的影響の理解を高めるため、すべての利害関係者と協力する
ことが必要。
　また、2018年8月にアルゼンチン・サルタで開催されたデジタル経済大臣会合では、閣僚宣言及
び付属文書が採択され、デジタル経済に必要な要素として、適切な政策枠組み、消費者の信頼やプラ
イバシー保護、IPRを確保した情報等の自由な流通等が盛り込まれた。また、人工知能やサイバーセ
キュリティといった重要事項とともに、デジタルガバメントの推進などに継続して取り組んでいくと
いう、次のG20議長国としての日本のイニシアティブが歓迎された。

（3）民間における議論
　民間における主要な取組みを学会と産業界に分けて表4-3-3に示す。
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※22　外務省「人工知能の未来のためのシャルルボワ共通ビジョン（仮訳）」＜https://www.mofa.go.jp/files/000373836.pdf＞

■表4-3-3 民間における主要な取組み

年月 取組みの主体 取組みの内容
学会

2016年12月 IEEE
「倫理的に調整された設計：自律的インテリジェントシステムと共にある人間
の幸福の優先順位に関するビジョン」の公表

2017年12月 IEEE
「倫理的に調整された設計：自律的インテリジェントシステムと共にある
人間の幸福の優先順位に関するビジョン」の改訂

産業界
2016年9月 Partnership on AI 「信条（Tenets）」の公表

2017年2月 Future of Life Institute 「アシロマAI原則」の公表

2017年10月 米国情報技術工業協議会（ITI） 「AI政策原則」の公表

2017年12月 UNIグローバルユニオン 「倫理的AIのための10原則」の公表

出典：各種公開情報をもとに作成



　まず学会では、米国電気電子学会（IEEE）の「自律・知的システムの倫理（Ethics of Autonomous 
and Intelligent Systems）に関するグローバル・イニシアティブ」が、報告書「倫理的に調整され
た設計：自律的インテリジェントシステムと共にある人間の幸福の優先順位に関するビジョン（第2
版）」※23を2017年12月に公表した。同報告書は、AIの倫理的な社会実装の在り方について、市民
を含めた多くのステークホルダーによる議論の喚起、倫理的なナッジ（選択肢の提示と誘導）を実現
するIEEE P7000シリーズ等の標準や認証プログラムの策定、各国の政策形成の促進を目的に、
2016年12月に公表された第1版の後に寄せられたフィードバックなどを踏まえて作成された。新
たに加えられた項目としては、人間の規範や価値に関する判断を自律型知的システムに実現させる方
法論の検討や、汎用人工知能または自律型兵器に特化した課題についても検討されている。また、感
情（affective）コンピューティング、政策、自律型インテリジェントシステムにおける伝統的倫理感、
複合現実、幸福などの項目が追記されている。
　次に産業界では、政府や大学、NPOのほかにAmazon、Google、Facebook、IBM、
Microsoft、Appleという競合する企業群が、AIが人々と社会に与える影響に関する議論等を共同
で行うためのNPOとして2016年9月に設立した「Partnership on AI」は、AIの研究・技術につ
いて、プライバシーとセキュリティの保護、当事者の利益の理解・尊重、社会的責任、頑健性・堅牢
性の確保、人権の尊重、説明可能性などを内容とする「信条」（Tenets）を掲げている※24。 
　研究者などにより構成され、人類の存続を脅かす危機を緩和するために活動を行っている
組織「Future of Life Institute」は2017年1月にカリフォルニア州アシロマで開催された
BENEFICIAL AI 2017※25の成果である「アシロマAI原則（Asilomar AI Principles）」※26を公
表している。本原則は「研究課題」、「倫理と価値」及び「長期的な課題」の3分類、計23の原則からな
っている。
　IBM、Microsoft、Google、Amazon、Facebook、Appleなど米国の主要ICT企業のほか、
キヤノン、富士通、パナソニック、トヨタ、東芝など日系企業も参加している米国情報技術工業協
議会（ITI；Information Technology Industry Council）は2017年10月、「AI政策原則（AI 
Policy Princeples）」を公表した※27。産業界の責任に関する原則として、責任ある設計及び実装、 
安全と制御可能性、頑健で代表性のあるデータ、解釈可能性、自律性に応じたAIシステムに関する
責任を掲げるとともに、政府の役割に関する原則、官民協働に関する原則も掲げている。
　サービス業や情報産業等の労働者で構成される国際的な労働組合である「UNI グローバルユニオ
ン」（UNI Global Union）は、労働者の利益を擁護し職場における権力の健全な均衡を維持する
観点から、AIの倫理に関する「倫理的AIのための10原則」※28を2017年12月に公表した。具体的に
は、①透明性、②「倫理的なブラックボックス（注：航空機に搭載されたもののように機械の動作を
記録する装置）」の実装、③人間と地球への貢献、④人間による指揮、⑤偏向のないAI、⑥便益の分配、
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※23　IEEE Global Initiative on Ethics of Autonomous and Intelligent Systems “Ethically Aligned Design: A Vision
　　　 for Prioritizing Human Wellbeing with Autonomous and Intelligent Systems, Version Two - Request For
　　　 Public Discussion”<http://standards.ieee.org/develop/indconn/ec/ead_v2.pdf>
※24　Partnership on AI/Partnership on AI <https://www.partnershiponai.org/tenets/>
※25　Future of Life Institute/BENEFICIAL AI 2017<https://futureoflife.org/bai-2017/>
※26　アシロマの原則（日本語版） <https://futureoflife.org/ai-principles-japanese/>
※27　ITI new release <https://www.itic.org/news-events/news-releases/iti-unveils-first-industry-wide-artificial-
　　　  intelligence-policy-principles>
※28　UNI Global union “10 Principles for Ethical Artificial Intelligence<http://www.thefutureworldofwork.org/
　　　  media/35420/uni_ethical_ai.pdf>



⑦適切な（雇用環境の）移行の確保とそれに伴う基本的自由や権利の確保に向けた支援、⑧国際的な
統治の確立、⑨ロボットに責任を帰することの禁止、⑩軍事利用促進の禁止から構成されている。
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4.3.2 我が国における「AI社会原則」の議論
（1）「人間中心のAI社会原則検討会議」に関連する動向
　我が国においては、前項に示した海外における開発基準に関する検討の活発化を踏まえ、人工
知能技術戦略会議の下に平成30年5月より、「人間中心のAI社会原則検討会議」が設置された。同
検討会議は、AIをより良い形で社会実装し共有するための基本原則となる人間中心のAI社会原則
（Principles of Human-centric AI society、以下「原則」という）を策定し、同原則をG7及び
OECD等の国際的な議論に供することを目的としている。また、AI技術並びにAIの中長期的な研
究開発及び利活用等をするにあたって考慮すべき倫理等に関する基本原則については、産学民官のマ
ルチステークホルダーによる幅広い視野からの調査・検討を行うことを目的としている。現在、平成
30年度中に一定の結論を得ることを目指して、検討が進められている（図4-3-1）。

※29　内閣府「人間中心のAI社会原則会議（第2回）資料」<http://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/humanai/2kai/siryo4.
　　　 pdf>

■図4-3-1 「人間中心のAI社会原則検討会議のアウトプットレベル（案）」

出典：内閣府「人間中心のAI社会原則検討会議（第2回）　アウトプットのレベルと今後の進め方について」 ※29

本会議のアウトプットレベルは、Society 5.0に向けて、個別課題に対するガイドライン等を検討する各省や各団体等のAIに
関わるマルチステークホルダーが、共通的に押さえておくべき考えを示した理念やビジョン、原則等とする。
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　同会議では、現在各省、各団体、各業界、各分野で検討されている、様々な指針、ガイドライン、
原則をある程度共通的に包含し、またはこれら分野ごとの取組みに対して共通する上位の理念やビジ
ョン、また原則等を検討するとしている。その際、AIをフル活用して実現すべき大きな理念はもと
より、自由意思や分散社会、または人間中心などといった、長期的に変わることのない大きな原則や、
我が国としてのAI社会の理念を踏まえたうえで実現すべきSociety 5.0の社会イメージ等を整理し
ながら、政府向け、産業界向け、研究者、ユーザーといったステークホルダーを対象とし、それらが
採るべき行動等の共通原則の取りまとめを成果として念頭に置いている※30。
　一方、こうした検討に先立ち、平成29年2月に人工知能学会倫理委員会が「人工知能学会倫理指
針」を正式に発表した※31。また、政府における取組みとして、平成28年から平成29年1月に設置さ
れた、総合科学技術・イノベーション会議の「人工知能と人間社会に関する懇談会」において、倫理、
法、制度、経済、社会的影響など幅広い観点から、AIが進展する未来の社会を見据えて、国内外の
動向を俯瞰したうえで、AIと人間社会の関わりについて今後取り組むべき課題や方向性の検討が行
われた※32。
　加えて、総務省情報通信政策研究所「AIネットワーク社会推進会議」では、2017年にAIのアルゴ
リズム開発者を対象として発表した「AI開発ガイドライン（仮称）」に続き、それ以外のAIシステム
の利用者及びデータ提供者を対象とした「AI利活用原則案」の検討に一定のめどがついたとして、同
研究会の取りまとめ資料である「報告書2018」の中で同原則案を公表した（図4-3-2、表4-3-4）。
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※30　内閣府「人間中心のAI社会原則検討会議（第2回） 議事録」 < http://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/humanai/2kai/
　　　 gizi2.pdf>
※31　人工知能学会倫理委員会「人工知能学会倫理指針」 <http://ai-elsi.org/archives/471>
※32　人工知能と人間社会に関する懇談会<http://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/ai/>
※33　<http://www.soumu.go.jp/main_content/000564147.pdf>

出典：総務省「AIネットワーク社会推進会議　報告書2018」 ※33

■図4-3-2 「AI利活用原則案」

⑦尊厳・自律の原則
⑧公平性の原則
⑨透明性の原則
⑩アカウンタビリティの原則

④安全の原則
⑤セキュリティの原則
⑥プライバシーの原則

①適正利用の原則
②適正学習の原則
③連携の原則

主にリスクの抑制に関係

主に便益の増進に関係

主に信頼の醸成に関係



■表4-3-4 「AI利活用原則案」の解説と主な論点

AI利活用原則
各利活用原則の解説

【主な論点】
（ア） セキュリティ対策の実施
（イ） セキュリティ対策のためのサービス提供等
（ウ） 不正確または不適切なデータの学習によるAIのセキュリティ脆弱性への留意

5

利用者及びデータ提供者は、AIシステムまたはAIサービスのセキュリティに留意する。

【主な論点】
（ア） 人の生命・身体・財産への配慮

4

利用者は、AIシステムまたはAIサービスの利活用により、アクチュエーター等を通じて、利用者等及び第三者の生命・
身体・財産に危害を及ぼすことがないよう配慮する。

安全の原則

【主な論点】
（ア） AIの学習等に用いるデータの質への留意
（イ） 不正確または不適切なデータの学習等によるAIのセキュリティ脆弱性への留意

2

利用者及びデータ提供者は、AIシステムの学習等に用いるデータの質に留意する。
適正学習の原則

【主な論点】
（ア） 適正な範囲・方法での利用
（イ） AIの便益とリスクの適正なバランス
（ウ） AIソフトのアップデート及びAIの点検・修理等
（エ） 人間の判断の介在
（オ） 利用者間の役割分担
（カ） 関係者間の協力

1

利用者は、人間とAIシステムとの間及び利用者間における適切な役割分担のもと、適正な範囲及び方法でAIシステ 
ムまたはAIサービスを利用するよう努める。

適正利用の原則

【主な論点】
（ア） 相互接続性と相互運用性への留意
（イ） データ形式やプロトコル等の標準化への対応
（ウ） AIネットワーク化により惹起・増幅される課題への留意

3

AIサービスプロバイダー、ビジネス利用者及びデータ提供者は、AIシステムまたはAIサービス相互間の連携に留意す
る。また、利用者は、AIシステムがネットワーク化することによってリスクが惹起・増幅される可能性があることに留意する。

連携の原則

セキュリティの原則

【主な論点】
（ア） 他者のプライバシーの尊重
（イ） パーソナルデータの収集・分析・提供等におけるプライバシーの尊重
（ウ） AIを利用したプロファイリングを行う場合におけるプライバシー等の配慮
（エ） 自己等のプライバシー侵害への留意
（オ） パーソナルデータの流出の防止

6

利用者及びデータ提供者は、AIシステムまたはAIサービスの利活用において、他者または自己のプライバシーが侵
害されないよう配慮する。

プライバシーの原則
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【主な論点】
（ア） AIの入出力の記録・保存
（イ） 説明可能性の確保

9

AIサービスプロバイダー及びビジネス利用者は、AIシステムまたはAIサービスの入出力の検証可能性及び判断結果
の説明可能性に留意する。

透明性の原則

7

利用者はAIシステムまたはAIサービスの利活用において、人間の尊厳と個人の自律を尊重する。
尊厳・自律の原則

【主な論点】
（ア） 人間の尊厳と個人の自律の尊重
（イ） AIによる意思決定・感情の操作等への留意
（ウ） AIと人間の脳・身体を連携する際の生命倫理等の議論の参照

【主な論点】
（ア） AIの学習等に用いられるデータの代表性への留意
（イ） アルゴリズムによる不当な差別への留意
（ウ） 人間の判断の介在

8

AIサービスプロバイダー、ビジネス利用者及びデータ提供者は、AIシステムまたはAIサービスの判断によって個人
が不当に差別されないよう配慮する。

公平性の原則

【主な論点】
（ア） アカウンタビリティを果たす努力
（イ） AIに関する利用方針の通知・公表

10

AIサービスプロバイダー及びビジネス利用者は、消費者的利用者や間接利用者を含むステークホルダーに対しアカウ
ンタビリティを果たすよう努める。

アカウンタビリティの原則

出典：総務省「AIネットワーク社会推進会議 報告書2018」をもとに作成 ※34

　同会議では、AIの利活用の促進やAIネットワーク化の健全な進展に向けて、便益の増進とリ
スクの抑制を図り、AIに対する信頼を醸成することを目的に、AIシステムの開発者ではなく、
AIシステムの利用者及びデータ提供者がAIの利活用において留意することが期待される事項を
取りまとめている。ここでいう利用者には、開発・提供されたAIシステムを利用して顧客（最終
消費者や最終利用者を含む）にサービスを提供する企業利用者も含まれる。
　また、AI利活用原則案は、AI開発ガイドライン案と同様に、AIの便益及びリスクが国境を越
えて広く波及することが見込まれることから、国際的な議論のためのものとするとともに、規制
の導入を目指すものとすることは適当ではないことから、非規制的かつ非拘束的なもの（いわゆる
ソフトロー）としている。 また、AI関連技術やAIの利活用が今後とも飛躍的に発展することが
期待されることから、国際的な議論を踏まえ、AI利活用原則案を不断に見直し、必要に応じて柔
軟に改訂することを表明している。
　ただし、平成30年７月末時点では、同原則はまだ「案」の状態であり、⑦において示されている
「主な論点」についても、AIネットワーク社会推進会議における検討や報告書公表時のパブリッ
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※34　<http://www.soumu.go.jp/main_content/000564147.pdf>



クコメントの結果を受けて整理したものにすぎない。そのため、今後、AI利活用原則案の各原則
の内容に関して整理された論点を踏まえ、最終的なアウトプットの取りまとめに向けて検討を行
うとしている。
　なおその際には、最終的なアウトプットの在り方についても、検討を行うものとしている。具
体的には、AI開発ガイドラインのように、分野共通の「ガイドライン」という形や名称で取りまと
めるか、また、分野ごとの問題の性質、国ごとの法制度等に相違があることに鑑み、各分野のス
テークホルダー等が分野ごとのガイドライン等を策定する際に参照する基本的な指針（メタガイド
ライン）として取りまとめるかなどがある。また、これらの検討とともに、最終的なアウトプット
を人々に周知し、普及させるため、利用者等の類型ごとに整理したり、特に消費者的利用者向け
に分かりやすいメッセージを発信することが重要であるものと考えられ、「ハンドブック」や「マニ
ュアル」などリテラシー教材（利用者の手引き）を作成し、それらにもとづいてワークショップを
行うなどの手段・方法等についても検討対象として示されている。
　経済産業省は「AI・データの利用に関する契約ガイドライン」を平成30年6月に発表した。こ
れは、平成29年12月に設置された「AI・データ契約ガイドライン検討会」及びその下部の作業部
会において検討された具体的なユースケースにもとづき、契約によるデータの利活用やAIの利用・
開発を促進し、契約締結時の法的論点などを整理することを目的としたもので、「AI編」及び「デ
ータ編」の2編で構成されている。
　このうちAI編は、主に機械学習技術の台頭を踏まえ、ソフトウェアの開発契約や利用契約を作
成する際に考慮すべき基礎的理解、及びトラブルの防止に向けた方法等を整理したものである。
具体的には、学習済みモデルの内容・性能等が契約締結時点では必ずしも定まっていないこと、
それらの内容・性能が学習データに依存していること、学習データの生成ではノウハウの重要性
が高いこと、成果物だけでなく中間的な生成物も含めて再利用の需要の存在等の技術特性にもと
づく契約の実態や留意事項が説明されている。また、開発契約に関しては、AI技術の特性を考慮
した「探索的段階型」の開発方式が提案されている。具体的には、すなわち①アセスメント段階、
②プルーフ・オブ・コンセプト（PoC）段階、③開発段階、④追加学習段階が提示され、段階ごと
に検証と確認を経ながら開発を進める方式が提案されている。この他、外国企業との契約におけ
る留意事項等が示されている。
　またデータ編は、データの取扱いに関する法的論点や契約での取り決め方が契約類型別に整理
されている。類型としては、データ提供型（一方の当事者から他方の当事者へのデータ提供）、デ
ータ創出型（複数の当事者によって生成されるデータの取扱い）、データ共用型（プラットフォーム
を介したデータ共用）に分類されており、それぞれにおける契約条項例や留意事項について説明さ
れている（図4-3-3）。
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　今後の展開としては、本ガイドラインの普及促進の他、翻訳を含む国際展開、民間の業界団体
等における分野別ガイドラインの策定、ビジネス環境や技術変化に応じた改訂などが期待される。
　一般社団法人日本経済団体連合会は、日本企業のAI及びその関連分野における国際的な産業
競争力を向上させることを目的に、未来産業技術委員会の下に「AI活用原則タスクフォース※36」
を設置し、第１回会合を平成30年1月に開催した。同タスクフォースでは、我が国が提唱する
Society 5 .0と、国際的なテーマとなっているSDGsの実現に、どのようにAIを展開するべ
きかという提案と、それに付随する重要施策の提言を目的としている。現在、①社会的・産業
的インパクトの認識、②リスクとその回避・軽減方法の提案、③公共財としてのAI技術（AI as 
Social Goods）を論点として、平成30年内の取りまとめに向けて検討が進められている。

（2）その他の政策や民間による取組みの動向
　一般社団法人産業競争力懇談会（COCN：Council on Competitiveness - Nippon）は、
「人工知能間の交渉・協調・連携」に関する検討を産学官連携の下で行い、最終報告書を平成30
年2月に公表した。この検討は、同法人の平成29年度の推進テーマの一つとして位置づけられた
ものである。具体的な対象としては、製造業務における一連のサプライチェーンにおける受発注
契約の支援を対象とした「製造バリューチェーン分野」と、交通管制連携やマルチ・モーダルの交
通リソース融通を対象とした「交通・人流分野」に絞り、両分野のユースケースを設定して、想定
されるステークホルダーへのヒアリングを実施したうえで課題分析を行っている。結果としては、

※35　経済産業省「AI・データの利用に関する契約ガイドライン概要」<http://www.meti.go.jp/press/2018/06/20180615001/　
　 　　 20180615001-4.pdf>
※36　一般社団法人日本経済団体連合会「Mission Statement ー 経団連 AI 活用原則 TF」 <http://www8.cao.go.jp/cstp/
　　　 tyousakai/humanai/1kai/sanko1.pdf> 
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出典：経済産業省「AI・データの利用に関する契約ガイドライン　概要資料」※35

＜改訂のポイント＞

● AI開発・利用に関する
 契約実務を新たに追加
● 契約の幅広いオプションや
 モデル条項を例示
● 具体的なユースケースを多数盛り込み
   （旧GLでは2事例⇒新GLでは10事例）
● 海外のデータ移転規制
   （中国サイバー法、欧州GDPR）など
 国際取引への対応も記載

新契約ガイドライン
「AI・データの利用に関する契約ガイドライン」

「AI開発」契約
AIの技術特性や開発方式から丁寧に解説

「データ創出型」契約
新たにデータを取得するところから行う類型

「AI利用」契約
追加

「データ共有型」契約
プラットフォームを利用したデータの共用を行う類型

「データ提供型」契約
保有するデータを相手方に提供する類型

拡充

旧データ契約ガイドライン

データの利用権限に関する
契約ガイドライン　

ver.1.0（平成29年5月）

大幅に
拡充

■図4-3-3 AI・データの利用に関する契約ガイドラインの全体像



ネットワーク外部性の突破が主たる課題として挙げられており、いわゆるスモールスタートを初
段とした交渉・協調・連携による社会実装の段階的な推進をその解決方法として挙げている。そ
の際、①当事者でのシミュレーション、②限定環境下での一部当事者による実動作、③限定環境
下での当事者の拡大、④一般環境へ拡大、といった段階的アプローチが必要だと指摘している。

　厚生労働省は、医療等の現場において、世界中から報告される膨大な科学的知見を評価・分析
するとともに、患者等に係る大量の生体情報を把握して、患者に最適な医療や安全な医療を提供
すること、また医療従事者等の負担を減らし、将来にわたる国民への質の高い保健医療サービス
の提供に資するべく、医療等従事者を支援していくことが求められていることから、「保健医療分
野におけるAI活用推進懇談会」を設置し、平成29年1月に第１回会合が開催された。同懇談会は、
AIがディープラーニングの登場により新たな局面を迎えたとして、こうした新たなAIの特性を
踏まえ、その活用が患者・国民にもたらす効果を明らかにするとともに、保健医療等においてAI
の導入が見込まれる領域を見据えながら、開発推進のために必要な対応及びAIを用いたサービス
等の質・安全性確保のために必要な対応等を検討することを目的に進められ、平成29年6月に報
告書※37を取りまとめ公表した。
　報告書では、技術の強みと解決が期待される課題の両面から、AI開発を進めるべき重点領域と
して、ゲノム医療、画像診断支援、診断・治療支援、医薬品開発、介護・認知症対応、手術支援
の６点を選定し、個別のAI技術の開発促進に加え、AIの有効性・安全性確保のために適切なル
ール整備が必要との見解が示されている。また、AI活用促進に向け、十分な質・量を備えたデー
タベースの整備を起点に、開発の推進と活用によって保健医療が循環的に向上する「保健医療循環
AI開発エコシステム」の重要性が提唱されている。一方で、AIによる判断が患者・国民のために
ならない可能性があることにも言及し、AIはあくまでコンピューターによる人間の知的活動の支
援のためのものであり、AIによる予測を含めた各種状況を踏まえて人間が最終判断を下す必要性
は今後も残ること、将来的にはAIシステムを使いこなす人間の能力向上が必要であること、等も
併せて指摘されている。
　懇談会を踏まえたその後の対応として、制度については、医薬品医療機器法との関係から、ど
のようなものが医療機器に該当するのかの検討、市販後経時的に性能が変化することを想定した
評価指標の検討が行われている。また医師法との関係からは、AIによる診療支援は、あくまでも
医師の最終的な判断を補助するものであり、今後のAIの技術の進歩にかかわらず、意思決定の責
任は医師が負うものとして議論が進んでいる。
　さらに、AI 開発及び利活用促進に向けて幅広い視点から議論を行い、我が国において取り組む
べき事項を検討するために、保健医療分野AI開発加速コンソーシアム※38が開始され、平成30年
7月23日に、第1回が開催された｡

　高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（IT総合戦略本部）・官民データ活用推進会議、デ
ータ活用基盤・課題解決分科会道路交通ワーキングチームは、IT総合戦略本部が平成29年5月に

※37　厚生労働省「保健医療分野におけるAI活用推進懇談会 報告書」 <https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-10601000-
　　　 Daijinkanboukouseikagakuka-Kouseikagakuka/0000169230.pdf>  
※38　厚生労働省「第１回 保健医療分野AI開発加速コンソーシアム 資料」<https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/
　　　 0000148680_00002.html>
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　なお、自動運転に係る技術は急速に進歩しており、その実情を踏まえる必要があるとして、大
綱で引き続き検討を行うとした項目も含めすべての法制度の項目に関して、今後もフォローアッ
プ会合を開催し、制度見直しの検討を継続的に実施するとしている。

　また、同じく高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（IT総合戦略本部）・官民データ活用
推進戦略会議は、平成30年6月に「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本
計画」※40を取りまとめ、同月に閣議決定された。同計画は、従来のIT戦略の取組み・成果をもと
に、政府の取組みを地方・民間まで広める「デジタル・ガバメントの実現」に向け、「IT新戦略の
策定に向けた基本方針」や「デジタル・ガバメント実行計画」を策定し、取組みのさらなる拡充・
横展開に着手している。これは、「世界最先端デジタル国家」の創造に向け、政府の行政サービス
を起点として、紙中心のこれまでの行政の在り方等を含めた大改革を断行することで、国民が安
全で安心して暮らせ、豊かさを実感できる社会を実現することを目的に検討されたものである。
重点取組みの中の「抜本改革を支える新たな基盤技術等」の一つとしてAIを位置づけているほか、
RPA等を活用したデジタル自治体行政の推進、また「世界最高水準の生産性を有する港湾物流の
実現」等の分野横断型データ連携におけるユースケースの推進等が掲げられている。また、AIの
社会・経済にもたらすインパクトやリスクの評価の国際的な共有、関連する社会的・経済的・倫
理的・法的課題の解決に資するガバナンスの在り方に関して、G7やOECD等の場における国際
的な議論を通じた検討と推進の必要性が指摘されている。

※39　高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・官民データ活用推進戦略会議「自動運転に係る制度整備大綱」<https://www.
　　　 kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20180413/auto_drive.pdf>
※40　高情報通信ネットワーク社会推進戦略本部「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」<https://cio.
　　　 go.jp/sites/default/files/uploads/documents/digital_sengen_honbun_2018.pdf>

決定したITS・自動運転に係る国家戦略「官民ITS構想・ロードマップ2017」において、高度自
動運転実現に向けた2025年までのシナリオを策定するとともに、市場化を見据えた制度整備と、
技術力のさらなる強化について重点的な整理を受け、平成29年9月に「自動運転に係る制度整備
大綱サブワーキングチーム」を設置した。2020年をめどに目指す高度自動運転システムの実現に
向けて「ドライバーによる運転」を前提とした交通関連法規の多岐にわたる見直しが必要となるた
め、高度自動運転実現に向けた政府全体の制度整備の方針（大綱）をまとめることを目的に検討が
進められた。その結果、平成30年4月に高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・官民デー
タ活用推進戦略会議において、「自動運転に係る制度整備大綱」※39が決定された。大綱においては、
以下の論点について制度整備の方向性が示されている。
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①安全性の一体的な確保（関係省庁連携による客観的な指標にもとづく走行環境条件の設定等）
②自動運転車の安全確保の考え方（自動運転車の安全性要件のガイドライン化、評価指標の国際
的な議論を踏まえた検討、自動運転車における保安基準の策定、物流・移動サービスにおけ
る在り方等）

③交通ルールの在り方（条件付きレベル3、限定地域でのレベル4の検討の方向性、物流サービ
スにおける検討の方向性、2020 年実用化等を見据えた交通ルールの検討等）

④責任関係（民事責任、刑事責任、自動運転車の走行中のデータ保存に係る検討等）
⑤運送事業に関する法制度との関係（道路運送法、貨物自動車運送事業法との整合等）



4.4.1 モビリティに係る制度改革
（1）自動運転に係る制度整備
　高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（IT総合戦略本部）・官民データ活用推進戦略会議
は、平成26年から「官民ITS構想・ロードマップ」 を毎年度策定しており、平成30年6月には4度
目の改定となる「官民 ITS 構想・ロードマップ 2018」 が閣議決定された。2018年版では、基本的
に2017年までの方針を継承しつつ、後述の自動運転に係る制度整備大綱や実証実験の動向を踏まえ
て、関係府省庁における重点的な取組施策などが改訂されている。
　図4-4-1に、この中で示されたロードマップ概要を示す。2025 年完全自動運転を見据え、自家用、
物流サービス、移動サービスごとに分けた市場化・サービス実現のシナリオ及び実現時期を示してい
る。また、ロードマップ全体像を図4-4-2に示す。

　本節では、AIの社会実装に係る制度改革として注目すべきものとして、モビリティに関する制度
改革とデータ流通に係る制度改革の2つについて解説する。機械学習ではデータとフィードバックに
よりアルゴリズムが改善されるため、2つの制度改革を組み合わせて、いかにAIの学習環境を整備
できるかが重要となる。
　前者は開発したAIを物理空間で学習させるための制度改革である。本節ではモビリティ領域の制
度改革の方向性や実証実験の現状などを解説する。
　後者はデータの循環をデジタル空間で滞りなく行うための制度改革である。本節では様々な領域に
おけるデータ流通について、それぞれ制度改革を概説する。

制度改革4.4

■図4-4-1 「官民 ITS 構想・ロードマップ 2018」の市場化・サービス実現シナリオと実現時期

出典：高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・官民データ活用推進戦略会議「官民ITS構想・ロードマップ2018」

（※注1）遠隔型自動運転システム及びレベル３以上の技術については、その市場化等
期待時期において、道路交通に関する条約との整合性等が前提となる。また、市場化等
期待時期については、今後、海外等における自動運転システムの開発動向を含む国内
外の産業・技術動向を踏まえて、見直しをするものとする。
（※注2）無人自動運転移動サービスはその定義上SAE レベル0～5 が存在するものの、レ
ベル４の無人自動運転移動サービスが2020 年までに実現されることを期待するとの意。
（※注3）民間企業による市場化が可能となるよう、政府が目指すべき努力目標の時期と
して設定。

レベル 実現が見込まれる技術（例） 市場化等期待時期
自動運転技術の高度化

自家用

レベル2 「準自動パイロット」 2020 年まで

レベル3 「自動パイロット」 2020 年目途※注3

レベル4 高速道路での完全自動運転 2025年目途※注3

物流
サービス

レベル2
以上

高速道路でのトラックの
後続車有人隊列走行 2021年まで

高速道路でのトラックの
後続車無人隊列走行 2022年以降

レベル4
高速道路でのトラックの
完全自動運転 2025年以降※注1

移動
サービス

レベル4※注2
限定地域での無人自動運転
移動サービス 2020年まで

レベル2
以上

高速道路での
バスの自動運転 2022年以降

運転支援技術の高度化

自家用 高度安全運転支援システム
（仮称）

（2020年代前半）
今後の検討内容による

2020年まで

自家用車

物流サービス

移動サービス

開発・実証

開発・実証

普及・拡大

普及

高度安全運転
支援システム
（仮称）

大規模
実証

高速道路での
自動運転（L2・L3）

高速道路での
完全自動運転
（L4）

高速道路での
隊列走行トラック
（L2以上）

限定地域での
無人自動運転
配送サービス

高速道路での
自動運転バス
（L2以上）

限定地域での
無人自動運転
移動サービス（L4）

限定地域での
無人自動運転
移動サービス（L4）
※対象地域・ODD、サー
ビス内容・範囲の拡大

公道実証
・遠隔型
・過疎地域等

全国各地域で
高齢者等が
自由に移動
できる社会

一般道での
自動運転
（L2）

交通事故の
削減、

交通渋滞の
緩和、

産業競争力の
向上

人口減少時代に
対応した

物流の革新的
効率化

2020年代前半 2025年めど

開発・実証

高速道路での
完全自動運転
トラック（L4）
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※41　<https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20180615/siryou9.pdf>

　それに先立ち、平成30年4月、同本部・同会議は、レベル3以上の高度な自動運転の2020年め
どの実現に向けた道路交通関連の法制度の見直しについて、政府全体の方向性を取りまとめた「自
動運転に係る制度整備大綱」を公表した。同大綱では、高度自動運転の初期段階である、2020年以
降2025年ごろの、公道において自動運転車と従来の非自動運転車（一般車）が混在するいわゆる「過
渡期」を想定・検討範囲とし、官民ITS構想・ロードマップに掲げる政府目標において、2020～
2025年に市場化が期待される自動運転の実用化に必要な法制度の在り方を検討対象としている。こ
の間に、我が国で市場化が期待される自動運転車は、自家用自動車としてだけでなく、物流・移動サ
ービスにおいても活用が期待されている。以下に具体的な検討対象を示す。　

（a） 自家用自動車における検討対象
 ① 高速道路での自動運転（レベル 2、レベル 3）
 ② 一般道での自動運転（レベル 2）
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年度 短期 中期  長期
2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024～25 2026～30

市場化に向けた開発

出典：高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・官民データ活用推進戦略会議「官民ITS構想・ロードマップ2018」 ※41

■図4-4-2 官民ITS構想・ロードマップ2018（ロードマップ全体像）
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・研究開発・実証の推進
・国際的な基準・標準とリーダーシップ

自動運転に係るデータ戦略
交通関連データの利活用
プライバシー、セキュリティ

自動運転に係る制度整備大綱

社会受容性、連携体制

限定地域での無人自動運転
移動サービス（レベル4）

高速道路でのバスの自動運転
（レベル2以上）

次世代都市交通システム（ART）

高速道路でのトラックの隊列走行

高速道路での完全自動運転トラック
（レベル4）
限定地域での無人自動運転
配送サービス（レベル4）

高度安全運転支援システム（仮称）

一般道路での自動運転（レベル2）

高速道路での自動運転
・準自動パイロット（レベル2）
・自動パイロット （レベル3）
・完全自動運転 （レベル4）

市場展開

市場展開、更なる高度化

市場展開、更なる高度化

市場展開、更なる高度化

対象地域の拡大、海外への展開

協調領域の拡大検討、
実用化へ向けた実証の推進

基準、標準に係る国際的リーダーシップ

サービス開始に
向けた開発・
実証実験

民間での
事業化準備

ダイナミック・マップの試作・評価、標準化等

データ整備等

プライバシー、セキュリティの産学官体制整備、推進の検討

制度詳細検討、
必要な制度見直し等

大綱
策定

社会全体の連携体制、地域ITSの推進
社会受容性の調査、普及体制の整備

様々な類型
毎の実証

民間での
事業化準備

限定地域での
無人自動運転
移動サービス実現

サービス展開、更なる高度化
全国各地域で
無人自動運転
移動サービス実現

市場展開高速道路でのバス自動運転市場化

サービス展開限定地域での無人自動運転配送サービス実現

サービス展開

隊列走行技術
の確立 サービス展開

高速道路での
後続車有人隊列走行
システムの商業化

後続車無人
隊列走行シス
テムの実証

走行距離、範囲の拡大
高速道路での後
続車無人隊列
走行技術の実現

高速道路での後続車無人
隊列走行システムの商業化

高速道路での完全
自動運転市場化※市場化に向けた取組み

高速道路での完全
自動運転トラック
実現※

順次オープン化

技術の応用

準自動パイロット
市場化

自動パイロット
市場化※

運行開始

※民間企業における市場化が可
能になるよう、政府が目指すべき
努力目標の時期として設定。
遠隔自動運転システム及びレベ
ル３以上の市場化等は、道路交通
に関する条約との整合性が前提。



※42　Society of Automotive Engineers
※43　<https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20180413/auto_drive.pdf>

出典：高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・官民データ活用推進戦略会議「自動運転に係る制度整備大綱」をもとに作成 ※43

■表4-4-1 自動運転の定義の概要
レベル 名称 定義概要 安全運転に係る監視、対応主体
運転者が一部またはすべての動的運転タスクを実行

0 運転自動化なし 運転者がすべての動的運転タスクを実行 運転者

1 運転支援 システムが縦方向または横方向のいずれかの車両
運動制御のサブタスクを限定領域において実行 運転者

2 部分運転自動化 システムが縦方向及び横方向両方の車両運動制
御のサブタスクを限定領域において実行 運転者

自動運転システムが（作動時は）すべての運転タスクを実行

3 条件付運転自動化

システムがすべての動的運転タスクを限定領域
において実行
作動継続が困難な場合は、システムの介入要求
等に適切に応答

システム
（作動継続が困難な場合は運転者）

4 高度運転自動化 システムがすべての動的運転タスク及び作動継続
が困難な場合への応答を限定領域において実行 システム

5 完全運転自動化
システムがすべての動的運転タスク及び作動継
続が困難な場合への応答を無制限に（すなわ
ち、限定領域内ではない）実行

システム

（b） 物流サービスにおける検討対象
 ① 高速道路でのトラックの隊列走行
 ② 高速道路での自動運転（レベル 3）
（c） 移動サービスにおける検討対象
 ① 限定地域での無人自動運転移動サービス（レベル 4）
 ② 高速道路での自動運転（レベル 3）

　なお、自動運転のレベルについては、「3.3.2　自動車産業における利用動向」で示したとおり、
SAE※42  InternationalのJ3016（2016年9月）にもとづくものである（表4-4-1に再掲）。

　同大綱では自動運転に係る制度の見直しに向けた進め方として、走行速度を低速に抑える、走行範
囲として決まったルートのみを走行する、あるいは走行する天候・時間などを限定するなどの走行環
境条件設定による安全性の担保を図ることとし、自動運転の実用化に向け、段階的に進めることとし
ている。また、重点的に検討する範囲とその方向性として、以下を示した。

①安全性の一体的な確保（関係省庁連携による客観的な指標にもとづく走行環境条件の設定、等）
②自動運転車の安全確保の考え方（自動運転車の安全性要件のガイドライン化、評価指標の国際的な
議論を踏まえた検討、自動運転車における保安基準の策定、物流・移動サービスにおける在り方、
等：道路車両運送法等）

③交通ルールの在り方（条件付きレベル3、限定地域でのレベル4の検討の方向性、物流サービスに
おける検討の方向性、2020年実用化等を見据えた交通ルールの検討、等：道路交通法等）
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④責任関係（民事責任、刑事責任、自動運転車の走行中のデータ保存に係る検討、等：自動車損害賠
償保障法、民法、製造物責任法、自動車運転死傷処罰法等）

⑤運送事業に関する法制度との関係（道路運送法、貨物自動車運送事業法との整合、等）

　図4-4-3に制度整備大綱にもとづいた主な取組み事項と2020年の実現イメージを示す。

　このうち、「自動運転車の安全確保の考え方」については、自動運転車が満たすべき安全性の要件
のガイドラインを策定すること、また、「責任関係」ではデータ記録装置（イベントデータレコーダー
（EDR）、ドライブレコーダー等）の設置義務化（2020年をめど）などの施策が打ち出された。
　2018年9月、制度整備大綱の方針を踏まえ、国土交通省より「自動運転車の安全技術ガイドライ
ン」が公表された※44。本ガイドラインは、自動運転車の導入初期段階において車両が満たすべき安全
要件を定めることにより、国際的な議論を踏まえた安全基準や安全性評価（基準認証）手法が策定さ
れるまでの間においても、適切に安全性を考慮した自動運転車の開発、実用化を促すことを目的とし
ている。
　これを踏まえ、本ガイドラインでは、自動運転の実現において、「自動運転システムが引き起こす
人身事故※45がゼロとなる社会の実現を目指す」ことを目標として設定し、自動運転車の開発・普及促
進を行う意義を明確にしている。この目標の達成に向けて、自動運転車が満たすべき車両安全の定義

出典：高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・官民データ活用推進戦略会議「自動運転に係る制度整備大綱（案）（概要）」

■図4-4-3 制度整備大綱にもとづいた主な取組み事項と2020年の実現イメージ

（1）自家用自動車の高速道路での自動運転

（2）限定地域での無人自動運転移動サービス

■車両安全確保の考え方
①安全性に関する要件等を2018年夏までにガイドラインとして策定
②日本が議論を主導し、車両の安全に関する国際基準を策定
③使用過程車の安全確保策の在り方について検討

■安全性の一体的な確保（走行環境条件の設定）
⑥自動運転の安全性を担保するための走行環境条件（低速、限定ルート、昼間の
み等）を検討・策定

■責任関係
⑦万一の事故の際にも迅速な被害者救済を実現
⑧関係主体に期待される役割や義務を明確化し、刑事責任を検討
⑨走行記録装置の義務化の検討

■交通ルールの在り方
④自動運転システムが道路交通法令の規範を遵守するものであることを担保す
るために必要な措置を検討。国際的な議論（ジュネーブ条約）にて引き続き関
係国と連携してリーダーシップを発揮し、その進展及び技術開発の進展等を踏
まえ、速やかに国内法制度を整備

⑤無人自動運転移動サービスにおいては、当面は遠隔型自動運転システムを使用
した現在の実証実験の枠組みを事業化の際にも利用可能とする

制度整備大綱にもとづいた主な取組み事項 2020年の実現イメージ

イメージ画像であり、自動運転中に運転者が
できることについては、現在検討中

※44　<http://www.mlit.go.jp/common/001253665.pdf>
※45　本ガイドラインにおける「自動運転システムが引き起こす人身事故」とは、自動運転システムに責任がある事故のことを指し、故意

の飛び出し等被害者側に責任がある事故や整備不良等に起因する事故は含まないとしている。
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を、「許容不可能なリスクがないこと」※46、すなわち、自動運転車の運行設計領域（ODD）※47において、
自動運転システムが引き起こす人身事故であって合理的に予見される防止可能な事故が生じないこと
と定め、この定義に基づいて自動運転車が満たすべき車両安全要件を設定し、その安全性を確保する
こととしている。以下にガイドラインに示す自動運転車の安全性に関する10項目の要件を示す。

①運行設計領域（ODD；Operational Design Domain）の設定
②自動運転システムの安全性
③保安基準等の遵守等
④ヒューマン・マシン・インターフェース（ドライバー状態の監視機能等の搭載）
⑤データ記録装置の搭載
⑥サイバーセキュリティ
⑦無人自動運転移動サービス用車両の安全性（追加要件）
⑧安全性評価
⑨使用過程における安全確保
⑩自動運転車の使用者への情報提供

　自動運転の実証実験のための環境整備については、道路交通法を所轄する警察庁が、平成28年5
月に「自動走行システムに関する公道実証実験のためのガイドライン」を公表している。同ガイドラ
インでは、①車両が保安基準に適合しており、②運転者が実験車両の運転席に乗車して監視と緊急時
に必要な操作ができ、③法令を遵守して走行する、という3つの条件を満たしていれば、特段の許可
や届出なしに実施可能であることが明確化された。
　また、平成29年2月に国土交通省は、「道路運送車両の保安基準に基づく関係告示の改正」（自動
運転車両の基準緩和認定制度の創設） を行い、ハンドルやアクセル・ブレーキペダル等を備えない車
両でも、速度制限、走行ルートの限定、緊急停止ボタンの設置等の安全確保措置を講じれば、公道実
証実験が可能になった。
　さらに警察庁は、平成29年6月に「遠隔型自動運転システムの公道実証実験に係る道路使用許可の
申請に対する取扱いの基準」を公表し、実験車両の運転者席に運転者がいなくても、外部に遠隔監視・
操作者がいれば道路使用許可を受けて公道実証実験が可能になった。これにより、遠隔型自動運転シ
ステムによる実証実験の実施が開始された。
　2018年7月現在において進められている実証実験を図4-4-4に示す。国主導のプロジェクトとし
ては、行政の自動走行に係る公道実証プロジェクトとして、「中山間地域における道の駅等を拠点と
した自動運転サービス」※48が13件、「ラストマイル自動運転」※49が4件、「沖縄におけるバス自動運転、

※46　「安全側面の規格への導入指針の国際規格」（ISO/IEC Guide 51:2014）において、安全の定義を「許容不可能なリスクがないこ
と」、許容可能なリスクを「現在の社会の価値観に基づいて、与えられた状況下で受け入れられるリスク」と定めており、本ガイド
ラインにおける自動運転車が満たすべき車両安全の定義は、この国際規格の定義に沿って設定している。

※47　運行設計領域（ODD：Operational Design Domain）とは、自動運転システムが正常に作動する前提となる設計上の走行環境
に係る特有の条件のことをいう。

※48　高齢化が進行する中山間地域において、人流・物流を確保するため、「道の駅」等を拠点とした自動運転サービスの実証実験を行う
プロジェクトである。

※49　2020年度にラストマイル自動運転による移動サービスを実現するため、車両技術の開発及びモデル地域での事業性検討を実施す
るプロジェクトである。
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大規模実証実験などの内閣府SIP事業」※50が4件、「内閣府の国家戦略特区事業」が4件、「高速道路に
おけるトラックの隊列走行」※51が1件、実施されている。これに加え、自治体、民間または大学にお
いて、14件の実証事業も実施されている（具体的内容については「3.4.2 自動車産業における利用動
向」参照）。

※50　高度な自動走行システムの実現に向けた産学官共同で取り組むべき研究開発課題についての技術検証を実施するプロジェクト
である。

※51　2020年度に高速道路での後続無人隊列走行を実現するため、車両技術の開発及び事業として成立・継続するために必要な要件・
枠組みについて検討を実施するプロジェクトである。

※52　<http://www.mlit.go.jp/common/001253813.pdf>
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（2）ドローン
　小型無人機（ドローン）の活用においては、航空法による空域制限等との整合性が課題となってき
たが、平成27年12月に改正航空法が施行され、小型無人機を飛行させる空域及び飛行方法の基本

■図4-4-4 日本における主な自動運転実証実験（予定含む）

1
2018年度茨城県日立市

日立市、SBドライブ等

2
2017.12～ 石川県輪島市

輪島市、輪島商工会議所、
ヤマハ発動機等

3
2018.4～ 福井県永平寺町

永平寺町、福井県、
ヤマハ発動機等

4
2017.6、2018.2～ 
沖縄県北谷町（非公道）

北谷町、ヤマハ発動機等

1
2017.12 秋田県
上小阿仁村

道の駅「かみこあに」

2
2017.9 栃木県栃木市

道の駅「にしかた」

3

2017.11 滋賀県
東近江市

道の駅「奥永源寺・
渓流の里」

4
2017.11 島根県飯南町

道の駅「赤来高原」

5
2017.9～10 熊本県

芦北町

道の駅「芦北でこぽん」

6
2017.12 北海道大樹町

道の駅「コスモール大樹」

7
2018.2～3 山形県

高畠町

道の駅「たかはた」

8
2017.11 茨城県
常陸太田市

道の駅「ひたちおおた」

9
2017.11 富山県南砺市

道の駅「たいら」

10
2018.2 長野県伊那市

道の駅「南アルプス長谷」

11
2018.3 岡山県新見市

道の駅「鯉ヶ窪」

12
2017.12 徳島県三好市

道の駅「にしいや・
かずら橋夢舞台」

13
2018.2 福岡県みやま市

みやま市役所山川支所

道の駅等を拠点とした自動運転
サービス（国交省/内閣府SIP）

1

2017.10～2019.3
福井県永平寺町

福井県、永平寺町、
パナソニック

2
2017.11～12 神戸市北区

神戸市、みなと観光バス、
群馬大学等

3

2017.12～2018.2 愛知県
幸田町、春日井市、名古屋市

愛知県、
アイサンテクノロジー等

4  2017.12 東京都江東区

ZMP

5
2018.1 東京都杉並区

杉並区、アイサンテクノロジー、
東京大学等

6 2018.2 羽田空港整備場地区

ANA、SBドライブ

7 2018.3 神奈川県横浜市

日産、DeNA

8
2018.3 福岡県北九州市

九州工業大学、北九州市
北九州産業学術推進機構

9

2018.3 京都府・
大阪府・奈良県

（けいはんな学研都市）

関西文化学術研究都市
推進機構

RDMM推進機構

10 2018.4 岡山県赤磐市

SBドライブ、宇野自動車

11 2018.4 神奈川県藤沢市

ヤマト運輸、DeNA

12 2018.5 東京都江東区

大和自動車交通

13
2018.5 神奈川県藤沢市

小田急、神奈川中央交通
慶應義塾大学、ＳＢドライブ

14
2018.8～9 東京都
千代田区、港区

日の丸交通、ZMP

自治体、民間または大学
※主な実証実験を記載ラストマイル自動運転

（経産省＆国交省）

1
2017.3 沖縄県南城市

SBドライブ、先進モビリティ

2
2017.6～7 沖縄県石垣市

SBドライブ、先進モビリティ

3

2017.10～ 関東地方等の
高速道路や東京臨海地域

周辺の一般道等

国内外の自動車メーカー、
自動車部品メーカー、

大学等

4
2017.11～12 沖縄県
宜野湾市・北中城村

SBドライブ、先進モビリティ

SIP事業等（内閣府）

1
2016.2～3 神奈川県

藤沢市

藤沢市、ロボットタクシー

2
2016.3 宮城県仙台市

仙台市、東北大学、
ロボットタクシー

3
2016.11 秋田県仙北市

仙北市、DeNA

4
時期未定羽田空港周辺

東京都

国家戦略特区事業
（内閣府）

1
2018.1 新東名

豊田通商、
国内トラックメーカー等

トラックの隊列走行
（経産省&国交省）

平成30年7月25日時点

出典：国土交通省 第１回自動運転等先進技術に係る制度整備小委員会
配付資料「自動車の安全確保に係る制度及び自動運転技術等の動向について」 ※52
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4.4.2 データ流通に係る制度改革
　データ流通に係る制度改革については、①パーソナルデータ（個人情報を含むデータ）、②匿名加
工されたデータ、③個人に関わらないデータ（モノに対するIoT機器データ、産業データなど）の3
つに分類することができる（図4-4-6）。本項では、これらの分類ごとに、平成29年度以降の主要な
取組みをまとめる（表4-4-2）。①については、PDS（Personal Data Store）や情報銀行など、個
人を起点としたデータ流通を促進する新たな仕組みが提案されている。②については、平成30年5
月の次世代医療基盤法の施行を踏まえ、医療情報の取扱いに大きな変革が生じている。③は内閣府
の総合科学技術・イノベーション会議（CSTI）の主導するデータ連携基盤や、産学官が連携したIoT
推進コンソーシアムなどで、事業者間の相互運用性にもとづくデータ流通が推進されている。

※53　<http://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/mono/robot/2018kaiteiroadmap.pptx>

的な飛行ルールが定められた。また、それを受けて同年に「小型無人機に係る環境整備に向けた官民
協議会」が立ち上げられており、同会議は毎年度、ドローンの利活用や環境整備に関するロードマッ
プを策定している。平成30年6月に公表された「空の産業革命に向けたロードマップ2018」では、
2018年ごろから無人地帯、2020年代前半から有人地帯について、それぞれ目視外飛行によるドロ
ーンの利活用を本格化させる方針が示されている（図4-4-5）。

ドローンが飛行する
2020年代の空の在り方
必要な技術や制度等

ドローンの
安全・安心な利活用の
ための環境整備

・第三者上空飛行等に
 係る審査要領の改訂
・機体の安全性・信頼性
 の認証、識別、登録に
 係る制度
・操縦者や運航管理者の
 資格制度
・事故の義務報告制度、
 被害者救済ルール
・運航管理に関する
 ルール

高い安全性と利便性の
空の運航管理

・UTMSの本格的な
 社会実装
・航空機、無人航空機
 相互間の安全確保と調和
・国際標準との整合

高い安全性と信頼性の機体
・落ちない・落ちても安全
・高度な自律飛行

Ⅰ 目視を代替する機能の実現　機体状態や周辺環境の把握と対応、電波の利用技術、 その他の技術開発等

出典：小型無人機に係る環境整備に向けた官民協議会「空の産業革命に向けたロードマップ2018」※53

■図4-4-5 空の産業革命に向けたロードマップ2018（小型無人機の安全な利活用のための技術開発と環境整備）

利
活
用

レベル4　有人地帯での目視外飛行
　　　　  （第三者上空）

高いレベルへ
（機体重量、人口密度等）

レベル3　無人地帯※での目視外飛行（補助者なし） ※ 山、海水域、河川、森林等
レベル1～2　目視内飛行（1 操縦　2 自動・自律） ▶ 更なる利活用の拡大

機体、飛行させる者や体制に係る要件の検討

福島ロボットテストフィールド（福島RTF） 活用

2018（年度） 2019 2020～

2018～ 2020年代前半～

環
境
整
備

技
術
開
発

離島や山間部への荷物配送、被災状況調査等

航空機と無人航空機相互間の安全確保と調和のためDIPSとUTMSの連携を検討

遠隔からの機体識別と飛行位置把握 運航管理や衝突回避にも活用 福島RTFを活用して飛行試験等を行う

都市の物流、警備等

空の産業革命に向けた総合的な検討▶論点整理（機体の登録と識別、被害者救済、サイバーセキュリティ等）▶各論の検討

目視外飛行等の運用実績や事故情報の収集・分析

制度の方向性の検討
（技術開発に応じて）

要件の検討
（技術開発に応じて）

第三者上空飛行に関する論点整理
必要に応じて順次ルールを明確化

目視外飛行
に係る審査
要領の改訂

順次開所 ●広域飛行区域、通信塔　●滑走路等　 ●　 ●風洞棟、インフラ構造物等

電波利用の環境整備　電波利用の在り方に関する調査検討等

国内制度等の整備▶新制度の運用

地域限定型「規制のサンドボックス」制度の創設、運用

Ⅱ 第三者に対する安全性の確保　ⅰ 信頼性の確保（機体や通信の信頼性、耐環境性等）　ⅱ 危害の抑制（衝突安全性等）

運航管理の高度化・知能化
・機体の自律化・知能化
・電波利用技術の高度化 等

運航管理システム（UTMS） 全体設計、各システムの開発と統合

衝突回避技術 電波・光波センサー等の開発と統合
飛行
実証

無線システムの比較・評価検討▶実証・検証▶制度の方向性の検討▶国際標準化、国内規格化

▶ ▶

携帯電話等の上空利用
性能評価・国際標準化の対応

ドローン情報基盤システム（DIPS）
●電子申請サービスの開始

●飛行情報共有機能
　更なる利便性の向上 更なる高度化の検討

▶

2020年目標

国際標準化、国内規格化機体の安全性・信頼性の評価手法の検討 飛行試験等 試験データ等
ISO、JIS等

レ
ベ
ル
４
が
許
容
さ
れ
る

安
全
性・信
頼
性

レ
ベ
ル
４
の
要
件
や
基
準
の
明
確
化

通
信
や
実
験
等
に
係
る
環
境
整
備

機体状態や周辺環境の把握と対応、電波の利用技術、 その他の技術開発等

航空機と無人航空機相互間の安全確保と調和のためDIPSとUTMSの連携を検討

福島RTFを活用して飛行試験等を行う

（機体の登録と識別、被害者救済、サイバーセキュリティ等）

制度の方向性の検討
（技術開発に応じて）

風洞棟、インフラ構造物等

新制度の運用

（機体や通信の信頼性、耐環境性等）

国際標準化、国内規格化

機体、飛行させる者や体制に係る要件の検討
空の産業革命に向けた総合的な検討▶

目視外飛行等の運用実績や事故情報の収集・分析

に関する論点整理
必要に応じて順次ルールを明確化

福島ロボットテストフィールド（福島RTF）

　電波利用の在り方に関する調査検討等

制度の創設、運用

機体状態や周辺環境の把握と対応、電波の利用技術、 その他の技術開発等

航空機と無人航空機相互間の安全確保と調和のためDIPSとUTMSの連携を検討

遠隔からの機体識別と飛行位置把握

ⅰ 信頼性の確保

全体設計、各システムの開発と統合

電波・光波センサー等の開発と統合

実証・検証

の検討
緩衝ネット付飛行場
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制度政策動向 第4章

※54　<https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/senmon_bunkadata_ryutsuseibi/dai2/siryou1.pdf>
※55　<https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/detakatuyo_wg/dai1/siryou3.pdf>

出典：内閣官房情報通信技術総合戦略室「AI、IoT時代におけるデータ活用ワーキンググループ中間とりまとめの概要」※54

出典：内閣官房 情報通信技術総合戦略室「データ流通・活用に関する動向」などを参考に作成 ※55

■図4-4-6 データ流通環境の整備

■表4-4-2 データ流通・活用に関する主な取組み状況

※注　本項で取り上げた箇所に応じた区分であり、①②③は三者択一ではない点に留意する。例えば「改正個人情報保護法」は、②匿名加工されたデータの
箇所で取り上げているが、①パーソナルデータも対象としている。

年月 関係省庁等 取組み内容 本項の該当箇所※注
　

平成29年4月 経済産業省／総務省 「データ流通プラットフォーム間の連携を実現するための基本的事
項」を公表

③個人に関わらない
データ

平成29年5月 個人情報保護委員会 「改正個人情報保護法」が施行 ②匿名加工された
データ

平成29年7月 総務省 情報通信審議会「IoT／ビッグデータ時代に向けた新たな情報通信
政策の在り方」第四次中間答申 ①パーソナルデータ

平成29年11月 民間団体 一般社団法人データ流通推進協議会が設立 ③個人に関わらない
データ

平成30年1月 内閣府 総合科学技術・
イノベーション会議 データ連携基盤サブワーキンググループが設立 ③個人に関わらない

データ

平成30年3月 経済産業省／総務省 「カメラ画像利活用ガイドブックver2.0」を公表 ①パーソナルデータ

平成30年5月 内閣官房 健康・医療戦略室 「次世代医療基盤法」が施行 ②匿名加工された
データ

平成30年6月 経済産業省 「生産性向上特別措置法」が施行 ③個人に関わらない
データ

総務省／経済産業省 「情報銀行の認定に係る指針ver1.0」を公表 ①パーソナルデータ

平成30年8月 経済産業省／総務省 「新たなデータ流通取引に関する検討事例集ver2.0」を公表 ①パーソナルデータ

経済産業省／総務省 「データポータビリティに関する検討会とりまとめ」を公表 ①パーソナルデータ

※個人に関わらないデータであっても他のデータと組み合わせることによって、個人の特定につながる可能性があることに留意が必要

● 観光分野
　▶訪日外国人の増加等観光関連産業の活性化
　▶個人ニーズに応じたおもてなしサービス提供

● 金融・フィンテック分野
　▶金融市場の活性化
　▶資産の一元管理、最適な資産運用

● 医療・介護・ヘルスケア分野
　▶健康寿命の延伸、医療費の適正化
　▶健康意識の向上、行動変容による健康増進

● 人材分野
　▶個人の適切な能力評価、最適な人材活用

● 農業分野
　▶高度な生育管理、戦略的な農産物生産・出荷
　▶ノウハウの継承、戦略的農業経営の展開

● 防災減災分野
　▶的確な被災者把握
　▶実態を踏まえた支援物資搬送やインフラ復旧計画策定

● 交通分野
　▶渋滞緩和による環境改善、最適なインフラ管理
　▶混雑状況や天候に応じた最適なナビゲーション

個人情報を含むデータの業種・業界を越えた流通により
実現する便益（想定）

メリットの本人への還元

契約等

A社 X社

…社

…社

…社

…

…

個人に関わらないデータ
例）生産現場のIoT機器データ、
橋梁に設置されたIoT機器から
のセンシングデータ（歪み、振動、
通行車両の形式・重量など）等

個人情報を含むデータ
例）移動･行動･購買履歴、属性情
報､ウェアラブル機器からのデー
タ等

匿名加工データ
例）個人を特定できないように加
工された人流情報、商品情報等

本人同意
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（1）パーソナルデータ
　内閣官房IT総合戦略室では、平成28年に「AI、IoT時代におけるデータ活用ワーキンググループ」
を立ち上げ、個人の関与の下でのパーソナルデータの流通・活用を進める仕組みを検討した。その結
果を受けて平成29年に公開された中間取りまとめでは、①PDS、②情報銀行、③データ取引市場の
3つの仕組みについて定義や推奨指針が示されている（図4-4-7、図4-4-8、図4-4-9）。
　この中で省庁として検討が進んでいるのは、②の情報銀行である。総務省は平成29年7月に公表
した「IoT／ビッグデータ時代に向けた新たな情報通信政策の在り方　第四次中間答申」の中で、情
報信託機能を担う者については、民間の団体等によるルールの下で任意の認定制度が実施されること
が望ましいとして、社会実装に向けた検討を加速する方針を示した。同年11月、総務省は経済産業
省「情報信託機能の認定スキームの在り方に関する検討会」を立ち上げ、情報信託機能を担う者に求
められる要件や、認定の運用スキーム等認定制度の在り方について検討した。検討結果は平成30年
6月に「情報信託機能の認定に係る指針ver1.0」として公表されており（図4-4-10）、今後も検討が
進められる予定である。
　経済産業省及び総務省は、平成29年11月から「データポータビリティに関する調査・検討会」※56

を開催し、データポータビリティがパーソナルデータの流通にもたらす効果などについて、調査・検
討を実施した※57。

※56　データポータビリティとは、本人が提供した官民が保有するデータを、再利用しやすい形で本人に還元または他者に移管で
きることである。出典：総務省「データポータビリティに関する調査検討会の開催」<http://www.soumu.go.jp/menu_news/ 
s-news/01tsushin01_02000237.html>

※57　データポータビリティに関する調査・検討について<http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/detakatuyo_wg/dai1/siryou4-2.pdf>
※58　<https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/senmon_bunka/data_ryutsuseibi/dai2/siryou1.pdf>

※PDS、情報銀行、データ取引市場は、それぞれ排他的なものではなく、同一の者が複数の機能を担うことも想定される。
出典：内閣官房情報通信技術総合戦略室「AI、IoT時代におけるデータ活用ワーキンググループ中間とりまとめの概要」※58

■図4-4-7 PDSの定義

PDS（分散型）のイメージ PDS（集中型）のイメージ

PDS（Personal Data Store）とは、他者保有データの集約を含め、個人が自らの意思で自らのデータを蓄積・
管理するための仕組み（システム）であって、第三者への提供に係る制御機能（移管を含む）を有するもの。

個人が自らのデータを安全に蓄積・管理・活用することができる。

事業者D

事業者E

事業者F

個人a

PDS

個人b

PDS
個人が保有する端末等で
データを蓄積・管理

AとBの
データを提供

BとCの
データを提供

事業者A

個人に関する
データ

事業者B

個人に関する
データ

事業者C

個人に関する
データ

事業者D

事業者E

事業者F

個人a

個人b

管理・
制御

管理・
制御

個人aの
データ

個人bの
データ

PDS
PDS

PDS事業者

事業者A

個人に関する
データ

事業者B

個人に関する
データ

事業者C

個人に関する
データ

事業者が提供するサーバー
等でデータを蓄積・管理



※59　 <https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/senmon_bunka/data_ryutsuseibi/dai2/siryou1.pdf>
※60　 <https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/senmon_bunka/data_ryutsuseibi/dai2/siryou1.pdf >

出典：内閣官房情報通信技術総合戦略室「AI、IoT時代におけるデータ活用ワーキンググループ中間とりまとめの概要」 ※59

■図4-4-8 情報銀行の定義

情報銀行（情報利用信用銀行）とは、個人とのデータ活用に関する契約等にもとづき、PDS等のシステムを活用し
て個人のデータを管理するとともに、個人の指示または予め指定した条件にもとづき個人に代わり妥当性を判断
のうえ、データを第三者（他の事業者）に提供する事業。

情報銀行のイメージ

※本人には便益が還元されず、社会全体にのみ便益が還元される場合もある。

AとBのデータ
を提供

事業者D

事業者E

事業者F

PDS
個人

事業者A

個人に関する
データ

事業者B

個人に関する
データ

事業者C

個人に関する
データ

情報銀行
預託

便益

使益

出典：内閣官房情報通信技術総合戦略室「AI、IoT時代におけるデータ活用ワーキンググループ中間とりまとめの概要」 ※60

■図4-4-9 データ取引市場の定義

データ取引市場とは、データ保有者と当該データの活用を希望する者を仲介し、売買等によ
る取引を可能とする仕組み（市場）。

データ取引市場のイメージ

事業者C

事業者D

事業者A

個人に関する
データ

事業者B

IoTデータ

※データ取引市場におけるデータ提供主体としては、事業者、個人、情報銀行が想定される。

データ取引市場

PDS
個人

情報銀行
預託

便益

便益

対
価

対
価

対価

対価

事業者から直接
または間接的に
本人に還元
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※61　 <https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/detakatuyo_wg/dai1/siryou4-1.pdf>
※62　 <http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h30/pdf/30honpen.pdf>

出典：総務省「『情報銀行』の社会実装に向けた取組」 ※61

■図4-4-10 「情報信託機能の認定に係る指針ver1.0」の概要

＜認定基準の基本的な考え方＞

＜主な指針案の内容＞

▶ 「認定基準」は一定の水準を満たす事業者を認定する仕組みのためのものであり、
　 当該認定によって消費者が安心してサービスを利用するための判断基準を示すもの。

▶ 消費者個人を起点としたデータの流通（コントロールできる機能の充実）、消費者からの信頼性確保に主眼を置く。

❶認定基準 ❷モデル約款の記載事項 ❸認定スキーム

委任関係に関する契約上の合意について、
具体的な条件をモデル約款として示す

　業務範囲

　情報銀行が担う義務

　事業終了時等の扱い
　（個人情報保護法上も有効な同意に）

　経営面の要件

　セキュリティ基準

　ガバナンス体制（相談体制、諮問体制等）

　個人情報の取得方法や利用目的の明示

　利用者がコントロールできる機能

　損害賠償責任

　認定団体の適格性

　審査の手法

　認定証

　認定内容に違反した場合の対応

　認定団体と認定事業者の契約

　認定団体の運用体制

○2018年秋以降、本指針に基づく、民間の認定団体による認定開始を期待。
○今後継続して議論・見直し、ver1.0で対象外とした要配慮個人情報の扱いについても検討。

出典：総務省「平成30年版 情報通信白書」 ※62

■図4-4-11 IoT推進コンソーシアム

会長 村井　純　慶應義塾大学 大学院 政策・メディア研究科委員長兼環境情報学部教授

副会長 鵜浦　博夫　日本電信電話株式会社 代表取締役社長
中西　宏明　株式会社日立製作所 取締役会長兼代表執行役

運営委員会メンバー 委員長　村井　純　慶應義塾大学 大学院 政策・メディア研究科委員長兼環境情報学部教授

大橋　豊　　　三菱電機株式会社 副社長
越塚　登　　　東京大学大学院 教授
小柴　満信　　JSR株式会社 社長
齊藤　裕　　　株式会社日立製作所 副社長
志賀　俊之　　産業革新機構 会長（CEO）
篠原　弘道　　日本電信電話株式会社 副社長
須藤　修　　　東京大学大学院 教授

堂元　光　　　日本放送協会 副会長
徳田　英幸　　情報通信研究機構 理事長
野原　佐和子　イプシ・マーケティング研究所 社長
林　いづみ　　弁護士
程　近智　　　アクセンチュア株式会社 相談役
松尾　豊　　　東京大学大学院 特任准教授
森川　博之　　東京大学大学院 教授

技術開発ＷＧ
（スマートIoT 推進フォーラム）

ネットワーク等のIoT 
関連技術の開発・実証、
標準化等

先進的モデル事業推進WG
（IoT推進ラボ）

先進的なモデル事業の
創出、規制改革等の環
境整備

IoTセキュリティＷＧ

IoT機器のネットワーク
接続に関するガイドラ
インの検討等

データ流通促進ＷＧ

データ流通のニーズの
高い分野の課題検討等

国際連携WG

我が国の技術優位の分
野等の海外展開支援策
等の検討

総　会 ■ 会長
■ 副会長

運営委員会（15名）

総務省、経済産業省等

協力 協力
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※63　 <http://www.meti.go.jp/press/2017/03/20180330005/20180330005-2.pdf>

　産学官が連携したデータ流通に係る取組みとしては、平成27年に設立されたIoT推進コンソーシア
ムの「データ流通促進ワーキンググループ」が、総務省や経済産業省と共同で様々な提言等を実施して
いる（図4-4-11）。例えばデータ流通促進WGでは、データ流通を伴うBtoB（BtoBtoCを含む）ビジ
ネスの検討事例をもとに、個人情報の取扱いにおける注意事項など、事業者がデータ取引契約で抱え
る課題へのアプローチ方法が議論されている。検討結果は平成29年3月に「新たなデータ流通取引に関
する検討事例集ver.1.0」として取りまとめられており、平成30年8月にはver.2.0が公表された。ユ
ースケースごとの検討結果に加え、データの取得・加工・提供者が共通して参照可能な項目について、
委員からの助言が共通意見として整理されており、業界を横断したデータ利活用に資することが期待
されている。
　また平成30年3月には、カメラ画像利活用サブワーキンググループにおける検討結果をもとに「カ
メラ画像利活用ガイドブックver2.0」が公表された。平成29年1月に公表されたver.1.0に対し、
同一人物が来店した際に来店履歴や購入履歴などを分析する「リピート分析」がユースケースとして
追加されており、配慮事項や全体構成が改訂されている（図4-4-12）。

出典：経済産業省「カメラ画像利活用ガイドブックの改訂 概要」 ※63

■図4-4-12 カメラ画像利活用ガイドブックver2.0：リピート分析

特定空間（店舗等）に設置されたカメラで、目的に応じて定めた期間、特徴量データ（個人識別符号）を保持して、同一人物が
来店した際にそれを識別し、単一店舗もしくは同一の事業主体が運営する複数店舗において、同一の来店客の来店履歴、来
店時の店舗内動線、購買履歴、推定される属性（性別・年代等）等を一定の期間に渡り連結しつつ取得し、分析するもの。

ID 特徴情報 来店日時 購買情報
01 0xα1 20170110 ●●●●
01 0xα1 20170203 ××××

・ カメラで撮影した画像から顔特徴量データ（個人
識別符号）を抽出して目的に応じて定めた期間保
存、顔特徴量データ（個人識別符号）生成後に生
画像は速やかに破棄
・ 顔特徴量データ（個人識別符号）は同一人物の2
回目以降の来店の判定キーとして活用（同一店舗
もしくはチェーン店舗間のみ）
・ 期間中、顔特徴量データ（個人識別符号）をキー
として、来訪履歴、店内動線、購買履歴、推定され
る属性（性別・年代）等を紐づけたリピートデータ
として保存
・ 保存期間経過後は、レコード自体を削除、もしくは
個人情報ではない情報（特徴量データ（個人識別
符号）を破棄したうえで統計化するなど）に変換
・ 顔特徴量データ（個人識別符号）及びリピート
データは、会員カード情報等とは紐づけないとと
もに、共同利用（法人をまたいだ活用）や第三者
提供も行わない

※来店データには、画像から抽出した顔の特徴情報、来
訪日時、購買情報を含みます。

※顔の特徴情報を抽出後、画像は速やかに削除します。
※来店データ及び来店履歴データは氏名、住所、画像等
は含みません。

※来店履歴データは、顔の特徴情報をキーとして来店
データを紐づけたものです。ただし、100％の精度で同
一人物のデータと紐づけできるものではありません。

※来店履歴データは、保有期間が過ぎたら、レコード自体を
削除、もしくは個人情報ではない情報として保存します。特徴情報 来店日時 購買情報

0xα1 20170110 ●●●●

来店データ（※）

来店履歴データ（※）

購入する店に入る 店を出る

初回来店時

●●チェーン本部

分析

特徴情報 来店日時 購買情報
0xα1 20170203 ××××

来店データ（※）

購入する店に入る 店を出る

2回目以降の来店時

回遊しやすい
レイアウトになって、
買い物しやすく
なったわ！

どこの
チェーン店頭でも、
買いたいものが
いつでもあるわ！
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（2）匿名加工されたデータ
　匿名加工情報とは「特定の個人を識別することができないように個人情報を加工し、当該個人情報
を復元できないようにした情報」※64のことである。平成27年9月の個人情報保護法の改正により新設
された制度であり、一定のルールの下で、本人の同意が不要となるパーソナルデータの利活用を促進
することを目的としている。
　匿名加工情報それ自体は特定の産業を対象としているわけではないが、特に注目されているのが医
療分野での活用である。平成30年5月に施行された「医療分野の研究開発に資するための匿名加工医
療情報に関する法律」（次世代医療基盤法）は、医療情報の取得と利活用を促進することを目的とし
ており、匿名加工医療情報の作成を認定事業者に集約するスキームが設計されている（図4-4-13）。
医療情報は要配慮個人情報に該当するため、匿名加工医療情報を第三者提供する場合には本人の同意
が必要となるが、同法で規定されたスキームに従えば、オプトアウト手続きによる医療情報の取得と
匿名加工処理された同情報の第三者提供が可能となる。

※64　 出典：個人情報保護法委員会「匿名加工情報制度について」 <https://www.ppc.go.jp/personal/tokumeikakouInfo/>（閲
覧日2018/07/23）

※65　  <https://www.kantei.go.jp/jp/singi/kenkouiryou/jisedai_kiban/dai5/siryou1.pdf>

■図4-4-13 次世代医療基盤法の全体像

出典：内閣官房 健康・医療戦略室「次世代医療基盤法の施行に向けた検討の状況について」 ※65

個人の権利利益の保護に配慮しつつ、匿名加工された医療情報を安心して円滑に利活用することが可能な仕組みを整備。
①高い情報セキュリティを確保し、十分な匿名加工技術を有するなどの一定の基準を満たし、医療情報の管理や利活用のための匿名化
を適正かつ確実に行うことができる者を認定する仕組み（＝認定匿名加工医療情報作成事業者）を設ける。

②医療機関等は、本人が提供を拒否しない場合、認定事業者に対し、医療情報を提供できることとする。
    認定事業者は、収集情報を匿名加工し、医療分野の研究開発の用に供する。

【次世代医療基盤法のイメージ図】

本人は提供
拒否可能

高い情報セキュリティ等を認定で担保

1 認定事業者が匿名加
工医療情報にかかる
義務を負う

2 多数の医療機関の情
報を収集可能

3 国が適切な匿名加工
の能力を有する事業
者を認定

1 2 3

利活用成果（例）

新薬の開発

未知の副作用の発見

質や費用対効果の分析

情報利用者（例）

研究機関（大学等）

製薬会社

行政

匿名加工医療情報
個人を識別できないように
加工した情報

※次世代医療基盤法で可能となる機能

個人情報

医療機関等A

医療機関等B

医療機関等D

医療機関等C

患者・国民Z

患者・国民Y

患者・国民X

受診 氏名　山田太郎
住所　東京都

氏名　■■■■
住所　■■■■

匿名加工

認定事業者A

認定事業者B

国民や医療機関等への価値のフィードバック
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（3）個人に関わらないデータ
　内閣府の総合科学技術・イノベーション会議（CSTI）は、平成30年1月より「データ連携基盤サブ
ワーキンググループ」を設置し、人工知能とビッグデータを共有・活用する「データ連携基盤」の取組
みを推進している（図4-4-14）。同プロジェクトは、戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）な
どの研究開発プロジェクトで進められていた分野内でのデータ連携の取組みを、分野間の連携にまで
推し進め、分野横断的プラットフォームを構築することを目指している。連携の主な課題としては、
多様なデータフォーマットなどの存在が挙げられており、データの構造や語彙の標準化が計画されて
いる（図4-4-15）。具体的な連携対象分野としては、①防災・減災、②インフラ維持管理、③自動走行、
④農業、⑤材料、⑥海洋、⑦宇宙、⑧G空間情報センター、⑨地球環境情報PF、などが予定されている。

※66　 <http://www8.cao.go.jp/cstp/siryo/haihui034/siryo1-5.pdf>

出典：内閣府「Society 5.0の本格実装 ～データ連携基盤の整備～」 ※66

■図4-4-14 データ連携基盤の整備

■ Society 5.0の本格実装に向け、CSTIが司令塔機能を発揮し、データ連携基盤の取組みを推進
■ 「人工知能」とビッグデータを共有・活用する「データ連携基盤」はSociety 5.0実現のための両輪
　 ※欧米は、政府公共データを中心に様々なデータがつながる仕組みを構築しつつあり、「データ連携大競争時代」が到来
　 ※日本は、各省、産業界の取り組むデータベースがバラバラなため、データ連携の仕組みの構築が急務

・世界に先駆けて人工知能を搭載し、あらゆる分野のデータが垣根を越えてつながるデータ連携基盤を構築
・あらゆる分野から融合したビッグデータと人工知能を活用し、安全・安心、生産性革命、人生100年時代に大きく貢献

▶CSTIがSIP／PRISMを中核に、分野ごと、分野間のビッグデータ連携を推進
▶CSTIが司令塔となり、IT戦略本部と連携し、各省、産業界の取組みを糾合

データ連携基盤人工知能

◆議長：安西祐一郎
　　　 （日本学術振興会）
◆顧問：久間和生
　　　 （CSTI常勤議員）
◆事務局：内閣府CSTI（とりまとめ）
　　　　 総、文、経、厚、農、国
　（事業省庁を含めた6省連携に発展拡大）

実施項目
・産業化ロードマップ
・研究開発目標
・人材、制度、振興支援関連等

※人工知能戦略の司令塔

人工知能技術戦略会議

未来投資会議
（平成28年4月）

Society5.0
実装イメージ

自動運転
データ

農業
データ

インフラ・
防災データ

ものづくり
データ

健康・医療・
介護データ

分野ごと
データ基盤

安全・安心

・欲しいデータがどこにあるか見つけることができる
・分野横断でデータを一括して入手することができる

『言葉と意味（＝データ）』を共通化・連結
分野間データ
連携基盤

生産性革命 人生100年時代
・インフラ維持管理
 （2020年までに維持管理
 の20％高効率化）
・防災・減災

・物流（2020年に高速道路
 でのトラック隊列走行）
・農業（コメの生産費
 5割削減）
・建設

・健康・医療・介護
 （2020年からデータ
 利活用基盤の本格稼働）
・教育、人材育成

その他分野
電子行政
観光
気象
衛星
……センサー

データ

総理指示にもとづき設置

ビッグ
データを
活用

人工知能
を搭載
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※67　<http://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/datarenkei/1kai/siryo3.pdf> 

■図4-4-15 共通語彙基盤（IMI；Infrastructure for Multi-layer Interoperability）

分野横断でのデータ交換を目的としたフレームワーク（世界最先端IT国家創造宣言で推進）
・デジタル・ガバメントの基盤として取り組まれるが、将来は社会全体で活用することを前提に設計を実施
・米国政府の推進するNIEMと同様に、社会の中核になるコア語彙と分野別の専門分野（ドメイン）語彙を体系的に整理

出典：内閣府「Society 5.0実現に向けたデータ連携基盤 現状と課題」 ※67

小学校

生徒数

建物

所在（住所）

施設情報

建築物情報

避難所情報コア
語彙

ドメイン
語彙

診療科

状況

ベッド数

病院

建物

所在（住所）

施設情報

建築物情報

スケジュール

連絡先

イベント

建物

所在（住所）

・分野横断（社会基盤のコアな情報を重点推進）
・グローバル連携（EU、米国との情報交換）
・IoTへの配慮
 （将来的な連携を視野に入れて設計）
・オープンデータでの活用
 （社会全体のデータ利活用を促進）
・検索性向上への配慮
 （検索サービス標準の参照）
・既存システムへの配慮
 （既存データを活かしデータ連携時に活用）

IMIの特徴

・EUのデータ標準プロジェクト総会に毎年参加 
（講演等）
・米国も2年に一度情報交換
・行政コアデータとオープンデータを同時に進
める方式は、日本独自のもので注目されている

海外との連携状況

・文字の標準化
氏名、法人名、地名等を正確に交換する仕組み
・行政データ連携標準（仮称）の検討
日付、住所等の社会の基本中の基本データ
の標準化
・コード整理
施設ID等の共通的に使用できるコードの整理

関連プロジェクト

・創造宣言の中で取り組まれてきたが、官民
データ活用推進基本法が整備されたことも
あり、重点化
・IT総合戦略室が経済産業省、情報処理推
進機構と推進

体制

・政府機関、自治体、民間で導入が開始
国が保有する4百万法人の情報を提供する
「法人インフォメーション」でIMIを全面採用
埼玉県では県下市町村を含んだ広域の
情報提供に導入
多くのオープンデータ関連プロジェクト
で活用

国内の実装状況

コア
語彙

ドメイン
固有語彙

ドメイン
共通語彙

地理空間
・施設

移動
・交通

防災

財務

住所

災害
復旧費

避難所

病院

駅

どの分野でも利用される普遍的な語彙
例）人、物、場所、日付など

コア語彙

分野固有の語彙のうち、
他の分野でも参照する主要な語彙

例）病院、駅名、避難所など

ドメイン共通語彙

各分野での利用に特化した語彙
例）病床数、時刻表など

ドメイン固有語彙
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※68　経済産業省「『生産性向上特別措置法』が施行されました」 <http://www.meti.go.jp/press/2018/06/20180606001/
　　　  20180606001.html> 
※69　参加者や期間を限定すること等により、既存の規制にとらわれることなく新しい技術等の実証を行うことができる環境を整備する

ことで、迅速な実証及び規制改革につながるデータの収集を可能とする。 出典：経済産業省「生産性向上特別措置法」が施行されま
した <http://www.meti.go.jp/press/2018/06/20180606001/20180606001.html>  

※70　<http://www.meti.go.jp/press/2018/06/20180606001/20180606001-2.pdf>

　「①プロジェクト型『規制のサンドボックス』制度の創設」は、参加者や期間を限定すること等によ
り、既存の規制にとらわれることなく新しい技術等の実証を行うことができる環境を整備すること
で、迅速な実証及び規制改革につながるデータの収集を可能とするものである。
　また、Connected Industries関連政策である「産業データ共有事業の認定制度」は「②データの
共有・連携のためのIoT投資の減税等」の一環であり、協調領域におけるデータの収集・活用等を
行う民間事業者の取組みを、セキュリティ確保等を要件として主務大臣が認定して支援する（図4-4-
17）。

　平成30年6月には「生産性向上特別措置法」が施行され、データ流通に係る取組みとして「産業デ
ータ共有事業の認定制度」が創設された※68。生産性向上特別措置法は、革新的な技術やビジネスモデ
ルを用いた事業活動による生産性向上を目的とした政策パッケージであり、①「プロジェクト型『規
制のサンドボックス』制度の創設」※69、②「データの共有・連携のためのIoT投資の減税等」、③「中
小企業の生産性向上のための設備投資の促進」の3つの施策を軸としている。（図4-4-16）。

■図4-4-16 生産性向上特別措置法案における主な措置事項※70

プロジェクト型
「規制のサンドボックス」
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○データを収集・共有・連携する事業者の取
　組みについて、IoT投資に対する減税措置
　等を講ずる。
※IoT設備投資（センサー・ロボット等）を行った場合特
別償却30%または税額控除3%（賃上げを伴う場合は
5%）を措置。

○協調領域のデータを収集・共有する事業者
　（データ共有事業者）であり、一定レベルの
　セキュリティ対策が確認できた事業者につ
　いては、国や独法等に対しデータ提供を要
　請できる手続を創設する。
※具体的に活用される分野は、C o n n e c t e d 
Industriesの重点5分野である「自動走行・モビリティ
サービス」、「ものづくり・ロボティクス」、「バイオ・素材」、
「プラント・インフラ保安」、「スマートライフ」等を想定。

○革新的な技術やビジネスモデルの実証計
　画について、主務大臣が革新的事業活動
　評価委員会に意見を聴いた上で認定。

○参加者や期間を限定すること等により、既 
　存の規制にとらわれることなく実証が行え
　る環境を整備。
※必要に応じて、規制の特例措置を講ずる。

＜主務大臣＞
● 基本方針適合性、法令適合性等を確認
● 評価委員会の意見を踏まえ、実証計画を
　 認定
● 実証後、規制の見直しを検討

認定 報告
徴収

意見を
聴く

内閣総理大臣
※基本方針の策定

事
業
者

評
価
委
員
会
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的
窓
口 主務大臣

事業所管

規制所管
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計画
申請
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通じて勧告

【例1】データ共有（地図）
衛星
データ

気象
データ

 国、
独法等 デ

ー
タ

共
有
事
業
者事業者

自動走行、
災害支援等
新たな
サービス

協調領域のデータの集約・共有 革新的事業の創出、
社会課題の解決→

【例2】データ連携（生産管理）

共通生産管理
システム

EDIによる受発注、
生産管理等の共通化

工場Ａ

工場C

工場B

生産性の向上、
競争力強化

共通生産管理システムの構築により、
企業横断的な「総合管理」が実現 →

工程管理
システム
のデータ

生産ライン
センサーのデータ
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　産学官が連携したデータ流通に係る取組みとしては、前述のIoT推進コンソーシアムが、平成29
年4月に「データ流通プラットフォーム間の連携を実現するための基本的事項」を公表している。同コ
ンソーシアムは、平成29年2月より「データ連携サブワーキンググループ」を開催し、データ流通プ
ラットフォームを提供する事業者がデータ連携のために最低限共通化すべき事項について検討してき
た。その検討結果として、データカタログ（メタデータ）とカタログ用APIの整備が必要事項として
整理されている。
　また平成29年11月には、IoT推進コンソーシアム・総務省・経済産業省などでの検討を踏まえて、
一般社団法人データ流通推進協議会が設立された。同協議会の目的は「データ提供者が安心して、か
つスムーズにデータを提供でき、またデータ利用者が欲するデータを容易に判断して収集・活用でき
る技術的・制度的環境を整備すること等」※72であり、データ流通事業者間の相互連携の推進や、デー
タフォーマットの整備などを行う。

※71　 <http://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/connected_industries/pdf/201806_progress.pdf>
※72　 出典：一般社団法人データ流通推進協議会  団体概要 <https://data-trading.org/about>

出典：経済産業省「『Connected Industries』関連政策の進捗等について」 ※71

■図4-4-17 産業データ共有事業の認定制度

要請
要請

※生産性向上等一定の要件を
満たす設備投資を行った事業者

【Connected Industries
税制】

IoT投資（設備投資）
に対する減税措置

【中小機構による債務保証、
 中小企業信用保険の特例】

金融上の支援

主務大臣を経由し、
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→データの収集活用を行う事業者を
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特定革新的データ産業活用
 〔データ共有事業）

［想定主体：共同出資会社、業界団体等］
認定革新的データ産業活用事業者が、
専門機関による調査の上で、一定水準
の情報の安全管理がされていることに
ついて確認を受ける
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　行う事業者を支援
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　内閣府が平成30年度の経済財政政策の基本方針を示した「経済財政運営と改革の基本方針2018」
（骨太の方針2018）では、潜在成長率の引き上げや重要課題への取組みとして、未来社会のビジョ
ンSociety 5.0の実現が目標として掲げられている。また、平成30年度の成長戦略を示した「未来
投資戦略2018」においても、第4次産業革命の技術革新を活かして、Society 5.0を実現すること
が目標に掲げられている。
　AI技術はSociety 5.0を構築するための基盤技術のーつ※73であり、同ビジョンを実現するための
規制改革や、研究開発及び投資・イノベーションを推進する政策とは不可分な関係にある。
　近年のAIに関する国内政策は、研究開発から社会実装まで一気通貫した取組みが志向されており、
産学官を横断した施策や会議体の縦横連携が拡大している。その中で中心的な役割を担うのが、①統
合イノベーション戦略推進会議、②総合科学技術・イノベーション会議（CSTI）、③人工知能技術戦
略会議の3つの会議体である（図4-5-1）。

　本節では、これらの会議体を中心に、国内の政策動向を解説する。まず、政府横断の取組みとして、
統合イノベーション戦略の概要とAI政策の基本方針を整理する。次に、AIの研究開発と社会実装に
向けた具体的な取組みとして、人工知能技術戦略会議の動向を解説する。最後に、AI技術に関係の
深い6つの省庁（総務省、文部科学省、経済産業省、農林水産省、厚生労働省、国土交通省）について、
各省ごとの基本方針と具体的な取組みを紹介する。関連する法制度の規制改革については、本章「4.4
制度改革」を参照されたい※74。

国内の政策動向4.5

※73　 Society 5.0のビジョンを示した第5期科学技術基本計画では、AI技術は「超スマート社会サービスプラットフォームの構築に必
要となる基盤技術」に位置づけられている。同基盤技術には他に、サイバーセキュリティ、IoTシステム構築、ビッグデータ解析、
デバイスなどが含まれている。

※74　 AIの社会実装の前段階として、デジタル化やデータ利活用の推進が検討されている。

出典：各種公開情報をもとに作成

■図4-5-1 国内のAI政策における府省庁連携体制
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4.5.1 統合イノベーション戦略、同推進会議による政府横断の取組み
　内閣府の総合科学技術・イノベーション会議（CSTI）は、現在の我が国の科学技術政策の基本計画
を定めた「第5期科学技術基本計画」（第5期基本計画）※75を所管しており、年度ごとに重点分野を定
めた「科学技術イノベーション総合戦略」※76を策定している。第5期基本計画の折り返し点である平
成30年6月には、これまでの計画や総合戦略を評価し、今後とるべき取組みを示した「統合イノベー
ション戦略」※77が閣議決定された。
　それにもとづき、イノベーションに関連が深い司令塔会議である総合科学技術・イノベーション会
議、高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部、知的財産戦略本部、健康・ 医療戦略推進本部、
宇宙開発戦略本部及び総合海洋政策本部並びに地理空間 情報活用推進会議について、横断的かつ実
質的な調整を図るとともに、同戦略を推進するため、内閣に統合イノベーション戦略推進会議※78が
設置された（図4-5-2）。AIをはじめとするイノベーションのための各種会議を有効に機能させ、政
策を統合して「全体最適化」を図り、一丸となって、迅速かつ確実に実行することを目的としている。
　統合イノベーション戦略推進会議には、総理大臣補佐官をチーム長とし、各司令塔会議事務局・各
省庁幹部を構成員とするイノベーション政策強化推進チームが設置され、AI等個別テーマごとに有
識者会議の提言をもとに施策の推進を図ることとしている。第2回（9月28日）の会議では、有識者
より「AI戦略（案）全体俯瞰図」が提出され、教育改革、研究開発、社会実装の3つの視点からのAIの
推進が提案された※79。これを踏まえ、具体的な「政策パッケージ」の策定が開始されている※80。

※75　科学技術基本計画は、原則として5カ年を1期として、予算などの数値目標や重点分野などを定めている。これまで第1期（平成8
～12年度）、第2期（平成13～17年度）、第3期（平成18～22年度）、第4期（平成23～27年度）の基本計画が策定されており、
第5期基本計画は平成28～32年度の計画となる。

※76　第5期基本計画に先立つ平成25年から策定されており、当初から同計画の実現を目的としていたわけではない。
※77　<http://www8.cao.go.jp/cstp/tougosenryaku/tougo_honbun.pdf>
※78　<https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tougou-innovation/dai1/sankou1.pdf>
※79　統合イノベーション戦略推進会議資料<https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tougou-innovation/dai2/siryo1.pdf>
※80　人間中心のAI社会原則検討会議資料<http://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/humanai/6kai/siryo1-1.pdf>

　統合イノベーション戦略は、科学技術イノベーション創出の基礎となる「知の源泉」を構築し、そ
れを踏まえて産学が様々な「知を創造」することにより、その知が創業や政府事業を通じて次々に社
会実装されて国内外に展開される、というモデルを想定して立案されている。
　「知の源泉」については、データ・情報がキーであるとして、データ基盤の重要性がうたわれている。

■図4-5-2 統合イノベーション戦略の推進体制
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出典：統合イノベーション戦略推進会議資料及び人間中心のAI社会原則検討会議資料より作成

報告 指示
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※81　 <http://www8.cao.go.jp/cstp/tougosenryaku/tougo_honbun.pdf>
※82　 AI技術、バイオテクノロジー、環境エネルギー、安全・安心、農業の5分野である。

■図4-5-3 統合イノベーション戦略で示されたSociety 5.0の実現に向けたデータ連携基盤の整備

出典：内閣府「統合イノベーション戦略」※81をもとに作成 

目指すべき将来像
• 安全・安心にデータを利活用等できる機能注1を持ち、世界に先駆けて、AIを活用して、様々な分野のデータが垣根を越
えてつながるデータ連携基盤を整備し、組織や分野を越えたデータの利活用等を通じて新たな価値を創出

• データ流通・保護に関して国際社会と共通の価値観を有し、欧米等主要各国とのデータ連携を実現することで、グロー
バルなデータ流通市場を創出

• 分野間データ連携基盤注2について、分野ごとのデータ連携基盤との相互運用性を確保しつつ、3年以内に整備、5年以
内に本格稼働

• 5年以内にデータ連携基盤上において、AIによるビッグデータ解析が可能となる環境を提供

• 分野ごとのデータ連携基盤の整備は進められてきたが、データ連携に関する政府の司令塔機能等が十分ではなかった
ことから、分野間データ連携基盤については未着手

• CSTI及びIT総合戦略本部が司令塔として、具体的な期限目標を設定し、関係府省庁、民間協議会等が一体となって、分
野間データ連携基盤を整備

• 分野間データ連携基盤の全体設計の進展を踏まえ、相互運用性を確保しつつ、分野ごとのデータ連携基盤の整備を加速

• データ連携基盤の整備に当たっては、欧米等との相互運用性を確保しつつ、サイバーセキュリティや個人情報保護等の
課題に対応する機能を確保

注1　世界最先端のサイバーセキュリティや個人情報保護等の課題に対応する機能。
注2　分野をまたいだデータを連携するための基盤。

目標達成に向けた主な課題及び今後の方向性

目標

具体的には、Society 5.0の実現に向けたデータ連携基盤の整備（図4-5-3）や、オープンサイエン
スのためのデータ基盤の整備が計画されている。Society 5.0の実現に向けたデータ連携基盤の整
備については、「4.4.2データ流通に係る制度改革」を参照されたい。

　「知の創造」については、研究人材の強化やマネジメント手法の高度化が目標とされており、CSTI
が所管する戦略的研究開発プログラムの今後の方向性（図4-5-4）や、大学改革等によるイノベーシ
ョン・エコシステムの創出などが示されている。CSTIの戦略的研究開発プログラムは、府省庁や産
学官を横断した施策としてCSTIが予算配分の権限を有しており、Society 5.0の実現に向けた我
が国の科学技術イノベーション戦略の柱である。
　統合イノベーション戦略において、AI技術は特に取組みを強化すべき主要分野※82の一つに位置づ
けられており、目指すべき将来像や今後の方向性が打ち出されている（図4-5-5）。AI技術を中心と
したIT人材の不足が問題視されており、レベルに応じた人材の育成・活用の指針が定められている。
また、米国や中国に対する劣後について、自前主義を脱却し、産学官の英知を結集して社会実装を迅
速に進めていくことの必要性が主張されている。
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※83　  <http://www8.cao.go.jp/cstp/tougosenryaku/tougo_honbun.pdf>

■図4-5-4 統合イノベーション戦略で示された戦略的な研究開発の方向性（SIP、PRISM、ImPACT）

出典：内閣府「統合イノベーション戦略」をもとに作成 ※83

※注1　 プログラムディレクター（PD）の配置、明確な目標設定ときめ細かな進捗管理、一体的な産学官連携体制の構築等の特徴を備えたマネジメント方式。
※注2　民間の投資誘発効果や研究開発成果の活用による政府支出の効率化への貢献が期待される領域。「科学技術イノベーション官民投資拡大推進費

ターゲット領域検討委員会」で検討を進め、2018 年度に実施する3領域（①革新的サイバー空間基盤技術〈AI／IoT／ビッグデータ〉、②革新的フィ
ジカル空間基盤技術〈センサー／アクチュエーター／処理デバイス／ロボティクス／光・量子〉、③革新的建設・インフラ維持管理技術／革新的防
災・減災技術）を設定。

※注3　常識にとらわれない斬新な構想・アイデアや経済・社会的インパクトを重視した挑戦的な研究開発を推進する手法。

目指すべき将来像

● 確固たるマネジメントの下、経済・社会の様々な課題解決のための研究開発と、未来の産業創造と社会変革に向けて
　 果敢に挑戦する研究開発とを車の両輪としてバランス良く駆動させることで、次 と々知を創造し持続的なイノベーション
　 の創出を実現

目標

グローバルベンチマーク等を踏まえつつ、目指すべき産業や社会の姿からバックキャストした研究開発目標を設定し、
研究開発を戦略的に講ずることにより、イノベーションの創出を加速

＜SIP：戦略的イノベーション創造プログラム＞
● SIP型マネジメント注1と厳格なPDCAの下、プロジェクト終了を待つことなく世界と比較して早期に成果を社会実装

＜PRISM：官民研究開発投資拡大プログラム＞
● PRISMの実施を通じて、政府全体の研究開発を「ターゲット領域注2」に誘導するとともに、SIP型マネジメントを政府
　 全体に横展開

＜ImPACT：革新的研究開発推進プログラム＞
● ImPACTの研究開発手法注3を政府全体の研究開発現場に広く普及・定着させ、世界の先駆けとなる革新的な研究
　 成果を次 と々創出

目標達成に向けた主な課題及び今後の方向性

● 2014 年度から開始しているSIP及びImPACTについて、「社会実装に向けた制度面の問題点・課題点のあぶり出しが
　 必要（SIP）」「PMの支援体制や外部意見の取り込みが不十分（ImPACT）」等の課題が存在
● こうした課題・指摘を踏まえ、失敗も許容した大胆な挑戦が可能となるようImPACTの研究開発手法を改善・強化し、
　 関係府省庁に普及・定着させるとともに、関連施策の見直し等も図りつつ、より野心的な構想の下、関係府省庁が一体
　 となって集中・重点的に研究開発を推進する仕組みを検討し、政府全体として非連続的なイノベーションを生み出す研
    究開発を継続的かつ安定的に推進
● また、SIP（第2期）についても所要の改善を図りつつ、2018年度に創設したPRISMと併せて研究開発を強力に推進
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※84　  <http://www8.cao.go.jp/cstp/tougosenryaku/tougo_honbun.pdf>

出典：内閣府「統合イノベーション戦略」をもとに作成 ※84

※注1　基礎的なプログラミングやデータの適正な運用と理解を可能にする算数・数学など、AIを使いこなすうえで必要となる資質・能力。
※注2　人工知能技術戦略会議「人工知能技術戦略」（2017年3月）の産業化ロードマップでの「生産性」「健康、医療・介護」「空間の移動」の重点分野で示し

た目指すべき社会像から抜粋。
※注3　ビッグデータ、IoT、AI等の先端的なIT・サービスを担う人材。現状は、関係各省からの聞き取りにより内閣府（科技）で試算した結果では、年6千～7千

人を育成。
※注4　就業者数に対するIT人材の割合は、日本1.8％、米国3％（IPA「IT人材白書2017」〈2017年4月〉）。仮に、米国並みの割合にするには約70万人の追加育

成が必要。現状、内閣府（科技）での試算では、年数万人を育成。
※注5　例えば、良質な少数データから学習するAI技術、従来の深層学習では困難な因果関係を説明するAI技術等。

■図4-5-5 統合イノベーション戦略で示されたAI技術の今後の方向性

目指すべき将来像

● これからの「読み・書き・そろばん」であるAI技術を使いこなすITリテラシー注1を誰もが持ち、ヒューマンフレンドリーなAI
     技術を活用することで、ニーズに合った物・サービスの提供、病気にならないヘルスケア、自由で安全な移動等を実現注2

● サイバーセキュリティが確保され、AI技術の社会受容が進み、産業から生活まで様々な分野で活用されることで、質の高
　 い新たな雇用やサービスを創出

目標

＜人材基盤の確立＞
● 2025年までに先端ＩＴ人材を年数万人規模注3、IT人材を年数十万人規模注4で育成・採用できる体制を確立（関係府
　 省庁の施策での育成規模を2018 年度中に設定）
● 2032年までに初等中等教育を終えたすべての生徒がITリテラシーを獲得

＜戦略的な技術開発等の推進＞
● 我が国が質の高い現実空間の情報を有する分野等において、分野ごとのデータ連携基盤を活用し、AI技術の社会
　 実装を2022年までに実現
● ロボット技術等とAI技術を組み合わせた応用開発を2018年度中に明確化し、各応用開発で設定する具体的な目標を
　 達成
● 現在のAI技術の弱みを克服するAI基盤技術注5を2018年度中までにより明確化し、その確立に向け、各研究開発で
　 設定する目標を達成

＜国際的な議論に供する人間中心のAI社会原則の策定＞
● 国内のAI技術の社会受容性を高めるとともに、国際的な議論を我が国が主導

目標達成に向けた主な課題及び今後の方向性

● 研究開発から社会実装までの様々な段階で米中に後れを取っており、現状を打破するためには、
　（ア）トップから一般までの全レベルでの人材不足の解消、（イ）自前主義から脱却した戦略的な技術開発等、
　（ウ）AI技術の社会的受容性の向上が鍵
● 桁違いな規模での人材育成と併せ、流動性向上のために人事・給与制度改革を促進
● 分野ごとのデータ連携基盤を活用した産業から生活まで様々な分野におけるAI技術の社会実装、ロボット技術等と
　 組み合わせた応用開発、現在のAI技術の弱みを克服する基礎・基盤的な研究開発を産学官が一体となって強力に推進
● AI技術の社会的受容性を高めるため、政府として人間中心のAI社会原則を策定
● 人工知能技術戦略をより具体化・強化する実行計画を2018年中に策定
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4.5.2 人工知能技術戦略会議による研究開発・産業連携の推進
　AIの研究開発と社会実装に向けた具体的な取組みについては、CSTIの下部にある「人工知能技術
戦略会議」が司令塔機能を有している。同会議は平成28年4月に開催された「未来投資に向けた官民
対話」における総理指示を受けて創設された会議体であり、基盤省庁（総務省・文部科学省・経済産
業省）が所管する5つの国立研究開発法人を束ねて研究開発を進めるとともに、AIを利用する側の出
口省庁（農林水産省・厚生労働省・国土交通省）や内閣府と連携して、AI技術の社会実装を進めてい
る（図4-5-6）。

　人工知能技術戦略会議は、AIの研究開発から社会実装まで一貫した取組みを加速させるべく、平
成29年3月に「人工知能技術戦略」を策定した。また、同戦略の取組み進捗や課題を踏まえ※86、取組
み内容を具体化した「人工知能技術戦略実行計画」を、平成30年8月に公表した。同計画では、人工
知能技術戦略で定められた5つの施策について、統合イノベーション戦略と軌を一にするように、関
係各府省庁の具体的な取組み内容が示されている（表4-5-1）。達成時期については、統合イノベー
ション戦略と同様、特に②人材育成への対応が急務とされている。

産業界 ～CSTIがリーダーシップを発揮して主導～

内閣府

「官民研究開発投資拡大
プログラム（PRISM）の取組」

サイバー空間基盤技術
安西　祐一郎

革新的建設・インフラ維持
管理技術／革新的防災・

減災技術
田代　民治

フィジカル空間
基盤技術

佐相　秀幸

「戦略的イノベーション創造
プログラム（SIP）の取組」

革新的燃焼技術
杉山　雅則

革新的構造材料
岸　輝雄

インフラ維持管理・
更新・マネジメント技術

藤野　陽三

重要インフラ等に
おけるサイバー

セキュリティの確保
後藤　厚宏

自動走行システム
葛巻　清吾

出

口

戦

略

の

共

有

研 究 成 果 の 早 期 実 現 化

人工知能技術戦略会議（未来投資会議の下で具体化）
AI研究開発・イノベーション施策の省庁連携を主導

（安西議長、CSTI久間議員、国立研究開発法人の責任者、産業界、学術界、関係府省の局長）

スマート農機、高度水管
理、農作物の病徴診断

画期的医薬品の創出、診
断補助技術

ドローンによる3次元測
量、ICT建機、検査省力化

内閣府 政府全体とりまとめ

研 究 開 発 目 標 の 共 有

出
口
省
庁

総務省
情報通信研究機構

CiNetセンター長：柳田 敏雄

脳情報通信、音声翻訳、
革新的ネットワーク等

文部科学省　
理化学研究所

革新知能統合研究センター
センター長：杉山 将

基礎研究、人材育成、
大型計算機資源等

経済産業省　
産業技術総合研究所
人工知能研究センター
センター長：辻井 潤一

応用研究、標準化、
共通基盤技術等

基
盤
省
庁

農林水産省 厚生労働省 国土交通省

エネルギーキャリア
村木 茂

※85　<http://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/yusikisha/20180201/siryo1.pdf>
※86　詳細は、内閣府「政策討議（AI戦略）論点」を参照。 <http://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/yusikisha/20180201/siryo1.pdf>

■図4-5-6 人工知能技術戦略会議の連携体制

内閣府「政策討議（AI戦略）論点」※85
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目標／課題 主な取組み内容

施策①　研究開発
「生産性」「健康・医療・介護」「空間の移動」等の重点分野を中心に、日本の強みである現場データ・ハードウェアとAI技
術を組み合わせた研究開発を推進する

【社会実装】
分野ごとのデータ連携基盤も活用し、
産業化ロードマップの実現に向けた
AI技術の社会実装を世界に先駆けて
実現する

我が国が質の高い情報を有する分野や社会課題を克服すべき分野におい
て、Society 5 .0に向けたデータ連携基盤を活用しつつ、AI技術を社会実
装する（2022年度まで）

【応用開発】
ロボット技術等とAI技術を組み合わせた
応用開発の内容を明確化し、
具体的な目標を設定して産学官が
一体となって重点的に推進する

応用開発の内容を明確化する（2018年度中）

【基礎基盤研究】
現在のAI技術の限界を突破する、
我が国の次世代AI基盤技術について、
AI3センターを中心に
世界に先駆けて研究開発を行う

【人と協調できるAI】
人間と対話し学習するAI、ヒューマンインタラクション等の開発（2025年
度まで）

【柔軟に学習できるAI】
大量・整理された教師データによらない学習技術等の開発（2025年度まで）

【信頼できるAI】
機械学習による学習、推論結果を説明する技術等の開発（2025年度まで）

■表4-5-1 人工知能技術戦略実行計画の概要

施策②　人材育成
今後2025年までに達成すべき育成規模を設定し、トップから一般までの全レベルでの桁違いな規模での人材育成を行う

人材レベルごとに、2025年までに
達成すべき育成規模を設定する

関係各省の IT人材施策について、各レベルにおける現状の育成可能規模を
把握のうえ、2025年までに達成すべき育成規模を設定する（2018年度中）

【先端IT人材】
2020年に約5万人の不足解消を
前提とすると、現状育成規模に追加し
て、約2万～3万人／年の育成が急務で
ある

【トップ】
研究開発を通じたトップレベルの人材育成（2018年度中）

【独り立ち】
AI関連のリカレント教育の拡大（2018年度中）

【見習い】
産業界と連携した情報系の学生及び社会人に対する実践的な教育プログラ
ムの開発・普及（2018年度中）

【見習い】
工学系教育改革を通じたデータサイエンス教育の強化（2018年度中）

【一般IT人材】
2020年に約30万人の不足解消を
前提とすると、現状育成規模に追加して、
約15万人／年の育成が必要である

大学全学生に対する数理・データサイエンス教育の標準カリキュラム等を
開発・普及（2018年度中）

基礎的 ITリテラシー習得のための職業訓練の開発・実施を検討（2018年度
中）

【国民一般】
抜本的な対策が必要である

新学習指導要領の着実な実施に向けた環境整備（2022年度まで）

新学習指導要領に対応した、情報科目の設定を含む大学入学共通テストの
科目の再編の検討開始（2018年度～）

（続く）
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　人工知能技術戦略会議の運営は、研究の総合調整を担う「研究連携会議」、研究開発と産業の連携
総合調整を担う「産業連携会議」及びAI技術やAI開発等において考慮すべき倫理等を議論するため
の「人間中心のAI社会原則検討会議」の3つの会議体を軸として行われている。
　研究連携会議には、総務省の所管する情報通信研究機構（NICT）、文部科学省の所管する理化学
研究所（理研）と科学技術振興機構（JST）、経済産業省の所管する産業技術総合研究所（産総研）と新
エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の5センターが参画している。その中で主翼を担って
いるのは、NICT・理研・産総研の3センターであり、それぞれ以下の研究テーマを担当している。
NICTの脳情報通信融合研究センター（CiNet）とユニバーサルコミュニケーション研究所（UCRI）
では、自然言語処理、多言語音声翻訳、脳情報通信などの研究を実施している。理研の革新知能統合
研究センター（AIP）では、小規模データから高精度学習が可能となる新たなアルゴリズムの開発な

※87　<http://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/jinkochino/7kai/siryo2.pdf>
※88　<http://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/jinkochino/keikaku.pdf>

※注1　Society 5.0の実現に向けたデータ連携基盤の整備については、「4.4.2 データ流通に係る制度改革」を参照。
※注2　農業、エネルギー、健康・医療・介護、自動運転、ものづくり、物流・商流、インフラ、防災、地球環境、海洋、宇宙の11分野。

目標／課題 主な取組み内容

施策③　産学官が有するデータ及びツール群の環境整備※注1

産学官による分野ごと／分野間データ連携基盤を整備する

【分野間データ連携基盤の整備】
Society 5.0の本格実装に向け、
CSTIが司令塔機能を発揮し、
データ連携基盤の取組みを推進する

CSTIおよび IT総合戦略本部を司令塔として、関係府省庁や民間協議会等と
の連携のもと、SIP等を活用して分野間データ連携基盤を整備し（2020年
度まで）、本格稼働させる（2022年度まで）

【分野ごとのデータ連携基盤の整備】
11の分野※注2について、
分野間、分野ごとのデータ連携基盤
の相互運用性を確保する

各分野担当府省は、分野間データ連携基盤の全体設計の進展を踏まえつつ、
当面は11の分野について、分野ごとに、ドメイン語彙、メタデータ、API
等を整備し、分野間データ連携基盤との相互運用性を確保する（2022年度
まで）

施策④　ベンチャー支援
イノベーション創出につながる創業への支援を検討する

オープンイノベーションによる
ベンチャー支援を強化する

大企業がベンチャー企業へ資金面、事業面で連携・支援するためのマッチ
ング機会を創出する（2018年度）

ベンチャーを担う人材を
育成・確保する

I-Challenge!（ICTイノベーション創出チャレンジプログラム）にて、民間
からの資金調達が難しい「死の谷」を越える段階の事業化の挑戦を支援する
（2018年度中）

優れたAIベンチャー企業等をデモンストレーションによるコンテストで選
定する研究公募をNEDOで実施する（2019年度中）

研究開発型ベンチャーの創業に係る
環境を世界最高水準に整備する

大企業・大学等とベンチャー企業との間での対等な協業・連携や柔軟な人
材の移動を促す方策を検討する
創業ＴＦに対し、特にスピード感が求められるＡＩ関連ベンチャーを対象
とした具体的方策について検討を要請する（2018年度中）

施策⑤　AI技術の開発に係る理解促進
政府としてのAI原則・ガイドラインのとりまとめ

AI技術をより良い形で社会実装し
共有するための基本原則となる
「人間中心のAI社会原則」を策定し、
G7やOECD等の国際的な議論を
我が国が主導する

人工知能技術戦略会議の下に、産学民官のマルチステークホルダーによる
「人間中心のAI社会原則検討会議」を設置し、原則策定に向け、幅広い視
野からの調査・検討を実施する（2018年度中）

出典：内閣府「人工知能技術戦略実行計画（案）の概要」※87及び「人工知能技術戦略実行計画」※88をもとに作成
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ど、基礎研究・基盤技術の研究を中心としている。産総研の人工知能研究センター（AIRC）では、
それらの研究成果を産業分野へ応用する研究などを実施している。研究開発の動向については、2章
「技術動向」を参照されたい。
　産業連携会議は、AI技術に関する人材育成、標準化・ロードマップ作成、技術・知財動向分析、
規制改革分析などを担っている。平成29年3月には、同会議での検討結果をもとに「人工知能とその
他関連技術の融合による産業化のロードマップ」が策定されており、人工知能技術戦略会議の依拠す
る産業化ロードマップが示されている。同ロードマップは、①AI技術が他の関連技術と融合し、②様々
な社会課題を解決することで※89、③大きな産業へと成長する、という視点に立脚して策定されてい
る。①については、技術面での可能性を整理したものとして、AI技術の発展段階が整理されている（図
4-5-7）。②と③については、喫緊の課題かつAI技術による貢献と経済効果が大きな重点分野とし
て、「生産性」、「健康、医療・介護」、「空間の移動」及び横断的な「情報セキュリティ」の4分野について、
ロードマップが策定されている（図4-5-8）。

　人間中心のAI社会原則検討会議は、2018年5月に設置され、AIをより良い形で社会実装し共有
するための基本原則となる人間中心のAI社会原則を策定し、同原則をG7及びOECD等の国際的な
議論に供するため、AI技術並びにAIの中長期的な研究開発や利活用等にあたって考慮すべき倫理等
に関する基本原則について、産学民官のマルチステークホルダーによる幅広い視野からの調査・検討
を行うことを目的としている。2018年度中に一定の結論を得ることを目指して、検討が進められて
いる（詳細は、「4.3.2 我が国における「AI社会原則」の議論」を参照）。

※89　産業革命以降の過去の技術については、社会課題を解決したものが大きな産業に成長しているとして、自動車産業が例に挙げられている。
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■図4-5-7 フェーズによるAIの発展段階の整理

出典：国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構「人工知能の研究開発目標と産業化のロードマップ」※90

※90　<http://www.nedo.go.jp/content/100862412.pdf>

フェーズ 1

フェーズ 2

フェーズ 3

各領域が複合的につながり合い、
エコシステムが構築される

フェーズ 3

各領域が複合的につながり合って融合化す
ることにより、エコシステムが構築される。

個別の領域の枠を越えて、
AI、データの一般利用が進む

フェーズ 2

AIとデータの一般利用が進展し、関連する
サービス業などの新たな産業が拡大する。

各領域において、
データ駆動型のAI利活用が進む

フェーズ 1

各産業においてAIとデータの活用が進み、
関連するサービス業などの新たな産業の
芽が出てくる。

※分野によって現在の状況、今後の進展が異なるため、各フェーズの年限を記していない。

※AIaaSは、分野、国境を超えて、ボーダーレスに展開。

概ね2025年～2030年概ね2020年

・画像認識
・自然言語処理
・音声認識/合成
・予測

AI技術 データ

音声・
会話

バイタル
データ

行動・検索
履歴生活者

売上・
生産データ

交通データ生活、産業空間

気象データ 地図・地形情報
都市空間データ自然、都市空間

新たな価値創造・提供
（好循環）AIaaS

（AI活用サービス：AI as a Service）

工場 病院・
介護施設

コール
センター 農場 トラック・

ドローン･   ･   ･ ･   ･   ･ ･   ･   ･ 

複合用途型 サービス

多目的サービス 多目的サービス

目的別サービス 目的別サービス 目的別サービス 目的別サービス目的別サービス目的別サービス･   ･   ･ ･   ･   ･ 

･   ･   ･ 
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　人工知能技術戦略会議では、産業化ロードマップの実現に向けて、CSTIの所管する戦略的イノベ
ーション創造プログラム（SIP）及び官民研究開発投資拡大プログラム（PRISM）との連携が検討され
ている（図4-5-9、図4-5-10）。SIPは、CSTIが府省・分野の枠を超えて自ら予算配分を行い、基
礎研究から出口（実用化・事業化）までを見据え、規制・制度改革を含めた取組みを推進するプログラ
ムである※92。PRISMは、民間の研究開発投資誘発効果の高い領域（ターゲット領域）を定め、各府省
の施策を誘導して連携を図るとともに、必要に応じて追加の予算を配分することで領域全体としての
方向性を持った研究開発を推進するプログラムである※93。PRISMは新型SIPとも呼称されており、
既存SIPとの二本立ての施策として、CSTIによる司令塔機能を通じた相乗効果が期待されている。

■図4-5-8 AIの研究開発目標と産業化のイメージ

出典：国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構「人工知能の研究開発目標と産業化のロードマップ」※91

※91　<http://www.nedo.go.jp/content/100862412.pdf>
※92　CSTIの司令塔機能の強化を目的として、同会議の創設と同時に開始されたプロジェクトである。
※93　平成30年度から始まる新規プロジェクトであり、平成28年12月にCSTIと経済財政諮問会議が合同で取りまとめた「科学技術イ 
 ノベーション官民投資拡大イニシアティブ」にもとづいて創設されている。

※公表時点における状況を踏まえた予測に基づき、技術的な観点から実現可能な時期を設定した。
　社会実装には規制・制度や社会受容性といった影響も考えられるため、実質的に異なる結果を招く不確実性がある。

人の創造力を増幅し、既成概念
を超えたサービス・製品が次々生
み出される社会を構築

あらゆるモノ・サービスがIoT・
AIにつながる究極のエコシステム
（無駄ゼロ社会）

すべての人にセンサーがつき、日
常的な予防医療の実施、再生医
療の進化等により、健康長寿産
業大国の達成

医師の監視下で高度医療を簡便
に提供する医療サービスの実現

日常生活や介護など様々な場面
でロボットがサービスを提供

サイバー空間とフィジカル空間
の利用が拡大し、移動そのもの
が高付加価値化して、移動機器
の自動バージョンアップなど周
辺産業が発展

AIが新サービス・
製品の開発を支援

分野を跨いで
多様なサービス・製品を創出

IoT・AIを活用した
ものづくり・流通・サービスの
融合、効率化

AI・センサーなどを活用した
予防医療の普及

すべての診療・手術をAIが補
助、在宅検診・診療の普及

人がマネージする介護ロボッ
トが介護サービスを提供

完全自動運転の実現により、
移動時間・空間を
仕事や趣味に活用

フィジカル空間に近い
サイバー空間の環境を実現

IoT・AIを活用した
スマート工場

AIを活用した健康管理

健康・医療データ整備 AIが医者を補助

センサー等を活用した介護施設

障害物認識や危険予知等
により、運転を補助

テレワークの進展

産業化ロードマップ

技
術
進
歩

社
会
課
題

生産性

健康
医療・介護

空間の移動 フェーズ3フェーズ2

フェーズ1
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■図4-5-9 重点テーマの特定とSIP／PRISMを中核とした省庁連携推進（案）

■図4-5-10 Society 5.0の実現のための11システムに対するSIPとPRISMのターゲット領域

出典：内閣府「重点テーマの特定とSIP-PRISMを中核とした省庁連携推進（案）」※94

出典：内閣府「官民研究開発投資拡大プログラムについて」※95

戦略で特定された重点3分野（生産性、健康／医療・介護、空間の移動）に沿って具体化された各省プロ
ジェクトをフォローアップする過程で、今後、日本が世界一を目指すべきAI企業基盤技術をより明確化

・明確化した基盤技術に関する各省関連施策を、平成31年度PRISMに登録（含平成30年度からの継
　続PRISM登録施策）
・PRISM運営委員会にて基盤技術の出口を見据えた連携方策を議論
・ベンチャーや若手研究者を参画させることにより、ベンチャー育成、人材育成にも寄与

現場のフィジカルデータ×日本の強みである
ロボティクス・ハードウェア×AIの組み合わせ
技術で、世界に勝てるテーマを、SIP/PRISM
等を活用して社会実装を目指す

2.追加予算配分
・連携促進
・事業の前倒し・加速

1.各府省施策の中から
PRISM対象施策を選定

人工知能技術戦略会議
研究連携会議

CSTI

PRISM運営委員会

連携

CSTI：領域統括

SIP SIP PRISM

ターゲット領域

基盤技術

革新的
資源探査・
開発技術

革新的素材

革新的
おもてなし
システム

革新的
医療・創薬技術

革新的
介護・くらし
支援技術

革新的
ICTプラット
フォーム技術

革新的
食料生産
流通技術

革新的
資源管理・
循環技術

革新的
気候変動
適応技術

革新的
保安・セキュリティ技術

革新的
自動車交通技術

革新的3次元
地図情報活用技術

革新的フィジカル空間基盤技術

革新的
防災・減災技術

革新的
バイオ産業
基盤技術

革新的ものづくり技術

革新的材料開発技術

革新的
創エネルギー
技術

革新的
省エネルギー技術

革新的
畜エネルギー技術

再生可能エネルギー

エネルギーシステム統合技術

AI/IoT/ビッグデータ活用

AI/IoT/ビッグデータ活用

AI/IoT/ビッグデータ活用

AI/IoT/ビッグデータ活用

AI/IoT/ビッグデータ活用

AI/IoT/ビッグデータ活用

AI/IoT/ビッグデータ活用

革新的サイバー空間基盤技術
AI/IoT/ビッグデータ

サイバーセキュリティ

ロボット/遠隔作業

ゲノムデザイン

ネットワークプロセッシング

気候変動予測

気候変動予測

被害把握・予測

革新的データベース構築・利活用技術
System of Systems

被害把握・予測

災害対応ロボット

ゲノム情報

各種観測

各種観測

G空間

テロ対策

革新的
建設/インフラ
維持管理技術
i-construction

自律協調
遠隔作業

センシング

センシング

リサイクル

ウェアラブルバイオセンター
遠隔医療・介護支援

健康等情報活用

高機能材料

自然言語処理

接客ロボット

3Dプリンター

省エネデバイス 各種省エネ技術

次世代自動走行

水素等 蓄電池

触媒
分離

有機素材

自動翻訳

ロボット

●海洋

構造材料●
（航空機材料）

設計生産●

構造材料（MI）●

●サイバー

●農業

●防災
●インフラ

自動走行●

●エネキャリ

●燃焼　●パワエレ

育種

水資源

センサー アクチュエーター 処理デバイス ロボティクス 光・量子

新たな
ものづくり
システム

健康立国のための
地域における人と
くらしシステム

統合型
材料開発
システム

おもてなし
システム

スマート
生産システム

地球環境情報
プラットフォーム

高度道路
交通システム

スマート・
フードチェーン
システム

自然災害に
対する強靱な
社会の実現

効率的で効果的な
インフラ維持管理・
更新の実現

エネルギー
バリュー
チェーンの
最適化

ターゲット領或検討に
向けた全体俯諏図

●

： Society5.0実現のための11システム
  ※科学技術イノベーション総合戦略
  2015で策定

： 現行SIP事業

： ターゲット領域候補

： 30年度に設定することが望ましい
  ターゲット領域候補

： 主な要素技術・アプリケーションその他
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　以下に、CSTIが所管する3つの戦略的研究開発プログラムのうち、特にAI技術の活用がうたわ
れているものをまとめた（表4-5-2）。革新的研究開発推進プログラム（ImPACT）は、実現すれば
産業や社会の在り方に大きな変革をもたらす革新的な科学技術イノベーションの創出を目指し、ハイ
リスク・ハイインパクトな挑戦的研究開発を推進するプロジェクトである。

■表4-5-2 特にAI技術の活用がうたわれている戦略的研究開発プログラム（SIP、PRISM、ImPACT）

※94　<http://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/jinkochino/6kai/siryo3-1.pdf>
※95　<http://www8.cao.go.jp/cstp/prism/aboutprism.pdf>

課題／ターゲット領域／研究開発プログラム AI技術に関連の深い研究開発内容
SIP：戦略的イノベーション創造プログラム（第1期）

革新的構造材料
理論・実験・計算・データなどのすべての科学技術を融合して、要求された性能
の構造材料を短期間に設計・製造する、総合的な材料技術ツール（マテリアルズ
インテグレーション）の構築

自動走行システム
自動走行システムの実用化に向け実証が必要と想定される重要5課題（ダイナミックマ
ップ、Human Machine Interface、情報セキュリティ、歩行者事故低減、次世
代都市交通）への研究開発・実証実験

インフラ維持管理・更新・
マネジメント技術

情報・データベース・AIを活用したライフサイクルコスト定量化算定が可能な
診断・余寿命予測解析を確立し、適切な高耐久補修・補強材料のデザインを可
能とさせ、地域ニーズにもとづく長期保全計画・更新計画と投資計画をリンク
させたアセットマネジメントシステムの確立と実装

レジリエントな防災・減災機能の強化 高精細シミュレーションと人工知能を活用した、地震被害推定手法の高度化の研究
開発

次世代農林水産業創造技術
ロボット技術・IT・ゲノム編集等の先端技術を活用し、環境と調和しながら、超省力・
高生産のスマート農業モデルの実現。自動化技術・データサイエンスなどによる超
省力・高生産で環境変化に強い新たな水田農業の実現

革新的設計生産技術

新技術の社会実装をAI（人工知能）の支援によりナビゲート、技術マッチングする
システムの開発。メーカーの技術者や大学・政府機関などの研究者、学生が抱
える「技術課題」をトリガーとして、「技術探索者」と、個人から大企業までの広
範な「技術提供者」とのマッチング機会を最大化

重要インフラ等における
サイバーセキュリティの確保

正常なシステム状態を定義し、現状と照合しながら異常を検知するアノマリ型自
動学習・検知アルゴリズムの開発

SIP：戦略的イノベーション創造プログラム（第2期）

ビッグデータ・AI を活用した
サイバー空間基盤技術

人とAIの協働に資する高度に洗練された「ヒューマン・インタラクション基盤技
術」と、「分野間データ連携基盤」、「AI間連携基盤技術」を確立し、ビッグデータ・
AIを活用したサイバー・フィジカル・システムを社会実装する

フィジカル空間デジタルデータ処理基盤
専門的なIT人材でなくても容易に高度なIoTソリューションを創出できるエッジプラッ
トフォームを構築し、我が国の社会課題の解決や新たな産業の創出によるSociety 
5.0の実現を目指す

IoT 社会に対応した
サイバー・フィジカル・セキュリティ

セキュアなSociety 5.0の実現に向け、様々な IoT機器を守り社会全体の安全・
安心を確立するため、IoTシステム・サービス及び中小企業を含む大規模サプ
ライチェーン全体を守ることに活用できる「サイバー・フィジカル・セキュリ
ティ対策基盤」の開発と実証を行う

自動運転（システムとサービスの拡張）

自動運転の実用化を高速道路から一般道へ拡張するとともに、自動運転技術を活用
した物流・移動サービスを実用化することで、交通事故低減、交通渋滞の削減、
過疎地等での移動手段の確保や物流業界におけるドライバー不足等の社会的課題
解決に貢献し、すべての国民が安全・安心に移動できる社会を目指す

統合型材料開発システムによる
マテリアル革命

産学官で取り組んできたマテリアルズインテグレーション（MI）を活かし、材料工学
と情報工学の融合で材料開発手法を刷新。世界に先駆けて、欲しい性能から材料・
プロセスをデザインする「逆問題MI」を開発

（続く）
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※96　<http://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/sip/> <http://www8.cao.go.jp/cstp/prism/index.html> <http://www8.
 　　cao.go.jp/cstp/sentan/about-kakushin.html>

課題／ターゲット領域／研究開発プログラム AI技術に関連の深い研究開発内容
SIP：戦略的イノベーション創造プログラム（第2期）

スマートバイオ産業・農業基盤技術
バイオとデジタルの融合、多様で膨大なデータの利活用により、農林水産業等の
生産性革命・競争力の強化、食による健康増進社会の実現、生物機能を活用し
たものづくりによる持続可能な成長社会の実現を目指す

国家レジリエンス（防災・減災）の強化
衛星・AI・ビッグデータ等を利用する国家レジリエンス強化の新技術を研究開発
し、政府と市町村に実装することにより、政府目標達成に資するとともに、災害
時のSociety 5.0の実現を目指す

AI（人工知能）ホスピタルによる
高度診療・治療システム

AI、IoT、ビッグデータ技術を用いた「AIホスピタルシステム」を開発・構築・社会
実装することにより、高度で先進的な医療サービスを提供するとともに、医療機関
における効率化を図り、医師や看護師などの医療従事者の抜本的な負担の軽減を
実現する

スマート物流サービス

サプライチェーン全体の効率性・生産性の向上のために、データを蓄積・解析・
共有するための「物流・商流データプラットフォーム」を世界に先駆けて構築す
るとともに、その有効性を実証し、社会実装にめどを付ける。また、新技術（IoT、
BD、AI等）の活用により、プラットフォームにのせる「モノの動き（物流）」と「商
品情報（商流）」の“見える化“を実現して効率化を図る

出典：各プログラムのWebサイトをもとに作成※96

PRISM：官民研究開発投資拡大プログラム

革新的サイバー空間基盤技術

ビッグデータ・AIを活用した、①ヒューマンインタラクションの先端的支援技術、
②超大規模非定型データの先端的処理技術、③ロボット、輸送機器、IoTシステム
等の活用のための先端知的制御技術、④高度なセキュリティ機能、高速通信機能
等を備えた先端的ソフトウェア・システムアーキテクチャの先端的技術、⑤高度
な省電力機能、高速計算・通信機能等を備えた先端的ハードウェア・システムア
ーキテクチャ技術の5つの柱に関する技術開発、及びそれらの実用化・事業化の
開拓を推進する

革新的フィジカル空間基盤技術

フィジカル空間データ処理技術として、情報・データをフロントで解析し、活用す
るためのIoT分散処理システムの研究開発。センサー、端末、ロボット自体が高機
能・知能化するフロントコンピューティング、及びさらにフロントを高機能・知能化
させるための量子／ニューロコンピューティングとDeep Learningコンピューティ
ングの研究開発

革新的建設・インフラ維持管理技術／
革新的防災・減災技術

ICTやAI 等を活用した生産性向上技術や防災・減災技術の研究開発。それらを
支えるデータベース整備・データ解析や建設生産システムの ICT化等の基幹技
術の研究開発

ImPACT：革新的研究開発推進プログラム

脳情報の可視化と制御による
活力あふれる生活の実現

主に医療分野で使われてきた脳画像に対し、脳の健康管理領域（Brain 
Healthcare）における指標化（Quotient）を進めることで、誰もが簡単に使え
る脳情報へと革新することを目指す（BHQ構想）。脳と心の社会的課題の解決に
向けて、世界で進む脳・精神疾患の治療研究や脳の機能代償としてのスマート
化開発とは異なる、個々の脳の健康維持増進を目標にBMIやAIを用いた第三の
道を進める

量子人工脳を量子ネットワークでつなぐ
高度知識社会基盤の実現

脳における情報処理をつかさどる巨大な神経ネットワークを、系全体に広がった量子
的波動関数で構成し、現代コンピューターでは処理できない大規模な組み合わせ最
適化問題を高速で解く

社会リスクを低減する
超ビッグデータプラットフォーム

現状のビッグデータ規模をはるかにしのぐ「超ビッグデータ」の創出・活用を可
能とする「超ビッグデータプラットフォーム実現する
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4.5.3 基盤省庁・出口省庁の方針と動向
　AIの推進においては、基盤省庁はAI技術に対する投資とイノベーションの推進、出口省庁はICT
の利活用と規制改革の推進が政策の主軸となっている。例えば基盤省庁では、情報通信行政を総務省
が担い、教育と科学を担う文部科学省は研究開発を推進し、産業の育成と振興を担う経済産業省が、
社会実装に近い領域でのイノベーションを推進している。また出口省庁については、そもそもITの
利活用が進んでいない領域も多く、AIの社会実装の前段階として、主としてデジタル化やデータ利
活用の取組みが検討されている。ただし、自動運転に関する領域については、交通政策を担う国土交
通省を中心として、活発な動きがある。
　本項では、上記の俯瞰的見方を念頭に置き、各省のSociety 5.0の実現に向けたビジョン及び技
術政策の基本方針を定めた文書などを参照し、各省における情報通信技術（ICT）及びAI技術の位置
づけを示し、AIに焦点を定めたいくつかの取組みについて紹介する。また最後に、内閣府及び各省
の公開資料をもとに、各省のAI関連の予算を概観する。

（1）総務省
　情報通信行政を担う総務省では、次世代の情報通信技術における基盤技術という視点にもとづき、
研究開発から社会実装、利活用の推進から原則・指針の策定まで、幅広い政策が打たれている。同省
の研究開発の基本方針は、平成26年12月18日諮問第22号「新たな情報通信技術戦略の在り方」※97に
対して、情報通信審議会が毎年公表している中間答申により示されている。平成29年7月に公表さ
れた第3次中間答申では、言語処理技術や脳情報通信技術などの次世代AIの社会実装と、その駆動
力となる良質なデータを利活用できる環境整備の必要性がうたわれており、新たな戦略として「次世
代人工知能社会実装戦略」と「次世代AI×ICTデータビリティ戦略」が打ち出された（図4-5-11）。
次世代人工知能社会実装戦略では、自然言語処理技術と脳情報通信技術が融合し、マン・マシン・
インターフェース技術として社会実装につながることを見据えたロードマップが策定されている（図
4-5-12）。次世代AI×ICTデータビリティ戦略では、重要分野の良質なデータの戦略的確保や、
異分野データの連携のための環境整備のための方策など、ICTデータビリティを推進する施策がま
とめられている。

※97 答申を希望する事項として、①ICT分野における重点研究開発分野及び重点研究開発課題、②研究開発、成果展開、産学官連携等
の推進方策、③その他必要と考えられる事項、の3つが挙げられている。出典 ： 総務省「新たな情報通信技術戦略の在り方」の情
報通信審議会への諮問 <http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01tsushin03_02000113.html>（閲覧日
2018/07/18）
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出典：総務省「新たな情報通信技術戦略の在り方　第3次中間答申（概要）」※98

次世代AI社会実装戦略

「言語処理技術、脳情報通信技術等の取組ロードマップ」
● 両技術の研究開発と社会実装をロードマップにもとづき
  オールジャパンで推進

次世代AI×ICTデータビリティ戦略

（1）重要分野の良質なデータを戦略的に確保する方策

　1. ユーザー企業等のデータ利活用方策
　　● ユーザー企業等のIoTスキル向上とベンダーとの
　　  マッチング推進
　　● 生産分野や社会インフラ分野における
　　  ワイヤレスIoT化の推進

　2. 言語、脳情報、宇宙分野のデータ利活用方策
　　● 官民に蓄積されたデータの発掘・収集
　　● 出口分野も含めたデータ駆動型の産学官連携

　3. NICTにおけるデータ提供の推進
　　● ワンストップのデータ提供・社会実装コンサルティング

（2）異分野データを連携させて安全、利便性高く、
　  AIで利活用可能とするための方策

　● プライバシー保護、データセキュリティ確保、データ形式等の
  　共通化・互換性確保、前処理の効率化のための研究開発

（3）多種多様なAIサービスを支える新たな基盤の構築

　● Society 5.0ネットワーク統合基盤の構築（AI×5G）
　● オープンな日本語の次世代対話プラットフォームの構築

次世代AIの社会実装

文脈理解を行うAI

意味理解を行うAI

意思決定ができるAI

ヒトの完成を理解するAI

次世代AI × ICTデータビリティ

『次世代AI』

＝

『葉』

『ICTデータ
利活用環境』

（ICTデータビリティ）

＝

『根』

⇒ユーザー企業等の
データ利活用

ユーザー×ICT

⇒言語分野の
データ利活用

言語×ICT

⇒脳情報分野の
データ利活用

脳×ICT

⇒宇宙分野の
データ利活用

宇宙×ICT

重要分野のデータ確保、
異分野データ連携の推進

多種多様なAIサービスを支える
新たな基盤の構築

■図4-5-11 次世代AI×ICTデータビリティによる技術開発及び社会実装の推進方策

・

・

・

※98　<http://www.soumu.go.jp/main_content/000497846.pdf>

Society5.0実現に向けた熾烈な国際競争の中で、我が国社会の生産性向上と豊かで安心な生活を実現するため、NICTの最
先端の言語処理技術、脳情報通信技術等の次世代AIの社会実装を図ることが喫緊の課題である。（安倍総理の指示で設置さ
れた人工知能技術戦略会議の下で、総務省は我が国の言語処理技術、脳情報通信技術等、革新的ネットワーク等の研究開発
と社会実装を担当する。）

また、その駆動力となるユーザー企業等の多様な現場データ、言語、脳情報、宇宙等の重要分野の良質なデータを戦略的に確
保するとともに、異分野データを連係させて、安全、利便性高くAIで利活用し、価値創出を図るための環境整備（「ICTデータ
ビリティ」）を推進することが必要である。

このため、『次世代AI社会実装戦略』、『次世代AI×ICTデータビリティ戦略』を一体的に取りまとめる。
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　総務省の具体的な取組みは、平成28年10月に設立された「AIネットワーク社会推進会議」におい
て行われている。同会議は総務省内の研究会の一つであり、社会全体におけるAIネットワーク化の
推進に向けた社会的・経済的・倫理的・法的課題の総合的な検討を目的としている。総務省情報通
信政策研究所が平成28年2月から6月まで開催していたAIネットワーク化検討会議を前身としてお
り、これまでにAI開発原則やAI利活用原則を策定している（同会議の動向や策定された原則の内容
については、本章「4.3 AIに関する原則、ガイドライン等」を参照）。
　また平成29年4月には、AI分野のオープンイノベーション拠点として「知能科学融合研究開発推
進センター（AIS）」が設立された。AISでは、学習データを共有・提供する「AIデータテストベッド」

出典：総務省「新たな情報通信技術戦略の在り方　第3次中間答申（概要）」※99

次世代対話プラットフォーム 対話プラットフォームの社会実装

2017 2020 2030

「会話」と「快適」を結ぶ
「未来コミュニケーション」

社会知活用型対話エージェント技術

ユーザーの意図、情動、背景等各
種属性の推定および活用技術

高度な専門的知識に関する推論技術

擬似的人格生成技術及び擬似的人
格に従った対話を行う技術の開発

次世代高度対話技術

学習データの整備学習データの蓄積

自然言語処理技術、脳情報通信技術への波及効果IoT・センシング技術

自
然
言
語
処
理
技
術

自
然
言
語
処
理
技
術
と

脳
情
報
通
信
技
術
の
融
合

脳
情
報
通
信
技
術

周
辺

技
術

目指すべき社会自動車 BMI

各種IoT
デバイス

コネクティッド
ホーム

家事・
介護ロボット

マン・マシン・
インターフェース

ヒトとマシンが
よりそう社会

グローバルに
活躍できる社会

若者に受け入れられる
高齢化社会

楽しい人や
天才を育てる社会

多分野化・多言語化

多言語音声翻訳技術 同時通訳・ビジネス通訳

脳情報データベース
脳情報データベースの運用脳情報データベースの基盤構築

脳モデル化による
次世代AI技術の
フィージビリティスタディ
（映像解析等）

人工脳モデルによる
プラットフォームの応用

脳情報ENC/DEC技術

脳機能モデル化
脳情報ENC/DEC 技術高度化
（多様性・精度向上）

高次脳機能の認識と応用
（脳情報のエンコード（ENC）
/デコード（DEC）技術）

視覚情報・聴覚情報（応用）視覚情報・聴覚情報

認知内容（応用）認知内容

感性情報（応用）感性情報

身体性・ロボット あらゆる機器への浸透
（ドローン、ロボット、車、飛行機等）

可搬型脳機能計測
脳の身体性の解明

身体性に基づく
動作の実現

脳科学に学ぶAIの実践 次世代AI技術脳に学ぶAI技術構築・検証深層学習・スパースモデリング

スマホ、
AIスピーカー

AR、
VRデバイス

コミュニケー
ションロボット

一文を越えた知識（話者、話題、文化理解）の活用に基づく文章翻訳

自律的社会知解析技術

対話エンジンの高度化

質問応答、仮説推論技術等、テキス
トの分析・活用技術の改良・改善

リアルタイム社会知解析システム
の開発実証

動作・行動情報

脳情報データベースのデータ整備・増強

■図4-5-12 次世代AI社会実装戦略　取組みロードマップ

※99　<http://www.soumu.go.jp/main_content/000497846.pdf>
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や、オールジャパン体制で翻訳データを集積する「翻訳バンク」の構築・運営などが行われている。
　平成30年度予算では、AIによる要件理解等によりネットワークリソースを自動最適制御する「AI
によるネットワーク自動最適制御技術等の研究開発の推進」や、ベンチャー企業や大学などの事業を
支援する「I-Challenge!（ICTイノベーション創出チャレンジプログラム）」などが行われている。
NICTの研究開発動向については、第2章「2.10.1 各国の研究開発の現状」を参照されたい。

（2） 文部科学省
　科学技術基本計画に係る権限はCSTIに移管されたものの、同計画における文部科学省の役割は重
要である。同省の平成30年度の科学技術関係予算は政府全体の54.4%※100を占めており、科学研究
費補助金の配分を担う独立行政法人日本学術振興会（JSPS）や、科学技術イノベーション振興の基幹
を担う国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）は、いずれも同省が所管している。
　具体的な取組みとしては、平成28年より「人工知能／ビッグデータ／ IoT／サイバーセキュリテ
ィ統合プロジェクト」（AIPプロジェクト）が実施されている。同プロジェクトの研究開発拠点とし
て、前述した理化学研究所に設置された「革新知能統合研究センター」は、人工知能技術戦略会議の
中核をなす3センターの一つである。同センターの研究開発動向の概要は表4-5-3のとおりである
が、詳細は2章「技術動向」を参照されたい。

※100　出典：内閣府「科学技術関係予算 平成30年度当初予算 平成29年度補正予算の概要について」
※101　<https://aip.riken.jp/about-aip/>（閲覧日2018/07/18）
※102　人と情報のエコシステム - 社会技術研究開発センター <https://ristex.jst.go.jp/hite/>

■表4-5-3 理化学研究所 「革新知能統合研究センター」の概要

出典：理化学研究所 革新知能統合研究センターのホームページをもとに作成※101

基盤技術の開発 深層学習の仕組みの解明、新しい原理にもとづく次世代知能技術の創生

サイエンス研究の加速 再生医療、素材開発、ものづくりなど、日本が高い国際競争力を持つ分
野を人工知能技術によりさらに強化

社会問題の解決 高齢者ヘルスケア、防災・減災、インフラ管理などの重要課題に取り組
むプロジェクトを人工知能技術で支援

人工知能の倫理的・法的・社会的課題の分析 人工知能技術を日常生活に浸透させていくうえで必要となる倫理規準や
法制度を議論

人工知能研究者・データサイエンティストの育成 産業界の技術者や学術界の学生・研究員の技術レベルの向上に貢献し、
諸外国の大学・研究所との連携体制を構築

汎用基盤技術研究グループ 人工知能に関連する先鋭的な理論研究やアルゴリズム開発を統合するこ
とにより、汎用的な基盤技術を開発する

目的指向基盤技術研究グループ 大学・研究機関、産業界との連携のもと、具体的な課題への適用に特化
した基盤技術を開発し、社会的・経済的価値の創造へ貢献する

社会における人工知能研究グループ 人工知能等が浸透する社会での倫理的・社会的課題等に対応するため、
人工知能の進展が人間社会に及ぼす影響の分析と対策を行う

研
究
体
制

事
業
内
容

　また、JSTの社会技術研究開発センター（RISTEX）では、平成28年度より公募型研究開発領域「人と
情報のエコシステム」※102を実施している。同研究開発領域では、人間を中心とした視点でAIやロボット
などの先端情報技術を捉え直し、一般社会への理解を深めながら技術や制度を協調的に設計していくこ
とを目指している。具体的な研究開発テーマとしては、領域全体が目指すべきアウトプットとして「共進
化プラットフォーム」を主軸とし、「法律・制度」、「倫理・哲学」、「経済・雇用」、「教育」、「人間中心視
点による技術開発」の6つが設定されており、社会科学の領域が広く含まれていることが特徴である。
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（3） 経済産業省
①Connected Industries
　経済産業省はSociety 5.0の実現に向けた基本方針として、平成29年5月に産業構造審議会より
「新産業構造ビジョン」を公表している。同構想では、第4次産業革命による技術変化を活かし、様々
なつながりにより新たな付加価値を創出する「Connected Industries」への産業構造の転換が提起
されている（図4-5-13）。また、そのために打破すべき障壁として、①不確実性の時代に合わない硬
直的な規制、②若者の活躍・世界の才能を阻む雇用・人材システム、③世界から取り残される科学技
術・イノベーション力、④不足する未来に対する投資、⑤データ×AIを使いにくい土壌／ガラパゴ
ス化の5点が挙げられており、研究開発より産業振興に重点を置いている。

　同構想では、第4次産業革命の核となるデータを巡る競争が、バーチャルからリアルへと移行して
いることを踏まえ、海外事業者に対して巻き返しを図るべく、リアルデータのプラットフォーム創出
を主軸とした2つの基本戦略が策定されている。第一に、ものづくりの強みと課題先進国の機会を活
かせる4つの戦略分野（「移動する」「生み出す・手に入れる」「健康を維持する・生涯活躍する」「暮らす」）
について、それぞれ2030年代のビジョンと、実現のためのロードマップ及び関連施策が示されてい
る。第二に、産業構造や就業構造の抜本的変革における7つの横断的課題（「ルールの高度化」「人材育
成・活用システム」「イノベーションエコシステム」「社会保障システム」「地域経済・中小企業システム」
「経済の新陳代謝システム」「グローバル展開」）について、対応方針や施策が示されている。
　2017年10月には、同構想を踏まえ、我が国の産業が目指すべき姿（コンセプト）として、世耕経
済産業大臣より「『Connected Industries』東京イニシアティブ2017」が発表された。同コンセプ
トでは、同構想で示された４つの戦略分野が図4-5-14の5つの重点取組み分野に、7つの横断的課
題が図4-5-15の3つの横断的な施策に整理し直されている。

※103　<http://www.meti.go.jp/press/2017/05/20170530007/20170530007-2.pdf>

■図4-5-13 Society 5.0につながるConnected Industries

出典：経済産業省「新産業構造ビジョン」※103

＜社会の変化＞

＜産業の在り方の変化＞ 個々の産業ごとに発展

もの×もの
人間×機械・システム

企業×企業
人間×人間

（知識や技能の継承）
生産×消費

Connected Industries

日本の現場力×デジタル
多様な協働＜技術の変化＞

第1次産業革命
動力を取得
（蒸気機関）

第2次産業革命
動力が革新

（電力・モーター）

第3次産業革命
自動化が進む

（コンピューター）

第4次産業革命
自律的な最適化が可能に
大量の情報を基に人工知能が
自ら考えて最適な行動をとる

農耕社会 工業社会 情報社会 Society 5.0
超スマート社会

狩猟社会

・様々なつながりによる新たな付加価値の創出
・従来、独立・対立関係にあったものが融合し、変化

→新たなビジネスモデルが誕生

新たな
社会を形成
人間中心
課題解決型
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■図4-5-14 「Connected Industries」５つの重点取組み分野

※104　<http://www.meti.go.jp/press/2017/10/20171002012/20171002012-1.pdf>

■図4-5-15  「Connected Industries」の横断的な政策

出典：「Connected Industries」東京イニシアティブ2017※104

出典：Connected Industries」東京イニシアティブ2017※104

● データ協調の在り方を早急に整理
● AI開発・人材育成の強化
● 物流等も含むモビリティサービスやEV化の
　 将来像を見据えた取組み

「自動走行・モビリティサービス」

● データ形式等の国際標準化
● サイバーセキュリティ・人材育成等の
　 協調領域での企業間連携の強化
● 中小企業向けのIoTツール等の基盤整備

「ものづくり・ロボティクス」

● 協調領域におけるデータ連携の実現
● 実用化に向けたAI技術プラット
　 フォームの構築
● 社会的受容性の確保

「バイオ・素材」

● IoTを活用した自主保安技術の向上
● 企業間のデータ協調に向けた
　 ガイドライン等の整備
● さらなる規制制度改革の推進

「プラント・インフラ保安」

● ニーズの掘り起こし、サービスの具体化
● 企業間アライアンスによるデータ連携
● データの利活用に係るルール整備

「スマートライフ」

これらを支える横断的支援策を早急に整備

日本の強みであるリアルデータを核に、支援を強化

リアルデータの共有・利活用

■ データ共有事業者の認定制度の創設、税制等による支援
■ リアルデータをもつ大手・中堅企業とAIベンチャーとの連携によるAIシステム開発支援
■ 実証事業を通じたモデル創出・ルール整備
■ 「データ契約ガイドライン」の改訂

データ活用に向けた基盤整備
＜研究開発、人材育成、サイバーセキュリティ＞

■ 革新的なAIチップ開発の促進
■ ネット×リアルのハイブリッド人材、
　 AI人材等の育成強化
■ 世界中から優秀な人材を集める枠組みの検討
■ サイバーセキュリティ対策の強化

さらなる展開
＜国際、ベンチャー、地域・中小企業＞

■ 欧州、アジア等世界各国との協力強化
■ 国際連携WGを通じたシステム輸出強化
■ 国際標準化人材の質的・量的拡充
■ 日本版ベンチャーエコシステムの実現
■ 専門家育成や派遣による、地域・中小企業への支援強化
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 Connected Industriesの進捗を表4-5-4に示す。

※105　<http://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/connected_industries/pdf/201806_progress.pdf>

②その他の取組み
　総務省と経済産業省はともに、横断的データ利活用のプラットフォーム創出を政策の根幹に据えて
いるが、情報通信技術の所管省庁として他省庁との連携を図る前者に対し、後者は制度改革を含めた
産業構造の転換を掲げて横断的施策を打ち出している。具体的な制度改革としては、平成30年6月に
は「生産性向上特別措置法」が施行されており、プロジェクト型「規制のサンドボックス」制度が創設さ
れている。詳細は本章「4.4 制度改革」を参照されたい。
　経済産業省は平成30年6月にConnected Industriesの横断的取組みとしても挙げられている

自動走行分科会
ものづくり・
ロボティクス
分科会

バイオ・素材 プラント・
インフラ保安
分科会

スマートライフ
分科会バイオ分科会 素材分科会

取組み
概要

我が国の自動車産
業が培ってきた、
安全性に係る技術
力、品質を活かし
自動走行分野にお
いても世界をリー
ドするため、不足
するデータ利活
用、AIシステム
開発、人材育成に
ついて検討

日本の現場の良質
なリアルデータの
強みを最大化する
ため、民間企業の
プラットフォーム
間を横串でつな
げ、データ利活用
を最大化する仕組
みの構築等を中心
に検討

非医療分野（もの
づくり／食）を中
心に、バイオとデ
ジタルの融合に
よるイノベーシ
ョンの創出と目
指すべき社会像
（産業界が届ける
べきバリュー）に
ついて検討

我が国がトップシ
ェアを有する機能
性化学品分野での
強みを活かし、デ
ータ活用による新
たな事業領域の創
出、開発スピード
の加速化等の実現
により、さらなる
競争力強化を目指
す

石油精製・石油
化学業界のデー
タ共有に係る共
通 の 課 題 解 決
や、各 IoT技術実
証事業の成果の
共有・課題の抽
出、新たな知見
の共有を目的に
議論

様々な生活デー
タを活用した高
付加価値なサー
ビス市場の創出
に向け、他社間
のデータ流通を
促進する環境を
整備するため、
必要な要件等の
基本的な在り方
を議論

検討の場

経産省・国交省
共同事務局「自動
走行ビジネス検
討会」

RRI（ロボット革命
イニシアティブ協
議会）（共同事務
局）

COCN「デジタル
を融合したバイオ
産業戦略」PJ

日本化学工業協会
（事務局）

プラントデータ
活用促進会議

スマートホームに
関するデータ活用
環境整備推進事業
ｰ事業環境構築検
討会（第3回）

主要検討
成果及び
今後の取組
みの方向性

①データ収集・利
活用：安全性評価
技術の強化
②AIシステム開
発：ラストマイル
自動走行実証での
AIの活用
③人材確保・育
成：自動走行高度
化のためのソフト
ウェア人材育成

①データ利活用の
最大化に向けたデ
ータ流通の仕組み
②国際標準化、
サイバーセキュ
リティ
③人材育成、研
究開発
④中小企業支援

①産業界と公的機
関のデータ利活用
／公的機関のさら
なる連携・融合
②革新的バイオ
素材・高機能品
開発／循環型社
会の実現
③食による健康
増進・未病社会
の実現

①製品・未活用技
術データの共有プ
ラットフォームの
構築
②ＡＩ活用型素材
開発のための標準
データフォーマッ
ト・AIツールの
整備

①プラント設備の
損傷・腐食等に係
る予測モデルの開
発とデータ共有の
仕組みの構築
②プラント保安分
野に特化したガイ
ドライン等の整備

①多様なユース
ケースの創出
②サービス事業
者の参画に対応
した他社間連携
に必要な要件の
深堀り

横断的
取組み

１．「産業データ共有事業の認定制度」の創設：2018年5月16日成立、6月6日施行。
２．データ提供要請制度：検討中。
３．データの不正取得等に対する救済措置の創設－不正競争防止法（平成30年改正）－：2018年5月23日成立。
４．IoT投資の抜本強化（コネクテッド・インダストリーズ税制の創設）：2018年5月23日成立、6月6日施行。
５．AI・データの利用に関する契約ガイドライン：2018年6月15日公表。
６．産業データ活用促進事業（平成29年度補正予算事業）：予算額：18億円　（ 定額補助、数千万円～最大3億円、約20件）
７．AIシステム共同開発支援事業（平成29年度補正予算事業）：予算額24億円（2/3定率補助、最大2億円、約10～ 20件）

出典：「Connected Industries」関連政策の進捗等について※105

■表4-5-4 「Connected Industries」の進捗
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「AI・データの利用に関する契約ガイドライン」を公表した。同ガイドラインは平成29年5月に公
表された「データの利用権限に関する契約ガイドライン」の改訂版であり、データの取引に係る類型・
分野ごとのユースケースを大幅に拡充するとともに、AIの開発・利用に係る契約モデルなどが新た
に整備されている。AIソフトウェア開発については、概して生成されるモデルの内容や性能が契約
時には不明瞭であるというAI技術の特性を踏まえ、試行錯誤を繰り返しながら納得できるモデルを
生成するという「探索的段階型」のモデルが示されている（詳細は本章「4.3.2 我が国における『AI社
会原則』の議論」を参照）。
　また、同省の所管する独立行政法人情報処理推進機構（IPA）では、AIの社会実装にあたり生じる
課題と解決の方向性を検討するため、平成29年12月に産学官の有識者からなる「AI社会実装推進委
員会」を設置している。同委員会では、AIの利用状況及びAIに関する制度・政策に関する調査を実
施しており、平成30年6月には「AI社会実装推進調査報告書」として調査結果が公表されている（調
査結果は、第5章「AIの社会実装課題と対策」を参照）。
　平成30年度予算では、同省の所管する国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構
（NEDO）による「次世代人工知能・ロボット中核技術開発」や「高効率・高速処理を可能とするAI
チップ・次世代コンピューティングの技術開発事業」などが実施されている（詳細は第2章「技術動向」
を参照）。
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※106　<https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-10601000-
　　　　 Daijinkanboukouseikagakuka-Kouseikagakuka/0000154213.pdf>

　保健医療分野におけるAI活用推進懇談会では、保健医療分野においてAIを活用すべき領域や、
AIの活用にあたる基盤構築、AIの有効性・安全性の確保について検討が行われた。平成29年6月に
公表された報告書では、AI開発を進めるべき6つの重点領域を定め、それぞれに施策とロードマッ
プが示されている（表4-5-5、図4-5-17）。

保
健
医
療
の
観
点

保健医療
2035

保健医療分
野における
ICT活用推
進懇談会

データヘル
ス時代の質
の高い医療
の実現に向
けた有識者
検討会

データヘルス改革推進本部

専門的事項に
ついて意見照会

2015.6 2016.10 2017.1 2017.春 2017.春以降

情報共有・連携

※ 保健医療2035やICT懇談会・データヘ
ルス検討会での審議を踏まえて、以下の項
目等について検討

政府のAI関連計画そ
の
他
観
点

本懇談会
（3～4回開催）

報告
反映

AIの活用領域の特定

開発基盤等の推進方策

質・安全性確保策

政
府
全
体
の
計
画

報
告
書
取
り
ま
と
め

政府のAI関連会議

■図4-5-16 保健医療分野におけるAI活用推進懇談会の位置づけ

出典：厚生労働省「保健医療分野におけるAI活用推進懇談会　本懇談会の位置づけ」※106

（4） 厚生労働省
　厚生労働省は、2035年を見据えた保険医療政策のビジョンとして、平成27年に「保険医療2035 
提言書」を取りまとめた。同提言では、単なる負担減と給付削減による現行制度の維持ではなく、イ
ノベーションを活用したシステムとして保健医療を再構築することがうたわれている。また、そのビ
ジョンを達成するために、①イノベーション環境、②情報基盤の整備と活用、③安定した保険医療財
源、④次世代型の保健医療人材、⑤世界をリードする厚生労働省、の5つのインフラを整備すること
が重要であるとし、特に②に関しては、具体的な施策としてデータネットワークの確立が示されてい
る。同省のAIに係る政策動向は、同提言を受けて開催された諸会議の後継である「保健医療分野に
おけるAI活用推進懇談会」及び「データヘルス改革推進本部」が中心となっている（図4-5-16）。
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出典：厚生労働省「保健医療分野におけるAI活用推進懇談会 報告書　概要」※107

出典：厚生労働省「保健医療分野におけるAI活用推進懇談会 報告書　概要」※108

※107　<https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-10601000-Daijinkanboukouseikagakuka-
　　　　  Kouseikagakuka/0000169232.pdf>
※108　<https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-10601000-Daijinkanboukouseikagakuka-
　　　　  Kouseikagakuka/0000169232.pdf>

介護・認知症 ×高齢者の自立支援の促進
×介護者の業務負担軽減

・現場のニーズにもとづかずに開発されたAI（技術指向のAI）では、現場には
　普及せず⇒介護現場のニーズを明確化し、ニーズにもとづく研究開発を実施

手術支援

○手術データの統合の取組みで
　日本が先行
×外科医は数が少なく、
　負担軽減が必要

・手術時のデジタル化データ（心拍数、脳波、術野画像等）は相互に連結され
　ていない状態で、手術行為と各種データがリンクせず、AIによる学習が困難
➡手術関連データを相互に連結するためのインターフェースの標準化を実施

領域 我が国の強み/課題　 AIの開発に向けた施策

ゲノム医療 ×欧米に比べて取組みに遅れ ・実用化まで最も近いのは『がん』であり、実現に向けた推進体制を構築
　（『がんゲノム医療推進コンソーシアム』で別途検討）

画像診断支援

○診断系医療機器について日
　本の高い開発能力
○診断系医療機器の貿易収支
　も黒字（1,000億円）

・病理・放射線・内視鏡等について、国内には質の高いデータが大量に存在してお
　り、効率的な収集体制の確立が必要
➡・関連学会が連携して画像データベースを構築
　・AIの開発をしやすくするため、薬事審査の評価指標の策定や評価体制の整備も実施

診断・治療支援
（問診や一般的検査等）

×医療情報の増大によって医療
　従事者の負担が増加
×医師の地域偏在や診療科偏
　在への対応が必要
×難病では診断確定までに長い期間

・AIの開発をしやすくするため、医師法上や医薬品医療機器法上の取扱いを明確化
・各種データベース（ゲノム解析データを含む）の集約等により、難病を幅広くカ
　バーする情報基盤を構築し、AIの開発に活用

医薬品開発

○日本は医薬品創出能力を持つ
　数少ない国の１つ
○技術貿易収支でも大幅な黒字
　（3,000億円）

・健康医療分野以外でもAI人材は不足しているため、効率的なAI開発が必要
　（IT全体で30万人不足、うちAIで5万人不足）であり、製薬企業でもAI人材が不足
➡AI人材の有効活用の観点から、製薬企業とIT企業のマッチングを支援

手術支援
自動手術
支援ロボッ
トの実用化

介護・認知症
現場主導のAI開発を推進
・生活リズムや認知症に関するデータの収集
・生活リズム予測にもとづく生活アシスト機器等の設計

AIを活用した生活リズム事前
予測システム等を開発・実用化

試作機の開発

医薬品開発 製薬企業とIT企業のマッチング
・製薬企業がニーズ提案
・IT企業のリソースを活用

・医薬品開発に応用可能なAIを開発
・AIを用いた効率的な医薬品開発を実現

診療・治療支援
医師法や医薬品
医療機器法における
AIの取扱いを明確化

比較的稀な疾患について
AIを活用した診断・治療
支援を実用化

画像診断支援 学会を中心とした画像DB構築
・医療機器メーカーへ教師付画像データ提供
・AIを活用した画像診断支援プログラムを開発

ゲノム医療
・がんゲノム情報の収集体制構築
・AIを活用した研究体制の構築
・AI開発基盤の利活用の検討

（がんゲノム医療推進コンソーシアム懇談会報告書を踏まえて対応）

2017 2019 2021～2018

診療報酬改定
介護報酬改定

2020

診療報酬改定

時間軸

頻度の高い疾患について
AIを活用した診断・治療
支援を実用化

AIによる
麻酔科医の
支援の実用化

手術データを
統合収集・蓄積

手術関連データを相互に連結するための
インターフェースの標準化を推進

・収集するデータの標準規格を策定
・難病の情報基盤を構築

■表4-5-5 AI開発を進めるべき6つの重点領域：施策概要

【AIの実用化が比較的早いと考えられる領域】

【AIの実用化に向けて段階的に取り組むべきと考えられる領域】

■図4-5-17 AI開発を進めるべき6つの重点領域：ロードマップ
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出典：厚生労働省「データヘルス改革で実現するサービスと工程表について」※109

※109　<https://www.mhlw.go.jp/content/12601000/000340568.pdf>

　データヘルス改革推進本部では、ICTを活用した次世代型の保健医療システムの実現に向け、具
体的施策の検討が行われている。AI開発基盤に必要なデータを収集し研究者や民間等が利活用でき
るサービス（図4-5-18）や、ビッグデータやAIを活用したがんゲノム医療サービス（図4-5-19）な
どが、実現を目指すサービスとして検討対象となっている。医療画像については、厚生労働省が所管
する日本医療研究開発機構（AMED）において、国立情報学研究所（NII）が構築・運用する学術情報
ネットワーク「SINET5」を活用した医療画像ビッグデータのクラウド基盤の構築と、収集した大量
の医療画像を解析し医師の診断を助けるAIの開発を進めている（詳細は第2章「技術動向」を参照）。
　さらに、AI 開発及び利活用促進に向けて幅広い視点から議論を行い、我が国にて取り組むべき事
項を検討するために、保健医療分野AI開発加速コンソーシアムが開始され、平成30年7月23日に、
第一回が開催された。

■図4-5-18 AI開発基盤に必要なデータを収集し、研究者や民間等が利活用できるサービス

学会を中心としたデータ収集
＜重点6分野＞

主な研究等に係る工程表

AI開発加速コンソーシアム
・AI開発に必要なデータの円滑な収集、AIの実用化に向けての検討
・データを提供する仕組みの検討

企業等
・AI開発
・AIを用いた医薬品・
 医療機器の開発

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

大学等研究施設
・AI開発
・AIを用いた医薬品・
 医療機器の開発

AI開発用クラウド環境の整備
・クラウドのセキュリティと信頼性を確保するための基準の策定
・クラウドを認証する仕組みの構築に向けた調査・研究

画像データプラットフォーム構築

学会を中心とした質の高い教師つきデータの収集・DBの構築
臨床現場

専門医の
労力軽減

見落とし率の
低下（医療安全）

生検等侵襲を
伴う検査の減少

へき地の医療
水準向上

1 画像診断支援
2 医薬品開発
3 手術支援

4 ゲノム医療
5 診断・治療支援
6 介護・認知症

デ
ー
タ
提
供

AI画像解析

AIを活用した医療機器の承認審査に当たっての評価指標を策定
製品開発の進展に応じたPMDAの評価体制を整備等

皮膚科、超音波

眼科

病理・内視鏡・放射線

【このサービスで目指すこと】
○重点6領域（ゲノム医療、画像診断支援、診断・治療支援、医薬品開発、介護・認知症、手術支援）を中心に、 AIの社会実装に向けた
　取組みを進めるとともに、研究者や民間等が利活用できるような、AI開発用クラウド環境を整備する。

【2020年度に実現できること】
○画像診断支援における、医学会を中心とした画像データベースの構築や、医薬品開発において製薬企業とIT企業のマッチングを行う
　等、重点6領域を中心にAI開発基盤を整備するとともに、医療機器メーカーへの教師つき画像データの提供や、医薬品開発に応用可
　能なAIを開発する等、AIの社会実装に向けた取組みを進める。

【イメージ】

418



（5） 農林水産省
　農林水産省は平成25年に「スマート農業の実現に向けた研究会」を立ち上げ、農業が抱える課題と
人工知能やIoTの活用の可能性について整理を行い、ロボット技術や情報通信技術を活用した“スマ
ート農業”※111を推進している。また、実施すべき研究課題を整理し、「人工知能未来農業創造プロジ
ェクト」などを通して、先端技術を有する研究機関と連携して研究開発を実施している。さらに、「ス
マート農業の実現に向けた研究会」における検討を踏まえて、圃場内や圃場周辺から監視しながら農
業機械（ロボット農機）を無人で自動走行させる技術の実用化を見据え、安全性確保のためにメーカ
ーや使用者が遵守すべき事項等を定めた「農業機械の自動走行に関する安全性確保ガイドライン」※112

を平成29年3月に策定した。その後、実用化が近い茶園管理ロボットの自動走行にも対応するため、
ガイドラインを平成30年3月に改訂し、茶園管理ロボットの自動走行に係る危険源及び危険状態に
関する整理表を追加した。

※110　<https://www.mhlw.go.jp/content/12601000/000340568.pdf>
※111　将来像として、①超省力・大規模生産を実現、②作物の能力を最大限に発揮、③きつい作業、危険な作業から解放、
　　　 　④誰もが取り組みやすい農業を実現、⑤消費者・実需者に安心と信頼を提供の5つの方向性が示されている。 
　　　　出典：農林水産省「スマート農業の実現に向けた研究会 検討結果の中間とりまとめ」
※112　農業機械の自動走行に関する安全性確保ガイドライン
　　　　<http://www.maff.go.jp/j/kanbo/kihyo03/gityo/g_smart_nougyo/attach/pdf/index-6.pdf>

【イメージ】

【がんゲノム医療提供体制の整備拡充】 【がんゲノム情報管理センター（C-CAT）の整備】

がんゲノム医療連携病院（100病院）

がんゲノム
情報管理センター

衛生検査所等
検査施設

連携病院

中核拠点病院

検体 配列情報

二次利用等

臨床情報
がんゲノム医療

中核拠点病院（11病院）

がんゲノム医療中核拠点病院（新設）
自らパネル検査の解釈ができるゲノム医療連携病院が移行

企業等大学等

C-CAT

AIによる解析等

がんゲノム
情報
レポジトリー
（ゲノム情報・
臨床情報）

知識
データ
ベース

エキスパート
パネル

膨大な文献等の情報

AI（自然言語処理）

新
た
な
治
療・診
断
法
、新
規

治
療
標
的
遺
伝
子
等

臨床的意義づけの
ついたCKDBレポート

出典：厚生労働省「データヘルス改革で実現するサービスと工程表について」※110

■図4-5-19 ビッグデータやAIを活用したがんゲノム医療サービス
【このサービスで目指すこと】
○ビッグデータやAIを活用したがんゲノム医療等を推進し、個人に最適化された患者本位のがん医療の実現を目指す。
○ゲノム情報や臨床情報を収集し分析することで、革新的医薬品などの開発を推進し、がんの克服を目指す。

【2020年度に実現できること】
○がんゲノム医療提供体制を整備・拡充し、がんゲノム医療を広く国民・患者に届ける。
　（目標：がんゲノム医療連携病院以上の機能を持つがんゲノム医療拠点病院（仮称）を新設し、すべての都道府県に設置する）
○パネル検査を用いて、ゲノム情報に基づく適切な治療や治験等を提供する。併せて全ゲノム検査や全エクソーム検査の研究開発を
　促進し、実用化を目指す。
○がんゲノム情報管理センターを本格始動することにより、がんゲノム情報を集約し、新たな抗がん剤の開発等に利活用する。
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　平成30年6月には、「農林水産業・地域の活力創造プラン」 を改訂し、その中で、「異業種連携に
よる他業種に蓄積された技術・知見の活用、ロボット技術やICTを活用したスマート農業の推進、
新たな品種や技術の開発・普及、知的財産の総合的な活用、生産・流通システムの高度化等により、
農業にイノベーションを起こす」ことを目標にした。
　平成30年6月の「骨太の方針2018」においても、スマート化は、重要課題への取組みの一つに位
置づけられており※113、同月「未来投資戦略2018」においても、「農林水産業のスマート化」として、「農
業のあらゆる現場で、センサーデータとビッグデータ解析による栽培管理の最適化、AI による熟練
者のノウハウの伝承可能化、ロボット、ドローンによる無人化・省力化や規模拡大・生産性向上を進
めるとともに、バリューチェーン全体をデータでつなぎ、マーケティング情報にもとづく生産と出荷
の最適化やコストの最小化に向けた取組みを推進する。このような取組みを林業・水産業へと拡大す
る」とされている。
　「未来投資戦略2018」の中では、AIに係る施策として表4-5-6に示すように、熟練農業者のノウ
ハウをAI により形式知化し移転すること、遠隔監視による農機の無人走行システムの実現、ドロー
ンとセンシング技術やAI の組み合わせによる農薬散布、施肥等の最適化、自動走行農機等の導入・
利用に対応した土地改良事業の推進など、就農者の高齢化と人材不足を課題とした取組みが挙げられ
ている。また、「農業データ連携基盤」の本格稼働によるデータ共有の基盤整備も取り組むことにな
っている。

※113　重要課題への取組みとして、農林水産新時代の構築という項目に「AI・IoT等を活用したスマート農業の実現などにより競争力強
　　　　化を更に加速させる」（p.32）との記載がある。

データと先端技術のフル活用による世界トップレベルの「スマート農業」の実現
・農業のあらゆる現場において、ICT 機器が幅広く導入される
・栽培管理等がセンサーデータとビッグデータ解析により最適化される
・熟練者の作業ノウハウが AI により形式知化される
・実作業がロボット技術等で無人化・省力化される
・こうした現場をデータ共有によるバリューチェーン全体の最適化によって底上げする

ア）データ共有の
基盤整備

 ・「農業データ連携基盤」を来年４月から本格的に稼働
 ・幅広い主体による、データの連携・共有・提供の範囲の拡大
 ・農業データ連携基盤を活用した新たなサービスの創出と各基盤との連携の可能性の継続的点検
 ・農業分野におけるデータ契約ガイドラインの策定

イ）先端技術の実装

 ・国、研究機関、民間企業、農業者の活力を結集し、AI、IoT、センシング技術、ロボット、ドローンなど
　の先端技術の研究開発から、モデル農場における体系的な一気通貫の技術実証、  速やかな現場
　への普及までを総合的に推進
－遠隔監視による農機の無人走行システムの平成 32 年までの実現
－ドローンとセンシング技術やAI の組み合わせによる農薬散布、施肥等の最適化
－自動走行農機等の導入・利用に対応した土地改良事業の推進
－農業用水利用の効率化に向けた ICT 技術の活用 
－スマートフォン等を用いた栽培・飼養管理システムの導入
－農業データ連携基盤を介した生育データの共有や気象データの活用等による生産性の向上 
－農業者・食品事業者によるマーケティング情報、生育情報の共有等を通じた生産・出荷計画最適化

ウ）スマート化を推進する
経営者育成・強化

 ・データと先端技術の活用の主体となる経営意識の高い経営者を育成
 ・データ活用や先端技術に関する専門知識をもつコンサルタントの活用
 ・将来の農林水産業の担い手（農林水産高校生・大学生）に対し、先端技術の体験の場を提供

■表4-5-6 「未来投資戦略2018」におけるスマート農業の推進施策
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　農業機械の自動走行については、2018年までに圃場内での自動走行システムを市販化し、2020
年までに遠隔監視で無人システムを実現することが目標とされている。2018年の市販化に向けた動
きとしては、上記のスマート農業研究会において「農業機械の自動走行に関する安全性確保ガイドラ
イン」が策定※114されている。2020年の無人システム実現に向けた動きとしては、人検知技術の評価
手法や、準天頂衛星に対応した安価な受信機の開発が進められている。
　具体的な研究事業としては、委託プロジェクト研究「人工知能未来農業創造プロジェクト」※115があ
る。畜産・酪農分野では、AIを活用した家畜疾病の早期発見技術の開発や、AIやICT技術を活用し
た周年親子放牧による収益性が高く低コストな子牛生産技術の開発などが行われている。園芸分野で
は、AIを活用した施設野菜収穫ロボット技術の開発や、AIを活用した露地野菜収穫ロボット技術の
開発などが行われている。

（6） 国土交通省
　交通政策を所轄する国土交通省では、自動運転の実現に向けた研究開発や制度改革を主軸として、
AIに係る政策が打ち出されている。同省の研究開発の基本方針は、平成29年に社会資本整備審議会
交通政策審議会技術部会が公表した「第4期国土交通省技術基本計画」により示されている※116。同計
画は、新たな価値の創出により生産性革命・働き方改革を実現し、持続可能な社会を目指すものとし
て策定されており、そのための3つの柱※117の一つとして「人を主役としたIoT、AI、ビッグデータ
の活用を基本とし、生産性の向上を図ること」が掲げられている。また、そのためのポイントとして、
①新たな価値の創出と生産性革命の推進、②基準・制度等の見直し・整備、③人材の強化・育成と働
き方改革の3つが示されており、特に②と③では「i-Construction」が効率化の実例として紹介され
ている。
　i-Constructionは、同省の生産性革命本部が掲げる「生産性革命プロジェクト」の一つであり、
調査・測量から施工後の維持管理にいたる、全プロセスにおける情報化を前提として、建設現場の生
産性向上を目指す取組みである（図4-5-20）。平成29年には、様々な分野の産学官の連携の場とし
て「i-Construction推進コンソーシアム」※118が設立されている。
　自動運転等のモビリティに係る動向については、「4.4.1 モビリティに係る制度改革」を参照され
たい。

※114　農林水産省「農業機械の自動走行に関する安全性確保ガイドライン」の改訂について　<http://www.maff.go.jp/j/press/
　　　　 seisan/sizai/180327.html>（閲覧日2018/07/18）
※115　農研機構「生物系特定産業技術研究支援センター：革新的技術開発・緊急展開事業」　< http://www.naro.affrc.go.jp/brain/
　　　　 h27kakushin/aipro/index.html >（閲覧日2018/07/18）
※116　平成15年度以降3期にわたって策定されており、第4期は平成33年度までを計画期間としている。
※117　1.人を主役としたIoT、AI、ビッグデータの活用、2.社会経済的課題への対応、3.好循環を実現する技術政策の推進の3つである。
※118　<http://www.mlit.go.jp/tec/tec_mn_000008.html>
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■図4-5-20 i-Constructionの概要

出典：国土交通省「i-Construction　～建設現場の生産性向上の取り組みについて～」, 2015 ※119

出典：内閣府「これまでの政府の取組」をもとに作成※121

※119　<http://www.mlit.go.jp/common/001113551.pdf>
※120　平成30年度予算成立前の集計資料のため（案）となっている。
※121　<http://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/jinkochino/6kai/siryo1.pdf>

4.5.4 予算の動向　
　ここ3年間の基盤省庁・出口省庁のAI関連予算を表4-5-7に示す（内閣府のSIP ／ PRISM、
NICTや産総研等の運営費交付金、農水省の戦略的プロジェクト事業など、予算の切り分けが困難
な施策は除く）。

❶ドローン等による3次元測量

i-Construction

設計・施工計画 施工

検査

検査

これまでの情報化
施工の部分的試行

従来方法

設計図から
施工土量を
算出

ドローン等による写真測量等
により、短時間で面的（高密度）
な3次元測量を実施。

❷3次元測量データによる
　設計・施工計画

3次元測量デー
タ（現況地形）
と設計図面との
差分から、施工量
（切り土、盛り土
量）を自動算出。

3次元
データ作成

❸ICT建設機械による施工
３次元設計データ等により、
ICT建設機械を自動制御し、建
設現場のIoT（※）を実施。

❹検査の省力化
ドローン等による３次元測量
を活用した検査等により、出来
形の書類が不要となり、検査項
目が半減。

・重機の日当たり
  施工量約1.5倍
・作業員約1/3

測量 設計・施工計画 施工

1 2 4

3

測量

書類による検査
丁張りに

合わせて施工
検測と施工を
繰り返して整形

設計図に合わ
せ丁張り設置測量の実施

現況地形

※IoT（Internet of Things）とは、様々
なモノにセンサーなどが付され、ネット
ワークにつながる状態のこと。

3次元設計データ
を通信 発注者

2次元
データ作成

設計図面

重ね合わせブロック化

差分 切り土

盛り土
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■表4-5-7 各省AI関連予算

（単位：億円） （単位：億円）

平成28年度 平成29年度 平成30年度（案）※120 対前年比

総務省 25.3 32.2 40.1 7.9

文部科学省 65.0 103.1 115.2 12.1

経済産業省 164.3 257.3 393.7 136.5

厚生労働省 164.6 175.8 196.5 20.7

農林水産省 0.0 0.0 0.0 0.0 

国土交通省 1.1 7.3 25.0 17.7

合計 420.3 575.5 770.4 194.9

平成28年度 平成29年度

29.0 50.0

0.0 1.7 

261.9 64.9

58.4 26.0 

0.0 0.0 

2.2 3.4

351.5 145.9

基
盤
省
庁

出
口
省
庁

■当初予算 ■補正予算



　表4-5-8に2019年度AI関連概算要求を示す。

※122　<https://newswitch.jp/p/14267>

出典：日刊工業新聞「【政府・19年度概算要求】ロボット・AIの研究開発予算まるっと早わかり」※122

経済産業省省庁概算要求資料から作成

この中で、経済産業省関係の施策の概要を以下に示す。なお、（）内の数字は平成30年度予算である。

Connected Industr ies推進のためのグローバルSaaS創出事業【40.3億円（新規）】
事業者間のデータ共用プラットフォームの本格整備を支援することで協調領域拡大を促進すると同
時に、そのデータ等から汎用的に使え、 かつ国際競争力のあるAI システム（グローバルSaaS）の
開発を支援する。
高度な自動走行システムの社会実装に向けた研究開発・実証事業費【55.0億円（35.0億円）】
関係省庁とも連携して、安全性・社会受容性・経済性の観点や、国際動向等を踏まえつつ、安全性
評価技術の研究開発を進めるとともに、高度な自動走行システムの実証等を通じて世界に先駆けた
社会実装に必要な技術や事業環境等の整備を行う。

●

●
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■表4-5-8 各省2019年度AI関連概算要求
主なロボットAI施策 億円

内閣府
戦略的イノベーション創造プログラム（SIP） 325.0
官民研究開発投資拡大プログラム（PRISM） 100.0 

警察庁 人工知能等先端技術を用いた警察業務高度化・効率化に関わる実証実験等 1.4

総務省

グローバルコミュニケーション計画：多言語翻訳 8.2
新たな脳情報通信技術の研究開発及び社会実装 2.1
新たな社会インフラを担う革新的光ネットワーク技術の研究開発 11.0
革新的AIネットワーク統合基盤技術の研究開発 7.0

文部科学省

AIP（AI／ビッグデータ／IoT／サイバーセキュリティ統合プロジェクト） 90.0
データ関連人材育成プロジェクト 4.0
「数理情報科学の達人」育成官民協働プログラム 0.8
数理・データサイエンス教育の全国展開 9.0
自律型無人探査機の開発等による海洋状況把握の能力強化 46.0

厚生労働省
データヘルス改革の推進：全国保健医療情報ネットワーク整備に向けた実証等 443.0
保険医療分野等の研究開発の推進：リアルワールドデータ等を用いた臨床研究のため
CIN構想、重点６領域を中心にAI開発を効率的効果的に推進 686.0

農林水産省 スマート農業の実現 50.0 

経済産業省

Connected Industries推進のためのグローバルSaaS創出事業 40.3
高度な自動走行システムの社会実装に向けた研究開発・実証事業費 55.0
次世代人工知能・ロボット中核技術開発 87.0
ロボット・ドローンが活躍する省エネルギー社会の実現プロジェクト 38.0
計算機科学等による先端的な機能性材料の技術開発事業 27.5

AIチップ開発加速のためのイノベーション推進事業 107.8
ロボット介護機器・福祉用具開発標準化事業 15.2
人工知能（AI）等を活用した業務改革（特許庁） 7.7

国土交通省
海事生産性革命の深化 17.6

AI等を活用した港湾物流全体の効率化の推進 11.5
スマートシティプロジェクト支援事業 0.8

防衛省
安全保障技術研究推進制度 103.0
新技術の短期実用化の取組み 12.0
モジュール化無人水中航走体の研究 42.0



●

●

●

●

●

次世代人工知能・ロボット中核技術開発【87.0億円（61.9億円）】
➡次世代人工知能・ロボット中核技術開発【62.0億円（56.9億円）】
　人工知能技術とセンサーやアクチュエーション技術を組み合わせた研究開発、人工知能の説明性
　や安全性の担保のための研究開発を行う。また重点分野における社会実装を目指した産学官連携
　での大規模研究開発を実施する。
➡次世代人工知能・ロボットの中核となるインテグレート技術開発【25.0億円（5.0億円）】
　AI×ものづくりといった、AI技術を融合させる研究開発プロジェクトを通じて、実社会での問
　題解決を図る。また、「匠の技・暗黙知（経験や勘）」の伝承・効率的活用を支えるAI技術を開発し、
　生産性向上による抜本的な省エネ化を実現する。
ロボット・ドローンが活躍する省エネルギー社会の実現プロジェクト【38.0億円（32.2億円）】
物流やインフラ点検等の分野で活躍できるロボット・ドローンの社会実装を世界に先駆けて進める
ため、それらの性能を定量的に評価するための基準の策定やシステムの開発を行う。また我が国で
開発されたロボット・ドローン技術やシステムの国際標準化を目指すことで、世界の省エネに貢献
するとともに、我が国発の省エネ製品・システムの市場創造・拡大を実現する。
計算機科学等による先端的な機能性材料の技術開発事業【27.5億円（26.5億円）】
高度なAI等の計算機科学、高速試作・革新的なプロセス技術及び先端計測評価技術を駆使した革
新的な材料開発システムの構築とともに、公知の論文や特許等の材料データをAIが学習可能な状
態とする技術開発により、これまでの材料開発プロセスを刷新する。高い省エネ性能をもつ機能性
材料の開発期間を劇的に短縮することにより、省エネルギーの実現を目指す。
AIチップ開発加速のためのイノベーション推進事業【107.8億円（108.0億円）】
➡AIチップ開発加速のためのイノベーション推進事業【17.8億円（8.0億円）】
　民間企業等が持つAIチップのアイデアの実用化に向けて、開発に必要な設計ツール等の開発環
　境、大学や研究機関等が開発した共通基盤技術、開発に必要な知見・ノウハウ等を提供すること
　により、民間企業等のAIチップ開発を加速し、イノベーションを実現する。
➡高効率・高速処理を可能とするAIチップ・次世代コンピューティングの技術開発事業【90.0億円（100.0億円）】
　エッジ側で動作する超低消費電力コンピューティングや、新原理により高速化と低消費電力化を
　両立する次世代コンピューティング等の実現に向けて、ハードとソフトの一体的な技術開発を実
　施し、ポストムーア時代における我が国情報産業の競争力強化、再興を目指す。
ロボット介護機器・福祉用具開発標準化事業【15.2億円（12.0億円）】
厚生労働省と連携して策定した重点分野にもとづき、高齢者の自立支援等に資するロボット介護機
器の開発を実施するとともに、ロボット介護機器について、効果の評価や標準化等、海外展開につ
なげていくための環境整備を行う。また、福祉用具開発を担う民間企業とユーザー評価を担う機関
等が連携した開発・実用化を支援する。
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※記載ない場合の閲覧日は2018年7月23日
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　海外においては、AIの活用が自国や地域の競争力につながるとの認識のもと、AIの技術開発に加
え、社会実装に向けた事業環境の整備や制度検討・規制改革に向けた投資や取組みが進んでいる。特
に、2017年末ごろからの動きは活発であり、以下の調査対象国以外にも、AIの便益を自国にもた
らすための様々な戦略や計画が発表されている状況にある。
　米国においては、オバマ政権時に公表されたAIに関わる研究開発戦略、社会的課題の整理・対応、
経済的なインパクトの分析・対応に関する包括的な報告書を公開する等、AIの社会実装に関わる議
論を先駆的に進めていた。トランプ大統領の就任後のAIに関する取組み方針は不透明であったが、
2018年4月以降、AIサミットの開催や米国国民のためのAIに関する声明が発表されるなど、AI活
用が米国の産業や国民に便益をもたらす技術であるとし、AIの活用に関する議論が進められている。
　欧州連合（European Union；EU）においては、加盟国がそれぞれAI政策を検討してきたが、
2018年4月以降はEU全体としてのAI戦略の検討が進められている。米国や中国によるAI活用へ
の投資拡大に対抗するために研究開発や社会実装に関する積極的な投資を行う姿勢を見せている。
　英国、ドイツ、フランスにおいては、既存の研究機関や産業が抱える人材や技術力の強みを活かし、
自国をAIイノベーションの中心地とするために、AI企業の誘致やスタートアップへの投資、人材育
成や研究者・教育者の確保等の戦略を打ち出している。
　中国においては、製造業の競争力強化のために、AIの研究開発や活用に莫大な投資を行っている。
また、広範な活用分野をカバーするために多数の投資計画や戦略が発表されている。
　インドにおいては、AI活用が遅れる中、先進国に追いつくために技術、研究能力、AI活用の基盤
となるデータ獲得に向けた投資を進めている。

海外の政策動向4.6

4.6.1 米国
 米国では、2016年にAIに関わる研究開発戦略、社会的課題の整理・対応、経済的なインパクト

の分析・対応の3つの包括的な報告書が連邦政府より発表され、AIの社会実装に向けた具体的な検
討が開始された（表4-6-1）。
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■表4-6-1 2016年に発表された人工知能に関わる報告書

出典：「AI白書2017」をもとに作成

No. 報告書タイトル 報告書概要

①

THE NATIONAL ARTIFICIAL INTEL-
LIGENCE RESEARCH AND DEVEL-
OPMENT STRATEGIC PLAN
（2016年10月公表）

AIに関わる研究開発の必要性と推進のために求められる環境整備等を示した報告書。
具体的には、①AI研究への長期的投資の重要性、②人間とAIの協働に向けた効果的な
方法の開発、③AIの倫理的、法的及び社会的含意の理解、④AIの安全性及びセキュリ
ティの確保、⑤共用公共データセット及びAIの学習の環境開発、⑥AIの進展を方向付
けて評価するための標準、ベンチマーク、テストベッド及びコミュニティの関与、⑦
国家のAI研究開発人材のニーズの理解を挙げている。

②
PREPARING FOR THE FUTURE OF 
ARTIFICIAL INTELLIGENCE
（2016年10月公表）

AIの社会実装に向けた課題を網羅的に整理した報告書。具体的には、公共財に対する
AI利用、AIと規制、研究と人材、AIの経済的影響、公平性・安全性・ガバナンス、
グローバルな考慮事項及び防衛、未来のための準備について網羅的に記載されている。

③

ARTIFICIAL INTELLIGENCE, 
AUTOMATION, 
AND THE ECONOMY
（2016年12月公表）

AIの社会実装に伴う雇用への影響とそれを含めた経済的なインパクトへの対応を整理
した報告書。具体的には、公共財に対するAI利用、AIと規制、研究と人材、AIの経
済的影響、公平性・安全性・ガバナンス、グローバルな考慮事項及び防衛、未来のた
めの準備について網羅的に記載されている。



（1）Summit on Ar ti ficial Intell igence for American Industry※123

　ホワイトハウスは、米国の広範な産業を変革するAIの将来を検討するためのサミットとして「米
国産業のためのAIサミット」を2018年5月に開催した。同サミットには、政府高官、学術機関等に
所属する技術専門家、企業の研究所所長、AI技術を導入する米国ビジネスリーダー等100名以上が
参加し、AI時代に米国の競争力を維持・向上するために必要な政策の在り方について議論が行われ
た。参加業界は、農業、エネルギー／製造、金融、ヘルスケア、交通／流通である。
　具体的には、AIの研究開発（R&D）、人材育成、AIによるイノベーションを阻害する規制、分野
別のAI応用など分野横断型の課題などが議論された。主な議論の結果は以下のとおりである。

・米国におけるAI研究開発のエコシステムの支援
　米国のユニークな研究開発のエコシステムが持つ、政府・産業界・学術界の強みを結集し、AI研
究開発を加速するための強力な官民パートナーシップの形成を支援する。
・AIの利点を最大限活用するための人材育成
　AI及びその関連技術は、産業界全体にわたり新たな雇用や新たな技術・スキルに対する需要を創
出する一方、従来の職業やスキルの需要は大きく変化する可能性がある。このような将来の米国の雇
用への影響に対応するために、米国国民のスキルと産業のニーズを適合させるための取組みが必要で
あるとして、幼児期からのSTEM（Science, Technology, Engineering and Mathematic）
教育に新たに焦点を当てるほか、技術訓練、再雇用、生涯学習プログラムの検討を行う。
・米国におけるイノベーションの障壁の除去
　過度な規制は米国内のイノベーションを阻害するのみならず、イノベーションの海外流出につなが
ることから、AI及び先端技術における米国のリーダーシップを維持するために同盟国間でのAI研究
開発の協力を促進することが重要である。また、イノベーションを加速させるためには、国民がAI
の仕組みや日常生活における利便性を理解できるよう、AIに対する認識を高める必要がある。
・インパクトの大きい分野別のAIアプリケーションの創出
　同サミットでは、産業別のセッションを開催し、産業界のリーダーがAIを用いて米国の労働力強
化やビジネスの成長、顧客サービスの向上を実現する最新の取組みを共有した。

　ホワイトハウスは、AIを研究開発の最優先事項と位置づけ、今後も業界、民間セクターの研究者
との継続的な連携を続けたい旨を記している。
　今後の予定としては、国家科学技術会議（National Science and Technology Committee；
NTSC）のもとに、「人工知能選抜委員会」を設立し、以下の項目について取り組むこととしている。

※123　“White House Hosts Summit on Artificial Intelligence for American Industry,” White House Website 
　　　　< https://www.whitehouse.gov/articles/white-house-hosts-summit-artificial-intelligence-american-industry/ >

　2017年1月のトランプ大統領の就任後、人工知能に関する連邦政府としての具体的な動向は公に
されなかったが、2018年4月以降は2018年5月にはホワイトハウスによる米国産業のための人工
知能サミット“Summit on Artificial Intelligence for American Industry”が開催され、同
時に、米国国民のための人工知能“Artificial Intelligence for the American People”と題し
た声明が発表されるなど、議論が公に進められている。
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・AI研究開発に関する優先事項をホワイトハウスに助言
・産業界・学術界との連携体制創設
・AI研究開発への政府の企画及び調整を改善するための構造構築
・AI研究開発のエコシステムを支援するために、政府の保有するデータと計算機資源を活用する
　機  会を特定

（2） Ar t i ficial Intell igence for the American People
　ホワイトハウスは、サミットが開催された2018年5月10日付けで、米国国民のための人工知能
と題した声明を公表している。同声明は、米国国民の生活を改善し、米国の労働者や家族に富をもた
らすためのAIによるイノベーション実現に向けた連邦政府の取組みを記載したものである。具体的
には、①AI研究開発への優先配分、②規制改革、③人材育成、④戦略上の軍事的優位の達成、⑤行
政サービスにおけるAI活用、⑥国際間のAI協調、に関する連邦政府の取組みが記載されている。
主な記載内容は表4-6-2のとおりである。

※124　“Artificial Intelligence for the American People,” White House Website　< https://www.whitehouse.gov/
　　　　　briefings-statements/artificial-intelligence-american-people/ >

4.6.2 ＥＵ
　EUでは、デジタル技術の活用によるEU域内の基盤統合及び競争力強化等の取組みであるデジタ
ル単一市場（Digital Single Market）戦略に、AI活用が位置付けられ取組みが進められてきた。
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出典：“Artificial Intelligence for the American People,” White House Website※124

■表4-6-2 AIによるイノベーション実現に向けた連邦政府の取組み
No. 項目 概要 記載内容例

① AI研究開発への
優先配分

AIに関する基礎研究及び計算
インフラ、機械学習、自律シ
ステムのための投資を優先的
に実施する。

●2018年のAIに関する研究予算は、2015年に比べて40％増大
●2019年の研究開発予算要求において、米国史上初めてAI
　や自律システム・無人システムを優先項目として明示的
　に記載、内容を説明

② 規制改革
AIの導入に関わる規制上の障
壁を取り除くことで新たな米
国産業の創出を可能とする。

●自動運転車両の公道実証に向けた制度整備（2017/9）
●FDAは糖尿病性網膜症の早期発見のためのAIを利用した
　装置を医療機器として初めて承認（2018/4）

③ 人材育成

米国の労働者が21世紀の経済
活動を成功するためのスキル
を与えるための取組みを推進
する。

●「Apprenticeships」と呼ばれる実地の職業訓練制度を
　拡充する大統領令に署名（2017/6）
●コンピューターサイエンス教育に重点を置いた、科学、技
　術、工学、数学（STEM）教育に、年間2億ドルの助成金を
　拠出する大統領覚書に署名。これには、産業界から3億
　ドルのマッチングファンドが付帯

④ 戦略上の
軍事的優位の達成

国家安全保障でAIの推進の必
要性を認識、国防費への投資
に反映する。

●自動化、AI、機械学習の軍事用途に幅広く投資すること
　を国家安全保障戦略に盛り込み

⑤ 行政サービスに
おけるAI活用

米国民への行政サービスを改
善するためにAIの導入を進め
る。

●行政サービスの効率を上げるための自動化ソフトの導入、
　及び政府外のAI研究応用を支援するための政府所有のデ
　ータの米国民との共有を推進
●パイロットプロジェクト推進

⑥ 国際間のAI協調
G7閣僚会合における同盟国と
の協力や国際的なAI研究開発
体制の構築を進める。

●G7人工知能の未来のためのシャルルボア共通ビジョン
　へのコミット
●英国との科学技術協定の締結（2017/9）、フランスとの
　科学技術協力に関する共同声明の発表（2018/3）



具体的には、AIをEUの市民や経済のために役立てるために技術的・倫理的・法的・社会経済的側
面から議論が進められている。
　従前のEUにおけるAIに関する議論は、総額800億ユーロを拠出する欧州最大の研究開発支援プ
ロジェクト「HORIZON 2020」が中心となり、進められてきた。近年、AIに関する協力宣言に対
して署名が行われたほか、欧州委員会により、HORIZON 2020におけるAIへの投資を200億ユ
ーロ拡大すべきといった提言が行われるなど、加盟国からAI活用に対する期待や要求が高まってい
る。その結果、EU全体の政策としてAIの位置づけが非常に重要なものとなり、次期研究開発支援
プロジェクトであるHORIZON EuropeにおいてもAIは重点テーマの一つとして位置づけられる
ようになっている。
　これまでは、加盟国それぞれが独自のAI戦略を立案し、取組みを進めてきたが、今後はEU全体
として競争力を高めるために、AIの社会実装に向けた様々な課題に対してEUとしての取組みが進
められると期待される。

（1）AIに関する協力宣言※125

　2018年4月10日に、EU加盟国による協力宣言への署名が行われた。同宣言により、加盟国は、
AIの社会実装に向けた社会的・経済的・倫理的・法的な問題にEUとして対処するほか、AIの研究
や応用に向けたEUの競争力を確保することを合意している。
　2018年7月時点で、以下の国が署名している。

オーストリア、ベルギー、ブルガリア、チェコ、デンマーク、エストニア、フィンランド、フランス、ドイツ、ハンガリー、
アイルランド、イタリア、ラトビア、リトアニア、ルクセンブルグ、マルタ、オランダ、ポーランド、ポルトガル、スロバキア、
スペイン、スウェーデン、英国、ノルウェー、ル－マニア、ギリシャ、キプロス、クロアチア

（2） AI活用に向けたEU全体としての取組みの提案 ※126

 欧州委員会は2018年4月に、AIの活用に関する取組みについて提案を行った。同提案は、EU
加盟国の首脳からの要請にもとづき、欧州全体としての対応を示したもので、EU域内の市民生活の
向上やAIに関わる国際競争力を高めることを目的としている。具体的には、①官民によるAIに対す
る投資の拡大、②AIがもたらす社会経済的な変化への準備、③倫理的・法的枠組みの確保という3
つのアプローチが提案されている。
・官民によるAIに対する投資の拡大
　欧州委員会は、研究及びイノベーションのための助成プログラムであるHORIZON2020にもと
づき、AI及びその関連技術に投資を行ってきた。同提案では、2020年末までにAIを対象とした研究・
イノベーションに向けた投資を200億ユーロ増やすべきであると提言し、欧州委員会はHORIZON 
2020への年間投資額を15億ユーロに拡大する計画としている。HORIZON 2020への投資によ
り、ビッグデータやロボット工学などにおける既存の官民連携の取組みを通じて、25億ユーロの資

※125　“EU Member States sign up to cooperate on Artificial Intelligence,” European Commission Website 
  　　 < https://ec.europa.eu/digital-single-market/en/news/eu-member-states-sign-cooperate-artificial-intelligence>

※126　“http://europa.eu/rapid/press-release_IP-18-3362_en.htm,” European Commission Website 
   　　< http://europa.eu/rapid/press-release_IP-18-3362_en.htm>
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金を追加で呼び込むことができると想定している。
　また、様々な研究機関や企業がEU域内の関連するAI資源へアクセスできるよう「AIオンデマン
ド・プラットフォーム」の構築を支援する。
・AIがもたらす社会経済的変化への準備
　AIの社会実装が進むにつれ、新たな職が生まれる一方、既存の職が失われるなど、雇用環境が大
きく変化する可能性がある。こうした中、欧州委員会では、EU市民が域内のどこにいても人間らし
く生きる権利を守るための「欧州社会権の柱」を基盤とし、教育制度を近代化し、労働市場の移行を
支援することを奨励している。
　また、AIのスキルを有する人材を欧州に惹きつけかつ維持するための、企業と教育間のパートナ
ーシップを支援するほか、欧州社会基金からの資金援助により専用の教育プログラムを設置し、デジ
タル技術、STEM能力、起業家精神及び創造性に関するコンピテンシーの獲得を支援する。
　EUにおける予算枠組みである多年次財政枠組み（2021～ 2027）には、AI特有の専門知識を含
む高度なデジタルスキルの訓練に対する支援の強化が含まれている。
・倫理的及び法的枠組みの確保
　EUの基本的権利憲章にもとづき、データ保護や透明性などの原則を考慮し、2018年末までにAI
開発に関する倫理的指針を策定する。また、技術革新を踏まえ、欠陥製品に対する消費者及び製造者
のための法的責任の明確性を保証するために、2019年半ばまでに、製造物責任指令を踏まえた解釈
を行う。

（3） 次期研究及びイノベーションのための助成プログラム“HORIZON Europe”※127

　2018年6月、2021年～ 2027年の7年間を対象とする研究及びイノベーションのための助成プ
ログラム“HORIZON Europe”について、欧州委員会の案が公表された。HORIZON Europe
の予算規模は、978億ユーロと、現行のプログラムであるHORIZON 2020と比較して2割以上増
額されている。
　欧州委員会の案では、①スーパーコンピューター、②AI、③サイバーセキュリティ及びトラスト、
④デジタルスキル、⑤経済と社会全体でのデジタル技術の幅広い利用の保証、という5つの分野に焦
点が当てられている。
　AIについては25億ユーロの投資が計画されている。同計画は、2018年4月に公表された欧州委
員会からのAI活用に向けた提案にもとづくものであり、AIを最大限に活用するために投資を拡大す
る一方、AIによってもたらされる社会経済的変化を考慮し、適切な倫理的・法的枠組みを確立する
ことを目的としている。
　具体的には、公共及び民間部門がニーズに最も適したソリューションを提供する際の基盤として、
すべての企業や市民がアルゴリズムを共有し利用できる“European Libraries of Algorithms”
を開発することを提案している。また、EUが進めるデジタルイノベーションハブ（Digital 
Innovation Hubs）を通じて、中小企業や地方のスタートアップ企業等はこれらの実験のための施
設や設備、アルゴリズムや知識を利用できるようにする計画が公表されている。

※127　Horizon Europe - the next research and innovation framework programme <https://ec.europa.eu/
          info/designing-next-research-and-innovation-framework-programme/what-shapes-next-
          framework-programme_en>
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※128　“Industrial Strategy: building a Britain fit for the future” GOV.UK Website
※129　Policy paper “Artificial Intelligence Sector Deal”<https://www.gov.uk/government/publications/artificial-
          intelligence-sector-deal>

4.6.3 英国
　英国では、2017年11月に策定された英国経済の成長を実現するための産業戦略“Industrial 
Strategy：building a Britain fit for the future”が制定され、それにもとづき、同国をAIイ
ノベーションの中心地となり、AI産業の最先端に位置するための投資をコミットするArtificial 
Intelligence Sector Dealが2018年4月に発表された。
　
（1）Industr ial Strategy：building a Br itain fi t for the future※128

　Industrial Strategy：building a Britain fit for the futureは2017年11月に策定され
た英国の新たな産業戦略である。同戦略は、英国の持つ技術や人材等の強みを基盤として、生産
性を高め将来の経済成長を実現することを目的としている。具体的には、政府は生産性を高める
ために5つの柱（Ideas（アイデア）、People（人材）、Infrastructure、（インフラ）、Business 
environment（ビジネス環境）、Places（地域社会））を計画的に強化する。
　さらに生産性改善と共に英国がグローバルな技術革新をリードするためのグランドチャレンジとし
て、「AI及びデータ経済」、「クリーンな成長」、「将来のモビリティ」、「高齢化社会」の4つの重点分野
を示している。これらについては、それぞれ投資のためのコミット（Deal）を作成することが示された。

（2） Ar t i ficial Intell igence Sector Deal※129

　先の産業戦略にもとづき、AI分野のDealが作成され、2018年4月に発表された。本Dealでは、
国内外の優秀な人材や企業を英国に呼び込み、イノベーションの中心地とするほか、AIの恩恵を英
国全土に普及させることを目的として、民間からの投資も含め10億ポンド以上の投資が行われる。
　Dealの具体的な内容は、Industrial Strategy 同様に5つの柱の観点で施策が示されている（表
4-6-3）。
　次ページに示したArtificial Intelligence Sector Dealに関わる取組みは順次進められている
状況にある。2018年5月には、Industrial Strategyにおけるグランドチャレンジを更新した。「AI・
データ」に関しては、革新的な技術の活用により医療の質を向上させ、15年以内に5万人以上のがん
の早期発見を可能とするためのミッションを発表した。
　また、AI評議会及びデータ倫理とイノベーションセンターが設置された。AI評議会の議長には、
CognitionXの共同設立者であるTabitha Goldstaubが、データ倫理とイノベーションセンター
の議長には、Dr. Fosterの共同設立者であるRoger Taylorが就任している。また、政府の助言者
としてDeepMindの共同設立者であり最高経営責任者（CEO）のDemis Hassabisやサウサンプ
トン大学教授のWendy Hallが参画している。
　他には、アランチューリング研究所（Alan Turing Institute）及び英国コンピューター協会
（British Computer Society）がAIマスタープログラムを設置する計画を発表した。2019年に
プログラムが開始される計画であり、アランチューリング研究所の支援を受けて英国コンピュータ
ー協会がプログラムの開発を始めている。同プログラムは、Amazon、Rolls Royce、Ocado、
McKinsey＆Quantum Blackなどの企業と提携して開発が進められる。

431

制度政策動向 第4章



4.6.4 ドイツ
　ドイツでは国家戦略であるIndustrie 4.0推進の中で、AIがドイツのイノベーションを支える重
要な要素技術の一つとして位置づけられ、AIの研究開発や実装が進められてきた。
　2017年9月には、“Innovationsschub mit Künstlicher Intelligenz（AIによるイノベーシ
ョンの推進）”と題するプレスリリースが連邦教育研究省（Bundesministerium für Bildung und
Forschung；BMBF）より発表された。同プレスリリースでは、現在の国家戦略であるIndustrie 
4.0が産業界における最重要テーマとしつつも、将来的にAIが重要テーマとなると述べている。AI
の活用を進めるためのプラットフォームとして、Industrie 4.0に続く第二のプラットフォームと
して“Learning Systems Platform”の構築を進めるプログラムが進められ、AIに関して世界ト

432

■表4-6-3 Artificial Intelligence Sector Dealの概要

出典：Policy paper「Artificial Intelligence Sector Deal」をもとに作成

No. 項目 施策概要

① Ideas
（アイデア）

民間企業や公的機関における生産性を向上するためにAIのアプリケーションの研究開発や導入促進
等を進める。主な施策は以下のとおり。
●英国が別途進めている研究開発へのファンディング「産業戦略チャレンジ基金（Industrial Strategy
　Challenge Fund；ISCF）」を活用し、サービス産業向けのAIアプリケーションの開発（2,000万ポ
　ンド）や原子力、宇宙、深鉱などの極限環境下における産業用ロボット及びAIの研究開発（9,300
　万ポンド）を進める。
●2,000万ポンドの公共向け技術開発の基金（GovTech Fund）を創設し、　公共サービスの向上の
　ための革新的なソリューションを提供する企業を支援する。
●民間企業や公的機関における研究開発投資や海外大手AI企業からの投資を促進する。

② People
（人材）

高度なスキルを保有する労働力を確保するために、学界、産業界との協力を進める。主な施策は以下
のとおり。
●世界中から最先端のAI人材を集め、維持するために、グローバルな研究支援プログラム
　（Turing Fellowship Programme）を設置する。
●AIおよび関連分野において博士課程の学生を2021年までに200名増員する。また、2025年まで
　に1,000名の博士課程の学生を養成する。
●将来の人材育成に向けた基盤として、8,000人のコンピューターサイエンス講師のスキル取得に投
　資を行う。
●高度な労働力を確保するとともに人材の多様性を高めるために、科学、デジタル技術（AI専門家含
　む）、エンジニアリング、芸術等の分野で起業家やトップ技術者向けのビザ（Tier1）の緩和を行う。

③ Infrastructure
（インフラ）

英国のデータインフラや通信インフラを強化することで、データ利活用の基盤を確立する。主な施策
は以下のとおり。
●機械学習に適した形式で質の高い公共データを公開する。
●地理空間委員会（Geospatial Commission）を設置し、AIによるイノベーションを進める企業を
　含め、多様な利用者に対して地理空間データへのアクセスを改善する。
●公共部門のデータを公正公平で安全に共有するためのデータ共有フレームワークを構築する。
●超高速ブロードバンドや5Gネットワーク基盤の整備等を行う。

④
Business

environment
（ビジネス環境）

AIに関するビジネスを開始し、成長させるために最適な環境を提供する。主な施策は以下のとおり。
●AI Sector Dealの推進と評価や改善を担う組織として、産学官の有識者で構成されるAI評議会　
　（AI Council）を設置し、産業活性化の観点から政府に対する助言を得る。
●AI評議会と連携してAI戦略を作成するために、新たな政府組織（Office for Artificial Intelligence）
　を設置する。また、データ倫理とイノベーションに関する諮問機関（Center for Data Ethics

 and Innovation）を設立し、倫理面でのリスクを最小限に抑えつつAIの利益を最大限に引き出す
　ための方策について検討を行う。
●政府はAI評議会と連携し、英国におけるAI事業の輸出と投資の支援を拡大する。
●英国ビジネスバンク（British Business Bank）において25億ポンドの投資ファンドを組成し、民間
　と共同で総額75億ポンドの投資を行う。また、官民ファンドを組成し、今後10年間に70億ポンド
　（約1兆円）を革新的な事業や高成長企業に投資する。

⑤ Places
（地域社会）

AIに関するコミュニティを醸成することを目的として投資を行う。主な施策は以下のとおり。
●英国にある技術クラスタと密に連携して地域の産業戦略を策定し、地方政府・地元企業・研究機関
　等の連携を促進する。これにより、AI技術の開発・導入をローカルに実施できるコミュニティを
　醸成する。



WG7

■図4-6-1 Learning Systems PlatformのWG構成※131

出典：“About the Platform” Lernende SystemeWebsiteをもとに作成

ITセキュリティ、
プライバシー、法制度及び
倫理的フレームワーク

WG3
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インターフェース

WG2
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データサイエンス

ビジネスモデル
イノベーターWG4

WG5 WG6

モビリティ

高度道路
交通システム
（ITS）

ヘルスケア

医療技術治療
敵対的
生活環境

※130　“Der Haushalt des Bundesministeriums für Bildung und Forschung,” BMBFWebsite
　　　　 < https://www.bmbf.de/de/der-haushalt-des-bundesministeriums-fuer-bildung-und-forschung-202.html >
※131　“About the Platform,” Lernende SystemeWebsite　< https://www.plattform-lernende-systeme.de/ueber-
　　　　die-plattform.html >

ップレベルの研究所を有するドイツ人工知能研究センター（Deutsche Forschungszentrum für 
Künstliche Intelligenz；DFKI）のポテンシャル等を有効活用する方針としている。
　2018年7月にドイツ連邦議会が採択したBMBFの予算案※130において、技術革新の研究と技術
開発の中でもデジタル化の推進に向けて重要な技術としてAIが位置づけられ、今後はAI分野に
対してさらなる投資や取組みが進められると期待される。さらに同月には、ドイツ連邦政府のAI
戦略の骨子となる文書“Eckpunkte der Bundesregierung füreine Strategie Künstliche 
Intelligenz（AI戦略（骨子））”が発表された。同文書をもとに2018年11月末までにAI戦略を策定
し、12月初頭に公表することを予定している。

（1）Learning Systems Platform
　Learning Systems Platformは、Industrie 4.0と同様に産官学の間の有機的な連携を促すプ
ラットフォームであり、プラットフォーム構築に向けたプロジェクトがBMBFにより立ち上げられ
た。同プロジェクトでは、人々の利益のためにAIを利用し、経済的なポテンシャルを最大限得るこ
とを目的とし、科学・経済・社会の専門家や有識者が集結し、技術的・経済的・社会的な課題に対し
て勧告、ロードマップ、ユースケース等を作成する。例えば、生活の質や業績の向上、安全な成長・
繁栄の実現、経済の持続可能性の向上、安定的で効率的な輸送システムやエネルギー供給等が実現さ
れる。同プロジェクトは2017年9月から2022年8月までの5年間実施される。
　同プロジェクトの実施体制、BMBFのAnja Karliczek大臣及びドイツ工学アカデミー
（Deutsche Akademie der Technikwissenschaften）のDieter Spath会長の両名が委員長
を務める運営委員会と専門家により構成される7つのWGにより構成される。WGは分野横断型の
4つのテーマを検討するWGと3つの特定分野に関わるWGからなる（図4-6-1）。
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（2） AI戦略の策定
　2018年7月に公表されたドイツ連邦政府のAI戦略の骨子となる文書“Eckpunkte der 
Bundesregierung füreine Strategie Künstliche Intelligenz（AI戦略（骨子））”は、ハイテ
クフォーラムが2017年3月に公表した自律システムに関する勧告にもとづき作成されたものであ
る。
　同文書は、AIが成熟段階に達しつつあり、生活や企業活動のあらゆる場面においてデジタル化や
自律化を進める原動力となっていること、ドイツでは世界有数の研究機関を抱え、研究から産業応
用まで幅広い対応を進めてきたが、当該分野において米国や中国等アジアが台頭していることから、
AIの研究開発や利活用においてドイツ及びEUが世界を先導するために取り組むべき事項を示した
ものである。
　同文書では、以下の13の優先事項を定めている。

　・イノベーションドライバー（操統者）となるためにドイツとEU内の研究を強化する。
　・ドイツ及びEU内で研究された技術の産業移転の強化を進める。
　・EUがイノベーションの実現に最適な条件や環境を提供し続けるために、AIに関するイノベ
　　ーションコンテストを開催し、グローバルに優秀な人材を集積する。
　・AIベースのビジネスモデルや製品の市場化を進めるための原動力として、投資家へのインセ
　　ンティブを創出し、研究機関やスタートアップへの投資を加速させる。
　・AIによりスキル、就労、労働組織、労使関係など労働市場は大きく変化する可能性があり、
　　雇用予測やシナリオを踏まえつつ、技術だけでなく、労働力やスキルへの投資など必要な　
　　対応を実施する。
　・AI分野の研究者にとってドイツが魅力的な地域となり、世界中の優秀な研究者等を集積する
　　ために、教育プログラムの創設や労働条件の緩和、若手研究者へのオファー拡大やサポート
　　等を進める。
　・行政におけるAI活用を促進する。そのために、行政におけるAI活用の透明性を高めるほか、
　　行政サービスの効率性・品質・安全性の向上に向けてセキュリティやデータ保護等の観点か
　　らも検討を進める。
　・基本的人権を侵害することなく、質の高いデータを拡充し、そのアクセス性を高めるために
　　オープンデータ戦略やデータのアクセス及び利用に関する法的枠組みの整備を進める。
　・AIの活用を前提として、著作権、プライバシー等の規制の枠組みを適合させ、法的確実性を
　　確保する。
　・技術的な障壁を排除し、市場開放を支援するために国際標準化を推進する。
　・AI技術の開発はグローバルに進められていることを踏まえ、政策についても国境を越えて国
　　際的な協調を進める。
　・AIの社会実装に向けてドイツのAIに関する文化を醸成し、信頼とイノベーションを確立する
　　ために、科学、経済、政治、社会・市民との間で対話を進めるための枠組みを策定する。
　 ・研究及びイノベーション推進の領域においては、AIに対応するための優先事項が設定される。
　　優先事項には、AIの専門家の雇用やフランスとのコンピテンスセンターのネットワーク化や
　　拡張の実施、コンピテンスセンターの開設などが含まれる。
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4.6.5 フランス
　2018年3月にフランスが開催した国際会議“AI for Humany”において、マクロン大統領は
フランスをAI先進国とするための戦略“Intelligence artificielle：faire de la France un 
leader”※132を発表した。同戦略は、数学者で議員でもあるCédric Villaniが取りまとめたフラン
スのAI戦略に関する調査結果及び答申にもとづき作成されたもので、米国や中国、イスラエル、カ
ナダ、英国などが主導するAIについて、フランスを先進国に押し上げることを狙ったものである。
　同戦略は、（1）フランス及び欧州におけるAIエコシステムの強化、（2）データのオープン化政策の
促進、（3）AIに関する研究プロジェクトやスタートアップ企業への投資、（4）AIの倫理的課題と政
策的課題、の４点を柱としている。取組みの概要は表4-6-4のとおりである。

　マクロン大統領は2018年6月にドイツのメルケル首相と会談し、欧州全体の安全保障と競争力強
化に向けてEU改革案に合意し、公表した。合意の内容は、外交政策や防衛から移民問題、経済政策、
ユーロ圏共通予算の策定まで多岐にわたる。そのうち、技術革新や研究、高等教育等に関して、AI
の研究に関する合同センターを設立し、一層の協力のもとAI活用を進めていくことが合意された。

※132　“Intelligence artificielle "faire de la France un leader” Gouvernment.frWebsite 
　　　　< https://www.gouvernement.fr/argumentaire/intelligence-artificielle-faire-de-la-france-un-leader >

　同文書をもとに2018年11月末までにAI戦略を策定し、12月初頭にニュルンベルクで開催され
るdemDigitalサミットで公表することが予定されている。
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■表4-6-4 Making France a leaderの概要

出典：“Intelligence artificielle：faire de la France un leader” Gouvernment.frWebsite をもとに作成

No. 項目 施策概要

① フランス及び欧州における
AIエコシステムの強化

● INRIA（National Institute for Research in Computer Science and Control）
　によるAIに特化した研究プログラムを設置する
●AI専攻の学生を5年後に2倍に増加する
●研究者と企業の間のシナジーを強化する（公的研究機関の研究者が民間企業で就労で

 きる労働時間を最大50%に拡大）
●優秀な研究者を集積し、先進的なプロジェクトを組成するために、ポストの設置とプ

 ロジェクトの公募を開始する

② データの
オープン化政策の促進

●行政及び公的資金により公開されたデータのオープン化を引き続き実施する
●公的データ及び民間データを交換するプラットフォームの構築を支援する
●欧州におけるデータ利用の枠組みを策定する
●国立健康データ研究所（l’Institut national des données de santé；INDS）と連携し、
　匿名で安全な健康データハブを構築する

③
AIに関する

研究プロジェクトや
スタートアップ企業への投資

●無人運転車両の公道走行認可等の規制緩和を推進する
●資金調達を支援する（AIの導入・開発への15億ユーロの投資）
●AIを用いて公共政策を改善する

④ AIの倫理的課題と
政策的課題

●利活用に関する倫理面での研究を支援する
●AIの多様性への開放を促す
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公布時期 公布政策名

2015年4月から毎年 智能製造モデルプロジェクト

2015.5.1 中国製造2025

2015.7.1 インターネットプラス　行動の積極的推進に関する指導意見

2016.3.17 国民経済と社会発展第十三次五カ年計画綱要

2016.4.12 5つの重要課題の実施指南

2016.5.18 インターネットプラス　AI三カ年行動実施方案

2016.5.20 製造業とインターネットの融合発展の深化に関する指導意見

2016.7.28 第十三次五カ年　国家科技創新計画

2016.8.1 中国製造2025国家級モデル区

2016.8.1 装備製造業標準化・品質向上計画

2016.11.29 第十三次五カ年 国家戦略的新興産業発展計画

2016.12.8 智能製造発展計画（2016-2020年）

2016.12.1 中国智能網聯汽車技術発展路線図

2017.1.6 智能製造綜合標準化・新モデル応用重点プロジェクト

2017.1.23 第一回知的生産システムソリューションプロバイダー推薦目録

2017.4.1 汽車産業中長期発展計画

2017.6.1 国家車聯網産業標準体系建設指南

2017.7.1 新世代人工智能発展計画

2017.10.11
2018年「インターネットプラス」、人工智能革新発展、
デジタルエコノミー等重要モデルプロジェクトの実施に関する通知

2017.10.31 ハイエンド智能再製造行動計画（2018－2020年）

2017.12.14 新世代智能産業の発展促進に関する三カ年計画

2018.1.1 智能汽車創新発展戦略（意見募集版）

2018.1.16 智能製造標準体系建設指南（2018年版）（意見募集版）

2018.4.10 大学におけるAI革新行動計画

2018.4.21 河北雄安新区規画綱要

4.6.6 中国
　2015年4月から今まで、中国では特に製造業のレベルアップを図り、AIを含む先進的製造技術の
導入を目指して、「中国製造2025」を中心に一連の促進政策が発表されている（表4-6-5）。本項で
は、主要な政策について紹介する。また、民間での利用動向も含め、第3章の【特集】でさらに詳しく
説明している。

出典：各種公開情報より作成

■表4-6-5 AI活用促進政策



（2） 「インターネットプラス」、人工知能革新発展、デジタルエコノミー等
重要モデルプロジェクトの実施に関する通知 
　2017年に通知された同政策では、インターネットプラス、人工知能革新発展、デジタルエコノミ
ーの3分野において、優秀な大手企業が更にスピーディに発展を遂げられるよう、補助金を付与する
ことを目的としている（表4-6-7）。

（1）新世代人工知能発展計画 
　新世代人工知能発展計画は、2017年7月に国務院より発表された中国AI産業発展の指針であり、
2020年～2030年までを3つのステップに分け、今後の注目分野、実現目標、AI産業市場規模、関
連産業市場規模まで細かく規定している（表4-6-6）。2030年には、AIの理論研究、技術、応用レ
ベルで世界一流となり、AI産業で1兆人民元、関連産業で10兆人民元の市場規模を目指す。
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No. 時期 注目分野 目標 AI産業市場
規模の目安

関連産業市場
規模の目安

① 2020年

●ビッグデータ
●自律知能システム
●クロスミディアム知能
●群知能
●ハイブリッドエンハンスド知能
●AI基礎理論　等

AIの技術・応用レベル
は世界先進レベルと
同期し、経済発展の大
きな牽引役とする。

1,500億人民元 1兆人民元

② 2025年

●知的生産
●インテリジェント・メディシン（医薬）
●インテリジェントシティ（都市）
●インテリジェントアグリカルチャ（農業）
●国防建設
●AI関連法規制
●AI安全評価・管理監督体系　等

AIの基礎理論研究を
飛躍的に発展し、一部
の技術・応用レベルは
世界一流を誇り、中国
産業グレードアップ・
発展モデル転換の原
動力とする。

4,000億人民元 5兆人民元

③ 2030年

●脳型知能
●自律知能
●ハイブリッド知能
●群知能
●社会統治
●国防建設
●インダストリアルバリューチェーン 等

AIの理論研究、技術、
応用レベルが全体的
に世界一流を誇り、世
界主要AI革新大国を
実現する。

1兆人民元 10兆人民元

■表4-6-6 新世代人工知能発展計画の概要

出典：各種公開情報より作成



No. 分類 補助金付与対象分野 統括政府機関

① インターネット
プラス

❶クラウドコンピューティング
　・新世代クラウドコンピューティングOS産業化
　・エッジコンピューティングに向けた
　　クラウドサービスサポートプラットフォームの建設・応用
　・ヘテロジニアス・コンピューティングに向けた
　　クラウドサービスサポートプラットフォームの建設・応用
❷モノのインターネット
　・位置情報に基づいた IoT超低電力消耗チップ（モジュール）
　　産業化・大規模応用
　・自動運転、工業分野に向けたハイエンドセンサーの産業化
❸「インターネットプラス」協同製造サービスプラットフォーム 各地方の発展改革委員会、

中央管理企業

② 人工知能
革新発展

❶コア技術の研究開発・産業化
　・深層学習知的チップの産業化
　・深層学習応用に向けたオープンソースプラットフォームの
　　建設・応用
❷基礎資源公共サービスプラットフォーム
　・高正確性顔面認識システムの産業化及び応用
　・高感度性音声認識システムの産業化及び応用
❸インテリジェント無人システム応用プロジェクト
　・高信頼性無人航空機製品の産業化
❹知的ロボット研究開発・応用プロジェクト

③ デジタル
エコノミー

❶行政事務情報システム統合共有応用モデルプロジェクト
❷ビッグデータを採用した革新応用プロジェクト
❸デジタルエコノミー公共インフラ
❹中国－アセアン情報港プロジェクト
❺「一帯一路」デジタルシルクロード建設合作プロジェクト

関連中央政府機関、
各地方の発展改革委員会

■表4-6-7 重要モデルプロジェクトの概要

出典：各種公開情報より作成

4.6.7 インド
　インドにおいては、昨今のAIの進展が自国の産業や市民に影響を及ぼすことから、AIにいかに向
き合い、自国の発展につなげることができるかを検討している。商工省では、専門家、研究者、業界
の有識者から構成されるタスクフォース“Artificial Intelligence Task Force”を設置し、イン
ドにおけるAI活用の現状や課題を整理し、政府の果たすべき役割やAI活用の在り方等を記した報告
書を発表した。また、インドにおけるAI国家戦略立案に向けて、インド行政委員会が中心に重点分
野と取り組むべき重点課題をディスカッションペーパーとしてまとめている。

（1）AI Task Forceの設置
　インドの商工省（Ministry of commerce and industry）では、AIに関するタスクフォース
“Artificial Intelligence Task Force”を設置し、同国におけるAI活用の現状整理及び取り組む
べき課題について整理した報告書“Report of Task Force on Artificial Intelligence”※133を発
表した。

※133　“Report of Task Force on Artificial Intelligence,” Department of Industrial Policy & Promotion Website
 　　　<http://dipp.nic.in/sites/default/files/Report_of_Task_Force_on_ArtificialIntelligence_20March2018_2.pdf>
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　同報告書では、AIは自国経済の成長だけでなく、大規模な社会経済的課題を解決するためにも有
効であるとして、①政府が果たすべき役割、②インド市民の生活の質を高め、課題を解決するための
AI活用の在り方、③AI技術を利用することで雇用や成長が期待される分野、の3つの政策的な視点
で課題や方向性を取りまとめている。また、製造業、フィンテック、健康、農業、技術、国家安全保
障、環境、公益事業、小売・マーケティング、教育の10の分野を重点分野と特定し、社会課題解決
や経済成長のために、インドの優れた技術力の維持・向上、研究能力の向上、投資の促進、分析のた
めのデータの確保等を行うための投資を進めることが重要としている。

（2） Discussion Paper on the National Strategy For Artificial Intelligence※134

　インド行政委員会（National Institution for Transforming India Committee；NITI 
Aayog）は、AI国家戦略に関するディスカッションペーパーを2018年6月に公表した。
　2018年～ 2019年の予算演説において、Hon’ble財務大臣がNITI Aayogに対して新技術や
振興技術の研究開発を進めるよう任命したことを踏まえ、様々な専門家とステークホルダーと協力
し、いくつかの分野で探究的な概念実証AIプロジェクトを実施し、インドで活気のあるAIエコシス
テムを構築するための国家戦略を作成した。
　同戦略は、人間の能力を強化し課題を解決するためのコンセプトとして#AIforAllを掲げ、専門
家の不足解消やマッチングの支援、手ごろな価格での技術へのアクセス、新興国向けに横展開可能な
ソリューションを開発するためのイニシアティブの実施、社会的な課題に対応し、成長を実現するた
めの研究開発・技術開発能力の獲得やAIの責任に関する検討を進めることとしている。具体的には、
社会課題を解決し、AIからの最大の便益を得るために5つの分野と対応すべき5つの課題を特定して
いる（図4-6-2）。

※134　“National Strategy For Artificial Intelligence,” NITI Aayog Website <http://www.niti.gov.in/writereaddata/
　　　　files/document_publication/NationalStrategy-for-AI-Discussion-Paper.pdf>
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■図4-6-2 5つの重点分野と対応すべき5つの課題

出典：“National Strategy For Artificial Intelligence” NITI Aayog Website をもとに作成

5つの重点分野 対応すべき5つの課題

●AIの研究及び応用における広範な専門知識の獲得

●データ経済圏の実現（インテリジェントなデータへのアクセス）

●AIの採用に対する意識の醸成及びリソース獲得のコスト低減

●データの匿名化を含めたプライバシー及びセキュリティに関す
　る規制の整備

●共同でのAIへの採用と導入に対するアプローチ

質の高い医療への適切な価格でのアクセス

農家の収入の拡大、生産性の向上と無駄の削減

教育へのアクセスと質の向上

急増する都市人口に対応するための効率性及び
連結性の向上

よりスマートで安全な輸送手段、交通渋滞や交
通環境の改善

医療

農業

教育

スマートな
都市インフラ

スマート
モビリティ



法整備はゆっくりやれば当然できる。
スピードが肝

大学共同利用機関法人情報・システム研究機構　国立情報学研究所

喜連川 優

Column
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　テクノロジーが人間の生活、社会に与える影響が大変大きくなる時代となり、その規範となる制度
もより迅速に時代を反映することが望まれる。中でも情報通信技術の進展は著しく速く、適切な取り
組みが求められよう。

著作権法としんどい経験
　法整備の難しさを考える視点から、とりわけITに関連の深い著作権法を例に考えてみる。データ
そのものは著作物ではないが、集積されるデータには著作物も含まれることがある。そこでも、著作
権との関連が生まれてくる。著作権法は日本の法律の中で頻繁に改正され続けた法律の一つと聞く。
内閣府の知財に関する委員会に参加させて頂いてきたが、そこで、「著作権法はあまりに何度も変更
され、専門家でも全貌を把握することが困難な法律」とその道の専門家が発言されたのを記憶してい
る。我が国が検索エンジンビジネスへの参画に遅れが生じたのは、コンテンツのキャッシュへの複製
が著作権法違反に当たる可能性があるという意見があったことから派生した萎縮効果によるところが
大であった。経済産業省情報大航海プロジェクトの実施も受け、関係各位の努力で、最終的に2010
年１月に法改正がなされ、制限規定が導入されるに至った。改正に至るまで、大変なエネルギーが投
入されると同時に、とても長い時間がかかったことも事実である。何よりも、先行者利益が非常に大
きいITネットビジネスにおいてはこの遅延は致命的であり、当初日本においてもWeb検索に関す
る研究開発が活発になされていたものの、ご存じのように、現在は米国の検索エンジンが席巻し、日
本の企業努力は陽の目を見なかったことは大変残念である。法整備はITビジネス上極めて重要であ
ることを痛感した次第である。
　残念なことに同様の事態は一度に留まらない。ITの進展の結果とも言えなくないが論文のコピペ
が最近流行した。国際会議主催者の頭痛の種ともなったが、単純にコピーをすることが多く、手間さ
え惜しまなければ、検索エンジンを利用し人手で探すこともできるが、当然非効率であった。このよ
うな背景で、主要な国際会議や論文誌の論文とマッチングするシステムを作ることは誰でも考えると
ころである。米国はフェアユースがあることから、米国に新しい会社が生まれ、当該コピペ検出サー
ビスが広く利用されるに至っている。一方日本は、著作権法があることから著作権者である学会、出
版社、著作者からの許諾が必要であった。どうしてもモタモタせざるを得ない。この種のサービスに
対して著作者が反対することはまずないと思われ、内閣府の会議で問題提起をしたが、迅速な対応は
得られなかった。その結果、先行企業は世界の巨大学会などと連携し、新しい論文投稿はほぼすべて
そのサービスを利用することとなりつつある。日本の大学も、大学の評判にもつながることから、該
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ソフトウェアを多用するに至っている。2018年の著作権法改正で、このサービスが可能となったが、
検索エンジンの二の舞になりかねない。このように現行の法制度が不具合を生み、それへの対応に時
間がかかり、結果として新サービスの創出の足を引っ張るケースが後を絶たない。今後のAI時代に
おける著作物の取扱いについてもしっかりした検討が必須といえる。「Data Fuels AI」といわれる
今日、燃料となるデータの重要性は著しく高いことが認識されつつある。後に不正競争防止法の節で
述べるようにデータそのものは著作物ではないものの、日本データベース学会ではデータの集合体と
してのデータベースの権利について整理を進めている。

頑張る日本：次世代医療基盤法ならびにその周辺
　日本はいつもだいぶ後になってから追いかけているというわけではない。先を見据えてしっかりと
した取組みも進めている。日本には良質な医療データがあり、それらを宝の持ち腐れとすることのな
いように、2017年、次世代医療基盤法が閣議決定され、2018年施行された。オプトアウトに大き
な特徴がある。認定機関が病院から患者の同意なしにデータを収集し、匿名化処理を施した後に民業
も含めた多様な組織の利用を可能とする法律である。多種の医療機関から多様なデータを収集するこ
とにより統合的な医療情報を創出することが原理的には可能である。これまでは患者のオプトインが
必須であるとされてきたが、現実問題として、患者から同意を得るのは容易ではない。データは存在
するものの、有効に利用することは困難であった。データを匿名化して個人を特定できない形にした
状態で膨大なデータが利用可能となると、ワクワクする世界が見える。膨大な匿名化医療データを解
析することにより、多様な医学的知見が見出せる可能性が高く、また、医療施策にも利用できる。コ
モンディジーズにおいても疾病ごとの多様な類型の把握に資するであろう。匿名性が担保される程度
に数の少ないミッドテイルの疾病においては大量データの解析により得られる知見の質は大きく改善
される可能性が高い。オプトアウトの機会を丁寧に用意するなど、細かい実装上の課題は残されてい
るものの、大局的には、大変立派なフレームワークを導入できたと言えよう。今後はデータの円滑な
収集を可能とし、一歩一歩実績を積むことが期待される。
　なお、これは、オプトインによるデータ収集を否定するものではない。データの醍醐味は希少疾患
（ロングテイル）にある。希少疾患のデータに関する同意は得られやすいものも多いのではないかと
感じる。実際AMEDでは国際的に希少疾患データを集め、病名が特定できなかった患者の治癒につ
ながった例も報告され有効性が実証されつつある。
　膨大なデータの利用は、地域と連携することにより地域の特性に合わせた医療を実現するうえで大
きな力を発揮する。地域の健康動態の把握により自治体は将来に向けた医療施策をより正確に行える
であろう。現時点では、対象とする市町村の住民がどこの医療サービスを受けているか必ずしも正確
に把握されているとはいえない。今後益々老齢化が予見される中で、受診のために遠隔まで出向くこ
とを余儀なくされている人々がどの程度存在し、今後どのような策が考えられるかなど、データの利
活用は不可欠といえる。

頑張る日本：不正競争防止法
　データの権利に関しても悩ましい状況にあったが、日本は先手を打つべく頑張ったと言える。本年、
不正競争防止法の改正が国会で認められた。データをどうやって守るか？　データそのものは著作権
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法の守備範囲ではない。データを集めたデータベースはその整理整頓の工夫の視点から著作権法で保
護されるものとなっているが、ビッグデータを想定したものではなく、現代社会に対応しているとは
いいづらい。そこで、データを不正競争防止法で守る改正がなされたのは、大きな一歩といえる。例
えば、不正にデータを取得し、該データで学習させてサービスを実現したとすると、その差止めを請
求できるようになった。「データ盗まれ損」の世界から一歩出たといえる。さて、データに関しては、「デ
ータを利用する」人と「データを創る」人がいる。今回の改正は利用する人へより強く配慮がなされた
形といえる。バランスが求められるところであるが、今後のビジネスの展開を考えると、データを創
る人に関してもより丁寧な配慮が必要となろう。データを持っている人からデータの解析の依頼を受
ける。あるいは、データを持っている人と協業するという形態のデータ解析ビジネスが長く中心的で
あるとは思えない。重要であれば皆自分で解析するようになるのが常である。最終的には、データの
ホルダーが優位であると筆者は考える。上流工程にあるデータの補足が今後はキーになろう。データ
を創るプレイヤーのインセンティブを保証することは大変大切である。「データのデザイン」が重要
になると筆者は以前から訴えてきた。データがオイルとみなされる時代において、国家としては、デ
ータを上手に生み出すプレイヤーをきっちりと守ることが必要になろう。さらには、このルールを国
際的にも広めていく必要がある。もちろん簡単なことではなく、道のりは長いやもしれないが、極め
て重要な方向感といえる。

頑張る日本：新技術等実証制度（プロジェクト型サンドボックス）
　法改正を政府に申し出ても、その改正によってどういうサイドエフェクトが出るか不安になるた
め、規制当局は慎重にならざるを得ない。その結果、海外の事例を調べ、大丈夫かどうかを確認する。
一方、申請者も大丈夫だというエビデンスを求められてもそもそも法規制のため、やってみれないこ
とから、すくみ現象が出てしまう。この海外を調べて一歩を踏み出すという構図では、そもそも海外
に先行することは不可能ともいえる。そこで考え出されたのがサンドボックスという実証の実施につ
いて短期間に採否を決める仕組みである。実証内容、参加者、期間を決めて申請すると認定される場
合には概ね１カ月で処理されるという。海外でも同様の取組みがあるものの現状はフィンテックに限
られているのに対し、我が国は特定の領域にとらわれない。もっとも、実証であるから、この後に規
制の見直しが必要となる。ただ、実証の段階で優位な結果が得られることが、その後の通達や政省令
の改正、あるいは法改正の手続きを加速することは間違いない。
　米国の著作権法は、新しいサービスによる著作物の利用が著作権の侵害にあたるか否かを事後的に
裁判所によって判断させ、その判断にあたっては、裁判例によって築き上げられてきたフェアユース
の制度により柔軟に判断された。これにより、創造性のある企業が参入し、裁判所における判決や和
解などを含めて、新しいサービスが発展してきた。その一例が検索エンジンである。筆者としては、
サンドボックスを一歩進め、これを著作権についても当てはめていくことが考えられる。フェアユー
スのような柔軟な法制度を設けることが難しいのであれば、サンドボックスによる実証実験を著作権
にも当てはめて、将来的にフェアユースに通じるフェアな活動を許容する社会とその制度的保証が望
ましいと感ずる次第である。
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おわりに
　日本の法整備がすべて遅れているわけではないことを示した。さはさりとて、遅れているところが
たくさんあるのだとも思う。さて、ITがイネーブルする世界に適合して法制度を変更することが重
要だとして、その時間を短くできにくい理由はどこにあるのか？　京都賞を受賞したアランケイは、
世界のプログラマーの数が約2,000万人であるとしている。地球上の全人類からの比率的には、極
めてマイノリティであるのは事実である。プログラマーほどITが判らなくてもよいかもしれないも
のの、ITの本質を理解できる人があまりに少ないことがITのスピード感と法のそりが悪い大きな根
源かとも考えられる。一方、人類の識字率は圧倒的に高い。人類は文盲率を低くするために、教育シ
ステムの充実を図る等して、長い年月をかけて努力してきたといえる。コンピューターが生まれてま
だ1世紀も経っていない。変化が加速する中で、リテラシーを向上し、規律をどう設計するかは大き
な課題であり、ITのみならず、多くの技術革新が進む中で、避けて通れない挑戦といえよう。
　
　謝辞　本稿の取りまとめに関しては、相澤英孝先生（武蔵野大学法学部　教授／一橋大学　名誉教
授）にご指導を頂戴致しました。
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　人工知能が、非常に影響力のある技術であるという認識の広がりとともに、その開発と利用に関し
て、何らかのガイドラインが必要であるという認識が広がってきた。
　AIの社会的影響としては、AIの動作が人権に影響を与える場合、仕事を奪う可能性、AIシステ
ムの誤動作が人に危害を加える場合など、いくつかの局面への影響が議論されている。
　その中でも、AIシステムが、公平で、説明責任を満たすことができ、透明性があるという点が重要視
されている。これは、Fair, Accountable, Transparent （FAT）として一つの重要なポイントである。
　機械学習により分類や評価を行うAIシステムの基盤となるデータに、特定の人々に対して不当に
不利になるバイアスがあった場合、そのデータにもとづいて学習されたAIシステムは、そのデータ
上のバイアスを反映した動作をしてしまうことがありえる。AIシステムの開発に際しては、このよ
うなことが引き起こされないように、公平性を担保するデータセットを利用することが求められる。
また、AIシステムの動作に関しての説明責任と透明性が伴うという考えがあり、これに関しては、
説明可能なAIや動作解析やデータセットの正当性の評価手法に関する研究を推進する必要性が派生
する。これらの研究は推進されるべきではあるが、当面はAIシステムの動作を検証し、バイアスが
発生していないかなどのチェックを継続する必要がある。
　企業の動きも活発である。Microsoft、IBM、Google、Sonyなど企業としての立場を表明し、
AI倫理ガイドラインを制定し、公開する企業が増えてきている。Sonyも、AI倫理ガイドラインを
制定し、公開した。
　このような論点は重要であり、国、企業、国際機関を含めたステークホールダーの認識を反映し
て、今後のAIの在り方を議論する場が、あらゆるレベルで存在する。その一つが、Partnership 
on AI （PAI）であり、Google、Facebook、IBM、Microsoftなどが立ち上げ、多くの企業や
NPO、大学なども参加する団体となっている。日本からは、Sonyが参加している。PAIは、いわ
ゆるGAFAなど、この分野でのトップ企業が集まっていることから、AIと社会や倫理の議論は積極
的に行うと同時に、独禁法に抵触する議論は行わないという誓約書へのサインが必要となる。
　PAIでは、単にAIのリスクの側面にフォーカスするのではなく、ベストプラクティスを通じて、
公共財としてのAIというコンセプトのもとで、AIを地球規模の問題の解決に貢献するアプローチな
ども議論されている。この背後には、AIが今後社会にもたらす影響の大きさに対する認識がある。
定型的な業務の多くがAIに取って代わられるなら、その部分での仕事は消失する。逆に、AIの導入
で、多様なサービスが生み出され、結果的に、新しい雇用も生み出される。しかし、短期的には、
AIに仕事が取って代わられる人々が、すぐに新しく生み出される仕事に就くことができるかは定か
ではない。この場合、失業問題が発生しうる。それ以外にも、高度なAI技術とその展開力を持つ企
業と持たない企業。そのような企業群を有する国と有さない国の間で大きな格差が発生する可能性が
あるとの認識である。このような予想される変化に対して、十分な対応を取っておく必要があるとい
うのがPAIでの共通認識である。

AIと倫理・社会的受容性
株式会社ソニーコンピュータサイエンス研究所

北野宏明
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　PAIでは、8項目からなる原則を定めている。

　産業革命で、人類は、動力を手に入れ、それが偏在化することになった。これにより長距離移動と
大量生産が加速した。現在進行中のAI駆動型産業への転換で、我々は知能やより広範な能力を偏在
化させることが可能となる。これが産業と社会に与える影響は極めて大きい。
　これは、教育へも大きな影響を与えると思われる。AIシステムの開発と維持・改良へのニーズは
高まる。同時に、それを実務に導入する人材も必要である。これらの人材は、数学、データサイエン
ス、AIを理解していることのみならず、各々の領域の知識と経験も必要である。これは、数学、デ
ータサイエンス、AIが極めて広範に教育に導入され、さらに、複数の領域に精通した人材を生み出
す教育へと大きな転換をする必要がある。
　AIは強力な技術であり、その影響は大きい。その力を大きく社会のために利用するベストプラク
ティスや、負の影響を軽減する行動、さらに社会の変革を先読みし、それに対応する教育や社会シス
テムの整備など、多くの行動を迅速に行う必要がある。

Tenets（信条）和訳
1. AI技術が可能な限り多くの人々の役に立ち、活力を与えられるように努める。
2. 一般の人々を啓発し、彼らの意見に耳を傾けるとともに、積極的に利害関係者の参画を促して、
PAIの取組事項についてフィードバックを求めたり、PAIの活動に関する情報を提供したり、 
疑問に答えたりしていく。

3. AIが倫理、社会、経済、法律に及ぼす影響について、オープンに研究し意見交換することを約束する。
4. AIの研究開発成果は、幅広い利害関係者に使用を働きかけるとともに、当該関係者に対し説明
可能である必要がある。

5. 経済界の利害関係者と連携するとともに、代表者を招き入れ、AIに関連する懸念とAIが生み
出す好機の双方がしっかり理解され、対処されるようにする。

6. AI技術がもたらす利益を最大化し、潜在的課題に対処するために、以下のことを行う。
a. 個人のプライバシー保護とセキュリティ確保を図ること。
b. AIの進化により影響を受ける可能性のあるすべての関係者の利益を理解し尊重するよう努め
ること。

c. AIの研究や実用化を担うグループが、AI技術が社会全般に及ぼす潜在的影響について、社
会的責任を負い、敏感であり、かつ直接的に携わり続けるようにすること。

d. AIの研究と技術が、堅牢で、確実で、信頼できるものであり、また安全制御のもと運用さ
れるよう確保すること。

e. 国際条約に違反したり、人権を侵害するようなAI技術の開発や利用に反対するとともに、
害を生じないような予防手段や技術を促進する。

7. AI技術を人々に説明するためには、AIのシステムがどのように運用されているかが、人々に
とって理解可能・解釈可能であることが重要であると考える。

8. 参加者全員がこれらの目標をより確実に達成できるように、AI科学者と技術者の間の、協力的
で、信頼しあえる、オープンな文化を創造するよう努める。
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AIの社会実装
課題と対策



　本章では、IPAが平成29年度、AIの社会実装を阻害する諸課題を明らかにするために実施した「AI
社会実装推進調査」の報告書（平成30年6月公開※1）にもとづき、AIの利用・制度政策動向調査、実
装課題の抽出結果、及び課題分析により策定した社会実装推進の方向性を説明する。
　Society 5.0でも提唱されているように、経済発展と社会課題の解決を両立する新技術としてAI
に対する期待が高まっており、海外では自動運転やスマートホームなどの製品・サービスの普及も進
んでいる。日本においても、社会や産業がAIの恩恵を受けるためには、社会実装課題の抽出及び解決
により、AI技術や製品・サービスの社会実装をスピードアップすることが必要である（図5-1-1）。

　本章の「5.2 社会実装に係る課題調査」においてはアンケート、ヒアリング及び文献調査による実装
課題の抽出結果、「5.3 特定領域の深掘り調査」においては特に自動運転及びスマート工場に関する実
装課題の検討結果、「5.4 社会実装課題の抽出と分析」においては課題一覧の整理と分析、「5.5 社会
実装推進の方向性の提示」では課題分析から導き出した課題解決の方向性、「5.6 社会実装推進の方向
性の特定領域への適用」では特定領域（自動運転及びスマート工場）における方向性の適用検討の結果
について説明する（図5-1-2）。
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■図5-1-1 AI社会実装推進調査のイメージ

■図5-1-2 社会実装推進調査の流れ

出典：IPA 「平成29年度AI社会実装推進調査報告書」より
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　ここでは、AIの社会実装に係る課題を調査するために実施した委員会検討、文献調査、アンケー
ト及びヒアリングの結果を紹介する。

5.2.1 AI社会実装推進委員会
　AI社会実装推進の調査及び検討を行うために、IPAは平成29年12月、東京大学の松尾豊氏を委
員長としたAI社会実装推進委員会を設置した。ディープラーニングの研究者、AIソリューション開
発企業・ベンチャー（スマート工場のアプリケーション開発企業を含む）、自動運転関係者、セキュ
リティサービス関係企業、データサイエンス関係企業、法制度の専門家、メディア関係者、国の研究
開発関係団体など、AIの社会実装の検討に必要なメンバーを集めている（表5-2-1）。

5.2.2 文献調査
　文献調査では、国が設置した委員会や国際標準化団体におけるAIの社会実装課題に係る取組みを
中心に調査した。

（1）学習データや学習済みモデルの保護
　ディープラーニングの学習において利用されるデータに関しては、企業ヒアリングにもあるように
導入先の企業が十分に有していないケースが見られる。これに対して、国や企業のデータ流通により
AIやIoT関連技術の開発・活用促進を図るため、平成28年12月、「官民データ活用推進基本法」が

　本委員会の開催状況は表5-2-2のとおりである。
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※1　IPA「平成29年度AI社会実装推進調査報告書」 <https://www.ipa.go.jp/sec/reports/20180619.html >

役職 氏名 所属
委員長 松尾　豊 国立大学法人東京大学

委員長代理 小松崎　常夫 セコム株式会社

委員

麻生　英樹 国立研究開発法人産業技術総合研究所
岡田　陽介 株式会社ABEJA

草野　隆史 株式会社ブレインパッド
佐藤　聡 株式会社クロスコンパス
新保　史生 慶應義塾大学
関根　久 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構
竹田　茂 スタイル株式会社
樋口　晋也 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ
宮田　博司 株式会社富士通研究所

■表5-2-1 AI社会実装推進委員会の構成（2018年3月時点、敬称略）

委員会 日時 主な議事
第一回委員会 平成29年12月12日 調査事業の進め方検討、自動運転に対する実装課題の深掘りなど
第二回委員会 平成30年1月19日 動向調査経過報告、スマート工場に対する実装課題の深掘りなど
第三回委員会 平成30年2月20日 動向調査結果報告、中国調査結果報告、調査報告書の審議など

■表5-2-2 AI社会実装推進委員会の開催経緯

社会実装に係る課題調査5.2



施行された。また、IoT推進コンソーシアムの検討成果を踏まえた一般社団法人データ流通推進協議
会のように、データ流通を推進する団体も設立されている。
　このような流れにより、学習データのみならず学習済みモデルの流通も期待されるが、この場合、
知的財産権が課題となる。学習データも学習済みモデルも一部（文学や音楽等の著作物のデータ）を
除いて著作権法の対象とはなっていない。経済産業省は平成27年10月、Webサイト運用事業者が
収集したビッグデータの利活用事業者への提供時に参考となる「データに関する取引の推進を目的と
した契約ガイドライン」を、平成29年5月には、BtoBビジネス等で生じるデータの関係者間での利
用権限の定め方等を解説する「データの利用権限に関する契約ガイドライン Ver.1.0」を公表してい
るが、これらのガイドラインは契約当事者間では有効であるものの、データが契約関係のない第三者
に不正取得されてしまった場合の差止等は対象とならない。
　これに対して、産業構造審議会 知的財産分科会 営業秘密の保護・活用に関する小委員会による「第
四次産業革命を視野に入れた不正競争防止法に関する検討 中間とりまとめ」を踏まえ、平成30年5
月、不正競争防止法の改正案が可決された。これにより、「ID」「パスワード」により管理し、提供相
手を限定するデータについて不正に取得、使用、開示する行為に対して、差止や損害賠償の請求が可
能となる。
　データや学習済みモデル自体の知的財産権を規定し直した場合、流通しているデータや新たな公開
データを利用するたびに権利関係の確認や権利処理の手間が生じる。事業活動に利用しかつ「ID」「パ
スワード」により管理されたデータや学習済みモデルのみを「営業秘密」として保護することにより、
データ流通への影響を抑えたと考えられる。

（2）AIが生成したものの権利（「4 .2 .1 国内のAI知的財産関連施策の動向」参照）
　ディープラーニングを活用した創作（著作物）については、学習済みモデルの利用者に創作意図が
ありかつ創作的寄与があれば、生み出されたAI生成物には著作物性が認められて、利用者が著作者
になる。しかし、創作的寄与がない、または創作的寄与が認められないような簡単な指示に留まる場
合は「AI創作物」となるため、現行の著作権法上は著作物と認められないと整理されている。ただし、
具体的にどのような創作的寄与があれば著作物性が肯定されるかについては明確ではなく、具体的な
方向性を決めることも現状では難しい。
　また、著作権法47条の7（2019年1月1日以降、同法30条の4第2号）で認められている第三者の
著作物（音楽データ等）を用いた機械学習で作成した学習済みモデルが元の著作物と類似したデータ
を出力したり、AI創作物を人間の創作であると偽って市場に供給したりするなどの問題が想定され
るが、いずれも現状では明確な判断が難しい。

（3）AIのセキュリティ
　AI技術の応用範囲は広く、株価のトレンドを予想するAI、AIサーバーと家庭用スマートスピー
カーがつながったIoT型のAI、自動運転車の画像認識チップのように機器上で動作するAIなど、様々
な実現形態がある。いずれの場合も、不正にアクセスされたり、書き換えられたり、システム停止に
追い込まれたりすれば、深刻な被害を招く可能性がある。
　クラウド上で動作するAIについては、総務省「クラウドサービス提供における情報セキュリティ
対策ガイドライン（第2版）」、経済産業省「クラウドセキュリティガイドライン」など参考資料も提供
されているが、機器上で動作する（組込みシステムとしての）AIに関するセキュリティ対策について

450



は検討途上である。
　経済産業省／国土交通省 自動走行ビジネス検討会が平成30年3月に公表した「自動走行の実現に
向けた取組方針Version2.0」では、取組方針の初版で挙げられた「サイバーセキュリティ」の「進捗
状況と取組方針」について、国際基準・国際標準への取組み、テストベッドの構築などを挙げている。
また、ロボット革命イニシアティブ協議会は2018年5月、ドイツPlattform Industrie 4.0と「産
業サイバーセキュリティ分野における日独連携の共同文書」を公表した。本文書では次のステップと
して「Challenge for Secure Supply Chain of Connected Industries」が挙げられている。
　ただし、組込みシステムとしてのAIも含めた汎用的なAIセキュリティガイドラインなどの具体的
な取組みはこれからという状況である。なお、業務に利用されているパチンコ遊技台のロムの不正書
換に対して電子計算機損壊等業務妨害罪が適用されなかったという判例もあり（福岡高判平成12年9
月21日）、組込みAIチップが不正に書き換えられたとしても法的に取締りが難しい可能性もある。

（4）意図しないプライバシーの侵害
　「2.9 標準化・オープンプラットフォーム」のとおり、ISO/IEC JTC 1/SC 42では“Societal 
concerns”の標準化についての検討が行われているが、その中で個人がデータを送信する際の携帯
電話上のメタデータや企業が意図せずに公開してしまった第三者情報をAIが学習に利用してしまう
可能性について言及している。このような事象が生じた場合、公共空間やネット上で収集した音声デ
ータや画像データをAIに自動的に学習させた結果、AIが個人を特定できるようになったり、AI開
発者がそれに気付かないことが想定される。
　このような事象が発生した後であれば、AIがどのようにデータを収集・学習したか、その結果、
何を行うことが可能となったかを分析することは可能であるが、事前にそれを把握することは開発者
でも困難であると想定される。

（5）AI製品に対する損害賠償請求
　AIを利用した製品の使用において損害が発生した場合、法律にもとづいて損害賠償を請求すること
となる。まず、製品が提供すべき機能が提供されなかった場合などにおいて、製造者と購入者間にお
ける契約責任として債務不履行責任を問うことが可能であるが、製品が契約関係のない第三者に損害
を与えたり、予見可能な損害ではない場合には責任を問えない。また、不法行為責任を問う場合には、
製造者の故意または過失による責任を請求側（被害者側）が立証する必要があるが、消費者がこれを行
うことは難しい。これに対して製造物責任法（PL法）は、製造物に欠陥があったことを要件とするこ
とにより損害賠償の請求を容易にする法律であるが、特にAIの欠陥を証明することは消費者にとって
困難である。またAIは、十分なテストデータを用いて検証を行っても実際の環境で想定外の動作を行
う可能性があり、欠陥を前もって予想することができないことから、免責となる可能性がある※2。
　AIを利用した製品・サービスに対しては、無過失責任制度に近いスキームによる対応も必要と想
定される。国土交通省「自動運転における損害賠償責任に関する研究会」が平成30年3月に公表した
報告書（概要）では「民法の特別法である自賠法は、運行供用者（自動車所有者等）に、事実上の無過失
責任を負担させている（免責3要件を立証しなければ責任を負う）」という前提の下、自動運転の損害

451

AIの社会実装課題と対策 第5章

※2　伊藤博文「人工知能の民事責任について」愛知大学法学部法経論集第206号67頁 （2016年）<http://cals.aichi-u.ac.jp/products/
　　　articles/OnCivilLiabilityOfAIv2.pdf>



賠償責任についての検討を行っている。対象は自動運転の「過渡期」であり、「従来の運行供用者責任
を維持しつつ、保険会社等による自動車メーカー等に対する求償権行使の実効性確保のための仕組み
を検討することが適当」といった結論が示されている（自動運転においても、事実上の無過失責任を
維持）。

（6）データの独占
　公正取引委員会「データと競争政策に関する検討会」では、ディープラーニングで使用される学習
データを一部の企業が独占することによる課題と対策の検討を実施している。平成29年6月に公表
された報告書の概要版では、「基本的な方向性」として、「データの集積・利活用それ自体は、競争を
促進し、イノベーションを生み出す」、「一方で、データの集積によって、独占や寡占（競争の制限）
をもたらし得る企業結合や、市場における地位を利用した消費者・中小企業からのデータの不当な収
集（搾取）、あるいは、不当な『囲い込み』に対しては、独占禁止法による対応が必要」としており、具
体的な政策や法改正などはこれからという状況である（図5-2-1）。

452

概要：最先端の実証実験等を迅速に行うため、規制を緩和
　  　・自動運転等に関し、安全性に十分配慮しつつ、事前規制・手続きを抜本的に見直す「地域限定型サンドボックス制度（国家戦略特区法）」
　  　・革新的な技術やビジネスモデルの実用化の可能性を検証し、実証により得られたデータを用いて規制の見直しにつなげる「プロ 
　　　ジェクト型サンドボックス制度（生産性向上特別措置法）」

参考：サンドボックス制度

課　題：AIが意図せず個人特定やプライバシー侵害をする
課題例：自動運転車やスマートスピーカーの収集データを匿名
 化して学習させたが、微妙な特徴を捉えて学習し､個人
 を特定したり､プライバシーを侵害してしまう
論　点：AIの個人識別能力の有無の判別（AI説明性）

課　題：学習データや学習済みモデルを保護する法制度が不十分
課題例：不正競争防止法で保護できるケースが限定的。ただし 
 データが保護されると、権利処理の手間が膨大に
論　点：データの知的財産権保護と流通のジレンマ
参　考：知的財産推進計画2017, 第四次産業革命を視野に入れ 
 た不正競争防止法に関する検討など

知的財産権（学習データ、学習済みモデル） 個人情報保護法、プライバシー

課　題：組込みシステムのAIを守るための法律が未整備
課題例：組込みAIチップの不正改造が「電子計算機損壊等業務
 妨害罪」や「不正指令電磁的記録供用罪」に当たるかが
 明確でなく、抑止力が働かない
論　点：AIに合わせた法制度の見直し
参　考：パチンコ裏ロム事件（福岡高判平成12年9月21日）

セキュリティ

課　題：学習データの独占による不公正取引
課題例：学習データが特定企業に独占されることにより競争が
 制限され、消費者の利益が損なわれる
論　点：ディープラーニングの大量の学習データの必要性
参　考：データと競争政策に関する検討会(公正取引委員会)

独占禁止法

課　題：メーカーの過失やAIの欠陥の証明が難しい
課題例：AI製品により損害を受けても、ユーザーがメーカーの
 過失や製造物の欠陥を証明することが難しいため、損
 害賠償請求が難しい
論　点：ユーザーによるAI製品メーカーの過失の証明、ユー
 ザーによるAI製品の欠陥の証明

課　題：AI生成物の権利に関する問題が未決着
課題例：AI生成物に対する人間の創作活動の程度や詐称、AI学 
 習データとAI生成物との類似性(音楽CDの学習による 
 原著作者の権利侵害等）など
論　点：AI生成物に対する人の創作活動の証明、学習データと
 AI生成物との因果関係の証明など
参　考：知的財産推進計画2017など

著作権法（AI生成物） 民法（不法行為）、製造物責任法（PL法）

■図5-2-1 AIに関連する法制度課題例



　ヒアリングにおいて「実証実験は行ってもAI導入を決断できない企業もある」との意見を複数の企
業から聞いたため、『AI白書2017』のアンケート調査では「取り組んでいる」としていた選択肢を「す
でに導入している」と「実証実験（PoC）を行っている」の2つに分けている。産業別の導入及び実証実
験の状況については特定の産業に偏っている傾向は見られなかった。
　次に、これから導入の可能性がある「利用に向けて検討を進めている」、「これから検討をする予定
である」及び「関心はあるがまだ特に予定はない」と回答した企業に対するAI導入にあたっての課題
を図5-2-3に示す。「AIについての理解が不足している」という回答が突出している。AIベンチャ
ーへのヒアリングでも、「AIに対する過度な期待」などユーザー企業の理解不足に対する意見は多か
ったが、ユーザー企業がAIベンチャーと組むケースも少なくないことから、AI技術や知見の不足と
いう観点もあると思われる。
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AI白書2019

AI白書2017

取組み 検討・予定 取組み予定なし・不明

すでに導入
している 3.1％

過去に検討・導入したが
現在は取り組んでいない

0.3％

これから検討を
する予定である

16.0％

今後も取り組む
予定はない
10.3％

実証実験（PoC）を
行っている 7.1％

利用に向けて
検討を進めている

10.0％

取り組んでいる
23.0％

取組みを検討・予定
している
23.3％

取り組む予定はない
42.6％

わからない
11.1％

関心はあるがまだ
特に予定はない

52.6％

不明
0.6％

■図5-2-2 AIの導入・検討状況

（７）社会実装の促進
　医薬・医療分野では、先駆け審査指定制度、再生医療等の安全性の確保等に関する法律など、患者
に世界で最先端の治療薬を早く提供することを目指し、画期的な新薬等の審査を優先したり、早期に
条件及び期限を付して製造販売承認を与える制度が創設された。自動運転等に関しても、同様に最先
端の実証実験等を迅速に行うため、安全性に十分配慮しつつ、事前規制・手続を抜本的に見直す「地
域限定型サンドボックス制度（国家戦略特区法）」が創設された。また、革新的な技術やビジネスモデ
ルの実用化の可能性を検証し、実証により得られたデータを用いて規制の見直しにつなげる「プロジ
ェクト型サンドボックス制度（生産性向上特別措置法）」も創設されている。

5.2.3 アンケート調査
　図5-2-2に、本書資料Aから「自社のAI利活用状況」の調査結果を再掲する。『AI白書2017』の
アンケート調査の対象は上場企業であったが、本調査は非上場企業も含めている。また本グラフは、
ユーザー企業のみ（AIビジネス企業を除外）を対象としているため、『AI白書2017』と比較して取り
組んでいる企業が少なくなっている。AIビジネス企業の場合、自社での利活用とAI製品・サービス
の使用との区別が付きにくいこと、非上場企業にも導入が広がらなければ「社会実装」とは言い難い
ことから、より正確な数字になっていると考えている。



　また、「導入効果が得られるかが不安である」が次点となっているが、ヒアリングではAIベンチャ
ーから、ディープラーニングは実際に学習してみないと期待する性能が得られるかが分からないとい
う説明があった。一般の情報システムでも事前に導入効果とコストの比較を行ったうえで、導入の決
定やシステム・委託先の選定を行うことを考えると、事前に導入効果が分からない点は大きな課題と
思われる。
　図5-2-4に、AIに対する懸念を示す。懸念が「ある」という回答者には具体的な懸念点を聞いてい
るが、事故発生時の責任などが数多く挙げられており、自動運転の事故など、メディアで取り上げら
れているAI課題について関心が高いものと思われる。
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AIについての理解が不足している
導入効果が得られるか不安である

手軽に導入できるAIのサービスや製品がない
導入費用が高い

AIのエンジニア人材が不足している

AIの導入事例が不足している
運用費用が高い

学習データの整備が困難である
経営企画・事業企画を行う人材が不足している

学習データを保有・蓄積していない
社内関係者の理解が得られない

経営者の理解が得られない
利用できそうな業務がない

AI技術を信頼できない
その他
不明

■図5-2-3 AI導入にあたっての課題（「検討中」・「検討予定」・「関心はある」回答者）

■図5-2-4 
　AI導入において懸念する点

0.0

68.4

52.4

43.6

38.5

36.7

34.2

29.1

19.3

18.9

18.5

8.0

6.9

6.5

5.5

1.5

1.1 n=275

20.0 40.0 60.0 80.0
（%）

ある
53.0%

ない
44.5%

不明 2.5%

具体的な懸念点（主なもの）
・責任、法制度関連（66件）
・安全性、事故関連（29件）
・信頼性関連（22件）
・ブラックボックス（9件）
・雇用関係（8件）
・セキュリティ関連（7件）
※重複あり

n=364



　AI導入に関して「今後も取り組む予定はない」回答者に理由を聞いた結果を図5-2-5に示す。先進
的なユーザー企業へのヒアリングでは、製造工程にどのような改善可能性があるかを把握したうえ
で、AIの利用検討を行っていた。AI社会実装推進委員会でも、ユーザー企業はある程度のAIの知
見を持ったうえで、自社の業務の課題を洗い出していくことが必要という指摘があった。図5-2-5
では、「利用できそうな業務がない」が突出しているが、AIの知見をもったうえで業務を洗い直せば
適用対象が見つかることも期待される。
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利用できそうな業務がない

AIについての理解が不足している
時期尚早である

導入効果が得られるか不安である
手軽に導入できるAIのサービスや製品がない

AIのエンジニア人材が不足している

AIの導入事例が不足している
既存のシステムや仕組みを変える必要がない

導入費用が高い
運用費用が高い

学習データを保有・蓄積していない
経営者の理解が得られない

AI技術を信頼できない
社内関係者の理解が得られない

経営企画・事業企画を行う人材が不足している
その他
不明

■図5-2-5 AIの利用を検討しない理由（「今後も取り組む予定はない」回答者）
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　「AI人材」に関しては、量的・質的不足や海外と比較して報酬が低いといった意見に加え、AIを利
用したビジネスモデル創りを行えるマーケティング能力や自社の課題を洗い出し、AI導入を検討で
きるような産業ドメインの知識を併せ持つことが必要という意見が聞かれた。
　また、「AIの説明性」では、AIがデータの学習により設備機器の故障を予知できるようになっても、
AIが根拠を説明できないため、顧客に設備機器の交換に応じてもらえないといった課題も聞かれた。
これについては、一体的保守サービス（フルメンテナンス契約とも呼ばれる）のコスト削減に利用す
るなどのスキームが必要であり、上記のビジネスモデル創りとも結び付く。
　「社会デザイン」については、AIの社会への導入効果や影響を明確にすることで社会受容性を高め
たり、ベーシックインカムなど社会制度の変革を検討するべきという意見も聞かれた。

5.2.4 ヒアリング及びAI社会実装推進委員会での意見
　図5-2-6はAI全般に関する意見である。
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AIに過大な
期待をして
がっかりする顧客がいる
（精度不足、データ不足等）

■図5-2-6 ヒアリング及びAI社会実装推進委員会で聞かれた意見（主要なもの）

AI人材

データの
アノテーションに
工数がかかる

個々のAIベンチャーには
GPU環境の整備が難しい

データはあるが、
収集元（顧客）との契約上、
利用できない場合がある

旧来型の契約書により
学習済みモデルの権利を

顧客に吸い上げられてしまう

学習データや
学習済みモデルを
外部に提供する
インセンティブの
仕組みが必要

ビジネスモデルまで
提案できる
人材が必要

AIが故障を予知しても、
設備のオーナーに
根拠を説明できない

経営層に事業性
の説明が困難

他のAI手法が
適していても

「ディープラーニングで」
という顧客がいる

経営者は95％で
納得しているのに

現場は99%でないと
受け入れない場合もある

実証実験は
行ってもAI導入を
決断できない
企業もある

AIにより社会や生活がこれだけ
良くなるということを書いて

社会を納得させるべき

AIの普及による実現する社会像の
議論が必要（ベーシックインカム等）

人材が足りない、
適切に評価・処遇
されていない

膨大なデータを
有する一部企業が

AI市場を独占することが
懸念される

AIは危険と
いわれるがAIで
実現する安全も
アピールすべき

AIの
説明性

AIの精度

学習環境

AIの理解

学習データ・
学習済み
モデルの契約

学習データ・
モデルの
流通

AIと
ビジネス

AIによる
安全性

社会
デザイン

学習データ
の独占産業ドメインとAIが

両方分かる人がいない



　図5-2-7に、ヒアリングにおける特定領域（自動運転及びスマート工場）に関する意見を整理した。

　特定の産業を対象とすることで、意見も具体的になっている。例えば安全性については、外部から
人間がAIシステムを監視したとしても、予期せぬ挙動が異常によるものか、人間には理解できない
正常な判断なのかを監視者には判断できないといった意見が聞かれた。また、AIに学習させるため
のデータを国外から入手することが容易ではないといった意見や、中小企業ではIoTが進まず、学
習に必要なデータの蓄積も進まないといった意見も聞かれた。
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■図5-2-7 ヒアリングで聞かれた意見（特定分野に関する主要なもの）
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　本調査では、「自動運転」と「スマート工場」をAI応用の重要な領域（特定領域）とし、詳細分析を行
った。

5.3.1 自動運転における実装課題
　自動運転に関しては、第3章「利用動向」でも紹介したように国内外で取組みが進んでいるが、技術
的には完成度が高まっているものの特に日本での社会実装は進んでいない。以下では、その課題につ
いて整理する。

（1）自動運転社会のデザイン
　自動運転に関しては、「官民ITSロードマップ2017」において、自動運転による社会的期待として
「交通事故の削減」「交通渋滞の緩和」「環境負荷の低減」「運転の快適性向上」「高齢者等の移動支援」、
さらに自動運転産業の発展による「産業競争力の向上」「関連産業の生産性向上」が挙げられている。
　経済産業省／国土交通省 自動走行ビジネス検討会が平成30年3月に公表した「自動走行の実現に
向けた取組方針 Version2.0」では、高速道路においては2020年までにレベル2、2020年以降に
レベル3を含む高度な自動走行を実現する見込みで、主要幹線道路においては2020年ごろに直進運
転のレベル2、2025年ごろには、主要幹線道路における右左折やその他の道路における直進運転等、
レベル2の対象環境を拡大する見込みとなっている。また、今後、我が国が競争力を獲得していくに
あたり必要な技術等のうち、企業が単独で開発・実施するにはリソース的、技術的に厳しい分野とし
て重要10分野を協調領域として特定している（詳細は「3.3.2 自動車産業における利用動向」参照）。
　しかしながら、それぞれの施策は自動運転の実現とその活用が主たる目的となっており、「2.6 AI
と社会」でも触れた、AI技術による社会レベルでのシステムデザインについては踏み込んだ提案は見
当たらない。
　米国のNPOであるNACTO（National Association of City Transportation：米都市交
通担当官協議会）が2017年に公開した「Blueprint for Autonomous Urbanism」では、自動運
転時代の都市デザインが示されている。約60ページの冊子に、公共交通、歩行者や自転車との関係、
道路やスペースの使い方など、自動運転が社会実装された将来像が詳細に描かれている（図5-3-1）。
　同書の冒頭では、自動車の登場がメリットだけでなく、無計画に広がる土地利用、地域を分断する
高速道路、周辺住民の健康を害する交通渋滞、莫大な駐車スペースまで都市デザインに良くない影響
を与えたことから、自動運転においては過去の過ちから学び、都市や交通システムの効率性、持続可
能性、公平性を確保する検討を行ったことが述べられている。
　また同書は、自動運転が中心ではなく、歩行者や自転車、まちづくりまでを含めた社会や都市のデ
ザインが中心であり、その中に自動運転が果たすべき役割を位置づけている。これにより、自動車を
運転しない人々、街を歩いたり自転車で移動する人々、道路周辺に居住する人々にも、自動運転の可
能性や恩恵について明確なイメージを示している。これらの人々を自動運転社会の検討に巻き込み、
自動運転の社会受容性を高めることが期待されるという点で参考になる。

特定領域の深掘り調査5.3
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出典：米都市交通担当官協議会（NACTO）「Blueprint for Autonomous Urbanism」（2017）より

（2）自動運転における実装課題
　IPAが実施した自動運転関係者へのヒアリング、AI社会実装推進委員会におけるディスカッショ
ンによって提示された社会実装課題を以下に列記する。

①自動運転の開発に係る課題
1）技術の使い分け
　ディープラーニングと車載カメラを組み合わせた画像認識システムは、障害物の有無だけでなく、
何があるか、どのように動くかといった認識や予測にも優れている。このため、「障害物が人である
なら最優先で回避する必要があるが、ゴミ袋であるなら無理な回避は行わない」といった判断により
安全性を高めることが可能となる。これに対して、LiDAR（Light Detection and Ranging）や
ミリ波レーダーを使ったセンサーシステムは、測定精度が高く、画像認識システムが苦手な激しい雨
や霧、西日などの条件においても性能を発揮できる。
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■図5-3-1 自動運転社会のイメージ



　そこで、多様な障害物が発生しうる一般道と限定される高速道路、豪雨や霧、西日などの環境条件、
さらに実装コストなどを考慮し、技術を使い分けたり、組み合わせたりする必要がある。
2）機械学習のエッジ化
　自動運転においては、大量のデータをもとに高度なGPU環境で学習したり、長時間にわたるシミ
ュレーションにより検証したAIシステムを車両に搭載し、再学習や調整が必要となればOTA（Over 
the Air）でAIシステムの必要部分を入れ替える運用が想定される。これに対し、実際の利用環境（エ
ッジ）において収集されたデータを利用して車両ごとにAIの再学習や調整を行うことができれば、
より実態に合った判断を行える。そのためには、エッジのデバイス性能、再学習や調整のロジック、
検証方法など、様々な課題がある。
3）学習データの収集
　自動運転の研究開発において、車両が直面する多様な状況を把握・予測するモデルを作るためには
莫大な学習データが必要となる。具体的には、車載カメラだけでなく、カーブや交差点、合流地点、
渋滞が発生しやすい箇所など様々な地点にカメラを設置し、車両や歩行者、自転車など様々な対象の
挙動データを収集することが望ましい。企業だけで実現することは難しいため、国が関与するととも
に、これらのデータを歩行者や自転車の交通安全、信号制御や交通規制などの交通管制、安全なまち
づくりにも活用できれば実施効果は高い。
4）安全性・信頼性の評価の仕組み
　ディープラーニングの学習済みモデルは、従来のプログラムと異なり、膨大なシミュレーションを
行ってもそれ以外のケースで想定外の動作を行う可能性がある。そこでAI技術を含む自動運転シス
テムの安全性評価については、何らかの評価システム（例えば非公開のテストデータセットを整備す
るなど）を構築して第三者認証を行うなどの仕組みを検討することが考えられる。

②人や社会に係る課題
1）社会受容性
　自動運転車の普及には、自動車を利用する国民だけでなく、すれ違う歩行者や自転車、道路に面し
た家屋や商店を利用する住民も含めた社会全体の受容性が重要である。しかしながら、各国の研究開
発施策でも取り上げられる重要技術分野であり、社会的注目度も高いことから、事故が発生するとメ
ディアで大きく取り上げられることとなる。交通事故の発生件数は50万件弱であることを考えれば、
自動運転車の事故をゼロにすることは現実的ではないし、事故の原因が搭乗者や歩行者にあるケース
も想定される。
　これについては、国民が自動運転を「信頼」して活用し、実利用を通じて開発者と国民の協調によ
り改善を図っていくというサイクルが必要と考えられる。ここでいう「信頼」とは、自動運転に完全
性を求めることではなく、自動運転の利便性や安全性、リスクなどについて適切に理解したうえで受
け入れるという社会的コンセンサスである。
2）監視者によるAIの監視
　自動運転の安全性の管理のため、管制センターなどで監視・モニタリングを行う方法があり、実証
実験では行われている例もある。しかしAIによる自動運転車の挙動は、外部から観察しても異常・
正常を判断することが難しい。例えば、自動運転車が人間では困難な予測にもとづいて事故を回避し
ようとした場合、監視者が異常な挙動と判断し、自動運転車を外部から制御してしまうことで事故を
回避できなくなる可能性がある。しかし、監視者が異常にしか見えない挙動を見過ごし、それが実際

460



に異常であれば事故につながる可能性もある。
3）AIによるドライバーの監視
　自動運転時代になっても手動運転を望むドライバーは残ると想定されるが、手動運転車において
AIがドライバーを観察し、危険な挙動を行った場合に事故を回避する機能の実現も想定される。例
えば、何らかの危険に直面した際にドライバーが必要以上に急ハンドルを切ろうとした場合に制御を
加えることが例として挙げられる。この場合、AIは、ドライバーの運転の特徴（ハンドルの切り方な
ど）、車両の特性、現在の状況、危険挙動と事故の関係、制御を加えた場合のドライバーの反応など
を踏まえて判断することが必要となる。
4）ドライバーの運転技能の低下
　自動運転の社会実装が進むと、ドライバーは車両に運転を任せるようになり、自らが運転をする時
間が減少するため、運転技能の低下が生じると想定される。レベル3の自動運転車（緊急時にはドラ
イバーが運転）と手動運転車が混在した状況で、自動運転車のAIにトラブルが発生し、ドライバー
に運転を引き継いだ場合、技能が低下したドライバーが事故を起こすリスクがある。レベル3の自動
運転は危険であるため、スキップしてレベル4の開発を進めるという自動車会社もある※3。

③法制度に関する課題
　文献調査にもとづく自動運転に関する法制度課題を以下に示す（表5-3-1）。

出典：各種公開資料より作成
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No. 法領域 課題

1
自動車
損害賠償保障法

現在の自動車損害賠償保障法では、運行供用者（自動車所有者等）に、事実上の無過失責任を負担させている（免
責3要件を立証しなければ責任を負う）が、自動運転では誰が責任を負うか、ハッキングによる事故や同法の
対象外の自損事故をどのように扱うかといった課題があり、国が設置した研究会で報告書が出されている。

参考：自動運転における損害賠償責任に関する研究会（国土交通省）

2 道路交通法

・完全自動運転に向けて、道路交通法第70条（「車両等の運転者は、当該車両等のハンドル、ブレーキその他
　の装置を確実に操作し、かつ、道路、交通及び当該車両等の状況に応じ、他人に危害を及ぼさないような
　速度と方法で運転しなければならない。」）の見直しが必要（ジュネーブ条約との調整も必要）。
・現状では、遠隔から自動運転車を監視する者を「道路交通法上の運転者」と位置付け、道路使用許可の審査
　基準を満たせば公道での実証実験が許可される。

参考：自動運転の段階的実現に向けた調査研究（平成28年度）、技術開発の方向性に即した自動運転の段階的実現に向け
た調査検討委員会（平成29年度）、技術開発の方向性に即した自動運転の実現に向けた調査研究（平成30年度）(警察庁)

3
道路運送車両法
（保安基準）

現在、自動運転を可能とする保安基準の改正（公道実証実験を可能とするため、条件付きでハンドルやアク
セル・ブレーキペダル等のない車両を含める）が行われているが、自動運転車の安全性を確保する基準は未
整備（米国では2017年9月に運輸省が安全性評価を含む改訂版自動運転ガイドラインを公表、2017年9月に
は安全性評価結果の提出義務付けなどを含むSELF DRIVE Actが議会に提出され、下院では可決）。

参考：道路運送車両の保安基準等の一部を改正する省令、米国運輸省自動運転ガイドライン、米SELF DRIVE Act

■表5-3-1 自動運転に関する法制度の課題

※3　Volvo Car Group / Press Releases＜https://www.media.volvocars.com/global/en-gb/media/pressreleases/
　　　207164/volvo-cars-ceo-urges-governments-and-car-industry-to-share-safety-related-traffic-data＞



　なお、実装課題の解決策として、最先端の実証実験等を迅速に行うため、安全性に十分配慮しつつ、
事前規制・手続を抜本的に見直す制度である「地域限定型サンドボックス制度」の検討が行われ、自
動運転やドローンの実証を容易とするよう国家戦略特別区域法の改正が行われた。

④国際的な課題
1）国や地域による違いへの対応
　技術的な課題で示したように、自動運転には多様な道路におけるデータ収集が必要であり、自動車
産業が海外に自動運転車を販売していくためには海外のデータを入手する必要がある。海外では自動
車や歩行者、自転車などの挙動も異なるため、固有のデータ収集が必要と想定されるが、撮影される
人々のプライバシー対策も重要である。欧州ではGDPR（EU一般データ保護規則）も施行されてお
り、対応が必要である。
2）国際的競争力
　自動車産業は、日本経済を支える主要産業であるが、電気自動車（EV）への移行により日本のエンジ
ン開発技術などの優位性が薄れることが懸念される。このため、自動運転技術をリードすることは自動
車産業にとって重要であるが、現状としては各国が熾烈な競争を行っているうえ、米中では政府の規制
緩和により市場への投入が進んでいる状況である。国際競争力の維持・向上のためには、日本において
も大胆な規制緩和を含めた法や制度の整備を進め、早期の社会実装を実現することが課題となる。

5.3.2 スマート工場における実装課題
（1）スマート工場のコンセプト
　工場のスマート化自体は古くから検討されていたテーマであり、例えば1973年に提唱された
CIM（Computer Integrated Manufacturing）も同様のコンセプトとして挙げられる。CIMで
は、CAD/CAM(Computer Aided Design/Computer Aided Manufacturing)などコン
ピューターにより高度化された個別の設計・製造工程における情報をコンピューターで統合すること
により、生産性を向上することを目指している。またCAE（Computer Aided Engineering）
では、コンピューター上で製品モデルを作成し、ソフトウェア上で外的な力を加え、部品の強度
や剛性などをシミュレーションするなど、構造解析を行うものがある。SCM（Supply Chain 
Management）は需要予測やサプライチェーン計画、生産スケジューリングなどの計画系及び、倉
庫管理や輸配送管理の実行系のデータが生産管理システムと紐づけられる。これらのシステムは、必
ずしも一貫して連携されているわけではなく、エンジニアリング系、経営管理系、実行系と、それぞ
れの系統によってデータが切り離されている場合もある。
　これに対して、現在のスマート化は、IoT（Internet of Things）により工場の機械の状態や生産
状態をリアルタイムでトラブルに迅速に対応する「工場のスマート化」、部品・材料の調達、複数の
工場における製造・生産、完成品の流通などの工程をネットワーク化する「サプライチェーンのスマ
ート化」など、複数のコンセプトが含まれるが、情報技術を活用して生産性を高めるという観点では
通底しているといえる。また、図5-3-2のように、市場のニーズや顧客の利用状況等のデータを企
画や設計に反映するエンジニアリングチェーンというコンセプトもある。
　Industrie 4.0やConnected Industriesといった第四次産業革命のコンセプトやイニシアテ
ィブの中でも「つながる工場」の実現手段としてスマート化が着目されている。
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（2）スマート工場へのAI適用
　AIについては、映像にもとづく製造ミスの発見、稼働データや音等にもとづく設備故障の予測、
複雑化する工程の把握・分析やトラブルの判断などにより、スマート工場の実現を支えることが期
待される。
　ダイキン工業では、2013年からAIを活用したスマート工場の取組みを始めた。同社では、スマ
ート工場の進展について、現在も議論途上であるものの一旦表5-3-2のように設定しており、現在
はレベル2の段階にあるという。具体的には、現時点における取組みとしては、予期しない停止や欠
品の早期発見のためのIoTによる見える化などが挙げられる。レベル3にあたる故障予知などはまだ
課題も多いことから、現在は人の判断をアシストするための仕組み構築が主要テーマとなっている。

（顧客の利活用等データを
迅速に企画や設計に反映）

（顧客の利活用等データを迅速に
サプライチェーンに反映）

顧客

受発注
共同受注

生産管理
生産最適化

多品種少量化

技能継承
(匠の技のデジタル化)

製品設計
設計支援

商品企画
企画支援

研究開発
R&D支援

生産（加工組立）
予知保全（社内）

遠隔保守（社内）

運用最適化（社内）

保守
アフターサービス等
予知保全（顧客）

遠隔保守（顧客）

運用最適化（顧客）

まったく新たなサービス

流通・販売
物流快適化

販売予測

デジタルツールを用いた
データ利活用の拡大・迅速化

生産性の向上 新たな付加価値創出

デジタルツールを用いた
データ利活用の拡大・迅速化

※■
自社における最適
化や効率化等を通
じた生産性や付加
価値の向上

サプライチェーン

エン
ジニ
アリ
ング
チェ
ーン

※■
直接的な顧客
価値の向上
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■図5-3-2 製造業におけるデジタルツールを用いたソリューションのイメージ

出典：経済産業省　製造産業局「製造業を巡る現状と政策課題」（2017年3月）

レベル 内容

レベル１ モニタリング

レベル２ 正常・異常の判断

レベル３ 予測

レベル４ ビッグデータ等を活用した生産計画や連携等

■表5-3-2 ダイキン工業におけるスマート工場のレベル設定

ダイキン工業へのヒアリングより



　例えば、これまでストップウォッチやVTRを使い可視化していたプロセスを、センサーなどで代
替し、IoT化することで、改善のスピードを上げている。
　ただし、工場の学習データについては、自動運転とは異なり業界共通の取組みがあるわけではなく、
データの収集も課題となっている。最新の工作機械や工場設備はIoT対応を想定し、同一メーカー
の製品であればデータ連携を行いやすい製品もあるが、一般に工場には十数年経過した設備があった
り、異なるメーカーの設備が混在しているケースが珍しくない。このような環境で設備データを収集
することは容易ではない。これに対して、容易に設備からデータ収集を行えるソリューションも登場
している。ファナックの「FIELDSystem」はオープンプラットフォーム規格であり、様々な機器を、
世代やメーカーの壁を越えて接続可能とすることで製造設備やデータの一元管理やデータ共有を促進
する。またジェイテクトの「JTEKT-LINK」は、既存設備にアドオンするだけで、データの収集・蓄積・
解析を可能とするパッケージである。
　また企業ヒアリングでは、スマート工場へのAI適用について以下の期待効果が挙げられている。

①高齢化するベテラン工場労働者の技術の継承
　日本の製造業の優位性として、同じ現場で長期間作業することによって培われる暗黙知や経験値な
どの「現場力」が挙げられるが、定年退職するベテランの「現場力」の継承が課題となっている。AI導
入においてもこの「現場力」をいかに継承・活用・強化できるかがポイントとなる。

②海外生産拠点での生産性向上
　製造業はグローバル化が進んでいる。コストダウンという目的だけではなく、消費地の近くで生産
するという意味合いも強まっている。そのため海外工場での生産性の向上は重要なテーマとなるが、
海外では、労働者の経験が浅く技術が伝達しきれていないことから、日本の工場と同じラインを設置
しても、稼働率が下がったり、不良率が高くなる傾向がある。AIによって、オペレーションや異常
の監視、異常箇所の通知などが行えれば、海外工場の生産性向上が実現する。

（3）スマート工場における課題
　AI社会実装委員会の有識者やスマート工場関係者から提示された社会実装課題は以下のとおりで
ある。

①中小企業での IoT化の遅れ
　工場へのAI導入においては、ロボットや加工機等の機械や空調等の設備からデータを収集すると
ともに、AIの推論にもとづく指示や制御をフィードバックする仕組みとしてIoTが必須である（図
5-3-3）。しかし、製造業ではコストダウンが使命であり、1円を削るために日々努力をしているため、
直接的なコストダウン効果が見込めないIoTに数百万円のコストをかけることは、特に中小企業に
おいて困難である。このため、大企業と中小企業のサプライチェーンにおけるAIの実現が難しい状
況である。
　委員会や企業ヒアリングにおいてもAI導入の前にIoT化が重要という意見が聞かれており、中小
工場のスマート化やサプライチェーン全体でのAI適用のために、中小企業のIoT化促進が必要と考
えられる。
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②データや学習済みモデルの流通
　AI企業にとって、データを有する大企業のAI導入において作成した学習済みモデルを別の案件に
利用したいが、大企業との契約で制限されているため難しいという意見が聞かれる。現状として、
AI企業が大企業に対して立場が弱く、契約上不利となりやすいという状況を鑑み、経済産業省では
平成30年6月、AIの学習データと学習済みモデルの流通を促進するための「AI・データの利用に関
する契約ガイドライン」を公表した。
　工場内のデータに関しても、製造機械のデータは工場自体が、空調等のデータは保守運用を行って
いるメーカーが収集・保有しているため、AI企業が工場へのAI導入を行おうとしても一元的にデー
タを扱えないといった課題がある。また、製造機械のメーカーがデータを用いて学習を行いたいと考
えても、工場側が出したがらないというケースもあるという。工場側へのヒアリングでは、製造現場
の改善が図られるならデータ提供は可能という意見があったが、同時に自社製品のノウハウに関わる
データは出せないという意見もあった。
　学習データや学習済みモデルの流通を実現するためには、出す側へのインセンティブ、取引先や業
界内と共通でメリットを享受できる部分からのスモールスタートなど、多方面から仕組みを検討する
必要がある。

学習 画像認識 故障予知

生産データ
自動取得等

受発注の
効率化等

ムダの
削減等

ノウハウの
発見等

柔軟な
ライン変更等

メーカーへの
保守委託等

生産管理

データ取得

業務の見える化 ビッグデータ解析 リアルタイム制御 遠隔監視

設備ネットワーク化

IoT導入

サプライチェーン

企業間AI連携

生産計画策定

業務最適化

IoTが導入されて
いれば、AI導入も
比較的容易
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■図5-3-3 AIを活用したスマート工場の前提となるIoT



③AIの説明性や検証可能性
　ディープラーニングによる学習済みモデルの動作に関しては「説明性」や自動運転の項でも説明し
た「検証可能性」の課題がある。「説明性」については、AIが学習を繰り返すうちに、人間の工場労働
者が知らないような処理方法やトラブルの回避方法を身に着けた場合、AIは周囲の工場労働者にと
っては予想できない挙動を示す可能性がある。その挙動を停止して、理由の説明を求めてもAIには
説明できず、挙動を見過ごして万一、トラブルが発生した場合には損害が生じる。
　また、AIが高齢のベテランの知見を学習し、そのベテランが退職した場合、現状ではAIには説明
性が不足しているため、人間に知見を戻すことが難しい。このため、人間の経験をもとに、再度、知
見を発展させることが困難となる。
　「検証可能性」については、事前に膨大なケースについてシミュレーションを行ったとしても、そ
れ以外のケースで問題が発生する可能性があるため、どこまで検証すればよいかが難しい。実際に事
故発生した後で、入力値と学習済みモデルからなぜその出力となったかを検証し、再学習することは
可能であるが、この場合、学習済みモデルが変化してしまうため、それまで問題なかったケースで問
題が発生する可能性もある。

④学習データの不備
　AI企業が製造業などの企業にデータの有無を確認すると、データ量が少なかったり、トータルの
データ量は多いがカテゴリごとに分類すると少量になり、学習が難しいケースがある。とはいえ、企
業側で将来のAI導入に向けて今からデータを収集しようとしても、目的が定まっていない状況では
収集のしようがない。また、前述のように、特に中小企業ではIoTが進んでいないため、データの
収集はさらに困難と想定される。
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　以下で、カテゴリごとに文献調査、アンケート、ヒアリング及びAI社会実装推進委員会でのディ
スカッションで挙げられた課題を整理した。

5.4.1 ユーザーや社会に係る課題
　ユーザーや社会に関する課題を表5-4-1に整理した。一般企業のAI理解が不十分という課題につ
いては、一般企業の勉強不足だけではなく、AI企業がAIの優位性を強調することで一般企業が過度
な期待を持ったり、メディアでAIによる失業や自動運転の事故などのトピックが頻繁に取り上げら
れることで一般企業の懸念が高まったりすることもあると想定される。

5.4.2 国際課題
　AIに関する国際課題を表5-4-2に整理した。AIの社会実装に関する国際的な課題は、米国及び中
国に投資額や論文数などで後れを取っている点及び海外からのデータ入手が容易ではない点を挙げて
いる。なお、現状として米国の企業が世界中のデータを収集している状況はあるが、データの独占は
国内でも起こりうるため、後述の「学習データ・学習済みモデルの流通」に含めている。

社会実装課題の抽出と分析5.4
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分類 課題 具体例 補足説明

AIの理解

一般企業のAIの理解が
不十分

・ユーザー企業が過度な期待をする
・経営層に説明できず社内の検討が
　進まない
・導入事例が不足している

AIのできること・できないことや必
要となるデータの質・量などユーザー
企業が理解しやすい資料が少なく、類
似の導入事例も不足しており事例から
の類推も困難

一般企業がAI導入に踏
み切れない

検証（PoC）は行うが、ビジネスへの
導入を決断できない

AI導入が目的になってしまって、AIなら
ではの効果や付加価値の創出を織り込
んだビジネス提案までたどりつけない

社会受容性 世論がAIを受け入れない
自動運転車に不安を感じたり、AIに
仕事が奪われることを嫌がる

AIに対して、ネガティブなイメージ
が広まっている

AIと人の
能力

学習内容を人に移転でき
ない

匠がいなくなり、学習内容が人に移
転されないと、人による改良が困難
になる。また安い人件費を生かした
海外工場での人による代替も難しい

ディープラーニングによるAIシステムは
学習内容を人が理解できる形での説明
が困難

AIが肩代わりする
ことで、人の能力が低下
する

・ドライバー熟練度やミスの内容に応
　じたアシストが必要
・自動運転車が緊急時に搭乗者にバ
　トンタッチするが、人の運転能力低
　下で危険を招く

AIと人が協調する場面では、人による
アシストが必要となることがあるが、人
の能力は使わなければ低下するので、
能力の低下を予防する動作が必要

■表5-4-1 ユーザーや社会に係る課題

■表5-4-2 国際課題
分類 課題 具体例 補足説明

国際競争力

米国・中国のAI投資
が先行している

・『AI白書2017』のアンケート調査では
　米国のAI関連投資額や売上が突出
・近年、中国政府によるAI投資が急増

AIに関する論文数でも、米国・中国が
突出している

輸出先から学習デー
タを入手できるかわか
らない

・自動運転車を輸出したいが、　国を
　超えた交通データの流通が困難

国によりプライバシーや参入障壁のため、
データが入手できず、学習ができない



5.4.3 開発に関する課題
　AIの開発に関する課題を表5-4-3に整理した。課題の中で「AI人材」に関しては今後登場する様々
なAI技術にも関係するが、その他の課題はディープラーニングに関するものが中心となっている。
特に教師データ作成作業を行う「アノテーター」やGPU環境については、大量のデータを学習するデ
ィープラーニング特有の課題であり、これらに迅速に対応することが現時点におけるAIの社会実装
には不可欠となる。

5.4.4 AIの特性に係る課題
　AIの特性に関する課題を表5-4-4に整理した。検証可能性や精度などディープラーニングに関す
るものが中心となっているが、安全性のうちハッキングに関してはAIシステム全般にも共通するも
のである。検証可能性に関しては、従来のシステムであれば、より多くのパターンについて検証する
ほど欠陥やバグの発見可能性が高まるが、ディープラーニングの場合は想定外の出力となる可能性は
残るという特徴がある。精度に関しても、データを学習してみないと分からないといった特徴があり、
従来のソフトウェアの利用経験しかない一般企業の理解を妨げるという課題もある。
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■表5-4-3 開発に係る課題
分類 課題 具体例 補足説明

AI人材 AI関連人材が不足

・AI人材の確保が困難
・ドメインとAIの両方が分かる人材不足
・AIを活用したビジネスまで提案できる
　人材不足
・日本では「中国AI版千人人材計画」
　相当の施策が見当たらない

AI技術を持つ人材に加え、対象ドメインでの
AI活用を検討し、加えてそのビジネス化を策
定できる人材が不足

学習環境
学習に大量のアノテ
ーターやGPU環境
が必要

AIベンチャー単体ではアノテーション済
みデータの整備や、GPU環境の整備
困難、一方ユーザーの中でも中小企業
ユーザーでは、その投資が困難

ディープラーニングは膨大なデータと処理環境
が必要、投資対効果が明らかでないと中小企
業が導入に踏み込めない

学習データ・
学習済みモデル
の流通

一般企業の学習デー
タが不足

・IoT化が進まず学習データの蓄積も進
　まない
・学習データが不足しており、収集にも
　時間がかかる
・ノウハウや営業秘密など出せないデー
　タがある

AI適用以前にIoT化が進まずデータが集まら
ない。IoTセンサーが設置されてもデータがあ
る程度たまらないと学習ができない。設備機
器の内部データが開示されず分析が不完全

流通する学習データや
学習済みモデルの
信頼性が不明

安価な学習済みモデルが売られている
が、信用してよいか分からない

基となる学習データの品質や偏りを評価でき
ず、推論結果の信頼性が評価できない

将来に向けた学習デ
ータ収集が難しい

将来を見据えて学習データを収集した
いが、何を集めればよいか分からない

分析内容や目的の変更に伴い、必要とされる
データの種類が追加される可能性があるが、
予見はできない。また限られたコストではすべ
てのデータを集めることもできない



5.4.5 法制度に係る課題
　法制度に関する課題を表5-4-5に整理した。これらの多くは国の委員会等により検討が進んでい
るため、対応が図られると期待される。例えば「学習データや学習済みモデルの知財権保護と流通容
易性が矛盾」については、平成30年5月に可決された不正競争防止法の改正により一定の対策が可
能となる（「4.2.1 国内のAI知的財産関連施策の動向」参照）。また、「知財権があるデータによる学
習が規制されていない」は日本の著作権法にもとづくものであるが、もともとは「知的財産推進計画
2008」における「研究開発における情報利用の円滑化に係る法的課題を解決する」取組みにもとづい
た法改正であることから、研究開発側からはメリットとも解釈できる。

■表5-4-4 AIの特性に係る課題

■表5-4-5 法制度に係る課題

分類 課題 具体例 補足説明

AIと法制度

法制度がAIを想定してい
ない

AI生成物の知財権、自動運転車の事故責
任などが現行法に合わない

人を前提とした法律とAI導入後の実態と
の間に齟齬が生じる

学習データや学習済みモデ
ルの知財権保護と流通容
易性が矛盾

学習済みモデルに知財権が追加された
が、権利処理のため既存モデルの流通が
困難になる

知財権が認められないと提供しにくいが、
認められると権利処理の手間が煩雑

知財権があるデータによる
学習が規制されていない

特定の音楽家の楽曲データを無許諾で学
習し、その音楽家のような作曲を行う

著作権法47条7により、許諾を得ずに著
作物の解析が可能

個人情報・ 
プライバシー

ネット上から集めた個人の
データからプライバシーを
侵害しうる

SNSへの投稿から分析した営業ダイレクト
メールが届く

写真付きの投稿などから特定の個人の情報
を集めることも可能

匿名データで学習しても
個人を特定できる可能性
がある

匿名化したデータで学習させたのにユーザ
ーからプライバシー侵害のクレームが来る

街角の映像の顔を隠して学習させても微妙
な特徴から個人を特定しうる
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分類 課題 具体例 補足説明

AIシステムの
検証可能性

どこまで検証すれば
十分かが分からない

・メーカーの出荷検査・認定、商品
　化判断が困難
・AIを評価する基準や第三者認証、
　検証用データ整備が必要
・事故発生時に検証を十分に行った
　という反論が困難

・製品認定に必要なテスト手法や検査データ
の妥当性の基準が確立されていない。また事
故が起きても状況を再現できないので、テス
トの妥当性を説明できない

AIに欠陥があっても、
ユーザーには証明
できない

製造物中のAIの欠陥をユーザーが立
証できないため、PL法を活用できない

ディープラーニングによるAIシステムは個々の
動作の理由の説明が難しい

AIシステムの
安全性

AIが正常であるかが、
はた目には分からな
い。説明性がない

・AIの出力結果を説明できない
・人によるAIの遠隔監視が困難
・使われながら学習するAIの正常性
　の判定が困難

AIの出力結果を人が分かる形式で説明できな
いので、不可解な動きを始めても監視員が正
常か異常かが区別できない。さらに、追加学
習により、従来は正しいと思われる出力が変更
されてしまう可能性がある

ハッキングされた場
合に、より高度な攻
撃が懸念される

自動運転車のAIが不正に書き換えら
れ、特定の条件で危険な挙動をする

ハッキングされた場合に、既存のシステムより
深刻な被害をもたらす可能性がある

AIの精度

AIの精度が100%近
くでないという理由で
現場が受け入れない

経営層は95％でOKを出したが、現
場は99.9％でなければ受け入れない

ディープラーニングは統計にもとづくため、
100％の精度は保証できない。また稼働条件
や学習データの品質に精度が依存する

AIの精度は学習して
みないと分からない

AIの精度が学習してみないと分から
ないため、プロジェクトに対する経営
層の承認が得られない

ディープラーニングは精度が実際のデータに
依存するため、投資対効果を見積りにくく、
投資に躊躇する



5.4.6 課題解決の方向性の検討
（1）AIによる日本社会や産業の強化を急ぐべきではないか
　AI社会実装推進委員会では、AI社会実装をスピードアップすることにより、日本が早期にAI利
用先進国になることが重要という意見が出された。「AIの理解」及び「社会受容性」という課題は、AI
の利用が進むことで享受できる「価値」、例えば少子高齢化時代の社会の充実や、産業基盤強化や次
期基幹産業の創生などの可能性を洗い出し、一般企業や消費者にアピールすることで解消していくこ
とが必要である。
　少子高齢化が進む日本では、ものづくりや生活の場において人の能力を増幅するAIが必須といえ
る。また、世界の動向を見ると、欧州の先進国も日本ほど急速ではないが高齢化が問題になっており、
少子化も進みつつある。また、韓国、シンガポール、中国などでは日本以上に急スピードで高齢化が
進行すると予想されている（図5-4-1）。少子高齢化に向けたAI製品・サービスが育てば、同様の課
題や特性を持つアジアや欧州先進国などへの輸出産業となる可能性も期待される。

（2）社会システムレベルからの検討が必要ではないか
　AIの社会実装においては、個々のAI製品・サービスレベルではなく、「社会（まちづくり）」や「産
業（ものづくり）」といった俯瞰的な視点でイメージを策定したうえで、個別の政策や技術開発、法制
度の改正に落としていくという、システム思考のプロセスが重要と考えられる。
　例えば自動運転では、国や企業により技術開発、安全性検討、実証実験、法制度改正などの取組み
が行われており、情報も容易に入手できるが、自動運転が普及した社会の全体イメージは見当たらな
い。これに対して前出の米国NACTO「Blueprint for Autonomous Urbanism」では、自動運
転時代の都市デザインが示されており、そこから、歩行者や自転車も含めた効率化、楽しさ、環境保
全、安全性向上などのデザインに落とし込まれている（図5-4-2）。
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出典：内閣府「平成29年版高齢社会白書」（2017年6月）

資料：国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」（2017年）
（注）1950 年以前はUN, The Aging of Population and Its Economic and Social Implications（Population Studies,No.26,1956） 及び
　　Demographic Yearbook, 1950 年以降はUN, World Population Prospects：The 2015 Revision（中位推計）による。
　　ただし、日本は総務省統計局「国勢調査」、「人口推計」による。1950 年以前は既知年次のデータを基に補間推計したものによる。
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■図5-4-1 主要国における高齢化率が7％から14％へ要した期間
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　このようなイメージは、AIがまちづくりを根本的に変える可能性を一般企業や消費者に伝えやす
いため、「AIの理解」及び「社会受容性」という課題の解消に有用と考えられる。それにより、AIや自
動運転に興味がなかった人たちも未来のまちづくりやモビリティサービスの議論に参加し、協働して
具体化を進めることで、企業や歩行者、居住者の声も反映した自動運転社会の実現が期待される。
　このようなシステム思考にもとづくAI社会のデザインはものづくりや生活などの領域にも適用可
能である。また、法制度の見直しについても、まず社会全体を対象とすることで、整合性が取れた対
応が可能になると思われる。

（3）一般企業のリテラシー向上や消費者の理解促進が重要ではないか
　業種（ドメイン）・業態ごとに異なる現場の潜在課題を掘り起こすことは、ドメインの知識を持たない
AI企業にとっては困難である。一般企業側のAI理解が高まれば、現場で抱えている問題、解決を諦めて
いた問題をAIで解決する取組みが進むと期待される。また、AI導入に向けて、現場のデータの有無や所
在を確認したり、関係者と調整してデータを収集・蓄積することも容易になると想定される。そのため
には、一般企業の技術者にAIの基礎知識や導入事例を提供したり、AIスキルセットの定義や認定制度に
より学習意欲を高めたりすることで、AIリテラシーを醸成することが必要と考えられる（図5-4-3）。

■図5-4-2 自動運転社会のイメージ

出典：米都市交通担当官協議会（NACTO）「Blueprint for Autonomous Urbanism」（2017）より
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■図5-4-3 企業内人材のAIリテラシーの必要性（「2.7 AI人材の育成」の図を再掲）

企業へのAI導入
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　また、消費者にAIシステム（自動運転や家庭用ロボットなど）の実用化を受容してもらうには、言
葉や映像で説明するだけではなく、実際に見たり、触ったりすることで理解してもらえる環境が必要
と考えられる。これには、サンドボックス制度などによる実証的な導入促進施策が有効である。

（4）人とAIとの協調を考えるべきではないか
　AIに仕事を奪われるという不安については、AIの精度は100%にならないが、残りを人がカバー
することでトータルでは大幅に効率化できるとのヒアリング結果もあり、AIと人との協調は続くと
想定される。Industrie 4.0でも、製造現場の共通知識を知識データベース化することで地方や海
外展開においても同様の品質を確保するコンセプトがあるが、AIが熟練者の知見を学習するととも
に、必要に応じて人がカバーすることにより、柔軟な運用が可能となると期待される。
　「学習内容を人に移転できない」という課題については、最近の機器製品で、熟練者の操作を学習
した装置を初級者が操作する際、熟練者の操作を体感で学習できるものがある。人とAIとの協調に
より、人からAI、AIから人への知見の移転も期待され、「人の能力が低下する」という課題への対策
のヒントにもなる。

（5）スピードアップと並行して、AIのリスクと安全性を考えるべきではないか
　AI社会実装推進委員会では、AI社会実装のスピードアップは重要であるが、AIのリスクや安全
性の考慮を疎かにしてはならないという意見が挙げられた。
　ディープラーニングを活用したAIの安全性については、開発時にどこまで試験検証を行えばよい
かが分からない、AIが不審な挙動を行った場合に外部からAIが正常であるかの判定を行ったり、
AIにその挙動の根拠を説明させることが難しいといった課題がある。ディープラーニングを活用し
た安全に係るAIシステムの社会実装はこれから進むと期待されるため、リスクの想定や安全性検証
の仕組みの整備を他の分野でも推進する必要がある。
　また、AIシステムに対するセキュリティ上の攻撃については、画像認識機能に対する攻撃※4など
特有のものもあり、今後、想定外の攻撃が登場する可能性がある。AIシステムの特性を考慮したセ
キュリティ上のリスク分析や対策技術の開発を重ねていくことが必要である。
　なお、自動運転やロボットの領域では、安全性やセキュリティに関する検討が進められており、他
の領域でも参考にできると期待される。

（6）AI企業が手軽に利用できる学習環境が必要ではないか
　ディープラーニングを中心とした課題ではあるが、学習に係るGPU基盤や人材、開発のベースと
なる汎用的な学習データや学習済みモデルなどの不足については、個々のAI企業が対策するには困
難である。他社との差別化のために、資本を投資しても実証実験止まりで実用化が進まない状況では
投資回収は難しいと想定される。そこで、産業技術総合研究所のABCI（「2.8.2 クラウド側基盤」参
照）のように、AI産業が軌道に乗るまで、国が支援しつつAI企業が共同利用できる学習環境の整備
が必要と考えられる。
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※4　Google / Adversarial Patch <https://ai.google/research/pubs/pub46561>



（7）オープン／クローズのデータ戦略が必要ではないか
　国内のデータの整備や海外のデータの入手は、国際競争力の観点で重要な課題である。また、現状
として、海外のAIシステムにより日本の国内のデータが収集されている現状もある。産業のコア（そ
の産業の競争力の源泉）領域のデータのクローズ戦略、官民オープンデータの流通施策などにより、
日本ならではのサービスやイノベーションを生むデータ戦略が必要と考えられる。

（8）法制度課題の検討を加速すべきではないか
　AIについては、自動運転やドローンなど、法律がハードルになってサービスが進まないケースが
見られ、国が設置した委員会による検討や一部の法改正も進んでいる。早期に法律上の齟齬の解消や
制約の緩和を進めることがAI産業の発展にとって重要であるが、同時に消費者やトラブルの被害者
の不利益とならないような配慮や対策も必要である。それが可視化されることで、社会受容性も改善
されると期待される。

　以上の検討をもとに、社会実装推進の方向性を導出した。表5-4-6に方向性課題との関係、次節
に個別の方向性の内容を示す。

■表5-4-6 社会実装推進の方向性と課題の関係
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■表5-5-1 社会実装推進の方向性の概要

5.5.1 社会実装推進の方向性の概要
　課題をもとに取りまとめた社会実装の方向性の概要を表5-5-1に示す。

社会実装推進の方向性の提示5.5

　図5-5-1に社会実装推進の方向性の関係を示す。各方向性は相互に影響しながら向上していくも
の（spiral upでつながれた方向性同士）、取組みの成果が他の方向性に活用しうるもの（矢印）もあ
るため、連携して取り組むことで効果が上がると想定される。とはいえ、スピードアップの観点から、
相互の関係や全体像を念頭に置きつつも、可能な部分から取り組んでいくことが必要である。
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社会実装推進の方向性 概要

AIで日本を強化する
・まちづくりやものづくりへのAI適用により、社会の充実や企業価値アップを実現する
・AI実装のスピードアップにより早期に利益を享受するとともに、国際競争力を得る

社会システムから
変えていく

・将来の社会システム像から俯瞰的な観点でAIの役割をデザインする
・AIにより将来の社会（システム）の選択肢を広げる

企業や消費者の理解
を促進する

・一般企業や消費者のAIに対する適切な理解を促進、ともに活用を考える
・サンドボックス制度などによる実利用を通じて、一層の理解を促進する

人とAIが協調し、
ともに成長する

・人の知見をAIが学習、AIのふるまいを人が学び（理解、共感等）、これを繰り返す
・人とAIが得意分野の能力を向上させ、産業競争力を高めるとともに、社会を進化させる

AIのリスクと安全性
を考える

・AIのリスク分析ガイド、リーズナブルな検証基準や安全基準などの整備を検討する
・予期せぬ挙動やプライバシーの侵害をブロックする仕組みを検討する

AI開発のエコシステム
を活性化する

・AI企業・人材の適切な処遇により、AI開発のエコシステムを活性化する
・集約的な学習の場（学習工場等）によりAI企業の競争力や中小企業の導入を促進する
・AI開発に適した契約モデルや学習データ収集ガイドを整備する

サービスを生む
データ戦略を考える

・クローズのコア領域データ×官民オープンデータによりイノベーションを生む
・学習データを集約・蓄積・流通する仕組みを整備し、AI開発者のアイデアと機会を活かす

AIで生じる法制度の
課題を検討する

・AIの導入によって生じる法制度上の課題の整理・検討を行う
・その際、国民の理解や利便性を考慮する
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　社会実装推進の方向性同士の連携により生まれると期待される派生的な成果を図5-5-2に示す。
　例えば、「1.AIで日本を強化する」と「2.社会システムから変えていく」の連携では、日本の社会や
産業を俯瞰的に捉えてAI実装イメージを想定することで、まちづくりやものづくりレベルでのAI実
装価値の洗い出しが容易になる。これにより、新しい社会システムやものづくり産業の企業価値アッ
プへの道筋も明らかになると期待される。また、「6.AI開発のエコシステムを活性化する」と「7.サ
ービスを生むデータ戦略を考える」の連携により、AIベンチャーがデータや開発基盤を活用して新し
いAI製品・サービスを生み出したり、国際競争力を高めることが期待される。

■図5-5-1 社会実装推進の方向性の関係

■図5-5-2 社会実装推進の方向性の関係（期待される価値）　
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（1）AIで日本を強化する

　「まちづくり×AI」や「ものづくり×AI」など、AIと日本の注力分野との組み合わせにより地域社
会創生や企業価値アップなどを図る。また、取組みのスピードアップにより価値の享受を早めるとと
もに、生み出されるAI技術やサービスの海外展開など、国際競争力を高める（図5-5-3）。

まちづくり・ものづくり×AI、スピードアップにより社会の充実や産業の成長を図る

地方政府への権限移譲 AI導入のスピードアップ策としては、米国や中国において地方政府が自動運転に関する関する規制を緩和す
ることで推進を図っている例が見られる。

まちづくりとものづくりの連携 フィンランドのオウルでは、産学協力体制やクラスター政策による「情報社会」と「福祉社会」の同時実現を
図っている。

次世代人工知能・ロボットの
中核となるインテグレート技術

開発事業（NEDO）
NEDOが平成30年度から開始した本事業では、人工知能の適用領域を広げる技術として、人工知能技術の
導入加速化技術の開発などが含まれている（「2.10.1 各国の研究開発の現状」参照）。

関連施策や取組み

社会にもたらす
価値の発掘と早期実現

AIによる医療・介護支援や自動運転が普及すれば、特に人口減少や高齢化が進む地方の恩恵は大きい。また、
単純・連続的な作業や危険な作業の代替により、減少する労働力のカバーと労働者の負担軽減を両立できる。
さらに、AIの実装をスピードアップすることで、社会が早期にメリットを享受できるとともに、ノウハウを
活かしたAI製品・サービスを同じく少子高齢化を迎えるアジア諸国等に輸出することも期待される。

次期基幹産業の創生 日本が得意とするものづくり産業におけるAI応用力の強化、AI活用による工程や産業構造の変革により、
産業基盤の強化やものづくり×AIによる次期基幹産業の創生が期待される。

期待効果

■図5-5-3 AIで日本を強化するイメージ

スピードアップ！

企業価値アップ！

まちづくり

人的資源を
増幅する

安全性を高める

生産性を高める

ものづくり

安全 生産性
移動 利益

教育 品質福祉 市場性

地域社会の創生

AIが社会にもたらす価値

5.5.2 社会実装推進の方向性の詳細
　ここからは社会実装の方向性の詳細を示す。
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（2）社会システムから変えていく

■図5-5-4 社会システムから変えていくイメージ

　AIを社会に受容してもらうには、AIの直接の利用者ではないが影響を受ける人（自動運転とすれ
違う歩行者など）も巻き込み、制度や文化を含めて検討する必要がある。そのためには、システム思
考などにより俯瞰的にAIの役割を考え、社会システムから変えていく必要がある（図5-5-4）。

未来の社会システム像から俯瞰的にAIの役割を考え、社会システムを変えていく

歩行者を含めた交通システムの
デザイン

米国NPO法人のNACTOは「Blueprint for Autonomous Urbanism」の中で自動運転社会のデザインを
提示しており、自動運転の利用にかかわらず、すべての人が価値を理解できるように図っている。

関連施策や取組み

社会受容性の向上 AI単独の価値だけでなく、AIが支えることで実現する社会システムの価値を明示することで、AIの社会受
容性を高める効果が期待される。

法制度設計の効率化 社会全体としての効率を高める制度設計や異なる分野の法制度の整合性を考慮した見直しを行いやすい。

期待効果
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システム思考と
システムズエンジニアリング

近年の製品・サービスは、多数の装置が接続されたり、利害関係者が多くなったりして、多様性と不確実性
が増し、個々の技術だけでは実現が困難になっている。そのような状況では、システム全体を俯瞰し、相互
作用に着目しつつ統合管理するシステムズエンジニアリングのアプローチが有効である。IoT等の新しい製品・
サービスの開発を成功に導くことに寄与し、産業界の競争力強化を図ることを目的として、IPAは2015年度
からシステムズエンジニアリングを推進する活動を開始した。
まずは国内外の事例調査や関連技術調査を行い、2016年度にシステムズエンジニアリングの認知と重要性の
認識を促すための啓発書を公開した。2017年度は、日本企業の事例を収集し、システムズエンジニアリング
の主要なアプローチや考え方がどう活用されているのか分析し、実践的な解説書を作成した※5。

その他

　社会システムの最大効果を念頭に、
AIが各構成要素において果たすべき役割をデザイン

AIによる社会システムの変革

歩行者、自転車

公共交通 交通管制タクシー、カーシェア 災害対策システム

自家用車 センシングシステム物流

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

未来の社会システム像（交通、産業等）を想定1

構成要素を抽出、正規化2

3

歩いて
楽しい

移動
しやすい

自動と手動の
すみ分け

具体的な
ユースケース

まちづくりと
一体化した
デザイン

想定される
リスク

※5　IPA/システムズエンジニアリングの推進＜https://www.ipa.go.jp/sec/our_activities/se.html＞



（3）企業や消費者の理解を促進する

　ユーザー企業の理解不足や世論の過度な不安はAIの社会実装を遅らせることが懸念されるため、
AIの理解を深めるコンテンツを提供したり、企業の人材育成を支援したり、サンドボックス制度に
より条件・期限付きでAIを導入し、消費者に触れてもらうことで理解を促進する（図5-5-5）。

■図5-5-5 一般企業のリテラシー向上と消費者の理解促進のイメージ

一般企業や個人の適切なAI理解を促し、AIビジネスや社会実装を促進する

サンドボックス制度 新たな技術やビジネスモデルが出現した場合において、一定の手続きの下、対象となる規制が適用されない
環境で社会実験的な実証を行える制度。

第4次産業革命スキル習得講座
認定制度

AIや IoTを含む専門的・実践的な教育訓練講座を認定、一定の要件を満たすものを厚生労働省「専門実践教
育訓練給付」の対象とすることを検討中（「2.7.6 学び直し、リカレント教育」参照）。

ディープラーニングの
資格試験

一般社団法人日本ディープラーニング協会では、ディープラーニングのスキルセットの定義や認定・検定試
験を実施（「2.7.2 スキル標準/認定・検定制度」参照）。

関連施策や取組み

社会の受容の促進 経営者や消費者など、相手に合わせたメディアによりAIの価値を分かりやすく伝えることで社会受容性が高
まり、AIの実装が促進される。

導入意思決定の促進 一般企業の導入の促進により、AI企業も投資と回収が回るため、産業活性化や競争力強化が期待される。

AI関連人材の不足の解消 AI人材のスキルの育成や認定制度によりAI関連人材の適切な評価を推進し、IT人材のAI志向も高める。

期待効果

一般企業 消費者

利用目的別のAI解説
や成功・失敗事例集

AI人材育成支援
（インセンティブ）、
AIスキル認定など

A I

Step By Stepの
導入シナリオ策定、
条件・期限付き導入

コンテンツ 社内AI人材育成 サンドボックス制度

AI白書
2019 成功

失敗事例集
AI
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AIなら多国語に
対応可能

ベテランの知見も
学習可能 自動運転って

便利そう

居眠りしないから
安全そうだし

AIを知ってもらう
触れてもらう

社会の受容意思決定

でも、実導入に
踏み切れない

でも、AIって
何となく不安

適切な理解にもとづく判断、
導入を容易にする制度 実体験にもとづく評価



（4）人とAIが協調し、ともに成長する

　人の知見をAIが学習するだけでなく、学習の集積にもとづいたAIのふるまい（問題解決方法や動
作）を理解・共感し、学ぶことで、人とAIがともに成長する。これにより、それぞれが得意な領域
における効率化や高度化が進み、社会全体が進化すると期待される（図5-5-6）。

■図5-5-6 人とAIが協調するイメージ

人の知見をAIが学習し、AIのふるまいから人が学ぶことで、ともに成長する

AIから人が学習する事例 川崎重工業の産業用ロボット遠隔操作装置サクセサーは人の操作を学習して遠隔操作を支援するだけでな
く、初級者が遠隔操作する際、熟練者の操作を体感で学習することが可能。

協働型ロボティクス 工場に導入されたロボットと作業者が協働することで、人は単純作業や体力の必要な作業から解放され、よ
り複雑な仕事を担うようになった事例が紹介されている。

関連施策や取組み

より有効な活躍の場の提供 将来に向けたAIと人の関係や役割を明確化することにより、「職がなくなる」という不安から「より有効な活
躍の場を得られる」という期待に転換する。

新たな能力開発の
機会を提供する AIのふるまいから人が学ぶことで、若手のスキル育成やベテランのさらなる成長を促す。

「AIが肩代わりすることで、
人の能力が低下する」
課題への対応

緊急時に搭乗者にバトンタッチする自動運転車が搭乗者の運転能力低下で危険を招くという課題に対して
も、人と自動車の協調により楽しくかつ運転能力を維持可能な運用を検討する。

期待効果

ムダの
削減等
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AIの能力UP

社会全体が進化

AIの能力UP人の能力UP
学習の蓄積

人のスキルの
学習

AIのふるまい
から学ぶ

得意分野での活躍

得意分野で
活躍

スキルの
トランスファー

AI

AI

熟練者

熟練者

工夫、意思決定、説得…

監視、分析、予測…

初級者



（5）AIのリスクと安全性を考える

　AIシステムのリスク分析ガイド、検証基準、安全基準などを整備することでAIを活用したシステ
ムのリスクを評価・対策し、安全性を高める。また、外部のAIにより学習プロセスのオーディット
を行ったり、予期せぬ挙動やプライバシー侵害を防ぐような仕組みも検討する（図5-5-7）。

■図5-5-7 AIシステムのリスク評価とAIによるリスク対策のイメージ

社会を支えるAIシステムのリスクを評価、AIも活用して対策し、安全性を高める

予期せぬ挙動や
プライバシー侵害を
防ぐ仕組みも検討学習・再学習のプロセスを

外部AIが監査
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AIの標準化
ISO/IEC JTC 1は2018年、AIの標準化を行う分科委員会SC 42を設置しており、まずAIの概念や用語、フ
レームワークから標準化検討が始められている。また、Trustworthinessについてもワーキンググループが
設置されている（「2.9.1 標準化」参照）。

自動運転の安全性検証 米国運輸省は2016年9月に自動運転ガイドラインを公表し、15項目の安全評価の報告義務化などを提案。
政権交代後、項目が12となり、義務化もなくなっている。

SELF DRIVE Act 米国では2017年9月、SELF DRIVE Actが下院で可決、安全性評価結果の提出義務付けなどを含む。

関連施策や取組み

AIの安全性の向上 AIシステムに適したリスク分析及び対策により、安全性の向上が期待される。

一定の安全性を保証する
検証の仕組み 非公開の標準検証データにもとづく第三者評価により一定の安全性を保証する仕組みの整備が期待される。

監視・監査による個人情報や
企業機密の保護

学習プロセスの監視及び監査により、匿名化前のデータの盗み見や学習済みモデルの持ち出しなどを防ぐこ
とが考えられる。

期待効果

AIによる攻撃／AIによる防御
内閣サイバーセキュリティ戦略本部が平成29年7月に公表した「サイバーセキュリティ研究開発戦略」では
AIのセキュリティ防御への活用に加え、攻撃者側のAI活用について、常識に囚われず攻撃者の持つ技術の
異次元の高度化への対応の必要性にも言及されている。

STAMP/STPA

「STAMP/STPA」はシステムを構成するハードウェアやソフトウェアだけでなく、システムと連係する他シ
ステムや人間系、環境までも含めて一つのシステムとして捉えるシステム理論にもとづいた事故モデルとそ
の解析手法である。自動運転システムも視野に入れたこれからの自動車の安全分析手法として、国内外自動
車メーカーや一般社団法人JASPAR などで活用推進が図られている。

その他

AIが価値をもたらす社会

何をもって
安全とみなすか

それをどう
証明するか

どのように
リスクを洗い出すか

どのようにリスク対策
をするか

アップデート

支えるAIシステム



（6）AI開発のエコシステムを活性化する

　GPU環境やアノテーター等のスタッフを集約した基盤（学習工場等）を整備し、AI企業に手軽に使
ってもらうことで国際競争力の向上や中小企業の導入を促進する。また、AI企業や人材の適切な処遇
や次のAI開発に適した契約モデルの整備により、AI開発のエコシステムを活性化する（図5-5-8）。

■図5-5-8 AI開発のエコシステムのイメージ

基盤整備やAI企業・人材の適切な処遇によりAI開発のエコシステムを活性化する

学習基盤
（学習工場等） AIベンチャーなど

学習基盤
（産総研ABCIなど）

AI企業や人材の処遇
（AIベンチャーや人材の
能力に見合った処遇など）

AI契約モデル
（次のプロジェクトへの
学習済みモデルの流用等）

スマート流通
ソリューション

スマート工場
ソリューション

スマートデザイン
ソリューション

国内産業
ビッグデータ

海外展開

GPU基盤

つなげる
AIソリューション

開発・提供
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人工知能処理向け大規模・省電
力クラウド基盤（ABCI）

産業技術総合研究所では、AI学習に適した基盤ABCI(AI Bridging Cloud Infrastructure）を整備しており、
学習工場などの活用が期待される（「2.8.2 クラウド側基盤」参照）。

AI・データ契約ガイドライン検
討会（経済産業省）

データとAIの両面による法的論点等の検討会を設置、AI・データ契約ガイドライン改訂版を策定（「4.3 AI
に関する原則、ガイドライン等」参照）。

関連施策や取組み

学習の効率化 アノテーター等の人材やGPU環境が集約した学習工場により学習のコストや時間を圧縮し、AIの国際競争
力を高めるとともに、中小企業のAI導入コストも下げる。

AI企業の競争力強化、AI人材の
海外流出の防止 AI企業や人材が適切に処遇されることによりAIビジネスが成長するとともに、人材の海外流出が防止される。

AI契約モデルや学習データ収集
ガイドの整備

AI開発企業が学習済みモデルを次のビジネスに活用しやすい契約書ひな型や、一般企業が将来に向けてデー
タを収集する際のガイドが整備されることでAIが加速する。

期待効果

学習工場

近年「学習工場」というアイデアが注目されている。AIの社会実装を推進するために有識者や業界関係者が提
唱しているコンセプトで、「データを準備する環境、高度なAI人材、高性能な計算機が備えられている工場」
のイメージとなる。ディープラーニングの研究者である東京大学・松尾准教授は学習工場を「機械学習を使
える高度な人材、高性能な計算機、データを準備する環境」の3つがそろったものだと定義している（松尾豊 
2017年3月「人工知能の未来 ディープラーニングの可能性とサイバーセキュリティに対する影響」）。学習工
場では、AIの頭脳にあたる学習済みモデルが構築され、そのためには人、計算機、データが必要であるとする。
諸外国と対等に競争するためには、数億～数千億円（数兆円）規模の投資が必要だと示唆される。

その他



（7）サービスを生むデータ戦略を考える

　企業に対して、「コア領域の定義」、「守るべきデータの保護」及び「出せるデータの提供」を促し、
学習データを集めるとともに、データサイエンティストやAI技術者に自由に使わせることで、学習
データとしての価値の発見や、アイデアや機会を活かしたAIサービスの創出を図る（図5-5-9）。

■図5-5-9 サービスを生むデータ戦略のイメージ

クローズのコア領域データ×官民オープンデータによりイノベーションを生む

官民データ
活用推進基本法

官民データ活用の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進する法律（平成28年12月施行）。官民データ
活用の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進し、データを活用した新ビジネスとイノベーションの創
出、データにもとづく行政・農業・医療介護・観光・金融・教育等の改革を推進することを目的とする。

人工知能技術コンソーシアム
（産業技術総合研究所）

AI関連企業・団体の情報交換や連携を通じ、データ生成→AI高性能化→高度なサービス→市場ニーズ対応
のスパイラルを回すことでAI推進を図る。約150社が参加。

次世代医療基盤法
（医療ビッグデータ法）

平成30年5月に施行された医療分野の研究開発に資するための匿名加工医療情報に関する法律であり、本
来、本人の承諾がなければ利用できなかった要配慮個人情報である医療情報を一定の基準を満たす枠組みの
下で匿名加工情報として活用可能とする（「4.4.2 データ流通に係る制度改革」参照）。

産業データ共有促進事業
（経済産業省平成29年度補正）

Connected Industries重点取組分野における複数企業者間でのデータ収集・活用を目的とした補助金制
度を創設（同上）。

一般社団法人
データ流通推進協議会

2017年11月、センサーデータを含む様々なデータを流通させることを目指して設立。センサーが生み出す
データ、個人や組織の活動に伴い生じるデータ、官庁などが保有する統計データが、スムーズに流通する環
境を整備していく。安心かつスムーズにデータを提供でき、利用者が容易にデータを収集・活用できる環境
整備を目的に活動している（同上）。

関連施策や取組み

企業のデータに対する意識改革 企業の学習データ戦略を促進し、企業力を高める。

技術者の能力育成や
アイデア活用 若手やベンチャーの技術者も自由にデータを使えることで、人材育成やビジネス創出が期待される。

ものづくり分野の
国際競争力強化 日本が得意とするものづくり分野のデータ収集を強化することで、国際競争力を高める戦略もありうる。

期待効果

コア領域の定義（守るべきデータの定義と保護）

「出せるデータは出す」
文化づくり

コア
領域 オープン

領域

モビリティサービス

医療・健康

産業

成果のフィードバック
（サービスの普及）

スパイラルを回す
インセンティブ
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集める・集まる仕組み

安全に管理する仕組み

戦略的に活用する仕組み

データサイエンティストや
AI技術者による自由な利用

新しいサービス



（8）AI導入で生じる法制度の課題を検討する

　人を前提とした法律とAI導入後の実態との齟齬の解消、AIによる事故の際の責任分界の考え方や
迅速な被害者の救済など、AIの導入に合わせて法や制度を検討する。その際、法制度の変更に対す
る国民の理解や利便性を考慮する（図5-5-10）。

■図5-5-10 AIに関する法制の検討のイメージ

AIの導入に合わせて、国民の理解や利便性を考慮しつつ、法制度を検討する

自動運転の
段階的実現に向けた調査研究

（警察庁）

警察庁は、道路交通法や、自動走行システムの公道実証実験に係る道路使用許可申請など、自動運転車に対
応する制度の見直しについて検討を行っている。例えば、高速道路を自動運転車が走行する際に、現在の関
連法規を遵守して走行することが困難になりえるとして、関連する交通規制の運用のあり方などを検討する
方針などが示されている。

自動運転における
損害賠償責任に関する研究会

（国土交通省）

自動運転の導入初期である 2020～ 2025年ごろの過渡期を想定し、自動運転車が損害を与えた場合の責任
やスムーズな補償に向けた検討を行う。自動運転における自賠法の責任主体「運行供用者」の考え方、ハッキ
ングにより引き起こされた事故の損害、自動運転システムの欠陥による自損事故（自賠法の保護対象外）、自
動運転における自賠法の「自動車の運行に関し注意を怠らなかったこと」の考え方、地図情報やインフラ情報
などの外部データの誤謬、通信遮断等による事故等の論点について検討されている。

知的財産推進計画2017

知的財産戦略本部が平成29年5月に発表した「知的財産推進計画2017」には、「データ・人工知能（AI）の利
活用促進による産業競争力強化に向けた知財制度の構築」が含まれている。その中で「AIの作成・利活用促進
のための知財制度の在り方」として、「機械学習、特に深層学習を用いたAI の作成・開発を進め、その利活
用を促進し、我が国の産業競争力強化を図るため、その基盤となる知財制度の在り方について検討すること
が求められている」とされている。

関連施策や取組み

AIと法制度 AIの導入により現状の法制度との間に発生する齟齬の解消が期待される。

AIの事故のスムーズな対応 AIシステムの事故発生時のメーカーと運用者の責任分界の明確化や被害者へのスムーズな対応が期待される。

AIに関連する
知的財産権の明確化

AIの創作物の権利、学習データ・学習済みモデルの権利、著作物である学習データを用いた学習済みモデル
の権利などが整理されることでビジネスがスムーズに進む。

期待効果

AIの導入

従来の法律 人を代替する
AIの法的扱い

従来の
責任構造

AI導入後の
責任構造

従来の
知的財産権

AIに関連する
知的財産権

従来の
社会制度

AI導入で変化する
社会制度

法制度課題の
整理と検討

AI導入に係る
新しい法制度の検討

国民の理解と
利便性の考慮
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5.5.3 長期的な課題について
　社会実装推進の方向性は、文献調査、アンケート、ヒアリングなどから抽出した課題にもとづいて
いるため、比較的短期的なものが多い。「（2）社会システムから変えていく」にしても、長期的視点の
ように見えるが、実際には将来の社会システムを見越して現在のAIビジネス企画や技術開発に取り
組むというものである。
　長期的な視点で検討すべき課題としては、例えば以下のものが挙げられる。

（1）社会制度
　すでにRPAなどによる比較的単純な業務のICT化が進んでいるが、今後はAIの活用により、専
門性が高い業務も対象になると想定されている（「3.3.13 その他の利用動向」参照）。短期的には、
これらの業務を担当していた労働者を、スキルチェンジ（学び直しやリカレント教育など）により別
の職種に転換することが考えられる。しかし、長期的にはAIに代替される業務が増えることで相対
的に労働者が転換できる業務が減少したり、専門性が高いゆえにAIへの代替が進まない業務に対し
ては労働者のスキルチェンジそのものが難しいという課題があったりする。このような労働需要の減
少や人材のミスマッチによる未就業者の増加に対して、ベーシックインカム制度（最低限度の生活を
保障するため国民に一定額の現金を給付する制度）の検討が必要という意見も有識者へのヒアリング
で聞かれた。

（2）社会受容性
　社会実装推進の方向性に対する課題の中にも「社会受容性」が含まれているが、これはAIシステム
による事故や責任のあいまいさへの不安など、目前のものである。
　これに対し、本格的にAIが普及した場合、例えばAIによる人事評価システムに対して、多くの労
働者が反発するなど、新たな社会受容性上の課題が発生する可能性がある。「AI上司の可能性」はAI
社会実装推進委員会でも議論に上がっているが、AIが人事評価の根拠を説明できなければ労働者が
納得できない場合も多いと想定される。

　上記（1）のような社会制度に関しては、社会の変化とそのスピードを見据えつつ、海外の事例、国
の財政、国民のコンセンサスなどを考慮しながら実施する必要があり、時間も要するため、前倒しの
検討も必要と考えられる。
　上記（2）のような課題に対しては、社会受容性を高めるために必要な技術を早期に研究開発するこ
とが重要と考えられる。AI上司の例でいえば、AIが人事評価の根拠を説明できるような技術開発が
必要と考えられる。
　このような長期的課題については、喫緊ではないものについても優先度を下げずに検討を続ける必
要がある。
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　5.5.2（1）から（8）までの8つの課題解決の方向性を示したが、実際に検討する場合には対象領域
ごとに詳細な検討を行う必要がある。
　本調査では、一般的な動向調査に加え、特定領域として自動運転及びスマート工場を対象に個別具
体的な検討を実施しているため、両分野に対して社会実装推進の方向性の適用を試行した。以下に結
果を示す。

　自動運転の場合には、自動運転のメーカーのほか、自動運転を導入する組織（地域バスを運用する
自治体やタクシー会社、物流会社など）、運転者、歩行者など様々な関係者が存在するため、導入の
価値の提示や理解促進の対象が社会全体に及ぶ（図5-6-1）。

　これに対してスマート工場の場合は、目的が「工場のスマート化」か「つながる工場」かによって導入
の価値が大きく異なり、導入の価値の提示や理解促進の対象範囲も工場関係者、生産サプライチェー
ン、マーケティングや流通まで変化する。このため、目的設定が重要なステップとなる（図5-6-2）。

社会実装推進の方向性の特定領域への適用5.6

■図5-6-1 社会実装推進の方向性（自動運転の適用例）

出典：米都市交通担当官協議会（NACTO）「Blueprint for Autonomous Urbanism」（2017）

❹人とAIが協調し、ともに成長する
・自動運転社会においては、自動運
転車と手動運転者・歩行者等との
協調が必要である。自動運転に対
する過信（「飛び出しても必ず止ま
る」など）は禁物であり、歩行者を
含めたルール作りが必要となる。

❶AIで日本を強化する
国の検討資料では多様な価値が挙げられているが、
・「安全性向上（事故削減等）」のプライオリティ
・「人手不足対応」 「地域交通」「物流」など、日本の重点
目的を定め、スピードアップを図る。

❷社会システムから変えていく
・まちづくりや歩行
者も含んだ自動運
転社会システム像
を策定し、俯瞰的
にAIの役割を明ら
かにする。

自
動
運
転

社
会
シ
ス
テ
ム
の
将
来
像

社会の
理解と
進化

想定リスク

産
業
の
競
争
力
強
化
、新
し
い
サ
ー
ビ
ス

自
動
運
転
が
も
た
ら
す
価
値

安
全
性
の
説
明❺AIのリスクと安全性を考える

・各省庁の委員会や外郭団体で検討が進んでいる 。

❽AI導入で生じる法制度の課題を検討する
・各省庁の設置した委員会等で検討が進んでいる 。
・ヒアリングでも聞かれたとおり、実証レベルに至ってい
る企業が早急に事業化できるようスピードアップする。

＝ 取組みが進んでいると思われる部分

・自動運転を導入したい自治体やタクシー、物流会社等に
は関連する法制度や責任分界について情報提供する。

・ユーザー企業や消費者には、サンドボックス制度によ
る実証実験で理解を深めてもらう。

❸企業や消費者の理解を促進する
❻AI開発のエコシステムを活性化する
・自動運転に関しては国の事業も多数走っており、早期
の成果と社会実装が期待される。

・実装事業においては基盤環境も必要であり、学習工場
の活用も期待される。

❼サービスを生むデータ戦略を考える
・主要な交差点での歩行者の
挙動等、学習データを取得
する仕組みが必要である。
・併せて、海外の交通データ
を入手する仕組みを整える
必要があると考えられる。

安全性向上 人手不足への対応

その他の付加価値

地域バス

運転者の快適性、
渋滞解消（CO²削減）など

無人配送

協調

安全
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■図5-6-2 社会実装推進の方向性（工場のスマート化の適用例）

　なお、他の領域（医療・ヘルスケア、スマートホーム、その他）においても、図5-6-3のテンプレ
ートを使用することで同様の検討を行うことが可能である。

■図5-6-3 社会実装推進の方向性（テンプレート例）

❶AIで日本を強化する
・「ものづくり×AI」の観点で、日本ならではのAI導入
　価値の発見、企業価値アップなどを推進する。
・また中小企業のＩｏＴ導入推進により、将来のAI導入、
　AIサプライチェーンによる産業価値アップを図る。

❺AIのリスクと安全性を考える
・国や公的機関がAIの安全性の検討成果やガイドなどを
整備し、スマート工場を検討する企業に提供する。

❼サービスを生むデータ戦略を考える
・ＩｏＴ導入によるデータ収集やAIとＩｏＴの連携により、
スマート工場向けサービスを開発する。

❷社会システムから変えていく
・工場だけでなく、ユーザー企業や流通などを含めたサ
プライチェーンの全体像から俯瞰的にAIの適用方法
や役割を検
　討 する。

❻AI開発のエコシステムを活性化する
・工場内の「AIが分かる人材」の育成により、スマート
工場導入をスムーズに進める。

・AIベンチャーとの適切な協業によりAIを強化する。

❽AI導入で生じる法制度の課題を検討する
・本調査では、スマート工場に特化した課題は見当たら
なかったが、異常時の責任分界など、共通課題の検討
は必要と考えられる。

・理解を促進すべき対象は、スマート工場を導入する企
業自身（経営者や現場を含む）やサプライチェーンを構
成する親会社や中小企業など。

・AI導入による利益や競争力向上などの「価値」を共有、
協働してスマート工場化を推進する。

❹人とAIが協調し、ともに成長する
例えば、一定の精度まではAIが担当し、仕上げは人間
が行うことでトータルコストを削減できるという意見が
ある。
・精度が高くないAIでも効率化に資する（ヒアリングより）。
・AIの精度を極限まで上げてもAIが制御する機器が追
従困難であるため、人の介在が必要（同上）。

海外展開

スマート流通
ソリューション

スマート工場
ソリューション

スマートデザイン
ソリューション

つなげる
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❸企業や消費者の理解を促進する

❶AIで日本を強化する
・目の前の業務改善だけでなく、社会や産業に与える価
値も含めて、AIの導入効果や早期導入の必要性を明ら
かにする。

広
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❺AIのリスクと安全性を考える
・AI導入にもとづくリスクを想定するとともに、その対
策や安全性検証、対策の十分性の説明方法を検討する。

❽AI導入で生じる法制度の課題を検討する
・自社の製品・市場投入する際の法制度課題を検討する。

❷社会システムから変えていく
・間接的に影響を受ける人や企業も踏まえて、俯瞰的に
システムを把握、その中でAIが果たすべき役割や機能
を検討する。

・AI導入に関し、自社や顧客企業、消費者などの理解を
促進し、受容性を高める。

・そのために、自社がまずAIを理解する。

❸企業や消費者の理解を促進する ❹人とAIが協調し、ともに成長する
・AIの導入による社員や消費者の役割や行動の変化、

AIとの協調可能性を想定する。
・それにもとづき、AIと人との協調・成長戦略を検討する。

❻AI開発のエコシステムを活性化する
・効果的なAI開発や効率的な運用のためのエコシステム
を構築し、回していく。

❼サービスを生むデータ戦略を考える
・データをどのように生成／入手し、ビジネスに活用して
いくかを検討する。
・そこから、新しいAI製品・サービスも企画・開発する。
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　本調査では、アンケートにもとづく企業動向調査、AIに関わるユーザー企業やAI技術・ソリュー
ション開発企業へのヒアリング、AI社会実装推進委員会での議論を通じて、AI社会実装における課
題を洗い出し、整理した。自動運転およびスマート工場の2つの特定領域に対しては、特に重点的に
調査を行っている。また、これらの課題に対して社会実装を進めるために、AI社会実装推進委員会
では、ステークホルダーが留意すべき行動指針として、8つの「社会実装の方向性」を提示した。
　本調査事業は、「新技術の社会実装」を対象としたものであり、得られた知見は今後、他の産業領
域を対象としてAIの社会実装推進の検討を行う場合だけでなく、他の新技術の社会実装課題の検討
にも活用可能と考えている。

今後の展望5.7
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代理
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1991年、京都大学工学部卒業。1997年にドワンゴを設立。2006年よりウェブサービス「niconico」
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委員
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ング・プレジデント。World Economic Forum（世界経済フォーラム）AI & Robotics Council
委員。ソニー株式会社 執行役員。

委員

株式会社ソニーコンピュータサイエンス研究所 代表取締役社長
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殿川 雅也 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 技術戦略研究センター 統括研究員
中島 秀之 札幌市立大学 学長
中田 秀基 国立研究開発法人産業技術総合研究所 人工知能研究センター 研究主幹
松尾 豊 東京大学 大学院工学系研究科 技術経営戦略学専攻 特任准教授
丸山 宏 株式会社Preferred Networks PFNフェロー
独立行政法人情報処理推進機構 社会基盤センター イノベーション推進部

執筆者

尾原 和啓 ITジャーナリスト

冨山 和彦 株式会社経営共創基盤 代表取締役CEO

中島 秀之 札幌市立大学 学長

松尾 豊 東京大学 大学院工学系研究科 技術経営戦略学専攻 特任准教授

対談

中原 啓貴 東京工業大学 工学院 情報通信系 准教授
田中 幸宏 footprints
株式会社角川アスキー総合研究所

株式会社 企

株式会社NiCO

みずほ情報総研株式会社

株式会社矢野経済研究所

執筆協力
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関根 久 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 ロボット・AI部 統括研究員、

 「次世代人工知能・ロボット中核技術開発」プロジェクト・マネージャー

松田 成正 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 技術戦略研究センター 
 新領域・融合ユニット（ロボット・AI）統括研究員（兼）ロボット・AI部 AI社会実装推進室 室長代理
金山 恒二 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 ロボット・AI部 
 主任研究員（兼）AI社会実装推進室 室長代理
狩野 雄介 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 ロボット・AI部 主査
田中 伸彦 経済産業省 商務情報政策局 デバイス・情報家電戦略室長
佐藤 慎二郎 経済産業省 商務情報政策局 情報産業課 課長補佐
小宮 恵理子 経済産業省 産業技術環境局 研究開発課 産業技術プロジェクト推進室 室長補佐
富田 達夫 独立行政法人情報処理推進機構 理事長
川浦 立志 独立行政法人情報処理推進機構 理事
松本 隆明 独立行政法人情報処理推進機構 顧問
片岡 晃 独立行政法人情報処理推進機構 社会基盤センター センター長
古明地 正俊 独立行政法人情報処理推進機構 社会基盤センター イノベーション推進部 部長
日下 保裕 独立行政法人情報処理推進機構 社会基盤センター 企画部 副部長
野村 治彦 独立行政法人情報処理推進機構 社会基盤センター イノベーション推進部 
 リサーチグループ グループリーダー

新井 一暁 独立行政法人情報処理推進機構 社会基盤センター イノベーション推進部
岩政 幹人 独立行政法人情報処理推進機構 社会基盤センター イノベーション推進部
小沢 理康 独立行政法人情報処理推進機構 社会基盤センター イノベーション推進部
遠山 真 独立行政法人情報処理推進機構 社会基盤センター イノベーション推進部
西原 栄太郎 独立行政法人情報処理推進機構 社会基盤センター イノベーション推進部

オブザーバー

事務局

（敬称略、所属名・役職名はAI白書編集委員会参加時点のもの） 
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浅川 伸一 東京女子大学 情報処理センター 助手
麻生 英樹 国立研究開発法人産業技術総合研究所 人工知能研究センター 副研究センター長
石田 亨 京都大学 大学院情報学研究科 社会情報学専攻 教授
石塚 満 国立情報学研究所 コグニティブ・イノベーションセンター・特任教授/センター長
和泉 潔 東京大学 大学院工学系研究科 システム創成学専攻 教授
井之上 直也 東北大学 大学院情報科学研究科 助教
上野 達弘 早稲田大学 大学院法務研究科 教授
尾形 哲也 早稲田大学 理工学術院 基幹理工学部 表現工学科 教授
小田 悠介 奈良先端科学技術大学院大学 情報科学研究科 知能コミュニケーション研究室

 国立研究開発法人情報通信研究機構 先進的音声翻訳研究開発推進センター

 先進的翻訳技術研究室 研究技術員
金広 文男 国立研究開発法人産業技術総合研究所 知能システム研究部門

 ヒューマノイド研究グループ 研究グループ長
河原 達也 京都大学 大学院情報学研究科 知能情報学専攻 教授
清水 亮 株式会社UEI 代表取締役社長兼CEO 東京大学 先端科学技術研究センター 客員研究員
庄野 逸 電気通信大学 大学院情報理工学研究科 情報学専攻 教授
武田 英明 国立情報学研究所 情報学プリンシプル研究系 教授
田所 諭 東北大学 大学院情報科学研究科 教授
谷口 忠大 立命館大学 情報理工学部 情報理工学科 教授
中原 啓貴 東京工業大学 工学院 情報通信系 准教授
二宮 洋一郎 国立情報学研究所 コグニティブ・イノベーションセンター 特任研究員
野田 五十樹 国立研究開発法人産業技術総合研究所 人工知能研究センター

 計算社会知能研究チーム 総括研究主幹・研究チーム長
原田 達也 東京大学 大学院情報理工学系研究科 知能機械情報学専攻 教授
比戸 将平 株式会社Preferred Networks Chief Research Officer
平田 圭二 公立はこだて未来大学 システム情報科学部 複雑系知能学科 教授
松井 俊浩 情報セキュリティ大学院大学 大学院・情報セキュリティ研究科 教授

 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 技術戦略研究センター フェロー
松岡 聡 東京工業大学 学術国際情報センター 教授 産総研・東工大 
 実社会ビッグデータ活用オープンイノベーションラボラトリ（RWBC-OIL） ラボラトリ長

 国立研究開発法人産業技術総合研究所 人工知能研究センター 特定フェロー
松原 仁 公立はこだて未来大学 副理事長 兼 同大学 システム情報科学部 複雑系知能学科 教授
宮尾 祐介 国立情報学研究所 コンテンツ科学研究系 准教授
山川 宏 株式会社ドワンゴ ドワンゴ人工知能研究所 所長

※本書は『AI白書2017』のコンテンツを一部活用しているため、同書の執筆者をここに紹介します。

AI白書2017執筆委員 （敬称略、五十音順、所属名・役職名は当時のもの）

495



本白書の記載内容は、原則として2018年8月までの執筆、寄稿、事務局調査に基づきます。
本白書中に記載されている会社名、製品名、及びサービス名は、それぞれ各社の商標または登録商標です。本文中には、
TM及び®マークは記載しておりません。

本白書は著作権法上の保護を受けています。
本白書より引用、転載については、IPA Webサイトの「よくある質問と回答」（https://www.ipa.go.jp/sec/qa/
index.html）に掲載されている「著作権および出版権等について」をご参照ください。
なお、出典元がIPA以外の場合、当該出典元の許諾が必要となる場合があります。

問い合わせ先：
独立行政法人情報処理推進機構　社会基盤センター
イノベーション推進部　リサーチグループ
〒113－6591　東京都文京区本駒込2－28－8
文京グリーンコート　センターオフィス
https://www.ipa.go.jp/

2018年12月11日　初版発行
2019年  9月10日　第1版第4刷発行

A I白書　２０１９

編　   独立行政法人情報処理推進機構 AI 白書編集委員会

発行者   加瀬典子

発　行   株式会社角川アスキー総合研究所
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